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開 会◎

これより平成29年２月定例県○星原 透議長

議会を開会いたします。

本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、横田照夫○星原 透議長

議員、髙橋透議員を指名いたします。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、会期の決定について議○星原 透議長

題といたします。

今期定例会の会期日程に係る議会運営委員長

の審査結果報告を求めます。議会運営委員会、

黒木正一委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○黒木正一議員

閉会中の去る２月16日の議会運営委員会にお

いて、本日招集されました平成29年２月定例県

議会の会期日程等について協議をいたしまし

た。

今期定例会に提案されます知事提出議案は合

計70件、その内訳は、当初予算19件、補正予

算13件、条例25件、予算・条例以外13件であり

ます。このほか２件の報告があります。またさ

らに、副知事の選任同意に係る議案が追加提案

される予定であります。

これら提出議案の内容等を踏まえ、当委員会

において審査をいたしました結果、会期につい

ては、本日から３月22日までの28日間とするこ

とに決定いたしました。なお、会議日程は、お

手元に配付されております日程表のとおりであ

ります。

今期定例会は、３月１日から２日間の日程で

代表質問、３月３日から３日間の日程で一般質

問を行います。

一般質問終了後、議案・請願について所管常

任委員会への付託を行います。３月８日から２

日間の日程で常任委員会を開催していただき、

付託された議案のうち補正関連議案を審査の

上、３月10日の本会議において各常任委員長の

審査結果報告及び採決を行います。その後、３

月13日から４日間の日程で同じく各常任委員会

で当初関連議案等を審査の上、３月22日の最終

日の本会議において議案・請願の審査結果報告

及び採決を行います。また、同じく最終日に

は、今年度設置しております３つの特別委員会

の調査結果報告を行います。

なお、議員から提出される議案の取り扱い及

び特別委員会については、日程表に記載のとお

りであります。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

以上で、当委員会の報告を終わります。〔降

壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○星原 透議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りいたしま○星原 透議長

す。

今期定例会の会期は、ただいまの議会運営委

員長の報告のとおり、本日から３月22日まで

の28日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

平成29年２月23日(木)
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とおりであります。〔巻末参照〕

議案第１号から第70号まで上程◎

次に、お手元に配付のとお○星原 透議長

り、知事から議案第１号から第70号までの各号

議案の送付を受けましたので、これらを一括上

程いたします。〔巻末参照〕

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○星原 透議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。平成29年２月定例県議会の開会に当た

りまして、今後の県政運営に関する所信の一端

を申し上げますとともに、ただいま提案いたし

ました平成29年度の予算案並びにその他の議案

について、その概要を御説明申し上げます。

私は、先月、２期目の任期の折り返しを迎え

ました。この間、県議会の皆様を初め、多くの

県民の皆様の御協力を賜り、東九州自動車道な

ど交通インフラ整備の大きな進展、大型案件を

含む企業立地、フードビジネスや東九州メディ

カルバレーなど、将来を担う成長産業の育成と

人材確保のための産学金労官が一体となった支

援体制の構築、また、伊勢志摩サミット等にお

ける「宮崎キャビア1983」の提供など、県産品

の認知度の向上、さらには、２巡目国体や国民

文化祭の開催内定など、県政を一歩一歩着実に

前進させるとともに、新たな成長に向けた礎づ

くりも進むなど、確かな手応えを感じておりま

す。

一方、我が国は本格的な人口減少社会を迎え

ており、県内では、特に若者世代や中山間地域

での人口流出が進んでおります。人口減少対策

や中山間地域対策は、短期間で成果が出るもの

ではありませんが、若者の県内就職の促進、中

山間地域における所得の向上や医療・福祉の維

持確保など、未来を見据えた地方創生の取り組

みを着実に、そして力強く進めてまいりたいと

考えております。

また、２巡目国体や国民文化祭の準備を本格

的に進めるとともに、世界農業遺産など世界ブ

ランドの活用、スポーツキャンプ地としてのグ

レードアップなど、「文化・スポーツを生かし

た地域づくり」に一層取り組んでまいります。

さらに、９月に宮城県で開催される全国和牛

能力共進会において、何としても３連覇をかち

取り、口蹄疫からの復興と「畜産王国宮崎」を

全国に発信していかなければならないと決意を

新たにしております。

一方、全国各地で自然災害等が猛威を振るっ

ておりますが、今年度、県内でも熊本地震及び

台風16号による被害や、高病原性鳥インフルエ

ンザが発生しております。引き続き、「常在危

機」の意識を徹底し、県民の皆さんと協働し

て、防災・減災、防疫対策のさらなる強化に取

り組んでまいります。

今後とも、さまざまな県政の課題に真正面か

ら向き合うとともに、本県が大きく飛躍する絶

好の機会を逃すことなく、これまで以上に「対

話と協働」の基本姿勢を大事にしながら、果敢

に挑戦していきたいと考えておりますので、県

議会の皆様を初め、県民の皆様のより一層の御

理解と御協力をお願い申し上げます。

続きまして、提案いたしました議案の御説明

に先立ち、３点御報告をさせていただきます。

１点目は、高病原性鳥インフルエンザについ

てであります。

昨年12月に川南町、ことし１月に木城町の養

鶏農場において２例の高病原性鳥インフルエン
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ザが発生いたしましたが、国、自衛隊、関係市

町村に加え、建設業協会を初めとする関係団体

等の御協力をいただき、迅速かつ的確に防疫措

置を完了することができました。関係の皆様の

御尽力に深く感謝を申し上げます。

しかしながら、隣国の韓国においては、過去

に例のないほど多数の発生が確認されており、

国内においても、本県以外に６道県で計８例発

生しております。また、国内における死亡野鳥

からのウイルスの確認状況や渡り鳥の飛来状況

等からも、依然として発生リスクが高い状況に

ある上、同じ韓国で発生が相次ぐ口蹄疫への警

戒もさらに強めていかなければならない状況に

あります。引き続き、万全の対応をとってまい

りたいと考えております。

２点目は、門川南スマートインターチェンジ

の開通についてであります。

門川町とＮＥＸＣＯ西日本九州支社とともに

整備を進めてまいりました東九州自動車道門川

南スマートインターチェンジにつきまして、３

月25日に開通する運びとなりました。この開通

により、高速道路の利便性が向上し、県北地域

の産業活性化や観光の振興、迅速な救急救命活

動、防災機能の強化などに大きな効果が期待さ

れます。これまで開通に向け御支援をいただき

ました県議会の皆様を初め、関係自治体や団体

等の方々に、心からお礼を申し上げます。

３点目は、「スポーツランドみやざき」の展

開についてであります。

本県では、多くのスポーツキャンプ・合宿の

受け入れを行っているところでありますが、こ

としの春季キャンプにおきましても、日本プロ

野球７球団、Ｊリーグ20チームなど、多くのス

ポーツチームのキャンプが実施され、大変なに

ぎわいを見せているところであります。また、

本日より、ＫＩＲＩＳＨＩＭＡサンマリンスタ

ジアム宮崎を中心に、ワールドベースボールク

ラシックに向けた侍ジャパンの強化合宿が実施

されております。

本県でキャンプを実施したチームには、大学

駅伝３冠・箱根駅伝３連覇を達成した青山学院

大学陸上競技部を初め、Ｊリーグ年間王者と

なった鹿島アントラーズ、プロ野球セ・リーグ

を制した広島東洋カープなど、好成績をおさめ

るチームも多く、大変縁起のいいキャンプ地、

結果の出るキャンプ地であります。侍ジャパン

におきましても、この宮崎での充実した強化合

宿を経て、世界一に輝くことを期待していると

ころであります。

今後、 2 0 1 9年にラグビーワールドカッ

プ、2020年には東京オリンピック・パラリン

ピックが日本で開催されますので、国内外の代

表チームの事前合宿が本県で実施され、「スポ

ーツランドみやざき」のさらなる発展に結びつ

くよう、引き続き、官民一体となって取り組ん

でまいります。

それではまず、今議会に提案いたしました平

成29年度当初予算案について御説明申し上げま

す。

平成29年度当初予算案につきましては、不断

の取り組みとして「第四期財政改革推進計画」

を着実に実行しつつ、人口減少問題に真正面か

ら向き合い、本県の未来を切り開く中長期的な

視点に立った施策を着実に推進していくため、

重点施策として、「人口減少対策と中山間地域

対策の強化」「世界ブランドのみやざきづくり

の推進」及び「成長産業の育成加速化と新たな

産業づくり」を掲げ、未来志向の地方創生に取

り組む予算として編成したところであります。

このような方針に基づき編成いたしました結
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果、当初予算額は、一般会計5,778億3,500万

円、特別会計1,255億2,899万8,000円、公営企業

会計454億6,351万7,000円となります。

このうち一般会計の歳入財源は、県税958

億3,000万円、地方交付税1,824億2,500万円、国

庫支出金864億8,703万1,000円、繰入金305

億3,208万7,000円、県債608億4,110万円、その

他1,217億1,978万2,000円であります。

なお、この中で、引き続き地方創生に向けた

取り組み、防災・減災対策の強化及び地域経済

の活性化を積極的に推進する観点から、29年度

においても特別枠を設け、「県営電気事業みや

ざき創生基金」を活用した事業を9.7億円、「大

規模災害対策基金」を活用した事業を6.7億円及

び公共事業を45億円、総額61.4億円を追加で措

置しております。

このうち「県営電気事業みやざき創生基金」

は、国の地方創生推進交付金の活用に当たり必

要となる県費や、畜産新生の推進に向けた取り

組みの財源として、また「大規模災害対策基

金」は、防災・減災対策を集中的に進めるため

の財源として、それぞれ活用するものでありま

す。

また、公共事業につきましては、国の予算措

置の状況等を踏まえ、補助・交付金事業を20億

円、きめ細かな事業を展開することのできる県

単独事業を25億円、それぞれ上乗せし、総額

で28年度と同規模の予算額を確保したところで

あります。

これらの公共事業の執行によりまして、社会

資本の着実な整備と防災・減災対策の強化を図

るとともに、地域経済の活性化にも資するもの

と考えております。

なお、29年度の一般会計当初予算額につきま

しては、ＴＰＰ対策関連の国庫補助事業の減等

により、28年度の当初予算額と比較して0.7％の

マイナスとなっておりますが、今年度の11月補

正予算において、国の経済対策の実施に伴う経

費を300億円以上措置しており、繰越事業費が前

年度と比べても大幅増となる見込みであります

ことから、これらの予算を一体的かつ円滑に執

行することにより、事業効果を最大限に発揮さ

せていきたいと考えております。

以下、平成29年度当初予算案の主な事業につ

いて、３つの重点施策に沿って御説明申し上げ

ます。

まず１点目は、「人口減少対策と中山間地域

対策の強化」であります。

若者の県内企業等への就職・定着を図るた

め、「みやざき産業人財確保支援基金」を設置

し、奨学金の返還支援に取り組む企業等を支援

するとともに、県内企業と高校が連携した高校

生の県内就職・定着を図る取り組み、宮崎ひな

た暮らしＵＩＪターンセンターにおける移住希

望者への支援など、若者の県外流出の抑制とＵ

ＩＪターンのさらなる促進に取り組んでまいり

ます。

また、県立芸術劇場と川崎市立文化施設が連

携した演奏会の開催など、包括連携協定を踏ま

え、川崎市との交流をさらに拡大するととも

に、新たな都市と連携した施策の展開を検討す

るなど、都市との交流促進に取り組んでまいり

ます。

また、大学生など若者を対象に、みずからの

結婚、妊娠・出産、子育てについて考える機会

を提供するとともに、児童養護施設の退所者等

の社会的自立を支援するアフターケアセンター

の設置、女性の再就職を支援するセミナー等の

開催や、仕事と家庭の両立を支援する事業所を

ふやすための取り組みなど、子育て支援とワー
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クライフバランスの充実強化に取り組んでまい

ります。

さらに、中山間地域における農業所得向上に

向けた取り組みへの支援を行うとともに、有害

鳥獣による被害の防止に向けた総合的対策、在

宅医療の推進を図るための訪問看護師の確保・

育成や訪問看護ステーションの設置支援、木造

住宅耐震化のより一層の推進など、持続可能な

中山間地域の暮らしづくりに取り組んでまいり

ます。

２点目は、「世界ブランドのみやざきづくり

の推進」であります。

まず、世界農業遺産高千穂郷・椎葉山地域や

祖母・傾・大崩ユネスコエコパークを活用した

市町村の地域づくりの取り組みを支援するとと

もに、東京オリンピック・パラリンピックを控

えた首都圏への情報発信・販路開拓等の機能強

化を図るための新宿みやざき館ＫＯＮＮＥのリ

ニューアル、今議会に提案しております「美し

い宮崎づくり推進条例」に基づく県民との協働

による美しい景観づくりの取り組みなど、発信

力の強化と地域の誇り、郷土愛の醸成を図って

まいります。

また、各地に点在する活用されていない地域

資源や文化財を掘り起こし、ブランド化を目指

すとともに、土呂久公害の教訓を次世代へ継承

する取り組みや、温暖な気候や恵まれた自然環

境を生かしたサイクルツーリズムの確立やサー

フィン環境の整備など、新たな地域資源の掘り

起こしや再評価を進めてまいります。

さらに、平成32年度に本県で開催される国民

文化祭及び全国障害者芸術・文化祭に向けた準

備を進めるとともに、東京オリンピック・パラ

リンピックやラグビーワールドカップに向け、

スポーツ合宿地としてグレードアップを図る取

り組み、高校生や地域住民が芸術文化に親しむ

機会の提供、甲子園優勝を目指したチーム支援

や選手の育成強化など、文化・スポーツの振興

にも取り組んでまいります。

３点目は、「成長産業の育成加速化と新たな

産業づくり」であります。

まず、東京オリンピック・パラリンピックを

控え、需要の増加が予想される森林認証材の安

定的・効率的な供給体制の確立に取り組むとと

もに、食品製造業者の取引拡大を図るための県

内外の卸売業者等とのマッチングの支援、宮崎

牛の輸出拡大を図るための拠点となる高い衛生

基準に対応した食肉処理施設の整備支援、全国

和牛能力共進会３連覇をかち取るための取り組

みとさらなる販売促進策の展開など、本県の強

みや特性を生かした成長産業の育成加速化に取

り組んでまいります。

また、産学金労官の連携による県内産業の将

来を担う人材や地域経済を牽引する中核企業を

育成するための集中的支援、新製品・新技術の

開発、ものづくりベンチャー企業の育成など、

産学金労官が一体となったサポート体制の充実

にも取り組んでまいります。

さらに、本県の観光をリードする人材の育成

や市場ニーズに対応した新たな観光地づくりの

ほか、新たな技術や科学的データを用いた施設

園芸や漁業、畜産経営の実証に取り組むなど、

次代につながる新たな産業づくりも進めてまい

ります。

当初予算案の概要については以上であります

が、あわせて、新たな予算を伴わずに県民サー

ビスの向上を図る、いわゆるゼロ予算施策も積

極的に実施していくこととしております。

次に、予算以外の議案について御説明いたし

ます。
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議案第20号「宮崎県行政機関設置条例の一部

を改正する条例」は、新たな行政機関として設

置する宮崎県動物愛護センターの名称、位置及

び所管区域に関する規定を追加するものであり

ます。

議案第21号「地方警察職員の定員に関する条

例の一部を改正する条例」は、警察法施行令の

一部改正による地方警察職員たる警察官の都道

府県警察ごとの定員の基準の改正に伴い、本県

警察官の定員について必要な改正を行うもので

あります。

議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」は、水産試験場水産物加工

指導センターの加工室等の使用料の新設や、建

築士法改正に伴う建築士事務所登録申請手数料

の改正等を行うほか、宮崎県立看護大学の地方

独立行政法人化に伴い、関係する使用料及び手

数料を廃止するものであります。

議案第23号「知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例」は、通勤実態等

を踏まえ、一般職の自動車に係る通勤手当を見

直すとともに、常勤の特別職について、国の状

況等を踏まえ、一般職の例により通勤手当を支

給するため、関係規定の改正を行うものであり

ます。

議案第24号「職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例」は、国等との均衡を

考慮し、手当の額や支給要件の改正等を行うも

のであります。

議案第25号「みやざき産業人財確保支援基金

条例」は、本県の産業を担う人財の確保を図る

ため、県内企業等に就職した若者の奨学金返還

を支援することを目的とした基金を創設する条

例を制定するものであります。

議案第26号「宮崎県森林整備加速化・林業再

生基金条例の一部を改正する条例」は、基金を

活用した事業の実施期間の見直しに伴い、基金

の設置期間を延長するための改正を行うもので

あります。

議案第27号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」は、宮崎市と共同で設置する動

物愛護センターについて、公の施設としての名

称を「みやざき動物愛護センター」とするとと

もに、宮崎県立看護大学の地方独立行政法人化

に伴い、公の施設から削除するものでありま

す。

議案第28号「宮崎県特定非営利活動促進法施

行条例の一部を改正する条例」は、特定非営利

活動促進法の一部改正に伴い、認定ＮＰＯ法人

等の海外への送金等に関する届け出手続が見直

されたこと等から、関係規定の改正を行うもの

であります。

議案第29号「宮崎県行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例」は、

県民の利便性の向上及び事務処理の効率化の観

点から、個人番号の利用が可能な事務を追加す

るなど、関係規定の改正を行うものでありま

す。

議案第30号「宮崎県情報公開条例の一部を改

正する条例」及び議案第31号「宮崎県個人情報

保護条例の一部を改正する条例」は、条例が適

用される実施機関として、「県が設立した地方

独立行政法人」を追加するなど、関係規定の改

正を行うものであります。

議案第32号「職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例等の一部を改正する条例」は、地

方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正

等に伴い、育児休業の対象となる子の範囲の拡
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大や介護部分休暇の新設等を行うものでありま

す。

議案第33号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」は、住民

の利便性の向上及び事務処理の効率化の観点か

ら、知事の権限に属する事務のうち、医療法人

の分割に係る事務について、取り扱いを希望す

る市に権限を移譲するための改正を行うもので

あります。

議案第34号「宮崎県看護師等修学資金貸与条

例の一部を改正する条例」は、訪問看護を行う

事業所に就業する看護職員の確保を図るため、

修学資金の貸与を受ける者の資格要件の緩和を

図るなど、関係規定の改正を行うものでありま

す。

議案第35号から議案第37号までは、公立大学

法人宮崎県立看護大学の設立に伴い、当該法人

による財産の処分及び職員の引き継ぎに関する

条例、また、関係条例の整理に関する条例をそ

れぞれ制定するものであります。

議案第38号「美しい宮崎づくり推進条例」

は、市町村、県民及び事業者と連携して、美し

い宮崎づくりに関する施策を総合的かつ計画的

に推進するための条例を制定するものでありま

す。

議案第39号「宮崎県育英資金貸与条例の一部

を改正する条例」は、宮崎県育英資金の延滞利

息の利率を引き下げるための改正を行うもので

あります。

議案第40号は、「包括外部監査契約の締結に

ついて」、地方自治法第252条の36第１項の規定

により、議会の議決に付するものであります。

議案第41号から議案第43号までは、平成29年

度の林道事業、農政水産関係建設事業及び土木

事業に要する経費に充てるため、市町村負担金

を徴収することについて、地方財政法第27条第

２項等の規定により、議会の議決に付するもの

であります。

議案第44号から議案第46号までは、みやざき

男女共同参画プラン、みやざき文化振興ビジョ

ン及び都市計画に関する基本方針の変更につい

て、宮崎県行政に係る基本的な計画の議決等に

関する条例第３条の規定により、議会の議決に

付するものであります。

議案第47号及び議案第48号は、公立大学法人

宮崎県立看護大学の設立に伴い、当該法人が徴

収する授業料等の料金の上限及び業務運営に関

する中期目標について、地方独立行政法人法の

規定により、それぞれ議会の議決に付するもの

であります。

次に、別冊にて同時に提案いたしております

平成28年度補正予算案及びその他の議案につい

て、その概要を御説明申し上げます。

今回の補正予算案は、公共事業費等の国庫補

助決定に伴うもの、その他必要とする経費につ

いて措置するものであります。

補正額は、一般会計マイナス268億1,256

万1,000円、特別会計マイナス６億5,824万7,000

円、公営企業会計１億6,207万3,000円でありま

す。

なお、一般会計の歳入財源は、県税30億4,000

万円、地方交付税27億8,731万5,000円、国庫支

出金マイナス90億6,138万5,000円、繰入金マイ

ナス79億9,481万円、諸収入マイナス104億7,073

万3,000円、県債マイナス17億9,047万7,000円、

その他マイナス33億2,247万1,000円でありま

す。この結果、平成28年度の一般会計歳入歳出

予算規模は5,992億247万9,000円となります。

以下、新たに予算措置を伴う主な事業につい

て御説明申し上げます。
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まず、昨年12月とことし１月の高病原性鳥イ

ンフルエンザ発生に伴う移動制限措置により、

経済的影響を受けた農場への支援に係る経費を

計上しております。

また、地方創生拠点整備交付金を活用する事

業として、工業技術センター及び食品開発セン

ターの試験研究機能の強化を図るための施設整

備や、フードビジネスを担う人材の研修拠点と

なる県立農業大学校の食品加工施設の整備、

「みやざき地頭鶏」のひなの供給拡大を図るた

めの畜産試験場の種鶏増殖施設の整備に係る経

費を計上しております。

また、商品開発や販路拡大等に取り組む情報

通信・観光関連企業に対する産学金労官が連携

した一貫支援体制の整備や、ＪＲ九州が行う佐

土原駅のバリアフリー化整備に対する支援、鶏

肉の輸出に向け処理加工施設の再編整備を行う

企業への支援等も行うこととしております。

また、県立美術館の新たなコレクションとし

て、美術品等取得基金を活用し、本県出身の彫

刻家の作品を２点購入することとしておりま

す。

さらに、公共事業についてでありますが、昨

年９月の台風16号による被災地の復旧整備や中

山間地域の農業生産基盤整備に係る事業を計上

しております。

次に、平成28年度予算の翌年度への繰り越し

についてであります。

国の補正予算に係る公共事業等について、事

業実施期間が不足することなどの事情から、歳

入歳出予算を翌年度に繰り越して執行するもの

であります。

次に、特別議案の概要について御説明申し上

げます。

議案第62号「宮崎県税条例の一部を改正する

条例」は、消費税の税率改正実施時期の延期等

による地方税法等の一部改正に伴い、法人県民

税法人税割の標準税率改正実施時期が延期され

たこと等から、関係規定の改正を行うものであ

ります。

議案第63号「国営西諸土地改良事業負担金徴

収条例及び国営大淀川右岸施設機能保全事業負

担金徴収条例の一部を改正する条例」は、土地

改良法施行令の一部改正に伴い、受益者等から

徴収する負担金の償還利率の見直しが行われた

ことから、関係規定の改正を行うものでありま

す。

議案第64号「宮崎県医療施設耐震化臨時特例

基金条例を廃止する条例」及び議案第65号「宮

崎県地域医療再生基金条例を廃止する条例」

は、それぞれ基金を活用した事業の終了に伴

い、条例を廃止するものであります。

議案第66号「宮崎県国民健康保険運営協議会

条例」は、国民健康保険法の一部改正に伴い、

平成30年度以降の国民健康保険事業の運営に関

する事項について審議を行う附属機関を設置す

るための条例を制定するものであります。

議案第67号は、県営広域営農団地農道整備事

業沿海北部６期地区１工区トンネル工事、議案

第68号は、県営湛水防除事業嵐田地区２工区排

水機製作・据えつけ工事、及び議案第69号は、

防災・安全社会資本整備交付金事業国道327号佐

土の谷工区（仮称）佐土の谷２号トンネル工事

の、それぞれ請負契約の締結について、議会の

議決に付すべき契約に関する条例第２条の規定

により、議会の議決に付するものであります。

議案第70号は、県立農業大学校の土地の一部

を川南町の企業誘致用地に供するため、財産に

関する条例第２条の規定により、当該土地と建

物の処分について、議会の議決に付するもので

平成29年２月23日(木)
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あります。

以上、今回提案いたしました議案の概要につ

いて御説明いたしました。よろしく御審議のほ

どお願い申し上げます。〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○星原 透議長

あすからの日程をお知らせいたします。

あす24日から28日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

次の本会議は、３月１日午前10時開会、代表

質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時32分散会



３月１日（水）
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平 成 2 9 年 ３ 月 １ 日 （ 水 曜 日 ）

午前 時 分開議10 0

出 席 議 員（ 名）39
（ ）1番 西 村 賢 自由民主党 青の国

（ ）2番 有 岡 浩 一 愛みやざき

（ ）3番 来 住 一 人 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）4番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）5番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）6番 岩 切 達 哉 同

（ ）7番 二 見 康 之 宮崎県議会自由民主党

（ ）8番 清 山 知 憲 同

（ ）9番 島 田 俊 光 同

（ ）10番 日 高 博 之 同

（ ）11番 野 﨑 幸 士 同

（ ）12番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 星 原 透 同

（ ）14番 濵 砂 守 ひむかの会

（ ）15番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）16番 前屋敷 恵 美 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）17番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）18番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 髙 橋 透 同

（ ）20番 丸 山 裕次郎 宮崎県議会自由民主党

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 黒 木 正 一 同

（ ）24番 横 田 照 夫 同

（ ）25番 山 下 博 三 同

（ ）26番 右 松 隆 央 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 徳 重 忠 夫 自由民主党県民クラブ

（ ）29番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）30番 満 行 潤 一 県 民 連 合 宮 崎

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 後 藤 哲 朗 同

（ ）34番 外 山 衛 同

（ ）35番 松 村 悟 郎 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 原 正 三 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 宮 原 義 久 同

地方自治法第 条による出席者121
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 永 山 英 也

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危 機 管 理 統 括 監 畑 山 栄 介

福 祉 保 健 部 長 日 隈 俊 郎

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

会 計 管 理 者 髙 原 みゆき

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 土 持 正 弘

財 政 課 長 川 畑 充 代

教 育 長 四 本 孝

警 察 本 部 長 野 口 泰

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人事委員会事務局長 金 子 洋 士

事務局職員出席者

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 小 田 博 之

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 担 当 主 幹 松 吉 浩

議 事 課 主 査 沼 口 恭一郎

議 事 課 主 任 主 事 森 本 征 明
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議員発議案送付の通知◎

これより本日の会議を開きま○星原 透議長

す。

本日の日程は代表質問でありますが、お手元

に配付のとおり、委員会から議案の送付を受け

ましたので、事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成29年３月１日

宮崎県議会議長 星原 透 殿

提出者 議会運営委員長 黒木 正一

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

受動喫煙防止対策の強化措置に関する意見書

議員発議案第１号追加上程、採決◎

ただいま朗読いたしました議○星原 透議長

員発議案第１号を日程に追加し、議題とするこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

議員発議案第１号を議題といたします。

お諮りいたします。

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、説明を省略して直ちに審議すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第１号についてお諮りいたしま

す。

本案を原案のとおり可決することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、本案は原案のとおり可決されました。

代表質問◎

ただいまから代表質問に入り○星原 透議長

ます。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

代表質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末

参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、宮崎県議会自由民主党、外山衛議

員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○外山 衛議員

ざいます。自由民主党、外山衛でございます。

本日は、早くから大勢の方々に傍聴いただ

き、まことにありがとうございます。

では、通告に従いまして代表質問を行いま

す。

まず、平成29年度当初予算案について伺いま

す。

歯どめのきかない人口減少時代におきまし

て、地方の活性化、いわゆる地方創生が課せら

れる中、本県も、これまで各分野でさまざまな

施策に取り組んでこられましたが、悩ましいこ

とに、全国下位の県民所得や若者の県外流出、

過疎化の進行など困難な課題を抱え、いまだ光

明が見えないのが現状でございます。こうした

中、県民が豊かさを真に実感できるようにして

いくためには、直面している少子高齢・人口減

平成29年３月１日(水)
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少対策や経済・雇用対策、インフラ・防災対策

など、各種施策を強力に推進し、本県の明るい

未来の創造のために果敢に取り組む姿勢が必要

であると考えます。そこで、今回は、河野知事

の２期目の折り返しとなる予算案になります

が、その概要について伺います。

また、予算案の基本方針にございます「未来

志向の地方創生」とはどのような意味なのか

を、知事に伺います。

続いて、国の「まち・ひと・しごと創生法」

に基づき、本県も平成27年度に「宮崎県まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、その中

で、しごとを「興す」、人を「育てる」、まち

を「磨く」、資源を「呼び込む」という４つの

施策目標を掲げ、これまで多くの取り組みをさ

れてきたところでありますが、本県の地方創生

における主な取り組みやこれまでの成果につい

て、総合政策部長に伺います。

次に、本県の経済の活性化を図るためには、

基幹産業である農業の振興が重要であると考え

ます。本県の平成27年の農業産出額は3,320億

円、全国５位と、全国有数の農業県に発展して

きたところでありますが、一方、農業経営体

数、農業就業人口の減少や国際化の進展など、

本県農業を取り巻く情勢は大きく変化してきて

おり、新たな視点での振興策が必要であると考

えます。このような中、農政水産部長はこの２

年間、県内くまなく現場に足を運び、生産者の

声を聞き、農水産業振興の陣頭指揮をとってこ

られました。そこで、農政水産部長として、こ

れまでどのような考えで農業振興に取り組んで

こられたのか。また、今後の本県農業の振興の

方向性について伺います。

以上で壇上からの質問は終わり、以下は質問

者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

当初予算案についてであります。平成29年度

当初予算の編成に当たりましては、昨年10月に

決定した当初予算編成方針に基づいて編成をし

ております。財政改革の取り組みを不断の取り

組みとして位置づけ、これを着実に実行します

とともに、人口減少問題に真正面から向き合

い、中長期的な視点に立った施策を着実に推進

するため、３つの重点施策としまして、「人口

減少対策と中山間地域対策の強化」「世界ブラ

ンドのみやざきづくりの推進」「成長産業の育

成加速化と新たな産業づくり」を掲げ、未来志

向の地方創生に取り組む予算として編成したと

ころであります。この予算額につきましては、

公債費やＴＰＰ対策関連の国庫補助事業の減な

どにより、対前年度比0.7％減の5,778億3,500万

円でありますが、通常の新規・改善事業に加え

まして、総額61.4億円の特別枠を設置し、地方

創生を初めとした地域経済の活性化や防災・減

災対策の強化に積極的に取り組むこととしてお

ります。今年度の11月補正で、国の経済対策の

実施に伴う経費約300億円ほど措置をしており、

この大幅な繰越事業費と一体的な執行というも

のが可能でございまして、限られた財源を工夫

しながら、必要な事業を構築できたと考えてい

るところであります。

次に、未来志向の地方創生についてでありま

す。これからの人口減少時代に的確に対応し、

希望ある未来を築くことは、本県の最重要課題

であります。県の総合計画や地方創生総合戦

略、さらには毎年度の予算編成においても、こ

れを重点施策として掲げ、その対策に取り組ん

できたところであります。しかしながら、平

成27年の国勢調査結果を見ますと、本県の人口
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は５年間で約３万1,000人減少しております。残

念ながら、そのスピードに歯どめがかからない

状況にあります。この人口減少は我が国の構造

的課題でもあり、短期的に成果が出るものでは

ないと考えておるところでありますので、持続

可能な地域づくりに向けて、長期的な見通しを

持ち継続的に取り組む、そういう意図を込めて

「未来志向の地方創生」としたところでありま

す。将来世代への責任を果たすという観点か

ら、若者の県内定着を目的として成長産業の振

興を図るなど、しっかりと先を見据えて、今取

り組むべき施策を力強く推進してまいりたいと

考えております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○総合政策部長（永山英也君）

えいたします。

本県の地方創生総合戦略では、まず、成長産

業の育成等により仕事をつくり、若者の定着を

促進すること、そして、子供を生み育てやすい

環境づくりや、郷土愛と挑戦力を持った人財育

成を進め、魅力にあふれ、暮らしやすい地域社

会を築くことを目指しております。これまでの

取り組みの結果、交通インフラの整備促進等も

追い風としながら、フードビジネス等の成長産

業の育成、産学金労官が連携した県内企業や産

業人財の育成体制の整備、また、大型案件を含

みます企業立地の進展、さらにクルーズ船の寄

港増大など、特に産業や雇用の面では成果が上

がっていると思っております。また、県内市町

村においても、認定を受けました世界農業遺産

の活用や、宮崎こばやし熱中小学校の開催な

ど、自治体の垣根を越えた連携による取り組み

のほか、美郷町渡川地区における「渡川みらい

会議」のような住民主体の地域ビジネスへの取

り組みも生まれておりまして、地域づくりの面

におきましても、確かな進展が見られると考え

ております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○農政水産部長（郡司行敏君）

えいたします。

農業振興の取り組みと今後の方向性について

であります。「農は国の大本なり」「百姓は国

の礎なり」、前者は日本書紀の言葉、後者は信

州松代藩の家老、恩田木工の言葉であります。

「農業と農家は、国の豊かさを生み出す根源的

な存在である」という意味であると理解をして

おります。私は、この言葉を大切に心に刻み、

生産者や農業団体の皆さんとともに、本県農業

の振興に取り組んでまいりました。農業は今、

大きな変革期を迎えておりますが、このような

変化をチャンスと捉え、果敢に挑戦すること

が、我々に課せられた使命であると考えており

ます。口蹄疫からの再生・復興や、牛肉の輸出

拡大、食の安全分析センターの設立、世界農業

遺産の認定、キャビアの伊勢志摩サミットでの

採用などは、その挑戦の一つの成果であると考

えております。そして来年度は、前人未踏の３

連覇がかかった全国和牛能力共進会の年となり

ますが、私は、今後とも、この挑戦の心を多く

の生産者、関係者の皆さんと共有し、若者が夢

と誇りを持って取り組める本県農業の実現を図

ることが、極めて重要であると考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

農政水産部長におかれまして○外山 衛議員

は、ぜひとも将来の農業に夢と希望が持てる明

るいものとなりますように、今後に引き継いで

もらいたいと思います。

それでは、再度、当初予算案について伺いま

す。人口減少問題に的確に対応し、若者の定着

や産業育成に力点を置かれ、持続可能な地域づ

くりに向けて、新年度の予算案を編成されたと

いうことでありますが、予算額を見ますと、一
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般会計5,778億円と、４年ぶりに減少しておりま

す。そこで、今回、当初予算がマイナスになっ

た要因について、総務部長に伺います。

平成29年度当初予○総務部長（桑山秀彦君）

算が対前年度比マイナスとなった主な要因であ

りますけれども、公債費及び普通建設事業費の

減によるものでございます。まず、公債費につ

きましては、これまでの財政改革への取り組み

によりまして、県債残高が減少しております。

その償還費用であります公債費が、前年度より

も約21億円減少しておるところでございます。

また、普通建設事業費でありますが、普通建設

事業費のうち単独事業分につきましては、防災

拠点庁舎やえびの警察署庁舎の建設などによ

り、前年度より約22億円の増となっております

が、一方で補助事業分につきましては、平成28

年度当初予算に計上しておりましたＴＰＰ対策

関連の国庫補助事業が、平成29年度は大幅に減

少したことから、約44億円の減となっており、

この結果、普通建設事業費全体では約24億円の

減となっております。これら２つが主な要因と

なりまして、予算総額が前年度に比べマイナス

となったところでございます。

次に、全国的に急速な少子高○外山 衛議員

齢化の進展と人口減少という大きな課題に直面

し、地域活力の低下が進む中、今後、本県にお

きましても、特性を生かした地方創生のあり

方、本県の進むべき道筋を示していかなければ

ならないと考えます。そこで、本県の地方創生

は何を目指すのかを、総合政策部長に伺いま

す。

地方創生の眼○総合政策部長（永山英也君）

目は、都市に向かう人やお金の流れを転換し、

地方においても、将来に明るい希望を持てる社

会を築いていくことにあると認識をしておりま

す。都市部と比べて、経済や都市機能などでは

弱い面がある本県のような地方におきまして

は、まずは外貨を稼ぎ、地域内の経済循環を拡

大させますとともに、人のきずなや美しい自

然、ゆったりとした時間の流れといったよさを

生かしながら、経済的な豊かさとお金にかえら

れない価値とが調和した、「新しいゆたかさ」

を実現できる社会を目指していく必要があると

考えております。本県の置かれている状況は厳

しいとは思いますけれども、この宮崎に住み続

けたい、子供を生み育てたい、また、宮崎で育

ち、役に立ちたい、そして宮崎に戻り、移り住

みたいと多くの人に思ってもらえるような地域

づくりに向けて、着実に施策を推進してまいり

たいと考えております。

人口減少が加速化する中で、○外山 衛議員

非常に困難であると思いますが、今後も、未来

を見据えた地方創生に取り組んでもらいたいと

思います。

続きまして、人材確保について伺います。

本格的な人口減少社会という現状を踏まえ、

県では、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

のもと、社会減対策と自然減対策を講じること

で、平成72年の県人口80万人超、29歳以下人口

割合30％以上という高い数値目標を掲げておら

れます。人口減少に歯どめをかけるということ

は、一朝一夕にできるものではないことは重々

承知しておりますが、それでも人口減少対策は

待ったなしの状況であります。特に若者世代の

人口流出が進んでおり、高校を卒業して大学へ

進学する18歳人口や、大学卒業後の就職時にお

ける20代前半の人口流出が著しい状況にありま

す。このままでは、本県の産業を支える担い手

が足りなくなり、地域経済が縮小していくので

はないかと、非常に危惧をしている次第でござ
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います。

今、若者は、大学等に進学するに当たって、

その半数が奨学金を借りていると言われていま

す。本県の若年層の労働人口をふやすために

も、こういった人材を県外に流出させてはなら

ないと思います。昨年６月議会におきまして、

我が会派の島田議員が、「県内の産業人財の確

保・定着を図るためには、奨学金を返済してい

る優秀な若者を支援することが有効ではない

か」と質問をし、県におかれましては、「その

必要性を検討する」との答弁でございました。

知事は提案理由説明において、「本県の人口減

少問題に真っ正面から向き合う」と発言してお

られましたが、県内企業の人材確保は困難さを

増しております。先日公表されました九州経済

白書におきましても、調査対象企業の４分の３

以上が、「人材不足が悪影響を及ぼす」との懸

念を示しております。そこで、本県の将来を担

う若者の県外への流出を食いとめ、県内企業の

人材を確保するためにどのように取り組んでい

かれるのかを、知事にお伺いいたします。

本県の人口減少対策を○知事（河野俊嗣君）

考える上で、若者の県外流出の抑制は大変重要

な課題であろうかと考えております。県内企業

におきます産業人財の確保と定着に向けまし

て、県では昨年、企業成長促進・産業人財育成

プラットフォームを産学金労官で連携して設立

し、関係機関と連携して体系的に人材育成講座

を実施する「ひなたＭＢＡ（みやざきビジネス

アカデミー）」を初め、インターンシップの充

実やグローバル人材の育成など、さまざまな取

り組みを展開しているところであります。

御質問の奨学金の返還につきましては、その

負担が若者の県外流出の一つの要因とも言われ

ておりまして、県内企業からも、その対策を求

める要望もいただいているところであります。

このようなことから、来年度新たに「みやざき

産業人財確保支援基金」を設けまして、奨学金

の返還支援に取り組む企業を支援するための事

業を実施することとしたものであります。今

後、この基金によりまして、県内企業と連携を

しながら、若者の県内定着、また、必要な人材

の確保に向けて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

県内企業の人材確保を支援す○外山 衛議員

るための事業「みやざき産業人財確保支援基

金」の具体的な内容について、総合政策部長に

伺います。

この基金事業○総合政策部長（永山英也君）

は、大学や短期大学等を卒業した方を対象に、

この事業に登録した県内企業に就職した場合、

基金から一定額の奨学金返還を支援するもので

あり、今後４年間で320名程度の支援候補者を決

定し、奨学金返還を支援する予定としておりま

す。支援額につきましては、例えば４年制大学

を卒業した場合は、奨学金返還額の２分の１以

内、上限100万円とし、このうち４分の１の25万

円については、就職した企業の負担としており

ます。また、支援時期については、県内企業へ

の定着を図る必要もありますことから、就職後

１年目、３年目、５年目の３回に分けて支援し

たいと考えております。制度の実施に当たりま

しては、県内高校生や保護者、学生等に周知を

図ることはもちろんのこと、大学等に在学中か

ら県内企業の情報をメール等で発信するなど、

学生が県内企業の魅力等をしっかり理解できる

ような取り組みを展開してまいりたいと考えて

おります。

この事業を進めるに当たって○外山 衛議員

は、登録されている企業の充実が重要と考えま
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す。学生への制度の周知に加えて、多くの県内

企業の賛同が得られるように取り組んでいただ

きたいと思います。

続きまして、男女共同参画推進について伺い

ます。

男性も女性も平等に生き生きと活躍できる男

女共同参画社会づくりは、大変重要なことと認

識をしております。国におきまして、平成11年

に男女共同参画社会基本法が施行されたことを

受け、本県におきましても、宮崎県男女共同参

画推進条例の制定や、みやざき男女共同参画プ

ランの策定に取り組まれております。このよう

な中、昨年４月には、働く場における女性の活

躍を推進するため、いわゆる女性活躍推進法が

完全施行されております。これまで、県はもと

より、県民や市町村、企業、各種団体等が、そ

れぞれの立場から男女共同参画社会の実現に向

けて取り組んでこられた結果、多様な生き方を

認め合う社会になってきていることや、さまざ

まな分野で女性が活躍されていることを実感し

ております。そこで、男女共同参画推進に関す

る現状と県の取り組みについて、総合政策部長

に伺います。

本県における○総合政策部長（永山英也君）

男女共同参画意識は、近年高まりつつありま

す。一方で、県の平成27年度労働条件等実態調

査によりますと、民間事業所の係長相当職以上

に占める女性の割合は、14.6％にとどまってお

ります。また、全国的に女性の給与水準は男性

の約７割と、男女間の賃金格差が生じているな

ど、さまざまな課題があると認識をしておりま

す。このため県では、男女共同参画センターと

連携しまして、男女共同参画推進に関する研修

や啓発を行いますとともに、政策・方針決定過

程への女性の参画を進めるため、市町村審議会

等の女性登用の働きかけや、企業の経営者等を

対象に、女性の働き方に対する理解を深めるセ

ミナー等を行っております。さらに、働きやす

い職場づくりに向けて、「仕事と家庭の両立応

援宣言」を行う事業所の登録を、宮崎労働局と

連携して進めておりまして、２月１日現在、登

録数は860件となっております。今後とも、男女

共同参画社会の実現に向けて、積極的に取り組

んでまいります。

また、今議会におきまして、○外山 衛議員

みやざき男女共同参画プランの変更が議案とし

て上程されておりますが、第３次みやざき男女

共同参画プランの特徴について、総合政策部長

に伺います。

今回のプラン○総合政策部長（永山英也君）

の最も大きな特徴は、「あらゆる分野における

女性の活躍の推進」を、３つあります基本目標

のトップに掲げまして、女性活躍推進法に基づ

く推進計画として位置づけたところでありま

す。具体的には、男性中心型の働き方の見直し

と仕事と生活の調和を図るため、労働局と連携

して、長時間労働の抑制等の働き方改革や、イ

クメン・イクボスの普及に取り組むなど、さま

ざまな施策を展開することとしております。ま

た、経済分野における女性の活躍を進めるた

め、企業、団体、行政で構成します「みやざき

女性の活躍推進会議」のより一層の活性化を図

りますとともに、「Hinata・あぐりんぬ」や

「ひなたもりこ」などの、各分野における女性

の活動のサポートに努めてまいります。さら

に、今年度設置しました、体系的な人材育成メ

ニューであります「ひなたＭＢＡ」への女性の

積極的な参加を求めまして、本県産業を支える

重要な担い手であります女性の活躍を、人材育

成の面でも推進してまいりたいと考えておりま
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す。

今後の社会におきましては、○外山 衛議員

女性の活躍は重要な鍵となりますので、男女が

ともに暮らしやすい社会が実現するよう、多様

な働き方へのニーズに対応するなど、計画を推

進していただきたいと思います。

次に、宮崎県公共施設等総合管理計画につい

て伺います。

庁舎や道路などの公共施設につきましては、

老朽化の進行に伴い、施設の維持管理費用が増

大していくことが見込まれますが、これに加え

て、今後計画がされております防災拠点庁舎

や、２巡目国体のためのスポーツ施設の整備も

大きな財政負担となっていくものと考えます。

これらにしっかりと対応していくためにも、現

在保有する施設の現状や維持管理等の将来経費

を早急に把握するとともに、計画的に点検や修

繕等を行うという予防的保全を実施し、公共施

設等総合管理計画の基本的な方針として位置づ

けた、施設の長寿命化を初めとするさまざまな

対策に着実に取り組んでいくことが重要である

と考えます。これらは、各部局共通の課題であ

ることから、公有財産調整委員会のもと、全庁

を挙げて取り組んでいくべきだと思いますが、

今後どのようにして計画を推進していくのか

を、稲用副知事に伺います。

ただいま御指摘があ○副知事（稲用博美君）

りましたように、全ての公共施設の維持管理等

に係る将来経費を把握しまして、予防的な修繕

・改修などにより財政負担の低減化・平準化を

図るということは喫緊の課題となっておりま

す。このため、昨年９月に策定しました公共施

設等総合管理計画に基づきまして、庁舎などの

施設類型ごとに、施設の更新等に関する将来経

費や効果的なメンテナンスサイクルを取りまと

めた施設類型別計画を、平成32年度までに策定

していくこととしております。公有財産調整委

員会につきましては、新たに企業局と病院局を

加えますとともに、専門部会を設置するなど、

公共施設等総合管理計画を全庁的に推進してい

く体制を整備したところであります。今後は、

この委員会におきまして、施設類型別計画策定

の進捗状況を適切に管理し、全庁的な将来経費

を把握しながら、公共施設の保有・運営・維持

の最適化を図るなど、公共施設等総合管理計画

の着実な推進に努めてまいりたいと考えており

ます。以上です。

厳しい行財政運営が続くこと○外山 衛議員

が予想されますので、公共施設を取り巻く状況

を共有しながら、公有財産調整委員会が中心と

なってこの計画を着実に進められるように、要

望いたします。

関連しまして、企業局における設備の老朽化

対策について伺います。企業局は、経済性を発

揮しながら、電気事業、工業用水道事業、地域

振興事業を通じて、公共の福祉の増進に寄与す

る役割を担われておりますが、将来にわたって

安定的にサービスを提供していくためには、事

業を取り巻く環境の変化に適切に対応していく

ことが必要と考えます。その中で、先ほどの公

共施設等の老朽化対策と同様に、企業局の施設

設備も例外ではなく、今後も企業局が公営企業

としてその役割を果たしていくためには、建設

から長期間経過した施設等の計画的な更新を進

め、経営の健全化、効率化等、経営基盤強化へ

の一層の取り組みが不可欠であると思います。

そこで、企業局における発電設備等の老朽化対

策については、どのような考えのもとに取り組

まれているのかを、企業局長に伺います。

企業局における発○企業局長（図師雄一君）
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電設備につきましては、平成27年度から10年間

の局の経営方針を定めた「企業局経営ビジョ

ン」に基づき、計画的な点検整備や更新を実施

するなど、長寿命化に取り組んでおります。発

電設備のうち、運転開始からおおむね60年を経

過したものについては、発電効率の改善や保守

管理の簡素化等も考慮した全面的な更新を検討

することとしており、現在、この考え方に基づ

き、渡川発電所大規模改良事業を進めていると

ころであります。このような設備更新等の経費

について、企業局経営ビジョンにおいては、平

成36年度までの10年間で約195億円を見込んでお

り、その後も投資が必要となることから、これ

の財源確保も重要となってまいります。企業局

といたしましては、本県の恵まれた水資源を活

用した水力発電が果たす役割は、将来にわたり

大変重要であると考えておりますので、引き続

き健全経営の維持に努め、適切な老朽化対策に

取り組んでまいりたいと考えております。

企業局におかれましては、地○外山 衛議員

方振興積立金を活用し、県営電気事業みやざき

創生基金の原資として一般会計にも繰り出しを

されておりますが、今後とも健全経営に努め、

公共の福祉の増進に資するよう、公営企業の役

割を果たしていただきたいと思います。

次に、子供の貧困問題について伺います。

県におかれましては、平成28年３月に、「子

どもの貧困対策の推進に関する法律」に基づく

都道府県計画として、「宮崎県子どもの貧困対

策推進計画」を策定されました。この計画は、

「すべての子どもが生まれ育った環境に左右さ

れず、その将来に夢や希望を持って成長してい

ける社会の実現」という基本理念のもとに、保

護者に対する生活・就労支援など、さまざまな

施策が盛り込まれているところであります。子

供の貧困問題につきましては、その要因が多岐

にわたっており、また、そこから生じる課題が

複雑に絡んでいる場合も多く、このため、その

対策は、県と市町村、行政と県民、関係団体な

ど、多様な関係者が一体的に取り組まなければ

ならないものであると考えます。このような状

況を踏まえ、計画の初年度に当たります今年

度、県は子供の貧困対策にどのように取り組ん

だのか。また、来年度はどのように取り組むの

かを、福祉保健部長に伺います。

お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したように、子どもの貧困対策推進計画は、今

年度が４年間の計画の初年度でありますので、

まずは子供の貧困対策を進めるため、昨年６月

に、知事を本部長とします「宮崎県子どもの貧

困対策推進本部」を設置するなど、部局横断的

な体制を整えたところであります。また、民間

のさまざまな関係団体等で構成します「宮崎県

子どもの貧困対策協議会」を設置しまして、計

画の進捗状況について、毎年度、点検・評価を

行うこととしたところであります。さらに、計

画を具体化するためには、地域住民に身近な市

町村の取り組みが重要となりますので、市町村

が実施する子供の貧困の実態調査や計画の策定

に対して支援を行うなど、施策の着実な推進を

図ってまいりました。来年度も、引き続き市町

村の取り組みを加速化させるとともに、広域的

に取り組む県の役割としまして、新たに人材の

養成や全県的なネットワークの構築を図るな

ど、関係機関と連携しながら、しっかりと施策

の推進に取り組み、その役割を果たしてまいり

たいと考えております。

子どもの貧困対策推進計画に○外山 衛議員

は、県や市町村と民間団体などによる連携した

取り組みが重要であることが記述をされており
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ます。現在、民間による取り組みの一つとし

て、地域の子供たちに無料または低額で食事を

提供する子ども食堂がございますが、このよう

な取り組みは、まさに行政と民間団体が連携す

べきものと考えております。近年、子供の貧困

に対する問題意識が高まりを見せる中、新聞や

テレビなどでもたびたび取り上げられているよ

うに、全国的に子ども食堂の開設が活発化して

いるようであります。本県におきましても、こ

のような事例がふえてきていると伺っておりま

すが、子ども食堂の取り組みについて、県とし

てどのように捉え、今後どのように対応してい

くのかを、福祉保健部長に伺います。

県では現在、○福祉保健部長（日隈俊郎君）

ＮＰＯ法人等の民間団体による８件の子ども食

堂の運営について把握しておりますが、この取

り組みは、県内で今後さらにふえていくものと

考えているところであります。ことし１月に入

りまして、子ども食堂の取り組みについて地域

の理解を深めることを目的とした啓発イベント

を、県とＮＰＯ等との協働事業として開催いた

しましたが、予想を超える反響がございまし

て、県内外から大勢の皆様に御参加いただくな

ど、子ども食堂に対する関心は大いに高まって

きているものと感じているところであります。

子ども食堂につきましては、子供のみならず、

親や高齢者も利用できるほか、学習支援をあわ

せて行う事例があるなど、子供の居場所づくり

や自立支援といった、子供の貧困対策はもとよ

り、世代間の交流にも寄与するなど、大変意義

のある取り組みであると認識しております。県

といたしましては、このような取り組みが県全

体に広がるよう、引き続き先進事例などの情報

提供を行うとともに、新たに団体間の交流促進

を図るなどの支援を行ってまいりたいと考えて

おります。

子ども食堂につきましては、○外山 衛議員

県民の関心も急速に高まっております。必要な

情報提供などのサポートにしっかりと取り組ん

でいただくようお願いします。

子供の貧困対策につきましては、実態を最も

的確に把握し得る市町村の果たす役割も大きい

わけであり、また、県や市町村が関係機関や民

間団体と連携をしながら、地域の実情に応じた

対策に取り組むことが極めて重要と考えます。

平成29年度は、今年度の取り組みを踏まえ、計

画の基本理念の実現に向けて、引き続きしっか

りと取り組んでいただきますよう、お願い申し

上げます。

次に、地域医療構想について伺います。

団塊の世代が後期高齢者となる2025年を見据

えて、将来、限られた医療資源を効率的に活用

し、切れ目のない医療・介護サービス体制の構

築、医療機関同士のバランスのとれた医療機能

の分化、連携の推進を目的として、地域の実情

に応じた方向性を定めるため、昨年10月に地域

医療構想が策定されました。この中で、本県

の2025年の必要病床数を見ると、現在、機能別

に不足する病床や過剰な病床など過不足が混在

しており、病院間の調整も難しいのではと思い

ます。そこで、策定された地域医療構想につい

て、今後どのような取り組みを行われるのか

を、福祉保健部長に伺います。

地域医療構想○福祉保健部長（日隈俊郎君）

につきましては、2025年に向けて、在宅医療等

を含め増大する医療需要に対応するために、機

能別に、高度急性期から急性期、回復期、慢性

期、在宅医療まで、患者の病状に見合った、よ

り適切な医療サービスを受けられる体制をつく

ろうとするものであります。このため構想で
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は、必要病床数の推計において、特に慢性期の

入院患者のうち、一定部分を在宅医療等で対応

するという考え方で算定しておりまして、その

結果、本県の医療機関の必要病床数は現状より

も少なくなっております。なお、全国では、大

都市部において必要病床数が不足する地域が多

く、また、人口減少が進む地方のほうでは過剰

となる地域が多いという傾向が見られておりま

す。構想策定後は、各医療機関において、それ

ぞれが担うみずからの医療需要と、それに必要

な病床数について検討していただきまして、そ

れをもとに、各地域の地域医療構想調整会議に

おきまして、構想に定める必要病床数を目安と

しながら、各圏域における医療機関の担う機能

別の医療需要と必要な病床数について協議して

いくこととしております。県としましては、調

整会議での議論が円滑に行われるよう、必要な

支援に努めまして、各地域において必要とされ

る医療の確保に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

医師の地域偏在でありますと○外山 衛議員

か医師不足等、地域住民の安心・安全の確保に

も地域格差が広がっておると考えています。調

整会議等での議論を深めていただき、各地域に

おける必要な医療体制の確保に努めていただき

たいと願います。

続きまして、再造林対策について伺います。

本県の森林は本格的な収穫期を迎えており、

大型製材工場や木質バイオマス発電施設の稼働

に伴う木材需要の高まりにより、森林の伐採が

増加してきております。さらに、新たな木質バ

イオマス発電施設や大型製材工場の増設も予定

されているようであります。今後、木材の需要

がますますふえ、森林の伐採も進み、森林資源

が枯渇するのではと危惧しているところであり

ます。そこで、将来にわたって森林資源を維持

するためには、伐採跡地の確実な植栽を行う必

要があると考えますが、県は再造林対策にどの

ように取り組んでいくのかを、環境森林部長に

伺います。

再造林対策に○環境森林部長（大坪篤史君）

つきまして、本県では、「伐って、使って、す

ぐ植える」というモットーのもと、県内の再造

林率が80％になることを目標にしまして、林野

庁の森林整備事業や森林環境税を使った事業に

よる支援、低コスト化に向けた一貫作業システ

ムの普及、さらには、森林所有者の負担軽減の

ための民間企業による資金協力などに取り組ん

でいるところであります。しかし、地域によっ

て再造林率に大きな差がございますので、今

後、それぞれの地域の実情を踏まえながら、森

林所有者の再造林意欲の喚起や、施業集約化等

による林業採算性の向上、再造林作業の担い手

の確保などに、きめ細かく対処する必要がある

と考えております。このため、本年を本格的な

「再造林元年」と位置づけまして、西臼杵支庁

や農林振興局を単位とする７つの地区協議会と

本庁の推進本部で構成します「山村地域の持続

的発展推進会議」、通称「山会議」と呼ぶこと

にしておりますが、これを設置することにいた

しました。既に準備のできたところから順次ス

タートしているところでございます。今後、県

と市町村、林業関係者等が一体となりまして、

地域の実情に応じた対策について重点的に協議

し、将来の25年、50年先を見据えた再造林対策

にしっかりと取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

ただいま答弁いただきました○外山 衛議員

対策を着実に実行していくためには、その担い

手である林業就業者をいかにして確保・育成す
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るかが重要と考えます。しかしながら、長期的

な木材価格の低迷に伴う林業採算性の低下や山

村地域の過疎化等によりまして、林業就業者数

の減少や高齢化が進行していますことから、10

年後、15年後には林業の担い手が不足するので

はないかと懸念しておるところであります。さ

きの11月議会におきまして、「林業大学校のあ

り方を含め、他県の事例も参考にしながら十分

検討していく」との答弁がございました。今

後、再造林を適正に進めるためにも、林業担い

手の確保・育成が重要と考えますが、県の取り

組みについて、環境森林部長に伺います。

本県の現在の○環境森林部長（大坪篤史君）

林業就業者の状況を見てみますと、就業者に占

める65歳以上の割合は約２割と高い水準にござ

いますので、今後、再造林を適正に進めていく

ためには、担い手の確保・育成にしっかりと取

り組んでいく必要があります。このため来年度

は、林業への就業前に必要な知識や技術を習得

する「みやざき林業青年アカデミー」研修に加

えまして、ＵＩＪターン希望者や林業未経験の

後継者を対象としました林業体験や研修など、

林業にまずは関心を持っていただく事業にも取

り組むこととしております。また、林業大学校

につきましても、さきの11月議会における答弁

を踏まえまして、現在、他県の状況について調

査しているところであります。本県としての考

え方をできるだけ早い時期に取りまとめるなど

しまして、今後の人材育成について積極的に取

り組んでまいりたいと考えております。

次に、計画的な再造林を進め○外山 衛議員

ていくための苗木の安定供給についてお尋ねし

ます。本県は全国有数の杉苗木生産県でありま

すが、数年前、伐採跡地の再造林に必要な苗木

生産が追いつかず、植栽を見合わせた現場が

あったといった話を伺いました。今後、新たな

木材需要により伐採がふえていく中で、植える

苗木がなければ、伐採跡地の再造林は進みませ

ん。そこで、近年の苗木需給の状況について、

環境森林部長に伺います。

苗木需給の状○環境森林部長（大坪篤史君）

況ですが、平成26年と27年には、再造林面積が

増加したため苗木不足が生じたところでありま

す。そこで県では、苗木生産者や森林組合、市

町村などの関係者から成ります需給調整会議を

年４回開催しまして、需給情報を共有しながら

計画的な生産に取り組んだ結果、平成28年の苗

木不足は解消され、本年も十分に供給できる見

込みでございます。今後とも、伐採跡地への再

造林に的確に対応するため、県の採穂園の再整

備や民間の生産施設等の整備支援によりまし

て、将来に向けた苗木の安定供給に努めますと

ともに、生産技術研修なども開催しながら、品

質の高い苗木生産を支援してまいりたいと考え

ております。

今後も、森林資源の環境に資○外山 衛議員

する再造林の確実な実施が図られるように、担

い手の確保対策もしっかり取り組んでいただき

たいと思います。

続きまして、森林伐採について伺います。森

林の伐採が増加している中で、境界を誤って過

失により森林を伐採する「誤伐」、他者の所有

する森林を故意に伐採する「盗伐」と疑われる

事例が報道されております。森林所有者が知ら

ないうちに森林が伐採され、再造林が行われず

放置されることも懸念されます。そこで、県で

は森林の誤伐や盗伐の現状について把握をされ

ているのか。また、その対策にどのように取り

組んでいくのかを、環境森林部長に伺います。

誤伐や盗伐が○環境森林部長（大坪篤史君）
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疑われる森林の伐採につきまして、市町村に照

会をしましたところ、平成26年度は２件、27年

度は４件、そして平成28年度は本年の１月まで

ですが、19件となっております。このため先

月、西臼杵支庁と農林振興局の林務担当課長会

議で今後の対策を協議し、そのうち緊急対策と

しまして、まず、誤伐等の情報を市町村や森林

組合と共有して、その情報に関係するような伐

採届が市町村に提出された際には、特に慎重か

つ的確な審査・指導を実施するように市町村に

要請したところであります。また、森林所有者

に対しましては、山林を譲渡する際に境界を十

分に確認して慎重に契約することや、日ごろか

ら森林の見回りや保全に留意することなどにつ

いて、早急にチラシを作成して注意喚起するこ

とにしております。さらに、今後の対策としま

して、市町村が来年度から整備する林地台帳の

作成支援、森林組合等が実施します境界明確化

への助成、そして県や市町村による伐採パト

ロールの強化などにしっかりと取り組みまし

て、誤伐や盗伐の防止に努めてまいりたいと考

えております。

所有者が大きな不利益をこう○外山 衛議員

むらないように、しっかりと誤伐や盗伐対策に

取り組んでいただくようお願いをいたします。

続きまして、自然公園について伺います。

昨年７月、国立公園満喫プロジェクトの先導

的モデル地域の一つに、宮崎・鹿児島両県にま

たがる霧島錦江湾国立公園が選定され、12月に

は取り組みの基本方針となる「霧島錦江湾国立

公園ステップアッププログラム2020」が取りま

とめられました。このプログラムにおきまして

は、訪日外国人利用者数を、2015年の７万1,000

人から、2020年には20万人まで増加させると

いった目標も掲げられております。霧島錦江湾

国立公園は、これまでも多くの観光客が訪れる

名所であります。国内利用者はもとより、外国

人利用者にもこの公園の魅力を満喫してもらえ

るようにすることが重要と考えます。国立公園

満喫プロジェクトを推進するため、今後どのよ

うなことに取り組まれるのかを、環境森林部長

に伺います。

昨年12月に策○環境森林部長（大坪篤史君）

定しました霧島錦江湾国立公園のステップアッ

ププログラムにおきましては、重要な柱として

３点設けました。１点目が、公園内の魅力の創

出や滞在しやすい環境整備、２点目が、主要交

通拠点から公園までのアクセスの整備、３点目

が、外国人観光客を含めた誘客対策、その３点

を中心にして計画をまとめたところでございま

す。具体的には、案内標示の多言語化や遊歩道

等のユニバーサルデザイン化などのハード事

業、さらには、地元の食や文化等を生かしたツ

アー開発などのソフト事業を実施しますととも

に、民間活力の導入による上質な宿泊施設や

キャンプ施設の整備、主要なスポットを周遊で

きる列車やバス、高級タクシーの誘致などにつ

いて鋭意取り組むこととしております。このう

ち、初年度となります平成29年度につきまして

は、えびの高原や御池等における遊歩道や展望

台の改修、外国人観光客の受け入れ体制の整備

などを実施したいと考えております。また、特

に外国人観光客に対しましては、広域的な対応

も重要となってまいりますので、環境省や九州

各県、そして関係団体とも十分に連携して、魅

力ある周遊ルートの設定や情報発信に努めてま

いりたいと考えております。

南九州の魅力を十分に情報発○外山 衛議員

信して、地域の活性化につなげていただきたい

と思います。
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続いて、県産品の販路拡大について伺いま

す。

人口減少、少子高齢化が進展し、国内市場が

縮小する中、本県経済の活性化を図るには、海

外市場を開拓する必要性がますます高まってい

くものと考えております。県では昨年３月に、

世界市場も視野に入れた「みやざきグローバル

戦略」を策定し、県産品の輸出促進に鋭意取り

組まれているところであります。このような

中、先月、知事は、アメリカのニューヨークと

ロサンゼルスを訪問され、焼酎、宮崎牛のトッ

プセールスなどを行われました。アメリカは、

みやざきグローバル戦略の中で重点国の一つに

位置づけられております。そこで、今回のアメ

リカ訪問の手応えと、今後、販路開拓に向けて

どのように取り組んでいくのかを、知事にお伺

いいたします。

今回、県産品の輸出を○知事（河野俊嗣君）

初め、アメリカとのさらなる交流・取引の拡大

を図るために、ニューヨークとロサンゼルスを

訪問したところであります。県産品のセール

ス、また関係団体との意見交換を行ってまいり

ました。ニューヨークで焼酎と宮崎牛のプロ

モーション、また関係者との意見交換を行った

ところでありますが、私が思っていました以上

に、まず宮崎牛、日本からアメリカに輸出され

る和牛の４割をこの宮崎牛が占めているわけで

ありますが、その品質も含めて大変高い評価を

いただきました。ニューヨークのステーキレス

トランでは、アメリカ産の和牛もあるわけです

が、その２倍の値段で宮崎牛が売られている

と。シェフの絶賛も加えて、そういう取り扱い

をしていただいているということが、その評価

のあかしであり、今後さらなる販路拡大に向け

て可能性を感じたところであります。焼酎は、

まだまだ知名度は低いわけでありますが、大変

興味を持っていただいたということ。それか

ら、日本料理のレストランが急拡大をし、日本

酒というものが大きく伸びている中で、また日

本産のウイスキーも非常に大きく伸びている。

焼酎の伸び代も大変大きいものがあると感じた

ところであります。

また、さらなる流通体制の充実や認知度向上

を図るために、どちらの都市におきましても貿

易商社を訪問しました。しっかりとしたパート

ナーを確保すること、これも販路拡大に大変重

要でありまして、具体的な取引の構築・拡大を

要望したところであります。また、日系の文化

交流団体や県人会の方々ともお会いしまして、

今後とも連携を深めつつ、現地での情報発信に

ついて強化をしていくよう、その理解と協力を

お願いしてきたところであります。

アメリカは、県産食品の最大の輸出先となっ

ております。また、世界市場のゲートウエーと

して大変重要な市場であるということを改めて

感じたところであります。アメリカの市場で評

価されることが、ほかの地域への販路拡大にも

直結をするということでありまして、今回の訪

問で得ました人脈というものを最大限に活用し

ながら、また、今後ともジェトロ等の関係機関

とも連携し、販路拡大に取り組んでまいりたい

と考えております。

今後も積極的に世界で戦う準○外山 衛議員

備を行っていただきたいと思います。

次に、首都圏における情報発信拠点のあり方

についてお伺いします。

現在、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥのあるＪＲ

新宿駅南口は、昨年のバスタ新宿などの開業に

より人の流れが変わり、通りのにぎわいも増し

ております。県では今回、当初予算に首都圏情
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報発信拠点整備・機能強化事業を計上し、来年

度、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥをリニューアル

することにより、首都圏における本県の情報発

信力を高めるとされております。そこで、今回

のリニューアルの考え方、内容について、商工

観光労働部長に伺います。

新宿みや○商工観光労働部長（中田哲朗君）

ざき館ＫＯＮＮＥにつきましては、設置以来19

年間、首都圏の情報発信拠点としての役割を果

たしてきたところでございますが、東京オリン

ピック・パラリンピックの開催を控え、このた

び現施設の大規模なリニューアルを行い、

「食」を初め、観光や歴史等の宮崎の魅力の発

信や販路拡大等に取り組む総合的な拠点として

まいりたいと考えております。具体的には、１

階に物販コーナーを集約し、県産品のすばらし

さを、わかりやすく、また効果的に消費者にア

ピールしますとともに、情報通信技術等を活用

し、観光情報等の充実を図ることといたしてお

ります。また、２階に飲食コーナーを設置し、

宮崎ならではの食材や料理が楽しめる場所にし

てまいりたいと考えております。さらに、近隣

のイベント広場等を活用して、市町村や関係団

体と連携したイベントを実施するなど、さまざ

まな方法で宮崎の魅力の発信を行いますととも

に、近隣のビルに事務所や商談ルームを確保

し、販路開拓機能の強化に取り組んでまいりた

いと考えております。

首都圏におきましては、全国○外山 衛議員

の自治体がＰＲ合戦にしのぎを削っておりまし

て、このような地域間競争を勝ち抜くために

は、施設のリニューアルを契機に、本県の魅力

を強力に発信し、本県経済の活性化につなげて

いくことが重要と考えます。県としても、今回

のリニューアルをチャンスと捉え、スピード感

を持って、しっかりと情報発信を行っていく必

要があると考えます。そこで、新たな情報発信

拠点の活用を含め、首都圏における情報発信に

どのように取り組まれるのかを、知事にお伺い

します。

首都圏は、国内最大の○知事（河野俊嗣君）

人口、情報の集積地であります。2020年の東京

オリンピック・パラリンピックの開催を契機と

して、今後ますます、国内のみならず国外に向

けても、その発信力、また求心力が高まると見

込まれますので、その活力を積極的に取り込み

まして、宮崎のさらなる飛躍につなげることが

大変重要であると考えております。今回、ス

ポーツキャンプで来県をされたある企業幹部と

話をしておりましたら、非常に印象的だったの

が、今の日本の情報の流れというものが、やは

り東京から地方に流れるというものがありま

す。ですから、地方の情報であっても、東京で

発信することにより届けていく、さらには東京

オリ・パラにより国外に向けても発信をしてい

くことが大変重要であろうかと考えておりま

す。

今回のリニューアルによりまして、新宿ＫＯ

ＮＮＥの発信力や交流機能を高めることとして

おりまして、ここを核として、首都圏での各種

ＰＲイベントや販路拡大等のプロモーションは

もとより、宮崎ゆかりの企業や店舗ともしっか

りと連携した取り組みを進めまして、宮崎のな

お一層の知名度向上と外貨の獲得を行い、本県

の経済活性化につなげてまいりたいと考えてお

ります。県が整備する施設でありますけれど

も、県だけではなしに、県内の市町村や関係団

体、企業の皆様とも一体となってここを使って

いく、まさに「オールみやざき」の体制で、宮

崎の魅力の発信というものに力強く取り組んで
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まいりたいと考えております。

よろしくお願いしたいと思い○外山 衛議員

ます。特に飲食スペースの運営について、業者

の選定などがなかなか困難かと思われますの

で、関係団体・企業等としっかり協議を行った

上で、本県の魅力を十分伝えることができる施

設としていただきたいと思います。

続きまして、観光振興について伺います。

本県は、美しい景色や温暖な気候に加え、各

地に点在する神話ゆかりの地や多彩な食など、

多くの魅力的な観光資源に恵まれております。

日南海岸地域では、風光明媚な海岸線をサイク

リングロードとして位置づけ、ルートの考案や

環境整備により、年間を通して利用しやすいサ

イクリング環境を提供するため、日南海岸サイ

クルツーリズム協議会が昨年発足をしたところ

であります。全国的に見ましても、自転車によ

る地域振興の取り組みが多くなっており、例え

ば、広島県と愛媛県を結ぶ「しまなみ海道」で

は、サイクリングのプロモーションを行い、年

間10万人を超える人が訪れており、今では自転

車道が地域経済に貢献する一大観光地となって

いると伺っております。このような中、来年度

予算に計上されております、「みやざきサイク

ルツーリズム推進事業」で取り組む内容と今後

の展開について、商工観光労働部長に伺いま

す。

「みやざ○商工観光労働部長（中田哲朗君）

きサイクルツーリズム推進事業」につきまして

は、本県の豊かな自然や温暖な気候などを活用

し、サイクルツーリズムを本県の観光誘客の柱

の一つとして確立するため、市町村や関係団体

等と連携して取り組むこととしたところでござ

います。内容といたしましては、まず、より誘

客を促進し消費効果を高めるため、本県に適し

たサイクルツーリズムの形態やターゲットの明

確化、実践する地域の選定等について、マーケ

ティング調査を実施することといたしておりま

す。また、その調査結果を踏まえたサイクル

ルートでの試走ツアー等を開催し、ツアー参加

者へのアンケートなどを通して、受け入れ環境

の向上につなげるとともに、質の高いガイドを

育成するなど、魅力的で持続可能なサイクル

ツーリズムの仕組みづくりを行ってまいりたい

と考えております。

これが観光ツールの一つにな○外山 衛議員

るといいと思っておりますが、サイクリング中

の事故など、安全対策を十分行わなければいけ

ないと思っておりますので、よろしくお願いい

たします。

次に、農政問題について伺います。

まず、先行きが不透明となっているＴＰＰに

ついてであります。トランプ新大統領のもと、

去る１月30日に、アメリカはＴＰＰからの離脱

を表明し、今後は２国間の貿易協定の締結に向

けた交渉に切りかえるという方針であるようで

あります。先般行われました日米首脳会談にお

きましても、トランプ大統領からＦＴＡ要求は

なかったものの、２国間で貿易や投資分野など

を幅広く協議する経済対話を新たに立ち上げる

ことで合意し、これが今後はＦＴＡ交渉に発展

しかねないとも伝えられております。このよう

な状況から、農業分野における国際貿易交渉は

極めて不透明な状況となったと考えておりま

す。

一方で、これまでは、ＴＰＰ協定の発効を見

据え、国は「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を

定め、ＴＰＰの影響が大きいと考えられる農業

分野に対しては、「攻めの農林水産業への転

換」に向けた体質強化対策を、緊急的かつ集中
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的に実施してきました。農林水産関係において

は、平成27年度補正予算で3,122億円、平成28年

度第２次補正予算では3,453億円と、多くの対策

事業を予算措置し、本県もこれらの事業を活用

して、農業の体質強化に向けた取り組みを推し

進めてきたものと理解しております。そのよう

な中での今回の大きな情勢の変化であり、ＦＴ

Ａ交渉となれば、ＴＰＰ以上に厳しい条件を突

きつけられる心配がございます。その場合、こ

れまでのＴＰＰを前提とした体質強化に向けた

施策、例えば畜産クラスター事業や産地パワー

アップ事業などが今後どうなっていくのか、先

が見通せない状況に、生産者も不安に思ってい

るのではないかと考えます。そこで、ＴＰＰの

発効が見通せず、ＦＴＡ交渉という新たな動き

がある中で、農業を基幹産業とする本県としま

して、農業の体質強化に向けてどのように対応

していくつもりなのかを、農政水産部長に伺い

ます。

県といたしま○農政水産部長（郡司行敏君）

しては、これまで、産地パワーアップ事業と畜

産クラスター事業で総額約170億円の施設や機械

の整備に取り組むなど、国のＴＰＰ関連対策の

積極的な活用により、意欲的な生産者の規模拡

大や生産性の向上などに一定の成果を上げるこ

とができたのではないかと考えているところで

あります。これらの生産基盤の強化に関する対

策につきましては、ＴＰＰ協定のあるなしにか

かわらず、大変重要な取り組みでありますの

で、対策事業の継続と予算の確保につきまし

て、引き続き国へ要望してまいりたいと考えて

おります。今後とも、本県農業のさらなる発展

に向け、環境の変化や国際競争に負けない力強

い生産体制の構築に、しっかりと取り組んでま

いりたいと考えております。

今後とも、県におきまして○外山 衛議員

は、迅速な情報収集に加えて、本県の農業基盤

が揺るがないように国への要望をしっかり行う

よう、取り組みをお願いしたいと思います。

続きまして、防疫体制について伺います。こ

の冬は、11月の中旬から、秋田県の野鳥から相

次いで鳥インフルエンザウイルスが確認される

など、発生リスクが高い状況にございました。

本県としても厳戒態勢をしいていたものと考え

ますが、残念ながら、12月19日に川南町で、国

内では今季６例目が、また、１月24日には木城

町で国内９例目の発生が確認されました。発生

農場の防疫対応につきましては、建設業協会、

自衛隊等の協力を得ながら迅速に進められ、い

ずれも、目安とされる72時間よりも約１日早

く、41時間程度で防疫措置を完了しておりま

す。このことは、農林水産省を初めとして、高

い評価を得ていると伺っており、日ごろの関係

機関との連携、訓練の成果であると考えており

ます。一方で、国の疫学調査チームの報告によ

りますと、本県の発生農場２例ともに、防鳥

ネットの破れや壁のすき間、穴などが確認され

たとのことでありますが、県が行った、今季の

鳥インフルエンザの発生防止対策と県内での発

生を受けた取り組みについて、農政水産部長に

伺います。

高病原性鳥イ○農政水産部長（郡司行敏君）

ンフルエンザにつきましては、海外の状況等か

ら、今シーズンは発生リスクが高いと考え、県

内全養鶏農場、992農場ございますけれども、そ

の立入指導に加えまして、過去に発生のあった

地域の農場への再巡回など、防疫対策の強化に

関係団体等と連携して取り組んできたところで

あります。しかしながら、そのような中で、県

内で２例の発生があったことは大変残念であ
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り、重く受けとめているところであります。県

といたしましては、発生を受けまして、直ちに

チェックシートを配付し、農家みずからの緊急

点検を促すとともに、ため池や河川の近くなど

リスクの高い地域にある農場につきましては、

家畜防疫員が直接農場に立ち入り、より踏み込

んだ指導を行っているところであります。現在

も発生リスクの高い状況にありますので、最大

限の警戒のもと、引き続き発生防止に努めてま

いります。

よろしくお願いします。現○外山 衛議員

在、韓国において口蹄疫が広がりを見せており

ますので、これも心配でございます。引き続き

防疫対策に取り組んでいただくよう、お願い申

し上げます。

昨今、肉用子牛の価格が全国的に高騰してお

ります。参考までに国のデータを調べたとこ

ろ、５年前の全国の平均子牛価格は１頭当た

り41万2,000円であったのに対し、直近の平成28

年次は79万5,000円と、この５年間で上昇し続

け、価格は約２倍となっております。南那珂地

域家畜市場の状況を見ましても同様の傾向で、

本年１月の初競り市場では88万2,000円を記録

し、県内及び全国の家畜市場においては、時期

を追うごとに最高値を更新している状況ではな

いかと考えます。そこで、肉用子牛の価格高騰

の要因について、農政水産部長に伺います。

肉用子牛価格○農政水産部長（郡司行敏君）

高騰の要因といたしましては、全国的な農家の

高齢化や担い手不足等により、飼養戸数、飼養

頭数がともに減少していることが挙げられま

す。具体的に申し上げますと、国の畜産統計に

おける平成28年２月時点の全国の繁殖雌牛飼養

戸数は４万4,300戸で、５年前と比較いたします

と約１万5,000戸、割合にして約25％減少してお

り、それらの農家が飼養している繁殖雌牛頭数

は約58万8,000頭で、５年前と比較いたしますと

約８万頭、割合にして12％減少しているところ

でございます。このような全国的な肉用牛生産

基盤の縮小を背景として、市場で取引される肉

用子牛の頭数も減少していることから、本県も

含めて子牛価格が高騰している状況にございま

す。

このような価格高騰の状況下○外山 衛議員

にあって、子牛を販売する側の繁殖農家はとも

かく、高い子牛を購入して、約１年半後に肉牛

を出荷する肥育農家は、厳しい状況下にあるの

ではないかと推察されます。そこで、肥育素牛

の価格高騰による肥育経営への影響及び対応策

について、農政水産部長に伺います。

現在出荷して○農政水産部長（郡司行敏君）

おります肥育牛は、導入時点の素牛価格が平均

で約64万円であり、枝肉相場も近年、比較的安

定しておりますことから、現状におきまして

は、肥育経営は利益確保が可能な状況にあると

考えております。しかしながら、１月の県平均

子牛価格を見てみますと、議員から御指摘もご

ざいましたように90万円近くに達しておりまし

て、今後、収益性の低下や導入計画に支障が生

じる等の影響が懸念されるところであります。

このため、県といたしましては、宮崎牛肥育素

牛確保対策事業により子牛導入を後押しいたし

ますとともに、来年度から、本県独自の制度資

金となります肥育素牛価格変動対策資金を創設

し、支援を行うこととしております。さらに、

収益がコストを下回った場合に差額の８割を補

塡いたします牛マル緊事業において、生産者積

立金の一部を助成いたしますとともに、本県の

実態に即した事業の運用を行っているところで

あります。これらの対策に加えまして、輸出拡
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大や消費拡大等の販売力の強化に、関係団体と

一体となって取り組みながら、肥育経営の安定

を図ってまいりたいと考えております。

今後、価格高騰の中で肥育農○外山 衛議員

家の経営が行き詰まるようでは、宮崎牛ブラン

ドの存続も危ぶまれてくると考えます。マル緊

事業等の経営安定対策も重要ではありますが、

やはり何といっても、安定的に市場に子牛を出

荷する、そのための出荷頭数をふやすなど、将

来にわたって本県の肉用牛が基幹産業であり続

けるためにも、生産基盤対策が最重要課題であ

ると考えます。そこで、本県肉用牛生産基盤強

化に対する取り組みについて、農政水産部長に

伺います。

肉用牛生産基○農政水産部長（郡司行敏君）

盤の強化を図るためには、地域ごとに増頭や生

産性向上等の具体的な目標を定めた「人・牛プ

ラン」の着実な実行を図ることが極めて重要で

あると考えております。このため県では、今年

度、推進キャラバンとして、県内の11地域にお

いてＪＡ、市町村等と意見交換を行うなど、プ

ランの目標達成に向けた取り組みを推進してい

るところであります。その結果、各地域で、畜

産クラスター事業等を活用した担い手の施設整

備や、ＪＡが主体となった畜産団地等の地域拠

点施設の整備などが、積極的に進められている

ところであります。このような取り組みにより

まして、本県の繁殖雌牛頭数は、平成28年２月

現在で７万8,800頭と、前年に比べて3,000頭増

加したところであり、今後とも、畜産農家を初

め、市町村やＪＡ等と連携しながら、プランの

目標であります繁殖雌牛８万頭の実現に向け、

全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

3,000頭ふえたということであ○外山 衛議員

ります。枝肉相場も値上がりが続きますと、小

売業も厳しい経営となる。また、消費者の牛肉

離れにもつながりますので、肉用牛の生産基盤

強化に努めていただきたいと思います。

次に、水産業についてでありますが、本県の

水産業におきましては、近海カツオ一本釣り漁

業、マグロはえ縄漁業が県全体の漁獲量の３分

の１を占めております。また、沿岸におきまし

ても、まき網漁業や定置網漁業など多種多様な

漁業が行われております。本県の漁船に関する

統計によりますと、平成25年の漁船総数2,659隻

のうち、船齢が15年以上のものが90％となって

おり、操業に支障を及ぼしかねないことが大き

な課題となっていると考えます。近年、ソナー

など装備の高度化により、漁船の建造にも多額

の資金を必要とするため、漁業への新規参入や

後継者育成の支障にもなっているようでありま

す。このような状況を改善するために、水産庁

におきまして、平成27年度から、漁業者に漁船

をリースすることにより漁船導入を支援する事

業をスタートされました。この事業を希望され

る漁業者も多いと聞いておりますが、本県にお

ける漁船リース事業の利用の状況と、今後の本

事業を含めた経営改善に向けた県の取り組みに

ついて、農政水産部長に伺います。

御質問にござ○農政水産部長（郡司行敏君）

いました、国の「水産業競争力強化漁船導入緊

急支援事業」につきましては、宮崎県漁村活性

化推進機構等がリース母体となり、漁船の導入

やそれに伴う設備の改修を支援するものでござ

いまして、漁船をリースすることによって、漁

業者の負担軽減を図るものでございます。これ

までに11隻が国の承認を受けて取り組みを開始

しておりまして、現在、13隻が事業の活用に向

けて申請手続を進めているところであります。
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本事業につきましては、さらなる利用の要望も

ありますことから、県といたしましては、国に

対して、事業の継続や予算の拡充を要望してい

るところでございます。また、持続可能な水産

業の構築を実現するためには、こうしたハード

面での支援だけではなく、経営指導等ソフト面

での取り組みをあわせて行う必要がありますこ

とから、漁村活性化推進機構など関係団体と一

体となって、漁業者の経営改善の取り組みを進

めてまいります。

漁船につきましては、漁船○外山 衛議員

リース事業により更新の道筋が見えたわけであ

りますが、一方で、産地価格の低迷が続いてお

りまして、漁業経営の収益性の改善はなかなか

進まない状況にあると聞いております。このた

め県では、昨年、第五次水産業・漁村振興長期

計画の後期計画を策定し、その重点プロジェク

トの一つとして、「魅力ある水産業の構築プロ

ジェクト」を立ち上げ、漁業生産の最適化と販

売の最適化に取り組むとされております。そこ

で、本県水産物の付加価値向上のため、どのよ

うな取り組みを行おうとされているのかを、農

政水産部長に伺います。

水産物の付加○農政水産部長（郡司行敏君）

価値向上は、漁業者の所得向上を図る上で大変

重要な取り組みであると考えております。この

ため県では、これまで水産物のブランド認証や

加工品開発に取り組んできたところであります

が、本年度新たに、漁連、加工業者等と連携し

て県産水産物販売促進会議を設置したところで

あり、現在、シイラ、メヒカリ、ハモ等の魚価

向上に向けた取り組みを実施しているところで

あります。またさらに、大手量販店等と連携し

て、マーケットニーズに沿った商品開発を行

い、また、県内加工業者との連携による加工コ

ストの削減にも取り組むこととしております。

今後とも、同販売促進会議や県内加工業者の取

り組みを支援することにより、さらなる付加価

値向上と販売拡大を行い、水産業の振興につな

げてまいりたいと考えております。

漁業就業者が今後も安心して○外山 衛議員

漁業経営に従事できるように、担い手の確保対

策も含めて所得向上対策に努めて、安定した水

産業が営めるように取り組みをお願いいたしま

す。

続きまして、美しい宮崎づくり推進条例につ

いて伺います。日南市には、南国情緒あふれる

日南海岸の自然景観や、県内で唯一、国の重要

文化的景観に選定されました坂元棚田を初めと

する美しい農村景観があります。また、歴史的

な町並みが魅力の飫肥地区についても、大型ク

ルーズ船の寄港により、国外からも多くの観光

客が訪れており、今後ますます、美しい風景を

守り、つくり出していく取り組みは重要になっ

てくると思います。飫肥地区におきましては、

平成20年に制定された歴史まちづくり法に基づ

き、こちらも県内では唯一、国の指定を受けて

おり、さらなる魅力向上に向けた取り組みが進

められているところであります。内田副知事に

おかれましては、国土交通省でこの歴史まちづ

くり法の制定に携わられたと聞いております。

また、今議会に提案されております「美しい宮

崎づくり推進条例」のために開催されました有

識者会議にも、積極的に参加されたと聞いてお

ります。この条例にも相当の思い入れがあるの

ではと考えます。そこで、今後どのように「美

しい宮崎づくり」を進めていくべきか、内田副

知事に伺います。

４年前に宮崎に赴任○副知事（内田欽也君）

してから、県内を回っていく中で、各地にすば
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らしい景観があるということを大いに実感して

いるところであります。また、この条例の検討

を進めていく中で、有識者会議にも参加しまし

て、これらの景観を次世代に引き継ぎたいとい

う熱い思いを持つ方々がおられることを知り、

大変心強く感じたところでもあります。そのよ

うな思いに応えるためにも、条例の実効性を高

めて、美しい宮崎づくりを市町村や県民、事業

者の皆様にどのように根づかせていくのか、こ

れが重要であると考え、新年度予算にも反映を

させたところでございます。県といたしまして

は、本県開催となる国民体育大会なども見据

え、美しい宮崎づくりが国内外に誇れるものと

なりますように、県民の皆様、あるいは全庁一

丸となりまして取り組んでまいりたいと考えて

おります。

ぜひ、本県の良好な景観を将○外山 衛議員

来の世代に継承することができるよう、関係者

一丸となって美しい宮崎づくりに取り組んでい

ただけるようにお願いいたします。

続きまして、公共工事について伺います。建

設産業は、社会資本の整備や防災・減災や維持

管理などの担い手として、その果たすべき役割

はますます増大しておりますが、建設投資の急

激な減少や競争の激化により、就労環境の悪化

や担い手不足が生じるなど、公共工事の品質確

保が懸念されているところであります。このよ

うな中、国におきましては、建設業界の深刻な

人手不足を和らげるため、改正品確法に基づき

進めてきた、国庫債務負担行為を活用した施工

時期の平準化措置を進めているところでありま

す。そこで、公共工事における発注や施工時期

の平準化について、県としてどのように取り組

まれているのかを、県土整備部長に伺います。

公共工事の○県土整備部長（東 憲之介君）

平準化につきましては、早期発注に努めるとと

もに、年度間の切れ目のない発注を確保するた

め、昨年度、ゼロ県債を約10億円設定し、今年

度は、国の交付金事業も加え約24億7,000万円に

拡大いたしました。また、施工時期の平準化の

取り組みとして、昨年１月から試行しています

余裕期間を設定した建設工事につきましては、

検証の結果、企業が技術者を配置しやすくなる

など、一定の効果が見られましたことから、平

成29年度から本格実施することとしておりま

す。今後とも、国・県・市町村で構成される連

絡協議会等で情報共有を図りながら、公共工事

の平準化にしっかりと取り組んでまいります。

これは業界からも強い要望が○外山 衛議員

ございますので、今後も継続して、平準化の取

り組みを行っていただきたいと思います。

続きまして、東九州自動車道について伺いま

す。まず、清武南―日南北郷間でございます

が、この区間は地盤が特に悪く、芳ノ元トンネ

ルにおいては地すべりが発生するなど、非常に

心配をしているところであります。清武南―日

南北郷間の早期開通は、この芳ノ元トンネルの

工事を安全かつ早期に完成させることにかかっ

ていると考えます。次に、日南北郷―日南東郷

間でありますが、いよいよ平成29年度には開通

という大きな節目の年を迎えることとなりま

す。日南市を走る初めての高速道路でもあり、

住民も、一日も早い開通を待ち望んでいるとこ

ろであります。そして今年度、新規事業化をさ

れました日南東郷―油津間の3.2キロメートルで

ございますが、昨年10月に、日南市で中心くい

打ち式が盛大に開催されました。中心くい打ち

式は、事業の始まりを祝う式典でありますが、

東九州自動車道におきましては、実に11年ぶり

に開催されました。関係者の方々のこれまでの
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さまざまな取り組みが、ようやく実を結んだ瞬

間でございました。これらいずれの区間におき

ましても、一日も早い完成が待たれるところで

あります。そこで、東九州自動車道の清武南―

油津間における現在の進捗状況について、県土

整備部長に伺います。

東九州自動○県土整備部長（東 憲之介君）

車道清武南―油津間は、国が事業を進めており

ますけれども、このうち清武南―日南北郷間の

芳ノ元トンネルの本体工事は、本年１月末時点

で約８割の進捗となっており、地すべり対策工

事もおおむね順調に進められていると伺ってお

ります。次に、日南北郷―日南東郷間ですが、

今年度中に橋梁などの主な構造物が完成予定で

あり、来年度予定している開通に向けて、鋭

意、工事を進めていると伺っております。最後

に、今年度から事業着手しました日南東郷―油

津間ですが、道路の中心ぐいを現地に設置する

などの中心線測量が昨年12月に完了したところ

であり、現在、地質調査等を行っていると伺っ

ております。県といたしましても、今後とも、

東九州自動車道の県南区間が一日も早く全線開

通するよう、国に対し強く要望してまいりたい

と考えております。

国の事業でございますから、○外山 衛議員

ひとつ要望をよろしくお願いしたいと思いま

す。

続きまして、港湾整備について伺います。油

津港におきましては、平成26年度に係留施設の

一部を着脱式で整備するなど、既存の岸壁を生

かした整備を行った結果、平成28年には、16万

トン級クルーズ船の７回を含め22回のクルーズ

船の寄港となるなど、整備の効果が出ていると

思います。国におきましては、「訪日クルーズ

旅客数を2020年に500万人」とする目標を掲げ、

その取り組みとして、先日、「官民連携による

国際クルーズ拠点」を形成する港湾として、全

国で八代港を含む６港が選定されたとの報道が

ございました。このような中、県におきまして

は、今後、アジアに配船予定の22万トン級ク

ルーズ船の受け入れ可能性などについての調査

を行っていると聞いております。このような調

査も踏まえ、今後、油津港においての22万トン

級クルーズ船の受け入れに向けての取り組み

を、県土整備部長にお伺いします。

油津港は、○県土整備部長（東 憲之介君）

県南地域の産業を支える物流拠点として、岸壁

や埠頭用地等の港湾施設の整備を進めてきたと

ころであります。また、大型クルーズ船の受け

入れに当たりましては、御質問にありましたよ

うな係留施設の一部を着脱式とするなど、既存

の港湾施設を賢く利用し、物流関係者と調整を

図りながら、16万トン級のクルーズ船への対応

を行ってきたところであります。このような

中、今年度、さらなる大型クルーズ船の対応と

しまして、22万トン級のクルーズ船が港内で回

転できるかの確認などの安全対策のほか、既存

岸壁に係留するために必要な施設整備などの検

討について、国の補助を受けて行っているとこ

ろであります。今後、この検討結果を踏まえ、

既存の港湾施設を有効活用した整備を進めると

ともに、物流関係者との調整や、クルーズ船の

会社等へのポートセールスに、引き続き取り組

んでまいります。

県内３港湾ございますので、○外山 衛議員

それぞれの特徴を生かした整備をお願いしたい

と思います。

次に、２巡目国体に向けた施設整備について

伺います。

本県の主要体育施設のほとんどは、昭和54年
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の宮崎国体前に整備されたもので、スポーツ・

観光対策特別委員会で実際に施設を視察いたし

ましたが、かなり老朽化が進んでおり、国体の

施設基準も満たしていないといった課題もある

ようです。２巡目国体の開催は、これらの老朽

化が進んでいる体育施設の更新、スポーツラン

ドみやざきの発展につながるような施設整備を

行うことができる絶好の機会でもあると考えま

す。県におきましては、現在、２巡目国体に向

けた整備方針案について検討を進められており

ますが、２巡目国体に向けた、県有主要３施

設、陸上競技場・体育館・プールの整備につい

てどのような方針で絞り込みが行われているの

かを、総合政策部長に伺います。

御質問の３つ○総合政策部長（永山英也君）

の県有主要体育施設の整備につきましては、ま

ず、国体や全国障害者スポーツ大会が円滑に開

催されること、次に、大会終了後の本県のス

ポーツのさらなる発展や地域振興に資するもの

となること、そして、厳しい財政事情の中、整

備費用等をできる限り抑えることなどに重点を

置くとともに、市町村や競技団体等の御意見も

伺いながら、慎重に検討を進めているところで

ございます。県といたしましては、昭和54年の

宮崎国体前に整備したＫＩＲＩＳＨＩＭＡヤマ

ザクラ県総合運動公園が、これまでのスポーツ

ランドみやざき及びスポーツを通じた地域活性

化の大きな展開につながってきたということを

踏まえまして、今回の施設整備についても、国

体等の成功はもとよりでありますが、地方創生

や本県のさらなる発展につながるよう、さまざ

まな角度から検討し、決定してまいりたいと考

えております。

この県有主要３施設の整備に○外山 衛議員

つきましては、11月議会において、中間報告と

して多数の候補地が示されたところでございま

すが、その際、今年度中に整備方針案を示した

いと聞いておりましたが、現時点でどこまで絞

り込まれているのかを、知事に伺います。

この３つの県有主要体○知事（河野俊嗣君）

育施設の整備候補地につきましては、11月議会

におきまして、陸上競技場が県内の６カ所、体

育館が17カ所、プールが15カ所ということでお

示ししたところであります。その後、国体の円

滑な運営のための施設規模や交通アクセス、国

体終了後の利活用、整備に要する費用など、さ

まざまな条件を総合的に勘案しながら、検討を

行ってきているところであります。現在、それ

ぞれ３つの施設につきまして、２カ所ずつを候

補地として検討を進めております。陸上競技場

につきましては、現在地のＫＩＲＩＳＨＩＭＡ

ヤマザクラ県総合運動公園、もう一つが都城市

の山之口陸上競技場、体育館につきましては、

一つが宮崎市錦本町の県有グラウンド、もう一

つが延岡市民体育館敷地、プールにつきまして

は、一つが現在地のＫＩＲＩＳＨＩＭＡヤマザ

クラ県総合運動公園と、もう一つが宮崎市錦本

町の県有グラウンドということであります。

候補地が１カ所にはまだ絞り○外山 衛議員

込まれていないとのことでありますが、県有主

要３施設の整備には相当の期間と費用を要する

ことが見込まれるため、できるだけ早く整備地

を決める必要があると思います。国体開催まで

あと９年であり、整備に要する期間を考えます

と、残された時間は少ないと思いますが、今後

どのように進めていくのかを、教育長に伺いま

す。

国体を成功に導くた○教育長（四本 孝君）

めには、計画的かつ着実に諸準備を進めていく

ことが重要であると考えております。このた
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め、県有主要３施設の整備方針につきまして

も、各候補地について詰めの比較検討を行い、

県議会を初め、関係自治体や競技団体等の御意

見もいただきながら、来年度のできるだけ早い

時期に決定してまいりたいと考えております。

整備には多額の費用が必要と○外山 衛議員

なりますことから、候補地を決定する際には、

国体開催後を見据え、将来にわたって有効活用

できる場所、そして、施設の規模について十分

な検討がなされるようにお願いをいたしたいと

思います。

続きまして、中学校の部活動について伺いま

す。

昨年12月、スポーツ庁は、全国の小学５年生

と中学２年生を対象に実施した「全国体力・運

動能力、運動習慣等調査」の結果を公表いたし

ました。それによりますと、本県児童生徒の体

力は、ほぼ全国水準以上で、九州、全国で上位

という結果になっており、本県における体力向

上の取り組みの成果ではないかと思います。ま

た、運動部活動の活動状況調査では、本県中学

生の土日の部活動時間が全国平均時間より長い

ということでありました。子供たちがスポーツ

に親しむことや、日々練習することも大切だと

思います。一方では、成長期の子供たちのけが

や、部活指導に伴う顧問の負担も指摘をされて

おります。そこで、本県においても適切な休養

日の設定が重要と考えますが、中学校における

部活動の実態と県の取り組みについて、教育長

に伺います。

御指摘のスポーツ庁○教育長（四本 孝君）

の調査によりますと、本県の運動部活動の実施

時間、特に土日が、全国平均に比べて、男子で

約58分、女子で約41分多いという結果になって

おります。また、休養日の設定につきまして

も、全国平均を上回ってはおりますが、十分と

は言えない状況となっております。県教育委員

会といたしましては、週１回及び第３日曜日の

「家庭の日」は部活動を休みにする取り組みを

進めております。今後、国が来年度中に策定す

る「運動部活動の総合的なガイドライン」等を

注視し、市町村教育委員会等と連携しながら、

休養日がより適切に設定されるよう努めてまい

りたいと考えております。

続いて、運動部活動におきま○外山 衛議員

しては、子供たちに、バランスのとれた生活や

成長ができるように、しっかり休養をとらせた

り、専門的な技術指導ができたりするなど、科

学的知見に基づいた指導ができる指導者が必要

と考えます。中学校における専門の指導者の状

況はどうなっているのかを、教育長に伺いま

す。

本年度の本県公立中○教育長（四本 孝君）

学校の運動部活動における専門的な指導ができ

る顧問の割合は、約４割となっております。ま

た、各学校では、県中学校体育連盟に登録され

ている390名の外部指導者を初め、地域の専門的

な外部指導者と顧問が、連携して部活動の指導

に当たる取り組みが推進されております。ま

た、国におきまして、地域の指導者が単独で部

活動の指導や引率に当たることができる「部活

動指導員」の導入に向けて検討がされておりま

す。県教育委員会といたしましては、国の動向

も踏まえつつ、今後も、研修の実施あるいは外

部指導者のさらなる活用等を通して、運動部活

動の充実に努めてまいりたいと考えておりま

す。

部活動につきましては、地域○外山 衛議員

の指導者が単独で指導や引率ができるような検

討もされているということで、いわゆる専門性
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を持った顧問のいない部活があるということが

問題だと思いますので、御配慮願いたいと思い

ます。教職員の負担軽減でありますとか、生徒

の体力面、家庭の状況等を十分考慮して進めて

もらいたいと思います。

続きまして、本県におけるテロ対策について

伺います。

近年、拡大する国際テロの脅威は世界各国で

発生しておりまして、この日本におきまして

も、決して遠い国で起こっている他人ごとでは

ない状況にございます。最近は、テロ組織と直

接かかわりのない者や社会的に疎外感を感じて

いる者など、世界各地に散在した勢力による国

際的ネットワークを利用して実行されるものも

多く、新たな形態のテロ対策等、さまざまな問

題に直面していると思います。また、外国人観

光客の増加や、３年後には東京オリンピックも

控えており、国内のテロ対策の強化も重要な

テーマであると考えます。そこで、本県におき

ましても、先月、「テロ対策宮崎パートナー

シップ推進会議」が発足いたしましたが、この

推進会議の設立の目的について、警察本部長に

お伺いをいたします。

最近のテロの特○警察本部長（野口 泰君）

徴としましては、不特定多数の人が集まり、か

つ比較的警備が緩やかなところ、いわゆるソフ

トターゲットが狙われやすい傾向にあります。

そこで、「テロを許さない社会の実現」という

理念のもとに、行政機関、公共交通機関、

ショッピングモールなどの集客施設等、29の関

係機関・団体が緊密に連携して、組織的に各種

テロ対策を講じていくため、この推進会議を設

立しました。主な活動としましては、各構成員

における危機管理意識の醸成や自主警備体制の

強化のほか、構成員相互の情報共有等によるテ

ロの未然防止に向けた体制の確立を図る取り組

みを予定しております。今後は、官民一体と

なった日本型テロ対策をさらに進め、多様化す

る脅威への対応に万全を期してまいります。

近年の厳しい国際テロ情勢を○外山 衛議員

踏まえて、警察におかれましても、新たなテロ

対策の導入について、引き続き検討を進める必

要があると考えますが、本県におけるテロ対策

を見据えた組織体制の整備についてはどうなっ

ているのかを、警察本部長にお伺いします。

先ほど申し上げ○警察本部長（野口 泰君）

ましたとおり、最近のテロでは、ソフトター

ゲット等を対象にする傾向にあり、東京オリン

ピック等の開催を控える我が国においても、そ

の脅威は増しております。首都圏に限らず本県

におきましても、宮崎空港や油津港等の国際海

空港が存在する中で、テロリストの入県や拠点

化が懸念されるところであります。したがいま

して、本県警察では、平成29年春の組織改編に

おきまして、国際テロリズム等に関する情報収

集や分析、取り締まりを所管する新所属を設置

しまして、テロ対策に万全を期したいと考えて

おります。

県民の安全を確保するため○外山 衛議員

に、対策にしっかりと取り組んでいただきます

ようお願いを申し上げます。

次に、高齢運転者の交通事故について伺いま

す。交通事故の死者数は年々減少傾向にある一

方、65歳以上の高齢者が占める割合が高くなっ

ております。さらに近年では、事故の被害者だ

けではなく、報道でも大きく取り上げられます

が、運転操作のミスによる事故など、加害者に

なるケースもふえておるようであります。本県

におきましても、１月に高齢者死亡事故多発警

報が発令されたところでもあります。高齢運転
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者の事故増加の背景には、高齢者人口の増加だ

けではなく、山間地域等におきましては、買い

物、通院といった日常の生活を送る上で、車の

運転が不可欠であります。その結果、免許を手

放せない人が多いという実情もございます。高

齢社会が今後ますます進展する中、本県におけ

る高齢運転者の交通事故の現状と対策につい

て、警察本部長にお伺いいたします。

昨年、県内で発○警察本部長（野口 泰君）

生した交通事故は9,015件で、６年連続の減少と

なり、交通死者は45人と、昭和32年以降最少と

なりました。このうち、高齢運転者が加害者と

なった交通事故は2,086件で、前年よりも57件減

少したものの、全事故に占める割合は23.1％と

過去最高になり、死亡事故になったものが17件

でした。対策としましては、高齢者が参加・体

験・実践する交通安全教育を推進しているほ

か、運転に不安がある高齢者が運転免許証を返

納しやすい環境を整えるため、例えば西米良村

では、免許返納者に14万4,000円分のタクシー券

を交付して交通手段の確保を図るなど、県内各

地で運転免許証返納メリット制度の充実に努め

ております。また、運転免許保有者の高齢化が

進むことで、高齢運転者による交通事故の増加

が予想されますことから、県警におきまして

は、運転免許センターに看護師を配置して、運

転適性相談を充実するなどの諸対策を推進して

おります。

公共交通機関等の充実してお○外山 衛議員

ります都市部以外では、やはりマイカーが生活

の足であります。高齢運転者の事故防止策の議

論が進む中、今月、改正道路交通法が施行され

ますが、高齢運転者対策に係る改正道路交通法

の概要について、警察本部長に伺います。

今回の法改正の○警察本部長（野口 泰君）

目的は、高齢ドライバーによる交通事故を防止

するとともに、健康な高齢者がより安全に運転

していただくため支援をすることにあり、本年

３月12日に施行されます。改正の概要は、75歳

以上の高齢ドライバーが、運転免許を更新する

際の認知機能検査で「認知症のおそれがある」

と判定されますと、医師の診断を受けることと

なるほか、信号無視など一定の違反をした場合

には、臨時認知機能検査や、その検査結果に基

づく臨時高齢者講習を受けるというものです。

県警では現在、テレビ、新聞による広報や各種

講習会で改正内容の周知に努めており、本年１

月からは、運転免許課に高齢運転者支援ダイヤ

ルを新たに設置し、気軽に相談できる環境を整

えたところであります。

今後も、高齢者を初め、県内○外山 衛議員

の交通事故が減少するように、対策をお願いし

たいと思います。ことしは、県内におきまして

は死亡事故がふえているようでありますから、

よろしくお願いをしたいと思います。

続きまして、最後の質問となりますが、県立

宮崎病院の再整備に関連して質問を行いたいと

思います。

まず、今回、再整備の関連経費について、平

成29年度当初予算への上程を見送られた経緯、

その理由について、病院局長にお伺いをいたし

ます。

県立宮崎病院の再○病院局長（土持正弘君）

整備につきましては、平成27年10月から基本設

計に着手いたしまして、平成28年10月に完了い

たしました。この間、事業費が当初想定してい

た額より増加することが見込まれておりました

が、そのことの公表がおくれまして、基本設計

完了時に具体的な金額が示され、その見込み額

を公表したところでございます。その事業費の
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増加が多額となり、さきの11月議会におきまし

ても、「慎重に検討してほしい」との御意見も

ありましたことから、議会を初め県民の皆様に

再度丁寧に説明を行い、御理解を深めていただ

いた上で進めるべきとの判断をいたしまして、

平成29年度当初予算案での上程を見送ったとこ

ろでございます。

続きまして、これまでも複数○外山 衛議員

の議員から質問があり、重複する内容になるか

と思われますが、再確認という意味で伺ってま

いります。

当初、基本構想時における事業費につきまし

ては、当時把握をされていたとする同規模の公

的病院の建築事例を参考にして、建設費が約165

億円、これに関連経費を合わせ、合計185億円と

見込まれておりました。ところが、昨年の基本

設計完了時におきまして、建設費は271億円、こ

れに関連経費を含めますと、合計約306億円との

報告でありました。建設費が多額の増額となっ

ていることについては、東日本大震災からの復

興事業や東京オリンピック開催決定等に伴う建

設需要の高まりによる、人件費や資材費などの

建設費が想定以上に高騰していたこと、また、

基本設計におきまして、将来にわたり対応でき

る施設整備の検討を進めた結果、床面積が増加

したこと、さらに、基幹災害拠点病院として、

大規模災害時にも継続して安定した医療が行え

るように、敷地のかさ上げや液状化対策に要す

る費用が必要となったことを要因に挙げておら

れたわけであります。東日本大震災におきまし

ては平成23年３月の発生、東京オリンピックに

ついても平成25年９月に開催決定をしており、

議会に概算事業費の提示があったのは平成26年

１月でございますので、建設費の高騰予測は十

分把握でき、また、大規模災害時にも対応でき

るよう敷地のかさ上げを行うことなども、同様

に予測可能だったのではないかと考えます。要

するに、基本構想時の事業費見込みが余りにも

甘く、また、増額理由もなかなか納得のいくも

のでないため、このように議論しているわけで

ございますが、多額の経費を必要とする事業で

あるため、県民の理解が得られる形で整備をし

ていかなければならないと思います。そこで、

基本設計完了時に、建設費の報告とともに再整

備後の収支計画も示されましたが、この収支計

画は十分に検討されたものなのかを、病院局長

に伺います。

宮崎病院の再整備○病院局長（土持正弘君）

につきましては、事業費のほぼ全てについて企

業債を発行いたしまして、約30年で償還してい

く計画としており、その収支計画につきまして

は、今回算出された事業費をもとに、先般策定

された地域医療構想に示されている、今後の推

計患者数や一般会計からの繰入金、国庫補助金

など、現時点で想定し得る要因等を可能な限り

踏まえた上で、将来見込み得る収益と費用につ

いて、十分に検討を行ったところでございま

す。

現時点の計画として、新病院○外山 衛議員

を開院して６年目以降に黒字化を見込まれてお

り、これはあくまでも目標ということで理解は

しておりますが、当初の見込みよりも建設費が

大きく増額したという例もございます。この収

支計画も、本当に十分検討され実現可能なもの

なのか、疑問に思うところでもあります。

今お聞きをいたしました収支計画を実行して

いくためには、医療体制の整備も図り、現在よ

り相当多く収益を上げていかなくてはならない

と考えます。そこで、再整備に伴う施設の充実

には、同時に医師や看護師などの体制の確保が
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必要でありますが、この見通しについて、病院

局長に伺います。

再整備後は、高度○病院局長（土持正弘君）

急性期医療や救急医療、災害医療等のさらなる

充実を図る必要がありますことから、御指摘の

とおり、医療従事者の増員・確保が大変重要で

あります。医療従事者の確保につきましては、

これまでも、研修医の確保対策としての県立病

院をめぐるバスツアーの開催や、看護師確保対

策としてのナースガイダンス＆バスツアー、県

立病院の看護を体験するサマープログラム・イ

ンターンシップの開催など、県立病院のＰＲ等

に努めてきているところでございます。今後と

も、このような取り組みを通じて、引き続き宮

崎大学や関係機関とも連携をしながら、医療従

事者の人材確保にしっかりと努めてまいりたい

と考えております。

引き続き医師確保に努めてい○外山 衛議員

かれるとのことでありますが、現在でも、医師

不足によりまして夜間当直を挟んで連続長時間

勤務するなど、医師の過重労働も問題となって

いる中で、将来、本当に医師の確保が順調にい

くのか、こちらも収支計画と同様に懸念をする

ところではございます。

今まで何点か、再整備に関する質問をいたし

ましたが、今後、宮崎病院が果たすべき役割を

どのように捉え、再整備を進めていかれる方針

なのかを、病院局長に伺います。

県立宮崎病院が果○病院局長（土持正弘君）

たすべき役割といたしましては、24時間、365日

の受け入れ体制と、多数の診療科を整え、救急

患者や、民間病院では対応困難な合併症の重症

患者の受け入れなど、総合性を生かした高度・

急性期医療を提供いたしますほか、感染症など

の政策医療を提供し、中核病院として地域の医

療機関と連携強化を図りながら医療を行うこと

と考えております。現在の宮崎県医療計画の５

疾病・５事業の医療提供体制におきましても、

県立宮崎病院は、救急医療、災害医療、精神疾

患及び感染症対策については全県的な中核病院

として、また、それ以外のがん医療や周産期医

療などでは地域の中核的な医療機関としての役

割が求められているところであります。また、

基幹型臨床研修病院として、研修医の確保や育

成に取り組みますとともに、看護学生や医療従

事者の実習も積極的に受け入れるなど、地域医

療を支える医療従事者の育成も大切な使命であ

ると考えております。このような役割は、全県

レベル、または地域の中核病院として今後とも

果たしていく必要がありますので、十分に機能

できるよう再整備を進めてまいりたいと考えて

おります。

大まかな質問でございました○外山 衛議員

が、大体、病院局の考え方は、理解ではありま

せんが、わかったところでございます。

今回の最後の質問となりますが、これまでの

経緯等状況を踏まえて、県立宮崎病院再整備に

関してどのようにお考えなのか、知事の所見を

お聞かせください。

県立宮崎病院の再整備○知事（河野俊嗣君）

につきましては、事業費の大幅な増加を受けま

して、県議会からもさまざまな御意見や御懸念

等をいただいているところであります。現在、

これらの御意見等を真摯に受けとめ、さまざま

な論点について検討・考察を深め、御説明に努

めているところであります。現段階では、事業

費の増加や災害への対応等につきまして、議会

を初め県民の皆様の十分な御理解を得る状況に

は至っていないと考えておりますので、引き続

き、御理解をいただけるよう検討・協議を重ね
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まして この病院、県民の健康を守り命を守―

る大変重要な施設であります 今後とも、真―

摯にかつ丁寧に再検討に向けた対応を進めてま

いりたいと考えております。

11月議会とそう進展がないと○外山 衛議員

いうことでありますね。再整備につきまして

は、今後も説明、協議を重ねていくとのことで

ありますが、このままでは進展は余り見られな

いと思います。このような状況を打破するため

にも、知事が再度、再整備に対する考え方を明

確に示され、今後の対応に積極的に取り組まれ

ることをお願い申し上げまして、質問を終わり

ます。

以上で代表質問を終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○星原 透議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○星原 透議長

ます。

次は、宮崎県議会自由民主党、後藤哲朗議

員。

〔登壇〕（拍手） こんにち○後藤哲朗議員

は。自由民主党の後藤哲朗でございます。

領土拡張をにらんだ中国の動き、イスラム過

激派組織の残虐非道なテロ、北朝鮮の核ミサイ

ル開発や猛毒の化学剤ＶＸなどは、もはや話し

合いで解決する類いのものではなくなりつつあ

ります。穏便に何とか解決してきた時代はもう

終わりつつあるのではと、大変心配していると

ころであります。しかし、本日は、穏便にわか

りやすく、前向きにお答えいただきますよう、

よろしくお願いをいたします。

さて、月日がたつのは早いもので、本年も２

カ月が過ぎました。ことしの元旦は、旭化成の

ニューイヤー駅伝、18年ぶりの優勝で幕をあけ

ました。スポーツランドみやざきに弾みがつい

た気がいたします。

ところで、１月21日には、河野知事、公明党

宮崎県本部・河野代表、そして坂口自民党県連

会長等が出席いただいた自民党延岡支部の新春

パーティーが開催され、加藤一億総活躍担当大

臣により、「一億総活躍社会の実現に向けて」

のテーマで記念講演がありました。その中で加

藤大臣は、安倍政権が取り組む金融政策、財政

政策、成長政策による雇用の改善や賃金、所得

の向上などを強調された一方で、経済成長の足

踏みにつながる少子化をどうとめるかが、我々

に突きつけられた大きな課題と危惧されまし

た。また、子育てや介護をしながら働ける環境

整備など、問題解消に使う財源捻出のためにも

経済を強くする必要を示唆されました。

国においては、半世紀後の将来においても人

口１億人を維持し、国民一人一人がみずから、

家庭で、職場で、地域で生きがいを持って充実

した生活を送ることができる「一億総活躍社

会」を目標に掲げています。そこで、知事に、

一億総活躍社会に対する御所見と、その実現に

向けてどのように取り組んでいかれるのか、お

伺いいたします。

引き続き、知事にお尋ねいたします。地方創

生は、人口減少に歯どめをかけるとともに、東

京圏への人口の過度の集中を是正し、将来にわ

たって活力ある日本社会を維持していくために

進めるものであります。本県も総合戦略を策定

し、今後、さまざまな展開を図っていくところ

でありますが、九州という広域圏で見ますと、

合計特殊出生率が全国の上位10県に６県ランク
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インするなど、総じて高いものがあります。ま

た、巨大市場でありますアジアに近いという地

理的優位性や、豊かな農林水産資源、自然や温

泉、食、文化といった観光資源が豊富であると

いうことも、他の地域に比べて大きなメリット

だと思います。これからは、九州一体となった

ブランディング化も重要になってくるものと思

います。そこで、地方創生は各県との競争でも

ありますが、九州が一体となって地方創生の戦

略を展開していくことも大変重要と考えます

が、知事の御所見をお伺いいたします。

次に、九州中央自動車道の早期整備について

お尋ねいたします。九州中央自動車道は、昨年

４月に発生した熊本地震により、大規模災害時

の救助、物資の輸送路線として、さらに、救急

救命医療施設への搬送時間短縮につながる命の

道として、この路線を戦略的かつ効果的に強化

していく必要性は、これまで以上に高まってお

り、ミッシングリンクの早期解消は喫緊の課題

となっております。

この自動車道の事業推進では、国道218号高千

穂日之影道路の開通見通しの明示と早期完成、

未事業化区間矢部―蘇陽―五ヶ瀬―高千穂間及

び日之影―蔵田間の早期事業化、特に蘇陽―

五ヶ瀬―高千穂間の計画段階評価を早期に完了

し、事業化を図ることを強く国に要望していか

なければなりません。そこで、蘇陽―五ヶ瀬―

高千穂間の第３回九州地方小委員会の開催に向

け、先月から国が意見聴取を開始するなど、前

進しているようですが、一日も早い事業化を目

指して、今後どのように取り組んでいかれるの

か、知事にお伺いいたします。

次に、延岡南道路の料金体系見直しについて

お尋ねいたします。先月、九州中央３県（熊

本、大分、宮崎）の議員連盟、宮崎県議団・緒

嶋顧問、井本会長のもとで、東九州自動車道の

事業推進や九州中央自動車道の事業推進、延岡

南―門川間（延岡南道路）の料金体系見直し、

地方における道路整備予算の拡大等の要望活動

が、国土交通省で行われました。その中で、石

井国土交通大臣は、延岡南道路について、「料

金が高く、生活に影響を及ぼしていると伺っ

た。重く受けとめ、料金の区分、料率について

見直す方向で事務方に指示する」と応じられま

した。そこで、国土交通大臣が延岡南道路の料

金体系見直しを指示されたことについて、どの

ように受けとめておられるのか、内田副知事に

感想をお伺いいたします。

次に、食品ロス削減問題についてお尋ねいた

します。私の誕生日は２月15日であります。こ

のすてきな日を「もったいない日」と制定して

いる自治体があります。「もったいない運動」

を推進している千葉県松戸市であります。「Ｍ

ＯＴＴＡＩＮＡＩという日本語を世界共通語と

して広めよう」との運動を推進され、2004年に

ノーベル平和賞を受賞した、当時ケニア環境副

大臣のワンガリ・マータイ氏が、平成18年の２

月15日に松戸市立新松戸南小学校を訪れ、

「もったいない教室」や植樹等を行いました。

そのことを記念して制定されたそうです。

ところで、脚本家の倉本聰さんが、昨年の３

月２日に次のようなコラムを書いていました。

「着物を風呂敷に包んで必死に頭を下げ何個か

の芋と交換してもらったあの飢餓の時代を経験

したものにとっては、何かが狂ってしまった気

がしてならない。

食うことによって我々は生きている。その食

料は自然が創る。自然と農民の労力が創る。Ｉ

Ｔも金融も食料は作れない。にもかかわらず、

人はその恩恵を忘れている。
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恩送りという言葉がある。恩返しではなく、

恩送りである。恩返しは当座の謝礼だが、恩送

りは未来永劫に対し、その恩を返していく行為

を言う。だから江戸期の知の巨人・安藤昌益は

自然の循環の中で万人が自ら農耕に携わること

を厳しく唱えた。

政治家・実業家・科学者を目指すものはいて

も３Ｋといわれる農業後継者がどんどん減って

いるという悲しい現実。

この国の人々は恩送りという、そもそもの生

命の継続のルールを、どこかに置き忘れてきた

ように思われる」という内容です。

食品ロス削減の問題は、命のもとである食や

農林水産業の大切さ、もったいない精神を醸成

することによって、次世代を担う子供たちにそ

の精神を引き継ぐといった、教育にも大変重要

なことであります。そこで、食品ロスに対する

考えと削減に向けた取り組みについて、知事に

お伺いいたします。

次に、都農高校の再編統合についてお尋ねし

ます。

これまで県教育委員会は、少子化の進む中、

生徒たちにとってよりよい教育環境の提供とい

う観点から、教育整備計画に基づき、高等学校

の再編整備を進めてきたと認識しております。

そのような方針の中で、昨年の12月、都農高校

の高鍋高校への再編統合を発表されました。こ

れは、ここ数年の都農高校における定員未充足

の状況や、近い将来、児湯地区５町の生徒数の

大幅な減少を踏まえた上での御決断であったと

考えております。しかしながら、今回の高校入

試の志願状況を見ると、都農高校への志願者が

昨年度より大きくふえている状況が見られま

す。そこで、今回の都農高校の志願状況を見て

どのように考えておられるのか、再編統合の方

針を変更する考えはないのか、教育長にお伺い

いたします。

次に、公金の管理・運用についてお尋ねいた

します。

政府が推し進める経済成長戦略をさらに加速

するため、昨年の１月、日本銀行は、新たに

「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導

入を決定し、日本では史上初めてとなるマイナ

ス金利が実施されました。これは、市場に大量

の資金を流通させることで、経済が活性化する

ことを目的としたものでありまして、銀行にお

いては、貸出金利を引き下げて融資の拡大を競

うなどの状況が出ております。これにより、国

民にとりましては、住宅ローン等の金利が下が

るなどプラスの影響があった一方で、国債など

の利回りや預金金利も低下するなどの影響も出

ているところであります。そこで、公金の運用

におきましては、マイナス金利の導入によって

どのような影響があったのか、また、公金の運

用についてはどのように行っているのか、会計

管理者にお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わりまして、後の

質問につきましては、質問者席から行います。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいたし○知事（河野俊嗣君）

ます。

まず、一億総活躍社会についてであります。

国は、少子高齢化のもとでの持続的成長を実現

するため、名目ＧＤＰ6 0 0兆円、希望出生

率1.8、介護離職ゼロの実現を目指す「新・三本

の矢」、さらには働き方改革などを掲げ、誰も

が活躍できる、一億総活躍社会の実現を目指し

ております。少子高齢化が進んでいる地方にお

いては、まさに喫緊の課題であると考えており

ます。本県におきましても、人口減少問題に真
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正面から向き合う総合計画や総合戦略を策定

し、産業振興や良質な雇用の確保による若者世

代の定着促進、すぐれた子育て環境を生かした

出生率の向上等に取り組むとともに、女性の活

躍推進や介護人材の確保などを通じて、誰もが

活躍できる社会づくりを進めているところであ

ります。当初予算案におきましても、人口減少

対策等を重点施策に掲げ、今後とも、国、市町

村や企業・団体等と十分に連携を図りながら、

施策の推進に努めてまいりたいと考えておりま

す。

次に、地方創生の戦略についてであります。

九州は、合計特殊出生率が総じて高く、また、

各県それぞれ特色のある産業や観光資源を持つ

とともに、成長著しいアジアに近いという地理

的優位性もあります。こうした各県の特徴を生

かす新たな展開を図るため、昨年、九州知事会

と経済界で組織します九州地域戦略会議におい

て、九州一体となった地方創生のアクションプ

ラン（ＪＥＷＥＬＳプラン）を策定し、その推

進に努めているところであります。もともと九

州は、知事会において政策連携など連携の深い

取り組みを進めておりますが、さらに経済界と

一体となって、こうした取り組みを進めており

ます。そこでは、仕事、教育、出産・子育て、

暮らし、こうした４つのプロジェクトチームを

設け、輸出促進や外国人誘客のプロモーショ

ン、結婚・子育てキャンペーンなどに取り組ん

でおります。私は教育分野のリーダーとなりま

して、大学等と連携し、地域に貢献する人財育

成などの教育環境づくりを進めているところで

あります。今後とも、本県の特性を生かした独

自の取り組みを進めるとともに、御指摘のよう

に広域的に連携することで、より大きな効果が

期待される分野につきましては、積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。

次に、九州中央自動車道についてでありま

す。九州全域にわたってストック効果を最大限

に発揮させ、切迫する南海トラフ巨大地震など

の大規模災害に対し、安全・安心な暮らしを確

保するためにも、蘇陽―五ヶ瀬―高千穂間の事

業化は、何としても早期に実現させる必要があ

ると考えております。特に、熊本地震を契機と

して、九州中央自動車道など、九州の東西軸を

戦略的かつ効果的に強化する必要性を改めて強

く実感したところであります。このため、昨

年11月には、新たな取り組みとしまして、宮

崎、熊本、大分の３県合同による国への提言活

動を行いまして、九州の東西軸を早期に強化す

ることの重要性を強くアピールしたところであ

ります。

このような中、先月から、国による地域への

意見聴取が開始されたことは、整備に向けて一

歩前進したものと受けとめております。今後と

も、私が先頭に立って、関係各県と一体となっ

た取り組み等を推進しながら、一日も早い事業

化を目指し、国に対し強く要望してまいりたい

と考えております。

最後に、食品ロスについてであります。日本

では、年間約632万トンの食品ロスが発生してお

ります。これは、毎日１人当たりお茶碗１杯分

の御飯の量を捨てていることになります。大変

もったいないことであります。我が国には古く

から、物を無駄にしない、大切に使うという

「もったいないの精神」の教えがあり、これは

世界的にももっと発信されていくべき文化であ

ると考えております。議員御指摘のとおり、２

月15日がそのように大切な日であるということ

は、しっかり覚えておきたいと思います。ま

た、我が県は、国内有数の食料生産県として、



- 47 -

平成29年３月１日(水)

命の恵みに感謝する食育を推進しており、県と

しても、食品ロス削減に向けたさらなる取り組

みの強化を図っていく必要があると考えており

ます。このため来年度は、食品ロスが発生する

食品の生産から流通、消費に至る各分野の事業

者や行政機関、消費者が連携して、総合的かつ

効果的な方策を検討する体制を整備しますとと

もに、今年度に引き続き、県民への多様な普及

啓発事業を実施し、食品ロス削減についての意

識の高揚を図ってまいりたいと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（内田欽也君）

します。

延岡南道路の料金体系についてであります。

このことにつきましては、私自身も、料金体系

の見直しについて要望を行ってきたところであ

ります。このような中、先月、国土交通大臣

が、料金水準や区分を見直す方向で指示された

ところであり、大変うれしく受けとめていると

ころであります。一方で、延岡南道路に関する

さまざまな課題への対応には、料金体系の見直

しとあわせまして、周辺の生活道路に大型車が

流入するなどのネットワーク上の課題、あるい

は生活道路における交通安全対策にも取り組む

必要があると考えております。県といたしまし

ては、引き続き、国や延岡市との連携を図りな

がら、延岡南道路とその周辺地域が抱えるこれ

らの課題解決に向け、全力で取り組んでまいり

たいと考えております。以上であります。〔降

壇〕

〔登壇〕 お答○会計管理者（髙原みゆき君）

えいたします。

公金運用に対するマイナス金利の影響等につ

いてでございます。マイナス金利の導入以降、

金融機関の金利は大きく低下しており、公金に

つきましても、従来のような運用益を確保する

ことが大変厳しい状況になってきております。

公金の運用につきましては、いつでも現金化が

可能な流動性や安全性を基本にしておりますこ

とから、定期性預金や国債のほか、政府保証債

などの方法により行っております。これまで

も、高い金利が得られるよう、資金を取りまと

めて運用規模を大きくするなどの工夫を行って

おりますが、さらに今年度は、外部の専門家を

招いて金融情勢等の理解を深めますとともに、

資金の収支をより正確に把握しながら、きめ細

かな運用を行っているところでございます。今

後とも、金融市場の動向等をしっかり見きわめ

ながら、安全かつ効率的な公金の運用に努めて

まいります。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○教育長（四本 孝君）

す。

県立高校の再編統合についてであります。平

成29年度宮崎県立高等学校一般入学者選抜にお

ける都農高校の志願状況に関しましては、昨年

度より増加しておりますが、その一方で、都農

高校、高鍋高校、高鍋農業高校の児湯地区３校

においては、募集定員に対する志願者数はいず

れも未充足であり、また、３校の志願者数の合

計も昨年度より減少しております。県教育委員

会といたしましては、今後、児湯地区の中学校

卒業者数の大幅な減少が見込まれる中、生徒同

士の切磋琢磨の機会の確保や学校行事の充実な

ど、何よりも生徒にとってよりよい教育環境の

整備・充実を図り、地域に貢献する若者の人材

を育成するという観点から、今回の再編統合を

決定したところであり、方針を変更する考えは

ございません。今後とも、全県的な視野に立

ち、各地区の県立高校の魅力と活力を向上させ

るとともに、生徒、保護者、地域の方々の信頼



- 48 -

平成29年３月１日(水)

に応え得る学校づくりに努めてまいりたいと考

えております。以上であります。〔降壇〕

それぞれに御答弁いただき、○後藤哲朗議員

ありがとうございました。

まず、都農高校の再編統合についてでありま

す。若者の人材育成は、本県にとって最重要課

題の一つであります。県立高校の教育環境の整

備に当たっても、地域の状況はもとより、県全

体からの広域的な観点や県民の皆さんの声も十

分踏まえた上で進めていただくことを、教育長

に要望いたします。

次に、延岡南道路の料金体系の見直しについ

てであります。大変デリケートな部分を含んで

いると考えますので、国土交通省からの情報等

しっかりと把握して、慎重に対処していただき

たいと要望いたします。

次に、食品ロス問題であります。オリンピッ

ク組織委員会でも、もったいない精神が取り沙

汰されております。環境問題や資源循環型社会

の構築等々がうたわれているからだと思いま

す。このロス削減問題、本県として大きく取り

上げていけば、後の質問の県産食材、県産材等

の売り込み等にも功を奏してくるものと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、「ゆたかさ指標」についてお尋ねいた

します。県は先月、本県のよさや課題を独自の

指標であらわす「ゆたかさ指標」を公表されま

した。価値観が多様化し、経済的な豊かさだけ

でなく、心や環境の豊かさが重要とされる今

日、我が県の豊かさを客観的な数値指標により

県内外に示し、共有する意義は大きいと考えま

す。そこで、「ゆたかさ指標」の作成の意図と

今後の活用について、総合政策部長にお伺いい

たします。

本県が目指し○総合政策部長（永山英也君）

ます経済的な豊かさとお金にかえられない価値

との両方が調和した「新しいゆたかさ」を実現

するためには、本県のよさや課題を県民の皆さ

んと共有していくことが重要であります。「ゆ

たかさ」には、経済だけでなく、健康や自然と

いった多面的な要素が含まれ、人によって感じ

方も異なりますので、考え方のベースとなるも

のとして、さまざまな分野の統計デ一タを活用

し、「ゆたかさ指標」として見える化をしたと

ころでございます。

この「ゆたかさ指標」につきましては、今

後、本県のよい面をさらに伸ばし、課題を解決

して、「ゆたかさ」の向上を目指す施策の検討

に生かしてまいります。また、家庭や地域、学

校などさまざまな場面で「ゆたかさ」について

改めて考え、意見を交わしていただけるよう、

わかりやすい資料を作成し、県民の皆様とのさ

まざまな意見交換会を通じて、協働型の県づく

りを進めてまいりたいと考えております。さら

に、本県の特徴やよい面については、県内外に

積極的にアピールしてまいりたいと考えており

ます。

御答弁の最後のほうに、協働○後藤哲朗議員

型の県づくりを進めるとありました。さまざま

な場面での対話と協働に、この「ゆたかさ指

標」をツール、材料として活用していただきた

いと思います。特に、これからの子供たちにふ

るさと宮崎を考えてもらうためにも、教育委員

会との連携をよろしくお願いいたします。

続きまして、祖母・傾・大崩ユネスコエコ

パークについてお尋ねいたします。来年度にお

ける重点施策に、「世界ブランドのみやざきづ

くりの推進」があります。そこで、世界ブラン

ドとして、祖母・傾・大崩山系周辺地域のユネ

スコエコパークの登録が見込まれていますが、
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大分県や関係市町と連携した登録後の取り組み

について、総合政策部長にお伺いいたします。

現在登録申請○総合政策部長（永山英也君）

中の祖母・傾・大崩ユネスコエコパークにつき

ましては、国内の厳しい審査を通過したことを

踏まえまして、本年５月から７月のユネスコに

よる審査においては、必ずや登録されると期待

しております。登録後を見据えまして、生態系

の保全や次代を担う人材の育成、エコパークブ

ランドを活用した地域活性化など、ユネスコエ

コパークの理念に沿った持続的な取り組みにつ

いて、大分県や関係市町と連携しながら検討を

行っているところであります。特に、来年度の

登録決定は、情報発信の絶好の機会でありま

す。地元での登録記念イベントや子供向けの体

験学習会の開催、観光部門と連携した旅行会社

へのＰＲなどによりまして、県内はもとより、

国内外へこの地域の魅力を広く紹介してまいり

たいと考えております。県といたしましては、

今後とも、関係機関と連携しながら、ユネスコ

エコパークを活用した取り組みを推進し、貴重

な資源の確実な継承や一層の地域振興を図って

まいりたいと考えております。

引き続き、世界ブランドづく○後藤哲朗議員

りについてお尋ねいたします。祖母・傾・大崩

ユネスコエコパークが登録されますと、本県

は、世界農業遺産など３つの世界ブランドを有

することとなります。こうした世界ブランド等

を活用した本県の地域活性化についての考え

を、知事にお伺いいたします。

本県には、豊かな自然○知事（河野俊嗣君）

や神楽を初めとする伝統文化など、多くのすば

らしい地域資源があります。これを郷土愛の醸

成や人材の育成、交流人口の増加などの地域の

活力、活性化に生かすことが重要だと考えてお

ります。御指摘のように、祖母・傾・大崩ユネ

スコエコパークが正式に登録されれば、綾ユネ

スコエコパーク、世界農業遺産高千穂郷・椎葉

山地域と合わせ、県内に３つの世界ブランドを

有することとなります。私としましては、ま

ず、この３つの取り組みについて、子供たちを

含め、県民の理解を深めながら、本県の宝とし

て共有していきたいと考えております。また、

観光施策と連携して広く情報発信を行いまし

て、国内外からの誘客に結びつけますととも

に、県全体のブランド力の向上などにも活用し

てまいりたいと考えております。今後とも、県

内のまだ十分に活用されていない地域資源、い

ろいろあろうかと思いますが、掘り起こしをし

ながら地域活性化につなげ、世界ブランドのみ

やざきづくりを進めてまいります。

ありがとうございました。よ○後藤哲朗議員

ろしくお願いいたします。

次に、テーマを変えまして、平成29年度当初

予算案についてお尋ねいたします。

この予算案の中で、今年度も特別枠が措置さ

れ、県営電気事業みやざき創生基金事業に9.7億

円、公共事業の追加措置に45億円、大規模災害

対策基金事業に6.7億円の総額61.4億円が措置さ

れております。

ここで少し、予算編成の過程を振り返ってみ

ますと、10月に決定された当初予算編成方針に

おいては、公共事業、非公共事業ともに要求限

度額、いわゆるシーリングが設定され、この方

針に従って、まず、現予算を削減する、見直す

作業から予算編成が始まっておりますが、最終

的な当初予算案では、特別枠により予算が追加

措置されております。そこで、予算編成におい

て、要求限度額（シーリング）を設定すること

及び特別枠により追加措置を行うことの意義、
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意味について、総務部長にお伺いいたします。

まず、シーリング○総務部長（桑山秀彦君）

についてでありますけれども、毎年度の予算編

成におきましては、まずは、現在、予算化して

いる事業について、その必要性や効果を検証す

るため、あらかじめシーリングを設定しまして

検討や見直しを行い、この見直しによって捻出

されました財源をもとに、新規・改善事業の構

築を行うこととしております。また、特別枠に

関してでありますけれども、公共事業につきま

しては、財政改革推進計画に基づきシーリング

を設定しておりますが、予算編成の過程におい

て、国の予算の動向や地方財政計画の状況、本

県の歳入見込みと収支不足の状況等を見きわめ

ながら、シーリング率の見直しや追加措置を

行っているところであります。

また、県営電気事業みやざき創生基金及び大

規模災害対策基金を活用した事業につきまして

は、通常の新規・改善事業の要求枠とは別枠で

予算措置しているところでありますので、この

２つの基金事業と公共事業の追加措置を合わせ

まして特別枠として、地方創生の推進を初めと

する地域活性化の取り組みや、防災・減災対策

のさらなる強化に取り組むこととしているとこ

ろであります。

よくわかりました。ありがと○後藤哲朗議員

うございました。

引き続き、当初予算についてお尋ねいたしま

す。当初予算総額が対前年度比マイナス0.7％と

なっている主な要因は、ＴＰＰ関連の国庫補助

事業の減によるものとのことでありますが、本

県のような財政基盤の脆弱な県の予算は、国の

動向等により大きく影響を受けるということで

あろうかと考えます。そこで、平成29年度予算

には、本県の地方創生の推進や地域経済の活性

化のために必要な事業は十分盛り込むことがで

きたのか、総務部長にお伺いいたします。

当初予算の総額○総務部長（桑山秀彦君）

は、前年度と比べまして約42億円のマイナスと

なっておりますけれども、当初予算編成方針に

掲げました３つの重点施策を推進するため、さ

まざまな事業を計上しているところでございま

す。例えば、本県の将来を担う人財の確保を図

るため、奨学金返還を支援する事業や、宮崎牛

の輸出拡大を図るための拠点となる施設整備を

支援する事業、あるいは、東京オリンピック・

パラリンピックを控えた首都圏における情報発

信拠点となります新宿みやざき館ＫＯＮＮＥの

リニューアル事業などを計上しております。ま

た、特別枠に関しましては、「みやざき新時代

へのチャレンジ」の中で、自転車やサーフィン

を活用した観光を推進する事業や、ＩＣＴを活

用した効率的な農畜水産業を推進する事業など

も計上しておりまして、限られた財源を工夫し

ながら、さまざまな課題に対応する事業や、中

長期的な視点に立った事業を盛り込むことがで

きたのではないかと考えております。

地方財政計画といいますが、○後藤哲朗議員

限られた予算、まさしくここ数年、選択と集中

という言葉が使われておりますが、どうぞ今後

ともよろしくお願いいたします。

続きまして、働き方改革についてお尋ねいた

します。

政府は、冒頭触れました加藤一億総活躍担当

大臣を働き方改革担当大臣に指名し、現在、政

府・労使間で働き方改革について議論されてお

ります。ある調査では、上場企業の７割超が、

長時間労働の是正を働き方改革の最優先課題と

しており、働きやすい環境を整えれば生産性も

向上し、企業イメージも高まると、働き方改革
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を前向きに捉える企業も多いようであります。

一方、中小企業の多い本県におきましては、

働き方改革の取り組みはまだこれからと思われ

ます。先月24日から、月末の金曜日の仕事を早

く終えて消費を喚起する「プレミアムフライ

デー」が始まりましたが、県内での反応は限定

的だったような感があります。まずは、県庁が

働き方改革を率先垂範していくことが重要と考

えますが、県庁における働き方改革の取り組み

について、総務部長にお伺いいたします。

現在、国におきま○総務部長（桑山秀彦君）

しては、一億総活躍社会を目指す上での課題と

して働き方改革を位置づけておりまして、長時

間労働の是正やテレワーク等の柔軟な働き方な

どにつきまして、検討が進められております。

県ではこれまで、定時退庁日の設定であります

とか、育児等を行う職員を対象とした勤務時間

の弾力的な運用、さらには、夕方の時間の有効

活用ということで「ゆう活」と呼んでおります

が、そうした取り組みの推進など、職場環境の

整備や職員の意識改革に取り組んでまいったと

ころでございます。また、最近の話題で申し上

げますと、先月末に始まった「プレミアムフラ

イデー」に関しましても、職員に対して、業務

の状況を踏まえながらではありますけれども、

早目の退庁を促しているところでございます。

今後とも、県政の推進や組織の運営という面も

十分考慮しながら、職員が一層意欲を持って仕

事に取り組めますよう、ワーク・ライフ・バラ

ンスを推進するなど、働き方改革を進めてまい

りたいと考えております。

御案内のとおり、国のほうも○後藤哲朗議員

率先垂範という言葉で国会中にも……。議会中

は別ですよ。ふだんは、かなり遅くまで電気が

ついている光景がよく見られるものですから、

やはり早目に帰っていただく、あるいは御家庭

でゆっくり団らんをとっていただく、それが大

事だと思いますので、総務部長、よろしくお願

いいたします。

次に、南海トラフ地震への対応についてお尋

ねいたします。

来年度当初予算特別枠として、防災・減災対

策をさらに強化するため、大規模災害対策基金

を活用して、23の事業、６億6,800万円が措置さ

れています。この基金事業は、総合計画アク

ションプランの危機管理強化プログラムに基づ

き、防災・減災対策をさらに強化し、危機に対

して的確に行動できる人づくり、避難の確保、

災害対応能力の強化、広域連携体制の強化・充

実が大きな柱となっております。そこで、広域

連携体制の強化・充実の中の南海トラフ地震応

急対策体制構築支援事業に関しまして、これま

での県の取り組みと、熊本地震の教訓を踏まえ

ました今後の取り組みについて、危機管理統括

監にお伺いいたします。

県では、昨○危機管理統括監（畑山栄介君）

年３月に、国などからの救助や物資の供給など

の支援を円滑に受け入れるための実施計画を策

定しまして、救助活動拠点や広域物資輸送拠点

などの各拠点の指定、それから、エアテントや

照明機材の配備などの機能強化に努めてまいり

ました。

このような中、昨年４月に発生しました熊本

地震においては、国からの支援物資が迅速に届

かなかった被災地もあったということなどを踏

まえまして、来年度から、国や県の応急対策活

動に対応した市町村の受援計画の策定を促進す

るとともに、市町村の各拠点への資機材の配備

を支援することで、市町村の受援体制の整備を

進めてまいりたいと考えております。また、あ
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わせて、今年度、県が新たに指定しました広域

物資輸送拠点への資機材配備や、各拠点に従事

する人材の育成等を引き続き行うことで、迅速

・的確な被災者支援ができるよう努めてまいり

たいと考えております。

南海トラフ、この前の研修会○後藤哲朗議員

でも、備えが９割と、そこまでなってきており

ますので、よろしくお願いしておきます。

続きまして、東京オリンピック・パラリン

ピック関連で４問についてお尋ねいたします。

まず、本県の食の強みについてであります。

新年度における重点施策、「世界ブランドのみ

やざきづくりの推進」の中で、文化・スポーツ

の振興がうたわれ、オリンピック・パラリン

ピックおもてなしプロジェクトの推進が掲げら

れております。ところで、知事はいろんな場面

で、宮崎の食のすばらしさ、よさを語られま

す。そこで、本県の食の強みを生かして、2020

年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

に向けてどのように取り組んでいかれるのか、

知事にお伺いいたします。

東京オリンピック・パ○知事（河野俊嗣君）

ラリンピックにつきましては、スポーツ、文

化、観光など、さまざまな面で大きな効果が期

待されますことから、その効果を本県にも波及

させていくことが必要であると、また、それは

本県にとってチャンスであると常々考えている

ところであります。特に、食につきましては、

本県の安全・安心で豊富な食材を国内外に発信

することはもちろん、オリンピック・パラリン

ピック後の販路拡大等に向けても絶好の機会と

なると考えております。先日、国のオリパラ事

務局の幹部に御来県いただき、本県の魅力等を

ＰＲする機会がありましたが、本県の食への高

い評価の一方で、実際に食材等を提供するため

には、産地での国際水準規格等の取得などの課

題もあるということを改めて認識したところで

あります。現在、関係部長による情報連絡会議

を設置しまして、検討をスタートさせたところ

でありますが、今後、国において決定されます

食材の調達基準等、必要な情報収集を行いなが

ら、関係団体や生産者とともに、食材の提供は

もちろんのこと、本県の魅力を発信する取り組

みを進めてまいりたいと考えております。

続きまして、今、知事が答弁○後藤哲朗議員

された内容に関連してであります。東京オリパ

ラで選手や大会関係者に振る舞う料理で使われ

る国産食材の提供についてであります。前々回

のロンドンオリンピックから、持続可能性に配

慮した飲食提供の基準が示され、東京大会でも

国産を優先するようですが、そのためには、産

地での農業生産工程管理、いわゆるＧＡＰの認

証取得が要件となるようであります。具体的に

は、現在、大会組織委員会において調達基準の

策定作業が進められており、農産物について

は、国際的な認証であるグローバルＧＡＰや我

が国独自のＪＧＡＰ、もしくは農林水産省のＧ

ＡＰガイドラインに基づき、公的な第三者機関

の確認を受けていること等が要件になるようで

すが、海外に比べて、国内での認証取得が進ん

でいないようであります。全国有数の農業県で

ある本県としては、本県の農産物のすばらしさ

を全世界にアピールし、宮崎の魅力を発信でき

るチャンスと捉え、積極的な取り組みが必要と

考えております。そこで、東京オリンピック・

パラリンピックへの農産物の提供に向け、本県

では今後どのようにＧＡＰに取り組んでいかれ

るのか、農政水産部長にお伺いいたします。

東京オリン○農政水産部長（郡司行敏君）

ピック・パラリンピックヘの食材提供は、先ほ
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ど知事からもございましたが、本県農産物の安

全性や魅力を国内外にアピールする絶好の機会

であると考えております。現在、県では調達基

準に対応するために、ＧＡＰに先進的に取り組

んでいる宮崎大学等と連携し、指導者の養成や

県版ＧＡＰのレベルアップに取り組みますとと

もに、今後、県版ＧＡＰ認証制度を新たに創設

するなど、推進体制の強化を図ることとしてお

ります。また、東京大会は夏場の開催であるこ

とを念頭に置きながら、必要な品目や数量等の

情報収集を行いますとともに、ＧＡＰに取り組

むモデル産地の選定や導入支援に、スピード感

を持って取り組んでまいりたいと考えておりま

す。このような取り組みを契機といたしまし

て、ＧＡＰ取得が海外輸出を含めた販路拡大に

つながりますよう、産地への普及に取り組んで

まいります。

ＧＡＰにつきましては、一般○後藤哲朗議員

質問で深掘りされるようですから、よろしくお

願いいたします。

続きまして、県産材の利活用についてお尋ね

いたします。東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会における県産材の利活用に向けた取

り組みについて、環境森林部長にお伺いいたし

ます。

東京オリン○環境森林部長（大坪篤史君）

ピック・パラリンピック関連施設での県産材の

利活用に向けましては、昨年度から関係省庁や

建設会社、設計事務所等を訪問しまして、情報

収集や提案要望に努めてまいりました。そのよ

うな中、先般は、新国立競技場等への資材調達

を担当することが内定した商社等を訪問しまし

て、本県では、１点目が、調達の条件とされる

森林認証に関して、約４万9,000ヘクタールもの

森林認証林を有していること、それから２点目

が、木材について要求されるレベルの強度を充

足できること、そして３点目が、必要とされる

数量の安定供給が可能であることなど、関連施

設の整備におきまして十分貢献できることをア

ピールしてきたところであります。

今回、木材につきましては、全国から調達す

るものと聞いていますけれども、本県としまし

ては、全国有数の林業県としてふさわしい利用

がなされるように、今後とも関係機関に強く働

きかけてまいりたいと存じます。

総工費約1,500億円、地上５階○後藤哲朗議員

地下２階で高さ約50メートル、完成予定が2019

年11月末の東京オリパラのシンボリック施設と

なる新国立競技場は、技術提案書によります

と、木材は軒、ひさしのほか、大屋根とそれを

支える部材、更衣室などの内装に用いられると

言われております。木と緑のコンセプトのスタ

ジアムは、地方が東京五輪に参加した形として

残ります。

ところで、昨日は延岡で、大正時代に国内第

１号の民間パイロットとなり、初の日本一周を

成功させた、延岡出身の後藤勇吉氏の慰霊祭が

とり行われました。この後藤氏と親戚となられ

るのが、新国立競技場を設計デザインした建築

家・隈研吾氏であり、また、飫肥杉や諸塚村な

ど本県との御縁ということで、県産材の活用に

夢や期待感が膨らみます。願う、動く、かなう

ではありませんが、しっかりとした動きで、大

きな目標にチャレンジしていってほしいなと思

いますので、よろしくお願いいたします。

続きまして、文化プログラムについてお尋ね

いたします。東京オリンピック・パラリンピッ

クの役割は、スポーツ振興と期間中の集客だけ

にとどまらないと言われています。オリンピッ

ク憲章には、「文化プログラムの実施は開催国
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の義務」と述べられており、オリパラを契機と

して、我が国文化の魅力を世界に発信し、地域

の文化・芸術活動を振興していかなければなり

ません。関連プロジェクトは始動したばかりで

すが、着実な成果につなげようと、都市間・地

域間競争は既に始まっています。本県でも先月

の19日、「東京2020応援プログラム 宮崎県文

化プログラムキックオフイベント『天孫降臨か

ら日本のひなた宮崎県へ』」が、メディキット

県民文化センターで開催されました。そこで、

本県では文化プログラムにどのように取り組ん

でいかれるのか、知事にお伺いいたします。

東京オリンピック・パ○知事（河野俊嗣君）

ラリンピックが開催されます2020年（平成32

年）は、平成24年から９年間にわたって実施し

てまいりました記紀編さん1300年記念事業の集

大成の年でもあり、国民文化祭を本県で開催す

ることとしております。オリンピック・パラリ

ンピックと連動して、国民文化祭を成功に導

き、本県の文化振興を図るためにも、文化プロ

グラムヘの取り組みは大変重要であると考えて

おります。

先日、県内「文化プログラム」のスタートと

しまして、大会組織委員会の認証を受けたキッ

クオフイベントを開催したところであります

が、県内文化団体など約1,100人の方々に参加い

ただき、大変な盛り上がりを見せたところであ

ります。特に、文化団体の皆様のやる気の盛り

上がりというものを肌で感じたところでありま

す。文化プログラムは、発表の機会や鑑賞の機

会をふやすとともに、文化活動の充実、さらに

は地域の個性や魅力の発信にもつながってまい

りますことから、今後とも、多彩な文化プログ

ラムに積極的に取り組みながら、2020年に向け

て、本県文化力の向上に努めてまいります。

東京オリパラ関係で４問につ○後藤哲朗議員

いて質問させていただきました。私も１回目の

東京オリンピックのときは小学６年でしたか、

高齢者の方は次期の東京オリンピックに非常に

期待しているんですね。宮崎県がどういうかか

わり方で参加できるか、食であったり県産材で

あったり、参加した形として残るというのは、

我々もそうですが、県民の皆さんも元気が出ま

すので、どうかよろしくお願いいたします。

次に、テーマは変わりまして、福祉保健行政

について何点かお伺いしていきたいと思いま

す。

地域包括ケアシステムの推進についてお尋ね

いたします。新年度は、地域医療構想の実現に

向けた取り組みを具体的に進める年となりま

す。構想の策定過程で明らかとなった課題に立

ち戻り、地域医療構想調整会議において、地域

の医療提供体制をどうしていくのか、関係者の

皆さんで協議を行うことが期待されます。ま

た、ことしは、平成30年度から始まる医療計画

を策定する年でもあります。介護保険事業計画

と医療計画が、同じサイクルで策定されること

になります。これらの計画が、実質的な地域包

括ケアシステムの構築に向けた計画となりま

す。医療計画で定める在宅医療の目標が、各市

町村が介護保険事業計画で掲げる在宅医療・介

護サービス等の目標と整合性が図られたものと

なるよう、県と市町村が協議の場を設け、しっ

かりと検討することが重要と考えます。そこ

で、地域包括ケアシステムの確立に向けてはど

のように取り組んでいかれるのか、福祉保健部

長にお伺いいたします。

2025年に向け○福祉保健部長（日隈俊郎君）

た医療介護体制の整備を進めていくためには、

市町村と県がしっかり連携しながら、受け皿と
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なります地域包括ケアシステムの構築を着実に

進めていく必要があります。このため県では、

市町村や地域包括支援センターの職員等を対象

とする研修会を開催し、県内外の先進事例の紹

介や情報交換の機会を提供するなどの支援を

行っているところであります。今後は、県内に

より多くの先進事例をつくるため、意欲ある市

町村を対象として、「医療介護連携」や「介護

予防」などのテーマごとにモデル市町村を選定

しまして、全国の先進自治体の職員を招いた直

接指導など、個別の支援を行うこととしており

まして、その成果を県内全域に展開していきた

いと考えております。また、県医師会を初めと

します医療・介護の各専門職の団体や、宮崎大

学医学部等とも連携しまして、医療・介護人材

の養成や多職種連携の促進などにも取り組んで

いくこととしており、県内全域において地域包

括ケアシステムの構築が推進されるよう、積極

的に取り組んでまいりたいと考えております。

介護保険事業計画は各市町村○後藤哲朗議員

にある。医療計画が各市町村にない。だから、

医療計画分野を県がどうイニシアチブをとって

構築していくか。非常に大きいものですから、

医師会関係を含め、十分な協議が必要かと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

続きまして、地域福祉の推進についてお尋ね

いたします。本年、民生委員制度は創設100周年

を迎えます。済世顧問制度に始まり、方面委員

制度を経て、今日に至るまでの間、強い使命感

と熱い情熱に支えられた先達は、それぞれの時

代において、人々が直面するさまざまな課題に

向き合い、住民に寄り添いながら、その幸せな

暮らしを守るために活動を続けてきました。し

かし、今日においても、制度創設以来の課題で

ある貧困や孤立を初め、高齢者や障がい者、児

童を狙った犯罪や虐待被害は深刻な状況にあり

ます。また、東日本大震災や昨年の熊本地震な

ど自然災害も多発する中、人々の生活の安全・

安心をいかに守っていくのかが問われていま

す。そこで、地域福祉を担う人材が必要と考え

ますが、どのように育成・確保していくのか、

福祉保健部長にお伺いいたします。

地域を取り巻○福祉保健部長（日隈俊郎君）

く環境が大きく変容する中、地域福祉を担う人

材の育成・確保は大変難しく、重要な課題であ

るというふうに考えております。このため県で

は、平成19年度から、地域における福祉課題解

決の一翼を担う人材として、福祉関係施設の職

員を中心に、576名の地域福祉コーディネーター

を研修・養成してきております。また、地域福

祉のかなめであります民生委員につきまして

は、近年、担い手の確保が難しくなっておりま

して、本年の民生委員制度創設100周年に当た

り、民生委員に対する県民の理解を促進し、担

い手の確保につなげてまいりたいと考えており

ます。このほか、民間の事業者が配達などの日

常業務の中で住民の異変に気づいた際、市町村

の窓口に通報していただく、｢みやざき地域見守

り応援隊｣の加入促進などにも、鋭意取り組んで

いるところであります。県といたしましては、

このような取り組みを通じ、地域福祉を担う人

材の育成・確保を図りながら、「ともに支え合

い、助け合う地域づくり」を進めてまいりたい

と考えております｡

次に、健康長寿社会づくりに○後藤哲朗議員

ついてお尋ねいたします。高齢化の進行等で社

会保障費は相当な規模に達しており、政府は財

政再建に向け、社会保障費の伸びをどうやって

抑制するか、喫緊の課題となっています。日本

経済の活性化を進める上で、健康で長生きでき
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る社会の構築は避けて通れないテーマとなって

います。本県も同様に、健康長寿に向けての取

り組みは、福祉保健行政の重要な課題となりま

した。健康づくりや生きがいづくりの推進によ

り、県民がいつまでも心身ともに健康で社会参

加することができる社会を構築し、医療費、介

護費の伸びの抑制につなげていかなければなり

ません。

ところで、健康長寿社会の実現には、県民一

人一人の実践、生活習慣病への取り組み、健康

無関心層に興味を持たせ、健康需要を喚起して

いくことの大切さ等々のいろいろな意見、提言

があります。そこで、本県の健康長寿社会づく

りを推進するため、これまでどのような取り組

みをしてこられたのか。また、来年度、新たに

取り組む事業があれば、福祉保健部長にお伺い

いたします。

県では、「健○福祉保健部長（日隈俊郎君）

康寿命 男女とも日本一」の目標を掲げまして、

市町村や団体・企業等から成る「宮崎県健康長

寿社会づくり推進会議」を設置しまして、「健

康長寿社会づくりプロジェクト」を全県的に推

進しているところであります。具体的には、野

菜摂取量の増加、運動の習慣化、そして高齢者

の生きがいづくりを促進する事業のほか、運動

器症候群、通称ロコモを予防する事業などをこ

れまで行ってきております。また、健康長寿社

会づくりの機運を醸成するため、昨年９月には

「健康長寿県民フェスタ」を開催したほか、民

間企業と協定を締結し、内臓脂肪測定会の開催

を行うなど、連携した取り組みを行ってきてい

るところであります。

来年度は、新たな事業といたしまして、本県

での人工透析の新規導入が多いという実態を踏

まえまして、透析導入の最大の要因である糖尿

病の発症や重症化を予防するためのプログラム

を作成しまして、市町村国保等が行う保健指導

などの取り組みを支援するほか、医療従事者等

に対する研修会を開催することとしておりま

す。

ありがとうございました。○後藤哲朗議員

次に、認知症対策についてお尋ねいたしま

す。認知症高齢者は、今後さらに増加すること

が見込まれ、2025年には全国で700万人を超える

との予想もあり、５人に１人は認知症になると

も言われております。このような中、本県で

は、ことしに入りまして、西都市や串間市、高

鍋町で、地域住民に向けたシンポジウムが開催

されましたが、これからは、このような地域ぐ

るみの活動が重要になっていくものと考えま

す。そこで、今後、地域の中でこれらの認知症

の人や家族を支えることが求められると思いま

すが、県は認知症対策にどのように取り組もう

としておられるのか、福祉保健部長にお伺いい

たします。

認知症につき○福祉保健部長（日隈俊郎君）

ましては、その予防から、発症初期、重度化と

いった容体の変化に応じて、医療、介護、地域

が連携し、本人や家族に対しまして、適時・適

切なケアを提供することが重要であります。国

が認知症施策を加速させるために策定いたしま

した「新オレンジプラン」では、来年度までに

全市町村において、認知症が疑われる人やその

家族に対して専門的な支援を行う「認知症初期

集中支援チーム」の設置や、地域の中での調整

役を担う「認知症地域支援推進員」の配置を行

うこととされておりまして、県では、これらに

対する支援を行うなど、早期診断・早期対応の

体制づくりに取り組んでいるところでありま

す。また、かかりつけ医や医療・介護従事者が
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適切な対応力を身につけるための研修や、地域

住民による「認知症サポーター」の養成に取り

組むなど、認知症の人が、住みなれた地域で、

その人らしく生活できるよう、支援体制の充実

に努めてまいりたいと考えております。

今まで、地域包括ケアシステ○後藤哲朗議員

ム、地域福祉の推進、健康長寿社会づくり、認

知症対策と、大切な役割を担うのは、私は、や

はり地域内の資源、人材だと思うんです。さま

ざまな福祉の課題が山積しておりまして、これ

からは、地域でのセーフティーネット（安全

網）の再構築が急がれており、地域に深く根差

した住民同士の連帯、自発的組織の役割に期待

が高まるものと思います。まさに地域の力だ

と。そして、自治会の会長さんや公民館長さ

ん、地域福祉推進チームのリーダーさんなど、

地域のキーパーソンとなる人材といいますか、

人間力が必要不可欠だと思います。福祉保健部

の職員さん、年金がもらえるまで、それからは

地域に入り民生委員になりたいという方もい

らっしゃいます。市町村もそうですけれども、

地域に行政経験豊かな方が入っていただくと、

地域というのはスムーズに流れると思いますの

で、今後、啓発を含めて、部長、よろしくお願

いいたします。地域福祉の推進を担う人材の確

保に御尽力賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。

続きまして、手話言語条例の制定についてお

尋ねいたします。自民党県連におきましては、

昨年の９月に、各障がい者団体を含む42団体

・195項目の県政に関する要請を行いました。ま

た、私ども自民党会派は、障がい者団体懇話会

を組織・設置し、定期的に意見交換会等の活動

をしております。その中で、聴覚障害者協会か

らの要望事項についてお尋ねいたします。県に

おいては、手話が言語であることを広く普及さ

せ、手話を日常的に使用できる環境を整えてい

くなど、手話に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図っていく必要があると考えます。そ

こで、県は、手話言語条例の制定についてどの

ように考えておられるのか、福祉保健部長にお

伺いいたします。

聴覚に障がい○福祉保健部長（日隈俊郎君）

のある方にとりまして、お話にありましたよう

に、手話は、円滑な意思疎通を図るために重要

なものであると認識しております。県におきま

しては、手話通訳者等の養成・派遣を初め、平

成27年度から新たに手話学習会を開催するな

ど、手話の普及を図るための取り組みを行って

いるところであります。また、昨年４月に施行

しました「障がいのある人もない人も共に暮ら

しやすい宮崎県づくり条例」におきまして、手

話については、言語としての位置づけを行った

ところであります。手話言語条例につきまして

は、本県も加盟しております「手話を広める知

事の会」等を通じまして、国の動向に係る情報

収集を行いながら、制定の必要性について、今

後検討してまいりたいと考えております。

手話言語条例、今、全国で９○後藤哲朗議員

県です。

続きまして、介護人材の育成・確保について

お尋ねいたします。介護人材については、現状

でも不足しており、2025年に向けては、さらに

不足すると見込まれていますが、県として人材

の確保・育成にどう取り組んでいかれるのか、

福祉保健部長にお伺いいたします。

本県の高齢者○福祉保健部長（日隈俊郎君）

人口がピークを迎えます2025年を見据えて、介

護サービスの基盤となります介護人材を確保・

育成することは、大変重要な課題であると考え
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ております。このため県では、これまで未経験

者や離職者への就業支援を初め、初任者に対す

る研修の受講支援、修学資金の貸し付けなどに

取り組んでいるところであります。さらに来年

度は、中高生を主な対象とします「みやざき・

ひなたの介護」情報発信事業におきまして、マ

スメディアを活用して介護の魅力ややりがいを

発信することにより、介護に対するマイナスイ

メージを払拭し、人材の確保を図る取り組みを

行うこととしております。また、国において

は、介護職員の処遇を改善するため、月額平均

１万円程度の賃金を改善するための報酬改定を

平成29年度から行う予定であると聞いておりま

すので、県といたしましても、事業者にその活

用を働きかけてまいりたいと考えております。

続きまして、子育て支援の取○後藤哲朗議員

り組みについてお尋ねいたします。来年度の重

点施策に、「子育て支援の充実強化」が挙げら

れておりますが、本県における子育て支援の取

り組み等について、現状と来年度の新規事業の

概要を、福祉保健部長にお伺いいたします。

本県では、安○福祉保健部長（日隈俊郎君）

心して子供を産むことができ、子育てが楽しい

と感じられる宮崎を目指しまして、｢未来みやざ

き子育て県民運動｣を展開しており、出会い・結

婚から子育てに至るライフステージに応じた切

れ目のない支援を行っているところでありま

す。中でも、本県独自の取り組みであります

「子育てサポート事業」等による、地域の助け

合いによる子育ての仕組みづくりを初め、子育

てや結婚等に対するイメージアップを図る

「ハートフルコンテスト」など、子育て世代を

応援するさまざまな子育て支援策を実施してい

るところであります。こうした取り組みに加え

まして、来年度は、新たに「大学生が自らの未

来を描くライフデザイン事業」を実施し、若者

にみずからの将来を展望してもらうとともに、

大学生の子育てや結婚に対する意識の把握にも

取り組みまして、これらの成果を本県の子育て

支援や結婚支援にも生かしてまいりたいと考え

ているところであります。

福祉保健行政、最後です。次○後藤哲朗議員

に、保育士の育成及び確保についてお尋ねいた

します。ニッポン一億総活躍プランにおいて、

保育人材確保のための総合的な対策を図ること

とされていますが、本県の保育士確保策の現状

と今後の対応について、福祉保健部長にお伺い

いたします。

子供たちに質○福祉保健部長（日隈俊郎君）

の高い保育を提供し、次世代を担う子供たちを

健やかに育んでいくためには、質の高い保育人

材の確保が大切であると認識しております。こ

のため県では、これまで給与面の処遇改善等を

行うとともに、今年度から、保育士支援セン

ターによる潜在保育士の再就職支援や、保育士

を目指す学生を対象にした修学資金の貸し付け

を開始するなど、さまざまな施策を展開してい

るところであります。

このような中、保育環境の一層の充実を図る

ため、さらなる人材確保を求める声もいただい

ておりますので、これまでの取り組みを強化し

てまいりますとともに、国の新年度予算に計上

されております、全ての保育士を対象にした２

％の給与改善や、一定の技能・経験を積んだ方

に対する、月額で最大４万円のさらなる加算な

どの取り組みについて、市町村や関係機関とも

十分連携を図りながら、適切に対応してまいり

たいと考えております。

福祉保健行政、８点について○後藤哲朗議員

質問させていただきました。東京オリパラが攻
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めならば、福祉保健行政は足元というか守りの

部分。私は、福祉保健行政というのは非常に大

事だと思います。まさしく国の制度があれだけ

変われば、職員の皆様も大変だと思うんです。

その辺を十分、部長、御理解いただきまして、

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

次に、林業の振興についてお尋ねいたしま

す。

本県は、人工林資源が全国に先駆けて充実し

ており、杉素材生産量は、平成３年以来、25年

連続して日本一を達成いたしました。近年は、

大型製材工場や木質バイオマス発電施設の稼

働、海外輸出量増大等により、木材需要は拡大

してきております。このような状況が続けば、

森林の伐採面積が増加してまいりますが、伐採

後の再造林がしっかりと進まないと、森林資源

の枯渇や公益的機能の低下が懸念されます。一

方で、森林の守り手となっている山村地域で

は、過疎化、高齢化が進行しており、山村に住

む人たちの暮らしを支える取り組みも必要であ

ります。そこで、今後、本県の山村地域の基幹

産業である林業の振興にどのように取り組んで

いかれるのか、環境森林部長にお伺いいたしま

す。

県内の森林・○環境森林部長（大坪篤史君）

林業につきましては、森林の所有規模や伐採後

に再造林される割合、森林所有者の熱意などが

地域によって大きく異なり、それぞれの地域が

さまざまな課題を抱えている状況にございま

す。このため県では、本年から、西臼杵支庁と

農林振興局を単位とする７つの地区協議会と本

庁の推進本部で構成します「山村地域の持続的

発展推進会議（通称「山会議｣）」を設置しまし

て、地域の実情に応じたきめ細やかな対策を、

県と市町村、林業関係者等が一体となって推進

することといたしました。既に準備のできた地

域から順次スタートしているところでございま

す。

なお、この会議では、３つの事項、１点目

が、森林資源情報の的確な把握や再造林を進め

る仕組みづくりなどの「循環型林業の推進対

策」、２点目が、フォレストピア宮崎構想の理

念を踏まえた人づくりや交流の促進を進める

「山村地域の活性化対策」、そして３点目が、

全庁的に取り組んでいます「農山漁村で年収100

万円アッププロジェクト」などによる「山村地

域の所得向上対策」を推進の柱としまして、重

点的に取り組んでまいることにしているところ

でございます。

ありがとうございました。先○後藤哲朗議員

ほどの私どもの外山会長への答弁にもございま

した、通称「山会議」、山村地域の持続的発展

推進会議の設置をされるということで、本当に

ありがたく思っているところです。また、内容

等につきましては、本日のある朝刊の１面に詳

しく掲載されていましたので、十分に理解して

いるところであります。県と市町村、林業関係

者等が一体となって、地域の実情に応じたきめ

細かな対策を推進していくとのことです。はっ

きり言いまして、各市町村は林務担当者が不足

しているのが現状であります。ですから、この

「山会議」に大いに期待をさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。

次に、川崎市との連携についてお尋ねいたし

ます。県と川崎市との連携、木のつながりは３

年目を迎えます。山村と都市、地域と企業､つく

り手と売り手の双方が結びつき、木で都市空間

を創出、山の価値を問い直す動きが生まれたの

ではと思います。親から子、孫のために杉を植

えてきたように、目先の利害にとらわれない、
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経済を超えた山・木材の価値を共有して、県当

局を初め、関係者が山村とともに知恵を出して

いこうとしております。私は、この川崎モデル

を高く評価いたします。そこで、木材利用にお

ける川崎市との基本協定の成果と今後の展開に

ついて、環境森林部長にお伺いいたします。

本県では、川○環境森林部長（大坪篤史君）

崎市との基本協定に基づきまして、平成27年８

月に、首都圏の企業と杉材の利活用を検討する

委員会を設置しました。その中で、川崎市内の

設計事務所を中心とした床材部会や大手家具

メーカーが参加する家具部会などを立ち上げま

して、具体的な検討を進めるとともに、本県へ

の企業の視察も積極的に受け入れまして、相互

理解を深めてきたところでございます。その結

果、昨年度は、川崎市の市長応接室や商業施設

での木質化の実施、そして今年度は、マンショ

ンや既存ビルの改修でも木質化が順次進めら

れ、さらには、有楽町にある大手商業施設とタ

イアップして、本県産の木材や物産等のＰＲ事

業が開催されるなど、具体的な成果が出てきて

いるところであります。今後は、本県が有する

豊かな森林資源を初め、その背景にある人と自

然とのかかわりなど、さらなる理解を深めてい

ただきながら、首都圏の企業や消費者に選ばれ

る産地となりますように、連携・交流の強化に

努めてまいりたいと考えております。

知事は、本会議開会日での主○後藤哲朗議員

な重点事業の中で、「川崎市との交流をさらに

拡大するとともに、新たな都市と連携した施策

の展開を検討するなど、都市との交流促進に取

り組んでまいります」と述べられました。川崎

モデルとして、すばらしい実績を積み上げよう

としております。ぜひ、このモデルを生かし

て、新たな都市との連携・交流にチャレンジし

てほしいと、環境森林部長に要望いたします。

次に、鳥獣被害対策についてお尋ねいたしま

す。平成27年度の野生鳥獣による県内農林作物

への被害額は、約６億2,278万円で、26年度の約

７億120万円から約7,843万円、約11％の減少と

のことであります。これは、国・県・市町村の

事業により防護柵の整備が進んだことや、研修

会や追い払い活動といった地域ぐるみの対策が

進んだこと等によるものと思います。被害を軽

減するためには、こうした防護柵の設置や追い

払い等を行い、鳥獣を寄せつけない集落づくり

を進めるともに、ふえ過ぎた鹿やイノシシなど

を捕獲して適正数に減らしていく捕獲対策が重

要であると考えます。しかしながら、狩猟者は

減少・高齢化していることなどから、今後、適

切な捕獲が実施できるのか懸念されます。そこ

で、鹿、イノシシ等の捕獲対策の現状と今後の

取り組みについて、環境森林部長にお伺いいた

します。

鹿やイノシシ○環境森林部長（大坪篤史君）

等の捕獲につきましては、関係者が一体となっ

た取り組みを進めているところでありまして、

平成27年度の鹿、イノシシ、猿の捕獲数は、過

去最高の約５万4,000頭となっております。ま

た、狩猟免許を取得しやすい環境づくりにも努

めており、平成27年度は、前年度の1.6倍とな

る378名が新たに免許を取得しております。この

ようなことから、鹿については、平成35年度ま

でに個体数を半減させることにしております

が、現在のところ、計画を上回る捕獲実績と

なっており、目標を達成できるものと考えてお

ります。今後は、新たに、鹿やイノシシの有害

鳥獣捕獲許可日数をこれまでの倍に延長します

とともに、狩猟免許を持たない農林業者により

ますアナグマなどの捕獲等を可能にする規制緩
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和を行いますなど、農林業被害の軽減に向け

て、捕獲対策の一層の推進を図ることにしてい

ます。

ありがとうございました。よ○後藤哲朗議員

ろしくお願いいたします。

続きまして、商工観光労働行政に移りたいと

思います。

次に、ＮＨＫ大河ドラマ「西郷（せご）ど

ん」についてお尋ねいたします。明治維新の原

動力となった薩摩（鹿児島）は、幕末から明治

にかけ、我が国の政治・経済・社会の近代化の

主要な一翼を担ってきました。2018年は、その

維新から150年となります。これを機に、鹿児島

県では、官民一体でインバウンドを含む観光や

地域振興につなげようという取り組みが、現

在、積極的に進められています。折しも節目の

年に、ＮＨＫ大河ドラマ「西郷どん」の放映も

決まり、追い風に乗っています。本県も、西南

の役や西郷どんが鹿児島、ふるさとへと帰る道

など、舞台、ステージはそろっております。そ

こで、本年１月末に、大河ドラマの制作要望に

ついて、知事みずからＮＨＫ放送センターを訪

問されていますが、ＮＨＫ側の感触など、どの

ようなものがあったのか、知事にお伺いいたし

ます。

来年の大河ドラマに決○知事（河野俊嗣君）

定している「西郷どん」につきましては、本県

においても、西南戦争の史実や史跡が多く残っ

ておりますことから、ぜひドラマの中で取り上

げていただけますよう、先日、延岡市長、日南

市長とともに、ＮＨＫに対して要望を行ったと

ころであります。具体的には、可愛岳（えのだ

け）を背に薩軍が本陣を構えたという逸話や、

西郷公の妻イトさんが、息子である西郷菊次郎

を見舞いに来たというエピソード、また、日南

隊の隊長でありました小倉処平の生涯などを紹

介いたしまして、ドラマ化への要望を行ったと

ころでありまして、ＮＨＫ側も大変興味を持っ

ていただいたと感じたところであります。原作

となる小説は、林真理子さんが執筆されており

ます。現在も連載中でありますが、一昨年、

「エンジン01（ゼロワン）」のときに林真理子

さんも来県、また延岡市を訪れて、西郷隆盛宿

陣跡資料館などを視察され、非常に関心をお持

ちになったというふうに伺っておりまして、楽

しみにしておるところでありまして、これから

の展開に期待しつつ、機会を捉えて、地元と一

緒になりながら、引き続きアピールをしてまい

りたいと考えております。

同じくこの「西郷どん」です○後藤哲朗議員

が、大河ドラマ「西郷どん」を切り口に、鹿児

島県、熊本県と連携しながら、撮影協力や観光

誘客を図つていくことが重要と考えますが、県

としてはどのように考えられるのか、商工観光

労働部長にお伺いいたします。

大河ドラ○商工観光労働部長（中田哲朗君）

マの舞台になりますと、観光誘客や地域経済の

活性化、住民の郷土への誇りの醸成など、その

効果は大きなものがあると考えております。ま

た、お話がありましたとおり、来年は明治維新

から150年目に当たりますので、鹿児島県などと

連携することで、その効果がさらに高まるもの

と期待されるところでございます。現在、鹿児

島県、熊本県とは、観光周遊やプロモーション

など、観光面で３県合同による取り組みを行っ

ておりまして、協力体制が構築されております

ので、それぞれに残るさまざまな史実や史跡な

どがドラマとして広く紹介されるよう、連携し

て取り組んでまいりたいと考えております。ま

た、「西郷どん」をテーマとした周遊ルートの
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開発など、観光誘客に向けての新たな展開につ

いても検討してまいりたいと考えております。

鹿児島・山口、薩長は、既に○後藤哲朗議員

新幹線効果といって２県が連携をしっかり組ん

でいます。多分、部長も御存じだと思います。

私は、昨年の11月に観光振興議員連盟、本年１

月に議員派遣研修で鹿児島に行ってまいりまし

た。２回とも、鹿児島県・三反園知事が研修及

び意見交換会会場に御挨拶に見えられ、明治維

新150年と「西郷どん」のＰＲを熱く語られまし

た。ありがたいことに、「九州はひとつ」とい

う戦略のほかに、「西郷どん」の舞台がある宮

崎県、熊本県との広域観光戦略にも触れられま

した。言葉の表現が難しいのですが、官民―体

となって盛り上がり、観光宣伝費をたくさん使

う鹿児島にこの機会に便乗するというか、鹿児

島にあやかる、仲間に入れてくださいという、

当局には失礼ですが、低姿勢で臨むことが大切

だと私は考えます。

ところで、数年前には、鹿児島から西郷隆盛

宿陣跡資料館等への大型バスツアーも商品化さ

れた実績があります。商工観光労働部長におか

れましては、ぜひとも、「西郷どん」をテーマ

とした周遊ルートの開発の検討というよりも、

取り組んでいただくよう切に要望いたします。

次に、「九州ふっこう割」についてお尋ねい

たします。昨年４月の熊本地震で落ち込んだ九

州への観光客は、観光庁によると、５月に前年

同月比約82％だった九州全体の宿泊客数が、10

月には約96％にまで戻るなど、回復傾向にある

ようです。これは、国が助成した割引旅行商品

「九州ふっこう割」が要因の一つと見られてお

ります。しかしながら、「九州ふっこう割」の

支援が昨年末で終わり、これからが九州観光の

正念場とも考えます。そこで、「九州ふっこう

割」等の本県観光への成果と反動への対策につ

いて、商工観光労働部長にお伺いいたします。

熊本地震○商工観光労働部長（中田哲朗君）

の影響で落ち込みました観光需要を早期に回復

させるため、昨年６月から12月までの間、県独

自の対策や「九州ふっこう割」によりまして、

ウエブサイトを活用した宿泊割引や、宮崎の特

色を生かしたツアー企画への支援等を実施した

ところでございます。これらの取り組みの結

果、期間中合計で目標を上回る約19万人泊の利

用実績があり、地域別のホテル・旅館の宿泊者

数を見ても、県北地域では前年を下回っており

ますけれども、県全体では前年をやや上回るな

ど、一定の成果があったというふうに考えてお

ります。

一方で、今後、その反動が懸念されていると

ころでありますが、「九州ふっこう割」等を利

用して本県に宿泊した旅行者に対して、旬な情

報の提供を行うなどのリピーター対策や、九州

観光推進機構等と連携したさまざまな観光キャ

ンペーンを行うことで、さらなる誘客につなげ

てまいりたいと考えております。

ありがとうございました。○後藤哲朗議員

次に、中小企業振興についてお尋ねいたしま

す。県では、昨年３月に、付加価値の高い産業

の振興と良質な雇用の確保を目標とする「みや

ざき産業振興戦略」を策定され、成長期待企業

への重点支援や、スタートアップの聖地を目指

す方向性が示されています。お隣の大分県では､

一昨年の６月に、新たな創業支援拠点として

「おおいたスタートアップセンター」を開設

し、来年度までの３年間に1,500件の創業を実現

するとの目標を設定したとのことであります。

大分県では、県内市町村との緊密な連携や、創

業準備者・希望者を支援する人の積極的な養成
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に力を入れており、その結果、初年度の実績

は513件と、年間目標の500件を上回るペースで

支援を進めておられます。そこで、本県の創業

支援の取り組み状況について、商工観光労働部

長にお伺いいたします。

創業支援○商工観光労働部長（中田哲朗君）

の取り組みにつきましては、商工会等を通じ

て、創業の際の資金調達や事業計画策定の相談

に応じますとともに、インキュベーション機能

を有するオフィスの貸し出しを行っているとこ

ろでございます。さらに、将来性のあるベン

チャー企業の発掘・育成を図るため、宮崎商工

会議所に「みやざきスタートアップセンター」

を設置いたしまして、県内外の投資家、起業家

による意識醸成のためのセミナーや、民間の創

業支援団体と連携いたしまして、短期集中型の

事業育成プログラムなどを実施しているところ

でありまして、将来、地域内の取引にとどまら

ず、国内外から外貨を獲得できるような大きな

成長の可能性のある企業の種を見つけ、支援し

ていくことといたしております。今後とも、こ

のような取り組みによりまして、創業の一層の

推進を図りますとともに、発展段階に応じた支

援を行うことで、企業成長促進プラットフォー

ムによる中核企業育成の取り組みにもつなげて

まいりたいと考えております。

同じく、中小企業の振興につ○後藤哲朗議員

いてお尋ねいたします。本県は、１人当たりの

県民所得が低いなど、経済基盤の脆弱さは大き

な課題であります。これには、農林水産業の振

興や企業誘致の取り組みとともに、高い技術力

や競争力を有し、県外の大手企業などと対等に

取引し、地元雇用に貢献する中核的な企業の育

成が大変重要であります。その意味でも、今年

度スタートした企業成長促進プラットフォーム

の役割、そして期待も大きいところでございま

す。そこで、企業成長促進プラットフォームに

おける期待される効果と認定状況及び今後の取

り組みについて、商工観光労働部長にお伺いい

たします。

昨年４月○商工観光労働部長（中田哲朗君）

に、県内の産学金労官が一体となって立ち上げ

ました企業成長促進プラットフォームにつきま

しては、国内外から外貨を獲得し、県内の経済

循環に寄与する中核企業を育成することによ

り、本県経済の活性化を図るものでございま

す。このプラットフォームでは、今後大きな成

長が見込まれる企業を「成長期待企業」とし

て、３年間で20社程度を認定することとしてお

りまして、初年度である今年度は、昨年11月に

８社を認定し、さらに、この３月には２回目の

認定を行う予定としております。認定企業に対

しましては、プラットフォーム構成機関が連携

し、集中的かつ継続的な支援を行うとともに、

認定が見送られた企業に対しましても、課題解

決のためのフォローアップをしっかりと行って

いくことといたしております。今後とも、プ

ラットフォームの取り組みをさらに進め、本県

経済を牽引する中核企業の育成に努めてまいり

たいと考えております。

答弁で、創業支援、種からと○後藤哲朗議員

いう言葉を使われました。種から発展段階に応

じての支援、まさしく地元雇用に貢献する中核

的な企業の育成、企業をつくっていくというプ

ラットフォーム、これは非常に大事な事業、大

事な考えでありますので、どうかよろしく。そ

れも県内にバランスよくというのが一番大事だ

と思いますので、よろしくお願いいたします。

次に、本県の国際化の現状についてお尋ねい

たします。先日、厚生労働省は、昨年10月末時
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点の外国人労働者数が初めて100万人を突破し、

前年比で約20％増加、企業に届け出を義務づけ

集計を始めた2008年以来最多となったことを発

表しました。伸びた要因は、働く留学生と、日

本の技術を学ぶ技能実習生の急増とし、留学生

は、アルバイトとして人手不足の業界やインバ

ウンドに対応し、実習生は、農業や漁業の分野

を下支えしていると分析しています。そこで、

本県における外国人労働者の状況と外国人留学

生の状況について、商工観光労働部長にお伺い

いたします。

宮崎労働○商工観光労働部長（中田哲朗君）

局によりますと、県内の外国人労働者の数は、

平成28年10月末現在で2,602人となっており、外

国人雇用状況届出制度が導入されました平成20

年度と比べますと約2.2倍と、年々増加している

状況にございます。また、県内の外国人留学生

の数は、平成28年５月１日現在で370人であり、

同じく平成20年度と比べますと約2.8倍と、こち

らも大きく増加している状況にございます。

大きく増加状況ということ○後藤哲朗議員

で、外国人留学生の就職支援についてお尋ねい

たします。御案内のとおり、政府は今後、外国

人労働者の受け入れ拡大の方針を掲げていま

す。隣の大分県では、県と九州経済連合会が事

務局となり、経済界と大学、行政で構成する外

国人材活用検討チームを設置し、留学生の労働

時間の制約や外国人の起業に必要な条件に関す

る規制緩和などの取り組みを進めております。

私は、日本で高等教育を終えた留学生が、九

州、本県に就職できるスキームを形成していく

ことも、今後大切になってくるものと思いま

す。そこで、九州や本県で学んだ外国人留学生

の就職を支援する施策が重要と考えますが、県

はどのような取り組みを行っておられるのか、

商工観光労働部長にお伺いいたします。

国内市場○商工観光労働部長（中田哲朗君）

の縮小に伴い、企業の海外展開が求められる中

で、外国人留学生等のグローバル人材の確保

は、大変重要な課題であるというふうに考えて

おります。このため、国や九州各県、経済団体

が連携して、留学生の採用を検討している企業

と就職したい留学生をつなぐマッチングサイト

をことし１月に開設し、留学生の就職促進を

図っているところでございます。また、県とし

ましても、そのマッチングサイトの周知を図り

ますとともに、産学官から成る外国人留学生等

就職サポート会議や就職相談窓口を設置いたし

まして、支援体制を整備したところでございま

す。さらに、今月には、県内在住の留学生に県

内企業のことを知ってもらうために、企業を訪

問してもらう取り組みを行うことといたしてお

ります。今後とも、九州各県や県内の経済団

体、大学等と連携しながら、留学生の県内企業

への就職促進に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

本当に真面目といいますか、○後藤哲朗議員

日本、九州、宮崎で就職したいという方はい

らっしゃるんですね。一人でも多くそういう夢

をかなえてあげることも行政の一つの役割かな

と思っていますので、よろしくお願いいたしま

す。

続きまして、テーマはかわりまして、農業の

振興についてお尋ねいたします。

国では、昨年末に農業競争力強化プログラム

を発表しました。このプログラムは、農業者の

所得向上を図るためには、農業者が自由に経営

展開できる環境を整備するとともに、農業者の

努力では解決できない構造的な問題を解決して

いくことが必要としております。そのために、



- 65 -

平成29年３月１日(水)

生産から流通・加工、消費にわたる生産資材価

格の引き下げ、流通・加工の構造改革、戦略的

輸出体制の整備、原料原産地表示の導入、収入

保険制度の導入など、13項目について構造改革

を進め、農業の競争力の強化を実現しようとし

ています。そして、これらの改革を着実に実現

するために、農業改革８法案を今国会に提出を

予定しております。そこで、農業改革８法案の

国会審議が予定されるなど、農業を取り巻く環

境が大きく変わろうとする中、今後、本県農業

をどのように導いていこうと考えておられるの

か、知事にお伺いいたします。

県では、昨年策定しま○知事（河野俊嗣君）

した第七次宮崎県農業・農村振興長期計画にお

きまして、「儲かる農業の実現」を、目指す将

来像の一つとして掲げまして、生産・流通・販

売などの産地改革を戦略的に推進しているとこ

ろであります。そのような中、国が進めており

ます、生産資材価格の引き下げや農産物の流通

・加工の構造改革などの視点は、農業者の所得

向上を図る上で大変重要であると考えておりま

して、注視しているところであります。

午前中の答弁で、宮崎牛の高い評価でありま

すとか、焼酎の伸び代というものを申し上げま

したが、私は、本県の基幹産業である農業に

は、まだまだ伸び代が十分にあると考えており

ますので、このような国の改革の動きもしっか

り捉えながら、今後とも、農業者が夢と希望を

持って農業経営に邁進していけるよう、新たな

時代の変化に対応した「みやざき農業」の成長

産業化にチャレンジしてまいりたいと考えてお

ります。

次に、中山間地域における小○後藤哲朗議員

規模農家への支援についてお尋ねいたします。

国では、午前中の外山議員の質問、今の答弁も

そうなんですが、各施策を進めているところで

あります。県でも、今も御答弁がありましたけ

れども、「みやざき新農業創造プラン（第七次

宮崎県農業・農村振興長期計画（後期計

画））」を改定し、本県農業の成長産業化を目

指しているんだと。

ところで、本県は、平場から中山間地域まで

変化に富んだ地域を多く有しており、規模は大

きくなくとも技術の高い多様な専業農家が地域

農業の担い手として営農を行っているのも事実

です。こうした農家が、将来にわたって意欲と

希望を持って経営を行うことができるように、

地域の実情に応じたきめ細かな施策を講じます

ことは、私は大変重要なことだと考えます。そ

こで、中山間地域における小規模農家への支援

について、農政水産部長にお伺いいたします。

中山間地域○農政水産部長（郡司行敏君）

は、国土保全や食料の供給など、多面的・公益

的機能をあわせ持つ大変重要な地域であります

が、生産条件が厳しいこと等により、平場と比

較して所得確保が難しい地域でもあります。こ

のため県では、現在、中山間地域に暮らす青年

の、｢あと100万円程度の年収があれば、都会に

出ている友達も帰ってくる｣という話を受けて、

庁内関係部局が連携して、｢農山漁村で年収100

万円アッププロジェクト｣を推進しているところ

であります。

このプロジェクトの一環といたしまして、今

回、農政水産部では、新たに中山間地域農業年

収アップ支援事業により、年収アップ実践プラ

ンの策定や、その実現に必要なハウスや機械等

の整備など、小規模農家の所得向上に向けた取

り組みをハード・ソフト両面から支援すること

といたしております。県といたしましては、今

後とも、地元市町村や関係団体と十分連携しな
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がら、中山間地域の農家への支援に取り組んで

まいります。

日本の誇る和食は、食材の主○後藤哲朗議員

役と脇役がそろってこそ、日本の豊かな食文化

が成り立つとよく言われています。農業も地域

社会も一緒だと思います。多彩な担い手がいる

からこそ、豊かな農業、食文化、地域が維持で

きるものと思っております。大規模農家と小規

模農家、これからも農業の対極は、私は間違い

なく存在していくものと考えますので、小規模

農家をどう守っていくのかも、政策課題として

位置づけしていってほしいと要望いたします。

次に、農業水利施設の長寿命化についてお尋

ねいたします。本県の農業水利施設は、昭和初

期につくられたものや、昭和40年代の高度経済

成長期に集中して整備されたものが大半を占

め、老朽化に伴う機能の低下が進んでおり、今

後、営農への影響が懸念されております。この

ため、適切な維持管理を行いながら長寿命化を

図り、施設を最も有効に活用するための対策が

喫緊の課題となっています。そこで、老朽化が

進む農業水利施設の長寿命化に向けた対策につ

いて、県はどのように進めていかれるのか、農

政水産部長にお伺いいたします。

本県の農業水○農政水産部長（郡司行敏君）

利施設は、昭和30年代から昭和40年代にかけて

整備・改修されたものが多く、突発的な排水機

場の停止や、用水路の漏水事故等も発生してい

ることから、適切な補修や更新などの対策が必

要な状況となっております。このため、県とい

たしましては、平成21年度から施設の調査を行

い、対策時期などを示した機能保全計画を策定

し、対策工事の実施に取り組んでいるところで

あります。さらに、各施設の劣化の度合いを把

握するためにモニタリングを実施するとともに､

その結果を一元管理し、施設を管理する土地改

良区や市町村との情報共有化に努めているとこ

ろであります。今後とも、国に対して十分な予

算の確保を要望いたしますとともに、関係機関

と連携を図りながら、重要度の高い施設から計

画的に長寿命化の対策を進めてまいりたいと考

えております。

よろしくお願いいたします。○後藤哲朗議員

続きまして、水産業の振興についてお尋ねい

たします。本県水産業は、少子高齢化の進展な

どにより、就業者の減少が加速し、本県水産物

供給機能の低下と相まって、関連産業への影響

や漁村地域の経済縮小が懸念されており、本県

漁業の再生、特に担い手対策は喫緊の課題と

なっています。そこで、県は漁業の担い手対策

にどのように取り組んでいかれるのか、農政水

産部長にお伺いいたします。

漁業の担い手○農政水産部長（郡司行敏君）

が減少している中、県では本年度、宮崎県漁村

活性化推進機構を立ち上げ、漁業担い手対策の

強化を図ったところであります。具体的に申し

上げますと、新規就業者の確保・定着に向け

て、行政、団体、漁業者等が共有する指針とし

て「人・浜プラン」の策定を進めますととも

に、来年度は、新規事業の「浜の力を育てる漁

業担い手対策事業」により、就業希望者への情

報提供を強化することとしております。さら

に、先日、現場で活躍しております漁業者と知

事との意見交換会を「漁業担い手ラウンドテー

ブル｣として開催し、儲かる漁業の実現や新規参

入者の受け入れなどについて、漁業者の生の声

をお聞きしたところであります。県といたしま

しては、これら漁業者の意見も踏まえまして、

効果的な担い手対策を推進し、水産業・漁村の

活性化を図ってまいりたいと考えております。
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ありがとうございました。よ○後藤哲朗議員

ろしくお願いします。

続いて、テーマをかえまして、県土整備行政

についてお伺いいたします。

国土強靭化地域計画と県土整備行政について

お尋ねいたします。本県においては、南海トラ

フ地震による甚大な被害が想定される中、強く

しなやかな国民生活の実現を図るための防災・

減災等に資する国土強靭化基本法に基づき、国

土強靭化の理念や国土強靭化に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、昨年12月に

「宮崎県国土強靭化地域計画」を策定されまし

た。今後は、この国土強靭化地域計画に基づく

道路や河川等の社会資本整備の推進が重要であ

ると考えますが、その推進に必要となる予算の

確保に向けて、今後どのように取り組まれるの

か、県土整備部長にお伺いいたします。

本県の国土○県土整備部長（東 憲之介君）

強靱化地域計画では、例えば、中山間地域にお

ける治水対策として、宅地かさ上げなどを行う

水防災事業や、災害時の緊急輸送道路となる都

城志布志道路の整備などの個別具体的な事業を

記載するなど、国土強靭化に向けた必要な施設

整備を示したところであります。県といたしま

しては、この地域計画を着実に推進するため

に、道路や河川などの社会資本整備に必要な予

算を確保することが、極めて重要な課題である

と認識しております。このため、本年１月に

は、知事を先頭に、国へ計画の概要を説明する

とともに、計画推進に必要な予算の確保につい

て強く訴えてきたところであります。今後と

も、国土強靭化地域計画に基づく社会資本の整

備をしっかりと推進してまいりたいと考えてお

ります。

その国土強靭化に関連して、○後藤哲朗議員

県土整備行政の防災・減災対策の取り組みにつ

いて、３点お尋ねいたします。

初めに、県管理橋梁の老朽化対策と耐震対策

についてお尋ねします。平成28年４月現在、県

管理の橋梁数は2,024橋あります。老朽化の状況

については、架設後50年を超える橋梁の割合を

見ますと、現在19.6％、10年後43.4％、20年

後63.0％となっております。橋梁の老朽化対策

は多くの予算が必要であり、大きな課題となっ

てまいります。そこで、県の管理する橋梁の老

朽化対策と耐震対策にはどのように取り組んで

いかれるのか、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

橋梁の老朽○県土整備部長（東 憲之介君）

化対策につきましては、その機能を長期的に維

持するため、平成22年度に策定しました長寿命

化修繕計画に基づき、定期的な点検により損傷

を早期に発見し、軽微な段階から補修を行う予

防保全型の維持管理を実施しているところであ

ります。また、耐震対策につきましては、災害

時に重要な役割を担う緊急輸送道路において取

り組みを進めておりまして、平成26年度まで

に、単純な構造の一般橋について、落橋などの

甚大な被害を防ぐ対策を完了させたところであ

ります。現在は、アーチ橋などの特殊橋の耐震

化を実施しておりまして、今後、一般橋の耐震

性能のさらなる向上にも取り組むこととしてお

ります。県としましては、県民の安全・安心な

暮らしを確保するため、引き続き計画的かつ効

率的に、橋梁の老朽化対策と耐震対策に取り組

んでまいりたいと考えております。

次に、河川の管理についてお○後藤哲朗議員

尋ねいたします。降雨による被害が局地化・集

中化・激甚化する昨今において、防災及び減災

の面から、日ごろからの河川における維持管理

平成29年３月１日(水)



- 68 -

平成29年３月１日(水)

の重要性が高まりを見せています。そこで、県

管理河川の維持管理にどのように取り組んでお

られるのか、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

河川の維持○県土整備部長（東 憲之介君）

管理につきましては、防災・減災対策の面から

大変重要であると認識しております。このため

県では、定期的に河川巡視や施設の点検を実施

し、異常がある場合には随時対応することで、

適正な機能の維持に努めているところでありま

す。例えば、堤防やゲート操作を伴う樋門等の

河川管理施設については、出水期前に目視点検

や動作確認を行い、ふぐあい箇所については、

速やかに補修等を行っているところでありま

す。また、河川の流れを阻害する堆積土砂につ

きましても、河川巡視などにより現地の状況を

調査し、家屋浸水のおそれがある箇所など、緊

急性の高い箇所から優先的に除去しているとこ

ろであります。今後とも、河川の機能が十分に

発揮されるよう、適正な維持管理に努めてまい

りたいと考えております。

次に、急傾斜地崩壊対策事業○後藤哲朗議員

の整備促進についてお尋ねします。本県には多

数の土砂災害危険箇所が存在し、県民は日々、

土砂災害の恐怖に脅かされております。現在、

県は、ソフト面での整備として、土砂災害防止

法に係る警戒区域の指定を急ピッチで進めてお

ります。しかし、同時に、県民のハード整備に

対する要望も一層強くなってきており、雨季や

台風時での安全で安心な暮らしを常に切望して

います。そこで、県内における急傾斜地崩壊対

策にどのように取り組まれておるのか、県土整

備部長にお伺いいたします。

県内には急○県土整備部長（東 憲之介君）

傾斜地崩壊危険箇所が8,314カ所あり、このうち

保全対象人家が５戸以上の箇所や、老人福祉施

設等の要配慮者利用施設がある箇所など、優先

すべき2,680カ所を対象に整備を進めているとこ

ろであり、その整備率は、昨年度末現在で29.4

％となっております。しかしながら、施設整備

には多くの費用と時間を要することから、県と

しましては、住民の早期避難を促す取り組みも

大変重要であると考えておりまして、国の方針

に基づき、土砂災害警戒区域等の指定のための

基礎調査を平成31年度までに完了させるととも

に、防災意識の向上を図るための講座を開催す

るなど、ソフト対策にも力を入れているところ

であります。今後とも、国や市町村などと連携

を図りながら、ハード・ソフト一体となった土

砂災害対策をしっかり推進してまいりたいと考

えております。

本県は、豊かな自然が大きな○後藤哲朗議員

魅力の一つですが、同時に、自然災害への備え

が不可欠な地域でもあります。したがって、

ハード・ソフト両面から県土の強靭化を図るこ

とが重要だと考えます。このたびの「宮崎県国

土強靭化地域計画」は、地域強靭化に関する県

の他の計画の指針となるべきものと、重要な位

置づけがされています。県民の命と安全・安心

を守るという大前提、大命題が上位計画に当た

るということで、傘・アンブレラ計画とも言わ

れます。他県では、総合計画よりも上位に持っ

てきているところもあります。特に、環境森林

部、農政水産部、県土整備部の公共事業三部

は、国土強靭化地域計画に基づく公共事業の重

要性・必要性という視点で予算の獲得に臨んで

ほしいと思います。以上、要望です。

続きまして、教育行政についてお尋ねいたし

ます。

まず、国が進める働き方改革に関連してお尋
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ねいたします。教育現場における働き方改革

は、温故知新、不易流行、そして時流として、

今こそ真剣に考えないといけないのではないで

しょうか。私は、教職員がみずからキャリア

アップを図り、やりがいや充実感を感じながら

教育活動に専念することが大変重要だと考えま

すが、教育長の考えと本県の取り組みについて

お伺いいたします。

子供たちにとりまし○教育長（四本 孝君）

て、学校における最大の教育環境は、教職員で

あります。このため、教職員がキャリアアップ

を図り、やりがいや充実感を持って子供たちに

向き合うことは、大きな教育効果を生むことに

つながり、大変重要なことであると考えます。

県教育委員会では、教職員が、みずからの教職

人生における将来の目標を見据えた計画をつく

ることや、その実現に向けて自己研さん等に励

むことが大切であると考えまして、現在、キャ

リアデザインを描くための手引書を作成してお

り、今後、初任者研修や学校でのミーティング

等でその活用を図ることとしております。ま

た、教職員がやりがいや充実感を感じ、その能

力を十分発揮できるよう、本県独自の「教職員

の働きやすい環境づくりプログラム」に基づ

き、県教育委員会では、調査や提出書類等の削

減、休暇取得の促進など、10項目に取り組むと

ともに、学校では、管理職のリーダーシップの

もと、学校組織体制の改善や、行事・会議の精

選等に取り組んでおります。

ぜひ、働き方改革を教育の現○後藤哲朗議員

場で取り組んでいただきたい。先般、教育長み

ずから、「早く帰りなさいよ」とおっしゃって

いただいたという職員もいらっしゃいましたの

で、よろしくお願いいたします。

次に、学校ＮＩＥ（新聞教材活用）の推進に

ついてお尋ねいたします。思考、日本語論など

さまざまな分野で創造的な仕事を続け、その存

在は、現在の知の巨人と称される外山滋比古さ

んが、昨年の11月に「新聞大学」という本を出

しました。新聞には、政治・経済から社会、文

学、娯楽、スポーツなど、森羅万象の情報が満

載であり、外山さんが新聞を大学に見立てたの

もうなずけます。

さて、次期学習指導要領の改訂案では、情報

社会を生きる上で、言語能力や読解力が重要で

あることを強調し、語彙や表現力、多彩な知識

を得られる読書の推進を、言語能力向上の柱に

据えるとしています。また、文科省は、「新聞

を読むことは、こうした力を養うことに効果的

だ」としています。そこで、ＮＩＥなど新聞を

活用した教育活動が有効だと考えますが、教育

長のお考えと本県の取り組みについてお伺いい

たします。

新聞を活用し、記事○教育長（四本 孝君）

に関する意見交換や、複数の記事の読み比べを

行うといった教育活動は、次期学習指導要領に

おいて重視されている思考力や判断力、表現力

等の育成につながるものであり、有効な手だて

の一つであると考えております。県教育委員会

ではこれまでも、新聞社、教育行政、学校等の

代表で構成されますＮＩＥ推進協議会と連携を

図り、同協議会が指定している実践指定校を中

心に、新聞を活用した教育活動が効果的に行わ

れるよう、具体的な指導・助言を行っておりま

す。また、教職員に対して、全国レベルの研究

会等への参加を呼びかけたり、公開授業等を通

して先進事例を広く紹介したりするなど、その

普及・啓発に努めているところであります。

実は、私、先日、横浜にある○後藤哲朗議員

新装成った日本新聞博物館（ニュースパーク）
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の館長さんから、ＮＩＥについていろんなお話

を伺うことができました。時間の都合上、１点

のみお話ししますと、主権者教育に非常に参考

になると。それも学校図書館で生徒たちが勉強

する。主権者教育に新聞、まさしくそうかなと

いう感じがいたしました。全国各地のいろんな

先進事例はありますが、今、主権者教育に新聞

をという視点、切り口は大事じゃないかなと思

いますので、どうかいろいろと御検討いただき

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

続きまして、警察行政であります。

質問に入ります前に、昨年の刑法犯罪の認知

件数が大きく減少されましたことに、敬意と感

謝の意を表します。防犯ボランティアの方々に

よる地道なパトロール活動や防犯カメラの増加

などにより、犯罪を警戒する地域社会の目が密

になったことが考えられますが、私は、警察に

おかれての制服警察官による街頭活動の強化や

防犯情報の積極的な発信など、効果的な犯罪抑

止対策が功を奏したのではないかと、そのよう

に思っております。引き続き、安全で安心な宮

崎づくりのために御尽力いただきたいと思いま

す。

それでは、ストーカー規制法の改正について

お尋ねいたします。昨年５月に、東京都小金井

市で、音楽活動をしていた女性が、ファンの男

にツイッターに執拗な書き込みをされた末に、

刃物で刺されて一時重体となった事件がありま

した。この事件のような、近年、中高生らを中

心に深刻化しているインターネット上のつきま

とい、「ネットストーカー」に規制の網をかけ

ること等を目的に改正がなされたようでありま

す。県内においても、ストーカーの相談受理件

数は、平成27年が280件、28年が296件と増加し

ているようです。そこで、県警本部長に、ス

トーカー規制法の主な改正点と警察の対応につ

いてお伺いいたします。

改正ストーカー○警察本部長（野口 泰君）

規制法は、昨年の12月14日に公布され、一部の

規定を除き、本年１月３日に施行されました

が、その主な改正点は、規制対象行為であるつ

きまとい等の行為の中に、被害者の住居等の付

近をみだりにうろつく行為、拒まれたにもかか

わらず、ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス、いわゆるＳＮＳを用いてメッセージを連

続して送信する行為等が新たに加えられたほ

か、ストーカー行為罪については、告訴がなく

ても公訴を提起することができるようになり、

罰則も引き上げられるなどされました。警察と

しましては、今後も、ストーカー規制法を積極

的に適用するとともに、被害者等の保護対策を

徹底し、被害者等の生命・身体の安全確保を最

優先とした対策をとってまいります。

ありがとうございました。○後藤哲朗議員

最後にもう一点お伺いしたい点があります。

地域総合メンテナンス業務についてでありま

す。県では、平成27年度より、道路の巡視業務

や異常時パトロール業務等を地域維持型契約方

式として試行されてきました。そこで、地域総

合メンテナンス業務について、これまでの試行

の検証結果と本格実施に向けた見直し点等につ

いて、県土整備部長にお伺いいたします。

道路や河川○県土整備部長（東 憲之介君）

などの維持管理業務を包括して発注する地域総

合メンテナンス業務につきましては、平成27年

度から試行を開始し、受注者との意見交換やア

ンケート調査により、検証を進めてきたところ

であります。その結果、年間を通じて事業量が

確保されたことによる新規雇用の創出や、企業

間のサポート体制が確保されたことによって、
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緊急対応の迅速化が図られ、県民サービスの向

上などの効果が確認されたところであります。

平成29年度からは、包括契約による効果をより

一層向上させるため、単年度だった契約期間を

２カ年として本格実施することとしておりま

す。県としましては、この制度を実施すること

により、社会資本等の適切な維持管理及び地域

における災害対応力の強化、さらには中長期的

な担い手の育成・確保につながるものと考えて

おります。

ありがとうございました。よ○後藤哲朗議員

ろしくお願いします。

代表質問ということで、当局の考え方、方向

性を中心に、午前中の外山会長と重ならないよ

うに質問をしてまいりました。長時間にわたり

お時間をいただき、星原議長を初め関係各位に

感謝申し上げ、傍聴席の皆様に御礼申し上げま

して終了いたします。ありがとうございまし

た。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○星原 透議長

した。

あすの本会議は、午前10時開会、本日に引き

続き代表質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時57分散会



３月２日（木）
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午前 時 分開議10 0

出 席 議 員（ 名）39
（ ）1番 西 村 賢 自由民主党 青の国

（ ）2番 有 岡 浩 一 愛みやざき

（ ）3番 来 住 一 人 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）4番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）5番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）6番 岩 切 達 哉 同

（ ）7番 二 見 康 之 宮崎県議会自由民主党

（ ）8番 清 山 知 憲 同

（ ）9番 島 田 俊 光 同

（ ）10番 日 高 博 之 同

（ ）11番 野 﨑 幸 士 同

（ ）12番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 星 原 透 同

（ ）14番 濵 砂 守 ひむかの会

（ ）15番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）16番 前屋敷 恵 美 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）17番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）18番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 髙 橋 透 同

（ ）20番 丸 山 裕次郎 宮崎県議会自由民主党

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 黒 木 正 一 同

（ ）24番 横 田 照 夫 同

（ ）25番 山 下 博 三 同

（ ）26番 右 松 隆 央 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 徳 重 忠 夫 自由民主党県民クラブ

（ ）29番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）30番 満 行 潤 一 県 民 連 合 宮 崎

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 後 藤 哲 朗 同

（ ）34番 外 山 衛 同

（ ）35番 松 村 悟 郎 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 原 正 三 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 宮 原 義 久 同

地方自治法第 条による出席者121
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也
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代表質問◎

これより本日の会議を開きま○星原 透議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き代表質問であ

ります。

ただいまから代表質問に入ります。まず、県

民連合宮崎、田口雄二議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○田口雄二議員

はようございます。県民連合宮崎の田口でござ

います。会派を代表して質問をとり行います。

昨日の後藤議員、そして私、きょうの午後は河

野議員と延岡が続きますが、質問が県北に偏ら

ないように、県民を代表して質問をとり行いま

す。

私は、県議会議員になりまして、間もなく10

年を迎えようとしております。激動の10年で

あったと言っても過言ではありません。当選直

後は東国原知事が誕生して間もないころで、今

では想像もつかないような宮崎県が大ブームに

なっており、県庁に連日観光バスが列をなして

訪れ、みやざき物産館ＫＯＮＮＥのレジに長い

列ができたものでした。この本会議場の傍聴席

まで、キャリーバッグを持った観光客が押し寄

せるほどでした。口蹄疫、鳥インフルエンザの

２つが発生、新燃岳の噴火、相次ぐ台風や自然

災害等々、また、車で東九州自動車道を使って

県庁まで来られるようになりました。今では北

九州までつながりました。たくさんの出来事の

連続でしたが、貴重な経験を重ねることもでき

ました。

また、その間、中央では民主党政権が誕生し

ました。リーマンショック直後の厳しいときの

スタートとなり、「コンクリートから人へ」と

政策の大きな転換を図ろうとしましたが、初心

者マークの政権であった上に、経験したことの

ない未曾有の大激震、東日本大震災、そして東

京電力福島原子力発電所の事故等々により、対

応をうまく行えず、再び下野してしまいまし

た。

そして、再び自公政権による２度目の安倍政

権が誕生しました。安倍総理がアベノミクスで

デフレからの脱却を強く訴え、日本経済は力強

く前進していると、総理御本人は事あるごとに

言われておりますが、地方や庶民には全くその

実感や恩恵等は感じられません。

しかし、昨年末に野村総合研究所の発表を聞

いて理解しました。その内容とは、日本の金融

資産１億円以上の富裕層が201 5年末に12 1

万7,000世帯となり、この２年間で２割増しの21

万世帯が新たに仲間入りしたそうです。その中

には不動産などは入らず、保有する預貯金や株

式、債券などの合計額から負債を差し引いた金

融資産だけです。121万世帯のうち、５億円以上

が７万3,000世帯、富裕層の保有資産規模は合計

で272兆円となり、国家予算の３倍近くです。２

年間で31兆円ふえたようです。強い者や富裕層

がさらに強くなり大きくなった、それがアベノ

ミクスであった。

この議会でも、格差拡大、貧困層の増大、子

ども食堂、奨学金の返済等々、ちょっと前には

質問されなかったような貧困対策が多く出され

るようになりました。正規雇用は減少し、非正

規雇用ばかりが増加し、奨学金も返せず、結婚

することもできない若者がさらにふえていま

す。日本は本当に幸せな国になっているのか、

甚だ疑問です。

政治は、真面目に働く人、真面目に生活して

いる人、真面目に納税する等、社会的な義務を

しっかりと果たしている人々が報われる公平公

平成29年３月２日(木)
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正な社会をつくらなければなりません。私は、

そして我が会派の議員は、その思いをしっかり

と胸に抱き、県民のために県勢の発展に尽力し

てまいる所存であります。

それでは、代表質問に入ります。

知事の政治姿勢について伺います。

平成29年度当初予算案、一般会計5,7 7 8

億3,500万円が提示されました。重点施策とし

て、「人口減少対策と中山間地域対策の強化」

「世界ブランドのみやざきづくりの推進」「成

長産業の育成加速化と新たな産業づくり」を掲

げ、未来志向の地方創生に取り組む姿勢を示さ

れました。人口減対策の事業や高校生の県内就

職への取り組み、奨学金の返還支援に取り組む

企業を支援する事業等、県民に思いがわかりや

すい、本県の課題にしっかりと取り組んだ予算

案だと私は思います。知事は、知事になられて

６年、２期目の折り返しを迎えられました。今

回の予算に込められた思いと、一つの区切りと

して、任期の残り２年を迎えた知事の所感をお

伺いいたします。

次に、副知事お二人にお伺いいたします。稲

用副知事と内田副知事は、この３月をもちまし

て、河野県政を支えてきた４年の任期を終了い

たします。初めての副知事２人制で、就任直後

から、「２人になったからにはそれなりの実績

を」という声も大きいものがありました。内田

副知事におかれましては、国土交通省から初め

て来ていただきました。稲用副知事と内田副知

事は、御自分では、この４年間の実績について

どのようにお考えになっているのか、お伺いい

たします。

以上で壇上からの質問は終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござい○知事(河野俊嗣君)

ます。お答えします。

任期の折り返しを迎えた今の所感についてで

あります。私は、口蹄疫を初めとする相次ぐ災

害からの復興に一定の道筋をつけた後、復興か

ら新たな成長へとギアを入れかえ、フードビジ

ネスや海外への積極的な市場開拓など、新たな

成長に向けた種をまいてきたところであります

が、食料品・飲料等出荷額や農業産出額の大幅

な増加あるいはキャビアの海外展開を可能とす

るなど、これらの種はしっかりと育ち、成果を

上げてきているものと考えております。

２期目におきましては、東九州自動車道を初

めとする交通インフラの整備も追い風としなが

ら、さらなる成長に向けて、産業振興戦略やグ

ローバル戦略を策定し、これらを着実に進めて

いくため、官民が一体となって企業成長や人材

育成に取り組むプラットフォームを構築するな

ど、新たな種をまいてまいりました。このよう

なことから、私は、県政は一歩一歩前に進んで

いるという確かな手応えを感じているところで

あります。また、長年にわたる先人の御努力が

今このタイミングで大きく花開き、大変よい風

に恵まれているという感謝の思いも抱いている

ところであります。

一方、本格的な人口減少を迎える中で、地方

創生を初め、中山間地域対策や医療・福祉など

困難化・複雑化する課題への対応を初め、２巡

目国体や国民文化祭に向けた準備の本格化、さ

らには、全国和牛能力共進会における３連覇へ

の挑戦と、これを生かしたさらなるブランド確

立など、取り組むべき課題は山積しておりま

す。任期の折り返しを迎えましたが、今後と

も、各方面の御協力をいただきながら、直面す

る課題の解決はもとより、本県の未来のために

今なすべきことにしっかり取り組み、県政のさ
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らなる飛躍を目指して邁進してまいりたいと考

えております。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（稲用博美君）

します。

４年間の実績についてであります。これまで

の４年間、さまざまな重要課題の解決に向け

て、知事のもとに全庁を挙げて取り組んできた

ところであります。その中で私は、副知事就任

時に知事から特に指示のありました、知事と職

員の間のいわば潤滑油として県庁総力戦のまと

め役を担うということ、また、関係機関等との

調整役としての役割を果たすことを第一と考え

てまいりました。私なりに県内外各所に出向く

など多くの声や事柄を見聞きし、それを知事や

関係部長等と共有し、もろもろの課題につきま

して自由闊達な議論を行いながら、さまざまな

施策の構築につなげてきたところであります。

その結果、例えば、「みやざき産業振興戦

略」の核となります産学金労官による「企業成

長促進プラットフォーム」の設置や、産業人財

育成プログラム「ひなたＭＢＡ」の開設など、

庁内はもちろんでありますが、官民が一体と

なって、各種の施策を立案し推進していく機運

や体制が整ってきたと感じております。また、

神話や神楽など本県の誇ります文化資産が県民

に再認識され、県内外に広く発信していく足が

かりを築くことができたというふうに思ってお

ります。こういったことなど、「くらしの豊か

さ日本一」を目指す知事の補佐役としての務め

を多少なりとも果たすことができたのではない

かなと思っているところでございます。以上で

ございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○副知事（内田欽也君）

します。

４年間の実績についてであります。各種イン

フラの整備や産業振興などの取り組みを着実に

進めるという私の役割を果たすため、これまで

培ってきた知識や経験、ネットワークに加え、

宮崎で築いた人脈も生かしながら、稲用副知事

とともに知事を全力で支えてまいりました。こ

うした中、東九州道や港湾などのインフラ整

備、農業産出額の増加あるいはスポーツランド

みやざきの盛り上がりなど、これまでの長年に

わたる取り組みの成果が目に見えてあらわれて

きたことを大変うれしく思っております。

また、私自身、入札契約制度の見直しや景観

行政の推進、宮崎キャビアのブランド確立、都

市部の自治体、企業と連携した産業振興などに

も携わることができました。私としては、宮崎

県が未来に向かってさらに飛躍するための礎を

築き上げる、その補佐役としての役割を一定程

度果たすことができたのではないかと思ってお

ります。間もなく任期満了となりますが、最後

までしっかりと、みずからの責務を果たしてま

いりたいと存じます。以上であります。〔降

壇〕

どうもありがとうございまし○田口雄二議員

た。稲用副知事におかれましては、県庁からの

登用ということもありまして、また別の意味の

プレッシャーがあったかもしれません。しか

し、うらやましいなと思ったのは、大変忙しい

中にあっても歌集を出されるとか、そういうこ

ともありまして、時間があれば、ひとつ４年間

の思いを歌ってもらいたいところでしたが、

きょうは遠慮させていただきます。

また、内田副知事におかれましても、先ほ

ど、私、冒頭に言いましたが、県庁まで車でも

来られるぐらい高速道路も進んでまいりました

し、北九州までつながりました。まだ県南地区

のほうが残っておりますけれども、非常に高速
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道路が前進したことは、心から感謝申し上げた

いと思っております。

思い出しますのは、ちょうど４年前のこの議

場で、「所沢出身で宮崎は縁がないと思ってい

た。しかし、実は調べてみると、牧水のおじい

さんの出身地が所沢であるということで、宮崎

と縁があるんだということがわかった」と言わ

れたことが思い出されました。そういう意味で

は、また今度は多分国土交通省に戻られるんで

しょうけれども、引き続き宮崎のことはいつま

でも思い続けていただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

それでは、次の質問に入ります。次期副知事

の人選について、知事にお伺いいたします。こ

れまでどおりだとすると、県内からと中央から

の副知事をお迎えすることになると思います。

中央からは、自治省、総務省と続いていました

が、農水省からは牧元副知事、その後には国土

交通省から内田副知事に来ていただいており、

知事の御出身の総務省はお二人続けて外れてい

ます。農水省は口蹄疫からの復興・再生、国土

交通省からは本県のおくれている高速道路を初

めとする交通インフラ整備の促進を後押しして

もらいたいとの思いがあったものと思います。

新年度を迎えるに当たり、知事の政策を推

進、サポートする、県内の自治体や各団体との

調整等々、期待することはたくさんあると思い

ます。次期副知事の人選について、河野知事は

どのようにお考えか、何を期待しているのかお

伺いいたします。

本県におきましては、人○知事(河野俊嗣君)

口減少問題や中山間地域対策の強化、さらに

は、成長産業の育成加速化と新たな産業づくり

など、本県の未来を切り開く中長期的な視点に

立った施策を引き続き推進し、未来志向の地方

創生に積極的に取り組むこととしております。

このような中、２人の副知事には、知事を補

佐し、また、職員の先頭に立って、さまざまな

施策の推進に当たっての政策的な判断や主要な

プロジェクトを企画立案する、さらには、関係

団体、関係機関との調整に当たるという大変重

要な役割を担っていただくことになります。

したがいまして、企画力や調整力はもちろ

ん、県政全般を見渡せる広い視野と豊かな経験

を有し、そういった能力・経験を最大限に生か

していただくとともに、何よりも宮崎県のた

め、県民のためということで、県政の推進に尽

力するという気持ちを私と共有できる、そのよ

うな人がふさわしいというふうに考えておりま

す。

成長産業の育成加速化や新た○田口雄二議員

な産業づくりなど、本県の未来を切り開く中長

期的な視点に立った施策を推進するには、私個

人としては、経済産業省あたりから来ていただ

いたら、企業立地等にもいいのかなと思ってお

りますが、それを今お聞きしても知事が答えら

れるわけありませんので、あえて聞きません

が、知事が今言われました、宮崎県のため、県

民のために、県政の推進に尽力する方を御提案

されるものと思っております。どうぞよろしく

お願いいたします。

次に、国体の施設整備について伺います。現

在、県有スポーツ施設が全て宮崎市内に存在す

る中で、2026年に本県で開催予定の２巡目国体

の施設整備が検討されています。開会式などの

メーン会場となる陸上競技場と体育館、プール

の３施設ですが、昨日の質問で大まかな基本方

針を伺いましたが、再度知事に、県有主要３施

設についてどのような方向性で整備を進めてい

くのか、お伺いいたします。



- 80 -

平成29年３月２日(木)

３つの県有主要体育施設○知事(河野俊嗣君)

の整備に当たりましては、国体や全国障害者ス

ポーツ大会の円滑な開催はもちろんのこと、大

会終了後も、スポーツランドみやざきの中核的

な施設として、本県スポーツのさらなる発展や

地域の活性化に結びつけていくことが重要であ

ると考えております。現在、３つの県有主要体

育施設の整備候補地につきまして、そのような

認識のもとで、機能性や安全性、将来性、さら

には、建設費や維持費などの経済性も総合的に

勘案しまして、それぞれ２カ所ずつを整備候補

地としているところであります。

今後、財政負担をできるだけ抑えつつ、どの

場所で、どのような整備を行うことが、こうし

た国体などの大会の成功とともに、本県の将来

の地域振興により高い効果を与えることができ

るのかなど、県議会や関係市、競技団体等の御

意見を伺いながら、丁寧に比較検討を行ってま

いりたいと考えております。

県民共有の財産である県有ス○田口雄二議員

ポーツ施設の均衡配備は、これまで大きな課題

でありましたが、依然全ての施設は宮崎市内に

あります。しかし、高速道路の整備も進んでき

たことにより、本県も時間距離の短縮が図ら

れ、大規模な大会の分散開催も可能な状況に

なってきました。昨日の答弁では、体育館に関

しては、宮崎市と延岡市の２カ所に絞り込まれ

たことをお聞きしました。各競技団体のヒアリ

ングでも、さまざまな要因から、宮崎市内の整

備が望ましいとの意見であることもお聞きして

います。当然、今あるところで40年近く運用し

てきましたので、余り遠くに行きたくないとい

うのはわかります。

宮崎市近辺を県央地区と言いますが、宮崎県

は南北に長く、地図を２つに折りますとよくわ

かるのですが、真ん中は児湯郡あたりになりま

す。つまり、スポーツ施設、またはそれ以外の

県有施設も、本県の南に偏っています。県有体

育館は１カ所だけしか考えられないのか、財政

が厳しいことは承知しながら伺いますが、県有

体育館をスポーツ施設の均衡ある配置の面から

２カ所に整備できないものか、知事にお伺いい

たします。

３つの主要体育施設のう○知事(河野俊嗣君)

ち、体育館につきましては、例えば市町村でも

非常に立派な施設ができているところでありま

して、県の体育館とこういう市町村の体育館が

どういう機能分担、役割分担をするのか、ここ

もしっかり見きわめていく必要があろうかと考

えておりますが、厳しい財政状況を踏まえる

と、２カ所、県有施設で整備することは大変難

しいのではないかと考えております。

全ての県有スポーツ施設が宮○田口雄二議員

崎市にあり、また一番財政力のある宮崎市が県

と市の県内一すばらしい施設を２つずつ有して

います。プロ野球の３チームがキャンプできる

スタジアムが３つもあり、Ｊリーグのキャンプ

やプロ・アマの各スポーツ等々、一体何チーム

来ているのかわからないほどです。

昨年、国体が実施された岩手県は、県庁所在

地の盛岡市ではなく、北上市営の北上総合運動

公園陸上競技場をメーン会場として、国体の総

合開会式及び陸上競技場として使用していま

す。そこで、体育館は、宮崎市と協議しなが

ら、宮崎市営としてお願いできないものか、県

有体育館は宮崎市以外にという選択はできない

ものか、御検討願いたいのですが。そこで、教

育長に、県央部に体育館を建設するのであれ

ば、地元自治体と協力しながら建設する考えは

ないか、お伺いいたします。
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国体開催に向けた県○教育長（四本 孝君）

有主要体育施設の整備につきましては、多額の

費用が必要であり、県の厳しい財政状況を踏ま

えますと、国の補助金等の活用はもちろん、地

元自治体や民間との連携・協力について、さま

ざまな方法を検討していく必要があると考えて

おります。現在、体育館につきましては、宮崎

市錦本町の県有グラウンドと延岡市民体育館敷

地を整備候補地としておりますが、今後、地元

自治体や競技団体等の御意見を伺いながら、丁

寧に検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。

財政が厳しいのであれば、今○田口雄二議員

ある施設の活用も考えるべきで、何も県有施設

にこだわることはないのではないかと私は思い

ます。

次に、国体関連の施設整備費用の確保は、現

段階でどのような取り組みを行っているのか、

総務部長に伺います。

国体関連施設の整○総務部長（桑山秀彦君）

備につきましては、現在、検討中でありますの

で、その整備費用を現時点で見込むことはでき

ませんけれども、通常、施設整備に要する経費

については、まずは国などの補助金や交付金を

充てて、その残りの県費負担分について、県債

の発行と一般財源で賄うということになりま

す。

大規模施設の整備に必要な財源につきまして

は、県有施設維持整備基金を活用することにな

りますが、今後、国体関連施設の整備のほか、

公共施設の老朽化対策にも多額の費用が見込ま

れますことから、長期的には基金の額が不足す

ることも予想されます。こうしたことから、今

議会に提出しております２月補正予算におきま

して、歳出予算が減額となったことにより確保

された一般財源のうち、40億円を基金に積み立

てることとしております。この結果、平成29年

度当初予算編成後の基金残高は232億円程度とな

る見込みでありますが、今後とも、さらなる積

み増しを行っていく必要があると考えておりま

す。

体育館を県内２カ所につくれ○田口雄二議員

るほどの基金の積み増しを、よろしくお願いい

たします。

次に、県内就職率アップの政策を各部各課で

検討していただいている中、2016年度の県庁職

員採用試験の競争倍率が大幅にダウンしまし

た。4.7倍となり、平成になって最低となり、採

用が定員に達しなかった技術系職もいます。県

職員は高い能力を持った高学歴集団であり、シ

ンクタンクでもあります。その優秀な人材が民

間でも県内にというのであれば、まだまだいい

のですが、県外に流れていくのは問題です。県

庁に魅力が感じられなくなったら、さらに問題

ですが、競争倍率の今年度の状況を人事委員長

にお伺いいたします。

今年度の県職員○人事委員長（村社秀継君）

採用試験は、お話にありましたように、大学卒

業程度全体の競争倍率が4.7倍となっておりまし

て、平成以降では最低となっているところでご

ざいます。この要因には、少子化の中、民間企

業の採用意欲が強く、選考時期が早まったこと

や、国や市町村との人材獲得面での競合等もあ

るものと思っているところでございます。この

ため、今年度から関係部局との検討会を設け、

受験者の動向等を共有しながら、例えば大学で

の説明会や採用案内の作成など、関係部局にも

啓発・広報の一翼を積極的に担っていただいて

いるところであります。

加えて、特に倍率の低い土木や建築等いわゆ
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る技術系職種につきましては、来年度から大卒

程度等の試験を、専門分野をより重視した受験

しやすい内容に見直すとともに、若手職員が県

庁を希望する学生等の相談に応じる仕組みを創

設したところでございます。今後とも、関係部

局と危機感を共有し、連携を一層強化しなが

ら、県職員の仕事の魅力ややりがいを積極的に

発信していくことにより、県の将来を担う優秀

な人材の確保に努めてまいりたいと考えており

ます。

引き続き、警察官の採用試験○田口雄二議員

の状況と対策について、警察本部長にお伺いい

たします。

今年度の警察官○警察本部長（野口 泰君）

採用試験にありましては、全体の競争倍率が4.4

倍となっており、ここ５年間で1.5ポイント下

がっております。特に、大学卒業もしくは卒業

見込み者を対象とした男性警察官Ａの受験者が

５年間で約半分となるなど、非常に厳しい情勢

であります。

このため、採用試験の受験資格を見直し、受

験対象年齢を引き上げたり、来年度から身長・

体重の基準を撤廃するほか、従来からの警察学

校での体験型就職説明会の開催や、県内外の大

学、高校、専門学校に対する募集活動なども積

極的に推進しているところであります。また、

新たな取り組みとして、採用パンフレットの刷

新や採用ＰＲ動画の制作など、若い世代に対す

る効果的な情報発信を行い、優秀な人材の確保

に努めてまいりたいと考えております。

引き続き、教員採用試験の状○田口雄二議員

況、そして対策について、教育長にお伺いいた

します。

今年度の教員採用選○教育長（四本 孝君）

考試験の競争倍率につきましては、全体で5.9倍

となっておりまして、昨年度と比べて1.3ポイン

ト下がっております。これは採用予定者数の増

加が主な要因となっておりまして、ここ数年、

志願者数に大きな変化はないところでありま

す。

県教育委員会では、優秀な人材を採用するた

めに、教員を志望する学生に対して、教員の職

務を体験するスクールトライアル事業や、臨時

的任用講師等を対象に、教員としての実践力を

高める宮崎教師道場を開催しております。ま

た、教員採用選考試験では、年齢制限を設けな

いスポーツの分野や他県現職教員等の特別選考

試験などにも取り組んでいるところでありま

す。

教員採用の競争倍率はそれほ○田口雄二議員

ど心配要らないようですが、県職員は技術系の

人材が枯渇しないように御尽力をお願いいたし

ます。

警察官に関しては、大卒関連が対象の男性警

察官Ａの受験者が５年間で半分になったという

のは深刻です。今伺った警察学校での体験型就

職説明会の取り組みは平成20年からやっている

ようですので、その間に大きくダウンしていま

す。対策を再構築しなければならないのではな

いかと思います。

それでは、知事に伺いますが、先ほど申しま

したように、県庁はまさに県のシンクタンクで

なければなりません。また、警察官には県民の

安心・安全の提供が求められています。県庁や

関係部局に人材が集まらなくなるようなことが

あってはなりません。これらの状況をお聞きに

なっての、知事の職員採用の現状に対する認識

と今後の人材確保に向けたお考えを伺います。

人材の確保は、県政の推○知事(河野俊嗣君)

進をしていく上で、その根幹にかかわる最も重
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要なテーマであるというふうに考えておりま

す。近年の採用試験における競争倍率の低下や

技術職の採用予定数の確保が厳しい状況にある

ことにつきましては、担当部局からもたびたび

状況を聞いているところでありますが、大変危

惧しているところであります。

人口減少、グローバル化や危機事象への対応

といった喫緊の課題を抱える中で、県政の推進

に当たりましては、社会経済情勢の変化という

ものを的確に捉え、明確な目的意識を持って、

困難な課題に積極果敢に挑戦する人材というも

のが必要不可欠であると考えております。特に

県庁職員というのは、県庁という組織を運営す

ることにとどまらず、県政全体の一つのコント

ロールタワーとして大変重要な役割を果たすわ

けでありまして、しっかりとした人材を確保し

てまいりたいと考えております。

今後とも、人事委員会や関係部局と連携を図

りながら、より積極的な採用活動を展開します

とともに、職員が仕事に誇りや意欲を持ち、県

政への貢献が実感できるような魅力ある職場づ

くりにも努める、これも大変重要であるという

ふうに考えておりまして、本県の将来、「みや

ざき新時代」を担う人材をしっかりと確保して

まいりたいと考えております。

なお、今月５日には、平成30年度の採用に向

けた就職ガイダンスを予定しておりまして、私

自身もそこに出席し、直接その場で県の業務の

魅力ややりがいについて、特に国家公務員を経

験した中での地方自治体で働く意義、やりがい

ということをしっかりとアピールして、伝えて

まいりたいと考えております。

今、知事が言われました就職○田口雄二議員

ガイダンスは、350名ほどの参加のようですが、

知事自身が出席するのは初めてだとお聞きしま

した。それだけ危機感を持っていると理解して

いいのかなと思っています。しっかりとアピー

ルをしてきていただきたいと思います。

次に、総合交通対策について質問いたしま

す。

国道10号の土々呂地区の渋滞解消のためにつ

くられた延岡南道路が、利用料が高額なため利

用者が少なく、本来の目的をかなえることがで

きませんでした。平成２年の完成以来、値下げ

の要望を国に訴えてまいりましたが、なかなか

応じてもらえませんでした。

九州中央３県議員連盟の本県の県北の議員団

で要望に上京したところ、２月６日に石井啓一

国土交通大臣より、思いがけない返事をいただ

きました。「状況を重く受けとめ、料金水準や

区分を見直す方向で事務方に指示する」という

ものでした。もちろん、金額や時期が明確に

なっているわけではありませんが、本県の物流

や観光、そして企業立地の面からも、大変大き

な前進となりました。知事もこの値下げにはこ

れまで御尽力いただきましたが、国土交通大臣

が延岡南道路の料金体系の見直しを指示したこ

とについて、どのような感想をお持ちかお伺い

いたします。

延岡南道路に関しまして○知事(河野俊嗣君)

は、料金体系の見直しを含め、さまざまな課題

を抱えており、これまでも、国への要望活動な

ど取り組みを進めてきたところでありまして、

このたび、国土交通大臣が料金水準や区分を見

直す方向で指示されたことは、大変うれしく受

けとめているところであります。

一方で、延岡南道路に関するさまざまな課

題、料金の問題だけではない、ほかにも２つ重

要な課題があるというふうに考えております。

１点目が、周辺の住宅地に大型車が流入するな
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どのネットワーク上の課題でありまして、広域

的な検討を国にお願いしているところでありま

す。２点目は、生活道路における交通安全対策

であります。県と延岡市が重点的に取り組むこ

ととしております。

県としましては、引き続き、国や延岡市との

連携を図りながら、延岡南道路とその周辺地域

が抱えます、こうした課題解決に向けまして、

全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

実は、石井国土交通大臣に会○田口雄二議員

う前に要望した道路局の幹部は、値下げにはか

なり厳しいとの見解でしたので、やはり難しい

のかなと思っておりましたが、ちょっと気持ち

がなえかけていたときに、大臣からの「事務方

への値下げの指示」という回答は、大変うれし

く、喜びもひとしおでありました。長年にわ

たって御尽力いただきました関係者の皆さん

に、心から感謝を申し上げます。

次の質問に入ります。ＪＲ九州が国鉄民営

化30年目の昨年の10月に、東京証券取引所への

上場を果たしました。ＪＲ６社のうち、東日

本、西日本、東海に次いで４社目となります。

しかし、これまでの３社とは大きな違いがあり

ます。東海道新幹線や山手線などのドル箱がな

い、旅客部分が脆弱なＪＲ九州の上場です。

ＪＲ九州はこれまで、不動産やホテル事業、

農業、飲食等々の事業の多角化や海外戦略にも

取り組み、鉄道以外の売り上げは６割以上に

なっています。株式上場は最終の目的ではな

く、まさにこれからが正念場となります。コス

ト削減は待ったなしの状況となりました。九州

内の567駅のうち、291駅が既に無人化されてお

り、既に半数を超えており、さらに加速される

ことが予想されます。そして、11月議会で我が

会派の太田議員が、４両編成特急のワンマン化

を危惧する質問をいたしましたが、既にこの３

月から実施することとなりました。

上場後は株主からの要望が強くなってくるの

は当然で、事業の見直しを求められ、改善の見

込みがないところは廃線という最悪の結論に至

らないようにしなければなりません。来年度予

算においても、「地域鉄道維持・活性化支援事

業」が予定はされていますが、ＪＲ九州の株式

上場を背景に、利用状況の厳しい県内の路線維

持を図るため、一層の利用促進を図らなければ

なりませんが、その取り組みについて、総合政

策部長にお伺いいたします。

県内の鉄道○総合政策部長（永山英也君）

は、地域の大切な交通手段であり、また、観光

を初め地域産業を支える重要な基盤でありま

す。これまでも、国やＪＲ九州に対し、その維

持・充実を官民挙げて要望するほか、利便性向

上を図るため、ＪＲ九州が行います、例えば南

宮崎駅や日向市駅等のバリアフリー化などを、

関係自治体と連携して支援してきたところであ

ります。

また、路線の維持のためには、何よりも「地

域がみずから乗って残す」という活動を盛り上

げ、利用促進を図っていくことが重要でありま

す。日南線、吉都線については、沿線自治体で

構成します利用促進協議会等の地域の活動を支

援しております。日豊本線につきましても、今

後、関係市・町と連携した取り組みの強化を検

討してまいりたいと考えております。

さらに、ＪＲ九州におきましても、例えば日

向―別府間で平成27年８月より新たに「割引

きっぷ」を開始されたほか、焼酎列車を運行す

るなど、利用促進に取り組まれているところで

あります。今後とも、沿線自治体やＪＲ九州と
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しっかりと連携しまして、関係者で一緒に知恵

を絞りながら、さらなる利用促進に取り組んで

まいりたいと考えております。

路線廃止の件は、県内におい○田口雄二議員

ては吉都線、日南線は大丈夫かと、まず頭に浮

かびます。国鉄時代の妻線や高千穂線が廃止や

第三セクター化された歴史もありますが、日豊

本線ものんびりしてはいられないのではないで

しょうか、心配です。南宮崎駅から都城間と延

岡駅と佐伯駅間の利用者は極端に少なくなりま

す。東九州道が整備されたことは大変ありがた

いことですが、ＪＲとの共存が難しくなりつつ

あります。延岡―佐伯間の東九州道と日南線と

並行する現在建設中の東九州道は、ともに無料

です。利用促進に向けて地元自治体と連携し、

毎日が日曜日の時間とお金の余裕のある人が相

互に行きたくなるような企画も、ＪＲ九州と協

議していただきたいと存じます。よろしくお願

いいたします。

次に、宮崎空港は、羽田や大阪、福岡などの

国内のハブ空港とつながる路線は充実していま

すが、地方路線が次々となくなりました。四国

や中国地方へは直接行くことはできなくなりま

した。しかし、宮崎空港から、韓国のソウル、

台湾の台北、そして香港の３つの海外とつな

がっています。これまでの福岡空港まで行って

という時代から比べると、大変便利になってい

ます。

この海外航路は順調に推移してきたように見

えますが、昨年の熊本地震で大きな影響が出て

しまいました。熊本地震から時間もたち、復旧

も進んでおり、少しずつ好転しているのではな

いかと思っています。東アジア戦略の面からも

大変重要な宮崎空港を発着する海外路線と、Ｌ

ＣＣ（ローコストキャリア）が就航している関

西線の利用状況を、総合政策部長にお伺いいた

します。

宮崎空港の国○総合政策部長（永山英也君）

際定期路線の利用状況につきましては、お話に

ありましたように、昨年４月の熊本地震後に、

路線によりましては搭乗率が50％を切るなど、

大変厳しい状況になりました。

このため、昨年９月議会において議決いただ

きました、グループ旅行支援やパスポート取得

支援等の県民の利用促進事業、また、商工観光

労働部と連携しまして、旅行会社とタイアップ

したＰＲなど、インバウンド対策に積極的に取

り組んでまいりました。その結果、昨年11月か

ら１月までの３カ月間の平均搭乗率は、ソウル

線が76.0％、台北線が70.5％、香港線が74.2％

と、全路線とも改善が見られております。一方

で、月ごとの変動も大きく、いまだ予断を許さ

ない状況にあると認識しておりまして、今後と

もしっかりと取り組んでまいります。

また、ＬＣＣが就航している関西線につきま

しては、平成27年８月の就航から現在までの搭

乗率が83.4％と、堅調に推移していると考えて

おります。

国際定期路線は少しずつ回復○田口雄二議員

してきているようです。ＬＣＣは高い搭乗率で

はあります。しかし、もともと低価格でぎりぎ

りのところでやっているので、高い搭乗率は維

持しなければなりません。

次の質問ですが、本県の国際化や東アジア戦

略のためにも、航空路線の維持・充実は欠かせ

ませんが、今後どのように取り組んでいくの

か、総合政策部長にお伺いします。

海外との交流○総合政策部長（永山英也君）

を拡大し、本県経済の発展、国際化を推進する

ためには、国際航空ネットワークの維持・充実
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を図ることが極めて重要であります。このこと

から、国際定期路線を運航する各航空会社本社

に対する路線の維持・充実についての働きかけ

や、アウトバウンド、インバウンド双方向での

利用促進事業に取り組んでおります。

また、さまざまな交流の推進が必要でありま

すことから、県議会日台友好議員連盟や経済界

の皆様など、多くの方々に御尽力をいただいて

いるところであり、先般、その成果として、さ

らなる交流拡大に向けて、台湾の新竹県と本県

との交流協定を締結したところであります。

また、海外からのさらなる誘客も視野に入

れ、関西線に就航しているＬＣＣの増便や、成

田線へのＬＣＣの誘致に向けて、航空会社等の

本社を訪問し、強く働きかけを行っているとこ

ろでございます。今後とも、各機関と連携し、

利用促進事業や要望活動等、交流拡大に向けて

しっかりと取り組みまして、路線の維持・充実

に向けて働きかけてまいりたいと考えておりま

す。

ありがとうございます。○田口雄二議員

本県の東九州道に関連して、明るいニュース

が続いています。先ほどの延岡南道路の値下げ

指示、そして今月の25日には門川南スマートイ

ンターチェンジの開通、川南パーキングエリア

内に現在ガソリンスタンドを建設中で、秋ごろ

にセルフサービス方式でオープン予定です。ま

た、川南パーキングエリアに隣接する町有地に

レストランや物販施設などの設置を川南町が検

討しているようです。国交省の高速道路の休憩

施設を地域の核とするためのモデル箇所に、川

南パーキングエリアが選定されました。地域の

活性化につながる施設になってほしいもので

す。

そして、暫定２車線の安心・安全の課題で

あった反対車線への飛び出しの防止に、明るい

ニュースが入りました。国交省は、暫定２車線

区間のセンターライン上にあるラバーポールに

かわり、正面衝突事故を防止するためのワイヤ

ロープを全国約100キロメートルに設置し、効果

や課題を検証することになりました。

現在、高速道路は全国で9,322キロメートルあ

り、そのうちの2,538キロメートルが暫定２車線

区間で、さらに1,700キロメートルがラバーポー

ル区間です。県内でも大きな事故が発生するた

びに、その対策が叫ばれてきました。昨日、設

置区間に関しまして、ＮＥＸＣＯ西日本からプ

レスリリースされ、報道されましたが、改め

て、本県の暫定２車線区間におけるワイヤロー

プの試行設置はどのような状況になっているの

か、県土整備部長にお伺いします。

暫定２車線○県土整備部長（東 憲之介君）

区間におけるワイヤロープの設置など、安全対

策の充実につきましては、本県におきましても

喫緊の課題であり、これまでも国への要望を重

ねてきたところであります。このような中、昨

年12月に、国土交通省が、命を守る緊急対策と

して、ラバーポールにかえてワイヤロープを試

行設置することによる安全対策の検証を、こと

しの春から行うことを発表されたところであり

ます。

対象となる路線は、高速道路会社が管理する

高速道路のうち、死亡事故の割合が高い東九州

自動車道など、全国で12路線が選定されたとこ

ろであり、本県区間におきましては、門川イン

ターチェンジ―日向インターチェンジ間の３キ

ロメートル、西都インターチェンジ―宮崎西イ

ンターチェンジ間の8.6キロメートルにおいて、

４月から順次設置を開始する予定であること

が、昨日、西日本高速道路株式会社から発表さ
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れたところであります。

県内で11.6キロが設置される○田口雄二議員

こととなりましたので、非常に喜ばしいことだ

と思っておりますが、実は、私たちの会派は昨

年、北海道に調査で伺い、道央自動車道を利用

したとき、このワイヤロープを拝見しました。

このワイヤロープの見た目は、かなり細いワイ

ヤでできており、支えるポールも一見貧弱そう

に見えますが、うまくガードしてくれるのか不

安になります。このワイヤロープの試行設置に

より、正面衝突事故を防止することが期待でき

るのか、県土整備部長にお伺いします。

ワイヤロー○県土整備部長（東 憲之介君）

プは、中央分離帯のない２車線道路の正面衝突

事故対策として開発されたものでありまして、

御質問にありましたが、北海道の道央自動車道

など、中央帯の幅員が十分確保されている２車

線区間において、平成24年度からワイヤロープ

の試行設置が行われたところであります。その

結果、これまでに３件の接触事故がありました

が、いずれも反対車線への飛び出し等はなかっ

たとお聞きしております。県としましては、正

面衝突事故の防止につながるものではないかと

期待しているところであります。

しかしながら、今回の試行設置は、東九州自

動車道などの暫定２車線区間を対象としており

まして、道央自動車道よりも狭い幅員の中で実

施することになるため、試行設置後は、正面衝

突事故の防止効果はもちろん、走行性、維持管

理、非常時の緊急対応など、多面的な検証が必

要であると伺っております。

見た目以上にブロック力があ○田口雄二議員

ることがわかりました。ありがとうございま

す。ただ、これは、トンネル内や橋梁内はさら

に幅員が狭くなるようで、まだまだ改良の余地

があるようです。実証実験のデータを積み重ね

て、暫定２車線全域に設置していただき、安全

性を高めるようにお願いしたいものです。

次に、県内の重要港湾３港に関して伺いま

す。17万トン級のクルーズ船がたびたび入港し

て、大量の観光客が下船してバスで繰り出すシ

ーンがニュースで流される油津港、重点港湾に

指定され、新たな防波堤が設置され、また２基

目のガントリークレーンも設置され、コンテナ

とばら積みのバルク貨物のすみ分けの基盤整備

も進み、利便性が向上している細島港等々、重

要港湾の整備が進んでいます。そこで、県内の

重要港湾３港の県が実施する主な整備につい

て、現状と今後の取り組みを、県土整備部長に

お伺いいたします。

まず、細島○県土整備部長（東 憲之介君）

港でありますが、船舶の安全な航行の確保や、

津波に対する粘り強い構造とするための防波堤

の整備などに取り組んでいるところでありま

す。今後は、昨年度改定しました港湾計画に基

づく施設の早期事業化にも取り組んでまいりた

いと考えております。

次に、宮崎港では、津波発生時に利用者が避

難するための高台を今年度、東地区に２カ所完

成させ、一ツ葉地区におきましても、平成30年

度までに１カ所整備することとしております。

油津港では、今年度、東地区の防波堤が完成

いたしますが、大規模地震に対応するため、同

地区の第10号岸壁の耐震化に着手したところで

あります。また、22万トン級クルーズ船の受け

入れについても取り組んでまいりたいと考えて

おります。

今後とも、これら３つの重要港湾が、安全で

利便性が高く、地域活性化に貢献できるよう、

より一層の機能充実に取り組んでまいりたいと
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存じます。

利便性や安全性も高まって、○田口雄二議員

それぞれ使い勝手のいい港になりつつあります

が、重要港湾３港の平成27年の取扱貨物の状況

について、県土整備部長にお伺いします。

平成27年の○県土整備部長（東 憲之介君）

各港湾の取扱貨物の状況でありますが、細島港

におきましては、取扱貨物量は約430万トンで、

主な品目といたしましては、港湾背後の企業で

使用される金属鉱、石炭、化学工業品などが取

り扱われております。

宮崎港におきましては、取扱貨物量は約730万

トンで、その約75％はフェリー貨物が占めまし

て、主なものは農畜産物となっております。

油津港におきましては、取扱貨物量は約160万

トンで、主に製紙会社の木材チップや紙製品な

どが取り扱われております。

量的にはいずれも横ばいのよ○田口雄二議員

うですが、港の利便性がさらによくなれば、取

扱貨物もふえてくるものと期待いたします。

次に、クルーズ船について伺います。2015年

の中国の皆さんは、日本人の総数と変わらぬ約

１億2,000万人が海外に出かけ、約24兆円近くを

海外で使ったようです。さすがに爆買いはその

後、少なくなりつつありますが、海外への熱は

依然高いようです。その中でもクルーズ船の人

気は非常に高いようで、家族連れや高齢者も、

のんびりと海外を楽しめる手段として選択され

ているようです。日本では、クルーズ船といえ

ば、クイーン・エリザベス２世号の豪華な旅を

想像したりしますが、中国では、飛行機で日本

に来るより、クルーズ船だと約半額で来られる

格安な旅になるようです。

ここに来て、中国国内の経済の低迷から、さ

らに格安で近場をクルーズ船で海外へという需

要が高まっているようです。中国国内にクルー

ズ船の拠点が続々誕生しており、西欧の企業も

参入し、かなり過熱してきています。今後、日

本への寄港もかなり増加してくるのではないか

と想像されます。本県におけるクルーズ船の最

近の寄港実績と本年の見通しについて、商工観

光労働部長にお伺いいたします。

本県にお○商工観光労働部長（中田哲朗君）

けるクルーズ船の平成28年の寄港実績につきま

しては、細島港、宮崎港、油津港の３港で合わ

せて30回であり、このうち21回は、外国の船会

社が運航するクルーズ船となっております。

ことしの見通しといたしましては、昨年と同

程度の寄港回数になると考えておりますが、こ

れまでほとんど寄港実績のなかった欧米の富裕

層をターゲットとしたクルーズ船の予約も入っ

てきておりますので、今後、客層や周遊先など

に広がりが出てくるのではないかと期待してい

るところでございます。

油津港と細島港は、工業港で○田口雄二議員

すので当然ですが、貨物の取り扱いが優先され

ます。ただ、先ほどの油津港の整備の件で

は、22万トン級のクルーズ船の受け入れにも取

り組みたいと県土整備部長が答えられました

が、早々に取り組んでいただけたらと思ってお

ります。よろしくお願いいたします。

次に、医療福祉行政について質問いたしま

す。

日本産婦人科医会は、昨年の１月時点で、産

婦人科医が、全国で前年より22名減って１

万1,461名になったと公表しています。前年より

医師数が減少するのは2009年以来で、産婦人科

医を希望する新人医師が減少していることが要

因と、日本産婦人科医会は分析しています。

本県でも、もともと医師の偏在で大変厳しい
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医療環境のところが多く存在していますが、先

日は、小林市で産婦人科医が一人もいなくなっ

たことが報道されていました。出産等は時間が

不規則で、拘束時間も長時間にわたり、医療訴

訟も多く、また少子化で経営の面からも敬遠さ

れがちになっています。

宮崎市夜間急病センターの小児科を運営する

宮崎市郡医師会が、2020年度を最後に午後11時

から翌朝までの深夜帯の運営を撤退の意向を伝

える報道を、先日拝見しました。他の地域から

見るとうらやましいような医療環境の県央部で

も、小児科医の高齢化が進み、当直体制が維持

できなくなってきていることが原因です。そこ

で、本県の産婦人科医と小児科医の現状とその

確保の取り組みについて、福祉保健部長にお伺

いいたします。

２年に一度行○福祉保健部長（日隈俊郎君）

われます国の医師等の調査によりますと、平

成26年12月末現在で、本県の産科医数は106人と

なっておりまして、10年前の平成16年の124人と

比較すると、18人減少となっております。ま

た、人口10万人当たりで見ますと、本県9.5人と

いうことになっておりまして、全国の8.7人を上

回っているものの、その差は年々縮小してきて

おります。また、小児科医の数は132人となって

おりまして、10年前の平成16年の129人と比較す

ると、３人増加しておりますが、これも人口10

万人当たりで見ると、11.8人となっておりまし

て、全国の13.8人を下回るなど、厳しい状況に

あります。

このため、県におきましては、医師修学資金

貸与制度における返還免除の対象診療科に産科

や小児科を含めるとともに、産科医の処遇改善

策といたしまして、分娩を取り扱う医療機関へ

の分娩手当の一部助成や、小児科専門医を目指

す 若い医師ですが 後期研修医への研修― ―

資金の貸与を行っているところであります。

また、関係市町村と構成いたします医師確保

対策推進協議会におきましては、日本産科・婦

人科学会や日本小児科学会等へのブース出展等

を行いまして、県外からの医師招聘に努めてい

るところであります。

産科医は全国平均を上回って○田口雄二議員

いるようですが、減少しております。小児科医

は若干増加していますが、全国平均を下回って

います。高齢化も進み、小児夜間救急体制を維

持することが厳しくなる地域が出てきていま

す。また、小児科医は女性の比率が高く、出産

や育児等で現場を離れなくてはならないことが

多く、実際にはもっと厳しい状況ではないかと

想像されます。さらなる医師確保に御尽力をよ

ろしくお願いいたします。

次に、同じく本県の医療現場の看護師の現状

とその確保のための取り組みについて、福祉保

健部長に伺います。

看護師等の現○福祉保健部長（日隈俊郎君）

状でございます。平成26年12月末現在で、県内

で業務に従事している看護師数は１万2,865人

で、人口10万人当たりでは全国７位、また、准

看護師数は6,774人で全国２位となっております

が、それでも医療機関におきましては、育児休

業等の代替看護師の確保が困難な例も多いと聞

いているところであります。

このため県では、新卒看護師の県内定着を図

るため、看護学生への修学資金の貸与や、看護

師等養成所に対する県内就職率に応じた運営支

援を行うほか、病院内保育所の運営支援や潜在

看護師の復職支援等を行っているところでござ

いますけれども、今後とも、看護師の確保・定

着に向けて、積極的に取り組んでまいりたいと
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考えております。

私の認識違いで、看護師も厳○田口雄二議員

しい状況を想定していましたが、それよりはい

い内容でございました。ただ、看護師も医師同

様に偏在が問題です。今議会に提案されている

県立看護大学の中期目標では、平成25年度か

ら27年度の県内就職率が40.8％であるのを、平

成35年度までに毎年度50％の数値目標が掲げら

れています。高い能力を持った看護師の確保

を、どうぞよろしくお願いいたします。

次に、高齢化が進み、全国的に救急出動が増

加し続けており、各消防局はその対応に追われ

ています。本県においては、西臼杵に一昨年４

月に救急体制が新設されるなど明るい話題はあ

りましたが、救急出動が増加しているのではな

いかと思われます。本県における救急出動件数

と救急搬送の傷病程度の状況を、危機管理統括

監にお伺いいたします。

本県の救急○危機管理統括監（畑山栄介君）

出動件数でございますが、増加傾向にありまし

て、平成27年は過去最多の４万4,089件となって

おります。これを５年前の平成22年と比較しま

すと、5,239件、13.5％の増となっております。

また、平成27年の救急搬送における傷病程度

の状況につきましては、搬送された傷病者の初

診時の診断による区分でございますが、３週間

以上の入院加療を必要とする重症が19.1％、入

院を必要とするもので重症に至らない中等症

が41.1％、入院加療を必要としない軽症が37.7

％となっており、近年は同様の傾向にありま

す。

平成27年で過去最多で、５年○田口雄二議員

間で5,200件以上も増加、そのうち４割弱が軽症

であるということです。タクシーがわりに呼ん

でいるとよく言われたりもしますが、高齢者が

頼る人もなく、不安になって119番通報をしてい

ることも予想されます。

ここで全国的に問題になっているのが、119番

通報で出動した救急車が誰も運ばずに引き返す

不搬送が激増していることです。救急隊員の応

急手当てで済んだ現場処置は２割近くですが、

搬送拒否が３割以上もあるようです。救急車は

限られた台数で運用しており、本当に重症で救

急搬送が必要な人に支障が出ては困ります。本

県における救急出動での不搬送件数の状況とそ

の要因について、危機管理統括監に伺います。

本県の救急○危機管理統括監（畑山栄介君）

出動での不搬送につきましては、平成27年

で4,483件と、出動件数全体の10.2％を占めてお

ります。また、平成23年から27年までの５年間

で見ましても、4,400件前後で推移しており、全

体に占める割合も10％程度となっております。

次に、不搬送の理由で多いものですが、救急

隊の応急処置により搬送に至らなかったもの

が43.4％、救急隊到着時に死亡していたもの

が16.3％、通報はあったが、現場で本人または

その家族等が搬送を拒否したものが13％、傷病

の程度が軽く、緊急に搬送する必要がなかった

ものが12.4％となっております。

本県は、救急車での不搬送は○田口雄二議員

横ばいのようですが、それでも１割の4,400件近

くが不搬送です。救急車は限られた台数で運用

しており、本当に重症で救急搬送が必要な人に

支障が出ては困ります。以前から、海外では多

くの国で実施されている救急車の有料化を、本

当に検討していかなければならない状況になり

つつあるのではないかと思っております。

同じ救急の世界のドクターヘリについて伺い

ます。全国で29番目、34機目として平成24年４

月18日に導入され、間もなく５年を迎えようと
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しています。救命救急医療の場面や医療格差の

是正に大きく貢献していただいております。私

が住んでいます延岡市においても、よく県立延

岡病院の救命救急センターのヘリポートに飛来

し、患者を搬送する状況を見て、いつも頼もし

く思っているところです。意外に身近な人か

ら、「この前、ドクターヘリにお世話になっ

た。おかげで助かった」と、感謝の言葉を言わ

れたりしております。最近のドクターヘリの運

航状況と県内各地の出動状況について、福祉保

健部長にお伺いいたします。

ドクターヘリ○福祉保健部長（日隈俊郎君）

の運航状況についてでありますが、平成26年度

が470件、平成27年度が473件と、ほぼ横ばいで

推移しております。また、県内各地への出動状

況につきましては、平成27年度の出動件数473件

のうち、県央地域が139件、県北地域が135件、

県西地域が126件、県南地域が73件となっており

ます。

ここのところの出動は470件ほ○田口雄二議員

どで横ばいですが、県内各地にくまなく出動し

ているようです。

次に、ドクターヘリの補完的役割を担うドク

ターカーについて伺います。平成26年４月に県

立宮崎病院と宮崎大学附属病院、また都城市郡

医師会病院が平成17年６月からドクターカーを

導入しています。都城市郡医師会病院において

は、10年以上の歴史があり、平成25年４月から

は24時間体制で運用しています。医師と看護師

等の医療チームが、救急現場に一刻も早く駆け

つけ、治療を開始することで、傷病者の救命率

を向上させることがドクターカーの目的です。

昨年度のドクターカーの運行状況について、福

祉保健部長に伺います。

医師、看護師○福祉保健部長（日隈俊郎君）

等が同乗して、医療機関搬送前の現場へ直接出

動するドクターカーでございますが、県立宮崎

病院、宮崎大学医学部附属病院、都城市郡医師

会病院の３つの病院で運行されております。昨

年度の運行状況につきましては、平日の日中、

宮崎市消防局管内で活動します県立宮崎病院

が566件、ドクターヘリの補完として夜間23時ま

で県内全域で活動する宮崎大学医学部附属病院

が173件、24時間365日、主に都城市消防局及び

大隅曽於地区消防本部管内で活動します都城市

郡医師会病院が277件となっております。

県立宮崎病院は、平日の日中○田口雄二議員

だけの運行で566件ですから、１日平均２回以上

出動していることになります。救急救命の世界

には、現場に医師が到着し治療を始めるまでの

理想的な時間として、15分ルールというものが

あります。15分を過ぎると救命率が格段に下が

ると言われております。

ドクターヘリが現在運航され、県内全域をカ

バーしていますが、15分以内に駆けつけられな

いところが多く存在しています。ドクターヘリ

がもう１機あれば、かなりの部分がカバーでき

るのですが、年間経費を考えれば、すぐに導入

をと要望しても厳しい答えになるでしょう。そ

こで、ドクターカーであれば、救急救命で取り

残されている地域に手が差し伸べられるのでは

ないかと思いますが、県立宮崎病院のドクター

カーに要する費用について、病院局長にお伺い

します。

県立宮崎病院のド○病院局長（土持正弘君）

クターカーに要する費用につきましては、初期

の導入費用といたしまして、赤色灯や消防無線

を搭載した車両の購入に約550万円、除細動器や

エコーなどの医療機器の整備に約550万円、合わ

せまして約1,100万円を支出しております。ま
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た、運営費用につきましては、宮崎市消防局か

ら派遣のドライバー、それから燃料及び点検・

修理等に要する経費といたしまして、年間約730

万円を支出しているところでございます。

ドクターカーの初期導入の車○田口雄二議員

両費用が1,100万円、年間経費が730万円です。

車両は一旦導入すれば複数年使えますので、年

間経費が730万円ほどであれば何とかなりそうな

気もしますが、ドクターカーについて、県立延

岡病院と日南病院に導入はできないか、病院局

長に伺います。

ドクターカーの導○病院局長（土持正弘君）

入につきましては、患者の救命率のさらなる向

上を図る上から導入が望まれるところでござい

ますが、延岡病院並びに日南病院の医師が十分

充足されていない現状では、早期に導入するこ

とは難しい状況にあります。今後とも、救急専

門医等の医師確保に引き続き努力してまいる所

存でございますが、その中でドクターカーの導

入についても検討していくことになろうかと考

えております。

またしても医師不足に行き着○田口雄二議員

くわけですが、これが難しい課題です。救命救

急医療の格差是正のために、引き続き医師確保

に御尽力をよろしくお願いいたします。

次に、自殺対策について伺います。この自殺

は、1998年から14年連続で３万人を超え、国家

的な損失にもつながり、この対策が大きなテー

マでした。国も防止対策を講じたことによ

り、2009年より急速に減少し、2012年に３万人

を切り、その後も成果があらわれ続けていま

す。昨年は７年連続の減少で、全国で２万1,764

人となり、前年より2,261人減少し、減少率

も9.4％と大幅な改善が見られ、間もなく２万人

を切ることが可能な状況になってきました。

ただ、のんびりとしておおらかな県民性の宮

崎県にとって、想像つかないほど自殺率が高

く、いつも全国の上位を占めており、その対策

が急務となっていますが、本県の昨年の自殺の

状況はどうであったのか、福祉保健部長にお伺

いします。

本県の自殺者○福祉保健部長（日隈俊郎君）

数は、ここ数年、減少傾向にございまして、警

察庁の自殺統計の速報値によりますと、平成28

年の本県の自殺者数は220人と、前年と比べます

と53人減少しております。また、人口10万人当

たりの自殺者数である自殺死亡率では19.9人

と、前年と比べて4.8人減少しておりまして、都

道府県別順位で見ましても、前年の全国ワース

ト４位からワースト10位へと改善されたところ

でございます。

自殺が一番多かったときが、○田口雄二議員

本県では平成19年の394人と聞いています。そう

いう意味では、非常に大きく改善されてきてい

ると思いますが、さらに御尽力を願いたいと思

います。

自殺防止計画の策定を義務づけた改正自殺対

策基本法が、昨年４月に施行されました。県

は、平成29年度から32年度までの第３期自殺対

策行動計画に基づき、どのような取り組みを進

めていくのか、福祉保健部長にお伺いします。

宮崎県自殺対○福祉保健部長（日隈俊郎君）

策行動計画の第３期計画では、最新の自殺の傾

向や県民意識調査等の結果を踏まえまして、働

き盛り世代の男性や高齢者層に対する支援、そ

して、うつ病の早期発見・早期治療の促進等の

６つの重点施策を掲げております。今後、この

計画に基づきまして、医療や相談機関との接点

の少ない働き盛り世代の男性に対するインター

ネットでの情報発信や、いわゆる茶飲み場等の
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高齢者の居場所づくりを強化するとともに、小

林保健所管内で先行して実施しまして、一定の

成果が見られております「かかりつけ医による

精神科医紹介システム」の実施地域の拡大等を

着実に進めてまいりたいと考えております。

自殺対策の大きな課題は、自○田口雄二議員

殺未遂者の自殺が実に多い。この対策が進めば

自殺をかなり抑えることができます。自殺未遂

者が再度自殺を図ることを防ぐための取り組み

について、福祉保健部長に伺います。

警察庁の自殺○福祉保健部長（日隈俊郎君）

統計によりますと、平成27年の本県の自殺者の

４人に１人が過去に未遂歴を有しておりまし

て、自殺未遂は、自殺に至る最大のハイリスク

要因と考えております。県では、このような状

況を踏まえ、平成28年１月から、延岡保健所管

内で、自殺未遂者が搬送された救急医療機関に

精神保健福祉士等を派遣しまして、適切な精神

科医療機関の受診につなげる支援体制をモデル

的に運営しており、約１年間で14件の症例に対

する支援を行ったところであります。

自殺未遂者の支援につきましては、宮崎県自

殺対策行動計画の第３期計画におきましても、

重点施策の一つに位置づけておりまして、今後

とも、自殺未遂者が再度自殺を図ることを防い

でいくため、県内の救急医療機関や精神科医療

機関等との連携体制の構築に努めてまいりたい

と考えております。

本県では、自殺の４人に１人○田口雄二議員

が未遂の経験者ということでございますが、延

岡保健所等の取り組みで経験を積んで、県全体

として防止策を構築していただきますよう、よ

ろしくお願いいたします。

次に、県立宮崎病院建てかえについて伺いま

す。

2018年度に着工を予定していた県立宮崎病院

の建てかえ事業費が、2017年度当初予算案に盛

り込まれず、見送られました。このことによ

り、病院建設への着工は大きくおくれることと

なり、2021年の開設予定も難しくなりました。

これは、2015年３月の基本構想で185億円であっ

た事業見込みが、医療機器を含めると390億円に

大きく膨らんだことです。基本構想時の建設費

の中には医療機器の経費が入っていなかったと

はいえ、余りの増大ぶりにはあきれるばかりで

す。まず、県民に対して説明責任もありますの

で、改めて、県立宮崎病院の再整備の事業費は

なぜこれほどまでに大幅に増加したのか、病院

局長に伺います。

基本構想策定時に○病院局長（土持正弘君）

おける事業費につきましては、建設費を約165億

円、これに関連経費を合わせ、合計185億円とい

たしておりました。この建設費につきまして

は、当時把握できておりました平成23年から25

年に着工した同規模の公的病院の建築事例を参

考に、物価上昇等も見込んで、１平米当たりの

単価を37万円と想定し、算定したものでござい

ます。これに対しまして、昨年10月の基本設計

完了時において、建設費は約271億円で、建物の

１平米当たりの単価は53万6,000円となり、これ

に関連経費を含めた事業費は約306億円となった

ところであります。

大幅な増加となった理由といたしましては、

東日本大震災からの復興事業や東京オリンピッ

ク開催決定に伴う建設需要の高まりにより、人

件費や資材費などの建設費が想定以上に高騰し

ていたことが大きな要因となっておりますほ

か、基本設計において将来にわたり対応できる

施設整備の検討を進めた結果、基本構想時より

床面積が約3,600平米増加したこと、大規模災害
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時にも継続して安定した医療を提供するため、

敷地のかさ上げや液状化対策に要する費用が必

要になったことなどが要因となっているところ

であります。

2015年の３月の基本構想の時○田口雄二議員

点で、既に東日本大震災と東京オリンピックに

よる人件費や資材費は高騰していましたし、震

災後ですので、災害対策も当然必要であったに

もかかわらず、１平米当たりの建設費が37万円

と想定しました。余りにも安易な算定で、この

ときの見積もりが低過ぎたと思います。ほぼ時

を同じくして計画が進んでいる県の防災拠点庁

舎も、建設費が同様の理由でアップしました

が、県病院の事業費とはレベルが違います。

今回改めて算定した建設費は、１平米当たり

約54万円となりましたが、これは以前建設され

た県立延岡病院が約61万円、日南病院が59万円

でございますので、この２つよりも低くなって

います。ということは、今回出された建設費

は、華美な部分は全くなく、余り大きく削れる

ところもないのかもしれません。大幅な事業費

増にもかかわらず、また建設から30数年しか

たっていないのに、耐震基準も満たしている現

病院の再整備をなぜ急がなければならないの

か、病院局長に伺います。

県立宮崎病院につ○病院局長（土持正弘君）

きましては、昭和58年に全面改築して以来、

約33年を経過し、医療技術の進展等に伴い、救

命救急センターや手術室、集中治療室等の狭隘

化が進んでいますほか、排水管等からの水漏れ

など施設の老朽化も進んでおりまして、診療活

動に支障を来している状況があります。

救命救急センターにつきましては、年間

約7,000件もの救急患者を受け入れております

が、初療室が不足しているため、受け入れでき

なかった件数が昨年度で300件を超えており、ま

た、手術室につきましても、施設の不足によ

り、毎月300件を超す手術待ちが発生している状

況となっているところでございます。

さらに、県の中心的な役割を果たします基幹

災害拠点病院として、巨大地震等の大規模災害

に対応する施設整備が十分ではないことから、

災害発生に備えた免震構造の採用や専用ヘリポ

ートの設置、浸水対策などの機能強化が必要な

状況となっております。これらの問題を解決す

るため、早急な再整備が必要と考えているとこ

ろでございます。

今回の件に関しましては、安○田口雄二議員

易な事業費の出し方であったとはいえ、県民の

生命と健康を託す施設です。年間300名を超える

救急患者を初療室が不足のため受け入れられな

い、手術室の不足により毎月300件を超す手術を

待っている患者がいる状況は、一刻も早く改善

しなければなりません。

現在の病院は、耐震基準を満たしているとは

いえ、免震構造ではないため、建物が地震に耐

えても、高額な医療機器が損傷して、機能停止

することも考えられます。免震構造の熊本大学

病院は、昨年の熊本地震でもほとんど揺れず、

地震に気づかなかった入院患者もいたそうで

す。県民の安心・安全で高度な医療の提供が、

県立宮崎病院の使命です。削減できるところは

徹底的に行うことは当然といたしまして、一刻

も早く病院建設を進めるべきと、我が会派は考

えています。

また、移転という話もありますが、宮崎西イ

ンターチェンジ付近は、既に宮崎市郡医師会の

移転も予定されており、拠点病院を２つもそろ

える必要はありません。逆に、宮崎県民から

「移転に待った」の声が上がる可能性もありま
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す。今の場所に建設することがベストと考えて

います。仮に移転するとなると、順調にいって

も10年もかかるのでは、一刻も早い救急医療の

提供の面からも本末転倒です。また、今回は大

幅な建設費の増大が問題になっておりますが、

移転ではさらに大きな建設費が予想されます。

厚生常任委員会の審議の際、県立宮崎病院の

菊池院長より、医療現場サイドからの現状をお

聞きしました。院長先生が昭和63年に建設され

て日も浅い宮崎病院に赴任したころと、現在の

医療は大きく変化したようです。手術室、病室

においても多数の医療機器を使用するようにな

り、大変手狭になってしまいました。このこと

は、昨年の暮れ、私の長男が突然の内臓疾患で

延岡病院に20日間ほどお世話になった際、実感

いたしました。延岡病院は、宮崎病院より新し

く、病室は広いのですが、ベッドの両サイドに

医療機器がずらりと並び、その間を看護師が縫

うように移動しながら医療機器を調整したりし

ていました。医療スタッフの働きやすさも考慮

しなければなりません。

また、今回の再整備には、医療スタッフの２

年にわたる、よりよい医療提供へのさまざまな

思いが込められています。医療スタッフのモチ

ベーションが下がっては、県民にとりましても

大きなマイナスになります。

それと、院長先生より、ＰＥＴ（陽電子放射

断層撮影）や、今話題の手術ロボット「ダビン

チ」の設置の要望もありましたが、高額である

ため、今回は不採用としたと報告がありまし

た。これはいかがなものか、県民のために必要

な医療機器であるならば、遠慮してはいけない

と私は思います。来年度事業である県立病院経

営改善事業の効果も見込めるのであれば、本当

に必要な機器については導入していくべきと考

えますが、病院局長の見解を伺います。

現在想定していま○病院局長（土持正弘君）

す医療機器購入費につきましては、各診療科の

要望をもとにした最大の概算費用でありますの

で、今後、診療機能に応じた機種の選定や購入

時期の調整など、病院内の専門委員会において

詳細な検討を行い、可能な限り費用の圧縮を図

ることとしております。

しかしながら、議員御指摘のとおり、高度急

性期医療を担う全県レベルの中核病院としての

役割を考慮した上で、必要があると思われる医

療機器については、経営改善効果や医療機能上

の必要性を検討の上、導入を進めてまいりたい

と考えているところであります。

昨年、常任委員会の県外視察○田口雄二議員

で、沖縄県の南部徳洲会病院を調査しました。

完成したばかりの最新の医療機器をそろえた総

合病院でした。ここは、手術ロボット「ダビン

チ」が導入されていました。私がそのとき、

「ダビンチは最新の医療機器提供でもあるが、

医師確保のことも考えてか」と質問いたします

と、「そのとおりです」と、事務長は即答され

ました。最新医療の提供と医師確保の面から

も、導入を御検討いただきたいと思います。

次に、県土整備行政について質問いたしま

す。

昨年９月の台風16号で、北川町の川坂地区で

は、北川本流が増水時に、堤防の下の川砂利層

を水が通り抜け、田畑から噴き出すパイピング

現象が起き、大小の穴が多数見つかりました。

一昨年の鬼怒川の堤防決壊の要因の一つとも言

われています。本県は多数の河川を擁し、台風

がよく襲来するところです。最近のゲリラ豪雨

等、水害対策が課題です。私の11月議会のパイ

ピング対策の質問に、国の災害査定を受けて実
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施すると答弁をいただきました。その後、台

風16号により発生した北川のパイピング現象の

対策工事の概要について、県土整備部長に伺い

ます。

北川では、○県土整備部長（東 憲之介君）

御質問がありましたように、台風16号の豪雨に

よる河川の水位上昇により、川の水が堤防の地

下を通り、田畑の表面に土砂とともに噴き出す

パイピング現象が確認されましたことから、昨

年12月に災害復旧事業として国の査定を受けま

して、事業費約４億円で採択されたところであ

ります。

対策工事の概要としましては、川の水が堤防

の地下を通りにくくするために、長さ14.5メー

トルの鋼製の矢板を、堤防沿いの約520メートル

区間において、連続して打ち込むこととしてお

ります。現在、現場内の伐採などの準備工事に

着手しており、７月までの完成を予定している

ところでありますが、地域の皆様方の安全・安

心を確保するため、一日も早い完成に努めてま

いりたいと考えております。

工事も７月までで、台風シー○田口雄二議員

ズンまでには完了するようですが、話を聞きま

して、矢板の長さが15メートルもあることには

非常に驚きました。場所によっても長さが違う

らしいんですが、先ほども申しましたように、

本県は多くの河川を有しており、このパイピン

グ現象はどこで起こってもおかしくありませ

ん。日ごろからの河川管理には怠りないよう

に、よろしくお願いいたします。

次に、農政水産行政について何点か質問いた

します。

昨年質問したときには、その直後に特Ａ取得

のニュースが飛び込んできました。今回は、２

年連続特Ａ取得の手応え等を含む質問のやりと

りをしている最中に、残念な報告が届きまし

た。再チャレンジへの期待を込めて質問いたし

ます。

日本穀物検定協会による米の食味ランキング

の最上位「特Ａ」をこれまで一度も得ることが

できなかった青森県の、奇抜なネーミングでも

話題になった「青天の霹靂」が、マスコミにも

大きく取り上げられて、売り切れ続出等が

ちょっとしたニュースになりました。本県にお

いても、この特Ａ取得に向けて、県や地元関係

者が一体となって取り組んだ結果、2015年えび

の産米ヒノヒカリが昨年、見事特Ａに輝きまし

た。取得直後は話題になりましたし、県議会で

も試食をさせていただきました。えびの産米ヒ

ノヒカリが特Ａを取得しての特Ａ効果はどうで

あったのか、農政水産部長にお伺いします。

特Ａの取得に○農政水産部長（郡司行敏君）

つきましては、本県初の米のブランドである

「宮崎特選米」の立ち上げにつながり、認定産

地であるＪＡえびの市におきましては、宮崎特

選米は、通常商品より３割高い価格で販売が行

われているところであります。また、ＪＡえび

の市全体でも、前年と比較し、販売数量が107

％、販売金額が118％となるなど、販売促進の効

果が認められております。

さらに、生産現場では、これまで地域が一つ

になって懸命に取り組んできた「うまい米づく

り」への挑戦が実を結んだということで、米づ

くりへの自信と誇りが醸成されるとともに、県

内他産地においても、特Ａ取得に向けた機運が

高まるなど、生産者の意欲向上につながってい

るところであります。

特Ａ効果で３割高い値段で売○田口雄二議員

れたということですが、新たなブランド「宮崎

特選米」は引き続き取り扱えるようですが、こ
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の特Ａは、毎年チャレンジしてとり続けなけれ

ば、ブランドとしても定着しません。平成28年

産が今回、特Ａをとれなかった要因は、どのよ

うなことが考えられるのか、農政水産部長にお

伺いします。

平成28年産の○農政水産部長（郡司行敏君）

米の食味ランキングにおきましては、２年連続

の特Ａ取得を目指し、生産者及び関係機関・団

体が一体となって、懸命な努力を行ってきたと

ころでございますけれども、今回、特Ａが取得

できなかったことは、非常に残念な結果である

と受けとめております。この要因につきまして

は、昨年８月下旬の、稲穂が出た後の一時的な

日照不足や、９月中旬から10月上旬にかけての

異常高温など、「うまい米づくり」を推進する

上では大変厳しい気象条件が重なったことが、

米の食味に影響を与えたものと考えておりま

す。

農業は、日照時間や気温等の○田口雄二議員

天候とつき合いながらの栽培になるので、難し

いのはわかりますが、同様の条件でやっている

他地区では、連続して特Ａをとり続けていると

ころもあります。さらに対策を考えていただき

たいところです。平成29年産米での特Ａ取得に

向け、どのように取り組んでいくのか、農政水

産部長に再度伺います。

県では、これ○農政水産部長（郡司行敏君）

まで「宮崎米特Ａ取得対策会議」を核に、土壌

診断に基づく土づくりや適切な水管理など、食

味向上に向けた栽培管理の強化を行うととも

に、新たに作成した「特Ａ出品マニュアル」に

基づく適期収穫や二段乾燥の実施など、香りや

かたさの改善に向けた取り組みを進めてきたと

ころであります。

今後の取り組みにつきましては、日本穀物検

定協会から改めて評価の詳細についての御意見

を伺うなど、要因分析を十分に行った上で、気

象変動に強い米づくりを目指し、田植え時期の

見直しや高温時の肥料散布方法の改善など、具

体的な検討を早急に進めてまいります。

また、何より、農業者のやる気と関係機関・

団体との連携が大切でありますので、産地の皆

さんとも十分意見交換を行いながら、「来年は

必ず特Ａをとる」との意気込みのもと、関係者

一丸となって特Ａ取得の挑戦を続けてまいりた

いと考えております。

力強い決意表明だったように○田口雄二議員

も聞こえますけれども、関係団体としっかりと

連携をしながら、再び特Ａを取得して地域が活

性化するように、よろしくお願いいたします。

次に、宮崎の亜熱帯植物といえばマンゴーと

言われるほどに有名になりました。特に売り出

したころは、元知事のＰＲもあり、高級果物の

代名詞のようになりました。当時は、余りにも

高価格で、県民の口にはなかなか入りませんで

したが、最近は、スーパー等でもかなり安く手

に入れることができるようになってきました。

ただ、驚くのは、沖縄、鹿児島、熊本など他県

に行くと、マンゴーが化粧箱に入って、いい値

段で売られているなど、産地がかなり広範囲に

なってきたことです。

そんな中、キンカンやミニトマト、アボカ

ド、パパイヤ、ライチ、ほかにも余りなじみが

なく名前も知らないような果物が、空港の売店

などに並び始めました。どれが本県のブランド

確立に有望なのかよくわかりません。しかし、

産地化していくには、本県の気候特性に合い、

栽培がしやすく、経費がそれほどかからず、ま

た市場がどんなものを求めているか等々、幾つ

かの要因があると思います。マンゴーに続く本
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県の有望な品目について、どのように考えてい

るのか、農政水産部長に伺います。

マンゴーに続○農政水産部長（郡司行敏君）

く亜熱帯果樹の新たな品目につきましては、平

成17年度より海外調査等を行い、外観、食味、

市場性、経済性、本県での適応性などを検討し

た結果、ライチが最も有望であると判断し、積

極的な産地化に取り組んでいるところでありま

す。平成22年度には、生産農家で組織いたしま

す研究会を立ち上げ、生産技術の確立と栽培面

積の拡大を進めた結果、平成27年度には、栽培

面積が2.6ヘクタール、生産量4.9トンとなり、

市場からも高い評価を受けているところであり

ます。今後とも、ライチをマンゴーに続くブラ

ンド品目として、生産拡大に取り組んでまいり

たいと考えております。

ライチが有望であるというこ○田口雄二議員

とですが、以前、会派で日南市南郷町の宮崎県

総合農業試験場亜熱帯作物支場を調査させてい

ただいたときに、ハウスの中で何種類かのライ

チを栽培しているところを見せていただき、試

食もさせていただきました。日本では、冷凍し

たものが中心で、冷凍したものしか口にするこ

とができませんが、ジューシーで甘くて、大変

おいしくいただきました。そのときにも、将来

が楽しみな作物であるということをお聞きしま

した。

中国が原産地であるようですが、中国産は、

害虫駆除のため、薫蒸しなければならないそう

です。安全性でも売り出せます。コストもそれ

ほどかからず、軽作業で済むので、高齢者でも

負担が少ないそうです。ただ、他県ではどのよ

うな状況なのかが不明ですが、ライチの他県で

の生産状況と、本県産地化の拡大に向けた取り

組みについて、農政水産部長にお伺いします。

ライチの本県○農政水産部長（郡司行敏君）

以外での生産状況につきましては、国の統計で

見ると、鹿児島県や沖縄県で栽培の実績がある

ようですが、東京都中央卸売市場によると、両

県から東京等への市場出荷は行われていないと

いうことでございますので、国産ライチの産地

化に取り組んでいるのは本県のみであると考え

ております。

県といたしましては、現在、産地拡大に向

け、国庫事業や県単事業を活用いたしまして、

安定生産のため苗木供給体制の整備や資材導入

支援を行うとともに、高級果実専門店や百貨店

をターゲットにして、お話にもありましたが、

輸入物とは全く違う国産ライチのおいしさ、価

値をＰＲしているところであります。今後と

も、ライチのブランド確立に向けて、生産者や

関係機関と一体となって取り組んでまいりたい

と考えております。

国産ライチの産地化に取り組○田口雄二議員

んでいるのは本県のみとは心強い上に、産地拡

大に支援体制も考えているようです。あとはＰ

Ｒをうまくやっていただき、マンゴーに続くブ

ランドに育てていただきますよう、よろしくお

願いいたします。

次に、同じく宮崎の新しいブランドとして確

立していかなければならないものが、キャビア

です。これまで、物珍しさもあり、話題にもな

りましたが、生産量も少なかったので、すぐに

売り切れてしまいました。ここに来て、増産体

制も整い、本格的な出荷につながるのかどう

か、宮崎県産キャビアの販売状況と今後の取り

組みについて、農政水産部長に伺います。

「宮崎キャビ○農政水産部長（郡司行敏君）

ア1983」の販売状況につきましては、販売開始

時の平成25年度は15キログラムでありましたけ
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れども、約３年が経過いたしまして、平成28年

度は200キログラムを超える販売が予定されてお

り、生産量の増加に伴い、販売量も順調に伸び

てきているところであります。昨年は、５月の

伊勢志摩サミットや12月の日露首脳会談で食材

として採用されたほか、３月からは、昨年に引

き続きまして、ＡＮＡ国際線ファーストクラス

の機内食にも採用されるなど、その品質が高く

評価されておりまして、さらなる販売拡大が期

待されるところであります。

また、ＨＡＣＣＰに対応した新たな加工場も

整備されるなど、今後の生産量の拡大に対応し

た工場が整備されるとともに、キャビアの海外

輸出に備えた体制も整いつつある状況にござい

ます。県といたしましては、関係者と協力し

て、輸出も含めた販路拡大にしっかり取り組ん

でいきますとともに、現場でキャビア生産を支

える養殖業者ともしっかり連携しながら、チョ

ウザメ産業の振興を図ってまいりたいと考えて

おります。

キャビアの生産販売が順調に○田口雄二議員

伸びているようで、今後が楽しみです。聞きま

したら、日本全体では、約６トンぐらいキャビ

アが流通しているのではないかということでし

た。そういう意味では、まだまだ伸びる要素も

あると思いますし、海外に向けての販売もぜひ

とも力を入れてください。よろしくお願いいた

します。

ただ、気になるのは、キャビアはよく話題に

なりますが、一緒に出てきますチョウザメの魚

肉は全く話題に上ってきません。私も夜の会食

はかなり多いほうですが、チョウザメ料理が出

てきたことはありませんし、メニューを見たこ

ともありません。以前、清山議員の呼びかけ

で、チョウザメ料理を県議会議員有志でいただ

いたことがありました。白身で癖がなく、いろ

んな料理に適しているなと思いながら食べまし

た。チョウザメの魚肉が冷凍庫に山のように在

庫になっていないか心配です。チョウザメの魚

肉の販売の現状と今後の消費拡大の取り組み

を、農政水産部長に伺います。

チョウザメの○農政水産部長（郡司行敏君）

魚肉につきましては、透明感のある肉質としっ

かりした食感を持ち、近年、評価が高まってい

るところでありまして、現在、年間で約10トン

を超える量が食用として県内外の飲食店等に流

通しておりますほか、加工品としても、カレー

の具材として使用されるなど、さまざまな用途

での活用が広がっているところであります。ま

た、疲労回復等に役立つとされているカルノシ

ンやバレニンなどの機能性成分を豊富に含んで

いることから、アスリート向けの食材としても

期待されているところであります。

県といたしましては、高品質な加工原料とし

ての安定供給を行うための長期冷凍保存に係る

試験研究や、積極的なプロモーション活動を行

う中で、チョウザメの魚肉の話題になるようと

いうこともありましたけれども、消費拡大を

しっかりと図っていきたいと、そのように考え

ているところであります。

思った以上に流通していると○田口雄二議員

聞き、安心いたしました。また、疲労回復に役

立つ成分を豊富に含み、アスリート向けの食材

に適しているというのであれば、本県でキャン

プしている野球やサッカーチームにも提供して

ＰＲすることも、ぜひとも考えていただきたい

と思います。また、チョウザメ関連で100億円産

業にするということでございましたが、その料

理はどこで出しているのか、パンフレット等も

必要ではないかと思います。御検討よろしくお
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願いいたします。

次に、五ヶ瀬川水系のアユ資源回復に向けた

取り組みについてお伺いします。東九州道が大

分、福岡とつながったことにより、人や車の流

れが変わり、県北のアユ料理を提供するところ

では、来場者が史上最高となり、逆に来場者が

多過ぎてサービスが低下していないか、心配に

なるほどでした。

しかし、大盛況の裏には深刻な問題がありま

す。天然アユの漁獲量が激減し、存亡の危機に

直面しています。五ヶ瀬川水系の1972年の89.3

トンをピークに減少の一途で、ここ数年は10ト

ンにも届かず、５トンを下回るようになってき

ました。まず、なぜこんなに大きく減少してい

るのか、その原因をどう認識しているのか、農

政水産部長にお伺いいたします。

五ヶ瀬川水系○農政水産部長（郡司行敏君）

のアユ資源につきましては、これまでの調査結

果から、資源レベルが低い中においても、子持

ちアユと海産稚アユの両者の採捕を続けている

ことが、資源減少の要因の一つであると考えて

おります。また、近年の調査結果から、卵から

ふ化したばかりのアユは、11月をピークに延岡

湾に流下することがわかっておりますが、この

時期の海面水温が、アユの生き残りに悪影響を

与えるとされている20度Ｃを超える温度に近年

上昇していることも、アユ資源の減少に影響し

ているのではないかと、現在考えているところ

であります。

一つの要因として、海面水温○田口雄二議員

が高くなっているので減少しているということ

のようですが、地球温暖化が影響しているの

か、西日本一帯で同様の状況になっているとお

聞きしました。アユの生息地が北上しているよ

うです。このような状況の中で、漁協関係者と

も合意し、資源回復の内容が固まったようです

が、五ヶ瀬川水系アユ資源の回復の取り組みに

ついて、農政水産部長に伺います。

アユ資源回復○農政水産部長（郡司行敏君）

に向けましては、関係市町とも連携し、鋭意調

整を行いました結果、昨年12月に利用関係者と

の合意が整いまして、「五ヶ瀬川水系アユ資源

回復プロジェクト実行委員会」を立ち上げたと

ころであります。

現在、資源回復に向け、５カ年計画の取り組

みを開始したところでありますが、この取り組

みでは、まず本年から、延岡湾の海産稚アユ漁

を停止し、あわせて、河川において、瀬がけ漁

の期間短縮を行うこととしております。この取

り組みによっても資源が回復しない場合には、

３年目には、海産稚アユ漁の停止を門川町から

日向市の沿岸まで広げ、また、瀬がけ漁を全面

禁止とすることとしております。

これらの漁業管理の実施とあわせて、カワウ

対策の強化や産卵場の造成などの取り組みを推

進するなど、関係者一丸となって、五ヶ瀬川の

アユ資源の回復に努めてまいりたいと考えてお

ります。

海産稚アユ漁の禁止や瀬がけ○田口雄二議員

漁の期間短縮の取り組み等々、補償金も用意さ

れていないのに、漁協や漁師の皆さんや関係者

への説得は本当に大変だったと思います。資源

回復への県当局の並々ならぬ熱意が通じたもの

と思います。心から感謝を申し上げます。この

取り組みは、高知県で一部成功しているとも聞

いておりますので、この取り組みが必ず成功し

てほしいものだと思っております。

次に、林業の活性化について伺います。

以前は、県産杉の活用を言いながらも、価格

も低迷し、なかなか需要が伸びませんでした。
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しかし、ここに来て、東アジアの需要も伸びて

いるようですし、国の成長戦略で林業の成長戦

略化を打ち出しました。東京五輪を契機にした

木材の利用促進を目指しています。新国立競技

場の設計・施工業者で、昨日、後藤県議から紹

介がありました、延岡と縁の深い建築家の隈研

吾氏は、新国立競技場を「木と緑のスタジア

ム」にする案を持っており、多くの木材を使う

予定です。国内外で木材に関する状況が大きく

変わってきそうです。そこで、県産材の輸出の

現状と今後の取り組みについて、環境森林部長

にお伺いします。

昨年度の県内○環境森林部長（大坪篤史君）

企業等による木材輸出額は約５億7,000万円、こ

のうち、丸太が４億4,000万円、製材品が１

億3,000万円となっておりまして、この５年間で

約４倍に増加しております。現在、県では、輸

出の拡大に向けまして、より付加価値が高く、

県内への経済波及効果が大きい製材品の輸出が

増加するよう、プレカットした材料と建築技術

をセットにしました「材工一体」という方法の

普及啓発に努めているところです。

今年度は、本県が開催し、林活議連も同行調

査されました、韓国での木造軸組構法入門セミ

ナーに、ソウルや釜山など４地区で合計572名が

参加されました。さらに、その後、本県で実施

しました実務研修にも、韓国から建築関係者や

大学教授など46名の方が来県されたところであ

ります。こうしたセミナー等を契機に新たな取

引も始まっておりまして、５年前は数棟でした

住宅部材などの製品輸出が、本年度には約30棟

分見込まれるなど、着実に成果が出てきている

ところであります。

したがいまして、今後、このような取り組み

を継続しますとともに、台湾などの有望な地域

でも順次展開してまいりまして、県産材のさら

なる輸出拡大に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

中国と台湾は、製材品として○田口雄二議員

の輸出は難しいようですが、丸太としての輸出

は順調です。今後は、韓国へのプレカットした

材料と建築技術を合わせた「材工一体」の取り

組みが非常に楽しみです。聞きましたら、宮崎

に来た韓国からの46名は、旅費はみんな自腹で

来たとのことでありまして、非常に関心も高い

のではないかと思っております。積極的な取り

組みを、今後もよろしくお願いいたします。

次に、警察行政について伺います。

最近は、猟奇な事件や過激な事件がマスコミ

等で詳しく報道されるため、日本の将来を心配

する声をよく聞きますが、実際には、刑法犯認

知件数は2002年をピークに減少し、凶悪犯罪も

大きく減少しています。しかし、安全さは向上

しているにもかかわらず、地域の治安への不安

を訴える声は根強いものがあります。

そこで、警察庁が昨年、全国で体感治安と警

察信頼度を、運転免許センターなどで免許更新

者を対象に調査しました。その結果、体感治安

は、山形、島根、秋田がベスト３で、大阪がワ

ースト、警察信頼度では、福島、山梨、山形が

ベスト３で、神奈川県がワーストです。本県

は、体感治安が７位、警察信頼度が18位でし

た。体感治安はいいのに、警察への信頼度がそ

れほどでもないのは、矛盾しているような気も

いたします。今回の調査結果を受けて、体感治

安と警察信頼度について、警察本部長のお考え

を伺います。

本県におきます○警察本部長（野口 泰君）

刑法犯認知件数は、年々減少傾向にあり、昨

年、一昨年は、最少値の記録を更新しておりま
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す。これは、防犯ボランティアの方々による地

道なパトロール活動、防犯カメラの増加、それ

に加えて、警察による地域の犯罪情勢に即した

犯罪抑止対策などによるものであり、それに

よって、県民の皆様の安心感が醸成され、体感

治安が良好な状況にあると考えられます。

一方、本県警察に対する警察信頼度は、体感

治安と比べて低くなっており、今後、体感治安

と同様、警察の信頼度を向上させることは必要

であると感じております。事件・事故等がます

ます複雑・多様化する中、県民のニーズや社会

情勢の変化を敏感に捉えた各種施策を推進する

ことが、県民の信頼向上につながるものと考え

ております。今後とも、職員一人一人がその職

責を自覚し、誇りと使命感を持って、県民の期

待と信頼に応えるための警察活動に一丸となっ

て取り組んでまいりたいと考えております。

警察本部長は自分からは言い○田口雄二議員

にくかったのかもしれません。細かい数字は言

いませんでしたが、昨年発生した本県の刑法犯

は戦後最少の5,346件、前年比マイナス1,286件

で、減少率は19.4％で全国２位です。昭和41年

の最悪時の１万7,703件からすれば、７割も減少

しています。県民の体感治安も警察信頼度も、

さらに上がったものと思います。ただ、本年に

入り、死亡事故が多発しております。事故防止

対策もよろしくお願いいたします。

次に、年齢及び出身地推定法確立のためのＤ

ＮＡ研究事業について伺います。私は、２月初

めのＮＨＫ「歴史秘話ヒストリア」という番組

を見ていて、群馬県の榛名山で1,500年前に発生

した火砕流の下から古代人の骨が発見され、歯

のＤＮＡから現在の長野県南部の出身とわかっ

たと分析結果が出たとき、今ではこんなことま

でわかるのかと、一緒に見ていた家内と感心し

たところでした。すると、警察本部の来年度予

算案に同様の研究事業が出てきており、余りの

タイミングに驚きました。それも全国に先駆け

ての研究と伺いました。この年齢及び出身地推

定法確立のためのＤＮＡ研究事業がもたらす効

果について、警察本部長にお伺いします。

現場に遺留され○警察本部長（野口 泰君）

たＤＮＡから年齢や出身地を推定することで、

被疑者の特定につながり、事件の早期解決に資

することが期待されます。あわせて、捜査に費

やす人員、費用及び時間の効率化も図られると

考えております。

また、身元不明の御遺体が発見された場合、

年齢と出身地が推定できれば、身元につながる

重要な手がかりとして、早期に御遺体を御遺族

にお返しできることの一助になるものと考えて

おります。特に、南海トラフ地震等の大規模災

害が発生した場合においても効果を発揮するも

のとして、今後とも研究を進めてまいります。

今回のデータ集積は、宮崎県○田口雄二議員

内を対象としているようですが、本県のノウハ

ウが各県警に広がり、全国的なデータとして活

用することが将来的には可能なのか、警察本部

長にお伺いします。

年齢推定の研究○警察本部長（野口 泰君）

につきましては、ウシによる基礎的研究での成

果が得られておりますので、ヒトにおいても、

全国的に参考となる指標が得られるものと考え

ております。また、出身地域の研究につきまし

ては、宮崎県居住者の出身地に絞って研究を行

いますが、当県警察の研究成果が各県警察に波

及し、それぞれの地域で同様の研究が進めば、

将来的には、全国的なデータとしての活用が可

能となりますので、このことを期待して、この

先駆的研究を推し進めていきたいと考えており
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ます。

この事業は、全国から注目さ○田口雄二議員

れることになるのではないかと、今からが楽し

みです。こんな事業が宮崎発と思うだけでも、

すごいことだと思います。ぜひともすばらしい

結果を出すことを期待いたします。

次に、教育行政についてお伺いいたします。

高校生の県内就職２年連続のワーストを受

け、来年度予算には、それを少しでも食いとめ

ようとする事業が盛り込まれています。私も、

３年生からではなく、もっと早い時点で生徒と

企業の接点を持ってほしい、親が地元にある企

業の理解を深める、昨年の都城商業高校の父兄

が都城市内の企業訪問した事例を挙げ、同様の

事業の実施を、そして生徒たちに、そばにいて

企業情報を提供できる教員と企業の接点をもっ

とふやしてほしいという要望をさせていただき

ました。

今回の高校生の県内企業理解・職場定着推進

事業には、そういう事業が盛り込まれていると

思いました。一番身近にいて企業情報の提供や

アドバイスができる教員ですが、教員の企業理

解が大切と考えます。新規事業における教員の

かかわりについて、教育長に伺います。

教員が地元の企業を○教育長（四本 孝君）

理解して、その魅力をしっかりと生徒に伝える

ということは、高校生が地元企業に関心を持

ち、就職先の一つとして県内企業を選択する

きっかけになるものと考えております。

今回の新規事業では、新たに実施する保護者

を対象とした企業見学会に、教員も参加するこ

ととしております。また、教員がこれまで以上

に企業に出向き、経営者との意見交換などを行

いまして、インターンシップのさらなる充実に

努めてまいります。

加えて、商工観光労働部や宮崎労働局と連携

した教員と企業との意見交換会、また生徒や保

護者を対象とした県内企業の説明会などにも、

教員が積極的に参加することとしているところ

であります。

県立高校と産業関係団体、行○田口雄二議員

政等とのつながりを強化するための就職支援エ

リアコーディネーターが配置されますが、どの

ような人材を登用するのか、教育長に伺いま

す。

就職支援エリアコー○教育長（四本 孝君）

ディネーターは、県内８地域に配置するもので

ありまして、各地域の企業を直接訪問して、企

業見学会を実施する際の企業との連絡・調整を

行うとともに、企業に就職した生徒の就業状況

を把握し、その情報を学校に提供してまいりま

す。また、県立高校と地域の産業関係団体が一

堂に会し、人材確保に向けた意見交換を行うエ

リアネットワーク会議を開催いたしますなど、

学校と地域企業のつながりを強化していく重要

な役割を担ってまいるものであります。

これらを踏まえまして、就職支援エリアコー

ディネーターは、民間企業で総務や人事、人材

育成等に携わった経験がある方や、進路指導を

熟知し、豊富な経験を有した教員ＯＢなど、学

校と企業に精通した人材を登用する予定といた

しております。

新事業の中で、保護者に対す○田口雄二議員

る情報提供で、各地域で保護者対象の企業見学

会を実施するとともに、体感した企業の魅力な

どの情報を参加者以外の保護者にも発信すると

あります。親の世代が就職したころに比べて、

ありもしなかった職種などもふえ、また社名だ

けでは何をしているか全くわからないような片

仮名やアルファベットのみの社名も多くなり、
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親に情報が少ないのが実態です。

また、本県は中小企業が多く、高い技術力が

ありながら、業界では有名でも一般には知られ

ていない企業がたくさんあります。そのような

地元の優良企業等を訪問することは重要です。

限られた時間の中で保護者が訪問する企業見学

会は、どのように企画し、実施されるのか、教

育長に伺います。

高校生が就職先につ○教育長（四本 孝君）

いて相談する相手として、「保護者」と答えた

生徒の割合が最も高いことから、保護者が県内

企業に対する理解を深めるということが、県内

就職率を高める効果的な方策の一つであると考

えております。このため、今回の事業では、新

たに、高校１年生から３年生の保護者を対象と

した企業見学会を県内８地域で実施することと

しております。この企業見学会は、各地域の就

職支援エリアコーディネーターが、地域内の高

校や企業と連絡・調整を図りながら、企画や運

営を行ってまいります。

また、実施時期につきましては、高校３年生

が就職先を決定する前のできるだけ早い段階、

具体的には、求人票が提出される７月から、生

徒が願書を提出する９月中旬までの期間が一番

効果的と考えておりますので、そこで実施する

こととしております。

就職支援エリアコーディネー○田口雄二議員

ターが、各関連するところと調整しながら企画

運営するということですが、この事業がいいな

と思うのは、１・２年生の保護者も対象となっ

ていることです。また、限られた保護者となり

ますので、参加できなかった保護者へも、体感

した企業の魅力などの情報を発信することで

す。今回の新事業で、企業への理解が深まり、

地元への関心が高まることを期待いたします。

さらに、高校生と保護者、学校関係者と企業と

の出会いを積極的につくっていただきたいと存

じます。よろしくお願いいたします。

次に、来年度予算案の「学校の教育相談体制

充実のための外部専門家活用事業」についてお

伺いします。児童生徒の心のケアに関して、高

度で専門的な知識と経験を有するスクールカウ

ンセラーを、今回、高等学校にも対応させる事

業ですが、その意図について、教育長に伺いま

す。

学校の教育相談体制○教育長（四本 孝君）

を支援するため、本県では、臨床心理士など心

の専門家であるスクールカウンセラーを、これ

まで公立小中学校に配置・派遣してまいりまし

た。しかし、近年、いじめや不登校等の問題

は、小中学校だけではなく、高等学校でも複雑

化・多様化しており、学校だけでの取り組みで

は、解決が困難なケースがふえてきておりま

す。そこで、高等学校にスクールカウンセラー

を４名配置し、生徒へのカウンセリングや教職

員への指導助言を行うなど、学校で発生するさ

まざまな生徒指導上の問題の早期解決につなげ

るため、今回予算を計上したところでありま

す。

文部科学省は、スクールカウ○田口雄二議員

ンセラー及び教育分野に関する知識と社会福祉

等の専門的な知識や経験を有するスクールソー

シャルワーカーの配置について、平成31年度ま

での目標値を定めていますが、このことについ

て、教育長の所見をお伺いします。

文部科学省の示しま○教育長（四本 孝君）

した平成31年度の目標値と本県における配置の

状況を比較いたしますと、現状として、隔たり

があることを認識しております。目標達成に向

けた課題としましては、臨床心理士や社会福祉
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士などの有資格者の不足に加え、財源の確保も

大きな課題となっております。

このような中ではありますが、着実に取り組

みを進めるため、平成28年度からスクールソー

シャルワーカーを４名増員しており、さらに、

新年度に向けた改善事業として、スクールカウ

ンセラーの配置の拡充に向けた予算をお願いし

ているところでございます。今後はさらに、人

材の養成機関である大学や関係機関等との連携

を強化し、人材の確保に努めますとともに、必

要な財源を担保するため、国への要望を継続す

るなど、鋭意努力してまいりたいと考えており

ます。

教育長としては、拡充したい○田口雄二議員

のはやまやまであるが、財源の確保が大きな課

題として認識しているようです。国がもっと予

算をつけてくれるのが一番なのですが、教育委

員会として、拡充の予算要望をしているようで

すので、未来の宮崎県をしょって立つ子供たち

のためでもありますので、県当局の御配慮をよ

ろしくお願いいたします。

以上で、用意いたしました質問は全て終了い

たしました。最後に、この３月をもって長い県

庁生活にピリオドを打たれます皆様に申し上げ

ます。再雇用の道を選択された方、第二の人生

を選択された方等々、それぞれの道があるかも

しれませんが、これまで宮崎県の発展に御尽力

いただきましたことに、心から感謝を申し上げ

ます。今後も引き続き、御支援、御協力をいた

だきますことと、皆様のさらなる御健勝、御多

幸をお祈りいたしまして、質問を終了いたしま

す。長時間にわたりましてありがとうございま

した。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○星原 透議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開き○星原 透議長

ます。

次は、公明党宮崎県議団、河野哲也議員。

〔登壇〕（拍手） 「延岡南道○河野哲也議員

路については、事務方に料金水準や区分を見直

す方向で指示しました」、２月６日、県北の超

党派県議団で石井国土交通大臣に要望を行った

ときの大臣からの答弁です。「よし、今まで尽

力してこられた全ての方々に恩返しができ

る」、素直にそう思いました。改めて関係各位

に感謝申し上げ、通告に従い、公明党県議団を

代表して質問に入ります。

知事の政治姿勢についてお伺いいたします。

世界に目を転じれば、英国のＥＵ離脱、トラ

ンプアメリカ大統領の誕生などにより、世界経

済の先行きに不透明感が増し、さらにはテロや

災害など不安定な社会情勢も広がっています。

各国が社会のあり方や秩序を求めて模索を続け

ています。従来の常識や想定を超えて世界が動

いています。本県も、こうした心構えを持ちつ

つ、国際及び国内社会の動向に柔軟に対応し、

県政を進めていくことが求められています。

昨年は本県にとって、例えば、東九州道がつ

いに北九州までつながり、本県初となるスマー

トインターチェンジが開通するなど、交通イン

フラの整備が大きく前進しました。ほかさまざ

ま、知事提案の中でも表明されていましたが、

東京オリンピック・パラリンピックが開催され

る平成32年に、本県での国民文化祭の開催が内

定いたしました。河野県政７年目、これまでの

政策対応によって、経済再生は、少しずつでは
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ありますが着実に成果を上げ、果実を多くの人

々に届ける流れが生まれつつあると、我々は評

価しています。今後は一層、成長と分配の好循

環をより確実なものとし、さらに、地方創生や

社会保障の安定と充実、働き方改革、誰もが活

躍できる場の創出に果敢に挑戦し、県内の隅々

まで「希望がいきわたるみやざき」を実現して

いこうではありませんか。そこで、昨年の成果

を踏まえ、河野県政７年目への決意をお聞かせ

ください。

持続的な経済成長や地方創生の実現には、中

小企業やサービス業を中心とした地域経済の活

性化が不可欠です。「人材の確保に苦労してい

る」「業績の回復が不十分で、賃上げが難し

い」など、中小企業の現場からの切実な声が聞

かれます。こうした声を真摯に受けとめ、生産

性向上や人材への投資を積極的に促し、地域経

済の底上げを図るべきです。３年目に入る地方

創生の成否は、いよいよ重大な局面を迎えてい

ます。地方創生を進める上で、若い人材の育成

と、その活躍を通じた地方活性化が不可欠であ

ると考えます。知事のお考えをお伺いいたしま

す。

奨学金返済支援についてでございます。

子供の貧困対策が大きな課題になっていま

す。貧困の連鎖を断ち切り、生まれ育った環境

に左右されることのない社会をつくるには、生

活や経済支援に加えて、教育支援が重要です。

公明党はこれまで、全ての子供が、希望すれば

大学まで進学できる仕組みの構築を一貫して主

張し、奨学金の拡充に力を入れてきました。平

成29年度予算では、有利子、無利子合わせて133

万人を超える貸与人員となり、とりわけ、進学

意欲があるのに経済的理由で進学を断念せざる

を得ない生徒を後押しする給付型奨学金が実現

します。本格実施となる平成30年からは約２万

人規模で実施する予定です。住民税非課税世帯

で学校からの推薦を受けた生徒に対して、月額

２～４万円が給付されます。さらに、児童養護

施設出身者などには、入学時に24万円が追加給

付されます。加えて、卒業後の所得に応じて奨

学金の返済額が変わる、新たな所得連動返還型

奨学金も、ことし４月から導入されます。今

後、給付型を大きく育てるとともに、無利子奨

学金の拡充などによって、より多くの子供たち

の進学を支援していくべきです。

昨年９月14日、公明党・山口代表が宮崎に

入って、経済界の代表と政策要望懇談会を開催

いたしました。その中で、先ほどの給付型奨学

金の方向性を示唆したところ、ある経済界のリ

ーダーが、「よくやった」と十分理解を示した

上で、「実は我が社では、若い従業員、子育て

中の従業員の中で奨学金を受けた方の返済の実

態を調べたところ、予想以上の負担になってい

ることがわかった。そこで、独自に奨学金の返

還支援を行っている」等のお話がありました。

給付型奨学金が定着するまでの谷間を埋める大

事な支援にもなります。県内企業によっては、

奨学金の返還支援をしているところがあると聞

きます。県としては、若者支援の一つとして、

これを支援していくことは重要であると考えま

すが、知事に県の取り組みをお伺いいたしま

す。

オリンピックと国民文化祭についてでござい

ます。

先日、私の住む地域の緑ケ丘小学校で、第19

回五色百人一首県北大会が開催されました。県

下130名の小学生が５色に分かれて、１試合20枚

で競技を行います。今まで何度か紹介してきま

したＴＯＳＳの先生方が主催です。県教委も後
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援をいただきました。静かな中に子供たちの熱

い熱い戦いを見ることができました。昨年開催

の愛知県国民文化祭のプログラムに、全国百人

一首大会を見つけました。2020年（平成32

年）、宮崎県が開催地です。この子供たちの出

場があるでしょうか。誰もが参加できる多彩な

国民文化祭であるべきだと考えます。

ところで、2020年は東京オリンピック・パラ

リンピックの開催年であり、また、宮崎の文化

として、記紀編さん記念事業の集大成の年でも

あります。知事は26年の議会答弁で、「オリン

ピックにおいては、スポーツ競技のみならず、

文化プログラムも大変重視されているというこ

とで、また全世界の注目も集まる、非常に時宜

を得たタイミングのよいものというふうに、ま

さに追い風として受けとめることができるので

はないか」と述べられています。また、「さま

ざまな新たな取り組みにも挑戦をしながら、

「神話の源流 宮崎」というブランドの確立に

努めてまいりたい」とも述べられております。

ぜひ県民の大きな希望にしていきたい。そこ

で、東京オリンピック・パラリンピックとの相

乗効果を生み出しながら、国民文化祭を成功さ

せるために準備をどう進めていくか、知事にお

伺いいたします。

以下、質問者席から行います。（拍手）〔降

壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、７年目の決意についてであります。私

は、口蹄疫からの再生・復興に一定の道筋をつ

けた後、復興から新たな成長へとギアを入れか

え、本県のあすの礎づくりを進めてまいりまし

た。また、私みずから県民の皆様との対話や国

内外でのトップセールスに取り組む中で、幅広

い人脈やネットワークを築き、官民を問わずさ

まざまな方々の力を結集し、オール宮崎で取り

組む体制づくりにも努めてきたところでありま

す。その結果、お話にもありました、石井国土

交通大臣、また、太田前大臣にもお力添えをい

ただきながら、高速道路を初めとする交通イン

フラの整備は大きく進んだものと考えておりま

すし、昨年は、フードビジネスなど成長産業の

育成を加速化する官民一体となった企業成長促

進・産業人財育成プラットフォームの構築や、

ひなたＭＢＡの開講、大型案件を含む企業立

地、祖母・傾・大崩ユネスコエコパークのユネ

スコへの国内推薦の決定、さらには国民文化祭

の内定、また、本県初のスマートインターチェ

ンジの山之口における開設など、県勢の新たな

成長の芽を着実に育てることができたと考えて

おります。

一方で、本格的な人口減少を迎える中、地方

創生を初め中山間地域対策や医療・福祉など、

困難化・複雑化する課題への対応を初め、２巡

目国体や国民文化祭に向けた準備の本格化、さ

らには、全国和牛能力共進会における３連覇へ

の挑戦と、これを生かしたブランド確立など、

取り組むべき課題は山積しております。今後と

も、各方面の御協力をいただきながら、これま

で取り組んできたことにしっかりと成果を出し

ていきますとともに、直面する課題と本県の未

来のために今なすべきことにしっかりと取り組

み、県勢のさらなる飛躍を目指して邁進してま

いりたいと考えております。

次に、若い人材の育成と活躍についてであり

ます。本格的な人口減少社会にあって、地方創

生の実現を図るためには、広い視野と郷土愛、

そして挑戦する力を持つ人財を育成すること、

また、若者が地域に根づき活躍できる環境を整
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えていくことが大変重要であると考えておりま

す。このため、高校生・大学生の留学支援など

によるグローバル人財の育成や、郷土理解を深

め、郷土に貢献する人財を育む「みやざき学」

の展開に取り組んでまいりました。また、学校

と企業が連携したインターンシップや、県内の

産学金労官が一体となった「みやざきビジネス

アカデミー」による産業人財の育成にも取り組

んでいるところであります。さらに、新年度予

算案におきましては、県内に就職した若者の奨

学金返還を支援する基金の設置や、生徒、保護

者、教職員に対し、県内企業の魅力をしっかり

と伝えていくための事業などを計上したところ

でありまして、今後とも、若者が希望を持って

活躍できる環境づくりに力を注いでまいりたい

と考えております。

次に、奨学金の返還支援についてでありま

す。本格的な人口減少社会を迎える中、県内で

は特に若者世代の人口流出が続いており、地域

の活力の維持や県内産業への影響が懸念されて

おります。本県の未来を切り開いていくために

は、県内産業を担う若者の確保と定着が重要な

課題であります。多くの学生が奨学金を借りて

おり、返還の負担が県外流出の一つの要因とも

言われている中、県内企業からも必要な対策を

求める要望をいただいているところでありま

す。このようなことから、来年度新たに「みや

ざき産業人財確保支援基金」を設け、奨学金の

返還支援に取り組む企業を支援するための事業

を実施することといたしました。具体的には、

大学や短大等を卒業した者が、あらかじめ登録

した県内企業に就職した場合に、例えば４年制

大学卒業者では、要返還額の２分の１以内、上

限100万円を就職した企業とともに支援するもの

でありまして、今後は、この基金も活用しなが

ら、県内企業と連携した若者の県内定着に取り

組んでまいりたいと考えております。

最後に、国民文化祭についてであります。世

界中の注目を集めるオリンピック・パラリン

ピック東京大会が開催される2020年、本県にお

きましては、国民文化祭の開催や、平成24年か

ら９年間にわたって取り組んできた記紀編さ

ん1300年記念事業の集大成に当たる、大変重要

な年であります。県では、先月19日には大会組

織委員会による認証を受けて、文化プログラム

のスタートとなるキックオフイベントを開催

し、1,100人を超える方々に参加をいただいたと

ころであります。今後も文化プログラムに積極

的に取り組み、オリンピック・パラリンピック

と同じ年に開催する効果を最大限に生かしてま

いりたいと考えております。

また、この国民文化祭の成功に向けまして

は、将来の本県文化を担う人材の育成、文化団

体の活動の充実、市町村等との連携強化など、

本県の文化力の向上を図ることが極めて重要と

なってまいりますので、来年度早々に、関係機

関で構成されます実行委員会を設置して、しっ

かりと準備してまいりたいと考えております。

これらの取り組みを進めることによりまして、

県民総参加で国民文化祭を迎える機運の醸成、

また、その成功につなげてまいりたいと考えて

おります。以上であります。〔降壇〕

知事の「県政運営の基本姿○河野哲也議員

勢」の結びにもありましたが、ぜひ、本県が大

きく飛躍する絶好の機会を逃すことなく、果敢

に挑戦していただきたいと申し上げて、次の質

問に移ります。

防災・減災対策について、関係部長にお伺い

いたします。

まずは、防災士養成について、危機管理統括
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監にお伺いいたします。昨年は、熊本地震や鳥

取県中部地震、台風など、相次ぐ自然災害に見

舞われました。被災地の皆様が未来に希望を

持って進めるよう、復旧・復興の取り組みを加

速させなければなりません。それぞれの被災現

場では、さまざまな課題が浮き彫りになりまし

た。熊本地震では、耐震改修がおくれていた庁

舎や病院などが損壊し、防災拠点として機能し

ないケースが相次ぎました。ほか多々あります

が、他方で、地域防災力の重要性を改めて認識

するものとなりました。地域防災力向上に大き

く貢献できるのが防災士であります。防災士

は、防災に関する知識・技能を習得し活動する

人を、日本防災士機構が認定する資格で、全国

に約12万人、県内に約3,100人います。公明党県

議団３名は、平成25年に防災士の資格を取得い

たしました。県主催の第５回防災士研修交流大

会が２月４日、延岡市総合文化センターであり

ました。まずは、その感想をお伺いいたしま

す。

県では、防○危機管理統括監（畑山栄介君）

災士相互の連携や地域と防災士のつながりを深

め、地域の防災力の向上を図ることを目的に、

ＮＰＯ法人の宮崎県防災士ネットワークの協力

のもと、防災士研修交流大会を開催しておりま

す。延岡市での第５回大会の開催に当たりまし

ては、自衛隊や消防、警察などの防災関係機関

はもとより、延岡市を初め、県北の企業や団体

等からも御協力をいただき、当日は延べ1,100人

の方が来場されたところであります。大会で

は、東日本大震災を体験した方々の手記の朗読

や講演、小中学生の防災作文の表彰などのほ

か、地震体験車や降雨体験機等による災害体験

コーナーなどもありまして、参加された方の防

災意識の向上が図られるとともに、地域の皆さ

んと防災士のつながりも一層深まったものと感

じております。今後とも、こうした大会を通じ

て、地域と防災士の連携強化や、防災士の地域

における活動促進を図ってまいりたいと考えて

おります。

ありがとうございます。感想○河野哲也議員

には触れられていませんでしたが、実は私、今

回のスタッフで、パネルディスカッションを担

当いたしました。コーディネーターは、防災士

でもあるＭＲＴの粉川アナウンサーで、「日頃

の備えから自分の命と地域を守る」をテーマ

に、防災士の役割を確認し合いました。大変有

意義でした。

３月５日、私の住む地域で避難訓練が行われ

ます。区長がリーダーシップをとり、地域住民

への「県住津波緊急避難所設置」の署名活動、

知事への陳情、県住の住民への「県住津波緊急

避難所設置への理解」署名を行った結果、２月

１日、県の早急な対応によって、海抜1.6メート

ルの浜町県住の屋上に津波緊急避難所が設置さ

れました。その施設を使っての初めての訓練で

す。私も防災士として参加いたします。訓練を

行うことにより、住民の命を第一に、新たな課

題を見つけ解決していこうと決意しているとこ

ろでございます。このように、防災士の活躍の

場が多く見出せるところでございますが、県の

防災士養成の取り組み、及び防災・減災の事業

における防災士のかかわりについてお伺いいた

します。

本県では、○危機管理統括監（畑山栄介君）

平成17年の台風14号災害を契機に、地域の自主

的な防災活動の促進を図るため、県が認定の研

修機関となりまして、平成20年度から防災士の

養成に取り組んでおります。この結果、県内の

防災士は、議員から御紹介がありましたとお
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り、現在約3,100人となっておりますが、平成30

年度に4,000人にすることを目標に、引き続き防

災士の養成に取り組むこととしております。ま

た、県防災士ネットワークに委託して、防災士

の資格取得後のスキルアップの研修とか、自主

防災組織向けの研修会の企画・運営、出前講座

等を実施するとともに、県の総合防災訓練や防

災フェアなどにおいても防災士に御協力をいた

だいているところであります。防災士の皆様に

は、防災に関する知識や技能を生かし、地域の

防災リーダーとしての役割を担っていただいて

おり、自助・共助の取り組みを進める上で大変

重要でありますので、防災士のさらなる養成と

地域における活動を促進することで、地域の防

災力向上を図ってまいります。

地域防災のために、多彩な防○河野哲也議員

災士の活用を積極的にお願いしたいと思いま

す。

次に、災害廃棄物処理対策について、環境森

林部長にお伺いいたします。この課題を調査し

始めたのは、昨年秋、「熊本の災害廃棄物処理

が進みません」とのリサイクル業を営む方から

の情報でありました。東日本大震災の教訓を踏

まえて、切れ目ない災害対策を実施、強化する

ための「廃棄物の処理及び清掃に関する法律及

び災害対策基本法の一部を改正する法律」が施

行されています。国は自治体に対し、大規模な

災害に備え、事前に仮置き場や処理方法を定め

た災害廃棄物処理計画の策定を求めています

が、都道府県では約２割、市区町村では約３割

しか実際に策定を済ませていない状況でありま

す。宮崎県は昨年３月に策定されています。南

海トラフ地震が想定される本県にとっては、大

変早い対応であると評価いたします。熊本県

も、昨年３月でしたが、震災直前の策定とな

り、周知に至りませんでした。「熊本災害廃棄

物を一時的に保管する仮置き場には、大量のご

みが持ち込まれており、既に満杯となったとこ

ろも少なくない。仮置き場以外の路上などに不

法投棄されたごみも多く、不衛生で悪臭を放っ

ている。国も職員を派遣して廃棄物処理の応援

に当たっているが、間に合っていない」との情

報でした。そこで、熊本地震における解体工事

を含めた災害廃棄物処理の状況についてどう捉

えているか、お伺いいたします。

災害廃棄物の○環境森林部長（大坪篤史君）

処理状況について、熊本県に聞いたところによ

りますと、昨年12月末時点の進捗率が54.6％で

ありまして、来年４月の期限に向けて、おおむ

ね順調に処理が進んでいるとのことでございま

した。一方、建物の解体工事の進捗につきまし

ては、その多くが公費解体となりますことか

ら、市町村の罹災証明書の手続に相応の時間を

要したようであります。本県でも大きな地震や

津波の発生が想定されておりますが、昨年度策

定しました宮崎県災害廃棄物処理計画の中に

は、公費解体の手続についてはまだ記載がない

ところであります。したがいまして、今後、熊

本地震の教訓も生かしながら、実務を担う市町

村とも十分連携して、この内容について検討し

てまいりたいと考えております。

答弁にありました、公費解体○河野哲也議員

ということがやっぱりネックになっていて、な

かなか連携をとれずに、その自治体で進めてい

こうという動きがあることが大きな課題になっ

ているようでございますが、連携等は本県計画

で十分対応できていないということで、見直す

という部分もあると思います。地震や津波、洪

水など大規模災害は、いつ起こるかわかりませ

ん。災害廃棄物の処理に係る広域的な連携体制



- 111 -

平成29年３月２日(木)

の整備にどのように取り組んでいくか、お伺い

いたします。

大規模災害が○環境森林部長（大坪篤史君）

発生した場合には、被災した自治体単独で対応

するには限界がございます。災害廃棄物処理に

つきましても、広域的な連携が重要になってま

いります。このため本県では、今年度、県内の

自治体や業界団体等が幅広く参加しました「宮

崎県災害廃棄物処理対策ネットワーク会議」を

設置いたしました。また、九州地方環境事務所

が主催します「大規模災害廃棄物対策九州ブ

ロック協議会」にも参画しまして、九州ブロッ

クにおける災害廃棄物対策行動計画の策定に向

けて、協議を続けているところであります。県

としましては、こういった組織を最大限に活用

しまして、災害廃棄物処理に係る広域的な連携

体制の整備に鋭意取り組んでまいりたいと考え

ております。

繰り返すようですが、本県の○河野哲也議員

課題にも大きくかかわってくると思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

土砂災害警戒箇所の対策でございます。土砂

災害警戒区域内にお住まいの方から御相談を受

けました。「県の整備が西から進んでいたの

に、４～５年前からとまってしまった。最近の

自然災害を考えると不安が募る」とのことでし

た。延岡市では、崩落の心配がある急傾斜地を

含む土砂災害危険箇所は1,919カ所に上ります。

うち、対策が必要な場所が888カ所、整備が進ん

でいるのが、その中で252カ所です。事業化に向

けて県も推進していると思いますが、遅々とし

て進まないというのが住民の素直な感想です。

県下、土砂災害危険箇所の対策にどのように取

り組んでいるのか、県土整備部長にお伺いいた

します。

本県は、地○県土整備部長（東 憲之介君）

形が急峻な上に地質が脆弱であり、台風や梅雨

時期等に、豪雨のたびに土砂災害が発生してい

ますことから、県民の生命と暮らしを守るため

に、急傾斜地の崩壊や土石流などの土砂災害危

険箇所の整備が大変重要であると考えておりま

す。このため、県といたしましては、災害履歴

のある箇所や要配慮者利用施設のある箇所な

ど、危険度や優先度の高い箇所から施設整備を

進めているところであります。また、土砂災害

から身を守るためには早期避難が重要であるた

め、土砂災害警戒区域等の指定による危険箇所

の周知や、防災意識を高めるための講座の開催

など、ソフト対策にも力を入れているところで

あります。今後とも、国や市町村などと連携を

図りながら、ハード、ソフト一体となった土砂

災害対策を推進してまいりたいと考えておりま

す。

実はこの箇所、字図混在とい○河野哲也議員

うのが原因で用地買収ができずに、事業がと

まっているとされています。地籍調査を一層進

めていかなければならないと思いますが、地籍

調査の実施状況と推進方針はどうなっている

か、農政水産部長にお伺いいたします。

地籍調査は、○農政水産部長（郡司行敏君）

市町村等が行う土地の権利関係や境界を明確に

する調査でありますけれども、県といたしまし

ては、着実な推進を図っているところであり、

進捗率は平成27年度末で65.8％と、全国平均

の51.3％を上回っている状況にあります。ま

た、地籍調査は、御指摘にありましたように、

インフラ整備の円滑化や大規模災害に備えた事

前防災対策の推進、さらには被災後の復旧・復

興の迅速化などにも資するものであることか

ら、今後とも市町村等としっかり連携しなが
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ら、さらなる推進を図ってまいりたいと考えて

おります。

実は、都市部に行けば行くほ○河野哲也議員

ど難しくなっているという課題をお聞きしてい

ます。ぜひ、地籍調査も危険度や優先度を加味

したものにしていただくとありがたいと思いま

す。

福祉保健行政について、福祉保健部長にお伺

いいたします。

犬猫殺処分ゼロを目指して。環境省による

と、現在、日本全国で飼われている犬や猫の数

はおよそ1,979万頭と推計されています。その中

で、１年間に自治体の保健所や動物愛護センタ

ー等に引き取られる犬や猫の数は、年間およ

そ13万7,000頭に上ります。その引き取り数は、

返還、譲渡が年々進み減少しています。しか

し、自治体の予算、収容力、保護期間などで、

やむなくこの７割程度が殺処分されています。

そこで、改正動物愛護法で徹底された、最後ま

で飼う責務の明確化に対する県の取り組みにつ

いてお伺いいたします。

県では、平○福祉保健部長（日隈俊郎君）

成25年度の改正動物愛護法の施行を受けまし

て、小学校や保健所等での動物愛護教室の開催

や、ペットショップ等を対象とした講習会の開

催、さらにはテレビ等を通じた啓発などによ

り、適正飼育の周知を図っているところであり

ます。また、飼い主からの安易な引き取り依頼

に対しましては、最後まで責任を持って飼育す

るよう粘り強く伝えるなど、原則として引き取

りをお断りしているところであります。これら

の取り組みを通じまして、法改正前の平成25年

度の犬・猫の引き取り数は3,571頭でありました

が、平成27年度は2,581頭と約28％減少し、殺処

分頭数で見ると、25年度の2,377頭から、27年度

は1,172頭と約51％減少しているところでありま

す。

殺処分頭数は大きく減少して○河野哲也議員

いますが、ゼロじゃありません。３年連続で犬

の殺処分ゼロを達成した神奈川県動物保護セン

ター。殺処分ゼロ達成のポイントは２つという

ふうに書いていました。１点目は、保護センタ

ーへ収容される動物を減らすこと。先ほどあり

ましたけれども。結果、飼えなくなった犬・猫

の引き取り頭数は、以前の約半数に減少。最後

まで責任を持って飼いましょうという啓発活動

のほか、飼い主情報を記録したマイクロチップ

をペットに埋め込んで飼ってくれる人がふえて

きたというのが要因だとしています。ポイント

の２点目は、保護センターから譲渡する出口を

広げたということです。猫については、専門の

ボランティア団体が、収容したその日のうちに

引き取りに来て、飼い主探しまでやっているそ

うです。40以上のボランティア団体や個人が登

録されているそうです。本県も動物愛護センタ

ーがいよいよ開所されますが、今後のスケジュ

ールとセンターの役割についてお伺いいたしま

す。

動物愛護セン○福祉保健部長（日隈俊郎君）

ターは、今月中旬には工事が完了する見込みで

ございまして、４月１日の開所、３日の供用開

始を目標に鋭意取り組んでいるところでありま

す。また、その役割といたしましては、動物愛

護を推進する拠点として位置づけまして、保健

所と連携しながら、適正飼育の啓発や譲渡推

進、しつけ方教室などの取り組みを充実させる

ことで、究極の目標であります殺処分ゼロを目

指して取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

さらには、動物愛護センターの開設を契機と
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しまして、動物を愛護する心が芽生えます小学

生を対象として、県教育委員会と連携を図りな

がら、本県ならではの「いのちの教育」を実施

したいと考えております。この事業を通じ、子

供たちの豊かな人間性や社会性の育成など、教

育の面にも貢献してまいりたいと考えておりま

す。

子供たちへの動物愛護の教育○河野哲也議員

に賛同いたします。「本当に殺処分ゼロを実現

させようと思うなら、乱繁殖にメスを入れてい

ただきたい」という声もあります。動物愛護セ

ンターの役割は大きいと考えます。

国の29年度予算では、一億総活躍社会への取

り組みとして、介護職員、保育士の処遇改善が

特徴的であります。本県の人材確保の大きな課

題でもあります。まずは、介護職員の処遇につ

いてお伺いいたします。介護人材の確保は急務

です。介護職員等の処遇改善により、平成29年

度から月１万円程度給与が上がることは大きな

前進です。しかし、それでもなお人材不足は深

刻であり、再就職支援を含めた人材の確保や、

離職者を減らすための抜本的な対策が必要で

す。介護現場で働く方の悩みとして、仕事量に

比べて低い賃金や深夜業務への不安、人間関

係、利用者からの暴力や暴言等が挙げられてい

ます。実態を踏まえた相談体制の強化を進める

動きがあります。そこで、具体策として、介護

ロボットの活用やＩＣＴ化による業務負担の軽

減も推進すべきだと考えますが、本県の取り組

みをお伺いいたします。

介護ロボット○福祉保健部長（日隈俊郎君）

の活用、あるいはＩＣＴ化は、介護従事者の身

体的・事務的負担の軽減、あるいは離職防止な

ど、介護サービスの質の向上にも資する有効な

手段と考えております。介護ロボットを活用す

るに当たっては、使い勝手や価格の問題もあり

ますので、県としましては、事業所において介

護ロボットを実際に利用していただき、機能や

操作方法を理解していただくとともに、その効

果や課題について検証を行っているところであ

ります。また、国におきまして、タブレット端

末による介護現場での記録作成など、ＩＣＴを

活用した業務効率化について検討が行われてお

りますので、県としましては、その状況も踏ま

えながら、介護現場の業務負担の軽減を促進し

てまいりたいと考えております。

ぜひ推進していただきたいと○河野哲也議員

思います。

同じく、保育士の確保についてでございま

す。働くことを希望する女性が安心して子供を

生み育てられる社会、そのためには保育の受け

皿整備と保育士の確保が欠かせません。公明党

が求めてきた保育士の処遇改善策では、平成29

年度から保育士給与を月額6,000円ふやすことに

加え、技能や経験に応じてさらに４万円を上乗

せすることとしています。こうした処遇改善を

通じ、保育士を目指す人材の養成や潜在保育士

の活用など、保育士確保に向けた取り組みを一

層強化すべきであります。県の考えをお伺いい

たします。

保育士の安定○福祉保健部長（日隈俊郎君）

的な確保は、安心して子供を生み育てられる社

会を実現する上で、取り組むべき重要な課題で

ありますことから、県ではこれまで、給与面の

処遇改善を行うとともに、潜在保育士に対する

実態調査を行い、就労意欲や就労条件の把握等

に努めてまいりました。また、今年度からは、

潜在保育士の職場復帰を支援するための保育士

支援センターの設置や、保育士を目指す学生に

対しまして、一定の条件を満たせば返還が全額
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免除とされる修学資金の貸し付けなどを行って

いるところであります。さらに来年度、お話に

ありましたように、国が実施を予定している保

育士処遇改善事業では、給与面の改善に加えま

して、副主任保育士など技能や経験に応じた新

たな役職の新設や、専門性の向上に取り組む

キャリアアップ研修も創設されると伺っており

ますので、国や市町村、関係機関と十分に連携

を図りながら、保育士確保の取り組みを進めて

まいりたいと考えております。

どうかよろしくお願いしたい○河野哲也議員

と思います。

本県の2025年問題について。2025年まであと

９年。「2025年問題」として問題視され、クロ

ーズアップされてきましたが、いよいよ現実味

を帯びてきました。2025年（平成37年）には、

団塊の世代が75歳以上となるため、2015年

に12.8％だった75歳以上人口の割合は、2025年

には18.1％に上昇します。また、長寿化の影響

で、2055年には75歳以上の人口は2,400万人超で

高どまりします。現役世代（15～64歳）が減少

するため、2060年には４人に１人が75歳以上と

いう超高齢社会になります。このため、1965年

には現役世代9.1人で65歳以上１人を支えていた

のが、2012年には2.6人、2050年には1.3人で支

えることになります。これまで国を支えてきた

団塊の世代が給付を受ける側に回るため、医療

・介護・福祉サービスへの需要が高まり、社会

保障財政のバランスが崩れるとも指摘されてい

ます。そこで、本県の2025年問題をどのように

認識しているのか、お伺いいたします。

お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したように、今後、団塊の世代の全ての方々が

後期高齢者、75歳以上になる2025年に向けまし

て、医療や介護を必要とする高齢者が大幅に増

加していくことが見込まれております。本県に

おきましても、2025年には後期高齢者が、現状

の約16万9,000人から約３万5,000人増加すると

見込まれておりまして、これに伴い後期高齢者

医療給付費と介護給付費の総額は、約2,369億円

から約3,250億円へと、４割近く増加していくも

のと推計しております。このような中、本県の

高齢者の方々が安心して暮らし続けられるよう

にしていくためには、住みなれた地域での効果

的かつ効率的な医療提供体制の構築や、在宅医

療と介護の連携、介護予防、生活支援などの地

域包括ケアシステムの構築を、関係団体や市町

村、地域住民の方々と連携・協力しながら着実

に進めていくことが必要であると考えておりま

す。

県議会の意識も大変高く、こ○河野哲也議員

の地域包括ケアについては、昨年の議会でも多

く議論されました。在宅医療の充実や医療と介

護の連携、医療・介護人材の育成など、単独市

町村での対応が難しい課題があるとして、「今

後とも、県内全市町村でシステム構築が促進さ

れるよう、積極的な支援を行う」という答弁を

いただいていますが、改めて、地域包括ケアシ

ステムの構築は待ったなしでございます。どの

ように推進されるのか、お伺いいたします。

地域包括ケア○福祉保健部長（日隈俊郎君）

システムの構築は、厳しさを増す社会保障制度

を持続可能なものとしつつ、高齢者が住みなれ

た地域で暮らし続けられるようにするために、

市町村が主体となって進めていくものとされて

おります。このため県では、県内市町村の取り

組みを支援するため、市町村や地域包括支援セ

ンターの職員等を対象とする研修会を開催しま

して、県内外の先進事例の紹介や情報交換の機

会を提供するほか、意欲的な市町村を対象に、
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「医療・介護連携」や「介護予防」などをテー

マとするモデル事業を実施し、県内における先

進事例づくりに鋭意取り組んでいるところであ

ります。さらに、県医師会を初めとする医療・

介護関係団体と連携しながら、在宅医療の充実

や専門多職種の連携、認知症対策などにも取り

組んでいるところでありまして、こうした取り

組みにより、できるだけ早期に県内全域に地域

包括ケアシステムの構築が進むよう、積極的な

支援等を行ってまいりたいと考えております。

今ありましたモデル事例を多○河野哲也議員

く発信できるかということが大事なポイントに

なってくるかなと思いますので、よろしくお願

いします。

もう一つの推進ポイントとして、地域の福祉

ニーズに対応するため、自立度の高い人の居場

所機能、支援が必要な人の共生サービス機能を

支えるための拠点づくりをどう進めるかが重要

であると考えます。地域の誰もが気軽に立ち寄

れる拠点づくりについてお伺いいたします。

地域のつなが○福祉保健部長（日隈俊郎君）

りが希薄化する中で、誰もが地域の一員とし

て、ともに支え合い、安心して暮らせる地域づ

くりを推進していくことが大変重要になってお

ります。このため県では、平成27年度から「世

代間交流・多機能型福祉拠点支援事業」に取り

組み、地域住民が世代を超えて身近に集い、交

流することのできる居場所づくりを支援してい

るところでありまして、これまで12の市町で22

カ所の拠点を整備しております。これらの拠点

につきましては、子供や高齢者、障がい者、子

育て中の親などの気楽な集いの場としての活用

だけではなく、子ども食堂や学習支援の場とし

ての活用も図られるなど、相乗的な効果を発揮

しているところであります。県では、引き続き

市町村等と連携を図りながら、地域の誰もが気

楽に立ち寄ることのできる居場所づくりを進め

てまいりたいと考えているところであります。

確かに、我々の目に見えるよ○河野哲也議員

うな居場所づくりになってきましたので、ぜひ

推進をお願いしたいと思います。

2025年まで９年、本県の高齢社会をいかにし

て幸齢社会に変えるか、その準備が待ったなし

の状況であります。どうかよろしくお願いいた

します。

がん対策についてでございます。がんは、日

本人の２人に１人が生涯のうちにかかる国民病

であり、県民の命と健康を守る上で、がん対策

は県の最重要課題でございます。公明党も、が

ん検診受診率向上など、がん対策を一貫して推

進してまいりました。がんは、かつての「不治

の病」から、今は「長くつき合う病」になった

と言われています。そこで新たな課題として浮

かび上がってきたのが、治療と就労の両立で

す。全国で、働きながら通院治療するがん患者

は約33万人に上る一方、がんを患った人の３人

に１人が解雇や依願退職で職を失っているのが

現状です。平成28年12月に改正された「がん対

策基本法」では、がん患者の雇用継続に企業が

配慮するよう努力事項を明記し、患者の就労に

ついて企業の配慮を求めています。また、がん

に関する知識や理解を深めるため、学校などで

のがん教育に必要な施策を講じることも盛り込

まれています。そこで、本県の推進状況を確認

します。まず、がん対策において、がん患者の

就労支援は重要と考えますが、県はどのような

取り組みを行っているか、お伺いいたします。

お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したように、昨年２月に国が示した推計では、

仕事を持ちながら、がんで通院しておられる方

平成29年３月２日(木)
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の数は、全国で33万人に上ると言われておりま

して、がん患者の就労支援は大変重要であると

考えております。このため県におきましては、

がん対策推進計画に基づき、平成26年度から、

事業者や医療関係者、患者、市町村職員などを

対象に、ハローワークの職員や社会保険労務

士、患者団体の代表などの専門家を講師としま

す、がん患者の就労支援等に関する講演会を開

催し、啓発を行っているところであります。ま

た、がん診療連携拠点病院であります宮崎大学

医学部附属病院のがん相談支援センターにおき

ましては、通常の相談に加え、ハローワークの

協力を得て、毎週火曜日に、患者からの就労に

関する相談に応じているところであります。さ

らに、労働局が設置しております長期療養者の

就労支援に係る協議会に、県も参加いたしまし

て、情報を共有しているところでありますが、

今後とも連携して啓発等に取り組んでまいりた

いと考えております。

ありがとうございます。○河野哲也議員

関連して教育長に、がんに関する教育をさら

に充実させていくべきだと思いますが、取り組

みについてお伺いいたします。

学校におけるがんに○教育長（四本 孝君）

関する教育につきましては、平成26年度に、学

校関係者や有識者などで構成する「がんに関す

る教育普及推進協議会」を立ち上げまして、平

成27年度には、教職員向け普及啓発リーフレッ

トを作成し、県内の小・中・高等学校等に配付

しております。また、本年度は１月に、がんに

関する正しい理解と指導力の向上を図るため、

教職員向けの研修会を開催いたしまして、さら

に３月中には、小・中・高等学校等それぞれの

指導事例などを掲載した「がんに関する教育指

導参考資料」を作成の上、配付する予定であり

ます。今後、この資料を活用した授業実践を通

して、学校におけるがんに関する教育がさらに

充実しますよう努めてまいりたいと考えており

ます。

大変具体的な取り組み、あり○河野哲也議員

がとうございます。

昨年の佐賀県に続き、隣県の鹿児島県もピロ

リ菌検査が導入されます。20歳前後の胃がん検

診で、胃がん撲滅に近づけるという目的で施策

が導入されました。本県は何がネックになって

いるのでしょうか。胃がんの原因とされるピロ

リ菌の検査については、隣県の鹿児島県、県内

でも西都市等、導入の動きがあります。本県で

も導入する考えはないのか、お伺いいたしま

す。

平成27年９月○福祉保健部長（日隈俊郎君）

の国の「がん検診のあり方に関する検討会」の

中間報告によりますと、お話にあります、ヘリ

コバクター・ピロリ菌の感染も、胃がんのリス

ク要因の一つとされております。しかしなが

ら、集団を対象に行うピロリ菌の検査につきま

しては、報告時点では、胃部エックス線検査、

あるいは胃内視鏡検査と組み合わせた検診方法

等について、さらなる検証が必要であるとさ

れ、今年度、平成28年４月１日の改正では、が

ん検診に関する国の指針への掲載は見送られた

ところであります。このため県といたしまして

は、ピロリ菌検査につきましては、引き続き国

の動向を注視しながら、がん検診受診率向上の

ための事業の推進、あるいは国の指針に沿った

胃部エックス線検査や胃内視鏡検査の推奨な

ど、胃がんを含むがん対策に積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

なお、蛇足かもしれませんが、ピロリ菌に感

染された方が除菌されても、がんにならないと
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いうことではありませんので、胃がんについて

は、ピロリ菌あるなしにかかわらず検査は続け

ていただくということが肝要かと思います。ど

うぞよろしくお願いいたします。

本当に蛇足ですね。国も答弁○河野哲也議員

で、胃がん検診のリスク要因とピロリ菌を認め

ているわけです。例えば内視鏡検査なんか負担

なんです。その前に、例えば宮崎市が導入して

いるＡＢＣ検診とか、負担の少ないものでリス

クの可能性とかそういうものを調べることはで

きませんか。鹿児島県だってそうなんです。負

担の軽い検診を行おうとしているんです。佐賀

県もそうです。血とか尿とか。その検診はでき

るんです。そういうところをもっと研究してい

ただくとありがたいなと思います。済みませ

ん、蛇足言わないほうが。そういうのに私、乗

りやすいので。申しわけありません。

商工観光労働部長にお伺いいたします。経営

基盤が脆弱な本県の中小企業が直面する課題の

克服と、将来不安を解消する課題解決型のイノ

ベーション創出に重点的に取り組むべきだと考

えます。産学官連携した研究開発の促進や企業

の設備投資を後押しする環境整備、さらには新

たな技術を担う人材の育成が急務です。技術の

開発と実用化に向けた本県のイノベーション創

出の取り組みについて、お伺いいたします。

本県経済○商工観光労働部長（中田哲朗君）

の活性化や県民所得の向上を図るためにも、独

自の技術を有し、これを強みとして、国内外の

競争に負けない付加価値の高い製品開発や、新

事業を展開していくことのできる企業の育成が

重要であります。このため県といたしまして

は、従来から工業技術センターや食品開発セン

ターを中心に、技術支援や産学官連携による共

同研究開発等に取り組んできたところでござい

ますが、昨今のＩｏＴや次世代エネルギー等の

技術の進展を踏まえ、技術・研究分野の関係機

関の結びつきをさらに強化し、イノベーション

を持続的に生み出す新たな仕組みづくりに取り

組むことといたしております。また、こうした

取り組みとあわせまして、特許等の知的財産の

活用や、国などの競争的資金、補助金等の獲得

強化、技術者向けの先端技術セミナー開催など

の取り組みにより、県内企業の新製品開発や技

術人材の育成等を、引き続き積極的に支援して

まいりたいと考えております。

ありがとうございます。○河野哲也議員

多様な働き方についてでございます。

厚生労働省の「働き方・休み方改善ポータル

サイト」に、宮崎のＫＩＧＵＲＵＭＩ.ＢＩＺの

紹介がされています。従業員31名、内訳とし

て、正社員19名、契約社員５名、パートタイム

スタッフ数７名、社長以外全て女性です。会社

のモットーは、「「こちら側の笑顔」「向こう

側の笑顔」を実現させるため、まずは社員に

とって働きやすい労働環境をつくる」でござい

ます。先日、この会社の取締役工場長であり、

みやざき女性の活躍推進会議共同代表の加納氏

の講演を拝聴いたしました。年次有給休暇取得

率、平成27年度で79.9％、１カ月当たりの所定

外労働時間、平成27年度で8.3時間。ここまで変

えてこられた根っこの部分が、先ほどのモット

ーでございます。詳細はサイトで確認していた

だきたいと思います。

今後の取り組みとして述べられていました。

「平成29年２月から、所定労働時間の弾力化に

取り組む。（中略）社員は始業・終業時刻や所

定労働時間を、自分のライフスタイルに合わせ

て選択することができる。自らの病気療養と仕

事の両立を図る社員や、介護が必要な家族を抱
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える社員等にとって働きやすい環境を整備す

る。（中略）問題点の洗い出しを踏まえて正式

にテレワークを始めることとしている」とあり

ました。テレワークは、子育てと仕事の両立を

初め、離職防止の観点からも大事な取り組みで

あります。また、副業・兼業はオープンイノベ

ーションや起業の手段として大きな効果が期待

されています。そこで、テレワークなど多様な

働き方について、さらなる普及を図るべきで

す。見解をお伺いいたします。

テレワー○商工観光労働部長（中田哲朗君）

クなどの多様な働き方につきましては、企業に

とっては、人材確保や労働生産性の向上に寄与

するものであり、また、働く側にとりまして

は、雇用機会の獲得や働きやすい職場づくりに

つながりますことから、その推進は重要である

と考えております。このため県といたしまして

は、多様な働き方の必要性や取り組み方法等に

ついてのセミナーを開催いたしますとともに、

導入に意欲的な企業に対しまして、服務管理の

あり方など、円滑な導入に向けた取り組みを個

別に支援しているところでございます。今後と

も、こうした取り組みを通して、多様な働き方

が推進されますよう、さらなる普及啓発に努め

てまいります。

ＫＩＧＵＲＵＭＩ.ＢＩＺ、小○河野哲也議員

さな企業ですけど、本当に大きなモデルだなと

実感しています。

女性の復職・再就職について。

正社員だった女性が子育てなどで一旦離職す

ると、パート等の非正規で働くしかない実態も

ございます。リカレント教育により、多くの方

が学び直しできるよう、女性がライフステージ

に応じ再就職しやすい環境整備を急ぐべきだと

考えます。県の取り組みについてお伺いいたし

ます。

本格的な○商工観光労働部長（中田哲朗君）

人口減少を迎える中、県が発展し続けていくた

めには、県民一人一人が持てる力を発揮するこ

と、とりわけ女性の活躍が欠かせないものと

なっております。このため県といたしまして

は、女性の労働市場への参入を促すため、再就

職を支援するセミナーのほか、新たに就労支援

イベントを開催し、潜在しております女性の就

労意欲の喚起を図ることといたしております。

また、意欲ある女性が安心して職場復帰できる

環境を整えるため、国の事業を活用し、離職し

た保育士等の職場復帰のための訓練など、高度

な知識や技術を学び直すリカレント教育に取り

組むことといたしております。加えまして、企

業における職場環境づくりも重要でありますの

で、多様な働き方の普及啓発や「仕事と家庭の

両立応援宣言事業所」の登録促進などにも取り

組んでまいります。今後とも関係機関と連携

し、女性が再就職しやすい環境整備に努めてま

いります。

実は、先ほど紹介いたしまし○河野哲也議員

た加納工場長も、苦労して再就職をかち取った

方でありました。プライベートな部分がありま

すので、ここでは報告できませんが、ある意

味、壮絶だなという戦いというか、された方で

ありました。

続いて、農政水産部長にお伺いいたします。

みやざき新農業創造プランが示されました。Ｉ

Ｔの集中的な導入支援を通じて生産性を高める

ことや、地域資源を生かした商品・サービスの

開発、海外展開も含めた販路の拡大など、収益

力の向上を後押しすることによって、農水産業

の所得向上を着実に推進すべきです。農業の所

得向上に向けたＩＣＴの活用の考え方につい
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て、お伺いいたします。

農業分野への○農政水産部長（郡司行敏君）

ＩＣＴの活用は、生産工程の省力化・効率化や

収量・品質の向上が期待され、「儲かる農業」

の実現を目指す本県にとりまして、大変重要な

取り組みであると考えております。このため、

昨年６月に策定いたしました第七次宮崎県農業

・農村振興長期計画の重点プロジェクトに「生

産技術高度化」を掲げ、ＩＣＴの活用を重点的

に推進することとしております。具体的には、

今議会にお願いをしております「宮崎方式スマ

ート園芸モデル実証事業」におきまして、最適

な湿度環境のもとで光合成を促し、作物の生育

促進を図る新しい施設園芸システムを実証する

ほか、「宮崎方式スマート畜産モデル実証事

業」では、自動で温湿度をコントロールして、

牛が快適に過ごせる環境を整えることによる、

繁殖成績の向上効果を実証することとしており

ます。県といたしましては、これらの取り組み

などを通じて、本県におけるＩＣＴの活用を加

速化し、農業所得の向上につなげてまいりたい

と考えております。

ありがとうございます。宮崎○河野哲也議員

方式、大変期待したいと思いますので、どうか

よろしくお願いいたします。

延岡南道路についてでございます。

実は、公明党県議団も平成28年10月に、国交

大臣、それから公明党国会議員に要望書を提出

させていただきました。11月18日、石井大臣が

宮崎に来られた際、宿泊先で懇談の場をつくっ

ていただいて、東九州道の県下全通と、先ほど

も出てきましたが、安全対策、それから中央道

の建設促進、延岡南道路料金体系見直し等、県

内インフラ整備について要望し、今回の行動に

つなげることができました。延岡南道路に関し

ましては、知事の答弁の中で先ほどございまし

たが、３つの課題があるというふうに言われて

いますけれども、高速道対策局を含めて県土整

備部が積極的に動いていただいて、そういう課

題を明確にしてもらいました。その３つの課題

のうち、料金体系については見直しの方向が示

されましたが、他の課題について、県としてど

のように取り組んでいくか、再度、県土整備部

長にお伺いいたします。

延岡南道路○県土整備部長（東 憲之介君）

が抱える３つの課題のうち、料金体系につきま

しては、県議会の皆様のお力添えもありまし

て、国土交通大臣が、見直す方向で指示された

ところであります。

残る２つの課題のうち、住宅地に大型車が流

入するなどのネットワーク上の課題につきまし

ては、広域的な検討を国にお願いしているとこ

ろでありますが、県としましても、周辺道路の

交通混雑緩和などとあわせ、国と連携して取り

組んでまいりたいと考えております。

次に、生活道路の交通安全対策につきまして

は、延岡市や警察と連携し、これまで、歩行者

等の巻き込み防止対策や、視界を妨げる街路樹

の剪定などを実施したところでありまして、引

き続き、交差点の改良なども行ってまいりたい

と考えております。

今後とも、国や延岡市など関係機関と連携を

密に図りながら、これらの課題解決に向け取り

組んでまいりたいと考えております。

我々も全力で取り組んでまい○河野哲也議員

りたいと思います。

教育行政について、教育長にお伺いいたしま

す。

１点目は、いじめ問題についてでございま

す。全国の国公私立小中高、特別支援学校が平
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成27年度に把握したいじめは22万5,132件、前年

度から３万7,060件ふえて過去最多となったこと

が、文部科学省の問題行動調査で明らかになり

ました。いじめは、小学校が15万1,692件で過去

最多、中学校は５万9,502件、高校は１万2,664

件でした。内容は、全体の63.4％を占めた「冷

やかしや悪口」が最多でございました。児童生

徒が心身に大きな被害を受けるなど、いじめ防

止対策推進法で規定されている重大事態は、298

校で314件、自殺した児童生徒でいじめがあった

のは９名でございました。今でもはらわたが煮

えくり返るのが、東京電力福島第一原発事故で

福島県から横浜市に自主避難してきた中学校１

年生の生徒が、避難直後から小学校でいじめを

受けていた事例でございます。いずれにして

も、いじめ防止対策推進法の施行から３年余

り、いじめられ自殺に追い込まれる深刻なケー

スが後を絶たない現実でありますが、平成27年

度の本県のいじめの認知件数、その内容、取り

組み状況についてお伺いいたします。

平成27年度の本県に○教育長（四本 孝君）

おけるいじめの認知件数につきましては、小学

校4,532件、中学校1,289件、高等学校140件、特

別支援学校46件であり、合わせて6,007件となっ

ております。また、その内容につきましては、

どの校種におきましても、「冷やかしやからか

い、悪口やおどし文句、嫌なことを言われる」

「仲間外れ、集団による無視をされる」といっ

た内容が半数以上を占めております。

なお、いじめ問題に対する県教育委員会の取

り組みにつきましては、いじめはどの学校で

も、どの子供でも起こり得るとの危機感を持っ

て、各学校においていじめ問題に対する適切な

対応がなされるよう、全ての公立学校の担当者

を集めた協議会を開催するなど、あらゆる機会

を捉え、指導の徹底を図っております。また、

より複雑化、多様化するいじめ問題に対応する

ため、スクールカウンセラーやスクールソー

シャルワーカーといった専門家の活用について

も充実を図っているところであります。

文科省は有識者会議で、いじ○河野哲也議員

めへの対応を定めた「いじめ防止対策推進法」

の見直し論議を踏まえて、強化策の提言をまと

めています。例えば、いじめを教職員の業務の

最優先事項に位置づけ、いじめの情報共有が義

務であると強調し、懲戒処分まで言及していま

すが、文科省の有識者会議が策定した、「いじ

め防止対策推進法の施行状況に関する議論のと

りまとめ」を、県教育委員会はどのように受け

とめているか、お伺いいたします。

今回の「とりまと○教育長（四本 孝君）

め」は、これまでのいじめ防止等の対策におけ

る現状や課題を整理し、今後の対応の方向性が

示された重要なものであると受けとめておりま

す。特に、いじめへの対応を優先して行うこと

や、いじめに関する情報の共有化を図ること

は、いじめ問題対策の根幹にかかわることであ

り、教職員は十分に理解し、保護者や地域の方

々の協力もいただきながら、いじめの問題に取

り組む必要があると考えております。県教育委

員会といたしましては、その周知を図るため、

市町村の担当者を一堂に集め説明会を行うとと

もに、全ての県立高等学校を訪問し、「とりま

とめ」の内容に関する指導を行ったところであ

ります。今後とも、各学校での対策が改善・充

実されますよう、さまざまな機会を通して指導

してまいりたいと考えております。

ぜひお願いしたいと思いま○河野哲也議員

す。

２点目でございます。夜間中学の設置の促進
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についてでございます。夜間中学は、さまざま

な理由により義務教育未終了のまま学齢を超過

した方々の学習ニーズに対応し、就学機会の確

保に重要な役割を担っていますが、現状は、８

都道府県25市区、31校の設置にとどまっていま

す。さまざまな事情により義務教育を終了でき

なかった方々の中には、戦後の混乱期の中で、

教育を受けたくても受けられなかった方、ある

いは親の虐待によって、学齢にもかかわらず居

場所不明となって学校に通えなかった方々、無

戸籍などの特別な事情で学校に就学させてもら

えなかった方々も含まれていると言われており

ます。こうした方々に対する教育を受ける機会

の確保について、お考えをお聞かせください。

さまざまな事情で、○教育長（四本 孝君）

義務教育を終了しないまま学齢を超えた方々

や、不登校等により実質的に十分な教育を受け

られないまま中学校を卒業した方々、また、近

年増加しております、本国や我が国で義務教育

を十分に受けられなかった外国籍の方々に対し

て、義務教育を受ける機会を確保することは、

本人の社会的・経済的自立につながるととも

に、豊かな人生を送る上でも大変重要であると

考えております。本県におきましても、そのよ

うな方々に対して、できる限り学ぶ機会の提供

に努めておりまして、例えば、県内の公立中学

校では、15歳を超えた外国籍の生徒の在籍を認

めたり、未就学者に対して、文字の読み書きを

中心とした講座を実施したりするなど、実態に

応じた学習支援が行われているところでありま

す。

ということは、本県も未就学○河野哲也議員

者がいるということであると思うんですけど、

その数、わかっていたら教えていただきたいと

思います。

平成22年に行われま○教育長（四本 孝君）

した国勢調査によりますと、本県の未就学者の

数は1,219名であります。

1,000名を超す方々が義務教育○河野哲也議員

の機会を奪われていると。文科省は、実は27年

度に、未設置県に委託事業を用意していたんで

すけど、本県は応募していません。文科省の事

業については、予算がある限り随時追加募集を

行うとしています。夜間中学開校に向けて準備

を行うべきではないかと思いますけど、お考え

をお聞きしたいと思います。

昨年12月に成立いた○教育長（四本 孝君）

しました「義務教育の段階における普通教育に

相当する教育の機会の確保等に関する法律」で

は、地方公共団体に対し、夜間中学における就

学機会の提供など、必要な措置を講ずることが

求められております。こうした国の動向も踏ま

え、県教育委員会では、他府県の公立夜間中学

を実際に視察し、教職員の配置や教育課程の工

夫等について聞き取りを行うなど、調査・研究

を進めているところであります。今後は、教育

庁内に夜間中学に関する検討会議を設置します

とともに、県と市町村との連絡協議会を開催

し、公立夜間中学の現状と課題、具体的なニー

ズなどについて情報共有を図り、協議してまい

りたいと考えております。

早急に設置に向けた検討をお○河野哲也議員

願いしたいと思います。

県内の廃校施設の利活用についてお願いしま

す。北部教育事務所管内でも、延岡市で跡地の

未利用が６校、一時的利用が２校、日向市が２

校が一時的に利用、高千穂町が未利用３校と、

跡地利用がなされていないところが10校を超え

ます。地元の声としては、「企業誘致ができな

いものか」という声も聞かれます。そこで、公



- 122 -

平成29年３月２日(木)

立学校の跡地利用についての基本的な考え方を

お伺いします。

閉校した県立学校の○教育長（四本 孝君）

跡地につきましては、庁内の各部局や地元市町

村の意向を踏まえて、利用方法について検討す

ることとし、利用の意向がない場合は、公募に

より売却をするということにしております。ま

た、市町村立小中学校の廃校跡地につきまして

は、市町村がその利用方法について検討を行っ

ておりますが、県教育委員会といたしまして

は、市町村立小中学校の廃校跡地利用の取り組

みを支援することは、大変重要であると考えて

いるところであります。

利用を積極的に進めている団○河野哲也議員

体も出ているんです。その代表は、「100％民間

の力を結集しながら、先進的な利活用の事例を

つくりたいと思っている。民間からこうしたい

というアイデアを示したとしても、自治体は、

その意見を集約し、民間連携を進めるための仕

組みが脆弱であると感じる」というふうに答え

ています。また、「自治体は、既存の地域組織

との連携がほとんどで、新たな任意のまちづく

り団体や一企業との連携は苦手なんじゃない

か」という感想も述べられていました。今後、

推進するためにどのように取り組んでいくか、

答弁を求めます。

平成14年度以降に廃○教育長（四本 孝君）

校となった市町村立小中学校72校のうち、約３

割に当たる21校が現時点で未利用となっており

ます。未利用の理由といたしましては、「利用

方法がわからない」「地元からの要望がない」

等の意見がありますことから、県教育委員会と

いたしましては、各市町村に対して、地域の実

態に合った廃校跡地利用の活用事例の紹介や、

利活用のアイデアを広く募集できる文部科学省

の「みんなの廃校」プロジェクトへの掲載を案

内するなど、きめ細かな情報を提供することに

より、市町村の廃校跡地利用の取り組みを支援

してまいりたいと考えております。

国の事業である「みんなの廃○河野哲也議員

校」プロジェクトへの募集を推進するという答

弁でありましたが、ちょっと調べてみました。

鹿児島県は現時点で26件挙がっているんです、

その募集要項に。宮崎はたったの１件です。本

県がこの事業、本当に積極的なのかということ

にはてながつくような、消極的だなと思いま

す。答弁にありましたので、ぜひ推進をお願い

したいと思います。県内の廃校施設の利活用

は、自治体がその役割の一部を民間移譲もしく

は連携して推進すべきだと考えます。どうかよ

ろしくお願いいたします。

特殊詐欺について、警察本部長にお伺いいた

します。

全国に広がる被害の深刻さから、警察庁は平

成16年から統計をとり始めましたが、平成27年

の被害総額は477億円で、３年連続で400億円を

超えています。一方、平成27年の宮崎県内の特

殊詐欺被害額は約１億6,500万円で、過去最悪

だった平成26年の約３億5,000万円からほぼ半減

いたしました。金融機関など関係機関と連携し

た水際対策や啓発活動の効果が出ていると実感

しますが、昨年の全国及び本県における特殊詐

欺被害の現状についてお伺いいたします。

平成28年の全国○警察本部長（野口 泰君）

における特殊詐欺被害の状況は、認知件数１

万4,151件、被害額約406億円となっており、前

年と比べ、認知件数は微増であり、被害額は

約76億円の減少となっております。一方、平

成28年の本県における特殊詐欺被害の状況は、

認知件数27件、被害額１億6,859万円となってお
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り、前年と比べ、認知件数は18件の減少となり

ましたが、被害額は約350万円の微増となってお

ります。全国、本県ともに過去最高の被害額と

なった平成26年と比べ被害額が減少するなど、

数値的な改善が認められるものの、高齢者被害

の高どまりなど、依然として厳しい状況で推移

をしております。

確かに詐欺集団は手口を巧妙○河野哲也議員

化させています。残念ながら、２月も高千穂

で、「有料サイト運営会社から身辺調査依頼を

受けている」という、うその内容のショートメ

ールで架空請求詐欺事件が発生して、約860万円

の被害があったと報道されました。そこで、本

県の特殊詐欺被害は減少傾向にありますが、県

警察における特殊詐欺への取り組み状況につい

てお伺いいたします。

特殊詐欺の撲滅○警察本部長（野口 泰君）

は、治安対策上の重要課題であり、県警察では

取り締まりと予防の両面から対策に取り組んで

おります。取り締まりについては、「だまされ

た振り作戦」の実施による実行犯被疑者の検

挙、突き上げ捜査や他県警察との連携による中

枢被疑者の検挙、犯行に悪用される預貯金口座

や携帯電話の売買などの助長犯罪の取り締まり

等を推進しております。予防については、金融

機関、郵便・宅配事業者、コンビニエンススト

ア等との協働による被害の水際阻止、コールセ

ンター事業や巡回連絡等の防犯指導による県民

の皆様への直接的・個別的な注意喚起、路線バ

ス車内アナウンスや街頭ビジョン、新聞紙面等

の媒体を活用した広報啓発、防犯メール、地域

防災無線を活用した発生情報の提供等を推進し

ております。特殊詐欺は、時期に応じた話題が

詐欺の口実として悪用されやすいことや、犯行

の手口及び被害金の交付形態等が変遷しやすい

ことから、今後も、被害実態を的確に捉え、適

切な被害防止対策を講じてまいります。

引き続き、本県の特殊詐欺撲○河野哲也議員

滅に全力で御尽力いただきたいと思います。

私たち公明党県議団は、これからも「大衆と

ともに」の理念のもと、現場第一主義を貫き、

県民の思いを酌み取り、１人でも多くの県民に

希望が行き渡ることを目指して、全力で取り組

むことをお誓いし、私の代表質問を終わりま

す。（拍手）

以上で代表質問は終わりまし○星原 透議長

た。

あすの本会議は、午前10時開会、一般質問で

あります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時19分散会



３月３日（金）
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◎ 一般質問

○星原 透議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取り扱いは、お手元に配付の

一般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末

参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、満行潤一議員。

○満行潤一議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。県民連合宮崎、満行潤一です。代表

質問の皆さん、お疲れさまでした。きょうから

一般質問です。トップバッターは私、トリは都

城高専１期生、 原正三先輩であります。４月

の大イベント、お互い頑張っていきたいと思っ

ております。

昨年から、シンガポール、香港、上海、タイ

と訪問し、本県との結びつきを見てまいりまし

た。東南アジアに行っても、津々浦々までモバ

イルネットワーク網の整備も進み、通信インフ

ラの急速な整備に目を見張りました。国をまた

いでも数百円で使える格安データＳＩＭの普

及、国内でも現地でも買える時代となりまし

た。2020年東京オリンピック・パラリンピック

を見据えた本県の進むべき道を考えた一年でも

ありました。１月の最後の週から４週続けて、

私用、会派調査、党務と東京に行く機会があ

り、４週連続で新宿ＫＯＮＮＥに訪問するとい

う経験もいたしました。また、東京―宮崎間に

ボーイング767-300が就航し、定数の270席が満

席になる状況を目の当たりにし、宮崎も頑張っ

ているなと自己満足に浸ったりしたところであ

ります。

それでは、平成29年度当初予算について知事

にお伺いいたします。

29年度の地方財政計画の地方財政規模（歳入

歳出総額）及び一般財源総額を見ると、地方財

政の収支規模は、通常収支分で86兆6,000億円、

前年度比約１％プラス、2011年度以降、７年連

続の増加となっています。交付税総額は16

兆3,298億円、マイナス2.2％。一般財源総額

は62兆800億円、0.7％の増、これは７年連続の

増加となっています。一般財源総額について

は、骨太方針2015で、2018年度までは同水準確

保と明記されているので、既定路線ではありま

す。地方６団体は、評価する共同声明を出して

おりますが、少子高齢化に伴う社会保障支出が

増加する中で、自由裁量のある一般財源が充実

したとはとても言えないだろうと思います。地

方財政計画の評価と本県財政への影響につい

て、知事に伺います。

以下、質問者席で行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

地方財政計画についてであります。平成29年

度地方財政計画につきましては、地方の一般財

源総額について、対前年度比0.7％増の62.1兆円

が確保されたことや、地方創生の実現に向け、

「まち・ひと・しごと創生事業費」が引き続き

１兆円確保されたことなど、一定の評価はでき

るものと考えているところであります。このう

ち、地方の予算編成に直接的に影響を与えます

地方交付税につきましては、2.2％減の16.3兆円

となり、地方交付税の代替財源である臨時財政

対策債を合わせても20.4兆円と、0.6％の減と

なっているところであります。税収の伸びとい

うことも反面あるわけであります。

平成29年３月３日(金)
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この状況を踏まえ、本県の平成29年度当初予

算における地方交付税については、対前年度

比0.2％減の1,824億2,500万円、地方交付税と臨

時財政対策債を合計した額も同じく、0.2％減

の2,073億7,600万円を見込んだところでありま

して、約４億7,000万円の歳入減となっておりま

す。以上であります。〔降壇〕

○満行潤一議員 マイナス0.2％の減ということ

であります。歳入に大きなウエートを占める地

方交付税の確保というのが非常に大事だろうと

思います。財源不足の規模と地財対策を見る

と、財源不足額は６兆9,710億円、24.3％、７年

ぶりに大きく拡大しています。交付税原資であ

る国税５税や地方税等が微増にとどまり、歳出

の増加に対する歳入不足が拡大したことになり

ます。財源不足補塡に地方債(財源対策債、臨時

財政対策債)の増発となります。臨時財政対策債

は、事実上、地方の立てかえ払いが恒常化して

いることが気にかかります。交付税の法定率の

引き上げなど、抜本的な対策を講じることが地

方交付税制度本来の姿であると思います。本県

の一般財源はこの10年横ばいに対し、社会保障

費は505億円から863億円に大きく膨らんでいま

す。歳入確保へのさらなる努力が重要となりま

す。地方交付税など財源確保をしっかり国に要

求すべきと思いますが、知事の考えをお伺いい

たします。

○知事（河野俊嗣君） 本県の財政を考えます

と、地方交付税や国庫支出金などに大きく依存

する脆弱な財政基盤であります。特に地方交付

税は、平成29年度当初予算におきましても、歳

入全体の31.6％を占めているところでありま

す。地方交付税は、地方公共団体間の財源の不

均衡を調整し、どの地域においても一定の行政

サービスが提供できるよう財源を保障する、地

方の固有財源、極めて重要な役割を果たしてい

るものであります。一方で、厳しい国の予算編

成に当たりましては、この地方交付税の金額の

大きさ、どうしてもこれを見直そう、抑制しよ

うという強い圧力が常に予算編成の中で働いて

いるところであります。県としましては、地方

が必要とする経費につきまして、適切に地方財

政計画に反映させるとともに、地方の安定的な

財政運営に必要な地方交付税の総額が何として

も確保されるよう、全国知事会や国への提案・

要望など、あらゆる機会を通じて、国に対して

強く要望を行っているところでありまして、今

後とも引き続き、強く訴えてまいりたいと考え

ております。

○満行潤一議員 ありがとうございます。ぜひ

力強く進めていただきたいと思います。

それでは、本県のＡＳＥＡＮ市場戦略につい

てお伺いいたします。単身、タイ・バンコクに

行ってまいりました。ジェトロバンコク、バン

コク日本人商工会議所、泰日工業大学、多くの

ショッピングセンターも回りました。東南アジ

ア諸国連合(ＡＳＥＡＮ)は、東南アジア10カ国

の経済・社会・政治・安全保障・文化に関する

地域協力機構として存在しています。訪問しま

したバンコク商工会議所は、会員数は上海に次

ぐ1,700社を誇っているということであります。

タイに日本から4,500社ぐらいが進出しており、

日本レストランは2,700店。2007年リーマン

ショック、2011年大洪水災害を受けながらも、

タイ、ＡＳＥＡＮを目指してどんどん日本から

立地してきている。ＡＳＥＡＮを対象とした市

場開拓や経済交流に積極的に取り組む自治体が

ふえているというお話でありました。

タイでの事例ですが、インバウンドを見れ

ば、タイから日本に年間80万人が訪問していま
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す。温泉好きな国民性や、珍しい雪を見に東北

地方にとか、ビザが解禁されて日本に押し寄せ

ています。佐賀県を舞台にしたドラマをきっか

けに、佐賀県が人気になっているとも聞きまし

た。ジェトロバンコク事務所では、唯一、福岡

県がバンコク事務所を開設している。おもしろ

い取り組みとして、愛知、岐阜、石川の３県を

地図で見ると昇る竜に見えるということで、

「昇竜道」と銘打った観光物産展を展開してい

る。茨城、栃木、群馬の連携や、水産では長崎

と北海道の連携したイベントをやっている。長

崎と北海道、何だろうと思うと、とれる魚が違

うんだそうです。地方銀行も30行進出してい

る。毎週、日本各地のイベントがタイ国内各地

で開催されているというお話をお伺いいたしま

した。

そこで、質問であります。本県のＡＳＥＡＮ

市場の海外戦略上の位置づけと、市場開拓に向

けた取り組み状況について、お伺いいたしま

す。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） ＡＳＥＡ

Ｎは、約６億3,000万人の人口を有し、急速な経

済発展を遂げる有望な市場でありますことか

ら、県では、みやざきグローバル戦略において

重要な地域の一つに位置づけ、積極的に販路開

拓に取り組んでいるところでございます。具体

的には、ＡＳＥＡＮ市場のゲートウエイであり

ますシンガポールに輸出促進コーディネーター

を配置し、伊勢丹シンガポールとの連携協定を

締結するなど、県産品の輸出拡大に取り組んで

おります。また、タイにおける医療機器の売り

込みや、ジェトロと連携したブルネイ等からの

現地バイヤーの招聘、さらには、インドネシア

やベトナムヘの経済ミッションの派遣など、輸

出に向けた取り組みも展開しているところであ

ります。今後とも、ジェトロなど関係機関等と

連携しながら、みやざきグローバル戦略を着実

に推進し、ＡＳＥＡＮ市場の販路開拓に努めて

まいりたいと考えております。

○満行潤一議員 農産物の輸送など、流通の改

善も必要だと感じました。輸送コストの高い飛

行機ではなく船が使えるようになれば、輸出コ

ストは大幅に削減できる。福島県は、タイヘの

桃の輸送方法を航空便から船便にして半額に

なったと聞いています。また、沖縄県は、県産

農産物の輸出拡大に向け、那覇から香港への海

上輸送テストを行っています。３タイプの冷蔵

コンテナに紅芋など７種類の野菜を同量積み込

んで送り、鮮度の劣化や傷みの度合いなどを調

べているということであります。本県も、輸送

コストの安い海上輸送による農産物の輸出に取

り組むべきではないかと思いますが、いかがで

しょうか。

○農政水産部長（郡司行敏君） 農産物輸出に

おける海上輸送の利用につきましては、航空機

を利用する場合と比較すると、大量の貨物を低

コストに輸送できることから、品目によっては

大変有効な手段であると認識しております。し

かしながら、海上輸送は、目的地まで時間を要

することから、しっかりした鮮度保持対策の強

化と、コンテナを満載にするために一定のロッ

トを確保する必要があるなどの課題もございま

す。このため県では、輸出事業者と連携して、

温度や酸素、二酸化炭素濃度を調節し、鮮度を

保持するＣＡコンテナでの輸送試験や、他産地

や関係団体等と連携した、混載によるコンテナ

の積載率の向上に向けた取り組みを現在進めて

いるところであります。今後とも、品目や輸出

国ごとに、より低コストで鮮度保持が可能な輸

送方法について検討を行い、本県農産物の輸出
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競争力の強化に努めてまいりたいと考えており

ます。

○満行潤一議員 トップセールスについてお伺

いいたします。岐阜県知事は、３年に１回、東

アジア地域へのトップセールスを行っており、

その様子が各国の地元紙に掲載される。岐阜県

を訪れる外国人観光客は国内トップ５に入る。

知事のトップセールスには意義があると思いま

す。アメリカに行かれた知事でありますが、Ａ

ＳＥＡＮ諸国へのトップセールスの状況につい

て、お伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） トップセールスは、知

事である私が、その立場を生かして、物産、観

光など、本県のさまざまな魅力を直接売り込む

とともに、現地の要人との人的ネットワークを

構築する絶好の機会であると考えております。

特に、知事が行くからということでそれぞれの

組織のトップと会える、そして人脈を築くこと

ができるということは、海外との交流拡大を図

る上で大変重要なものと考えております。この

ため、知事就任以来、県産品の販路開拓を初

め、クルーズ船の誘致、航空路線の維持・充実

など、毎年、さまざまな分野でのトップセール

スを実施してきております。

ＡＳＥＡＮ諸国につきましては、平成25年８

月にシンガポールを訪問しまして、県産品のプ

ロモーションや関係団体とのネットワークづく

り等に取り組んできたところであります。御質

問にありますとおり、ＡＳＥＡＮ諸国、これか

らますます交流が深まり、重要な地域となって

まいります。ここ１～２年を振り返ってみまし

ても、タイやベトナムからのお客様とお会いす

る東九州メディカルバレー構想、また、ナム

ディン省との交流など、大変機会が多くなって

おります。今後とも、ＡＳＥＡＮ諸国を初めと

する海外市場の開拓に向けまして、機会を捉え

て、効率的・効果的なトップセールスに積極的

に努めてまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 大変お忙しい身であります

が、ぜひ時間をかけて何カ国か回っていただけ

れば、それなりの効果が上がるだろうと思って

いますので、よろしくお願い申し上げたいと思

います。

アジアでも、食の安全・安心に関心が高まっ

ています。食の安全・安心を示す統一マークを

作成・活用すれば、海外市場での県産品の認知

度向上や販路拡大につながると思います。食の

安全分析装置日本一の検査を売りに、食の機能

性表示、例えばひなたマークのシール、マーク

の統一表示が他県と差別化を図る上で有効と感

じました。海外市場における県産品の認知度向

上の取り組みについて、お伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 県産品の

認知度向上のためには、その商品の特徴やほか

の産地との違いをしっかりとＰＲし、差別化を

図るとともに、これらの情報を海外のバイヤー

や消費者に継続して伝えていくことが必要でご

ざいます。このため県では、例えば、先般、シ

ンガポールで開催いたしました物産フェアで

は、本県の強みであります「安全・安心、健康

によい」をコンセプトに、広告や装飾にも宮崎

の太陽や青空を印象づけるデザインを施してＰ

Ｒを行うなど、認知度向上の取り組みを行い、

現地でも高い評価を受けたというふうに聞いて

おります。今後とも、県内企業と連携しなが

ら、効果的な取り組みを粘り強く続け、県産品

の認知度向上を図ってまいりたいと考えており

ます。

○満行潤一議員 次に、新宿みやざき館ＫＯＮ

ＮＥと市町村とのコラボについてお伺いいたし
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ます。先日開催されました「みやざきひなたｗ

ｅｅｅｅｋ!!2017」では、新しくできたバスタ

新宿「Ｓｕｉｃａのペンギン広場」で、県内４

市町（都城市、日南市、串間市、高千穂町）、

県のブースが並んでＰＲを実施しておりまし

た。また、新宿ＫＯＮＮＥも一緒にイベントを

盛り上げたと思っています。今まで、新宿ＫＯ

ＮＮＥ内では、市町村が観光物産展を開催する

ことは、建物の狭さなどで困難でありました

が、バスタ新宿「Ｓｕｉｃａのペンギン広場」

を活用することで、市町村とＫＯＮＮＥが連携

した、より効果的なＰＲ活動が可能になりまし

た。今後も、県が定期的に同広場を借りるなど

して、市町村のイベント開催を支援し、Ｓｕｉ

ｃａのペンギン広場イコール宮崎県（ひなた）

というイメージを持ってもらえるようにしたら

どうかなと思います。ペンギン広場を活用し

た、市町村との連携によるＰＲ活動について、

お伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） お話のご

ざいました、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥ近隣に

整備されておりますイベント広場、ペンギン広

場は、バスタ新宿からの出口やＪＲ新宿駅の新

たな改札口の目の前に位置しておりまして、人

通りも非常に多いことから、新宿ＫＯＮＮＥと

そのイベント広場を一体的に活用することで、

宮崎の魅力をより効果的に発信できるものと考

えております。このため、市町村や民間企業・

団体等と連携し、県内各地域の観光や物産、歴

史・文化などのさまざまな魅力を直接体感し、

交流できるイベントの実施などに取り組むこと

といたしております。

○満行潤一議員 新南口、バスターミナルもで

きて、たくさんの外国人が大きなスーツケース

を持ってＫＯＮＮＥに入っている姿もよく見ま

す。外国人観光客の増加、海外での販路拡大を

図るためには、情報発信力の強化が必要だと思

います。中国人観光客の爆買い行動をきっかけ

に、中国人の利用するＳＮＳをインバウンドプ

ロモーションのツールとしで活用することが注

目されてきています。中国最大のソーシャルメ

ディアである中国版ツイッターのＷｅｉｂｏ

（ウェイボー）の個人アカウントは、５億6,000

万人だそうです。新宿みやざき館ＫＯＮＮＥ若

手スタッフ手づくりのフェイスブックによる情

報発信も見事です。さらに、新宿ＫＯＮＮＥの

スタッフとして中国人、韓国人など外国人を採

用し、接客や外国語での情報発信をしてもらう

のはどうだろうかと思います。ＳＮＳを活用す

ることで、多くの外国人に関心を持ってもらえ

ると思います。ＳＮＳを活用した中国語、韓国

語など多言語による情報発信についてお伺いい

たします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） お話にご

ざいましたとおり、新宿ＫＯＮＮＥ周辺では、

現在も外国人の往来が非常に多い状況にござい

ますが、東京オリンピック・パラリンピックの

開催を控え、今後、その数はさらにふえてくる

ものと予想されます。ＫＯＮＮＥにおきまして

も、こうした外国人に向けて、外国語による案

内表示や商品紹介などのほか、ＳＮＳ等を活用

した情報発信を行っていくことは、大変大事な

視点であると考えておりますので、今回のリニ

ューアルに合わせ、今後、その対応について検

討する必要があるというふうに考えておりま

す。

○満行潤一議員 次に、Ｗｉ－Ｆｉの設置につ

いて提案申し上げたいと思います。新宿みやざ

き館ＫＯＮＮＥにＷｉ－Ｆｉがあれば、同館を

訪れた人がその場でつぶやくことができる。情
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報発信、宮崎のＰＲをしてもらえるのではない

かなと思います。当然、ＫＯＮＮＥ周辺は駅も

ありますし、コーヒーショップもあるというこ

とで、近隣施設の無料Ｗｉ－Ｆｉが使える環境

にはあります。しかし、ＫＯＮＮＥ内で「MIYAZ

AKI FREE Wi-Fi」を提供し、「みやざき観光情

報 旬ナビ」に飛ばせば、観光ＰＲにもつながる

のではないかと思います。Ｗｉ－Ｆｉサービス

をＫＯＮＮＥで提供してはどうかと思います

が、いかがでしょうか。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 新宿ＫＯ

ＮＮＥにおいて、無料でインターネットに接続

できるＷｉ－Ｆｉサービスを提供することは、

外国人はもとより、お客様を店内へ呼び込み、

滞在時間を長くし、多くの商品やメニュー、観

光情報等に触れていただける効果があると認識

しております。また、ＳＮＳを活用した情報の

拡散などのＰＲ効果も期待でき、本県への誘客

や、海外に向けた宮崎の魅力発信を図る上でも

有効であると考えておりますので、リニューア

ルに合わせ、Ｗｉ－Ｆｉサービスについても検

討しているところでございます。

○満行潤一議員 ＫＯＮＮＥの一番の特徴であ

る建物全てを貸り切っているところに、ほかの

アンテナショップとの差別化ができているのだ

ろうと思います。そういう意味では、壁の中も

外も窓も全部使えるということですので、ぜ

ひ、ディスプレイ等についても、もっと頑張っ

てやっていただきたいなと思っています。新し

くなるＫＯＮＮＥ、期待をしていますので、ぜ

ひよろしくお願い申し上げたいと思います。

次に、国際クルーズ船拠点港湾についてお伺

いいたします。国交省は、官民連携により国際

クルーズ拠点を形成するため、旅客施設等への

投資を行うクルーズ船社に岸壁の優先使用など

を認める新たな仕組みを検討しており、先月末

に、官民連携による国際クルーズ拠点港湾とし

て佐世保、八代港など８港湾を選定しました。

熊本県は、八代港をクルーズ船の母港に、世界

第２位のクルーズ船会社と協力し、平成28年の

クルーズ船寄港実績は12回、九州で９位であり

ましたが、平成29年は外国船だけで70回の寄港

を見込むと意気込んでおります。油津港は、官

民連携による国際クルーズ拠点を形成する港湾

になることができないのか、お伺いいたしま

す。

○県土整備部長（東 憲之介君） 今回、国が

行った選定においては、港湾管理者と投資を行

うクルーズ船の会社が共同で応募することと

なっておりまして、その募集要項においては、

クルーズ船が優先して利用できる岸壁や、旅客

ターミナルビルなどを整備する用地が確保され

ていることなどの考え方が示されております。

油津港においては、貨物船とクルーズ船が同一

の岸壁を利用していることに加え、岸壁背後は

物流に利用されるなど、用地の確保も困難なこ

とから、現段階においては、今回の選定の考え

方に合致しないものと考えております。しかし

ながら、クルーズ船の寄港は、本県の地域活性

化に大きく貢献しておりますので、引き続き、

既存施設を有効活用した整備を進めるととも

に、物流関係者との調整やポートセールスに取

り組んでまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 スペースがないということは

了解しましたが、ぜひ今後とも実績づくりに頑

張っていただきたいと思います。

もう一つ、ＭＩＣＥ誘致についてお伺いした

いと思います。県の重点施策として、学術会議

や企業の研修旅行など、ＭｌＣＥ誘致が挙げら

れております。そういう中、来年５月に言語処
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理技術関連の国際会議が本県で開催されること

が決まりました。７～12日の６日間で最大延

べ6,000人の参加が見込まれ、国際会議としては

過去最大規模となる見通しだそうです。ＭＩＣ

Ｅ誘致をめぐっては、世界各国・国内の都市間

競争を勝ち抜き、規模の大きな催しを誘致でき

るかが課題になっており、今回の成功例は担当

者の皆さんも大きな手応えを感じていると思い

ます。この国際会議についてどのような誘致活

動を行ったのか、また、誘致が成功した要因に

ついてどう分析しているのか、お伺いいたしま

す。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） ＭＩＣＥ

の誘致につきましては、日ごろから、県、市町

村、みやざき観光コンベンション協会、民間企

業等が一体となって積極的な誘致活動を行って

いるところでありますが、今回の国際会議につ

きましては、このような日ごろの取り組みが評

価され、平成27年７月に、ＪＮＴＯ（日本政府

観光局）より候補地の一つとされたところであ

ります。その後、学会の関係者やキーマンを本

県に招聘し、知事のトップセールスを実施する

とともに、本県のＭＩＣＥ環境を視察していた

だいたところでございます。

誘致成功の要因といたしましては、トップセ

ールスなど誘致に向けた本県の熱意や、充実し

た会議・宿泊施設、空路のアクセスのよさ、豊

富な自然や食材等のほか、宮崎に伝わる神話や

伝統文化などの本県の魅力が評価されたもので

あると考えております。

○満行潤一議員 やっぱり知事のトップセール

スというのは非常に有効だということを、今も

聞いて感じました。横浜の国際会議はもう飽き

たと、地方にという流れかなと思っています

が、今回の誘致成功の実績は、今後の誘致活動

に向けて大きな弾みになったと思いますし、有

利になってくるのではないかと思います。今回

の誘致の成功を今後どのように生かすのか、お

伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 今回、国

内外の激しい競争の中で、大型の国際会議の誘

致に成功しましたことは、本県ＭＩＣＥ関係者

にも大きな自信となり、次の誘致への弾みに

なったところでございます。また、この会議に

は、世界各国から多くの研究者が訪れることか

ら、本県の魅力が広く国内外に発信されること

が期待できますとともに、会議の準備・開催を

通じて、国際会議の運営や外国人へのおもてな

しなど、受け入れノウハウの向上が図られるも

のと考えております。今後とも、学会等の誘致

に影響力を有する宮崎県ＭＩＣＥアンバサダー

を初め、県内外のさまざまなネットワークを活

用しながら、市町村や関係団体とも連携して、

ＭＩＣＥ誘致に関する情報収集を幅広く行うと

ともに、本県の魅力をアピールすることで、よ

り多くの誘致につなげてまいりたいと考えてお

ります。

○満行潤一議員 今後を期待しています。ぜひ

頑張っていただきたいと思います。

次に、米の生産についてお伺いいたします。

ことしのえびののヒノヒカリ、特Ａは逃がしま

した。改めて、毎年の取得は簡単にいかないん

だなと感じたところであります。さて、「コ

メ、縮む「１俵の格差」」という新聞記事に目

がとまりました。「業務用が高騰、店頭は豊作

で安く、飼料米・ブランド競争響く」というこ

とであります。「米の生産調整（減反）の廃止

が来年に迫る米市場にほころびが目立ち始め

た。豊作にもかかわらず、中食や外食で使う業

務用の米が不足し、政府による飼料用米への転
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作推進策や産地の高級ブランド戦略に消費の減

少が絡み合い、安価な米が価格水準を切り上げ

た」となっています。ブランド米と価格が並

び、１俵の格差は縮んでいると報じられている

わけであります。本県もブランド米の生産に力

を入れていますが、ブランド米の価格は、上記

記事にあったように、業務用米との価格差が縮

小している状況にあります。県は、ブランド

米、業務用米の生産についてどのような方針で

取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県におきま

しては、これまで、早期水稲のコシヒカリと普

通期水稲のヒノヒカリを中心に、うまい米づく

りに取り組んできたところであり、コシヒカリ

は日本一早い新米として、また、ヒノヒカリは

おいしい県産米として、広く県民から愛される

など、一定の評価を得ており、今後も、県内外

から堅調な需要が見込まれております。一方、

業務用米につきましては、近年、大手外食チェ

ーン等から取引の打診がふえてきておりまし

て、今後のビジネス拡大に期待が持てますけれ

ども、安定供給や価格設定の面で課題がありま

すことから、現在、多収品種の導入による低コ

スト化や、気象変動に強い生産体制の構築など

に取り組んでいるところであります。県といた

しましては、これまで行ってきましたブランド

米の推進に加え、新たな需要拡大が見込まれる

業務用米につきましても、ニーズに沿った生産

が可能となるよう、しっかりと取り組んでまい

りたいと考えております。

○満行潤一議員 ありがとうございます。

次に、安心・安全な県土づくりについてお伺

いいたします。

まずは鉄道であります。３月４日、あすのダ

イヤ改正から、４両編成の特急にちりん号、

ひゅうが号などにおいてワンマン運転が始まり

ます。非常通報装置の増設や防犯カメラの設

置、避難はしご、車掌ではない保安要員の６カ

月間配置など、改善はされたものの、安心・安

全性の確保には疑問が残ります。片側１車線で

最高速度を制限された高速道路も、単線で車掌

の乗っていない特急列車も、料金は距離で決ま

ります。安全性が低下しても乗車料金は一緒で

あります。東京―宮崎間、ボーイング767-300が

就航し、270席が満席との話をしましたが、この

飛行機、キャビンアテンダントは６名搭乗して

います。ワンマン化はやはり安全上問題だろう

と思います。日豊本線の一部の特急列車でワン

マン運転が導入されることになりましたが、今

後、県はどのように対応していくのか、お伺い

いたします。

○総合政策部長（永山英也君） 特急のワンマ

ン化につきましては、昨年12月に知事や沿線市

町がＪＲ九州本社を訪問するなど、地域の実情

等を踏まえた慎重な検討を要請してまいりまし

た。ＪＲ九州におきましては、地元の声を真摯

に受けとめ、導入に当たって、例えば乗降時に

運転士がホームにおりて目視で確認を行うこ

と、質問にありましたけれども、客室へのＳＯ

Ｓボタンの増設や防犯カメラの設置、さらに、

ワンマン運転開始後も最低６カ月間はお客様案

内等を担当する係員が乗務することなど、国の

基準を超えた特別の措置を実施するとのことで

ありました。また、これらの対策を点検・確認

し、必要に応じて見直しを行うことにより、安

全性を確保するということでありました。

県といたしましては、ＪＲ九州に対し、これ

らの対策を着実に実行すること、また、何より

も安全性の確保を最優先に、必要に応じてさら

なる見直しを行うことを含めた対策を求めたと
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ころであります。今後とも、ＪＲ九州の取り組

みを注視してまいりたいと考えております。ま

た、我々地元としても、利用促進など市町村と

連携して、路線の維持に向けた地域の努力を全

力で取り組んでまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 とりあえずは６カ月間様子を

見て、それでいろんな問題があれば、そのこと

をしっかり県としてもＪＲ、沿線自治体とも共

有してその対応に当たってもらいたい。ぜひお

願いしたいと思います。

利用促進の取り組み、今、部長も答弁いただ

きましたが、きのう田口議員も質問していまし

たので、もう再質問しませんが、結局、乗って

残さないとバスも列車もなくなる。どんどんダ

イヤが減るんだということを県民運動として盛

り上げていかなきゃいかんと思っています。

しかし、今後、ワンマン列車では指定席がな

くなる可能性が高いと思います。車掌がいない

とチェックができない。モラルの維持ができな

い。家族水入らずのゆったりした旅行、仲のい

いカップルの旅行、そういった旅行ニーズに応

えるために指定席はあったのではないかと思い

ます。ゆとりのない空間になっていいのかと。

ワンマン化は、安全性だけでなくいろんな問題

を内包していると思います。ぜひ頑張っていた

だきたいと思います。

次に、オスプレイについてお伺いいたしま

す。オスプレイが2014年に小林上空で被雷しプ

ロペラ２枚を破損していたことが、報道でわか

りました。県は九州防衛局に対し、事実確認を

求めておりますが、米軍に問い合せ中というこ

とで、まだ回答がない状況だと思います。国に

引き続き情報開示を強く求めるべきと思います

が、知事の考えをお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） オスプレイが被雷した

とされる事案につきましては、報道を受けまし

て、すぐに国に対し事実関係に係る情報提供を

求めたところであります。１月１９日に、「米

側から情報を得ており、分析・精査をした後、

地元に丁寧に説明していく」との連絡があった

ところであります。現時点で情報提供はなされ

ておりません。この間、危機管理統括監から九

州防衛局の幹部に対し、複数回にわたり申し入

れを行うなど、早急に情報提供を行うよう、国

に求めているところであります。引き続き、強

く国に求めてまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 もともとこのオスプレイ、ア

メリカでは未亡人製造機と言われるぐらい、開

発段階から大きな事故を起こしながら今日まで

来ている。国民もオスプレイについては安全性

を疑問視しているのではないかと思います。知

事はオスプレイの安全性についてどうお考えな

のか、お伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） オスプレイの訓練、配

備等につきましては、国の責任において適切に

対応すべきものでありまして、日本政府とし

て、機体の安全性を確認し、日米合同委員会に

おいて、安全確保等に関する合意がなされてい

るところであります。本県ではこれまでも、県

民の安全・安心を確保する観点から、日米合同

委員会で合意された安全確保策の遵守や、事故

が発生した場合の速やかな情報提供等につい

て、国に求めてきたところであります。今後

も、日米合同委員会で合意された内容に沿って

適切に運用されるよう、状況を注視しますとと

もに、国に対して、適時的確な情報提供などに

ついて、必要な働きかけを行ってまいりたいと

考えております。

○満行潤一議員 ぜひ、県民の安心・安全を守

るために努力いただきたいと思います。
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次に、旭化成の放射性廃棄物地下保管施設に

ついてであります。旭化成は、日向市竹島町に

建設した低レベル放射性廃棄物地下保管施設の

床面の一部で、水のにじみが確認されたと発表

しています。施設は、床が地下８メートルのと

ころにあり、震度７の揺れにも耐えられるよ

う、壁や天井は厚さ１メートルを超える鉄筋コ

ンクリートで覆われているほか、入り口は分厚

い鉄の扉とゴムで水が入り込むのを防ぐ構造に

なっていると聞いています。同社によると、放

射性物質漏れなどの周辺への影響はないと言わ

れています。この放射性廃棄物地下保管施設に

おける水のにじみはどのような状況だったの

か。また、県としてどのように対応したのかお

伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 御質問の

地下保管施設では、旧ウラン濃縮研究所で使用

したウラン溶液を中和し、固めてドラム缶に詰

めたものなどが保管されておりますが、今回の

水のにじみにつきましては、施設床面のコンク

リートのつなぎ目に沿って発生したもので、地

下水由来のものと考えられております。その量

は極めて微量であり、保管物との接触はありま

せんが、旭化成においては、徹底した対策を行

う観点から、コンクリートのつなぎ目に樹脂を

充塡するほか、施設全体を鉄の板で囲み、地下

水の流入を防止する等の修復工事を実施してい

るところであります。

県におきましては、７月に旭化成からの第一

報を受け、原因や想定される影響・対策等につ

いての報告や関係機関への連絡を求めますとと

もに、県が委嘱しておりますウラン対策専門委

員による現地視察を11月に実施し、保管状況や

工事内容を確認したところであります。今後と

も、旭化成において施設が安全に管理されるよ

う、関係機関等と連携し、注視してまいりたい

と考えております。

○満行潤一議員 県の取り組みは了解いたしま

した。

次に、防災・救急車両についてであります。

県内には、宮崎大学、県立宮崎病院、都城市郡

医師会病院にドクターカーが配備されていま

す。これらのドクターカー運用に係る経費の財

政的支援があるのか、お伺いいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 県立病院を除

く救命救急センターにつきましては、ドクター

カーの運転手に係る人件費の国庫補助が措置さ

れておりますけれども、その他の病院について

は、補助対象とはなっていないところでありま

す。

○満行潤一議員 大分県薬剤師会が運用してい

る移動薬局カー「モバイルファーマシー」なる

ものがありますし、鹿児島市の民間病院、米盛

病院にはドクターヘリ、ドクターカーがあり、

今回、新たにＤＭＡＴカーを導入しました。こ

れらの防災車両を本県の民間病院や団体が購入

し運用するとしたら、財政支援はあるのか、お

伺いいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 県内のドクタ

ーカーや、ＤＭＡＴチーム等の派遣に必要な緊

急車両の整備につきましては、これまで地域医

療再生基金を活用して支援してまいりました。

御質問にありました、災害時の医薬品供給車両

でありますモバイルファーマシーや、ＤＭＡＴ

が自立的に活動するための専用車両であります

ＤＭＡＴカーにつきましては、平常時の法令上

の使用制限や使用頻度等の課題もありますこと

から、全国的にはまだ導入事例が少ない状況に

あります。一方、災害時の医療救護活動では重

要な役割を担うことができますことから、既に
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導入している団体や医療機関の活動状況等を踏

まえながら、その必要性や効果等について、関

係団体や県内ＤＭＡＴとも議論してまいりたい

と考えております。

○満行潤一議員 民間の団体等が県土を守るた

めに自主的に投資している。ぜひ、財政的支援

を行うことによって宮崎県でも配備が進めばい

いなと思っております。

次に、県内ドククーカーヘの消防無線配備状

況をお尋ねいたします。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 県内のドク

ターカーのうち、県立宮崎病院、宮崎大学医学

部附属病院のドクターカーには、宮崎市消防局

の消防無線が設置されていると伺っておりま

す。都城市郡医師会病院のドクターカーについ

ては、消防無線は設置されておりませんが、独

自に無線局を開設して、病院、ドクターカー、

都城市消防局の通信指令室が相互に無線通信を

することで、情報共有を行っていると伺ってお

ります。

○満行潤一議員 都城市郡医師会病院のみ消防

無線が配備されていない。おかしいと思うんで

すよね。共同して現場に走る救急車と連絡がと

れない。ドクターヘリともリアルに交信できな

い。これは非常に日々不便なんだろうと思いま

す。市郡医師会病院は、２次救急医療施設、災

害拠点病院など、政策医療をしっかり担ってい

ただいています。ドクターカー運用も、財政支

援がなくても頑張っていただいている。県は直

接的な当事者じゃないかもしれませんが、消防

無線が配備できるよう支援していただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） ドクターカー

の医師と救急車の消防隊員が、無線等を使って

現場の状況や患者の情報を共有することは、救

命救急活動を行う上で大変重要であると考えて

おります。都城市郡医師会病院から、ドクター

カーの消防無線の設置について、具体的な相

談、要望等がありましたら、地元自治体や関係

機関とも連携しながら対応してまいりたいと考

えております。

○満行潤一議員 地元がどうなっているのか私

もよくわかっていないんですけど、ぜひ、当事

者、管内の消防局と連携をとっていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

次に、教員の長時間勤務の改善について質問

させていただきます。昨年６月に、文科省の業

務適正化に向けたタスクフォースでは、長時間

勤務解消に向けて勤務時間管理の適正化が、ま

た、今年度の県人事委員会勧告においても、

「勤務実態の適切な把握に努め実効ある取り組

みが必要」と指摘されています。個々の教職員

の勤務時間はどのように行っているのか。出退

時間の把握をやっていない状況では、誰がいつ

出勤し、退勤したのかもわかりません。安心・

安全な学校運営上も大きな問題だろうと思いま

す。あの広い校内で倒れていても発見できない

のではないかと心配します。教員の長時間勤務

の改善が課題となっていますが、各教員の勤務

時間はどのように把握されているのか、教育

長、お願いいたします。

○教育長（四本 孝君） 教員の勤務時間の把

握につきましては、各学校の管理職が、退庁時

間に合わせてそれぞれの教員の状況を見るなど

して確認を行っております。また、退庁の遅い

教員については、翌日、教頭や主任等がその把

握に努めているところであります。今回、厚生

労働省が労働時間の適正な把握に関するガイド

ラインを定め、勤務時間の管理責任を改めて明

確にするとともに、勤務時間の把握のために使
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用者が講ずべき措置等を明示いたしました。こ

のようなことから、県教育委員会といたしまし

ては、教員の出勤・退勤時間の適正な把握の方

法等について、学校の実態を踏まえ、関係機関

等と協議しながら検討してまいりたいと考えて

おります。

○満行潤一議員 管理職が管理・監督だろうと

思うんですけれども、大きな学校になると100名

を超える教職員がおられるわけで、とても管理

職が一人一人の勤務時間を把握できている状況

には今ないだろうと思います。ぜひ、しっかり

とした把握に努めていただくように改善いただ

きたいと思っています。

また、教員の長時間労働の一因と考えられる

朝課外、夕課外については、再検討の時期にあ

るのではないかと思いますが、教育長の考えを

伺います。

○教育長（四本 孝君） 県立高等学校におけ

る朝課外・夕課外は、保護者からの依頼を受け

て各学校が実施しているものであります。その

際、生徒の進路実現に必要な学力養成に向けて

効果的な実施形態を検討するとともに、教職員

の負担等も考慮して取り組んでおります。例え

ば、生徒に受講する教科・科目を希望に応じて

選択させたり、課外を通年ではなく、特定の時

期のみ実施したりすることで、生徒や教職員の

負担軽減を図るなど、さまざまな工夫を行って

いる学校もあります。教育委員会といたしまし

ては、今後とも、各学校の朝課外・夕課外の取

り組みにつきまして、生徒や教職員に過度の負

担とならないよう、さまざまな機会を通して呼

びかけてまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 ＰＴＡ主体と言われておりま

すが、ぜひ、その改善をお願い申し上げたいと

思います。

次に、部活についてであります。児童生徒が

熱心に部活動をしていることは喜ばしいことで

す。しかし、特に運動部活動は、平日は授業が

終わってから部活動。ほとんどの休日も朝から

部活。熱心に部活に励むことはよいことです

が、担当する教員も生徒も休みなしになりま

す。健康面の配慮も必要です。教員の多忙化の

要因の一つが部活の指導であり、長時間労働の

原因でもあると思います。2017年４月から、大

阪府の全ての府立高校と支援学校、計182校で、

ノー部活デーを試験的に実施すると、大阪府教

育庁が発表しました。週１回以上の部活のない

日を設けるよう教育委員会が主導すべきと思い

ますが、いかがでしょうか。

○教育長（四本 孝君） 部活動につきまして

は、学校教育活動の一環として、教育的意義は

高いものと考えておりますが、生徒の健康上の

問題等もさることながら、教職員の負担軽減等

の観点からも、休養日を適切に設定することは

大切なことと考えております。県教育委員会で

は、このような観点を踏まえ、「教職員の働き

やすい環境づくりプログラム」の取り組みの一

つとして、部活動の負担軽減を図るために、週

１回及び第３日曜日の「家庭の日」は、部活動

を休みにする取り組みを現在進めているところ

であります。今後、こうした取り組みをさらに

徹底いたしますとともに、来年度末に国が策定

する「運動部活動の総合的なガイドライン」な

どを踏まえ、休養日の拡充により一層努めてま

いりたいと考えております。

○満行潤一議員 週１回及び「家庭の日」は部

活動休みの取り組みを進めていると答弁されま

したが、本当に効果が上がっているのか、どの

ように把握されているのか、その評価はどうな

のか、しっかりとした検証が必要だと思いま
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す。今後、しっかりした検証をお願い申し上げ

たいと思います。

次に、県職員の人材確保についてでありま

す。新規事業「みやざき産業人財確保支援基金

事業」は、民間企業の人材確保に対応すべく奨

学金返済の支援を行う、これまでにない踏み込

んだ施策だと思います。しかし、県庁も民間同

様、人材確保が困難な状況になっています。16

年度の県採用試験4.7倍、平成では最低と報道さ

れました。特に、近年の人事委員会の採用試験

の実施状況を見ると、大卒程度の土木職、建築

職、農業土木は競争倍率が２倍以下となってい

ます。これらの技術職については、合格者が採

用予定数を下回った場合、現場への影響が懸念

されますが、どのように対応するのか。また、

高卒者の採用、活用をもっとふやすべきではな

いかと思いますが、いかがでしょうか。

○総務部長（桑山秀彦君） 県職員の採用試験

の最近の状況を見てみますと、御指摘のありま

したとおり、技術系職種において倍率が大変低

い職種がありまして、大きな課題であるという

ふうに思っております。合格者が採用予定数を

下回った職種につきましては、業務量に応じま

した職員配置の見直しでありますとか、所属に

おける担当制の活用などにより、業務への影響

が最小限に抑えられるよう努めてまいっている

ところでありまして、今後とも適切に対応して

まいりたいと考えております。

また、技術系職種における受験者数減少への

対策といたしまして、来年度から、大学卒業程

度等の試験において、専門分野をより重視した

受験しやすい内容への見直しが予定されており

ますけれども、御質問にありました高卒者の採

用枠の拡大も、対応策の一つとしてあるという

ふうに思っております。今後とも、職種ごとの

業務の専門性等に十分配慮しながら、また関係

部局と協議しながら、採用のあり方について検

討してまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 意欲のある高卒者を採用する

ということは非常に有効だと思いますので、御

検討いただきたいと思います。

家畜保健衛生所の問題について質問させてい

ただきます。昨年12月に川南町で、１月には木

城町で鳥インフルエンザが発生しました。寒さ

の厳しい中、関連農場で殺処分・防疫作業に従

事された皆さんに、敬意を表したいと思いま

す。

本県は、家畜保健衛生所の獣医師が担当する

飼養農家戸数が全国で最も多い。減ったとはい

いながら、本県の受け持ち農家数130戸、北陸３

県は１人当たり３戸から４戸と大きな開きがあ

ります。鳥インフルエンザの発生等により、突

発的な対応を求められることもあります。県内

３カ所の家畜保健衛生所と今の獣医師の数では

負担が重いと思います。家畜保健衛生所の獣医

師を増員すべきと考えますが、獣医師確保の取

り組み状況についてお伺いします。また、家畜

保健衛生所を新たに設置する考えはないか、あ

わせてお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 県では、平

成22年の口蹄疫の発生を受けまして、獣医療整

備計画を策定し、家畜保健衛生所の獣医師を計

画的に増員することといたしております。この

ため、24年度から関係部局が一体となって設置

いたしました獣医師確保対策チームを中心に、

インターンシップの受け入れや本県への就職希

望者に修学資金を貸与するなど、獣医師確保に

積極的に取り組んでいるところであります。ま

た、県内には、御指摘のように３カ所の家畜保

健衛生所がございますけれども、さらに機能を
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強化するために、25年度からそれぞれに駐在を

新たに設けたところであります。今後、まずは

獣医師の確保を図った上で、駐在を含めた家畜

保健衛生所間の連携強化を図り、防疫体制の強

化に努めてまいりたいと考えております。

○満行潤一議員 この広い宮崎県、３つの家保

では足りないと思うんですが、その前に、おっ

しゃるように、獣医師の確保が何よりも急がれ

る。駐在といっても資機材も何もないわけで、

指導、相談に応じておられるのだろうと思いま

すけれども、ぜひ、今後とも獣医師の確保には

努力いただきたいと思います。

そこで、提案なんですけれども、獣医学部と

いうのは、国立10、公立１、私立５の16大学し

か持っていません。入学定員、合計1,000名なん

です。大学や国の研究機関、国家公務員、ペッ

ト小動物に流れて、残りを都道府県で奪い合う

構図だと思います。全国の自治体で獣医師の確

保に苦労されている。獣医師の絶対数が足りな

いのだろうと思います。余るぐらい獣医師がふ

えないと、地方では雇用できないのではない

か。今、宮崎県は、弁護士事務所に複数の弁護

士が来ていただけるようになりました。それ

は、改革によって弁護士をふやしたから、この

宮崎まで弁護士が来ていただいた。余るぐらい

獣医師をふやさないと、なかなか地方には獣医

師は来てくれないんじゃないか。獣医系大学の

定員をふやすよう国に要望する考えはないか、

お伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 御質問にござ

いましたように、獣医系大学は全国に16大学ご

ざいまして、毎年、約1,000人の獣医師を養成し

ております。卒業生の就職状況を見ますと、

ペットなどの小動物臨床分野に約４割が就職す

る一方、都道府県への就職は約１割にとどまっ

ている状況にあります。このため県では、全国

各地の大学での出張講義や県内高校生へのガイ

ダンスを通して、家畜防疫など県職員獣医師の

担う業務の重要性を直接伝えるための取り組み

を実施しているところであります。また、国に

対しましては、大学における職業教育の強化な

ど、学生の就職先の偏りを解消するための施策

を充実するように、要望活動を重ねているとこ

ろであります。今後も、これらの対策を通じ

て、県職員獣医師の確保に努めてまいりたいと

考えております。

○満行潤一議員 定員増については研究課題だ

と思いますが、ぜひ、そういった取り組みを国

にしっかり知事を先頭に訴えていただきたいと

思っています。

時間が来ましたので終わりますが、３月で退

職を迎える皆さん、本当に長い間お世話になり

ました。今後とも、県勢発展のため、各地域で

御尽力いただきますようにお願い申し上げまし

て、全ての質問を終わりたいと思います。あり

がとうございました。（拍手）

○星原 透議長 次は、徳重忠夫議員。

○徳重忠夫議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。続けて都城からの登壇でございま

す。よろしくお願いいたします。

通告に従いまして、順次質問をしてまいりま

す。

まず最初に、重点施策についてお伺いいたし

ます。

平成29年度の一般会計当初予算は、対前年比

で42億3,700万円、率にして0.7％の減とな

る5,788億3,500万円と、４年ぶりのマイナス予

算であり、２巡目国体を見据えたスポーツ施設

の整備など、大型投資を控え、手がたい予算編

成をされたという印象であります。このような
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中、予算案の概要を見ますと、未来志向の地方

創生に取り組むための平成29年度重点施策とし

て、１、人口減少対策と中山間地域対策の強

化、２、世界ブランドのみやざきづくりの推

進、３、成長産業の育成加速化と新たな産業づ

くり、この３つの柱が掲げられ、全体で162

億3,400万円が計上されており、めり張りをつけ

る努力も見られると感じておるところでありま

す。

予算編成に当たっては、これまでも毎年度、

重点施策を定め、それらの柱に基づいて具体的

な事業を構築・展開されておりますが、施策と

いうものは、単年度では成果が出ないものが少

なからずありますので、長期的な視点を持って

継続して取り組み、しっかりと結果を出してい

くことが大変重要であろうと考えております。

そこで、これまでの重点施策の主な成果と、

今後、特に力を入れていきたい分野について、

知事にお尋ねしておきたいと思います。

次に、財政運営についてお伺いいたします。

本県では、平成38年度に、２巡目となる国体

を開催することとなっております。本県の財政

状況を考えますと、歳入の大幅な増が見込めな

い中で、社会保障関係費は年々増加し続けてお

り、また、人口減少問題や地域経済の活性化

等、多くの課題が山積している状況でもありま

す。大きなプロジェクトであります国体開催に

財政的に対応できるのか、私は不安を感じてい

るところであります。そこで、国体開催を控え

て、今後どのような財政運営を行っていこうと

されているのか、知事にお尋ねしておきたいと

思います。

以上を壇上での質問といたしまして、後の質

問は質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えいたし

ます。

まず、重点施策についてであります。重点施

策は、限られた財源の中で、県総合計画などの

着実な推進を図るために設定しております。近

年は、フードビジネス等の成長産業の育成や地

域活性化等に力を注いでまいりました。この結

果、例えば、平成27年度の農業産出額は3,424億

円、平成26年度の食料品・飲料等出荷額は4,762

億円と、平成22年度からの伸び率を見てみます

と、それぞれ全国第２位、第４位となったほ

か、平成26年度の製造品出荷額等も、過去最高

の約１兆5,276億円となったところであります。

さらには、産学金労官が一体となって企業成長

・人財育成を支える体制の整備も進むなど、産

業振興の面では確かな手応えを感じているとこ

ろであります。引き続き、こうした課題にしっ

かりと取り組むとともに、今後は、国民文化祭

や２巡目国体の開催も予定されております。文

化やスポーツの振興、美しい宮崎づくりなどに

力を入れながら、｢新しいゆたかさ｣の実現に取

り組んでまいりたいと考えております。

次に、国体開催を控えた財政運営についてで

あります。国体開催に伴う施設整備につきまし

ては、国の補助・交付金や起債、県有施設維持

整備基金を活用して、その費用を賄うこととし

ております。今後、増加が見込まれる公共施設

の老朽化対策等を考えますと、県有施設維持整

備基金については、さらなる積み増しを行って

いく必要があると考えており、今議会に提出し

ております２月補正予算においても、40億円を

積み立てることとしております。

一方で、厳しい財政状況の中にあっても、県

政の重要課題に的確に対応する必要があります

ことから、財政改革を不断の取り組みとして位

置づけ、毎年度、徹底した事務事業の見直しを
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行うとともに、これにより捻出した財源を活用

して新たな事業を構築する。さらには、国から

の補助金、交付金等の財源の確保に努めるな

ど、持続性のある財政運営を行いながら、地方

創生の推進を初めとした地域活性化の取り組み

など、積極的に取り組んでいきたいと考えてい

るところであります。以上であります。〔降

壇〕

○徳重忠夫議員 ただいま御答弁いただきまし

た。限りある財源の中でも、将来を見据えた手

当ては必要であります。近い将来に大型投資を

控える中、厳しい財政運営になるとは思います

が、今後とも、めり張りをつけた予算としてい

ただけますようにお願いしておきたいと思いま

す。

続いて、高病原性鳥インフルエンザについて

お尋ねしてまいります。

昨年11月中旬から、国内の野鳥で相次いでウ

イルスが検出される中、11月28日に青森県で、

今シーズン国内初となる家禽、アヒルでの発生

が確認されたところであります。その後、12月

中旬にかけて、新潟県や北海道の採卵鶏で発生

が確認されるなど、ウイルスが国内の広い地域

に侵入し、本県での発生リスクが非常に高まっ

ているとして、県内の養鶏農場におかれまして

も、消毒の徹底等、防疫の強化を図ってこられ

たものと考えております。

このような中、残念ながら、昨年12月19日に

川南町の肉用鶏農場で、今季、国内６例目とな

る発生が確認されました。１月24日には木城町

の肉用鶏農場で、国内９例目の発生が確認され

たところであります。これまで、過去の県内の

鳥インフルエンザ発生事例については、発生原

因が特定されていないと記憶いたしておりま

す。今回、県内で発生した高病原性鳥インフル

エンザの原因究明はなされたのか、農政水産部

長にお尋ねしておきたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 養鶏農場で高

病原性鳥インフルエンザが発生いたしますと、

国がウイルスや野鳥などの専門家を集めた疫学

調査チームを派遣し、原因究明が行われます。

今回の県内発生農場の調査では、２農場とも、

１つには、近隣にカモが飛来するため池や河川

があることや、金網や防鳥ネットなど複数の侵

入防止対策を講じていたものの、鶏舎あるいは

防烏ネット等に破れやすき間が確認されたこと

等が調査概要として報告されているところであ

ります。これらの状況と発生との因果関係は、

現時点では明らかにされておりませんが、引き

続き、疫学調査チームによる調査・分析が進め

られると聞いておりまして、その結果は、報告

書として取りまとめられると聞いております。

○徳重忠夫議員 発生したことは、まことに残

念でございますが、発生農場の防疫対応につい

ては、建設業協会等、関係者の協力を得ながら

大変迅速に完了したと伺っております。特に今

回は、自衛隊からの動員が迅速な防疫対応に大

きく貢献したと思っております。自衛隊は、鳥

インフルエンザの防疫活動はもちろんでござい

ますが、東日本大震災や熊本地震など大規模災

害が発生した場合、救助活動、給水活動、物資

輸送など、さまざまな災害派遣活動を実施され

ております。私は、国民の一人として大変心強

く思っておるところでございます。しかし、ど

のような場合に自衛隊の災害派遣活動が行われ

るのか、県民が十分に理解しているとは思いま

せん。そこで、自衛隊に災害派遣を要請する場

合の条件はどのようになっているのか、危機管

理統括監にお伺いしておきたいと思います。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 災害派遣の
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要請は、人命または財産の保護のためという

「公共性」、差し迫った必要があるという「緊

急性」、そして、自衛隊の部隊等が派遣される

以外にほかに適切な手段がないという「非代替

性」、この３つの要件について総合的に判断し

て行うこととされております。

例えば、最近では、昨年１月の寒波で水道管

の凍結による断水が発生した際、断水世帯数が

多かった都城市やえびの市では、市町村間の給

水車等による応援によっても対応力を超えたと

いうことから、３要件について総合的に判断

し、災害派遣を要請したところであります。

○徳重忠夫議員 ありがとうございます。

次に、家畜伝染病の防疫作業に自衛隊を派遣

要請する場合の県の基準と、今回動員された人

数について、農政水産部長に伺っておきたいと

思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 県の防疫マニ

ュアルにおきましては、高病原性鳥インフルエ

ンザ及び口蹄疫のいずれにおいても、大規模農

場での発生や複数発生等、県職員や畜産関係者

の動員だけでは農場の迅速な防疫措置が困難で

あると判断した場合に、自衛隊への派遣要請を

検討することとしております。大規模農場の判

断基準といたしましては、高病原性鳥インフル

エンザでは、おおむね10万羽を超える場合を目

安としているところであります。また、今回の

農場における延べの動員人数につきましては、

１例目が1,190人、２例目が1,403人の合計2,593

人でありますが、このうち、自衛隊からは１例

目に441人、２例目に546人の合計987人の派遣を

いただきまして、深く深く感謝をしているとこ

ろであります。

○徳重忠夫議員 自衛隊からも1,000人近くの方

に応援いただいたということで、非常にありが

たいことだったと思っております。多くの関係

団体の協力で、相当に迅速な防疫作業が行える

体制となっているようでございますが、県内で

の発生以降も、隣県の熊本県や佐賀県の養鶏農

場でも確認されるなど、リスクが高い状況が続

く中、新たな発生をさせないことが重要になり

ます。そこで、県といたしまして、養鶏農場に

対する防疫指導等、発生を受けて行った対応に

ついて、農政水産部長にお伺いしておきたいと

思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 御質問にもあ

りましたけれども、ことしは、特に高病原性鳥

インフルエンザの発生リスクが高いというふう

に判断しておりましたので、例年以上の防疫の

強化に取り組んでまいりました。しかしなが

ら、２例の発生を見たということについては、

大変残念に思っておりますし、重く受けとめて

いるところであります。このような中で、県内

での発生を受け、県では直ちに、農場の緊急自

己点検を実施いたしますとともに、鶏舎のすき

間や破損等の点検ポイントを図示した資料を配

布するなど、全農場に対して、さらなる防疫の

徹底を図ったところであります。また、今回の

発生農場では、近隣にため池や河川があったこ

とを踏まえ、このような環境にある農場には改

めて立ち入りを行う等の取り組みも行ったとこ

ろであります。現在も発生リスクが高い状況に

変わりはございませんので、最大限の警戒のも

と、引き続き発生防止に努めてまいりたいと考

えております。

○徳重忠夫議員 まずは発生させないことが大

事でありますので、引き続き、適切な防疫指導

等をよろしくお願い申し上げておきたいと思い

ます。

それから、先日、ことし１月の中国での人へ
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の鳥インフルエンザ感染者数が192名、うち79名

が死亡したとの新聞報道を目にしたところであ

ります。このシーズンに国内で発生している鳥

インフルエンザとはウイルスの型も違うとのこ

とです。国内では人ヘの感染は確認されていな

いということですが、私は、このように多数の

感染者が出ていることに大変驚いております。

防疫作業従事者の感染予防対策として最も重要

なのは、防護服やゴーグル等の適切な着用であ

るため、日ごろから、保健所や農林振興局等が

連携して、防護服等の着脱訓練を実施されてい

ると伺っておるところであります。防疫作業従

事者の中から一人も感染者が出ないことが最も

大事なことでありますので、今後も気を緩める

ことなく、適切な感染防止対策を行っていただ

くように、特にお願い申し上げておきたいと思

います。

続いて、篤農家の技術・知識の活用について

お尋ねしてまいります。日本の農業技術は、世

界でも高い水準にあると言われておりますが、

この高い農業技術は、農家の長い経験を踏ま

え、培われてきたものであります。一方、その

技術は、個々の農家の経験と勘に頼っており、

同じ地域の農家間でも、収量や品質にばらつき

が見られる現状にあります。また、多くの熟練

農家が高齢化するとともに、後継者不足も深刻

化してきており、技術の伝承が難しくなるので

はないかと危惧されており、すぐれた技術を次

世代に確実に継承することが急務だと考えてお

ります。

このような中、昨年６月の新聞で、熟練農家

の技術保護について、指針となるガイドライン

が策定されたことが報道されましたが、この指

針はどのようなものか、農政水産部長に伺って

おきたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 熟練農家のノ

ウハウは、以前は、まねをすることが難しいと

されてきましたが、近年、ＩＣＴによるデータ

化が可能となり、こうしたデータ化されたノウ

ハウを他の農家に提供するサービスが始まって

おります。こうした農業現場の動きを踏まえ、

慶應義塾大学が、農林水産省の補助を受け、昨

年３月に「農業ＩＣＴ知的財産活用ガイドライ

ン」を取りまとめたところであります。このガ

イドラインでは、熟練農家のノウハウを新しい

知的財産と位置づけまして、栽培ノウハウのデ

ータ化の事例や、ＩＣＴ企業などのサービス提

供事業者と熟練農家との契約における規約文例

等が示されておりまして、本県における熟練農

家の有する技術の保護及び利用促進においても

参考になるものと考えております。

○徳重忠夫議員 ありがとうございます。

次に、農家の所得と、先進的な農家の技術を

生かした指導体制について伺ってまいります。

県では、農業経営基盤強化促進法に基づく県の

基本方針において、認定農業者の１戸当たりの

農業所得として630万円の目標を掲げておりま

す。このような所得目標を達成できている事例

を示すことで、おのずと後継者は確保できると

思いますが、一方で、個々の農家の技術の差が

大きいことから、多くの農家がこの目標を達成

するのは難しいとも考えられます。そこで、本

県の主な品目について、基本方針の所得目標を

達成している農家がどれぐらいあるのか、農政

水産部長にお尋ねしておきたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 農業経営基盤

強化促進法に基づく県基本方針で定めておりま

す所得目標の達成状況につきましては、ＪＡグ

ループの農業経営者組織協議会のデータから分

析いたしますと、平成27年決算について青色申
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告を実施した農業者約7,000人のうち、所得目標

を達成している割合は、全体の34％となってお

ります。これを主力品目で見てみますと、キュ

ウリで51％、ピーマンが65％、マンゴーが47

％、菊が40％、肉用牛が35％、酪農で56％、養

豚で46％、ブロイラーで55％の達成状況となっ

ております。

○徳重忠夫議員 ただいまの答弁では、品目に

より違いはあるものの、全体では３割を超える

程度、34％が所得目標をおおむね達成している

ということでございますが、とても低い数字だ

と私は考えております。将来の本県の産地維持

発展に向けて、新規就農者や後継者に夢を持っ

て農業に取り組んでいただくには、儲かる農業

の実現に向けた農家の技術力向上が必要となり

ます。このため県では、平成28年度から本格的

に宮崎方式営農支援の取り組みを展開しており

ますが、普及指導員やＪＡの営農指導員の指導

に、豊かな経験に基づく先進的農家の高い栽培

技術を組み合わせることで、若い農家等にとっ

ては、具体的な指導・助言による栽培技術の習

得が可能になると思われます。そこで、農家の

生産技術の向上に向けた宮崎方式営農支援の取

り組み内容と、先進的な農家と連携した指導へ

の取り組みについて、農政水産部長にお尋ねし

ておきたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 県では、本年

度からＪＡグループと連携し、産地分析とビ

ジョン策定による産地改革、普及指導員とＪＡ

営農指導員の指導能力向上、農業者の技術・経

営管理能力向上の３つを柱とした宮崎方式営農

支援について、全県での展開を進めているとこ

ろであります。この中で、特に産地分析につい

ては、産地全体で生産者ごとの各種データを分

析し、部会内でのみずからの順位や課題を確認

していただくことが、個々の生産者の経営改善

の契機となっておりまして、ＪＡ都城のキュウ

リ部会では販売額が約23％向上し、また、ＪＡ

こばやしのマンゴー部会では収量が約25％向上

するなどの成果も出てきているところでありま

す。また、県では、先進的な農業者など97名を

農業経営指導士として委嘱し、普及指導員と一

体的にきめ細やかな指導・助言を行っており、

農家の技術力と所得向上を図る上で大きな力と

なっているところであります。今後とも、この

ような指導体制により、産地の競争力強化に取

り組んでまいりたいと考えております。

○徳重忠夫議員 ただいまの答弁では、高い栽

培技術を有する先進的な農業者と一体となり、

農家の指導に取り組んでいるということでござ

います。大変よい取り組みでありますので、引

き続きしっかりと御指導いただきたいと思いま

すが、知事が先進的農業者として委嘱した97名

の農業経営指導士の皆さんも、それぞれ我が家

の経営を行いながら、貴重な時間を割いて協力

いただいておりますので、指導していただく指

導士の方々が協力しやすいような環境をぜひ整

えていただきますよう、特にお願い申し上げて

おきたいと思います。

また、所得目標に達している農家が、園芸の

主力品目では50％前後、宮崎の中心的な肉用牛

は35％という答弁でございました。これは、畜

産王国宮崎としては非常に恥ずかしい、残念な

ことだと。このままでは畜産がなくなってしま

うんじゃないかという思いもしないでもありま

せん。本県農業の将来を担う後継者を確保して

いくためには、私は、やはり70％程度の農家は

所得目標を達成しなければいけないと感じてお

るところでございます。さらに目標を上回る所

得を目指す意欲ある農家を育成していくため
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に、引き続き、先進的農業者の皆さんとの十分

な連携により、これまで培われてきた技術を

しっかりと継承しながら、農家の技術力と所得

の向上に取り組んでいただきますよう、お願い

申し上げておきたいと思います。

次に、これからの農業を語る上で無視できな

いのが、農地の問題であろうかと思います。先

ほど、農業者の生産技術や経営管理能力の向上

に向けて、宮崎方式の営農支援を展開している

との答弁をいただきましたが、生産性の向上を

図るとともに、生産コストを下げていくために

は、栽培技術等の営農支援の取り組みに加え

て、農地の集積・集約化が重要になるものと考

えております。具体的には、分散している農地

を集積・集約化し、品目ごとに生産団地として

まとめることができれば、これまで以上に効率

のよい経営が可能になるほか、農家同士が栽培

技術向上のために切磋琢磨する機運も高まり、

また、農家を指導する関係技術員にとりまして

も、指導体制が整えやすくなるなど、指導効率

が上がるものと期待いたしております。これ

は、耕種農家だけでなく、飼料作物を生産する

畜産農家も同様であります。農地の集積・集約

化に向け、県では、３年前から農地中間管理事

業に取り組んでおりますが、効率的な営農によ

り、儲かる農業を実践する農家を増加させるた

めに、この事業を活用した農地集積をより一層

進める必要があるものと考えております。そこ

で、農地中間管理事業における農地の集積状況

と今後の推進について、農政水産部長にお尋ね

しておきたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） ３年目を迎え

ました農地中間管理事業による本年度末の農地

集積面積は、約3,400ヘクタールと、当初計画の

５割程度ではありますが、集落営農法人が加工

用米等の団地化により、経営面積の増加を図る

などの事例も見られるようになってきておりま

して、県では、こうした事例等をＰＲしなが

ら、より一層の農地集積に努める必要があると

考えております。今後も、平成35年度の担い手

への農地集積率80％という目標に向かって、法

人間の農地の再配分による推進や経営規模拡大

への働きかけを強めるとともに、新たに市町村

農業委員会に配置される「農地利用最適化推進

委員」との連携強化を通して、さらなる推進を

図ってまいりたいと考えております。また、国

において、当事業により、地元負担なしで農地

整備が可能となる土地改良法の改正も現在検討

されておりますので、こうした動きもしっかり

注視してまいりたいと考えております。

○徳重忠夫議員 よろしくお願いしておきたい

と思います。

次に、警察本部長にお尋ねしてみたいと思い

ます。

特殊詐欺被害についてお伺いいたします。平

成28年中の全国の特殊詐欺被害は、被害額が406

億円で、４年連続で400億円を上回ったと、報道

で発表されました。特に、医療費などの還付を

装った還付金詐欺が急増するとともに、被害者

の約８割が高齢者であるなど、大変厳しい状況

にあると認識いたしております。そこで、昨年

の県内における特殊詐欺被害の情勢と特徴的な

傾向について、警察本部長にお尋ねしておきた

いと思います。

○警察本部長（野口 泰君） 平成28年中の本

県の特殊詐欺被害につきましては、認知件数27

件、被害額１億6,859万円であり、前年と比べま

して、認知件数は18件の減少となる一方、被害

額は約350万円の微増となっております。被害の

特徴につきましては、300万円以上の被害が過半
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数を占め、１件当たりの被害額が約670万円と

なっていること、高齢者が被害に遭いやすいオ

レオレ詐欺、架空請求詐欺、金融商品取引名目

詐欺の被害額が高いこと、宅配便等で現金を送

る形態が減少する一方、犯人に直接現金を手渡

したり、犯人が指定する預貯金口座に現金を振

り込ませる形態が多いこと、高齢者被害の割合

が約７割を占め、高どまりであること等、依然

として厳しい情勢となっております。

○徳重忠夫議員 １億6,859万円の被害額、ある

いは１件当たりが670万円と、大変な被害でござ

います。何とかこれを防止できるような努力を

していただきたいものだと思っております。

ところで、平成27年２月議会におきまして、

私は、高齢者に対し、特殊詐欺の手口や予防対

策について電話で案内し、注意を呼びかけるコ

ールセンター事業に関して質問しております。

この事業につきましては、警察が主体となり、

高齢者を初めとする多くの県民に対しまして、

電話で直接、注意を呼びかける点に大きな意義

があり、被害抑止効果が期待できるものと考え

ておりました。また、高齢者に限らず、高齢者

の身近な存在である子や孫等の親族や地域住民

に対して、この事業を通して手口や被害防止対

策の浸透が図られれば、家族ぐるみ、地域ぐる

みで予防策を講じることにつながるものと考え

ております。そこで、この事業を開始してから

の抑止効果や、被害防止につながった事例等が

あれば、お知らせいただきたいと思います。

○警察本部長（野口 泰君） 本事業につきま

しては、平成27・28年度の運用期間中、延べ約

２万2,000人の県民の方に対し、直接、注意喚起

を行っております。このうち、｢事前の注意喚起

が心強い｣｢留守番電話機能を使うようになった｣

「防犯メールの登録方法を教えてほしい｣など、

好意的な反応や自発的な予防対策に関心を持た

れた方々が、半数の約１万1,000人に上りまし

た。なお、コールセンターからの注意喚起によ

り還付金詐欺の被害阻止につながった事例を昨

年11月に確認するなど、本事業の目的である特

殊詐欺に対する県民の抵抗力の強化と定着化に

寄与しているものと考えております。また、各

年度の事業期間中における特殊詐欺の認知件

数、被害額は、平成27年度が26件、約１億1,000

万円と、前年同時期と比べて、21件、約9,000万

円の大幅な減少となり、現在運用中の平成28年

度につきましても、減少傾向を維持しておりま

す。県警察としましては、今後とも、本事業を

初め、取り締まりと予防の両面から強力に被害

防止対策を推進してまいります。

○徳重忠夫議員 ただいま警察本部長から説明

いただきまして、コールセンター事業の効果が

かなり出ているということでございますので、

ぜひこれを徹底して続けていただきますように

お願い申し上げておきたいと思います。

続きまして、交通事故防止に関する質問をさ

せていただきたいと思います。報道によります

と、昨年の県内における交通事故による死者数

は、45名で前年より７名少なく、昭和32年以

降、60年間で最少の死者数だったそうでありま

すが、最近の交通事故を見ますと、いつまでも

喜んでいられないような状況になっておりま

す。昨年12月から交通死亡事故が相次いでおり

まして、今年１月までのわずか２カ月の間

に、20件の交通事故で20名のとうとい命が失わ

れております。これはまさに異常事態であると

私は感じております。多発する死亡事故に歯ど

めをかけるには、今こそ緊急に対策を講じる必

要があると考えます。例えば、交通事故を詳細

に分析し、事故の原因は何かなど、その特徴点



- 149 -

平成29年３月３日(金)

を明らかにした上で、公民館単位でチラシを配

布したり、住民に知らしめるきめ細かな対策を

とることが必要ではないかと考えておるところ

であります。そこで、警察本部長に質問です

が、昨年12月から本年１月にかけての交通死亡

事故の特徴とその対策について、お伺いしてお

きたいと思います。

○警察本部長（野口 泰君） 死亡事故20件の

特徴としましては、高齢者の死亡事故が10件、

歩行者がはねられる事故が10件、直線道路で９

件、国道を避けて通る脇道で９件発生してお

り、その原因の大半が、緊張感を欠いた漫然運

転により起きています。警察では、これらの特

徴を踏まえ、国道の脇道での指導取り締まりを

強化したほか、公民館単位での交通教室や、高

齢者宅への戸別訪問指導、高齢者ネットワーク

による情報発信などの対策を実施しています。

また、本年は県の南部で死亡事故が多発してお

り、隣接する鹿児島県側でも事故が発生してい

ることから、３月１日に鹿児島県警と緊急の合

同対策会議を開催し、情報を共有して、一体と

なった対策を講じることとしたほか、今後も死

亡事故を抑止するため、効果的な交通安全対策

を強力に進めてまいります。

○徳重忠夫議員 ありがとうございます。県警

は、交通事故の実態を一番よく知っている機関

であります。今後とも、これまで同様、関係機

関・団体を牽引していただき、緊密な連携のも

とさまざまな交通安全対策を講じていただき、

ぜひとも多発する死亡事故を食いとめていただ

きますように、お願い申し上げたいと思いま

す。きょうの毎日新聞に今おっしゃいましたこ

とが掲載されておりまして、一生懸命取り組ん

でいただいている姿がわかったわけでありま

す。ぜひとも死亡事故の撲滅のために、御努力

をよろしくお願い申し上げたいと思います。

続きまして、高齢者のセルフネグレクトにつ

いてお尋ねしてみたいと思います。

先日、セルフネグレクト状態にある高齢者の

テレビ特集を見ました。セルフネグレクトと

は、自己放任と言われ、一般的には、「高齢者

が、通常、一人の人として、生活において当然

行うべきことを行わない、あるいは行う能力が

ないことから、自己の心身の安全や健康が脅か

される状態に陥ること｣と定義されているようで

あります。テレビでは、ごみが散乱する屋敷に

住まい、食事も十分にとらず、必要な医療や介

護サービスを受けず、健康状態が危ぶまれる高

齢者の姿が映し出されておりました。これまで

懸命に働き、社会に貢献してきた高齢者が、そ

のような状態に置かれていることは、見るに忍

びないものがありました。そこでまず、セルフ

ネグレクト状態にある高齢者は県内にどれぐら

いいると見込まれているのか、福祉保健部長に

伺ってみたいと思います。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） セルフネグレ

クト状態にあると考えられる高齢者につきまし

ては、平成22年度に内閣府が、全国の市町村に

対するアンケート調査を実施しております。そ

の際の有効回答をもとに、全市町村から報告が

あったものと仮定して推計がなされておりまし

て、全国ではおおよそ１万1,000人とのことであ

ります。これを同様に宮崎県分として試算いた

しますと、県内では100人程度になろうかと考え

ております。

○徳重忠夫議員 県内に100人程度のセルフネグ

レクトの高齢者がいると見込まれるとのことで

ございますが、これは22年度の調査ということ

でございます。現在はもっと多いのではないか

と感じております。これから高齢者が増加し、
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ひとり暮らしや認知症の高齢者もますます増加

することが見込まれるため、その数ももっとふ

えていくことが予想されます。

そのような中、民生委員が高齢者宅を訪問す

るなどしておりますが、これらのセルフネグレ

クトの方々への対応は難しいものがあると思い

ます。最後まで生き生きと暮らし続けていくた

めには、私は、やはり行政が手を差し伸べるべ

きと考えます。実際に対応するのは、基本的に

は市町村の役割だとは思いますが、今後、これ

らの高齢者への対応に、県としてどう取り組ん

でいくのか、福祉保健部長にお伺いしておきた

いと思います。

○福祉保健部長（日隈俊郎君) セルフネグレク

トは、認知症や精神疾患など、さまざまな要因

に起因するとともに、本人にとって必要な支援

やサービスを拒む例も多いことから、お話にあ

りましたように、市町村においても対応が難し

いという実態があるようであります。しかしな

がら、セルフネグレクトの高齢者は、孤立死の

予備軍とも言われておりまして、支援を拒む高

齢者であっても、市町村等による地道な説得や

支援のほか、お話にありました民生委員や近隣

住民などによる地域の見守りをふやすことで、

他者とかかわる頻度を上げる取り組みなども必

要かと考えております。このため、県におきま

しては、市町村に対しまして、セルフネグレク

トの状態にある高齢者の実態把握や地域の見守

り活動の強化などに努めていただくよう働きか

けていくとともに、孤立死防止を主な内容とし

て、市町村や地域包括支援センターの職員を対

象として実施します研修の充実を図ってまいり

たいと考えているところであります。

○徳重忠夫議員 ぜひとも市町村と十分話し合

いをしていただきまして、有効な対策・対応を

していただきますようにお願いしておきたいと

思います。

次に、県内の建設業について質問させていた

だきます。

本県の建設産業は、建設投資の減少による競

争の激化等もあり、平成27年度末の建設業者数

は4,485者となっておりますが、これは10年前の

平成17年度末が5,817者であったのに比べ、約23

％も減少している状況にあります。今年度、県

におきましては、最低制限価格の見直しの必要

性について検討を行うため、県が発注した個別

の建設工事等における受注企業の採算性を分析

・把握するためのコスト調査を実施していると

のことであります。このコスト調査における建

設工事の収支状況はどうなっているのか、県土

整備部長にお尋ねしておきます。

○県土整備部長（東 憲之介君） 今回実施い

たしました建設工事のコスト調査につきまして

は、平成27年４月１日以降に発注し、平成28年

６月30日までに完成した1,172件を対象に、地域

や工種、契約金額等を考慮して303件を抽出し、

有効データ217件について集計・分析を行ったと

ころであります。その収支状況につきまして

は、収支がプラスとなった工事の件数が、176件

で全体の81％、マイナスになった工事の件数

が、41件で全体の19％となっております。ま

た、各工事の利益や損失がどの程度になってい

るかを率であらわした損益率の平均は、全体で

プラス８％となっております。

○徳重忠夫議員 今、部長から御報告いただき

ましたが、コスト調査における建設業の収支状

況がマイナスのところも出ているようでござい

ます。このことを考えて、最低制限価格を見直

すことについてどう思っていらっしゃるか、お

尋ねしておきます。
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○県土整備部長（東 憲之介君） コスト調査

の結果につきましては、数年前に他県が行った

同様の調査では、収支がマイナスとなった工事

の割合が４割を超え、全体の平均損益率もマイ

ナスとなっておりましたが、ここ数年の設計労

務単価や昨年度の諸経費の全国的な引き上げの

影響もあり、本県の場合、全体としては利益が

出ているものと考えております。また、本県の

最低制限価格につきましては、経済・雇用対策

の一環として、予定価格のおおむね90％として

おり、国の低入札価格調査における基準価格よ

りも高い値となっていることや、建設企業の経

営状況などを総合的に勘案いたしますと、現在

のところ、最低制限価格の水準を見直す状況に

ないと判断しているところであります。

○徳重忠夫議員 制限価格は見直さないという

ような御答弁でありましたが、収支がマイナス

になっている工事の件数が19％、これは非常に

大きい数字だと。19件は赤字だということでご

ざいます。その結果を踏まえて、そういう事業

に対する改善に向けての取り組みは今後どうさ

れようとしているのか、お尋ねしておきたいと

思います。

○県土整備部長（東 憲之介君） 今回の調査

では、あわせてアンケート調査も実施しており

まして、マイナス収支の主な理由として、「予

定価格の設定や設計変更に要因がある」などの

意見をいただいているところであります。県で

はこれまでも、適切な予定価格の設定などに取

り組んできたところでありますが、このような

御意見を踏まえ、最新単価の適用や現場条件に

応じた積算に、より一層努めていくこととして

おりまして、本年３月１日に、賃金水準の上昇

を反映するため、設計労務単価の引き上げを

行ったところであります。また、設計変更を適

切に実施するため、「設計変更・工事一時中止

ガイドライン」の運用を徹底するとともに、設

計変更に係る疑義が生じないよう、受注者・発

注者間の協議の場を来年度から新たに設けるこ

ととしております。さらには、これらの取り組

みをより一層推進するため、さまざまな研修や

指導などを通しまして、職員の技術力向上に努

めてまいりたいと考えております。

○徳重忠夫議員 本県は今後、南海トラフ地震

による甚大な被害が想定されるなど、防災・減

災対策、さらにはインフラの老朽化対策を図っ

ていかなければなりません。建設産業はその担

い手として、果たすべき役割はますます増大し

てきていると思います。そこで、社会資本の整

備や防災・減災を担う地域建設業の育成にどの

ように取り組んでいるのか、お尋ねしておきた

いと思います。

○県土整備部長（東 憲之介君） 建設産業の

育成を図るためには、安定的な事業量の確保な

ど、将来を見通すことができる経営環境の整備

を図ることが重要であると考えております。こ

のため、県としましては、国の公共事業予算の

確保に向け、全力で取り組むとともに、県単独

事業についても、特別枠による追加措置を計上

しているところであります。また、予算の執行

に当たりましては、県内業者への優先発注はも

とより、ゼロ県債の活用等による発注の平準化

に努めるとともに、入札制度においては、総合

評価落札方式における地域企業育成型や指名競

争入札の実施等により、地域の建設業が受注し

やすい環境づくりに取り組んでおります。さら

には、経営相談や金融支援、若年技術者の資格

取得に取り組む建設業者等への助成など、きめ

細やかな支援も行っているところであります。

今後とも、建設産業の動向を注視しながら、そ
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の育成にしっかりと取り組んでまいります。

○徳重忠夫議員 よろしくお願いしておきたい

と思います。予算の確保や県内業者への発注な

ど、さまざまな取り組みを行っておられます

が、建設工事には多くの下請業者がかかわって

おります。建設産業の健全な発展を図るために

は、元請業者だけでなく下請業者も大事であり

ます。下請業者も適正な利潤を確保することが

重要であります。そのためには、元請業者が下

請業者と適切な価格で契約を締結することが必

要と考えますが、県の取り組み状況をお知らせ

いただきたいと思います。

○県土整備部長（東 憲之介君） 県では、適

切な下請契約の締結のために、毎年開催する建

設業者研修会において、書面による契約締結や

不当に低い請負契約の禁止等について指導する

とともに、建設業者ホットラインを設置しまし

て、下請トラブルなどの相談にも対応している

ところであります。また、県発注工事におきま

しては、「建設工事元請・下請関係適正化等指

導要綱」を定め、下請工事の概要、代金の支払

い状況等の報告を求めるとともに、要綱の趣旨

を徹底するため、契約時に、元請業者に対し文

書による要請を行っております。さらに、「工

事現場における施工体制の点検要領」に基づ

き、点検の際には、下請契約の締結状況等を確

認しているところであります。今後とも、元請

業者と下請業者との適正な関係が確保されるよ

う、適切な指導に努めてまいります。

○徳重忠夫議員 現在でもさまざまな取り組み

を進めていただいておりますが、今後とも、元

請、下請を含めて、建設産業の育成に引き続き

しっかりと取り組んでいただきますように、お

願い申し上げておきます。

次に、記紀編さん1300年記念事業についてお

尋ねいたします。

この事業は、古事記編さん1300年の平成24年

にスタートし、日本書紀編さん1300年の平成32

年が最終年となりますが、スタートから約５年

たち、折り返しの時期に来ております。県議会

においても、「神話の源流みやざき」を県内外

に広くアピールしようと、スタートの年から毎

年、11月本会議では古代衣装を身にまとって議

会に臨むなど、事業を盛り上げているところで

あります。また、事業推進に当たっては、平

成24年度から専任職員を配置するなど、県とし

ても、その取り組みに力を入れていると思って

おります。９年間で積み上げた成果を事業終了

後も継承していけるよう、今後の展開を考えて

いかなければならないと思います。そこで、記

紀編さん1300年記念事業のこれまでの取り組み

の成果と今後の展開について、知事にお伺いし

ておきたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 記紀編さん記念事業

は、これまで、県民の意識啓発や、「神話の源

流みやざき」としての認知度向上に軸足を置い

て取り組んできているところであります。その

結果、神話ゆかりの地の観光客数の増加や、神

楽について国の文化財指定に向けた新たな動き

が出てくるなど、さまざまな効果があらわれて

きていると感じております。毎年、古事記ゆか

りの県と東京でのシンポジウムを行っておりま

すが、大変関心も高く手応えを感じているとこ

ろであります。

こうした成果をさらなる展開につなげるた

め、東京オリンピック・パラリンピック開会式

での「天岩戸開き神話」の再現や、神楽や古墳

の世界文化遺産登録を目指した取り組みを進め

ているところであります。昨年は、国立能楽堂

で自治体初となる神楽公演も開催したところで
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あります。今後も、市町村や関係団体と連携を

図りながら、こうした取り組みをさらに推進

し、2020年に本県開催が内定しております国民

文化祭につなげるなど、これまで磨き上げてき

た本県の宝を県内外に発信していくとともに、

その後も、本事業で築いた「神話の源流みやざ

き」ブランドがしっかり引き継がれていくよう

努めてまいりたいと考えております。また、将

来、我々の子孫が記紀編さん1400年記念事業を

行うときには、あの1300年からスタートしてい

ろんなものが積み上がり、花開いているという

ふうに言ってもらえるように、我々自身もこの

取り組みについてしっかりとした歴史を刻んで

まいりたいと考えております。

○徳重忠夫議員 成果が出てきているようでご

ざいまして、大変うれしく思っております。取

り組みも折り返しの時期に来て、目に見えて効

果があらわれてきているような気がいたしてお

ります。神話や神楽は大事な宮崎の宝でありま

すので、記念事業が一過性のものに終わらず、

多くの県民の財産となるように取り組んでいた

だきますように、お願いしておきたいと思いま

す。

最後の質問になりますが、外国人観光客への

対応についてお尋ねしてまいりたいと思いま

す。

昨年、訪日外国人旅行者数は2,000万人の大台

を突破し、国は、東京オリンピック・パラリン

ピックが開催される2020年には4,000万人とする

数値目標を掲げて、さまざまな施策を展開して

おります。また、先月には、九州全体の広域的

な観光振興の推進に寄与することを目的に、大

分県において、九州観光振興議員連盟の設立総

会並びに第１回九州観光振興大会が開催されま

した。私も、宮崎県議会観光振興議員連盟の一

員として参加したところでありますが、九州各

県の外国人観光客誘致に対する意識の高まりを

感じたところであります。そこで、本県におけ

る外国人宿泊者数の状況について、商工観光労

働部長にお尋ねしておきたいと思います。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 観光庁の

宿泊旅行統計調査によりますと、本県における

外国人の宿泊者数は、いずれも延べ人数になり

ますけれども、平成27年が、前年に比べ約４万

人泊増の約20万2,000人泊となっており、ま

た、28年につきましては、熊本地震の影響もご

ざいましたが、11月までで既に前年を上回る

約22万4,000人泊となっており、近年、増加傾向

にあります。また、国・地域別の平成27年の状

況を見ますと、韓国が最も多く約９万1,000人

泊、次いで台湾が約４万6,000人泊、香港が約３

万3,000人泊となっており、定期航空路線のある

韓国、台湾、香港が全体の８割以上を占めてい

る状況にあります。

○徳重忠夫議員 たくさんの外国人観光客がお

いでいただいていること、大変ありがたいこと

だと思っています。そこで、特に、定期航空路

線のあるところ、韓国、台湾、香港が全体の８

割ということでございます。先般、台湾便が１

便減便になったということもありますが、何と

か近隣の韓国、台湾、香港の便が減便にならな

いように、さらに努力して、そういう方向づけ

をしていただきますようにお願いしておきたい

と考えております。

最後の質問になります。先月、南九州３県議

会観光振興議員連盟の合同海外調査に私も参加

させていただきました。香港でございます。現

地では、香港の人口約730万人のうち、2015年に

は、150万人以上が日本へ旅行しているとのこと

であります。このうち、10回以上来日している
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リピーターが５人に１人いることに驚き、東ア

ジア地域の旺盛なインバウンド需要を肌で感じ

たところであります。また、現地の旅行会社の

社長からは、団体旅行が減少し、家族や小グル

ープでの個人旅行にシフトしているとの説明を

受けました。この傾向につきましては、香港に

限らず、韓国や台湾など、他の東アジア地域で

もあらわれていると思います。外国人の個人旅

行者については、例えば、レンタカーのカーナ

ビの多言語化などは進んでいるようであります

が、誘致に向けてさまざまな取り組みが必要と

感じたところであります。そこで、外国人の個

人旅行者の誘致に向けた取り組みについて、商

工観光労働部長にお尋ねしておきたいと思いま

す。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 外国人の

個人旅行者の誘客対策につきましては、国ごと

に市場ニーズや効果的なプロモーションの方法

が異なることから、これらに応じた取り組みを

行うことが重要であるというふうに考えており

ます。このため現在、韓国では、テレビショッ

ピングを活用したファミリー向け旅行商品の販

売支援や、ゴルフ専門雑誌への広告掲載、台湾

では、食通のブロガー招聘や、20代から30代の

女性をターゲットとした地下鉄での広告の掲示

などを行っております。また、香港では、さら

なる認知度向上を図るための路面電車のラッピ

ング広告や、レンタカーでの周遊をテーマにし

た観光ＰＲ等を実施しているところでありま

す。お話がありましたとおり、外国人の旅行形

態は、団体旅行から個人旅行にシフトしてきて

おりますので、今後とも、ＪＮＴＯの海外事務

所等とも連携しながら、国ごとの特性や流行を

的確に捉え、個人旅行者の誘客に積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。

○徳重忠夫議員 ありがとうございました。以

上で質問を終わらせていただきます。（拍手）

○星原 透議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後１時０分開議

○宮原義久副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、清山知憲議員。

○清山知憲議員〔登壇〕（拍手） 自由民主党

の清山知憲です。

おととい、この質問のやりとりの中で、執行

部の返事を待っていたら、議会棟に知事の非常

に爽やかな声が響いてきたんですけれども、午

後５時15分、「職員の皆様、知事の河野です。

仕事お疲れさまです。勤務時間終了の時刻とな

りました」という定時退庁の呼びかけで、非常

に爽やかな声で、私もすぐに帰宅したところで

ございますが。議会でもよく夜遅くまで事務局

の明かりがついているのを見かけるんですけれ

ども、議会は議会として、ぜひ星原議長とか貫

禄のある声で放送していただくと、もっと効果

があるのかなと思います。きょうはここにいま

せんけれども……。

働き方改革というものが叫ばれております

が、この背景には、日本人の低い生産性という

非常に深刻な課題が横たわっていると思いま

す。世界の中で日本の１人当たりＧＤＰは27位

まで落ち込み、また、アジアの中でも５位まで

落ち込んできたと言われております。働く日本

人が長い労働時間の割に低い付加価値しか生み

出すことができていないという、非常に本質的

な課題がその背景にあると思うんですけれど
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も、生産性の問題というのは、働き方改革の課

題だと言うことができると思います。既に後藤

議員が指摘されておりますけれども、宮崎県に

おいて、働き方改革を県庁が先頭に立って旗を

振るのであれば、県庁がまず模範を示すべきだ

と思います。

平成17年度から、知事部局においても県職員

が423人、約10％減少してきて3,800人、その一

方で、県の仕事としては、子供の貧困や高齢者

の医療・福祉、経済対策など仕事はふえる一方

で、しかし、財源がないということで、限られ

た職員と限られた財源、そしてふえていく仕事

をやりくりするには、やはり職員１人当たりの

生産性をどうにかして高めていく必要があると

思っております。そこで、知事に働き方改革に

対する思いと現状に対する課題認識についてお

伺いし、以下、質問者席よりお伺いしてまいり

ます。（拍手）〔降壇〕

○知事(河野俊嗣君)〔登壇〕 お答えします。

職員の働き方に関する認識、その改革にかけ

る私の考えについてであります。働き方改革に

つきましては、現在、国において、一億総活躍

社会の実現に向けた大きな課題として、時間外

労働のあり方やワーク・ライフ・バランスの推

進、さらには、労働生産性の向上といった複数

の観点から議論が進められているところであり

ます。

県ではこれまで、組織体制や事務事業の見直

しなどによる業務の効率化や時間外勤務の縮

減、休暇等の取得促進、さらには、介護・子育

て支援や女性の活躍推進に係る各種施策の実施

によりますワーク・ライフ・バランスの推進に

取り組んできたところであります。私自身も、

職員向けのメッセージなどで、いろいろ働きか

けも行ってきたところであります。

職員、組織としての意識の変化を感じてはお

りますが、時間外勤務や休暇取得等の状況につ

きまして、さらなる改善が必要であると認識し

ております。今後とも、これまでの取り組みの

検証、見直しを行い―今、範を示すという御

指摘がありました。まさにそのとおりでありま

して、まずは県庁から働き方改革に向けて実効

性のある取り組みを進めることにより、県全体

の働き方改革を促進してまいりたいと考えてお

ります。以上であります。〔降壇〕

○清山知憲議員 改めて少し伺ってみたいんで

すけれども、知事も御存じかと思いますが、働

き方改革というのは、単に休暇をとるとか残業

しないとか女性を管理職につけるとか、そうい

う形だけを変えるというところじゃなくて、そ

の背後にある慣例や形式にとらわれた無駄の多

い業務であったり、時間当たり生産性を問わな

いような業務体系、勤務環境、そして評価シス

テム、そうしたものが背景にあると思っており

ます。

形だけ「定時に帰れ」「休みをとれ」と呼び

かけても、「だって仕事が終わらないし」とい

うような恨み節が常に聞こえてくるわけで、重

要なことは、その仕事のやり方を今までとは圧

倒的に違うやり方で変えていかなければいけな

いと思っております。本当に簡単でいいので知

事にお伺いしたいんですけれども、職員の働き

方に関して、知事が評価するものとは一体どう

いうものなのかなと。知事が考える職員の働き

方に関して、何をもってすぐれた働き方だと感

じておられるのか、率直に聞いてみたいんです

けれども。

○知事(河野俊嗣君) 本県の職員は、大変真面

目、勤勉であるというところはあろうかと思い

ます。きちんとした仕事を積み上げるというと
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ころは高く評価しておるところであります。働

き方改革の文脈の中でありますが、無駄な仕事

をつくらない、そして、それを指示しないとい

うことを私自身も心がけておるところでありま

すし、いろんな形で―形だけではいけないと

いう御指摘もありましたが、根本の目指すとこ

ろをしっかりとこれからも働きかけてまいりた

いと考えております。

○清山知憲議員 ありがとうございます。何が

言いたいかというと、時間当たり生産性を問う

ていくということがすごく大事だと思っていま

して、真面目はいいんですけれども、猛烈社員

型で、とにかく遅くまで残って仕事を仕上げて

やっていく職員には、「どうしてそんなに時間

をかけるんだ」とか上司が問いかけをしなけれ

ばいけないし、資料一つつくるにしても、でき

ばえだけじゃなくて、「これに一体どれだけ時

間をかけたのか」と、そうした観点もこれから

必要になってくるんだと思うんですね。

会議のエピソードで―これは単にエピソー

ドですけれども―イタリア人は会議の開始時

間にはルーズだけど、日本人は会議の終了時間

にルーズだとよく言われるように、会議の生産

性一つにしても大変重要なことで、我々会派も

よく党議で盛り上がって、随分長引くことがあ

るんです。真面目にやっていると長引くんです

けれども、会議の生産性ということを意識し

て、我々はやらなきゃいけないだろうなと思っ

ております。

昨年の11月、女性の活躍推進会議というとこ

ろが主催して、ワーク・ライフバランス社の小

室淑恵さんという有名な社長さんをお呼びして

セミナーがあったんですけれども、県職員もた

くさんそこにおいでいただいていたんです。小

室さんが言うには、限られた時間で賢く濃く働

くことを経営トップが強くコミットして、評価

軸を時間当たり生産性に置いたところ、深夜労

働、休日労働は、その結果として自然に激減

し、女性職員の出産率が上がったといったよう

な会社の報告などがあって、とても啓発的な内

容でした。

その後、小室社長と少しやりとりさせても

らったんですが、熊本県と三重県では、ワーク

・ライフバランス社が直接一緒に入って、県庁

の働き方改革に取り組んでいて、三重県では、

早速１月17日に県庁の改革に関する提言という

ことでプロダクトができ上がっていて、その中

では、例えば、会議の無理・無駄をなくす、出

張の無理・無駄をなくす、やめる・なくす会議

を定期的に開催する、レクは必要最小限に簡潔

に、議会の待機人数は必要最小限に、そうした

非常に細かいところまで突き詰めております。

多分、この背後にもたくさん職員が待機して

いると思うんですけれども、こうした取り組み

というのは一朝一夕にはできないし、何が常に

現場の抵抗として、課題としてぶち当たるかと

いうのは、この会社としても非常に詳しく把握

されているようでした。こういった外部の力を

かりて、県職員の働き方改革にもしっかり取り

組んでいくつもりはないか、総務部長へお伺い

します。

○総務部長（桑山秀彦君） ワーク・ライフ・

バランスの実現に関しましては、職員一人一人

はもちろんのこと、組織全体でこれまでの働き

方を見直し、事務処理等の無駄の削減でありま

すとか勤務時間の有効活用などに積極的に取り

組む意識改革を進め、仕事の効率化を図ってい

くということが大変重要だと思っております。

このため県では、昨年度策定いたしました「み

やざき行財政改革プラン（第二期）」に基づき
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まして、具体的には、テレビ会議システムの活

用でありますとか事務改善事例集の配付、ある

いは定時退庁の呼びかけなど、生産性の向上や

勤務環境の改善等に取り組んできたところでご

ざいます。

ただいま御提案のありました外部の専門家の

知恵をかりることにつきましても、一層そう

いった意識改革の取り組みを推進する上では、

有効なものであろうと思っております。他県で

の取り組み実績なども参考とし、また、これま

での我々の取り組みの成果、費用対効果、そう

いったことなども踏まえながら、今後、検討し

てまいりたいと思います。

○清山知憲議員 これは本当に重要な課題だと

思いますので、ぜひよろしくお願いいたしま

す。

この流れで、続いて、関連して教職員の働き

方、そして部活動の生産性というものについて

聞いてみたいと思います。

既に満行議員も取り上げられましたが、ま

ず、前置きしておきたいと思うんですけれど

も、私は、部活動、そしてスポーツの意義とい

うものは非常に重要だと思っています。連帯感

だとか責任感、人格等、文化やスポーツに親し

む上で非常に重要だと思っておりますけれど

も、時にはそれが行き過ぎて、家庭の時間を

奪ったり、勝利にこだわったり、競技力の向上

に過度なエネルギーが費やされることで、学力

向上の取り組みがおろそかになったり、また、

子供たちの趣味や読書の時間もなくなると思い

ます。

そうしたものの中で、どこかに適正なバラン

スがあるんだろうと思うんです。先ほど、仕事

の生産性を高めるという話をしたんですが、少

ない部活動時間で高いレベルでの目標が達成で

きれば、それは非常に生産性の高い部活動のあ

り方であります。私も、今まで学力向上の取り

組みについても、大宮高校の量から質への転換

といったふうに、やみくもに学習時間、そして

部活でいえば活動時間をそこに投じて、高いパ

フォーマンスを達成するというよりも、限られ

た時間をもっていかに高いパフォーマンスを達

成するかというところに知恵・工夫を絞ればい

いんじゃないかという話をしてまいりました。

各県を調べてみると、静岡や長崎、長野、い

ろんなところで、「部活動の指導の手引」と

いったような包括的なガイドラインとでも言う

べきものが作成されているんですけれども、我

が県でそうした手引というものを作成されてお

るのか、教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会では、

これまでも研修会等を通して、適正な部活動の

あり方について指導してきたところであります

けれども、御指摘の手引につきましては、作成

していないところであります。

○清山知憲議員 宮崎県における部活動のあり

方、指導のあり方、スポーツのあり方について

の包括的なガイドラインが、何かしら必要じゃ

ないかなと思っているんですけれども、顧問教

員の経験や適性、外部指導員や地域のスポーツ

クラブをどう位置づけるか、子供の視点に立っ

たときの適正な活動時間、いろいろ考慮すべき

要因はあると思います。スポーツ振興や甲子園

優勝とか国体の上位成績とか、そうした目標を

公然と掲げている宮崎県にあって、そうしたガ

イドラインがないんだなということは割と驚い

たところでございますが、国の動向を踏まえつ

つ、準備をしておいてほしいと思います。

続いて、部活動の休養日についてお伺いした

いんですけれども、文部科学省は、先般発表さ
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れたスポーツ庁の部活動の実態調査を受けて、

改めて各都道府県に適切な休養日を設けるよう

に通知を出しております。その中で、平成９年

に当時の文部省から示された設定例があるんで

すが、その設定例というのは、中学校では、週

当たり２日以上の休養日、土日の活動について

は、子供のゆとりを確保し、学校週５日制とい

う趣旨に配慮すること、効率的な練習を行うこ

とが書かれています。

私、教育委員会の担当とやりとりをしている

ときに、当初この例を持ち出したら、最初は、

これはただの設定例にすぎないと言われたんで

すね。いや、それはおかしいだろうと、これは

参考例じゃないのかということで、今回質問さ

せていただくんですが、改めてこれは参考例と

すべきなのか、教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 「運動部における休

養日等の設定例」でございますが、これは、運

動部活動の望ましいあり方について、当時の文

部省から示されたものでございます。今回実施

された「全国体力・運動能力、運動習慣等調

査」の運動部活動の状況調査では、本県を含

め、全国的に休養日を設けていない学校があり

ましたことから、ことし１月、スポーツ庁よ

り、この設定例を参考例にするよう、改めて通

知があったところでございます。県教育委員会

といたしましては、これらの状況を真摯に受け

とめ、各学校において適切な対応を図るよう、

各市町村教育委員会等に通知をしたところでご

ざいます。

○清山知憲議員 これは参考例であって、各市

町村教委にも県教委から通知したということで

ございます。しかし、先ほどもありましたけれ

ども、現状、県教委が示している「教職員の働

きやすい環境づくりプログラム」では、平日も

含めて週１回の休養日、そして土日については

月にたった１回、「家庭の日」の休養日という

ものを推進しています。

スポーツ庁の調査でも、我が県の中学校の実

態として最も多かったパターンというのは、週

に１回の休養、そして土日のいずれかの休養日

は月にたった１回という学校が多かったんです

けれども。仮の話として、祝日がない月に、部

活は―これが多いパターンらしいですが―

平日の休養が１日、土日のいずれかは月に一度

だけ休養日と想定すると、部活動の顧問教員の

完全な休みというのは月に何日と想定されるか

教えてください。

○教育長（四本 孝君） 御質問にありました

顧問教諭の休日は、想定上は月に１日というこ

とになるわけであります。なお、実際に祝日の

ない６月で申し上げますと、定期テスト等があ

りますことから、テスト等の期間や直前の土日

に休日を設定する例が多いのが一応現状ではあ

ります。

○清山知憲議員 テストの前の土日が仮に両方

とも休みになったとしても、６月の完全な休養

日はたった３日間しかない、これはなかなか厳

しいものがあります。やはり県が推進してい

る、示している休養日の設定例というのは、最

低限の休養日の設定例であって、結局全ての学

校がそこに合わせてきているんじゃないかなと

思っているんですね。

しかし、休養日設定については、本来は望ま

しい真ん中の目安というものを示して、頑張る

学校、頑張る部活に関しては、それよりも

ちょっと休養日が少なくなる、うちはちょっと

ゆとりを持つというところは、それよりも休養

日がもうちょっと多くなるよねということで、

望ましい目安について示す必要があるんじゃな
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いかなと思いますが、教育長の見解をお伺いし

ます。

○教育長（四本 孝君） 来年度、国におきま

しては、部活動に関する総合的な実態調査や、

スポーツ医科学の観点を取り入れた休養日の設

定に関する調査研究を実施し、これらを踏まえ

て、「運動部活動の総合的なガイドライン」を

策定すると伺っております。本県でも、国が策

定するガイドラインや他県の取り組み状況等を

参考にしながら、望ましい目安について検討

し、練習時間や休養日が適切に設定されるよう

努めてまいりたいと考えております。

○清山知憲議員 国のガイドラインを待ってい

ると、もう少し時間がかかるんですけれども、

既に国から休養日設定の参考例は示されている

ことですし、また、社会通念上考えても、週に

一度も土日どちらかの休みもないというのは、

やはり少ないんじゃないかなと思います。少な

くとも、今すぐにでも、目安として毎週土日の

いずれかは部活動の休養日と設定し、徹底する

よう指導していくことも必要じゃないかと思い

ますが、教育長の考えをお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 運動部活動の状況調

査では、本県中学生の土曜日と日曜日における

運動部活動の１日当たりの実施時間が、全国平

均と比べまして、男子で約58分、女子で約41分

長いことが明らかになっております。各学校で

は、さまざまな現状がある中で、生徒の発達段

階や地域の実態等を考慮し、工夫しながら休養

日を設定しているわけですが、一方で、土曜日

や日曜日に大会・合宿等が行われているという

実態もあります。

今後、土曜日と日曜日の休養日設定のあり方

については、学校だけでは解決できない課題も

ありますが、学校体育団体等と連携を図りなが

ら、生徒のバランスのとれた生活や教職員の負

担軽減の観点から、適正な運動部活動の運営を

目指して、土曜日または日曜日のいずれかを休

養日とすることを含めまして検討してまいりた

いと考えております。

○清山知憲議員 ありがとうございます。ぜひ

実効性のある指針となっていくよう、よろしく

お願いしたいと思います。

次に、話題をかえて、農政水産部長へお伺い

したいと思います。より安全で安心な宮崎の食

というブランドの構築に向けて、官民一体と

なって取り組まれていることだと思いますけれ

ども、知事も議会冒頭の提案説明の中で、東京

オリンピック・パラリンピックについて触れて

おられましたが、その東京オリパラの選手村な

どで求められることになる農畜産物の調達基準

について、わかっていることを御説明くださ

い。

○農政水産部長（郡司行敏君） 東京オリン

ピック・パラリンピックにおける農畜産物の調

達基準につきましては、大会組織委員会におい

て、昨年12月に基準案が公表され、ことしの３

月末までには決定される予定であると伺ってお

ります。この中で、国産を優先的に選ぶ方針の

もとに、農産物の生産の要件といたしまして、

食材の安全確保、周辺環境や生態系との調和、

作業者の労働安全確保、さらに畜産物につきま

しては、これらに加えまして、家畜の快適性に

配慮した飼養管理が求められております。

これらの要件を満たすためには、農畜産物を

提供する産地等におきまして、国際水準のグロ

ーバルＧＡＰ、日本独自のＪＧＡＰについて、

認証機関からの認証を受けるか、もしくは、農

林水産省のガイドラインに準拠したＧＡＰの取

り組みを県等の公的機関から確認を受けること
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が必要となっております。

○清山知憲議員 今、ＧＡＰという言葉が出て

きましたが、これはGood Agricultural Practic

eの略で、農業生産工程管理というふうに訳され

ます。農薬の使い方とか水や土の管理、それか

ら農場で働く人たちの労務管理など、そうした

ものを一つ一つ点検して記録していくことで、

食の安全、そして品質のよい農産物の生産につ

なげようという取り組みです。

歴史的には、世界的なグローバル企業、コカ

・コーラとかウォルマートとか、そうしたとこ

ろが世界中から農産物を調達するに当たって、

いかに安全性を確保するのかということが課題

になったときに、そうしたグローバル企業で組

織されるＧＦＳＩ（Global Food Safety Initia

tive）という組織を立ち上げて、ＧＦＳＩが承

認をする認証制度であれば安全なものだろうと

いうスキームをつくってきた。

その認証制度の一つがグローバルＧＡＰであ

り、ほかカナダＧＡＰとかもありますけれど

も、日本においても、昨年の５月にＪＧＡＰ Ad

vanceというものを出して、これをＧＦＳＩの承

認を得て、世界的な認証制度にしていこうとい

う動きもありますが、それよりもちょっとハー

ドルの低いところで、部長がおっしゃった宮崎

県版のＧＡＰというものもあります。県独自の

ＧＡＰというのが、第七次宮崎県農業農村振興

長期計画の前期版において、県内の主要産地で

取り組みを進めることになっておりましたが、

その達成状況についてお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 長期計画の前

期計画におきましては、県内の主要産地におい

て実施いたしますＧＡＰの取り組み率を90％と

する目標を設定しております。

このＧＡＰは、御紹介もありましたけれど

も、Good Agricultural Practiceということ

で、適正農業規範とも言われ、農業者みずから

が生産工程を見直すことで、生産性の向上や食

の安全リスクの軽減につながる取り組みとして

大変有効であり、みやざきブランド認証産地を

中心に推進を行ったところ、平成27年度には、

計画で対象といたしました1 6 6の産地のう

ち、104産地で取り組みが実施され、取り組み率

は62％となっております。

なお、このうち、東京オリンピック・パラリ

ンピックの調達基準に対応したグローバルＧＡ

ＰやＪＧＡＰを取得した経営体は、平成27年度

時点で９経営体となっております。

○清山知憲議員 取り組み状況としては62％と

いうことで、目標の90％には及ばなかったわけ

です。先日、後藤議員の質問にも答えられてお

りましたけれども、今後、取り組みをしてもら

うだけじゃなくて、県のような公的機関がきち

んと認証するというプロセス、そういう制度を

進めていくということでございますが、その認

証はどのように推進していくのか、お伺いいた

します。

○農政水産部長（郡司行敏君） これまでの県

版ＧＡＰにつきましては、農業者による自主点

検の取り組みとして普及してきたところであり

ますが、東京オリンピック・パラリンピックの

食材調達基準を満たすためには、県等の公的機

関から確認を受けることが必要となります。こ

のため県では、平成29年度新規事業の「新宮崎

県版ＧＡＰ緊急拡大事業」において、認証制度

を導入した新たな県版ＧＡＰを構築することと

しておりまして、審査員が現地で農業者の取り

組みを調査し、有識者等で構成する判定会で認

証の可否を判断する手続を現在検討していると

ころであります。
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今後とも、農業団体等で構成いたします県版

ＧＡＰの推進体制を整備いたしますとともに、

早急に指導者の育成を図り、スピード感を持っ

て、新たな県版ＧＡＰの県内産地への導入を推

進してまいりたいと考えております。

○清山知憲議員 隣の鹿児島県では、平成16年

から鹿児島県の認証制度―これはＫ－ＧＡＰ

と言われていますけど―を進めておって、定

着してきているようでございます。団体と個人

合わせて310件程度認証しているということで、

取り組みは進んでいるのかなと思いますが、我

が県においても、まずは宮崎のＭ－ＧＡＰを多

くの産地や法人が取れるように、県がしっかり

支援をしていただきたいなと思いますし、そう

いうことを幅広くボトムアップしていくという

ことでございます。しかし、一方で、意欲的な

産地や意欲的な法人というところは、さらにそ

の上のＪＧＡＰの取得も県として後押しすべき

じゃないかと思います。

先ほど申しましたように、ＪＧＡＰ Advance

なんかも、今後、ＧＦＳＩの承認スキームに

のっかっていくと、それを取得することで、国

際的な輸出にも使える認証制度になっていくと

いうことでございますし、その過程で、もちろ

ん第一の目的である、より高いレベルでの農業

の経営改善が進み、競争力がついていくという

ことも図ることができます。今後のＪＧＡＰ取

得の取り組みについてどのようにお考えか、部

長へお伺いします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県でのＪＧ

ＡＰにつきましては、平成28年12月現在で９つ

の産地及び経営体が取り組んでおりまして、こ

の取り組みは、生産体制の改善はもとよりであ

りますが、産地の信頼性向上による取引拡大に

向けても大変重要な取り組みであると考えてお

ります。このため県では、現在ＧＡＰについて

先進的に取り組んでおります宮崎大学と連携

し、国際水準のＪＧＡＰの取得を農業者向けに

わかりやすく解説した取り組みマニュアルの作

成を進めているところであります。

また、今後は、ＪＧＡＰ研修機関が開催いた

します研修会に、県の普及指導員やＪＡの営農

指導員を派遣し、指導者育成にも取り組んでい

くこととしております。

なお、ＪＧＡＰを取得し継続するためには、

毎年、審査等に多額の費用を要するため、新た

な宮崎県版ＧＡＰをしっかりと普及・定着さ

せ、さらに、意欲ある産地や経営体がＪＧＡＰ

にステップアップできますように、支援を積極

的に行っていきたいと考えております。

○清山知憲議員 ありがとうございます。

一方で、畜産物についてお伺いしたいんです

けれども、今回の予算案では、ＥＵ市場にも輸

出できる高い衛生基準を備えた食肉処理施設の

整備ということが盛り込まれております。これ

は当初、県単補助が２億5,000万だったのが、何

か知事査定でさらに２億5,000万上積みになって

いて、非常に知事の思いを感じる補助事業に

なっているんですけれども、これでＥＵや北

米、そうしたところへの輸出も念頭に置くのか

なと思いますが、畜産物を北米やヨーロッパの

市場へ輸出する際に、向こうのバイヤーからグ

ローバルＧＡＰのようなものの認証を求められ

る状況にあるのか、御説明いただきたいと思い

ます。

○農政水産部長（郡司行敏君） 畜産物の海外

輸出につきましては、国内外の商社等と連携し

て販売促進を行っているところでありますが、

現時点において、海外のバイヤーからグローバ

ルＧＡＰの取得までは求められていないところ
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であります。

また、農場がグローバルＧＡＰの認証を受け

るためには、家畜の飼料についても、認証工場

で製造されたものを利用すること等が条件と

なっておりますが、国内にはそのような工場が

ないということから、我が国の畜産にとって

は、非常に高いハードルであろうと考えており

ます。

このような中で、東京オリンピック・パラリ

ンピック大会に向けて、来年度、日本の生産環

境を念頭に置いた畜産版のＪＧＡＰが運用開始

予定となっておりますことから、県といたしま

しては、まずはＪＧＡＰ認証取得を推進してま

いりたいと考えております。その後、次のス

テップとして、グローバルＧＡＰ認証取得につ

いても検討してまいりたいと、そのように考え

ております。

○清山知憲議員 確認ですが、農産物と違っ

て、畜産に関しては、宮崎県版ＧＡＰというも

のはなくて、29年度から創設されるＪＧＡＰの

認証取得に向けて県として推進していくと、そ

ういうことでよろしいでしょうか。

○農政水産部長（郡司行敏君） 畜産物につき

ましては、宮崎県版ＧＡＰを設けることは考え

ておりません。平成29年度から日本ＧＡＰ協会

が認証いたしますＪＧＡＰ取得に向けた取り組

みを今後推進してまいりたいと考えておりま

す。

○清山知憲議員 ありがとうございます。

繰り返しですけれども、このＧＡＰという認

証制度は、単に品質を保証するための看板では

なくて、実際に取得の過程で、農畜産品の安全

性とか環境保全、労働者の安全といった面から

長期的に見て、農業の経営力の向上、そうした

ものにつながるものだと理解しております。

県として、残留農薬検出とか機能性食品と

か、いろいろ県独自の取り組みもあるんですけ

れども、こうした世界的なスタンダードの中で

きちんと求められていくものを、いろいろと経

費もありますし、大変だと思いますが、そうし

たものを一つ一つ満たしていくということは、

大変であることと必要性というものはまた別だ

と思いますので、しっかり取り組んでいただき

たいと思っております。

続いて、話題を変えて、県土整備部長へお伺

いします。先日、県の文化公園に遊びに行った

ところ、非常に公園は整備されてきれいなんで

すけれども、どことなくにぎわいが少ないとい

うか、余り来園者の消費を喚起するような仕組

みもなくて、ちょっと寂しいなと思ったところ

でございます。全国的にこうした都市公園をい

ろいろと活用していこうという流れがあって、

今般、国会へ都市公園法の改正案が提出されて

おりますけれども、その骨子について、県土整

備部長へお伺いします。

○県土整備部長（東 憲之介君） 都市公園法

の改正案につきましては、本年の２月10日に閣

議決定されまして、現在、国会で審議中であり

ます。改正案の骨子でありますけれども、全国

的な待機児童対策を推進する観点から、保育所

などの社会福祉施設が占用許可の対象に追加さ

れております。

また、民間の優良投資の誘導による利用者サ

ービスの向上の観点から、公園内での飲食店な

ど収益施設の設置管理とあわせまして、周辺の

広場や園路などの公園施設を一体的に整備する

意向のある民間事業者を公園管理者が公募選定

する、「公共還元型の収益施設」の設置管理制

度などが、新たに盛り込まれております。

○清山知憲議員 そういった収益施設は、今の
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制度のもとでも一応できるものではあるんです

が、国として、やはりもっと都市公園を活用し

てもらいたい、そして、そこで生まれる収益で

公園整備の一部の費用を賄ってもいいんじゃな

いかという趣旨が含まれていると理解しており

ます。

今後、国において、省令や政令なんかでも細

かいルールが決まっていくのだと思いますけれ

ども、そうしたルールが全て決まってから、そ

して法案が通ってから、うちの県も動き出すと

いうよりも、宮崎県として、こういうふうに都

市公園を活用していきたいという要望も出しな

がら、そうした省令・政令なんかのルールに対

しても影響を与えていくというようなことが必

要じゃないかなと思っております。

昨年、自民党のほかの議員と一緒に富山市の

環水公園というところを訪れたら、世界で一番

美しいと言われるスターバックスがあって、そ

こで非常に人がにぎわっていたり、また、有名

なシェフが新しいレストランを建設中でござい

ました。宮崎県も、西都原公園、平和台公園、

文化公園、総合運動公園の４つの都市公園を有

しておりますし、そういうところで、にぎわい

創出と一部公園整備のコスト捻出という観点か

ら、公共還元型の収益施設を積極的に設置して

いく考えはないか、お伺いします。

○県土整備部長（東 憲之介君） 本県の都市

公園において、にぎわいを創出するのは非常に

大事なことだと思っております。現在、本県で

も、全ての都市公園において、指定管理者制度

を導入した上で、民間のノウハウを生かした自

主事業により、にぎわいの創出を図っていると

ころであります。また、平和台公園において

は、県が設置しましたレストハウス内に、公募

により選定された民間事業者が飲食店を出店

し、多くの方々に利用していただいているとこ

ろであります。

今回の法改正案に盛り込まれた公共還元型の

収益施設の設置管理制度は、民間の資金などを

活用することにより、にぎわい創出と公園整備

コストの削減につなげる非常に有益な制度であ

りますが、現在、法改正案が審議中で、詳細が

不明なところがありますので、引き続き情報の

収集に努めてまいりたいと考えております。今

後とも、公園の利用状況や利用者のニーズなど

の把握に努めながら、今回の制度を含め、さま

ざまな手法により、にぎわいの創出を図ってま

いりたいと考えております。

○清山知憲議員 今、総合運動公園もキャンプ

でにぎわっていたり、今後、国体も控えていま

すので、いろいろとポテンシャルがあると思う

んですね。ぜひ前向きに検討いただきたいと思

います。

次に、福祉保健部長に性に関する教育につい

てお伺いしたいと思います。宮崎県では、妊

娠12週を過ぎてからの中絶、これを人工死産と

言いますが、人口に対する割合がずっと全国１

位で、26年からワースト３位に改善したようで

すけれども、いまだに上位で、課題となってお

ります。12週を超えて中絶するというのは、母

体に対しての肉体的苦痛、そして精神的苦痛も

大変なものがありますので、福祉保健部として

は、10年ごとに人工妊娠中絶に関する調査とい

うことで調べられておりますけれども、調査結

果のまとめについてお伺いしたいと思います。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 「人工妊娠中

絶に関するアンケート調査」でございますが、

お話にありましたとおり、本県の人工死産率が

高いことを受けまして、今後の効果的な対策に

つなげることを目的として、人工妊娠中絶をさ
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れた方などを対象に行ったものであります。そ

の結果、人工妊娠中絶をされた方では、避妊に

関する正しい知識の不足や、妊娠・出産に関す

る相談窓口の情報を知らない、あるいはパート

ナーが避妊に協力してくれないなどの回答が多

く、思春期からの健康教育や相談窓口の周知、

男性に対する啓発などが課題として示されたと

ころであります。

○清山知憲議員 思春期からの健康教育、そし

て啓発が大事だということで、教育長に伺いま

す。先週末の土曜日、宮崎県の産婦人科医会の

先生が思春期相談事業の報告ということで言わ

れていましたが、その報告をここに抜粋する

と、「若年女性の望まない妊娠は、人工妊娠中

絶のみならず、児童の虐待死という犯罪につな

がる可能性がある」「若年女性の出産も、望ん

で妊娠したとは限らない」、もちろん望んで妊

娠したものもありますけど、そういうものもあ

るということですが、「家庭もしくは学校にお

ける性教育では、命・自己肯定感を教えるだけ

では意味がない。確実な避妊の知識はもちろ

ん、人間関係、具体的なつき合い方を教えるこ

とが必要である」、さらに考察として、「小中

高校生の性教育が重要な課題であるが、教育関

係者になかなか理解していただけないという壁

が存在している」と報告されておりました。

県教育委員会がつくっている、この性に関す

る教育参考資料というのがあるんですが、中身

を紹介する時間はないんですけれども、２年半

前も私はこれを取り上げました。この中で、例

えば、非常に抑制的な内容になっているんです

けれども、あらゆる発達段階において性的接触

とか性交を扱う必要はない、外部講師―助産

師とか産婦人科医―の指導の際は、しっかり

打ち合わせをして学習指導要領の内容から逸脱

することのないように配慮するとか、児童生徒

から性交や性的接触について予期せぬ質問が出

ることも考えられる、質問が不適切であること

を厳に指導すべき場合など、適切に判断する必

要があると書いてあります。

私は、素直な疑問から出た問いで、不適切な

質問があって、それをするなと指導することが

果たしていいものか、よくわかりませんけれど

も、どうも根本に流れている考え方が、ちょっ

と問題意識がずれているように感じるんです

ね。女の子や生まれてくる子供たちの命を守

る、そのために絶対に必要な知識や本当に必要

な行動とは何か、そこをまず考えなきゃいけな

いと思うんですけれども、私は２年半前に、こ

の資料の改訂を求めた経緯があるんですが、現

在の改訂状況を教えていただきたいと思いま

す。

○教育長（四本 孝君） 近年、本県の人工妊

娠中絶率は、全国より高い水準で推移しており

ます。また、人工死産率も毎年、全国ワースト

レベルにあるなどの状況が見られまして、県教

育委員会といたしましても、大変重く受けとめ

ているところであります。

御指摘のありました県教育委員会で作成・配

付しております参考資料、名前が「性に関する

教育 かけがえのない大切な命」といいます

が、これにつきまして、作成から５年が経過し

て、社会や児童生徒の実態も変わってきており

ます。それから、御指摘のような悩みを持つ生

徒がいるということ等も踏まえながら、来年

度、改訂に着手することとしております。

また、現在、県医師会と協力して行っており

ます、産婦人科等の専門医の学校への派遣事業

や性に関する相談事業等を中心に、今後とも、

性に関する指導の一層の充実に努めてまいりた
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いと考えております。

○清山知憲議員 私は、発達段階によって適切

な指導のあり方があるのはわかりますし、行き

過ぎた指導はよくないと思っていますけれど

も、あくまで女性と子供の命を守るという観点

で、これからやっていただきたいと思うんで

す。この資料は、前回、編集委員は全て学校の

先生だったんですけれども、次の改訂時には、

助産師と産婦人科医といった専門の人を入れた

ほうがいいと思いますが、いかがでしょうか。

○教育長（四本 孝君） 改訂に関する編集委

員等につきましては、産婦人科医、あるいは助

産師等に御協力いただくことも含めまして、今

後、検討してまいりたいと考えております。

○清山知憲議員 ぜひよろしくお願いいたしま

す。

続いて、これも２年半前に質問したことなん

ですけれども、虫歯予防のエビデンス、これは

はっきりし始めているんですが、フッ素と歯磨

きとシュガーコントロールの３つですね。あと

細かいことは幾つかありますけれども、中でも

フッ素というのが最も重要で、例えば、学校な

んかでできることは、週に１回フッ素の入った

水でうがいを児童生徒にしてもらう、そういう

ことで、しっかり効果があるということが言わ

れております。

２年半前にこれに取り組むよう教育長に質問

したんですが、そのときの答弁をそのまま抜き

出しますけれども、「県教育委員会といたしま

しては、このようなことに十分留意しながら、

学校でしっかりと取り組むよう、積極的に紹介

していきたいと考えております」ということで

した。当時、既に他県では、佐賀県など、フッ

化物洗口の実施率100％を達成しているところが

ありましたけれども、それから３年間の我が県

の達成状況を教えてください。

○教育長（四本 孝君） 県の健康増進課の調

査によりますと、県内全ての小学校における

フッ化物洗口の取り組み状況でございますが、

平成25年度が33.7％、平成26年度が40.1％、平

成27年度は41.5％と、年々増加している状況で

あります。

○清山知憲議員 本当にわずかしか改善してい

ないようで、非常に残念なんですけれども、27

年度の状況を見てみると、例えば、西諸県郡、

えびの市なんかは、全ての学校でゼロ、延岡は

わずか7.1％で、都城、日向はゼロです。これ

は、各地の教育委員会や学校というのは、本当

に自信を持って、我が市、我が町はフッ化物洗

口をやらないと判断しているのか、しっかりし

た判断材料を持って意思決定されているのかど

うか、お伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） 学校におけるフッ化

物洗口につきましては、厚生労働省の「フッ化

物洗口ガイドライン」を踏まえまして、各市町

村教育委員会の考え方に基づき、最終的には、

各学校の判断により実施されているものと認識

しております。市町村教育委員会では、効果や

安全性についての情報収集はもとより、先進事

例等について研究するなどの取り組みがなされ

ておりますが、そのような取り組みがまだ進ん

でいないところも見られるところであります。

このようなことを踏まえまして、県教育委員

会といたしましては、福祉保健部とも連携しな

がら、フッ化物洗口の効果や実施している市町

村の取り組み事例等について、市町村教育委員

会への情報提供等に努めてまいりたいと考えて

おります。

○清山知憲議員 宮崎、日南、串間とか100％に

近いところもあるんですけれども、今の答弁で
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も、２年前の「積極的に紹介していきたい」と

いう表現からトーンダウンしているような気が

するんですが、少なくとも各市町村教委がきち

んと判断材料を持って意思決定するところまで

持っていっていただきたいんですね。強制はし

なくていいですよ。判断材料を持った上で、い

や、うちの市町村ではやらないと。それも尊重

していいと思うんですけれども、ぜひ判断する

ところまで持っていっていただきたいと思って

おります。

最後に、医師確保について教育長にお伺いす

るんですが、昨今、高校生の県内就職の問題が

話題になっておりますけれども、医師確保も全

く同じような話で、この10年やっているわけで

すね。毎年必要な研修医の数というのは80人そ

こそこなので、これはきちんとやれば結果が出

やすい政策分野なんですけれども、今年度も60

人ということで、まだまだ道のりは遠い状況で

すが、隣の鹿児島県は内定者数121人ということ

で、宮崎県の倍の研修医の内定者数でした。

本来的には、県内の病院が魅力を高めて、自

然に医師が引きつけられていくのが本当なんで

すけれども、それとは別に、我が県で医師とし

て働いてくれる要因は何かというと、本当に単

純な話、県内出身者かどうかというところがあ

ります。宮崎県は昨年、県内の高校から医学部

合格者が115人も出ているんですけれども、その

７割以上が県外の医学部に進学していて、結果

的に宮大医学部の県内出身者の割合は約３割。

しかし、これは全然普通じゃなくて、隣の鹿児

島大学、そして琉球大学は、県内出身者の割合

がずっと大体６割なんですね。倍ぐらい違うん

ですよ。

宮崎大学は、私が高校時代もそうだったんで

すけれども、平均してたった１割台ぐらいしか

県内出身者が在籍していないという時期が15年

も続いていまして、我が県の医師不足は、実は

臨床研修制度の改革というよりも、この異常な

までに低かった宮大医学部内の県内出身者の数

という見方もできます。そこが原因という見方

もできるわけですね。実際この時期の卒業生か

ら、目に見える形で県内の若手の医療者が減り

始めているわけですけれども、そうすると、

もっと県内の学生が宮崎大学医学部に進学する

とか、また、県内の地域医療に触れ合ってもら

うということが必要だと思います。

現に第二次宮崎県教育振興計画では、毎年、

医学部への合格者100人以上を目標と、しっかり

明文化されていますけれども、ただ医学部に合

格するだけじゃなくて、きちんと宮大医学部に

進学するとか、本県の地域医療に将来貢献した

りとか、そういう人たちをふやさなければ意味

がないわけで、このままだと、単に医学部合格

者を量産すればいいということだけで、それぞ

れの学校がただ合格実績を積み重ねるためだけ

の目標であると見られてしまいます。

まさに県内の高校生の県内企業に就職する人

をふやすという取り組みと同様で、県内の高校

生でも医学部進学に興味のある学生に、もっと

宮大医学部に触れてもらうとか、県内の地域医

療に触れてもらう機会をふやしていくべきだと

思いますが、教育長の考えをお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 地域医療に従事する

人材の確保は、本県の緊急かつ重要な課題であ

り、高校生が県内の地域医療について知る機会

や触れる機会をふやすことは大切であると考え

ております。そのため、県内の各学校におきま

して、医学部を志望する生徒に対して、例え

ば、地域医療従事者による講演会や医師の講座

を実施したり、実際に医療現場に出かけて、医
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療業務の体験や手術見学を実施したりすること

などの取り組みを行っております。また、宮崎

大学医学部の実施するオープンキャンパスや出

前講座などにも多くの生徒が参加しておりま

す。

県教育委員会といたしましても、宮崎大学医

学部との入試連絡協議会や、高校関係者と医学

部教授との情報交換会などを実施しまして、各

種情報の共有を図っているところであります。

今後とも、関係機関と一層の連携を図りなが

ら、県内高校の医学部進学希望者が本県の地域

医療に関心を持つよう努めてまいりたいと考え

ております。

○清山知憲議員 宮大のオープンキャンパスな

んかも、興味を持った学生が進んでそこへ行か

ないとわからないんですね。聞くところによる

と、医学部進学希望者みんなが集まって勉強す

るような場もあるようですし、そうした機会を

生かして、どんどん情報を伝えていっていただ

きたいと思っております。

最後の質問ですが、福祉保健部長へお伺いい

たします。これは都城の医師会から伺ったんで

すけれども、県西部は県病院もなくて、また、

小児科を有するような総合病院も少ない状況の

中、都城医師会病院というところは、小児科を

有していて、他県の大学の小児科医局の支援も

受けつつ、何とか存続されているわけでござい

ますが、宮崎大学で県から修学資金の貸与を受

けた小児科のドクターというのは、その返還免

除の条件として、勤務が義務づけられている病

院は公的医療機関のみで、都城医師会病院が

入っていないために、なかなか医局からそうし

た若手の先生を派遣しにくい、働いてもらいに

くい状況にあると。

この条件に入っているのが、今申し上げたよ

うに、大きな前提として公的医療機関になって

いるわけですけれども、例えば、県立宮崎病院

の小児科であれば、義務を果たしながら勤務で

きるけれども、都城医師会病院の小児科になる

とそうではないと。しかし、どう考えても、医

療圏として県西部のほうは厳しい状況にあり、

都城医師会病院がその医療圏で果たしている役

割を考えると、ちょっと合理的な制度とも思え

ない部分があると思われます。今後、この返還

免除条件の緩和について考えていくことができ

ないか、部長へお伺いします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） お話にありま

したように、医師修学資金貸与制度は、本県の

地域医療を担う医師の育成及び確保を図ること

を目的としておりまして、必要な期間、医師不

足が特に顕著な僻地や特定診療科で公的医療機

関等に勤務することが返還免除の要件となって

おります。これまでの貸与者は147名となってお

りますが、その多くは、まだ貸与中の医学生や

臨床研修医等でありまして、これまでに11名が

返還免除となる指定医療機関で勤務していると

ころであります。

今後、臨床研修を修了し、医療機関での勤務

を開始する貸与者は、年々増加してくることが

見込まれているところであります。また、平

成29年度には、地域医療の現状や課題を整理

し、医療計画を見直す予定としておるところで

ありますので、地域医療の課題や貸与者の動

向、国における医師修学資金貸与制度に係る国

における検討状況等を見きわめながら、必要に

応じ、医師修学資金貸与の返還免除要件の見直

しについて議論していきたいと考えておりま

す。

○清山知憲議員 もう質問はしませんけれど

も、今後、医療計画で、それぞれの地域別に、
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医療圏ごとに計画を立てていきますし、この制

度について議論するだけじゃなくて、よりよい

制度になるよう、検討のほどよろしくお願いし

たいと思います。

以上で終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

○宮原義久副議長 次は、山下博三議員。

○山下博三議員〔登壇〕（拍手） 自由民主党

の山下博三です。通告に従い、順次お伺いして

まいります。

昨年11月に行われたアメリカ大統領選挙で

は、クリントン氏勝利の間違いなしとの論評の

中、まさかのトランプ氏の勝利でありました。

トランプ大統領の就任により、ＴＰＰ協定の脱

退やイスラム圏７カ国から米国への入国を制限

する大統領令などが次々と発せられ、全世界に

戦慄が走りました。

トランプ大統領の誕生に当たって、日本の安

倍首相の対応は素早く、大統領就任前の会議か

ら就任後の電話会談、そしてゴルフを交えての

最高のおもてなしを受けながらの日米首脳会談

と、常に各国の先手を打つ形で、この型破りな

大統領との信頼構築に努められたところであり

ます。この結果、日銀等による円安誘導などへ

の不満は聞こえてくるものの、日本に対する直

接的な対抗措置は講じられていないことから、

これまでの外交政策は高く評価できるものと考

えております。

しかしながら、昨年の対日赤字は７兆7,400億

円と中国に次いで多く、また、アメリカの自動

車産業のみならず、牛や豚、乳製品、米などの

生産者団体が、日本との二国間ＦＴＡ交渉を要

求する書簡を新大統領に提出しております。ア

メリカは、既にイギリスとのＦＴＡについて具

体的な協議を進めており、今後、日本について

も、より厳しい二国間協定の締結を求めてくる

ものと思われます。

また、日本とＥＵとのＥＰＡ交渉も再開して

おり、乳製品や豚肉、小麦製品等の自由化につ

いて、厳しい交渉が行われております。このよ

うに、今後、日本の関税撤廃を求めてくるのは

必至の情勢となっております。そこで、２期目

の折り返しを迎えられた知事に、今日の国際情

勢の変化をどのように捉えられておるのかお伺

いいたします。

次に、知事は先月13日から18日にかけて、ア

メリカ合衆国において、宮崎牛と焼酎のトップ

セールスを行われました。県の輸出戦略におき

ましては、パートナーと連携して販売促進プロ

モーションの支援を行うということであります

が、今回のアメリカでの宮崎牛のトップセール

スについて、どのようなパートナーとどのよう

なプロモーションを行ったのか、また、今後の

取引拡大に向けた感触について、知事にお伺い

いたします。

この後、質問者席で行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事(河野俊嗣君)〔登壇〕 お答えします。

まず、今日の国際情勢の変化についてであり

ます。世界の大国でありますアメリカにおいて

は、トランプ大統領が誕生し、自国第一主義を

唱え、ＴＰＰ離脱や、特定国を対象とした入国

制限措置などを進めております。また、ことし

は、ＥＵ主要国や韓国などで国政選挙が予定さ

れるなど、国際情勢の先行きを見通すことは極

めて難しい状況になりつつあります。

中でも、通商分野におきましては、現在、交

渉が行われております東アジア地域包括的経済

連携（ＲＣＥＰ）でありますとか、ＥＵとのＥ

ＰＡ、さらには、今後、日米間の二国間協定へ
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の交渉発展など、本県経済への影響も懸念され

る動きが予想されます。先日は、農水省、また

関係方面に、ＥＵとのＥＰＡに関して要望を

行ったところでありますが、その動向を十分に

注視し、必要に応じて、さまざまな要望活動等

も取り組んでいく必要があろうかと考えており

ます。

国内市場が縮小する中で、本県経済の活性化

を図るには、海外とのさらなる交流拡大を図っ

ていくことが大変重要であると考えております

ので、今後とも、変化する世界の動きにアンテ

ナを張りながら、みやざきグローバル戦略を着

実に推進するとともに、基幹産業であります農

林水産業を初めとする本県産業の振興にしっか

りと取り組んでまいりたいと考えております。

次に、アメリカでの宮崎牛のトップセールス

についてであります。日本からアメリカ向けの

牛肉輸出量は、平成28年の実績で244トンであ

り、その約４割が本県産ということで、大変大

きなシェアを占めているところであります。そ

のような中、今回、宮崎牛の輸出や販路拡大に

貢献いただいております現地の輸入商社及び食

肉販売業者を訪問しまして、日ごろの取引への

感謝の思いを伝えますとともに、今後の課題な

どについて意見交換を行ってまいりました。

こういった関係の会社からは、具体的に、宮

崎牛の品質を長期に保つための冷凍での輸送

―現在、冷蔵での輸送は行っております。冷

凍輸送についての検討ということの要望があり

ましたし、先方のレストランで扱いやすいサイ

ズに合わせた牛肉の納品―ブロックで納めて

おりますが、個別のレストランはもっと小さい

パッケージが望ましいということでありますと

か、品質保証のための日本産の和牛というの

が、全体の大きな段ボールのパッケージにはつ

いているんですが、個別のパッケージごとにも

つけてほしいということとか、200トンの低関税

枠の問題など、いろいろ御指摘をいただき、さ

らなるプロモーションに向けて具体的な提案な

り要望をいただき、直接、私みずから話をする

ことで、現地パートナーとの関係もさらに強化

されたものと考えております。

また、宮崎牛を扱っていただいておりますニ

ューヨークの高級レストランにおきましては、

アメリカ産和牛の約２倍の価格で宮崎牛が提供

されている。シェフからも直接御意見をいただ

きましたが、口の中でとろけるようだというこ

とで大変絶賛いただいております。その味わ

い、脂肪の質について評価いただき、今後のさ

らなる取引拡大に向けて、確かな手応えを感じ

たところであります。県としましては、今後と

も、こういう関係団体や輸出関連業者等とも連

携しながら、輸出量のさらなる拡大を目指して

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○山下博三議員 ありがとうございます。今、

知事のほうから、輸入枠の問題の話をしていた

だきました。アメリカがＴＰＰを脱退した中

で、2 0 0トンという輸入関税の枠がありま

す。200トン以下は２％以内の関税なんです

が、200トンを超えた分については、26.4％の高

関税になります。今日、既に244トンが日本から

の輸出実績になっておりますが、アメリカ戦略

については、全国が高関税を逃れる手段をとっ

てくるものと思われます。知事が言われました

ように、冷凍・冷蔵、そういう輸出の仕方に、

万全を期した対策をとっていただきますように

お願いしたいと思います。

次に、宮崎牛の目指す方向性と海外輸出につ

いて、５問、農政水産部長にお伺いしてまいり
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ます。

本年９月には、宮城県仙台市において第11回

全国和牛能力共進会が開催されます。今回の宮

城大会は、全国どの県も達成したことのない、

前人未到の３連覇のかかった大会であり、万全

を期した体制づくりに、生産者を初め、県、関

係団体の皆様が、血のにじむような努力をして

いただいているものと思っております。

ただ、心配いたしますのが、今回の開催場所

が1,500キロを超える大変な遠隔地での開催であ

るということであります。間近に迫ってきた大

会を前に、今後のスケジュールと輸送手段等の

問題はないのか、また、３連覇に向けた決意に

ついて改めてお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 全国和牛能力

共進会宮城大会まで、いよいよ残り半年となり

ました。５月には県内７地域の出品候補牛が選

定され、その中から、７月には本県代表牛を決

定し、９月の全共本番を迎えることとなりま

す。現在、県内各地域においては、「宮崎を制

する者は全国を制する」との言葉に代表されま

すように、熱く激しい戦いが繰り広げられてい

るところであります。

このような戦いを勝ち抜いた最高の代表牛

を、我々は最高の状態で宮城の地へ届けていか

なければなりません。この輸送対策が最も重要

な課題であるというのは、議員御指摘のとおり

だと私も思いますが、その中で、県推進協議会

や獣医師、それから運送会社等と綿密な協議を

重ねながら、体重の減少や活力低下を引き起こ

す輸送ストレスの軽減に向けて、万全の対策を

講じることとしております。

県といたしましては、今後とも、「チーム宮

崎」一丸となって、「日本一の努力と準備」に

より、必ずや前人未到の３連覇を達成し、宮崎

牛の新たな歴史をつくっていきたいと考えてお

ります。

○山下博三議員 一昨年は、北海道で全日本ホ

ルスタイン共進会がありました。そのときは、

３日かかって陸送で乳牛を運んだ経験がありま

すので、ぜひ、そういうことも参考にしなが

ら、ダメージのない牛の輸送体制をとっていた

だくとありがたいと思っています。

昨年12月に、私は、都城市内のホテルにて、

宮崎大学地域資源創成学部の撫教授をお招きし

て、地域の和牛繁殖農家や肥育農家を初め、Ｊ

Ａ、行政の皆様と、「今後の宮崎牛の方向性に

ついて」の勉強会を開催いたしました。撫先生

は、日本獣医畜産大学において、肉用牛の飼養

管理の違いが肉質に及ぼす影響や、おいしい牛

肉と言われる食味性について研究されるなど、

肉用牛の生産から消費まで総合的に研究されて

おります。

勉強会において撫先生から、全共２連覇した

宮崎牛は、全国的にも非常に高い評価を受けて

おり、さきの県枝肉共進会においても、出品

牛110頭中、99頭がＡ５等級で、全体の７割以上

がＢＭＳ10以上となっていること、また、全共

３連覇に向けて準備も順調に進んでおり、宮崎

牛のブランド化と東京オリンピックを契機に、

世界市場での消費拡大が現実味を帯びてきてい

ることなどが評価されました。

一方、国内外に多くの競争相手がいる中で、

高い技術力に応じた恩恵が畜産農家の懐に入っ

ていくためには、消費動向を見据えた育種改良

や飼養管理技術の改革も必要であると指摘され

ました。消費者の「おいしさ」に対するニーズ

は、例えば熟成肉や脂肪の少ない赤身肉、さら

にはオレイン酸の含量など、多様化してきてお

り、その傾向は今後ますます強まってくるとも
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言われました。

１月13日付全国農業新聞には、愛媛県の肉用

牛生産の取り組みがトップで紹介されておりま

した。愛媛県は、高騰を続ける子牛価格や高ど

まりの飼料価格の影響を受ける肥育牛対策とし

て、「赤身と脂肪のバランスを重視した美味し

くヘルシーな和牛肉」をコンセプトに、若齢肥

育とミカンジュース残渣を利用した「愛媛あか

ね和牛」の取り組みを進めているということで

ありました。その取り組みを要約すると、たん

ぱく質とビタミンを多給して、あえてサシを抑

えたＡ３から４等級の肉質を目指すことで、肥

育期間の短縮を図り、脂肪の質も通常の和牛と

は全く違う、これまでにない味を特徴としてい

るということであります。

人口減少、高齢化社会の到来が現実のものと

なってきた今日、他県ではさまざまな取り組み

が進められておりますが、宮崎牛は今後とも、

これまでの取り組みを進めていくだけでいいの

か、疑問が湧いてまいります。頂点を極めつつ

ある今だからこそ、次の一手に向けた準備を余

念なく進めていくことが、将来にわたって和牛

生産県としての地位を確固たるものにしようと

する本県にとって重要であります。消費動向が

多様化する中で、宮崎の和牛経営の方向性につ

いてどのように認識されておるのか、お伺いい

たします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県の和牛

は、これまで、いわゆるサシの量や枝肉重量を

重視した改良を基本に、宮崎牛のブランド力向

上を目指してきたところであります。一方で、

全国和牛能力共進会においては、サシなどの肉

質評価に加えまして、オレイン酸などのおいし

さに関与する指標も審査基準に加わるなど、牛

肉の新たな付加価値を求める動きも出てきてい

るところであります。

また、近年、昨今の子牛価格の高騰や消費者

の赤身肉志向を背景に、肥育期間を短縮して飼

料費等のコスト低減を図り、宮崎牛のようなＡ

４、Ａ５ランクを目指さずに、収益を確保する

経営体も一部見受けられるところであります。

県といたしましては、新しいおいしさの指標も

しっかり踏まえながら、高品質な宮崎牛ブラン

ドのさらなる発展を目指すとともに、多様な経

営のあり方にも配慮しながら、和牛農家の経営

安定に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○山下博三議員 次に、本県の東アジア、Ｅ

Ｕ、アメリカ等海外戦略についてお伺いしてま

いります。

平成21年に道州制を議論する場として発足し

た「九州・沖縄未来創造会議」に、議会選出４

人の中の１人として参加をしております。道州

制論議も頓挫した中、昨年より新たなスタート

として、九州議長会の諮問機関として、「九州

・沖縄が一体となった海外戦略」の必要性につ

いて各県選出の議員と議論し、ことしの夏まで

に九州議長会に提言書として提出することとし

ております。

私からの意見として、海外戦略といっても分

野が多岐にわたり過ぎるため、議論が限られた

中での集約の厳しさがあり、むしろ海外客の誘

客に向けた観光戦略及び農水産物の販売戦略の

２つの分野に絞って検討すべきではないかとい

う提案を申し上げてまいりました。その結果、

観光と農水産物の販売戦略の２つの分野につい

て検討が行われることとなったところでありま

す。このことを前提として、３つの分野に関連

してお伺いしてまいります。

まず１点目は、本県の海外輸出戦略でありま
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す。国の平成28年度第２次補正予算において、

本県から３件の農畜産物の輸出拡大施設の整備

が認められております。その概要と経済効果に

ついてお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 農畜産物輸出

拡大施設整備事業につきましては、本県から、

株式会社ミヤチク、宮崎くみあいチキンフーズ

株式会社、株式会社くしまアオイファームの３

件が採択されたところであります。

それぞれの事業概要につきましては、ミヤチ

クは、ＥＵ等への輸出拡大に向けた衛生レベル

の高い牛肉・豚肉の処理施設の整備、宮崎くみ

あいチキンフーズは、「みやざき地頭鶏」を含

む鶏肉の輸出開始に向けた食鳥処理施設の整

備、くしまアオイファームは、アジアを中心と

する急速な需要拡大に対応したカンショの集出

荷貯蔵施設の整備を行う計画となっておりま

す。

これら３件の経済効果につきましては、産業

連関分析による試算を行ったところであります

が、その結果、年間、約107億円の経済波及効果

があると見込んでいるところであります。

○山下博三議員 今、３件の事業の経済効果

が107億円という数字をお示しいただきました。

農業立県宮崎として、需要の減少が懸念される

国内販売のみならず、需要の大幅な拡大が見込

まれる海外に対して、積極的に販売を行ってい

こうという強い意欲のあらわれであると考えて

おります。今回、施設整備される事業所は、ど

のような海外販売戦略を展開されるのか、その

計画について県はどのような支援をされるの

か、お伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） まず、ミヤチ

クの海外販売戦略につきましては、ＥＵ向けの

輸出に新たに取り組むこと等により、牛肉・豚

肉を合わせまして、平成27年度の約３割増しと

なる100トンを輸出する計画であります。

次に、宮崎くみあいチキンフーズにつきまし

ては、全国のチキンフーズグループの輸出拠点

として、「みやざき地頭鶏」を初め、鶏肉60ト

ンを香港やベトナム等へ輸出する計画でござい

ます。

また、くしまアオイファームにつきまして

は、香港やシンガポールに加えまして、タイや

マレーシアなど東アジア全体へ、平成27年度の

約６倍となります1,800トンのカンショを輸出す

る計画でございます。

県といたしましては、海外プロモーションの

実施や、県の海外事務所及び輸出促進コーディ

ネーターを活用した取引先の開拓など、３社の

輸出拡大に向けた取り組みをしっかりと支援し

てまいりたいと考えております。

○山下博三議員 ミヤチク、チキンフーズ、く

しまアオイファームで、総額180億の設備投資に

なるんですよね。久々の大型投資ということ

で、これも海外販売戦略の一環でありますか

ら、さらなる支援をよろしくお願いしたいと思

います。

宮崎牛は、平成27年９月にはミラノ国際見本

市に、さらに10月にはドイツのケルン市で開催

されたアヌーガ2015にも出品されております。

ミラノに参加された知事は、「いずれの会場に

おいても宮崎牛への評価には高いものがあり、

今後のＥＵ圏域に対する輸出拡大に確かな手応

えを感じている」とコメントされております。

ミヤチク新工場においては、新しくＥＵ向け

の指定も受けられますが、心配なのがアニマル

ウエルフェア、動物福祉を適正農業規範の一つ

としているＥＵ圏域において、非関税障壁化す

るのではないかと危惧するのであります。ＥＵ
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向けの飼養管理マニュアル、指定農場が必要で

はないかと思いますが、御見解をお伺いいたし

ます。

○農政水産部長（郡司行敏君） アニマルウエ

ルフェアは、「動物福祉」や「家畜福祉」と訳

されており、23年３月に示されました国の指針

の中で、「快適性に配慮した家畜の飼養管理」

と定義されております。現在、ＥＵ輸出におい

て、農家段階でアニマルウエルフェアの遵守は

条件となっておりませんが、今回のミヤチク新

工場の整備を踏まえまして、今後、輸出を目指

す農場に、その考え方を普及していく必要があ

ると考えております。

また、ＥＵ輸出に際しましては、抗生物質な

ど16項目について、定期的なモニタリングもあ

わせて必要であり、現在、「ＥＵ向け牛肉出荷

農場調査事業」の中で、輸出対象となり得る農

場の特定に向けた調査を実施しているところで

あります。県といたしましては、今回の調査結

果を検証するとともに、国の指針等も考慮しな

がら、ＥＵ輸出に対応可能な農場の育成につい

て、関係団体としっかり検討してまいりたいと

考えております。

○山下博三議員 海外に向けて積極的に販売し

ていくということであります。期待しておりま

す。

次に、海外におけるＰＲ、販売促進の拠点と

外国人技能研修生について、９問、商工観光労

働部長にお伺いしてまいります。

安倍総理の成長戦略に基づき、九州でも農産

物の海外輸出や観光客の誘致が活発に行われて

おります。その推進役を現地で担う海外拠点に

つきましては、独自事務所やアドバイザーな

ど、その設置形態は九州各県さまざまでありま

すが、九州・沖縄未来創造会議の資料をもとに

私が確認しましたところ、九州８県で、海外事

務所が８都市20カ所、業務委託等によるアドバ

イザー等の設置が21都市31カ所となっており、

いずれも東アジア、ＡＳＥＡＮを中心に、県産

品の売り込みに県を挙げて取り組んでいるよう

であります。

このような中で、本県は、香港、上海の２カ

所に事務所を設け、さらには、台湾、シンガポ

ールを初め５カ所にアドバイザーやコーディネ

ーターを配置し、県産品のＰＲ、販売促進に取

り組んでおられますが、これまでの活動とその

成果についてどのように評価されるのか、お伺

いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 県におき

ましては、現在、香港、上海に事務所を設置

し、マーケット情報の収集や県内企業の海外展

開のサポート、さらには、観光誘客や宮崎の情

報発信等に取り組んでおります。また、シンガ

ポール、ＥＵ、北米を初めとする５つの地域に

輸出促進コーディネーターを配置し、現地での

県産品の売り込みや、県内企業とバイヤーとの

マッチング支援など、各市場の特性を踏まえた

活動に努めているところであります。

このような活動により、例えば、輸出分野で

は、香港へのスイートピーや豚肉の新たな輸

出、伊勢丹シンガポールにおける常設の売り場

の設置など、県産品の販路開拓が進むととも

に、観光分野におきましても、外国人宿泊客数

や大型クルーズ船の寄港数が増加するなど、そ

れぞれの地域において、一定の成果が上がって

いるものと考えております。

○山下博三議員 ありがとうございます。

東アジアへの輸出戦略の具体化、実現を図る

上では、海外拠点のさらなる充実が必要と考え

ますが、今後の拠点設置の考え方についてお伺
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いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 海外拠点

は、本県が海外との交流を推進していくための

最前線の営業拠点でありますことから、現在、

みやざきグローバル戦略上の重要な国や地域

に、先ほど申し上げましたけれども、事務所や

コーディネーターを設置し、県産品の販路開拓

に積極的に取り組んでいるところでございま

す。今後、海外拠点をどのように展開していく

かにつきましては、各市場の動向や県内企業の

ニーズ等を踏まえますとともに、費用対効果を

見きわめながら検討していくことになると考え

ております。

○山下博三議員 輸出拡大のためには、主要都

市に拠点を設けて、細かな企業訪問等を行うこ

とが大変重要であります。グローバル化を目指

す本県の海外輸出に向けて、今後、ＥＵ、アメ

リカ対策のさらなる強化が必要になってくるも

のと思います。戦略的な取り組みをよろしくお

願いいたします。

次に、九州が一体となった輸出拡大に向けた

取り組みについてお伺いいたします。民間ベー

スでは九州各県の連携が進んでいるようであり

ます。農産物については、平成27年８月に、宮

崎経済連やＪＲ九州、日本通運などが出資し

て、九州農水産物直販株式会社を設立し、元経

済連の会長であられた羽田正治氏が社長として

就任され、現在、香港やシンガポールに向けた

効率的で低コストな青果物輸送体制の構築や、

取扱品目や販売地域の拡大に取り組んでおられ

ます。

私は、九州各県がそれぞれ東南アジアの各国

において、産地間競争を繰り広げるのではな

く、大同団結し、例えば、東アジア地域に共通

事務所を設置するなどして、九州各県が一体と

なって、オール九州として、輸送体系の構築や

販売、ＰＲしていくことも大事であると考えて

おります。九州各県が連携し、輸出拡大に取り

組むべきと思いますが、どのようにお考えかお

伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 九州各県

が連携し、九州という知名度やスケールメリッ

トを生かして、海外の事業展開に取り組むこと

は、有効な方策の一つであると考えておりま

す。このため、現在、九州各県及び政令市で構

成する九州貿易振興協議会等におきまして、ベ

トナムでの商談会の開催やＥＵからのバイヤー

招聘など、一体となった取り組みを展開してい

るところでございます。

また、お話のありました共通事務所の設置に

つきましては、昨年度、九州各県で研究を行い

ましたけれども、費用負担の減少や連携効果が

期待される一方で、各県が競合する分野もあ

り、さらには、組織や運営のあり方など、整理

すべき課題も多いことから、引き続き議論を

行っていくこととなったところであります。今

後とも、九州各県との連携を図りながら、効率

的かつ効果的な事業の推進に努め、県産品の輸

出促進に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○山下博三議員 よろしくお願いいたします。

次に、海外観光客の誘致に向けた観光戦略に

ついてお伺いいたします。九州・沖縄未来創造

会議の中では、長崎県の観光客誘致の取り組み

も報告されました。長崎県では、これまでの海

外との歴史的な交流の積み重ねと地理的な優位

性を生かして、アジアを初めとした海外の活力

を取り込み、経済活性化につながることを目的

に、平成23年、今から５年前にアジア・国際戦

略を策定されております。戦略の中では、中
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国、韓国、東南アジア、欧米の４つの国や地域

ごとに、誘致やクルーズ船の受け入れ拡大、航

空路線の誘致など10のプロジェクトについて、

具体的な取り組みが示されております。

本県では、平成28年３月に、社会経済情勢の

変化を踏まえ、前戦略を発展的に見直した、み

やざきグローバル戦略を策定されております。

このような戦略は、ややもすれば策定そのもの

が目的となり、策定したことに満足してそれで

終わりということになりがちであります。

ところで、長崎県のアジア・国際戦略の中で

は、プロジェクトごとに取り組み目標と実現に

向けた具体的な取り組みについて示されており

ます。クルーズ客船受入拡大プロジェクトを例

にとりますと、平成32年の計画目標270回の寄港

受け入れに対して、平成27年度で180回、50万人

を超える乗員乗客となっております。平成28年

度は、長崎港、佐世保港を中心に、250回を超え

る寄港が見込まれているということでありま

す。このような中にあって、本県におきまして

も、クルーズ船の寄港が年々増加しております

が、直近の寄港状況と寄港による経済効果がど

れほどか、お伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 平成28年

の国外からのクルーズ船寄港回数は、細島港、

油津港合わせまして21回で、前年の６回から15

回増となっております。

また、寄港による効果につきましては、昨年

度、細島港と油津港に寄港したクルーズ船３隻

の乗客に対し、消費動向に関する調査を行った

ところであります。その結果、船の大きさや発

着地、寄港時間等の条件でばらつきがございま

すが、観光バス利用や昼食、買い物等による乗

客１人当たりの推計消費額は、１万2,000円から

２万3,000円、クルーズ船１隻当たりの直接・間

接の県内経済への波及効果は、約3,300万円から

約7,900万円となっております。以上でございま

す。

○山下博三議員 本県のグローバル戦略では、

今後の取り組み方針について、ターゲットを明

確にした誘客促進の中で「外国クルーズ船や国

際チャーター便の誘致」とさらっと述べられて

おりますが、これでは具体的に誰が何に取り組

むのか理解されにくいのではないでしょうか。

長崎県の戦略がすばらしいと感じたのは、戦略

に基づき、毎年度の取り組みを行動計画として

取りまとめ、知事部局のみならず、教育委員会

や市町村などとも連携しながら取り組んでいる

ということであります。

長崎県では、これまでの歴史的な交流の積み

重ねと観光資源に特徴があるとはいえ、戦略の

中で岸壁を整備し、入出港の利便性を改善する

ことや、教会群やキリスト教関連施設など観光

資源を活用して周遊ルートをつくるなど、具体

的に明示しております。誰が何をするというこ

とが明らかにされていることから、取り組みが

具体的となり、結果として、クルーズ船の入港

実績が平成24年度に比べて４倍に増加しており

ます。

一方、本県においては、知事を本部長とする

みやざきグローバル戦略推進本部を設置し、進

捗状況の確認や毎年度の取り組み予定について

協議を行い、関係部局が連携して戦略の推進に

当たっておられるようでありますが、長崎県の

取り組みは、本県の参考となるものも多いので

はないかと思います。本県のみやざきグローバ

ル戦略の中では、平成30年に50件の目標を掲げ

ておられますが、クルーズ船誘致拡大に向け、

県として具体的にどのように取り組みを進めて

いかれるのか、お伺いいたします。
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○商工観光労働部長（中田哲朗君） 本県のク

ルーズ船の寄港につきましては、客船の大型化

に対応いたしました港湾整備や、地元市町村等

と連携した誘致セールス、受け入れ環境の整備

等により、一昨年から大幅に増加しているとこ

ろであります。しかしながら、クルーズの寄港

地としては、歴史が浅く、ほかの寄港地と比べ

寄港回数も少ないことから、クルーズ業界や海

外市場における認知度向上が課題の一つとなっ

ております。

このため、クルーズ船社や旅行会社に対する

誘致セールスや業界誌への広告掲載、一般消費

者に対する船会社とタイアップした観光ＰＲな

ど、本県の寄港地としての魅力を提案・発信し

ているところでございます。今後とも、関係機

関や地元市町村等と連携し、受け入れ環境等の

整備、強化を図りながら、寄港回数の目標達成

に向けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○山下博三議員 次に、インドネシアからの技

能実習生の取り組みに関してお伺いしてまいり

ます。

これまで懸念されていた人口減少社会の到来

が、まさに現実のものとなってまいりました。

私は、平成26年11月議会において、「人手不足

と外国人受け入れ課題」として、県内での外国

人技能実習生の研修実態や、今後の活用に向け

たルールづくりの必要性について、知事及び商

工観光労働部長と質疑を行っております。

その後、政府は、建築業を中心に、時限的な

受け入れ拡大措置を実施されておりますが、労

働力不足は、建設分野のみならず、福祉、介護

や農業、トラックなどの物流分野など多岐にわ

たっており、労働力の確保が難しい分野では、

外国人の技能実習制度などを活用して、何とか

確保したいという強い意向を持っておられま

す。

このような中で、私の地元、ＪＡ都城では、

平成21年から中国湖北省の政府機関を通じ、こ

れまで８期にわたり56名の受け入れを行ってお

られます。しかしながら、近年、中国の経済成

長と円安の進行による仕送り額の目減りなどに

より、優秀な実習生の確保が困難となり、送り

出し機関から紹介できない旨の通知があったそ

うであります。このため、平成28年２月から

は、インドネシアを新たな確保先として調整を

進め、親日家で誠実、勤勉なインドネシアから

の実習生の受け入れに切りかわりつつあるとい

うことであります。

このような地域の実態を踏まえ、私たち自民

党県議団では、昨年12月13日から16日までの４

日間、 原議員を団長に、総勢９名でインドネ

シアの首都ジャカルタを訪問してまいりまし

た。目的は、外国人技能実習制度の運用の実態

やあり方について、インドネシア政府の投資調

整庁やインドネシア大学、技能実習生受け入れ

を行っている日本・インドネシア経済協力事業

協会、通称ＪＩＡＥＣ（ジーク）と言います

が、その会長を初め、多くの関係者との意見交

換でありました。

現在のＪＩＡＥＣの会長は黒木さんという方

でありますが、宮崎市の御出身で、大学卒業

後、共同通信社を経て、現在、日本とインドネ

シアのかけ橋として、両国の友好親善と経済協

力の拡大に尽力されております。現在、自動車

組み立てや農業分野、水産加工場を中心に、

約2,000名の実習生を日本に派遣しているという

ことでありますが、２～３年後には介護分野に

も取り組み、１万人規模の派遣を計画している

ということでありました。
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実習生の派遣に当たっては、まず、実習生の

受け入れを希望している企業からヒアリングを

行い、その後、ジャワ島を中心に、契約してい

る250の工業系や農水産系の高校の卒業生から希

望者を選抜し、約４カ月間の研修センターでの

寮生活と１カ月の日本での研修を通じ、語学研

修やビジネスマナー、身だしなみなど、日本で

生活するのに必要な知識と生活習慣などが徹底

して教え込まれるということでありました。

平成26年の実績では、応募者１万8,000名の中

から6,000名を面接し、日本に派遣されるの

が819名ということでありますので、実に20倍を

超える競争の中を勝ち抜いたエリートたちであ

ります。県内でも受け入れを行っているチキン

フーズや農業法人からは、経費や宗教上の習慣

など、中国とは違う課題が懸念されましたが、

仕事や生活面での理解が早く、穏やかで丁寧な

仕事をするなど、大変優秀であると高い評価を

得ているということであります。前段が長くな

りましたが、本県におきまして、介護や農業、

物流分野など、労働力が不足している現状につ

いてどのように認識されておるのか、まずお伺

いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 本格的な

人口減少社会に突入し、生産年齢人口の減少が

続く中、介護や農業、物流を初め、多くの分野

で労働力の確保が大きな課題となっていると考

えております。

私も立場上、いろんな企業経営者とお話しす

る機会がございますが、「募集してもなかなか

人が集まらない」とか、「事業を拡大したいけ

れども、人材確保が課題となっている」などの

声を聞いておりまして、こういう状況が続け

ば、本県経済や県民生活に大きな影響が出てく

るのではないかと懸念しているところでござい

ます。

このため、県といたしましては、働きやすい

職場環境づくりに努めますとともに、若者の県

内就職の促進や、女性・高齢者の活躍促進など

にしっかりと取り組んでいく必要があると考え

ております。

○山下博三議員 前回もお伺いしております

が、県内における労働力の不足している分野ご

との外国人労働者の実態はどのようになってい

るのか、また、外国人労働者のうち、技能実習

生がどういう分野で受け入れられておるのか、

お伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 宮崎労働

局によりますと、平成28年10月末現在で、県内

の外国人労働者は2,602人となっており、産業別

の主な内訳は、製造業が1,213人、農業・林業

が381人、教育・学習支援業が243人であり、ま

た、医療・福祉につきましては、医療業15人、

社会保険・社会福祉・介護事業49人の計64人と

なっております。また、運輸業・郵便業につき

ましては４人となっています。

次に、外国人技能実習生につきましては、公

益財団法人国際研修協力機構の発表によります

と、主に農業、繊維・衣服、食料品製造業、漁

業等において、多くの実習生が受け入れられて

おります。

○山下博三議員 続いてお伺いしますが、県内

における外国人技能実習生の受け入れ人数の推

移はどのようになっているのか、お伺いいたし

ます。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 宮崎労働

局によりますと、県内における過去５年間の外

国人技能実習生の受け入れ人数は、それぞれ10

月末現在の数値でございますけれども、平成24

年が1,156人、平成25年が1,170人、平成26年
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が1,248人、平成27年が1,371人、平成28年

が1,704人と、年々増加しております。特に、平

成27年から28年の増加が333人と、非常に多く

なっております。

○山下博三議員 今後、本県において、フード

ビジネスが成長、定着するとともに、グローバ

ル戦略など、各種戦略が着実に成果を出してく

るようになると、県内においても、多くの需要

が見込まれるのではないかと考えております。

産業の活性化を図るためにも、県内産業界に対

して、外国人技能実習生の適切な活用を促して

いくために、利用団体等との情報共有体制を確

立すべきと思いますが、御見解をお伺いいたし

ます。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 外国人技

能実習制度は、開発途上国等の経済発展を担う

人材育成を目的としておりますが、実態とし

て、地域の産業を支える貴重な役割を担ってい

るものと考えております。

一方で、制度の適正な実施が課題となってお

りますことから、昨年11月に「外国人技能実習

の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法

律」が公布されたところでありますが、今後、

法律の施行に合わせ、全体を管理監督する外国

人技能実習機構や、地域レベルでの行政機関の

連携を図るための地域協議会が設置される予定

となっており、協議会には県も参画することと

なっております。

本県におきましても、外国人技能実習生がふ

えてきている中で、利用団体等への制度の周知

や、適正な実施のための情報共有化は大変大事

な視点でありますので、今後、そのあり方につ

いて、関係部局や地域協議会を構成する国等の

関係行政機関とも協議・検討してまいりたいと

考えております。

○山下博三議員 ＪＩＡＥＣの南九州支局が、

県庁のほんの近くに、昨年の７月に開設されて

いるということであります。一昨年の実績なん

ですが、現在、食鳥処理加工場で35名、農業法

人で36名、水産加工場関係で10名の人たちを中

心に、93名のインドネシアからの研修生の受け

入れがＪＩＡＥＣのもとで行われております。

先ほど私はデータをとったんですが、今年度

も66名のインドネシアからの研修生が派遣され

ることになっているようであります。労働力不

足の中、国際的な取り組みをよろしくお願いし

たいと思います。

次に、物流対策について、３問、農政水産部

長にお伺いいたします。

過去の質問において、都心より遠隔地におけ

る本県の農産物の輸送体系について、カーフェ

リーやトラック業界の抱える課題について、何

回となくお伺いしてまいりました。今回は、神

奈川県川崎市浮島町の県有地についてお伺いい

たします。この土地は、細島―川崎を結ぶ日本

カーフェリーが就航するのに先立ち、農畜水産

物の流通基地として昭和45年に県が購入し

た1,578坪の土地で、現在は株式会社ＪＡ物流み

やざきに貸与されており、宮崎カーフェリーで

神戸港に荷揚げされて運ばれてきた青果物の海

上コンテナ（５トン）の待機地、荷さばき地と

して利用されております。

先日、現地を視察してまいりましたが、関東

地区の卸売の拠点である大田市場から約10キロ

メートル、羽田空港からも10分の絶好の位置に

ありながら、平成27年度の利用実績は1,152トン

にとどまっており、１日当たり3.15トンのわず

かな取扱量であります。青果物輸送の多くなる

冬の季節も、かなりのスペースがあいている状

況にあります。御承知のとおり、トラック業界
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は、運転手の拘束時間や休息時間等の改善基準

が告示されたため、陸送での長距離輸送が年々

厳しさを増しております。そこでまず、関東地

区における本県農畜産物の物流の状況について

お伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 関東地区への

本県農畜産物の物流の状況についてであります

が、まず輸送手段につきましては、トラックの

みの陸上輸送と、カーフェリーとトラックの併

用等が主なものとなっております。

次に、輸送量でありますけれども、平成27年

度の輸送量につきましては、青果物では、ＪＡ

宮崎経済連の青果物取扱量11万6,000トンのう

ち、約３割の３万トンが関東へ輸送されており

ます。また、畜産物につきましては、県の調査

では、出荷量約27万トンのうち、約２割の５

万5,000トンが関東に輸送されているところであ

ります。

○山下博三議員 神奈川県川崎市浮島町の県有

地活用の可能性のある本県の企業等がどれほど

あるのか、お伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 県トラック協

会からの聞き取りでは、関東地区に事務所を構

えているものの、トラックの駐車スペース等が

不足している事業者や、今後、新たに東京への

進出を検討している事業者などが複数おられる

と伺っておりまして、現在、貸し付けを行って

おりますＪＡ物流みやざきのほか、これらの事

業者が県有地を活用する可能性があるものと考

えております。

また、冷凍野菜を出荷している農業法人や、

県有地近隣に冷蔵施設等を借りている食肉加工

事業者等のほか、カーフェリーや、志布志―東

京間、大分―静岡間に就航しておりますローロ

ー船を利用している事業者等による活用も考え

られるところであります。

○山下博三議員 トラック業界の輸送が大変厳

しくなっている中、ほとんどの農畜水産物がト

ラックで輸送されている実態を考えますと、今

後は海上輸送へのモーダルシフトを見据えた対

策を早急にとらなければ、消費地に物を運べな

くなる時代が来ております。川崎市の県有地

は、消費地から遠いという本県のハンディを克

服するための大きな財産であると考えますが、

神奈川県川崎市の県有地の有効活用についてお

伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県が国内有

数の食料供給基地として、その役割を果たして

いくためには、関東の大消費地へ、年間を通し

て安定的に出荷できる物流の確保は、極めて重

要であると考えております。その実現のために

は、海上輸送とトラック輸送の組み合わせや、

本県農畜産物の配送システムのあり方につきま

して、具体的な検討が必要であると考えており

ます。

御質問のありました川崎市の県有地につきま

しては、これもお話がありましたように、関東

の青果市場の中心である大田市場に近く、利便

性も高いことなどから、関東地区への農畜産物

の輸送実態をしっかりと把握した上で、さらな

る有効活用に向けて、早急にしっかり検討して

まいりたいと考えております。

○山下博三議員 羽田空港から約10分のところ

ですから、知事もぜひ一回見ておいてくださ

い。よろしくお願いいたします。

次に、東京市ヶ谷にあります東京ビル再開発

についてお伺いいたします。

この質問につきましては、平成25年11月議会

にて、東京オリンピックが決定した際に質問を

しております。そのときの主な内容は、東京オ
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リンピック開催前に、一つのビルの中に宮崎の

食、例えば、宮崎牛や豚肉、地頭鶏などを堪能

できるレストランを備えた、宮崎の総合特産品

センター的な施設を早急に整備し、オリンピッ

ク特需に備えるべき東京ビルの再開発は考えら

れないものかという質問でありました。３年以

上経過しておりますが、現在どのような検討が

なされておるのか、総務部長にお伺いいたしま

す。

○総務部長（桑山秀彦君） 東京ビルにつきま

しては、これまで必要な改修工事等を行ってき

ました結果、引き続き相当期間、利用が可能な

状況にございます。しかしながら、現状の建物

は、建蔽率や容積率で許容されます床面積より

も小さく、さらに高度利用の余地があること、

それから、かつて宿泊部門として使用していた

施設の一部が十分活用されていないほか、機能

面から見ましても、職員用の宿舎が不足する一

方で、学生寮については、近年、入寮者が減少

している状況にあること、そういったさまざま

な課題を抱えております。

そのような状況を踏まえまして、今年度から

庁内に各部局で構成するメンバーによる検討の

場を設けまして、課題の整理や他県の状況の調

査を行うなど、東京ビルの今後のあり方につい

ての検討に着手したところでございます。

○山下博三議員 前議会において、西村議員か

らも質問が出ておりますが、３年前に私が調査

にお伺いしたときより、周りは新しいマンショ

ンなどが林立しており、地価公示価格も、３年

前に調査した公示価格は坪259万円だったと思い

ますが、今日では坪303万円になっております。

東京ビルの敷地は432坪ですので、約13億円もの

資産価値があり、東京の中でも特に価値の高い

場所であります。築45年が経過し、周りの開発

に比べ大変古い建物になり、学生寮も男子学生

だけの相部屋で女子学生は入れない、果たして

今の時代に合っているのでしょうか。

ひとり親家庭の子供の高学歴支援も取り組ま

なければなりません。建てかえして、男女とも

入居できる１人部屋の学生寮、オフィスビル、

マンション、宮崎の食のレストランなど、さま

ざまな活用法があると思います。また、整備手

法についても、現在、福岡県が東京に所有する

「ふくおか会館」敷地を有効活用するため採用

している定期借地権方式やＰＦＩの民間の手法

や資金を活用してもよいかと思います。首都東

京にある県民の財産である県有地について、真

剣に検討し、有効な活用法をぜひ推進すべきと

考えますが、総務部長に見解をお伺いいたしま

す。

○総務部長（桑山秀彦君） 御質問にありまし

たように、東京ビルが立地する土地は、都心部

の公共交通機関などの利便性に大変すぐれたと

ころに位置しておりまして、周辺ではマンショ

ンやオフィスビルが建ち並ぶなど、高い資産価

値を有する、本県にとって大変貴重な財産でご

ざいます。したがいまして、今後の活用方法等

につきましては、まず、県民や県内企業、本県

出身者などの方々のために、いかに有効に活用

するかという視点から、新たな機能を付加する

ことも含めまして検討してまいりたいと考えて

おります。

また、整備に当たりましては、御紹介のあり

ましたように、他県での民間活力を活用した整

備手法もございます。そうした事例を十分研究

しながら、立地場所の高い資産価値を生かした

整備手法につきましても検討を進めてまいりた

いと考えております。今後、県庁内外の意見な

どを幅広くお聞きしながら、また、東京オリン



- 181 -

平成29年３月３日(金)

ピック・パラリンピック前後の経済情勢等を踏

まえつつ、しっかり検討してまいりたいと考え

ております。

○山下博三議員 最後の質問になりますが、２

年間の農政水産部長の職を終えて、今年度で退

職される郡司部長にお伺いいたします。

６年ぶりの技術からの部長の誕生で、私も大

変期待申し上げ、真剣な議論をさせていただい

てまいりました。この２年間、私は、この議会

の場で113の質問をしておりますが、その約半

分、50問を郡司部長にお伺いしております。い

つも宮崎農業の夢ある発展を熱く語っていただ

き、着実にその足跡は残っていくものと思って

おります。退職後も本県農業の推進に御精進い

ただきますよう、よろしくお願いいたします。

最後の質問になりますが、これまで在職中、

農業の施策推進において最も心がけてこられた

ことは何なのか、また、今後の宮崎農業に期待

する思いについてお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 私はこれま

で、農政に携わる心構えといたしまして、「３

つのＧ」―これはアルファベットのＧを頭文

字とする「現場」「技術」「議論」のことを指

しますけれども―を何より大切なものとし

て、農業の施策推進に取り組んでまいりまし

た。現場目線で生産者のために何ができるのか

を考え、収益に大きく影響する技術の視点で行

動し、専門や組織の垣根を越えて議論すること

で、生産者にとって真に必要な施策が見えてく

るものと考えております。

昨年策定いたしました宮崎県農業・農村振興

長期計画の後期計画におきまして、「産地経営

体構想」をお示ししたところでありますが、現

在、農政水産部の職員一人一人がこの「３つの

Ｇ」を心にとめて、この産地経営体の育成に取

り組んでいるところであります。今後、この産

地経営体の育成を目標として、産地づくりと担

い手の育成にしっかりと取り組むことにより、

若者が夢と希望を持てる新しい本県農業の形が

実現できるものと考えているところでありま

す。ありがとうございました。

○山下博三議員 心強いエールをありがとうご

ざいました。またお互いに頑張っていきましょ

う。ありがとうございました。終わります。

（拍手）

○宮原義久副議長 ここで休憩いたします。

午後２時48分休憩

午後３時10分開議

○宮原義久副議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。

次は、中野一則議員。

○中野一則議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、お

疲れさまです。私の持ち時間は４時10分までで

す。大変お疲れだと思いますが、最後までよろ

しくお願いいたします。

まあ宮崎県議会、よく遅くまで頑張るなと、

つくづくそう思っているんですが、我々議会よ

りもまだ頑張っているところはないのかなと

思って、きのうインターネットで全国のあちこ

ちの都道府県を調べてみました。ちょうど今、

石原元知事が記者会見で、そっちのほうに興味

がある人もおるかもしれませんけれども、東京

都のことがちょっと目につきましたのでお話し

しておきたいと、こう思っております。

東京都の代表質問、一般質問、28日が代表質

問、そして３月１日、２日が―ちょうどきの

うまででしたが―一般質問でありました。一

般質問、代表質問ともに午後１時に開会し、そ

して代表質問が夜の９時30分、一般質問が、１
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日目が午後６時44分、そして２日目が７時30分

までということで、午後から夜まで代表質問、

一般質問をしているわけです。代表質問は、４

つの会派が、自民党が76分、それから３つの会

派が47分、それをやりとりして９時30分まで。

一般質問は26人質問いたします。東京都は定数

が127人、今ちょうど１人欠員ということであり

ました。その人たちが、かわりばんこに質問す

るわけですけれども、１年間に、今回は代表質

問が１日、そして一般質問が２日ですが、あと

の３回は、代表質問が１日、一般質問が１日ず

つなんです。年間９日間の代表・一般質問であ

ります。今回の一般質問は26人が質問します

が、一番短い人が７分、長い人が14分です。そ

の間にずっとやっていくと、こういうことであ

ります。

それで、その余った時間、東京都は今回の議

会が、２月22日に開会して３月30日が閉会なん

です。ちょうど百条委員会もありますが、百条

委員会は３月19日、20日ですから、日曜日と休

日を利用してやると。後のことはわかりません

が、３月はそういうことでやると、こういう日

程であります。かなり長期間です。長期間なの

に代表質問、一般質問３日ですから、残りは常

任委員会等に全部振り分けてある。そこで具体

的にやると、こういう形です。そして今回は、

２月議会は特に予算審議ですから、予算特別委

員会があって、かなりそこで時間を費やすと、

こういう形になっているようであります。この

ことは非常に、我々の今後の一般質問、代表質

問の参考になると思いますので、議長と議会事

務局長にその点を質問したいと思いましたけれ

ども、質問になじみませんので、ぜひ参考にし

てやっていただきたい、こう思っております。

ちょっと話を変えます。ＮＨＫ大河ドラマ、

ことしは「直虎」です。そしてもう既に来年が

決まりました。「西郷（せご）どん」、いわゆ

る西郷隆盛なんです。西郷隆盛はもう何回とな

く主役なり脇役でされてきております。我々

は、鹿児島にもなじみがありますけれども、島

津義弘公を何とか大河ドラマにと、来年がまた

島津公にとっても節目の年だからというお願い

をしました。明治150年が来年だということで、

西郷さんに決まりました。興味のある人ですか

ら、また私としては地元の人だから、これもよ

しとするところであります。

西郷さんについては過去何回もあると言いま

したが、その前に直虎も、今度で56回目でした

か、大河ドラマ。第１回目の大河ドラマは、昭

和38年に「花の生涯」というのがありました。

これは井伊直弼のことなんです。井伊直弼が中

心であったドラマで、昭和38年。私は中学校３

年生でありました。その弟は延岡藩に来ていま

すからね。非常に宮崎県ともゆかりのあるのが

井伊家なんです。いい感じだなと、こう思って

おるわけですけれども。それで、西郷さん、な

いし西郷戦争、いわゆる西南戦争は宮崎県でも

非常に史実もあるし、いろんな言い伝えもあっ

て、非常に興味のあるところであります。

えびのにもそういう逸話というか史実がたく

さんあります。その一つが松形祐高事件という

のがあるんです。松形祐高といえばどこかで聞

いたような名前なんです。今の知事の前の前の

前の人が松形祐堯さん、そのひいじいさん、曽

祖父になる方が松形祐高さんです。この方は、

西郷隆盛の軍に加勢をしなかったということ

で、鹿児島県の吉松の川内河原で斬殺されたん

です。そういう事件なんです。なぜそうなった

かというと、西南戦争が始まるときに、鹿児島

の私学校から檄文が来るんです、兵士を集め
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る。それに参加しなかった。なぜ参加しなかっ

たかというと、島津公が立ち上がるんであれ

ば、それにははせ参じる。馬前にはせ参じる

と。しかし、西郷といえども、それは私党であ

ると。私党が兵を挙げるのに自分が参加するわ

けにはいかないと。こういうことで、非常に西

郷一色のえびのにおいて、飯野において、頑と

して行かなかったんです。それを恨みに思った

人たちが、延岡から諸塚、西米良、そして須

木、小林を通ってえびのに来たんです。そして

８月29日に捕らえられて、吉松まで行って斬首

される。斬首されるときに刀を持ったのが、非

常に若い人でした。16歳の少年です。それで、

まさにというときに、松形祐高さんは、「しば

らく」と言って待たせたんです。なぜかという

と、髪が首まで垂れて乱れておっては切りにく

かろうと、それで自分の手で全部なで上げて髪

を結って、「さあ、もうよかろう」と言って斬

殺された。時に54歳。そういう松形祐高さんで

あります。当時、松形祐高さんは、まだ市町村

制度がありませんでしたから、飯野郷の戸長で

ありました。それで６月に入って官軍の軍政が

えびのにしかれているんですよね、あちこち。

飯野もしかれておりました。それで戦争があっ

た後はいろんな病気が入ると。病気が入るから

その備えをせないかんということで、一生懸命

になってその取り組みをされた。民政というか

それをしかれた。それで余りその影響もなかっ

たし、農民からは非常に慕われておったと、こ

ういう方であります。そういう史実もあるとい

うことをお伝えしたいと思っております。

ところで、質問になりますが、知事は、１月

の27日でしたか、延岡市長と日南市長を引き連

れてＮＨＫに行かれました。そして、大河ドラ

マについて、何とか宮崎県が舞台にならないか

といろいろと要望されたようであります。さき

にいろいろ質問もあって回答されましたが、も

う一度、そのときの要望の内容と、その成果、

特に来年の大河ドラマの中で、どういうところ

が宮崎県の舞台になるのかということを御質問

しておきたいと、こう思っております。

後の質問は質問者席から行います。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えいたし

ます。

大河ドラマの要望の内容及び成果についてで

あります。大河ドラマの制作については、これ

までもＮＨＫに対して、機会あるごとに要望を

行ってきたところでありますが、今回は、来年

の大河ドラマに決定をしております「西郷（せ

ご）どん」において、本県に残る西南戦争での

史実や史跡を取り上げていただけるよう、ゆか

りの深い延岡市、日南市の両市長とともに要望

を行ったところであります。具体的には、可愛

岳（えのだけ）を背に薩軍が本陣を構えた逸話

や、日南隊の隊長であった小倉処平の生涯も説

明するとともに、西郷公の妻イトさんが西郷菊

次郎を見舞いに来たエピソードなどを紹介した

ところでありますが、原作の小説が西郷菊次郎

の回想という形で書かれていることもあり、Ｎ

ＨＫ側も大変興味を示されたと強く感じたとこ

ろであります。いい感じであったところであり

ます。今後とも、ドラマ化に向け、関係市町村

と連携をしながら、ＮＨＫへの働きかけを続け

てまいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○中野一則議員 今後もＮＨＫに働きかけをさ

れるという答弁をいただきました。

それで、この西郷さん、ないし西南戦争に関

する史実なり逸話、エピソードというのは、県
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下あちこちいろいろあるわけですね。えびのの

ほうでは、言われたほかでは西郷札の問題もあ

るし、えびのだけをとると、さっき言ったほか

に大河平事件という大変悲惨な事件も起こりま

した。それから、俗に言う征韓論に敗れた西郷

さんが、白鳥の温泉で長く逗留されているんで

す。それから、そこで育った人たちが明治時代

を引っ張ったという事実もあります。そういう

こと等たくさん史実、逸話等がありますので、

このことも含めてぜひＮＨＫに要望していただ

きたい。されると言ったから、このこともその

ときはよろしくお願いしておきます。

それで、今回我々は、さっきも言いました

が、島津義弘公をと言っていたのに、私から言

えば、鹿児島県は二枚舌を使ったとしか思えな

いわけですけれども、「西郷どん」になりまし

た。それで、その中心になって取り組んだ人の

話を聞いたんです。そうしたら、大変人気の

あった「篤姫」が終わった―いえばその日か

らと言われましたが―その日から、次は「西

郷どん」だということで一生懸命取り組まれた

んだそうです。どういう取り組みをしたかとい

うと、必ず年１回はＮＨＫに行って、ＮＨＫの

関係する人に講話をもらって、そして後で懇親

の場を設けたと。もちろんそれは割り勘ですよ

ということで、そういうことを「篤姫」が終

わったときからずっとされておる。その成果が

「西郷どん」だった、こういうことでありま

す。そういうことで宮崎県も、私は島津義弘公

を言いましたけれども、まだ１回もありません

からね。54年間のうちに１作もないわけですか

ら、宮崎県の誰かをといえば、人物を絞ってそ

ういう運動をしないと、これはなかなか難しい

なと、こう思っております。絞る人物は誰がい

いか。私に言わせれば、神武天皇、島津義弘、

小村寿太郎、安井息軒、そういうところかなと

思っているんですが、絞る人を含めてどういう

人がいいかを、ひとつ知事にお尋ねしておきた

いと思います。

○知事（河野俊嗣君） 他県の取り組み姿勢、

本県としてもしっかり学んでまいりたいと考え

ております。私自身、これまで何回かＮＨＫを

訪問して感じましたことは、ドラマ化実現のた

めには、その時々の社会の要請や話題性に加え

まして、魅力ある主人公とそれを取り巻く人間

模様など、豊富なエピソードがあり、１年を通

してドラマとして成立することが求められると

いうことであります。このようなことから、昨

年度は、島津義弘や小村寿太郎など、本県にゆ

かりのある偉人６名に絞りまして、それぞれの

生涯を、時代背景や数々のエピソードを交えて

紹介した資料を作成し、ＮＨＫに対しドラマ化

の提案を行ったところであります。今後とも、

関係市町村等と連携をし、さらに内容の充実を

図りながら、引き続き、粘り強くＮＨＫへの働

きかけを行ってまいりたいと考えております。

○中野一則議員 ひとつ粘り強く要請をしてく

ださい。できたら早目に人物を絞るということ

が一番だと思いますから、よろしくお願いして

おきたいと思います。

次は、教育長にお尋ねしていきたいと思うん

ですが、西都原古墳群の世界遺産への登録とい

うことで、前からいろいろ取り組まれておりま

す。どの辺まで進んでいるのか、その進捗状況

をお尋ねしたいと思います。とともに、この西

都原古墳群という中には、えびのの島内古墳も

含まれているやに前聞きましたが、そのことも

含めてお尋ねしておきたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 「西都原古墳群を初

めとする南九州の古墳群」の世界遺産登録に向
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けましては、県と関係市町で構成する「宮崎県

の古墳文化に関する勉強会」を設置して調査研

究活動に取り組んでおり、先進事例の調査や国

内外の専門家を招聘して意見交換を行っており

ます。また、関係機関等と連携して、本県の古

墳や古墳文化への理解を深めるために、シンポ

ジウムを県内外で開催するなど情報発信に努め

ております。世界遺産登録については、暫定リ

ストに登録をされることが前提となりますが、

リスト登録に至るまでにはさまざまな課題も

残っておりますことから、今後とも、文化庁と

協議を継続して行うとともに、関係市町村や他

県と連携しながら、登録の実現に向けて積極的

に取り組んでまいりたいと考えております。

○中野一則議員 ぜひこれが前向きになるよう

に、よろしくお願いしておきたいと思います

が、なかなか今のようでは非常に難しいなと

思っております。

宮崎県は、「神話の国」ということで、日本

一歴史が古いような話もずっと聞くわけですけ

れども、残念ながら、歴史的あるいは文化財と

いうものが豊富にあるわけではないですよね。

特に国宝は一つもないというわけですから。そ

こで、重要文化財は幾つかあるようですが、重

立ったものの紹介と、特にそのうち国宝になる

ようなものは何があるかをお尋ねしたいと思い

ます。

○教育長（四本 孝君） 国は、我が国にとっ

て歴史上、芸術上、学術上価値の高い美術工芸

品などの有形文化財のうち、重要なものを重要

文化財に指定をし、その中で特に価値の高いも

のを国宝に指定しているところでございます。

県内の重要文化財は18件でありますが、国宝に

指定されたものは、議員御指摘のとおりござい

ません。重要文化財はその18件でございます

が、例えば、宮崎市の木造薬師如来及び両脇侍

像とか、仏像関係でありますとか、昔の住宅で

あるとか神社であるとかというものが重要文化

財ということになっておるわけでございます。

重要文化財や国宝につきましては、国の文化審

議会の審議を経て指定されますので、今後と

も、文化庁に対して、本県文化財の情報提供を

行ってまいりたいと考えております。

○中野一則議員 なかなか国宝となれば難しい

なと思います。鹿児島県だって国宝が１件しか

ないんですよね。特に南九州は国宝が非常に少

ないところ、国宝というのは何千件とあるわけ

ですから、残念だなという気がしてなりませ

ん。

次に、高校教育についてお尋ねしたいと思い

ますが、今、高校は、適正規模、定員基準とい

うものをつくっておりますが、私は、これを見

直すべきじゃないのか、変更すべきじゃないの

かということをお尋ねしておきたいと思いま

す。今度の入試の状況を見ましても、これは全

日制だけでいきますと、全校で36校あるうちの

定員割れをしている学校が13校、実に３分の１

あるんですね。そしてまた、これはコースを含

めた学科で111学科あります。このうちの54学科

がマイナス、いわゆる２分の１が定員割れをし

ているんです。そしてまた、長期的に見たとき

に―今、大体生徒数が安定というか、それで

も漸減していますからね。そして、20年ない

し25年後には今の生徒数の約30％減になると、

こういう状況ですから、いずれもっと多くの学

校ないし学科で定員割れをするということにな

りますから、この際、今、適正規模が４学級か

ら８学級、そして特別３学級認めるとあります

が、これを２学級から８学級に、そしてまた１

学級当たりの定員を、国の基準に準ずるという
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ことで40人ですけれども、これを30人にできな

いものかと思っているわけです。そのことの決

断を含めて、教育長にお尋ねいたしたいと思い

ます。

○教育長（四本 孝君） 高等学校の規模が小

さくなってまいりますと、生徒同士の切磋琢磨

や学び合いの機会が減少して、活気と深まりの

ある教育活動が展開しにくくなること、また、

生徒の進路希望に対応した幅広い教科・科目

や、希望するさまざまな部活動の開設が制限を

されることなどの課題が生じるものと考えられ

ます。現在、１学級の定員は、国の基準に基づ

き40人としておりますが、仮に１学級の定員

を40人未満として学級数をふやすという場合に

は、教職員の配置や施設面など、検討すべき課

題が考えられるところでございます。学級数の

現在の適正規模である４学級から８学級、ある

いは１学級の定員40人という考え方につきまし

ては、今後策定予定の平成31年度からの県立高

等学校教育整備計画後期実施計画において、今

申し上げたような課題も踏まえまして、何より

も生徒にとってよりよい教育環境を提供すると

いう視点に立って、地元自治体や地域の皆様か

らの幅広い御意見等もいただきながら、議論を

深めてまいりたいと考えております。

○中野一則議員 ぜひ前向きに検討してくださ

い。鹿児島県とか長崎県は、離島を抱えて、２

クラス、１クラスという学校もたくさんあるん

です。そのところの子供たちがいろいろ支障が

あるかというと、そうじゃなくて、立派な方も

どんどん出ていらっしゃいますから、検討して

ください。

それよりももっと進めて、高校を義務教育化

できぬものだろうかなと思っています。既に高

校進学率は98.3％、宮崎県において。山間地

は100％、ほとんどのところが100％なんです。

そういう山間地も100％高校に行くんですが、人

口減が県下４分の１以下になったところが、西

米良村が７分の１、これは宮崎県の人口のピー

ク時と比較して７分の１。諸塚が５分の１、日

之影、椎葉、美郷が４分の１、あとの市町村は

２分の１そこそこからずっと下なんです。それ

で、４分の１以上人口が減ったところを見る

と、これは山間地ということもありますが、こ

こには高校がないんですよ。ないけれども、100

％高校に行くという実態もあります。そういう

ことを考えたり、あるいは、やはり人材という

ものはどういうところであっても育てないか

ん。だから、宮崎県のいろいろと藩があります

が、高鍋藩においては明倫堂、飫肥藩において

は振徳堂、我々が属していた鹿児島藩は造士館

と、こういうのがあって、藩政時代から教育を

一生懸命した。また、私は飯野ですけれども、

飯野郷においては幕末に聖明館という郷校がで

きましたし、また、県内あちこち、読み書きそ

ろばんということで寺子屋もありました。そう

いうことで、日本人の識字率は非常に高いとい

うことから明治維新も成ったというのは有名な

話ですから、そういうこと等を考えた場合に、

宮崎県が全国に先んじて全てを義務教育化にす

る、そのことをぜひ取り組んでいただきたいと

思います。これこそ教育長の決断をお願いした

いと思います。

○教育長（四本 孝君） 現行の我が国法令に

よれば、義務教育は小学校、中学校等の９年間

と規定をされており、地方公共団体が独自で義

務教育の年限を延長することは困難であると

思っております。また、高等学校の義務教育化

につきましては、これまでも国におきまして、

中学校卒業時の子供たちに進路選択の道を残す
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べきではないか、また、義務化により新たに生

じる財政負担をどうするのか、さまざまな検討

がなされてきたものと認識をしております。議

員の御指摘を踏まえまして、今後もさまざまな

議論を見守っていきたいと考えております。

○中野一則議員 見守るんじゃなくて、宮崎県

がその先頭を切るんですよ。

次は知事にお尋ねしますが、五ヶ瀬に五ヶ瀬

中等教育学校がありますよね。あそこは公立中

高一貫の学校。あれができた当時は、法律的に

も制度的にもなくて、文科省が―当時は文部

省だったのかしれませんが―非常に抵抗した

と。それでも工夫してつくった。そういう先進

的な宮崎県なんです。これを全県下に広げるか

広げんかの話。河野知事ならやれると思うんで

す。いかがでしょうか。

○知事（河野俊嗣君） 五ヶ瀬中等教育学校、

これは大変高い志のもとにいろいろ取り組みを

進められてきたわけであります。高等学校の義

務教育化につきましては、今、教育長も答弁し

ましたように、国においてもさまざまな議論が

なされておるところであります。いろんな立場

からの御議論にもそれなりの理屈があろうと考

えておりますので、私としてはそれを注視して

まいりたいと考えております。

○中野一則議員 五ヶ瀬中等教育学校ができた

おかげで、宮崎県が先頭を切ったおかげで、そ

の後、全国に公立で中高一貫の学校がどんどん

できたというのが事実なんですから、宮崎西も

泉ヶ丘もその流れでできたんです。よろしくお

願いしておきたいと思います。

それから、高校は特色ある学校づくりという

のも大きな命題ですよね。それで、飯野高校の

話ですが、実はえびの市が、今度の議会に出し

ているんですけれども、防災食育センターとい

うことで、いわゆる給食センターを防衛省の予

算でつくろうとしております。生徒数は1,600人

しかいないんだけれども、2,000食以上は可能だ

ということです。その差が400からありますか

ら、飯野高校の人がみんな給食をしてくれる

と、ちょうどその数字にはまるんですよね。こ

れは防災食育センターということで、万が一の

ときにはそっちのほうも担う給食センターと、

こういうことであります。来年の８月運用開始

ということですから、ぜひ、飯野高校に、給食

のある高校ということで導入していただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。

○教育長（四本 孝君） お話の防災食育セン

ターでつくった食事を飯野高校に運んで、給食

といいますか、昼食として提供するということ

でございますが、学校において、まず、昼食を

搬入・保管するための施設の整備等が必要と

なってまいります。また、配膳のための時間の

確保、あるいは給食費の集金とか、さまざまな

対応も求められてまいると思います。このよう

なことから、まずは保護者や生徒を含めた学校

側の意向等を聞きながら、今後どのような対応

をとるべきか研究してまいりたいと考えており

ます。

○中野一則議員 ぜひ研究してください。配送

・配膳は、施設は3,000万か4,000万あればでき

ると思うんです。そのぐらいで特色ある学校づ

くりができればいいと思うんです。えびの市

も、飯野高校がそうしてくれればありがたいな

ということでしたし、また、父兄の何人かに聞

いたら、「そらよかこっじゃ。ぜひそげんしっ

くいやはんか」と、こういうことでしたので、

前向きに検討してください。

次に、農業政策についてお尋ねしたいと思い

ます。

平成29年３月３日(金)
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実は、特Ａの問題についていろいろと具体的

に聞きたかったんです。ところが、田口議員が

一生懸命、私の言いたいところをきのう聞いて

くれました。それで、また同じことを聞くよう

なところもありますけれども、端的にお聞きし

たいと思うんですが、28年度産米がなぜ特Ａが

取れなかったのか、その原因を改めて農政水産

部長にお尋ねしたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 米の食味ラン

キングにつきましては、これまで本当に産地の

生産者、関係機関・団体が一体となって懸命に

取り組んできた。これは私も知っておりますの

で、大変残念に思っているところであります。

その原因につきましては、１つには、出穂期と

言いますけれども、穂が出る時期が前年より１

週間以上早まり、その後も高温が続いたことか

ら、もみへのでん粉の蓄積がうまく進まなかっ

たこと。それから２つ目には、生育前半の高温

多照から、１穂当たりのもみ数が多くなってし

まい、結果として全体的に小粒となったことか

ら、米の粘りを左右すると言われておりますた

んぱく質の含有量が高くなったことなどが、米

の食味や食感に影響を与えたのではないかと考

えているところであります。

○中野一則議員 ＪＡえびの市では、生産団体

と協議をして、宮崎県が生んだヒノヒカリだか

ら、これにもう一度挑戦する、勝負をかける

と、こういうことであります。天候云々もあり

ますが、そのほかにもいろいろ理由があるんだ

と思います。ぜひ県も、ひとつ地元と携えて、

この原因究明を徹底的にやってほしいな、こう

思っております。もうすぐ田植えが始まります

が、第一弾としてはそれまでに、そして、その

後１年間、何かするようなことを、よろしくお

願いしたいと思います。同じような気象条件の

熊本がずっと連続して特Ａを取っているわけで

すから、取れなかったところ、取ったところ含

めて、そういう県外も含めた調査をよろしくお

願いしたいと思います。よろしくお願いしてお

きます。

次に農業で、外国人技能実習生の受け入れ状

況についてお尋ねしたいと思います。これは、

先ほど山下議員もお尋ねになりました。それ

で、農業に限って聞きたいと思うんですが、我

々も公益社団法人日本・インドネシア経済協力

事業協会に調査に行きました。俗にジークとい

うところですが、非常に子供たちがあこがれを

持つような気持ちで勉強されておりました。日

本語の勉強、日本での生活習慣を４カ月間現地

で勉強し、そして成田に来て、成田のセンター

で１カ月間また研修をして、それぞれ現場に行

くと。きょうの農業新聞にもそのことが書いて

ありました。恐らく我々が研修のときに見た子

供たちの１人だったんだろうと思っておりま

す。えびのも、５つの農場に聞いてみました

が、中国人、ベトナム人、フィリピン人、ネパ

ール人、近くまたカンボジアからも来るという

ことであります。それで、宮崎県のこの受け入

れの状況なり、どのくらいの人が農業について

いるのか等を、農政水産部長にお尋ねします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県での農業

分野の技能実習生は、ここ数年600名前後で推移

しておりまして、国別に申し上げますと、中

国、ベトナム、インドネシア等となっておりま

す。

なお、御紹介にありました、ジークを介した

インドネシアからの実習生は、２月現在36名

で、現在、農業法人等でしっかり実習に取り組

んでいると伺っているところであります。

○中野一則議員 今、政府のほうが、特区での
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就労ということで検討されているようでありま

すが、これでいきますと、派遣事業者が農業経

営体に派遣をすると。農業経営体は、直接、外

国人の雇用は認められない、こういうことで

す。さっき言ったえびのの５つの農場の人の話

を聞くと、「できたら自由に受け入れることは

できないんだろうか。それが非常に願いであ

る」と。でないと、派遣事業者に１人当たりか

なりお金を支払うんだそうです。非常に雇用の

確保が大変だということと、受け入れやすい環

境をつくってほしい。そのためには、こういう

意味での特区の必要もあるんじゃなかろうかと

思いますが、宮崎県の取り組みをお聞きしたい

と思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県では、農

業法人や認定農業者等において雇用型経営が増

加しており、産地で安定した雇用を確保するこ

とが大きな課題となっております。このため県

では、平成27年度に、市町村、ＪＡ、農業法人

等で構成いたします「農の雇用・労力支援推進

協議会」を立ち上げ、産地において労働力の募

集・派遣を行う「援農隊」の仕組みづくりや、

農業法人に一定期間就農希望者を派遣する「お

試し就農」などに取り組んでいるところであり

ます。今後、こうした雇用確保対策を全県に展

開しながら、御質問のありました、外国人の農

業就労に係る特区制度への対応につきまして

は、本県でも実施できますよう国に働きかけを

するとともに、引き続き情報の収集と研究を

行ってまいりたいと考えております。

○中野一則議員 次に、観光行政ということ

で、えびの高原にホテル誘致をということで、

環境森林部長にお尋ねしたいと思います。

いわゆる世界水準のナショナルパークをつく

るということで、全国の８カ所の国立公園をモ

デル国立公園にしたいということで、霧島錦江

湾国立公園の中では霧島をということで、国立

公園満喫プロジェクトが立ち上がっていろいろ

検討されて、それがもう出されております。え

びの高原に上質な宿泊施設の誘致をということ

であります。これを５年の間にめどをつけたい

という考えのようでありますが、過去において

宮交があそこを休止しました。結局は廃止とい

うことで、再度ならなかったんです。そういう

厳しい状況もあるかと思いますけれども、その

辺を何とかクリアして、今の国民宿舎と、やっ

ぱりもう一つできて相乗効果を図らんと、なか

なかこのあたりの宿泊の充実というものにはな

らぬと思うんです。ぜひこのことをよろしくお

願いしたいと思います。その検討状況、見込み

をお尋ねしたいと思います。

○環境森林部長（大坪篤史君） 国立公園満喫

プロジェクトに基づきます今回の計画では、え

びの高原のホテル跡地やピクニック広場を活用

した上質な宿泊施設、具体的には、高級ホテル

やグランピングと呼ばれるハイレベルのキャン

プ施設の誘致を盛り込んだところであります。

お尋ねのホテル跡地は、長年、宮崎交通が営業

し、多くの宿泊客でにぎわったところでありま

して、立地条件も申し分のない場所であると認

識しております。敷地は環境省が所管しており

ますので、先般、環境省の担当課長に対して協

力要請を行いまして、前向きの感触を得たとこ

ろであります。さらに、地元のえびの市もぜひ

積極的に進めたいという意向でございます。し

たがいまして、今後、全国で８カ所選定された

代表的な国立公園としてふさわしい施設整備が

できますよう、環境省やえびの市と条件面など

を十分協議しながら、一体となって、公募の手

続や誘致活動を進めてまいりたいと考えており
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ます。

○中野一則議員 日本で最初に国立公園になっ

た霧島ですからね。そこの中のえびの高原、い

ろいろとあると思いますが、環境省が所管で

やっているわけですので、ぜひ実現を図るよう

に、よろしくお願いいたしたいと思います。

次に、医療行政についてお尋ねしたいと思い

ますが、特に宮崎県の地方、市町村の病院の医

師数が確保されているのかなということで、さ

きにいろいろお聞きしました。法的にはもう十

分だという。しかし、地元からは不足している

と、こういう感じ。そしてまた、医師の医療圏

別では、宮崎市だけが突出しておる。ほかは非

常に低いという状況なんです。こういう状況を

福祉保健部長はどう思われるか、お聞きしたい

と思います。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） お尋ねのとお

り、県内の19の公立病院・診療所に対しまし

て、今年度の４月に、不足している医師の数に

ついて照会したところでありますけれども、そ

のうち14の病院等においては、医師不足という

ような回答があったところであります。また、

県内の医師の偏在の関係につきましても、お話

がありましたが、宮崎東諸県医療圏のほうに集

中しているというような状況にございまして、

人口10万人当たりの医師数で見ますと、そのほ

かの２次医療圏では全国平均を下回る状況と

なっております。今後とも、医師の確保につい

てしっかり取り組んでいく必要があるものと考

えております。

○中野一則議員 私が当初、市町村立病院の医

師数はどうかと聞いたら、当初は、当年現員と

いうんですか、これが97.74人、標準数が78.75

人だから､18.99人がオーバーしている状況だと､

そんな説明をするんですよ。そういう認識で

は、県下全体の医療行政というのは難しいと思

うんです。そのあたりから、反省も含めて医療

行政をしていただきたい。また、宮崎東諸の医

療圏においては268人、平成14年から26年の12年

間でふえている。しかし、ほかの医療圏では合

わせて30人減っているんです。これが宮崎県の

現実なんです。宮崎市ばっかりに集中している

現実ですから、全県下の医療行政をどうするか

というのは県の責任だと思いますので、よろし

く取り組んでいただくように要望しておきたい

と思います。

そのことを含めて、今いろいろ問題になって

いる県立宮崎病院の件でありますが、この経営

形態、あり方というものを再検討していただき

たい、こう思っております。平成16年でした

か、このあり方を検討するということでありま

した。このときは15年度までに―15年度は単

年度で28億円の赤字、累積が160億円もの赤字と

いうことで、これを何とかせないかんというこ

とで取り組まれて、見事黒字化になったんです

よね。その後、地方公営企業法を全部適用する

のか、そのことを継続するか、地方独立行政法

人化にするのか、公設民営化するのか、民間移

譲するのかと、この４つの選択肢の中で取り組

まれておりました。結果的に全適継続というこ

とになって、今日になっているわけでありま

す。

それで、なぜ再検討せないかんかということ

をちょっと申し上げておきたいと思うんです

が、医療は県全体に均衡に施すべきだ、中山間

地域の対策はどうなるのか。それから、宮崎東

諸県医療圏に医師が集中している、全体の55.6

％。屋上屋を重ねる病院局制度では、現場の医

師の声が完全に反映されているとは言い切れな

い。佐賀県は地方独立行政法人化で経営は順調

平成29年３月３日(金)
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であります。全国に地方独立行政法人をやって

いるのが16県あります。福岡県は民営化をしま

した。熊本県は総合病院の県立は一つもありま

せん。また、県庁所在地に県立病院があるの

は、九州では宮崎と佐賀と大分県だけです。そ

れから、一般会計からの繰入金が毎年50億円前

後ある。特に県費を約15億円費やしていると、

こういうことであります。そして、宮崎病院が

建てかえとなった場合に、多額の資本投下をす

るわけですが、これが回収というのはかなり時

間がかかると、いわゆる赤字が続くということ

が想定されます。そのこと等を考えた場合に、

さっき言った４つの選択肢のほかに、市町村へ

の移譲ということも含めて検討すべきであると

思うんです。病院局長、よろしくお願いいたし

ます。

○病院局長（土持正弘君） 御指摘のとおり、

平成18年度に地方公営企業法の一部適用から全

部適用へ移行いたしまして、知事部局から独立

した病院局を設置したところでありますが、こ

の間、政策医療、不採算医療等を担いながら、

業務委託化の推進等による費用の抑制等にも取

り組み、一般会計からの繰入金を削減しながら

収支改善を実現するなど、一定の成果を上げて

きたところでございます。現行の地方公営企業

法の全部適用以外で考えられる経営形態といた

しましては、先ほどお話にございましたよう

に、地方独立行政法人化や指定管理者制度の導

入などがございます。それから、現行におきま

しても、公営企業としての経済性を発揮しなが

ら、自律的、機動的な病院運営ができておりま

すことから、平成27年３月に策定いたしました

「宮崎県病院事業経営計画2015」におきまし

て、基本的には現行の経営形態を継続していく

こととしたところでございます。

また一方で、今後、県立病院を取り巻く環境

が大きく変化していくことも予想されますの

で、今後の経営形態のあり方につきましては、

県立病院として求められる役割をしっかりと果

たしながら、より効率的な運営を行えるよう、

同計画を推進する中で、さまざまな角度から、

継続して検討を行っていくことにいたしておる

ところでございます。

また、御指摘の市町村への移行ということも

ございましたが、このことにつきましても、経

営計画の中で選択肢の一つということでは定め

ておりますけれども、基本的に現行の経営形態

を継続していく中で、３つの県立病院を取り巻

くそれぞれの環境の変化といったものを踏まえ

ながら、改めて各病院の役割、経営実態等を分

析した上で、さまざまな角度から検討を行う必

要があるものというふうに考えております。

○中野一則議員 検討するような、しないよう

な話でありましたが、私はこの５つの選択肢

で、再度、平成16年のあの気持ちに返って、ぜ

ひ検討委員会をつくって検討していただきたい

な、こう思っております。何にせよとは言わん

わけですよ。市町村云々を強調されたようにも

聞こえましたが、この５つの選択肢、その他も

あるかもしれません。再度検討をしていただく

ように御要望申し上げまして、質問を終わりま

す。（拍手）

○宮原義久副議長 以上で本日の質問は終わり

ました。

次の本会議は、６日午前10時開会、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後３時56分散会
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○星原 透議長

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、日

高博之議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○日高博之議員

はようございます。自由民主党県議団の日高博

之でございます。

初めに、世界ジュニアサーフィン選手権につ

いてであります。

一昨年前から、日向市では東京オリンピック

のサーフィン競技誘致に民間主導で取り組みま

した。しかしながら、最終的には誘致はかなわ

なかったのですが、その活動が認められ、今回

の世界ジュニアサーフィン選手権の誘致につな

がったと考えております。私も、民間で結成し

た誘致の会の会員で、活動させてもらったわけ

ですが、振り返ってみますと、若者の積極的な

行動力に圧倒され、私もついていくのがやっと

で、誘致に向けて熱い思いを持って活動された

ことに、改めて日向市の底力を見たような気が

いたします。

このサーフィン競技の誘致はいろんな地域が

手を挙げたわけですが、その中でもいち早

く、1,000人規模の決起大会を開催したり、６月

には、知事にも参加していただきサーフィン

フェスティバルを開催いたしました。全国にお

倉ヶ浜の国内屈指の波をアピールできたと思っ

ているところでございます。また、ビーチク

リーンも定期的に行い、地域住民にサーフィン

という競技を理解していただき、市民から信頼

を得たことは、非常に大きな成果ではなかった

かなと思います。そして、当時担当部長であり

ました永山部長には、若者の目線に立っていた

だき、持ち前の広い心と、鋭い目つきという

か、まなざしで支援をしていただき、誘致の会

一同感謝をしております。「頑張ってくださ

い」とのことであります。

そこで、こういった若者、地元の取り組みが

もたらした、今回の世界ジュニアサーフィン選

手権誘致について、知事の所見をお伺いいたし

ます。

以上、壇上からの質問とし、質問者席から再

質問を行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

世界ジュニアサーフィン選手権の誘致につい

てであります。私としましては、本県のすぐれ

たサーフィン環境に大きな可能性がある、これ

を強くアピールしたいという思いから、東京オ

リンピックの追加種目にサーフィン競技が提案

された直後から、開催地として名乗りを上げ、

関係大臣や関係機関に対し、幾度となく要望活

動を行ってきたところであります。また、今お

話のございました、昨年６月に日向市において

開催された「ひゅうがＳＵＲＦフェスティバ

ル」に参加した際には、日向市民の熱い思いや

盛り上がりに接し、大変心強く思いますととも

に、官民挙げて誘致に取り組む本県の強みを実

感したところであります。最終的には、開催地

の招致には至らなかったわけでありますが、今

回、このような大きな大会の誘致が実現できま

したのは、本県のサーフィン環境のすぐれた優

位性というのが高く評価されたとともに、これ

までの取り組み、そして何よりも地元の熱意と

いうものがこの結果に結びついたものと、大変

うれしく、また次につながったということで、

手応えを感じております。

平成29年３月６日(月)
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日向市におかれましては、「サーフタウン日

向」というものをキャッチフレーズに、「ヒ

ュー！日向」という新たなプロモーションも

行っておられます。サーフィンというスポーツ

の一種目の振興にとどまらず、地域づくりに確

かに結びつけておられるということで、すばら

しい取り組みが進んでいるということを感じて

おるところであります。今後、地元と一緒に

なって、しっかりとこの大会の受け入れを行っ

ていくことはもとより、この機会を契機に、

サーフィンを本県の観光の柱として、また移住

や活力ある地域づくりに結びつけ、本県にとっ

ての強みとして確立できるよう取り組んでまい

りたいと考えております。以上であります。

〔降壇〕

ありがとうございました。そ○日高博之議員

もそも知事が、開催が決定してすぐ競技市とし

て提案された。ということは、先見性というの

があったからこそ、こういったことにつながっ

た一因であると私は考えております。また、開

催県の知事としてリーダーシップを発揮してい

ただければと思いますので、よろしくお願いい

たします。

次に、世界ジュニアサーフィン選手権をどう

成功させるかについてお伺いいたします。この

大会の概要は、国際サーフィン連盟が主催す

る18歳以下のサーフィンの世界選手権で、世界

最大規模の国際ジュニア選手権であります。ま

た、ＩＳＡ主催の主要大会として、1990年の宮

崎市木崎浜と東京都新島の同時開催を行った世

界サーフィン選手権以来、27年ぶりの日本開催

となり、この世界ジュニアサーフィン選手権は

日本初ということであります。日向市からの情

報によりますと、「８日間の大会で、40を超え

る参加国、選手、関係者含めて600人以上の参加

者を想定、過去の実績によると、観客数は一日

平均5,000人に上り、大会ホームページ閲覧数

は10万回、大会ライブ中継閲覧数は135万回と、

本当に大規模な大会で、こういった世界の大会

を日向市のみでマネジメントすることは…」と

書いてあります。私は物理的には難しいと思っ

ております。そこで、県も開催県として、日向

市とともに大会の成功に向け積極的に支援して

いく必要があると考えますが、そのことについ

て見解を伺うとともに、大会運営、宿泊、ボラ

ンティアなどの人的支援について、具体的にど

ういった支援が考えられるのか、商工観光労働

部長にお伺いいたします。

今お話が○商工観光労働部長（中田哲朗君）

ありましたとおり、本選手権は、約40カ国から

約400名の選手が参加する世界規模の大会であり

ます。昨年の大会には、期間中延べ４万人ほど

の観客が訪れておりまして、宿泊などの本県経

済への大きな波及効果だけではなく、サーフィ

ンの聖地としての知名度の向上や、ブランドの

確立につながるものと期待しているところであ

ります。このため県といたしましても、積極的

に支援してまいりたいと考えておりまして、具

体的には、今後設立されます受け入れ実行委員

会に県も参画し、宿泊や国外選手受け入れの支

援、ボランティア対策など、周辺市町村への協

力要請や、開催までに必要な準備について、日

向市や日本サーフィン連盟などと連携しながら

取り組んでいくことといたしているところでご

ざいます。

積極的に支援をしていくとい○日高博之議員

うことで、安心いたしたところでございます。

今日のサーフィンの盛り上がりを考えますと、

未知の領域のビッグイベントと言っても過言で

はないと思いますし、ことしの９月開催という
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ことで、もう時間も余りないですので、スピー

ド感を持って取り組んでいただきたいと思いま

す。お願いします。

次に、先ほど説明したとおり、諸外国から多

くの選手、関係者、観客が集中して宮崎に押し

寄せます。また、これらの多くの人々がホーム

ページにアクセスするなど、この大会を通じ、

本県の観光、文化、食などの魅力を売り込む絶

好のチャンスであると考えております。また、

本県は、「みやざき東京オリンピック・パラリ

ンピックおもてなしプロジェクト」に取り組ん

でおり、おもてなし環境のさらなる充実に向け

て、宮崎の魅力を世界に発信し、経済や地域の

活性化への展開を推進しておるわけでありま

す。そして、外国人に宮崎の魅力をさらに向上

させるために、外国人の視点によるアイデアは

重要だと示しております。そこで、この大会を

通じて、本県の魅力をどのようにＰＲし情報発

信に臨んでいくのか、商工観光労働部長にお伺

いいたします。

本選手権○商工観光労働部長（中田哲朗君）

は、国内外から多くの選手や観客が集まり、世

界のサーフィン関係者が注目する大会でありま

すので、この機を捉え、神話や神楽、観光名

所、豊かな食など、本県の多彩な魅力を、さま

ざまな方法により積極的に発信していく必要が

あると考えております。このため、今後設立さ

れます受け入れ実行委員会において、大会の運

営方法や取り組み内容等を議論する中で、例え

ば、外国人を含む訪問客に対するＳＮＳなどの

各種媒体を活用した観光情報の提供や、県内各

地へ周遊していただくような取り組み、さらに

は大会期間中の特産品の展示販売など、効果的

な方策等について検討してまいりたいと考えて

おります。

ありがとうございました。外○日高博之議員

国人への情報発信は重要なミッションである

と。ＳＮＳなどを最大限に活用し、戦略性を

持って取り組んでもらえるよう、よろしくお願

いいたします。

また、この大会に出場する選手たちは、３年

後の東京オリンピックにも、その国の代表とし

て出場する可能性が高い、本当にレベルの高い

選手が集まった大会であります。そこで、この

大会を東京オリンピック事前キャンプ誘致につ

なげてはどうかと思いますが、商工観光労働部

長に見解をお伺いいたします。

本選手権○商工観光労働部長（中田哲朗君）

参加者は、18歳以下の世界トップクラスの選手

たちでありまして、お話のとおり、３年後の東

京オリンピックの有力な候補になると考えてお

ります。また、参加国の競技団体関係者も多数

来県することから、期間中は、団体責任者や監

督などのキーマンにアプローチできる絶好の

チャンスであると考えております。このため、

今議会で提案しております「サーフコーストみ

やざき」づくり推進事業において、東京オリン

ピックの事前キャンプ誘致に必要なＰＲツール

の制作や、キーマンの県内視察対応等を行うこ

とにしておりまして、地元市町村とも連携しな

がら、積極的な誘致活動を展開してまいりたい

と考えております。

ありがとうございました。大○日高博之議員

きな声では言えませんが、財政的な支援もぜひ

よろしくお願いいたします。

次に、ヘベスの産地拡大についてお伺いいた

します。

日向市の十屋市長初め関係者が、近年需要が

ふえているヘベスの産地拡大に向け、ヘベスの

栽培を県内全域に広げ、みやざきブランドとし
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て本格的に全国展開に乗り出すことになりまし

た。日向市では、平成22年から「日向のへべす

消費拡大プロジェクト」を展開しており、情報

発信ＰＲに取り組んでおります。その成果が近

年の需要増につながったと確信をしておりま

す。そこで、昨年９月にヘベス産地拡大の記者

会見を行いましたが、その後のヘベス振興につ

いてどのように考えているのか、農政水産部長

にお伺いいたします。

日向市原産の○農政水産部長（郡司行敏君）

ヘベスにつきましては、本県独自の香酸かんき

つとして、平成18年度にみやざきブランド認証

を受けております。これまで、ＪＡ日向管内を

中心に生産が行われてきましたが、生産者の高

齢化などにより、生産量がピーク時の約半分

の107トン程度まで減少するなど、産地が縮小し

ておりまして、需要に供給が追いつかない状況

がございます。このため、ＪＡ日向管内の生産

者の方々にも御理解をいただき、県下全域に産

地を拡大することとしたところであります。県

といたしましては、平成37年度を目標に、ＪＡ

日向管内を核といたしまして、栽培面積を40ヘ

クタール、生産量は現在の10倍となります1,000

トンを目指して、産地づくりに取り組んでまい

りたいと考えております。

県内のヘベスの生産状況は、○日高博之議員

今、部長の答弁でもありましたが、栽培面積25

ヘクタール、生産量107トン、農家戸数は101戸

であり、生産量200トンを超えた1995年からする

と激減をしている状況にあります。また、生産

量107トンのうちの97％を日向地域が占めてお

り、県全域への生産地拡大はこれからの状況だ

と認識しております。そういった状況を踏まえ

て、県は、平成37年度までに生産面積を現在

の25ヘクタールから40ヘクタールにふやし、将

来的には1,000トンの生産体制を目指すというこ

とでありますが、今後、具体的に生産拡大に向

けてどのように支援を行うのか、農政水産部長

にお伺いいたします。

ヘベスの産地○農政水産部長（郡司行敏君）

拡大を図るためには、何よりも「儲かる経営」

を確立することが重要であると考えておりま

す。このため、今議会でお願いしております新

規事業「革新的技術で拓く果樹産地ステップ

アップ支援事業」におきまして、計画的な産地

形成のための優良苗木供給体制の整備や、高品

質化に向けた防風ネット等の導入支援、さらに

は、機械化体系による２ヘクタール規模の大規

模なモデル経営体の育成を行うこととしており

ます。県といたしましては、これらの事業を活

用し、産地拡大に積極的に取り組んでまいりた

いと考えております。

私が言ったとおり、日向市が○日高博之議員

「日向のへべす消費拡大プロジェクト」を発足

させ、県内外でキャンペーンを行ったことに

よって、東京でヘベスを扱う飲食店がふえた。

そして、飲料メーカーからの引き合いも殺到し

ていると伺っております。また、吉祥寺周辺で

は、日向の出身者が飲食店に売り込みを行っ

て、ヘベスモスコミュールとかヘベススムー

ジーなど、人気商品がブレークしていると聞い

ておるところであります。この日向の宝、また

宮崎の財産であるヘベスをＰＲするためには、

息の長い取り組みが必要であると考えます。そ

こで、将来を見越したヘベスの販売戦略につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

ヘベスは、爽○農政水産部長（郡司行敏君）

やかな香りと酸味、豊富な果汁が特徴の香酸か

んきつとして高い市場評価を受けております

が、供給量が限られていることから、まとまっ
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た取扱量に至っておらず、消費地での認知度が

まだまだ低い状況にございます。このため、産

地拡大により、需要に対応できるロットをしっ

かりと確保した上で、ターゲットを明確にし、

戦略的に販売を行っていく必要があると考えて

おります。県といたしましては、これまで、御

質問の中にもありましたけれども、日向市など

で積み上げてこられた取り組みをしっかりと継

承しながら、安定した品質を確保するため、県

下全域の出荷基準を徹底するとともに、ヘベス

の特徴を生かしたＰＲを行うなど、ヘベスブラ

ンドの確立に向けて、さらに関係機関と一体と

なって取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

現実問題、言われたとおり、○日高博之議員

ヘベスが生産されるまでには年月がかかります

ので、息の長いＰＲに、地元日向と夢を持って

取り組んでいただきたいなと思います。ヘベス

の時期になりますと、ここにいる皆さんは、焼

酎にヘベスを搾って「おいしい、おいしい」と

飲まれているわけです。せめて部長連中ぐらい

は、出張の際にはポケットにヘベスを２～３個

ぐらい入れて、「おいしいですよ」ぐらいのＰ

Ｒはするように、ぜひお願いしたいと思いま

す。よろしくお願いします。

次に、地域包括ケアシステムについてお伺い

いたします。

先日、念願でありました宮崎県介護支援専門

員の皆様と勉強会を開催することができまし

た。本当に有意義で、本音の意見交換ができた

と感じております。また、日隈部長を初め長寿

介護課の皆様にも、休日にもかかわらず御参加

いただきました。本当にありがとうございま

す。

福祉の問題は多種多様で広く、争点がぼやけ

て真髄に入ることができないので、今回は、医

療・介護の連携について、地域包括ケアシステ

ム構築のキーパーソンであります介護支援専門

員の皆様と、現状の課題や実情に絞って意見交

換を行いました。会の中では、「介護保険制度

が開始されて18年を迎え、初めは生活支援を取

り巻く全ての環境を把握し支援していくこと

に、ケアマネとして使命感と夢や希望を持って

取り組んだ。だが、現実には、業務が複雑化し

ていることや自立支援に対する理解がない。ま

た、賃金の割には責任が重く、精神的なストレ

スに悩まされる。そして24時間、365日の業務な

ので、休みがとりにくく、魅力がなくなりつつ

ある」とのことでありました。このことに対し

て他の委員から、「介護支援専門員が行政に支

えてもらっているという実感、安心感があれば

モチベーションも上がっていくんだ」というこ

とをお聞きしました。ケアマネと行政が現場の

実情を共有して同じ目線で対応すること、これ

が信頼感、安心感につながっていく、モチベー

ションも上がっていく第一歩だと考えておりま

すが、この会に出席してみて、福祉保健部長は

どう感じ取ったのかお伺いいたします。

今回の介護支○福祉保健部長（日隈俊郎君）

援専門員の方々との意見交換につきましては、

お話のとおり、私も参加させていただきました

けれども、介護支援専門員の皆さんがふだん感

じているさまざまな課題等について多くの意見

をいただくなど、大変貴重な機会でございまし

た。第一線で活躍されている皆さんの声にも耳

を傾けながら、現状や課題に対する共通認識を

持つことの重要性を再認識したところでありま

す。今後、地域包括ケアシステムを構築するに

当たりましては、介護支援専門員の役割がます

ます高まるものと考えられますことから、引き
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続き連携を深めてまいりたいと考えておりま

す。

ありがとうございます。○日高博之議員

ケアマネ不足についてお伺いいたします。各

事業所におきましては、ケアマネ不足によって

閉鎖していく居宅介護支援事業所が見られるよ

うであります。介護保険制度のかなめでありま

すケアマネの不足は、制度の根幹にかかわる重

要な課題だと私は思っております。そこで、ケ

アマネ資格の取得状況と年齢構成について、福

祉保健部長にお伺いいたします。

平成29年、先○福祉保健部長（日隈俊郎君）

月の２月１日現在で県に登録されている介護支

援専門員の数は6,518人でありますが、この資格

は５年ごとの更新が必要でございまして、その

有効期間内にある者は、そのうち3,928人となっ

ております。また、有効期間内にある者の年齢

構成につきましては、40歳代が最も多く30％、

次いで50歳代が29％、30歳代が20％となってお

りまして、平均年齢は49.3歳となっておりま

す。

平均年齢が高いなと思いま○日高博之議員

す。また、ケアマネ不足の問題をめぐっては、

ケアマネの資格を持っていても、介護士、看護

師不足もありますから、そちらで仕事をしてい

たりなど、潜在的有資格者もいるようでありま

す。この潜在的有資格者支援は、介護保険制度

による切れ目のないサービスを提供していく中

では急務だと感じますが、県はこの状況をどう

把握し支援していくのか、福祉保健部長にお伺

いいたします。

介護支援専門○福祉保健部長（日隈俊郎君）

員の資格を有しながら業務に従事していない、

お話にありました、いわゆる潜在的有資格者に

ついては、正確な数字を把握することは困難で

すけれども、実際に業務に従事している方の数

が約1,900人と推計されておりますので、先ほど

申し上げました有効期間内にある者の数約3,900

人からこの数を引きますと、約2,000人程度が潜

在的な有資格者かなと考えられます。これらの

潜在的有資格者に対する支援についてでござい

ますが、５年に１度の更新時の研修を受講して

いただくことにより、介護支援専門員としての

質の確保を図るとともに、就業を促進するた

め、県社会福祉協議会の福祉人材センターと連

携しながら、職業紹介を積極的に行っていると

ころでございます。

潜在的有資格者が約2,000人と○日高博之議員

いうことで、これはちょっと問題かなと思って

おるんです。また、部長、意見交換でもありま

したが、離職率についても数字にあらわれない

現状があるとのことでした。そういったことも

総合的に重くこの辺の問題を受けとめていただ

いて、積極的に就業支援に取り組んでもらいた

いと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

次に、業務についてお伺いします。全国的な

傾向で、記録する書類が多く手間がかかる、残

業が多く持ち帰りが多い、医師の敷居が高く連

携がとりにくいなど、問題点が多々あるようで

す。特に、記録する書類が多く手間がかかると

いう点では、みんなの介護アンケート調査

で63.3％が業務遂行上の悩みとして挙げており

ます。この書類の複雑化に関しては、介護保険

制度規定に基づいて、文書作成、保管などで一

連の業務作業が義務化されていますが、時代に

逆行するほどの文書、紙ベースでの事務処理が

相当あって、それがケアマネ業務に負担をかけ

ておるということであります。当然、国の問題

かもしれませんが、県として居宅介護支援業務
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のペーパーレス化についてどう考えているの

か、福祉保健部長にお伺いいたします。

居宅介護支援○福祉保健部長（日隈俊郎君）

業務のペーパーレス化についてでございます

が、事務負担の軽減や業務の効率化を進めるた

めの有効な手段でございまして、可能な限りそ

の推進を図っていく必要があるものと、県とし

ては考えているところであります。現在、国に

おいて、ＩＣＴを活用した事業所内外の情報連

携や、行政が求める書類の削減に向けた検討が

なされているところでありますので、県といた

しましては、国の動向を注視し、適切に対応し

てまいりたいと考えております。

ケアマネ業務の環境面での改○日高博之議員

善というのは重要でありますので、引き続き対

応のほうをよろしくお願いしたいと思います。

次に、平成30年度に居宅介護支援事業所の指

定権限が県から市町村に移譲されます。現在、

指導権限についての議論がなされているようで

ありますが、保険機能の強化に当たり、居宅介

護支援におきまして市町村を横断しますので、

保険者によっては指導内容が異なることが予想

されます。そうなると、現場は混乱を招く可能

性があると想定をするわけであります。そこ

で、移譲までの期間において、県は市町村にど

のように指導を行っていくのか、福祉保健部長

にお伺いいたします。

お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したが、平成30年度に予定されております権限

移譲は、居宅介護支援事業所の指定権限のほ

か、指定取り消しなどの行政処分を行う権限を

市町村に移譲することにより、保険者としての

機能強化を図るというものであります。県にお

きましては、移譲までの期間において説明会を

開催するなど、円滑な事務の引き継ぎを行うこ

とはもとより、移譲後も、市町村によって指導

内容が異ならないよう、市町村担当職員への研

修や実地指導を通じた助言を行うなど、適切な

支援に努めてまいりたいと考えております。

よろしくお願いいたします。○日高博之議員

次に、認定介護支援専門員相談・助言事業に

ついてお伺いいたします。現場からは、この事

業の評価について、ケアプランに対する相談の

受け付けや助言指導、ケアマネの資質向上、ま

た、適正なケアマネジメントの実施が高齢者の

自立支援につながり、給付の適正化、イン

フォーマルサービスの拡大など、同じ専門職と

しての悩みや課題を共有し、その解消のための

橋渡しとして重要な役割を担っていると、高い

評価がありました。そこで、県は、この認定介

護支援専門員相談・助言事業のこれまでの評価

と今後の支援についてどう考えているのか、福

祉保健部長にお伺いいたします。

この事業は、○福祉保健部長（日隈俊郎君）

介護支援専門員の手本となる方を認定しまし

て、県内の居宅介護支援事業所に派遣して、個

別具体的に相談・助言を行うことにより、介護

支援専門員の資質の向上を図るものとしており

ます。平成26年度から今年度まで３年間で454の

居宅介護支援事業所に派遣されており、介護支

援専門員にとっては、同じ専門職としての悩み

や課題を共有できるだけではなく、特に一人で

事業所を運営している場合には、自身の業務の

あり方を振り返り自己研さんに努めることがで

きるなど、貴重な機会になっていると考えてお

ります。県としましては、来年度以降も、介護

支援専門員の資質向上やケアプランの適正化に

資する有意義な事業でありますことから、引き

続き関係機関と連携しながら、積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。
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このことに対しては、ケアマ○日高博之議員

ネ協会からすごく要望があったことであります

ので、継続して、ぜひよろしくお願いいたしま

す。増額でよろしくお願いします。

次に、宮崎キュアケアネットワークの取り組

みについて。この団体は平成21年４月に、医

療、介護、福祉の現場で特に在宅を支えている

多職種の仲間が、職種、職域を超えて地域にお

ける多職種間の連携をさらに円滑に進められる

ことを目的に、現在も定期的に講座や研究会を

行っております。私も会員として参加させてい

ただきましたが、勉強会には250名を超える従事

者が、問題意識を持ってワークショップや意見

交換、時には飲みニケーションで本音の意見を

交わすわけであります。こういった組織は全国

でも珍しく、代表世話人であります牛谷義秀先

生は、「お互いのことを知り合うよい機会であ

り、連携の場として、その存在意義を不動なも

のにして、これからも生きた連携の場として、

お互いの交流を深め、顔の見える信頼関係を築

いていきたい」と言われております。私は、こ

ういった地域の資源であるキュアケアネット

ワークと本県が連携することは、非常に意義が

あると確信をしております。そこで、福祉保健

部長にそのことについて見解をお伺いいたしま

す。

お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

した宮崎キュアケアネットワークは、在宅医療

に熱心に取り組まれている牛谷先生のお話が出

ましたけれども、先生を中心に、医療、介護、

福祉の現場で働かれている専門多職種の方々

が、地域における医療と介護の連携を進めるこ

とを目的に創設され、毎年、さまざまなテーマ

で交流会や研修会などを開催されております。

県ではこれまでも、研修会への職員の参加や講

師としての出席など、さまざまな形で連携して

きたところでありますが、地域包括ケアシステ

ムの構築を推進していく上で、宮崎キュアケア

ネットワークが取り組まれている専門多職種み

ずからの顔の見える関係づくりや、在宅医療、

介護に対する理解や知識を深める活動が進むこ

とは、非常に大切なことだと考えております。

このため、県といたしましても、こうした取り

組みがさらに充実していくよう、今後とも積極

的な連携、そして協力を行ってまいりたいと考

えております。

ありがとうございます。積極○日高博之議員

的な連携・協力をお願いしたいと思います。

次に、県は2025年の地域包括ケアシステムの

構築に向けて取り組んでおります。介護保険制

度の本来の趣旨は、高齢者の自立支援を中心と

した制度だったわけでありますが、現状では、

介護度が悪化するほど報酬が多くなるため、自

立支援への動機づけが乏しく、介護費用の膨張

を招き、それに伴い、自立支援や回復に後ろ向

きな事業所も、全国的な傾向で多々あるようで

あります。国は、介護を必要とする人の自立支

援を中心とした制度への転換を進めており、具

体的には、2018年度の介護報酬改定で、要介護

を改善させた事業所の報酬を引き上げ、自立支

援に後ろ向きな事業所の報酬を減らすというこ

とも検討しているようであります。国もやっと

ここにかじを切ったかなという印象でありま

す。このことを踏まえまして、私としては、も

う一度原点に戻って、本来の介護保険制度の趣

旨にのっとって、宮崎県ならではの地域包括ケ

アシステムの構築をするためには、介護予防、

自立支援の視点が重要だと考えますが、県の取

り組みについて、福祉保健部長に見解をお願い

いたします。
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お話がありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したが、今後、高齢者が大幅に増加していく中

で、介護予防や自立支援の取り組みは極めて重

要な取り組みとなっております。このため県で

は、平成26年度から国のモデル事業を活用し

て、住民主体の介護予防に取り組む市町村に支

援を行っておりまして、現在、12市町村の公民

館など328カ所で、毎週、体操教室などが開催さ

れております。また、要介護者等の自立支援や

重度化防止のためには、適切なケアプランの作

成や介護サービスの提供が必要でありますが、

そのための有効な方策として、リハビリの専門

職などを交えて、ケアマネジャーや介護事業者

にさまざまなアドバイスを行う地域ケア会議の

充実がございます。このため県では、意欲のあ

る市町村を対象に、全国の先進自治体から直接

指導を受ける地域ケア会議のモデル事業にも取

り組んでおりまして、今後、これらの成果を県

内全域に展開していくことなどにより、介護予

防や自立支援の取り組みを促進していきたいと

考えております。

自立支援や予防という指針を○日高博之議員

明確に打ち出して、宮崎県版の地域包括ケアシ

ステムを構築していただきたい。これは宮崎か

ら全国に発信する、そのぐらいの気概を持っ

て、取り組んでいただきたいと思いますので、

部長、お願いします。

次に、訪問看護ステーション等設置促進強化

事業についてであります。地域包括ケアシステ

ムを構築していく中で一番の課題は、条件不利

地域での医療・介護サービスの体制の整備をど

うするかであります。今回、農山村地域におけ

る介護・看護サービス充実強化に向けて、市町

村や地域に根差した中核経済団体であるＪＡな

どの関係機関に、介護等サービスの新規参入を

促進する事業を提案しておりますが、本当に画

期的で、絶対成功させなくてはならない大変重

要な取り組みだと実感をしておるところであり

ます。県内全域で訪問看護を利用できる体制が

整えば、地域包括ケアシステムの趣旨でありま

す、高齢者が住みなれた地域で家族と最期まで

暮らしていける環境が構築され、在宅医療の推

進が図られるわけであります。そこで、訪問看

護ステーション等設置促進強化事業のうち、農

山村地域における介護・看護サービス充実強化

事業の狙いと目指すところについて、福祉保健

部長に見解を伺います。

高齢者が、要○福祉保健部長（日隈俊郎君）

介護の状態になっても、可能な限り住みなれた

地域で安心して生活を送るためには、訪問看護

ステーションを初め、在宅生活を支えるサービ

ス基盤を強化することが、重要な課題であると

考えております。その中で、特に本県の場合、

後期高齢者人口がこれからかなり大幅にふえて

まいります。また一方、地域医療構想のお話で

説明いたしましたが、療養病床については、必

要病床数がこれからかなり減っていくという傾

向もございます。したがいまして、在宅医療を

余儀なくされる高齢者が大幅にふえてくるとい

うふうに考えているところです。特に農山村地

域では、都市部に比べてサービスの運営コスト

が高く、経営上不利でありますことから、事業

者の参入が思うように進まない状況にあるのか

なと考えているところです。このようなことか

ら、市町村や地域に根差した経済団体でありま

すＪＡなどの関係機関と検討会を立ち上げ、先

進事例の調査などにより新規参入の方策等の検

討を行うことにより、農山村地域における在宅

サービスの提供体制の充実を目指そうというも

のでございます。
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また、介護・看護サービスへの新規参入は、

働く場の創出にもつながりまして、地域経済の

活性化、ひいては地域での定住促進などにもつ

ながっていくものと考えているところです。そ

して、本県の場合は人口当たりの看護学校もか

なり多いです。しかし、卒業生は県外に出てい

る者もかなり多いということもございます。先

ほど申し上げた、療養病床の減少等に伴って病

院での就職の場も減少していくことも考えます

と、この訪問看護ステーションの受け皿づくり

というのは非常に必要なものと考えています。

若い女性が地元を離れては、やはり人口減少に

歯どめがかからないということもございますの

で、この取り組みはしっかりやっていきたいと

考えております。

。本当にわかりやすい答弁を○日高博之議員

ありがとうございます。こういった事業こそ戦

略的な事業だ、発想がすばらしいと実感してい

るところであります。心から賛同するもので

あって、ぜひこの福祉から、地域づくり、また

中山間地対策の全てが広くありますので、全庁

挙げて重点プロジェクトで積極的に推進してい

ただければなと思います。要望しておきます。

次に、県内重要港湾の機能強化及び活性化に

ついてお伺いいたします。

本県港湾は、関東、関西など大消費地から遠

く、物流コストの低減や効率化が長年の課題で

ありますが、特に港湾を中心とした海上交通

は、大量輸送が可能な特性から、本県を支える

大変重要な交通基盤であり、その充実強化が重

要と考えます。そして人・物の交流を一層促進

させ、将来に向けて本県を飛躍させていくため

にも、より力を注いでいくべきだと考えており

ます。そこでまずは、どのような港湾整備を考

え、どのようにセールスしていくのかが大事で

あり、特に宮崎県北部広域行政事務組合では、

現状課題やニーズを踏まえて、細島港を拠点と

した「物流拠点づくり戦略ビジョン」を策定中

と聞いておりますが、今後どのように細島港整

備を進めていくのか、県土整備部長にお伺いい

たします。

細島港にお○県土整備部長（東 憲之介君）

きましては、国際物流ターミナルや沖防波堤な

どの整備を進めてきたところでありますが、高

速道路網の整備や企業の進出など、港を取り巻

く状況が変化してきましたことから、昨年２月

に、水深15メートル岸壁や新たな工業用地の整

備などを含む港湾計画の改定を行ったところで

あります。今回、議員のお話にもありました

「物流拠点づくり戦略ビジョン」におきまして

は、「宮崎県交通・物流ネットワーク戦略」や

港湾計画などとの整合を図った上で、道路ネッ

トワークと細島港を生かした国内長距離輸送の

強化について議論が行われております。県とい

たしましては、このような状況も踏まえ、地域

産業の発展を支える物流・生産拠点づくりなど

を目標とした港湾計画の事業化を図り、引き続

き、細島港の整備にしっかり取り組んでまいり

たいと考えております。

道路ネットワークと細島港を○日高博之議員

生かした国内長距離輸送の強化、これは海と陸

は一体だということでありますので、ここら辺

がしっかりと計画、ビジョンが作成されない

と、中央道も行き詰まってくるわけですから、

その辺もぜひよろしくお願いしたいと思いま

す。

次に、地元企業が運営するフェリーやロー

ロー船の機能を強化するためには、量、便数を

ふやせるよう港湾整備を進め、質、機能の魅力

を高めていくことが求められます。また、本年
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２月２日には、港湾関係者を参集し、国も交え

て、現状とニーズの把握をするために、日向市

で勉強会を開催したと聞いております。そこ

で、現在、荷主や運送事業者がどんなことを望

んでいるのかなど、ニーズをしっかり把握して

いくことが必要であると考えますが、今後どの

ように取り組んでいくのか、総合政策部長にお

伺いいたします。

大消費地から○総合政策部長（永山英也君）

遠隔地にあります本県にとりまして、大量輸送

が可能な海上物流により物流の効率化を図り、

産業の競争力を高めていくことが極めて重要で

ございます。このため、何よりもまず、荷主と

運送事業者、そして行政が意見を出し合い、情

報や課題を共有することが必要でありますこと

から、昨年度より、関係者が一堂に会する「宮

崎県の物流に関する意見交換会」を開催してお

ります。この取り組みの一つとして、先月、細

島港におきまして、「ローロー船を活用した長

距離海上輸送の活性化」をテーマに、現地検討

会を実施いたしました。その中で、人材確保や

効率的な集荷方法などについて、現場に即して

個別具体的に活発な意見交換がなされ、大変貴

重な機会となりました。今後とも、意見交換会

や現地検討会などを開催し、さまざまな機会を

設けまして、荷主や運送事業者のニーズなど現

場の声をしっかりと把握しながら、お互いの連

携の強化と本県物流の効率化に向けた諸施策を

推進してまいりたいと考えております。

やはり九地整も来てよくなっ○日高博之議員

たということで、画期的なことだと思うんで

す。多分、宮崎県で初めてかなと思います。こ

ういった議論をどんどん進めていくことが、本

県の港湾、海上交通の発展につながると思いま

すので、その辺しっかりとお願いしたいと思い

ます。

次に、観光分野から質問いたします。海上交

通は県内外から観光客を大量に輸送できるとい

う特色、利点があり、そういった特色、利点を

生かすには、何よりも寄港したいと思わせるこ

と、そして魅力づくり、ここに寄港したら何が

でき楽しめるかや、受け入れの環境整備など、

長期的な視点を持って、しっかりと戦略を立て

て取り組むことが大事だと思います。また、い

かにセールスし、旅行商品としてアピールして

いくのか、フェリーやクルーズ船を活用して、

より活性化させるべきだと思います。そこで、

県内各港の特色を生かし、フェリーやクルーズ

船といった海上交通を利用した観光客誘致を積

極的に進める必要があると思いますが、商工観

光労働部長に見解をお伺いいたします。

観光誘客○商工観光労働部長（中田哲朗君）

を図る上におきましても、海上交通の活用とい

うのは大変重要であると考えております。この

ため、宮崎港につきましては、神戸港との間に

フェリーの定期航路がありますので、現在、神

戸市と連携した観光ＰＲを行いますとともに、

関西地区を中心に、中高生の教育旅行や大学生

のスポーツ合宿といった団体旅行の誘致などに

取り組んでいるところであります。また、細島

港や油津港におきましては、海外からのクルー

ズ船の寄港が増加しておりますことから、さら

なる誘客を図るため、地元市町村等とも連携し

ながら、クルーズ船社や旅行会社等に対し、本

県ならではの観光スポットや食、伝統文化な

ど、本県の魅力を提案、発信しているところで

ございます。今後とも、市場ニーズを的確につ

かみながら効果的なプロモーションを行い、海

上交通を活用した観光誘客に取り組んでまいり

たいと考えております。
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ありがとうございます。これ○日高博之議員

まで港湾整備、また物流、観光など、さまざま

な視点から質問をさせていただきました。総括

として、本県の三本の矢であり、大きな発展可

能性を有する細島、宮崎、油津の３つの港湾の

機能や魅力について、それぞれの特徴を踏まえ

ながら港湾整備やポートセールスを行っていく

必要があると考えます。そこで、本県の活性化

のためには、この重要港湾３港について、それ

ぞれの特性を生かしながら、同時に売り込んで

いく必要があると考えますが、知事の見解をお

伺いいたします。

この３つの重要港湾で○知事（河野俊嗣君）

ありますが、ポート・オブ・ザ・イヤーに選ば

れたり、総理の所信表明演説に取り上げられた

り、また、熊本地震の復旧・復興に活躍をした

り、本県にこういうすぐれた港があるというこ

とが強みであるなということを、しみじみ実感

しているところであります。

細島港は、外国貿易を初めとする東九州の物

流拠点、また、宮崎港は宮崎の海の玄関口であ

りまして、フェリー輸送などによります南九州

の物流拠点、さらに、油津港は県南の物流拠点

やクルーズ船の寄港地として、それぞれの特徴

を生かした整備を進めているところでありま

す。また、社会情勢の変化を踏まえ、先ほど答

弁にもありました、細島港では、貨物船の大型

化に対応した水深15メーター岸壁の早期事業化

や、油津港では、定員が6,000人に及ぶ22万トン

級クルーズ船へ対応するための整備など、新た

な取り組みがなされようとしているところであ

ります。宮崎港では、旅客の利便性に配慮した

バリアフリーの人道橋も整備をされました。県

としましては、これら３つの港の特徴を広く情

報発信することで利活用を促進し、本県の活性

化に結びつけていくことが大変重要であると考

えております。このため、私が会長を務めます

宮崎県ポートセールス協議会の港湾セミナーな

どでは、県内外の企業の皆様へ、３つの港のさ

まざまな機能や魅力というものを、同時にしっ

かり伝えているところであります。今後とも、

「みやざき新時代」を築く重要な基盤として、

港湾の整備を着実に推進するとともに、官民一

体となってポートセールスに取り組んでまいり

たいと考えております。

ありがとうございます。発展○日高博之議員

可能な３つの重要港湾の強みを、将来を見据え

ながら国内外に発信していくことは、本県経済

の浮揚の生命線であって、攻めの姿勢、選択と

集中ということも当然出てくると思うんです、

予算関係。その辺も見きわめながら、しっかり

とした戦略を立てて、ポートセールスのほう、

よろしくお願いいたしたいと思います。

次に、消防非常備町村における消防の常備化

についてお伺いいたします。

全国、離島を除いた地域で消防非常備町村は

８町村で、うち４町村が本県であるとの状況の

もと、本県は、消防広域化及び非常備町村の常

備化の実現を後押しすることにより、大規模災

害に対応できる消防体制の構築に向け、今回、

消防広域化・常備化支援事業を今議会に提案さ

れております。既に昨年12月15日に広域化・常

備化検討協議会が発足し、対象地域として諸塚

村、椎葉村、美郷町がメンバーになって、調査

及び計画作成、会議の開催経費等の運営につい

て協議がなされていると聞いており、体制が整

いつつある状況であります。そこで今回、東臼

杵３町村において消防常備化の機運が高まり、

検討協議会の設置に至った経緯について、危機

管理統括監にお伺いいたします。
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消防非常備○危機管理統括監（畑山栄介君）

町村におきましては、消防団が中心となって火

災や災害に対応しているほか、役場、病院が協

力して救急搬送等を実施しているところであり

ますが、人口減少や高齢化が進む中、消防団員

数の減少や、救急業務に対する需要の高まりが

課題となっているところであります。また、高

度な知識や技術、設備等が必要とされる救助や

通信指令などの業務への対応に苦慮していると

も伺っているところであります。このような

中、諸塚村、椎葉村、美郷町におきましては、

消防常備化について広域的に協議・検討する機

運が高まり、３町村長合意の上、昨年12月15日

に検討協議会の設置に至ったと伺っておりま

す。

地元の消防本部にお伺いしま○日高博之議員

したら、「厳しいぞ」「難しいぞ」という声を

聞きました。そういったことで、ハードルが高

いなと実感したところであります。

平成22年には、日向市に対して美郷町が常備

消防の協力要請をした。ところが、いろいろ検

討したんですが、翌年、委託料の関係で断念し

た経緯があって、財源問題が足かせになってお

るところであります。そこで、美郷町は平成27

年から、地方創生交付金を活用し、日本救急シ

ステムと委託契約して、14名の救急士を配置し

救急業務に取り組んでおります。しかし、恒久

的な財源ではないために懸念する声も上がって

います。また、この３町村は面積も広く、人員

配置にも課題があるようですし、日向市消防本

部も人員には余裕がなくて、ぎりぎりの人員体

制で業務をこなしているとのことでありまし

た。しかし、先ほど福祉の質問をしましたが、

地域包括ケアシステムをこの条件不利地域に構

築し、地域の安全・安心を確保するためには、

常備消防の充実は大変重要だと私は思っている

ところであります。今後、協議会でこういった

ことを調査し、計画が作成されるわけですが、

すんなりいかない事項でありますので、県が助

言ないし後支えなどしっかり支援していく、こ

れが肝要だと思います。そこで、常備化の実現

に向け、県の考え、取り組みについて、危機管

理統括監にお伺いいたします。

東臼杵３町○危機管理統括監（畑山栄介君）

村の消防常備化につきましては、これまでも検

討されたことはありましたが、今回初めて、３

町村による検討協議会が設置されました。ま

た、来年度中には日向市に参加を求める予定で

あるとも伺っておりまして、常備化に向けた協

議が前向きに進むものと期待しているところで

あります。県としましては、協議会において、

関係自治体が地域の実情に応じたさまざまな方

策を検討し、将来にわたって維持できる計画を

立案することが重要であると考えておりますこ

とから、協議会における調査研究や会議開催費

用等の支援を行いますとともに、情報提供や助

言を行うなど、常備化の実現のため、しっかり

と後押しをしてまいりたいと考えております。

これは後退は許されないと思○日高博之議員

うんです。しっかり前へ進めていくことをお願

いしたいし、畑山危機管理統括監が在任中にぜ

ひ道筋をつけていただいて、常備化に向けて積

極的に取り組んでもらうようにお願いいたしま

す。私どもも協力は惜しみませんので、よろし

くお願いいたします。

次に、古民家の利活用についてであります。

古民家に関しては、築年数を基準とした場

合、資産としての価値はないものとみなされ、

解体されたり、空き家として放置されてしまい

ますが、その一方で、古民家を貴重な地域資源
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として活用する地域や事例もふえてきておりま

す。例えば飛騨高山では、古民家を活用した宿

泊や伝統的な食の提供、豊かな自然の中での農

業体験等への機運が高まり、外国人観光客の宿

泊数が大きく増加しております。

本県におきましては、昨年度の世界農業遺産

の認定を受けた「高千穂郷・椎葉山地域」のよ

うに、日本の原風景を体験できるところが県内

至るところにあり、古い町並みや農山漁村など

にまだ多くの古民家が存在しております。そう

した中、県内にも支部を持つ一般社団法人全国

古民家再生協会という民間団体では、先日、新

聞記事にもありましたが、古民家に使われてい

る古材の価値を評価する「古材鑑定士」の資格

取得講座を開催するなど、古民家の再生に取り

組んでおります。今後、こうした民間団体とも

連携を図りながら、古民家の再生や他用途への

活用を推進することによって、訪日外国人観光

客などを取り込み、本県経済の浮揚を図るべき

であると考えます。

このような中、昨年３月に国民の住生活の安

定の確保及び向上の促進を目的とする国の住生

活基本計画が改定されていますが、その中に

も、古民家の再生や他用途への活用促進が盛り

込まれております。そこで、これを受けて、本

県として今後どのように取り組まれるのか、県

土整備部長にお伺いいたします。

改定されま○県土整備部長（東 憲之介君）

した国の住生活基本計画におきましては、空き

家対策の基本的な施策の一つとして、お話にも

ありましたように、伝統的な日本家屋としての

古民家等の再生や他の用途への活用促進が示さ

れ、現在、国において具体的な対応策が検討さ

れているところであります。県といたしまして

も、古民家の利活用は、空き家対策を推進する

上で重要であると考えておりますので、本年度

中に改定予定の宮崎県住生活基本計画におい

て、国と同様に施策として盛り込むこととして

おります。今後は、古民家の活用事例等の情報

提供に努めるとともに、国の検討状況を注視し

ながら、関係部局、市町村、民間団体との連携

強化を図ってまいりたいと考えております。

具体的に、また積極的に進め○日高博之議員

ていただければと思います。

最後に、訪日外国人観光客のニーズですが、

今、物から事への変化によって、以前と比べて

多くの訪日外国人観光客が、日本らしさ、日本

でしかできない体験を求めている傾向にありま

す。そのような傾向を受け、古民家のような和

を感じることのできる資材を再活用してインバ

ウンド誘致を進める動きは、全国各地で広まっ

ております。それと同時に、国からの評価も受

けており、これからもこのような動きは広がり

を見せることが予測されるわけであります。こ

のことを踏まえて、インバウンドの旅行形態が

多様化する中、古民家を活用するなど受け入れ

環境の整備を推進するべきと考えますが、商工

観光労働部長に見解をお伺いいたします。

最近のイ○商工観光労働部長（中田哲朗君）

ンバウンドの傾向といたしましては、そば打ち

や茶道などの体験型観光に加え、日本の伝統的

な建築物に触れることのできる、古民家を活用

した観光施設などへの人気が高まってきており

ます。こうした中、観光庁では本年１月に専門

部署を立ち上げ、歴史的資源を活用した取り組

みへの相談業務を開始しております。また、本

県でも日南市において、「まちなみ再生コー

ディネーター」が民間の力を活用して古民家の

利活用を図るなど、地域の魅力創造につなげる

取り組みが始まっております。県といたしまし
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ては、古民家を観光資源として活用するこうし

た取り組みを生かすためにも、Ｗｉ－Ｆｉ環境

の整備や２次交通対策を初め、体験メニューを

含む着地型観光の磨き上げなど、外国人観光客

にとって魅力ある観光地づくりに取り組んでい

るところであり、今後とも市町村と連携して、

受け入れ環境の整備に努めてまいりたいと考え

ております。

この間、知事も含めて外国人○日高博之議員

の方と意見交換をされたと思うんです。その辺

の何が足りないのか、そういうことをしっかり

と細分化して、外国人をこうすれば受け入れら

れるんだというところをしっかりと見きわめて

いただきたいと思います。古民家は、日本の伝

統的建築様式を引き継ぐ重要な観光資源である

とともに、地方再生に大きな可能性を秘めてお

ります。当局におかれましては、引き続き古民

家の再生・活用に尽力されるように、お願いい

たします。

最後に一言ですが、今回、国体の主要３施設

の質問は、時間の関係でできませんでしたが、

常任委員会、特別委員会でぴしっと議論を深め

たいと思いますので、どうぞよろしくお願いを

申し上げて、質問を終わらせていただきます。

どうもありがとうございました。（拍手）

次は、図師博規議員。○星原 透議長

〔登壇〕（拍手） 雨にもかか○図師博規議員

わらず、きょうは都農町からたくさんの方が御

来場いただいております。都農町への思い、そ

して都農高校へ熱い思いを持たれている方々の

傍聴をいただきました。その思いを代弁できる

ように、しっかりと頑張ってまいります。

では、先般通告しておりました項目につきま

して、順次質問をしてまいります。

まず、県立高校の学校再編統合における高等

学校教育整備計画について伺ってまいります。

先日、来年度の県立高校一般入試志願状況が

発表されました。その中で最も注目したのは、

都農高校の志願者数です。募集人員111名に対

し、志願者数は100名に達し、今後行われる２次

募集ではさらに志願者は増加します。県教育委

員会は、昨年９月の時点で都農高校への入学希

望者を調査され、高校存続の目安としていた100

名に満たないと、その時点で早々に判断、即再

編統合の具体的な検討を進め、12月６日に臨時

教育委員会を開催し、翌７日には都農高校の統

廃合計画を公表されました。通常、統廃合計画

が公表されると、入試志願者数は減るもので

す。事実、都農高校に先立ち統合が発表された

妻高校と西都商業高校のうち、西都商業高校

は54名まで入学の志願者が激減しました。

都農高校の入試志願者数の推移をここで公表

させていただきますが、まず、平成27年は都農

高校への入試希望者は49名でした。次の年、平

成28年は59名、そして昨年９月の段階の入学希

望者は89名まで回復し、繰り返しになります

が、統廃合計画発表を経たことし２月の入試志

願者数は100名に達しているのです。ちなみに、

同じ来年度の入試志願者数調査の中で、教育委

員会が高校存続の目安としていた100名に達して

いない学校は、高千穂高校、門川高校、日向工

業高校、宮崎海洋高校、本庄高校、飯野高校、

高城高校、福島高校、そして西都商業高校で

す。もちろん、どの高校もどの自治体も、生徒

確保のためには知恵を絞り、汗を流され、精

いっぱい努力されていますが、どの地域も苦戦

されているのです。

都農町は、町自体が魅力や活気を取り戻し、

若者に、都農で暮らすこと、そして学ぶことに

誇りを持ってほしいという、いわゆるシビック
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プライドを復活させることに力を注がれ、道の

駅の利用者向上、民間企業と連携したふるさと

納税応援体制の構築、町立病院と特別養護老人

ホームを併設させた医療福祉ゾーン整備などに

より、町のイメージを好転させるとともに、都

農高校生への直接支援として、入学支援補助金

５万円、通学定期券半額補助、下宿費用４万円

交付、検定料金全額補助、部活動で九州大会、

全国大会出場者には１名につき１万円補助など

を手がけられてきました。さらに、都農高校自

体が、校長先生を中心に現場の先生と生徒が一

体となった学校ＰＲ活動を行い、そこに都農高

校ＯＢの方々による支援活動が加わり実を結

び、都農高校入試志願者100名に達するというＶ

字回復を達成されたのです。

にもかかわらず、県教育委員会は統廃合計画

を突きつけています。なぜ今なのでしょう。そ

の根本となっているのが、県教育委員会が策定

している県立高等学校教育整備計画の中にあり

ます。この計画の中に「活力ある高等学校づく

りの推進」という項目があり、そこに全日制高

等学校における１学年の適正規模が明記されて

います。内容は、１学年は４学級から８学級を

基本とし、１学級の定員は、国の基準に準ずる

１学級40名となっています。また、１学年４学

級以下の高等学校について、大幅に定員を満た

さない状況が続くなど、さらに１学級の削減を

せざるを得ないことが予想される場合には、統

廃合を検討するとあります。もう既にこの適正

規模に該当していない高校が複数あることはさ

きに述べましたが、その運用について、県教育

委員会はある程度柔軟に対応されてはいます。

しかし、この１学年の適正規模を含む整備計画

が、県内の教育現場と、それを取り巻く地域の

声や実情から大きく乖離していることは明らか

で、全国最低の高校卒業生の県内就職率を改善

するためにも、地域に根差した県立高校のあり

方を、今再検討すべきだと私は考えます。そこ

で、今回の質問で整備計画の見直しを迫ってい

くわけですが、まず初めに、今回、都農高校が

入試志願者数100名を達成したことを、教育長は

どのように評価され、また、どのように都農高

校との連携を図られていくのかをお伺いしたい

と思います。

以下の質問は質問者席から伺います。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えいた○教育長（四本 孝君）

します。

都農高校の志願状況についてであります。平

成29年度宮崎県立高等学校一般入学者選抜にお

ける都農高校の志願状況に関しましては、学校

が粘り強くさまざまなＰＲを行い、地元中学校

からの志願者がふえたこともありまして、昨年

度の59名から100名へと増加をしております。し

かしながら、都農高校、高鍋高校、それから高

鍋農業高校の児湯地区の３校におきまして、募

集定員に対する志願者数はいずれも未充足であ

り、３校の志願者数の合計も昨年度より減少し

ているところであります。

なお、今後、児湯地区の中学校卒業者数につ

きましては、都農高校を高鍋高校に再編統合す

る平成31年３月の中学校卒業者が、平成28年３

月の中学校卒業者に比較して約130名の大幅な減

少が見込まれているところであります。以上で

あります。〔降壇〕

今の御答弁ですと、児湯地区○図師博規議員

だけが平成28年から31年の間にかけて中学卒業

生が減るようにも聞こえます。ただ、県内７つ

の地区に分けている整備計画の推計では、中学

卒業者がふえる地区は一つもないんです。児湯
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地区以上に減少していく地区はあります。宮崎

東諸県地区は145名が減少、延岡、日向、門川を

含む東臼杵地区は186名が減少、さらに、減少率

でいっても児湯地区よりも西臼杵地区のほうが

大きく減少するわけです。それでも郡部の高校

は頑張っています。県立高校の普通科校区撤廃

以降、各高校は特色ある学校づくりに取り組ま

れ、生徒数の減少に歯どめをかけようと必至で

す。今、統廃合を進めて、伸びようとしている

教育現場の芽を摘むことが、教育委員会の役割

なのでしょうか。その統廃合を進めていく過程

について、到底納得がいかない点が幾つかあり

ますので、今後、整備計画の対象となる学校や

地域の方々のためにも、しっかりと聞いてまい

ります。

まず、統廃合を決定していく過程について、

その地域で地域部会というものが開催されまし

た。児湯地区においても、平成27年度中に４

回、東児湯５町の教育長、ＰＴＡ関係者代表、

商工会代表、農協代表などの委員会を設置し、

会議が開催されています。この会議に、私も地

元の議員として地域の声を聞かせてほしいとい

うことで、オブザーバー参加を教育委員会にお

願いしましたが、「この会は非公開にします」

ということで、傍聴すら許されませんでした。

この児湯地区のあり方検討会をなぜ非公開にさ

れたのか、教育長、教えてください。

児湯地区部会は、児○教育長（四本 孝君）

湯地区５町の産業界代表、小学校保護者代表、

中学校長代表等から成る委員による、幅広く忌

憚のない意見交換を行うことで、今後の児湯地

区の県立高等学校のあり方を検討するために設

置をいたしました。このため、当部会を公開と

した場合、公正・円滑な議事運営が損なわれる

可能性があることから、「宮崎県附属機関等の

会議の公開に関する指針」に基づき、非公開と

したところであります。

公開にした場合、公平・円滑○図師博規議員

な運営ができないということは、我々が傍聴す

るとそれを妨害するかのようにも聞こえかねま

せん。

次に、昨年12月６日に開催された臨時教育委

員会ですが、このときの臨時教育委員会では、

今答弁いただきました児湯地区部会の内容が報

告された上で、都農高校の統廃合の是非が協議

され、採決の結果、教育委員会案が賛成多数で

可決されたとのことです。「可決されたようで

す」という表現しかここではできないのはなぜ

かと申しますと、このときの教育委員会も私は

傍聴を希望したのですが、ここもやはり非公開

にするということで、そのときの採決に至るま

での協議がどのように推移したのかを、全く知

ることができませんでした。教育委員会という

のは原則非公開なんでしょうか。なぜこの教育

委員会を非公開にされたのか、再度教育長に伺

います。

教育委員会会議は、○教育長（四本 孝君）

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

により、原則公開としつつも、人事案件や個人

情報の保護、率直な意見交換や意思決定の中立

性の確保の観点から、公開することが適当でな

いと認められる場合には、非公開とすることが

できるとされております。今回の案件につきま

しても、県立高校の再編統合という、極めて慎

重な取り扱いが求められるものであることか

ら、委員が外部からの圧力や干渉などの影響を

受けることなどにより、会議の中立性等が損な

われることのないように、非公開としたもので

あります。

圧力や干渉といったものが、○図師博規議員
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傍聴するだけでその会に影響を及ぼすものなの

でしょうか。非公開の場で生徒たちの未来を決

めていくようなことは、私は教育委員会として

すべきではない、そのような会議をすべきでは

ないと思います。

そこで、せめてどのような協議がされたのか

を確認したく、後日、そのときの議事録を資料

請求したところ、出てきた議事録を見て啞然と

しました。15ページにわたる資料の半分以上が

黒塗りされており、特に各教育委員が発言した

部分は完全に黒塗り。読めるのは、学校政策課

長の発言部分と、教育長が最後に採決をされる

ところくらいでした。ここまで非公開にされ、

教育委員会の中でどのような協議がされたか、

発言までも公開されない教育委員会の姿勢は、

都農高校関係者のみならず、広く県民が知れ

ば、到底納得されないと私は思います。教育委

員会の議事録をここまで黒塗りにされる理由

を、再度お答えください、教育長。

今回、非公開で行わ○教育長（四本 孝君）

れました臨時教育委員会の議事録につきまして

は、非公開を前提とした委員の率直な発言内容

が多くを占めております。これを含む審議、検

討に関する情報が公になった場合、将来に予定

されている同種の審議、検討での率直な意見交

換や意思決定の中立性、または事務事業の適正

な遂行に影響を与えることが認められますこと

から、議事録についての情報提供に当たって

は、これらの情報を除いたものとなったところ

であります。

今後の同種の審議、検討でも○図師博規議員

同じような体制が続くのかとも受け取ってしま

いかねないような御答弁でありました。今、私

の手元に、その黒塗りになっている資料があり

ます。これは、会議規則上公表することはでき

ません。この場で提示することすらできませ

ん。今後の教育委員会のそういうあり方のため

にも、ここで体制を見直していっていただきた

いと思います。

質問を続けます。では、そもそも小規模の高

等学校を存続させていくということに対して

は、どのようなデメリットがあるとお考えで

しょうか、教育長。

高等学校の規模が小○教育長（四本 孝君）

さくなっていきますと、生徒同士の切磋琢磨や

学び合いの機会が減少し、活気と深まりのある

教育活動が展開しにくくなること、また、地方

交付税の算定基礎となっている国の基準では、

学校全体の定員が減少すると教職員数が減少す

るため、生徒の進路希望に対応した幅広い教科

・科目や、希望するさまざまな部活動の開設が

制限されることなどの課題が生じるものと考え

られます。

今の御答弁ですと、学力の向○図師博規議員

上のためには、適正規模のほうが競争力を保つ

ことができたり、部活動の選択肢がふえるとの

答弁でありましたが、果たして、小規模校だか

ら学力や能力の向上は図れないものなのでしょ

うか。少人数のほうが、生徒一人一人まで指導

が行き届き、生徒に合った指導に時間を割ける

ことは明らかで、その証拠に、どの学習塾もあ

えて少人数や個別指導を導入し学力向上につな

げています。また、部活動や生徒会活動におい

ても、近隣の高校と合同チームや共同作業をす

ることで、活動の幅を広げている高校は既にあ

ります。今の教育長の答弁では説得力はありま

せん。

そして、国の基準で学校規模に応じて教員定

数が決められており、教員数に応じた予算が交

付税措置されているため、小規模校にさまざま
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な教科の先生を配置することは難しい旨の答弁

がありましたが、要は、国の教員定数を上回る

教員配置をするための予算を、県独自に計上で

きれば、小規模校でも幅の広い教科・科目の指

導をすることができるということですよね、教

育長。私の今の理解が間違っているのであれば

正していただきたいと思いますが、いかがで

しょうか。

県独自で予算措置を○教育長（四本 孝君）

行えば、国の基準を超えて教職員の配置を行う

ことは可能であります。

できるわけです。できるんで○図師博規議員

す。実際、小学校や中学校で全校生徒10人以下

でも存続できている学校がありますよね。その

小中学校というのは、市町村が国の示す教員算

定以上の予算を一般財源から捻出し、地域の教

育を守っている、地域の学校を守っているとい

うあかしなんです。なぜ市町村にできて県にで

きないのか。義務教育と高等学校教育の内容は

違えども、生徒の学習環境を守り、学校を取り

巻く地域全体の振興を担う学校の役割は同じで

す。

私は今まで、地元の小学校２校、中学校２

校、そして大学１校がその地域からなくなる、

閉校となる、移転をするということを経験して

まいりました。間違いなく言えることは、学校

が地域からなくなるということは、地域の活力

がなくなることに直結するということです。そ

して何よりも、地元の方々や、その学校の卒業

生にとって、学校がなくなるということは、ふ

るさとの一部がなくなると同じことなのです。

現在、国の戦略として大きな柱の一つに地方創

生が掲げられておりますが、この宮崎、この地

方がアベノミクスの経済効果を実感できるよう

になるまでには、まだ時間がかかりそうです。

その効果を待つことよりも、学校整備計画は県

の総合政策の一つとして捉え、今ある地域の火

を消さないための政策転換が必要ではないで

しょうか。そこで、知事に伺います。知事は、

地域における学校の役割、また、地方創生を実

現していく上での学校の役割をどのように捉え

ていらっしゃいますか。知事、お願いします。

学校というものが、ま○知事（河野俊嗣君）

ずは子供たちの豊かな学びと成長を保障する場

である。そのための教育環境を整える。これが

基本であろうかと考えております。そして、地

域への愛着や誇りを育みながら、将来を担う子

供たちを育成するといった大切な役割があろう

かと考えております。今、地方創生という御指

摘がありました。学校は、地域コミュニティー

の拠点の一つでありますし、地域に定着し、地

域振興を担う人材の育成や、ふるさとの活性化

等に貢献する、そういった観点も大変重要であ

ろうかと考えております。

再度、知事にお伺いをいたし○図師博規議員

ます。先ほど教育長から御答弁いただきました

が、小規模高校を存続させるための一つの障壁

となっている、国が学校規模に応じた教員定数

を定め交付税措置をしていること、それ以上

に、教育関係費を増額し教員を増員すること

が、学校とその地域を守ることにつながるとい

うことに関しては、知事はどのような見解をお

持ちでしょうか。

一般論になりますが、○知事（河野俊嗣君）

学校における教職員の配置ということに関しま

しては、県教育委員会におきまして、法定数に

加えて、県独自で確保している定数も活用しな

がら、適切に判断をされているというふうに考

えております。いずれにせよ学校のあり方とい

うのは、子供にとって望ましい教育環境の提供
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を考えていく、そこが非常に重要なポイントで

あろうかと考えております。

御答弁ありました、県独自で○図師博規議員

も教員の定数に関しては上乗せをしている部分

もあるということですが、教育現場サイドでは

まだそこが充足していないからこそ、小規模高

校を守れず、整備計画が淡々と進んでいくとい

うことになっているんです。例えば、理科や社

会の中の選択科目は、１人の教員が複数学校で

指導できる体制を整えれば、予算もゼロベース

で幅広い教科指導ができます。何より、地域に

住むことを誇りに思う生徒を育てることが、こ

れからの地方創生と県の取り組む高等学校教育

のあり方だと、その大きな課題であると私は思

います。

学校は、小さくても残すべきなんです。その

ためにも、今こそ宮崎県の高等学校教育整備計

画の見直しをしていただきたい。タイミングよ

く、実は来年度がその計画の中間見直しの時期

でもあります。１学年40名という適正規模の見

直しを行うにも絶好のタイミングではないで

しょうか。来年度以降の学校教育整備計画の見

直しについてどのように取り組まれていくの

か、教育長の見解、姿勢をお伺いいたします。

現行の宮崎県立高等○教育長（四本 孝君）

学校教育整備計画は、「魅力ある高等学校教

育」「魅力ある中高一貫教育」「活力ある高等

学校づくり」を３本柱とする、平成25年度から

の10年間の計画であり、この計画期間を前・中

・後の３期に分けて、それぞれの実施計画を示

すこととしております。議員お尋ねの再編整備

の基本方針は、この３本柱の１つである「活力

ある高等学校づくり」の中に掲げております。

この基本方針に基づき、適正規模への対応や各

地区の高等学校の方向性については、生徒への

魅力と活力のある教育環境の提供という視点に

立って整備を進めてきております。なお、その

検討の際には、高等学校の所在地や設置学科、

生徒、保護者、地域のニーズ等に適切に配慮す

るものとしております。この基本方針の考え方

につきましては、今後、策定予定の平成31年度

からの後期実施計画におきまして、１学年の学

級数を４学級から８学級としている適正規模の

あり方等も含め、地域の皆様からの幅広い御意

見をいただきながら、議論を深めてまいりたい

と考えております。

適正規模の見直し、４学級か○図師博規議員

ら８学級を、地域の声を聞きながら、その内容

の議論を深めていくというような御答弁をいた

だきました。今回の質問をつくるに当たり、計

画遂行ありきで、途中の協議を非公開とし、統

廃合を進めていく教育委員会の姿勢に対して、

私は大いに不信感を抱いたところです。さら

に、先週、後藤議員が代表質問で都農高校を取

り上げていただき、その際の教育委員会、教育

長の答弁では、「再編統合の方針を変更する考

えはない」と言われて、ばっさり切り捨てられ

た感もありましたが、４学級から８学級として

いる学級の適正規模のあり方を、もう一回、地

域の声を聞きながら、実情をちゃんと反映させ

ながらの検討、議論を進めていくという御答弁

をいただき、最後に光が差した思いでありま

す。今後、教育委員会でさらに議論を進めてい

ただくことを強く求めまして、次の質問に移ら

せていただきます。

新田原基地周辺の防音工事等対象区域見直し

についてです。

平成19年に、アメリカ軍再編に係る新田原基

地への訓練移転に際して、年間2,100回に及ぶ飛

行回数増加が行われ、国との間において、騒音
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区域拡大を前提に騒音度調査が合意されまし

た。地元の関係自治体としては、早急な改善が

図られるものと期待していたところ、合意を無

視した騒音区域の縮小案が昨年11月に提示さ

れ、町民の怒りは最高値に達する事態となって

います。関係２市３町は国への申し入れを実施

し、それに対応する形で県議会も、基地周辺住

民への不安や不利益とならないよう、国の責務

として基地周辺対策と民生安定に取り組む旨の

意見書を可決、提出しました。それらを経て防

衛省は、先月13日から10日間にわたり、基地周

辺２市３町31カ所で航空機騒音の体感調査を実

施しました。そこでまず、体感調査に同行され

た危機管理統括監の率直な御感想をお伺いいた

します。

私は今回、○危機管理統括監（畑山栄介君）

西都市内の２カ所で立ち会いを行いましたが、

それぞれ防衛省と九州防衛局の職員２名が一組

となって体感調査を実施しておりました。私が

立ち会ったうち１カ所は、今回の区域見直し後

も、引き続き第一種区域内となる見込みとされ

ている地点ではありましたが、頭上を戦闘機が

通過する際には轟音が鳴り、大きな騒音を感じ

ました。また、飛行コースや高度によっても騒

音やうるささに違いがあるということも感じた

ところです。現地では、西都市議会議員の方も

立ち会われておりまして、騒音に悩まされてい

る生の声の一端も伺うことができました。今回

の体感調査は、関係市町の要望を受けて実施さ

れたものでありますが、今後、国において、こ

の体感調査の結果を踏まえ、どのように対応し

ていくのか、しっかりと見きわめていく必要が

あると考えております。

統括監も、「時間がとまる」○図師博規議員

という体感をされましたでしょうか。航空機が

頭上を通るときには、隣にいる方との会話すら

できません。その間は、その航空機が遠く通り

過ぎるまで会話ができない、つまり時間がと

まってしまう、そういうようなことが頻繁に関

係自治体では起きているということ、そこを体

感していただければ、今後の活動にもいい効果

が出てくるのではないかと思いますが……。

まず、補償区域見直しについては、主に国と

関係自治体とのやりとりになりますが、県民が

不安な状況にさらされているということに対

し、特に地元の地域住民からは、県としてどの

ように動くのかということが注視されていま

す。そこで、現在、県は国からどういう情報を

得、また、今後どのように対応していくお考え

なのか、再度、危機管理統括監にお伺いいたし

ます。

新田原飛行○危機管理統括監（畑山栄介君）

場の第一種区域等の見直しにつきましては、昨

年12月に関係２市３町が見直しの撤回を求める

とともに、県におきましても、お話がありまし

たとおり、県議会で区域見直しに対する意見書

が可決されております。12月20日には、県、県

議会で防衛省を訪ね、関係市町の意向を最大限

に尊重することなどを国へ要望したところであ

ります。各市町の議会や区長会などにおいて

も、国への抗議活動等を展開されております。

こうした状況の中で、国は、関係市町からの要

望を受けて、先月13日から24日にかけて、新田

原飛行場周辺で航空機騒音の体感調査を実施し

ておりますが、この体感調査を行う旨を各自治

体に説明するに当たって、県のほうにも説明に

来ております。その中で我々も、地元の市町村

の意向を最大限に尊重することですとか、解除

告示なるものは地元の理解を得ずに行うことは

絶対しないでほしいということなど、この騒音
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度調査の内容、詳細について、地元や県に詳細

丁寧にしっかりと説明する機会をつくって、説

明していただくというふうなことをお願いして

いるところであります。国は、体感調査につい

て分析した後、県と関係市町にも説明するとし

ておりますので、今後、国の動きを見きわめな

がら、引き続き関係市町と緊密に連携を図っ

て、適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

地元自治体の意見が最大限尊○図師博規議員

重されるようなサポートを期待しております。

それでは、次の質問項目に移ります。先月６

日に、「みやざき畑かん営農振興大会」が都城

市で開催されました。その中で、畑地かんがい

施設を積極的に活用し、「儲かる農業」を目指

すこと、そして後世にしっかりバトンを渡す持

続可能な農業を畑かん活用で実現するという大

会宣言が、声高らかに発声されました。では、

本県の畑地かんがい施設が大会宣言どおり活用

されているのでしょうか。現在、県内には、尾

鈴地区を初め７地区で事業展開されています

が、事業の進捗状況及び水利用面積と水利用率

がどうなっているのか、農政水産部長にお伺い

します。

県内では、約○農政水産部長（郡司行敏君）

１万9,000ヘクタールの農地を対象に、７つの地

区で畑地かんがい事業を実施しております。ダ

ムやファームポンドなどの基幹的な水利施設の

整備を行う国営事業につきましては、６地区が

完了し、現在実施中の西諸地区につきまして

も、４月には浜ノ瀬ダムの通水が、一部地域で

はございますけれども開始予定となっておりま

す。県営や市町村営の関連事業につきまして

は、基幹的な水利施設と圃場をつなぐパイプラ

インや給水栓などの整備を行うものであります

が、これまでに約9,600ヘクタールで整備が完了

したところであります。また、水利用率につき

ましては、未供用の西諸地区は除いての数字で

ございますけれども、県平均で75％となってお

りますが、国営事業が昭和45年度に完了した綾

川地区や、昭和60年度に完了した一ツ瀬川地区

では90％を超えている一方で、近年完了した尾

鈴地区や都城盆地地区では20％程度と、極めて

低い状況にございます。

水利用率の平均は75％という○図師博規議員

ことですが、今の御答弁にもありましたが、こ

の利用率には大きな格差があります。私が調べ

たところによりますと、最も利用率が高いとこ

ろは97％、最も低いところは16％、私の地元で

もある尾鈴地区は23％台にとどまっています。

この利用率は土地改良区の運営にも直結するも

のであります。利用率の格差はどうして生まれ

てしまっているのでしょうか、農政水産部長の

見解をお伺いします。

今お話にあり○農政水産部長（郡司行敏君）

ました、尾鈴地区や都城盆地地区で水利用が進

んでいない状況にありますが、その原因といた

しましては、農家の高齢化や担い手不足などの

農業構造の変化に加え、水利用の効果が個々の

農家にまでしっかりと浸透していないことなど

が考えられます。また、御質問にもございまし

たが、水利用率が低いと土地改良区の運営にも

大きな影響が出る、土地改良区の経営と直結し

ているというふうに考えます。県といたしまし

ては、天候に左右されない生産性の高い営農や

高収益作物への転換などを可能とする畑かん営

農の推進は、大変重要であると考えております

ので、土地改良区の安定した運営のためにも、

引き続き関係機関一体となり、水利用の向上に

取り組んでまいりたいと考えております。
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尾鈴地区におきましては、畑○図師博規議員

かん事業推進に当たり、地元受益者の間でも推

進派と反対派が拮抗した時期がありまして、私

が以前、一般質問で尾鈴畑かんを取り上げたと

ころ、関係者で傍聴席が埋まり、答弁のたびに

怒号が飛び交うような激しい一般質問になった

ことを思い出します。そのときの反対派の主な

意見は、「賦課徴収金が高過ぎて払えない」

「生産量がふえても、収入がふえるか保証は全

くない」といったものでした。

その後、尾鈴地区の土地改良区は、水を利用

した量に応じた料金を徴収するという、県内初

の開閉栓方式を導入し事業推進を図ったのです

が、現状は、先ほど述べたとおり、利用率の向

上にはまだつながっておりません。川南町は、

この土地改良区の運営を支援するため、現在、

年間約1,600万円を一般財源から土地改良区のほ

うに繰り出しております。本来、土地改良区の

運営は、受益者負担と施設の維持管理をするた

めの補助金で成り立つものですが、地元自治体

が運営支援をするということは、ほかの行政

サービスにも影響を及ぼすということになりま

す。

そこで、このような状況を改善するために

は、安定した水の供給により、確実に収量と所

得をふやすための働きを実証する必要がありま

す。この畑かん営農の有益性を実証し推進する

ためのリーダーとして、今、県は25名の畑かん

マイスターというものを配置しておられます

が、この畑かんマイスターの現在までの取り組

み内容、そして実績を教えてください、農政水

産部長。

畑かんマイス○農政水産部長（郡司行敏君）

ター制度は平成24年度に創設したもので、現

在、畑地かんがいを利用している先進的な農

家、御質問にもありましたが、25名を畑かんマ

イスターとして委嘱し、散水実演会や座談会を

通して、効果的な水利用等を普及・啓発するな

どの活動を行っていただいております。主な取

り組みといたしましては、例えば宮崎市一里山

地区では、マイスターが近隣のお茶農家ととも

に、タイマーでかん水時間を制御した効率的な

水利用に取り組まれております。また、高鍋町

染ヶ岡地区では、マイスターが考案した自走式

散水機の改良により、作業の利便性が向上し、

導入が進んでいるところであります。さらに、

これもお話がありましたけれども、ことし２月

に都城市で開催いたしました、「みやざき畑か

ん営農振興大会」では、みずからの実践に基づ

いた実践事例を発表いただくなど、畑かん効果

のＰＲ活動も行っていただいているところであ

ります。

この畑かん事業につきまして○図師博規議員

は、県内７地区、国営事業部分でも3,000億円

強、県及び市町村の関連事業部分でも1,000億円

強、合計で4,285億円の事業費がつぎ込まれてい

るわけです。ゆえに、畑かんマイスターを初め

とした各関係機関の営農指導力を総力戦で、畑

かんの事業推進に当たるべきであります。県

は、今後の畑かん営農推進にどのようなビジョ

ンを持たれているのか。販路拡大も含めまし

て、受益者がどのような形で所得増を獲得され

ていくような指導ビジョンを持たれているの

か、再度、農政水産部長にお伺いします。

将来の宮崎の○農政水産部長（郡司行敏君）

農業を展望いたしますと、市場や取引先からの

ニーズに的確に対応できるマーケットイン型の

産地を育成していくことが、極めて重要である

と考えております。そのためには、マーケット

ニーズに応じて、安全で高品質な農作物を安定
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的に供給することが極めて重要であり、その実

現のためには、畑地が農地の半分を占めており

ます本県におきましては、この畑地かんがい用

水の活用は必要不可欠であろうと考えておりま

す。このため、県といたしましては、関係市町

村、土地改良区、ＪＡなどの関係機関が一体と

なって、水利用の効果や優良事例を個々の農家

に浸透させ、畑かん営農の強みを生かした高収

益作物への転換などを進め、競争力のある産地

づくりに、それこそ総力戦で取り組んでいく必

要があると考えております。

それでは、次の質問に移って○図師博規議員

まいります。介護人材確保についてでございま

す。

まず、県内の高齢者施設等において、現在、

介護人材がどれほど不足しているのか、県は把

握されていますでしょうか、福祉保健部長にお

伺いします。

昨年12月時点○福祉保健部長（日隈俊郎君）

で、介護関係職種の有効求人数2,762人に対し

て、有効求職者数は1,247人でありまして、有効

求人倍率は2.21倍となっております。また、平

成27年度に本県で実施しました介護サービス事

業所実態調査では、回答のありました713の事業

所のうち約半数の事業所において、介護従事者

が不足していると回答を得ているところであり

ます。

今の御答弁では、既に現時点○図師博規議員

でも1,500名余りの介護人材が不足しているとい

うような実態が報告されました。1,500名です。

ただ、この数字以上に、介護の現場は、介護保

険適用事業所と、またそれとは別に介護保険が

適用されない有料老人ホームとがあります。特

にこの有料老人ホームは、宮崎県は対人口当た

り有料老人ホームのベッド数は日本一になるぐ

らいの数になっております。有料老人ホームに

おきましては、介護ヘルパー、介護福祉士の配

置基準がないんです。つまり、無資格の方でも

有料老人ホームでは介護の業務に当たることは

できます。つまり何が言いたいかといいます

と、数だけじゃなくて質の格差も、宮崎県はど

んどん大きくなっているということでありま

す。国は、介護人材確保のため、外国人技能実

習制度の中に介護を加えることや、外国人留学

生が日本の大学や専門学校などの養成校を卒業

して介護福祉士になった場合、日本の介護現場

で働けるよう、海外の人材を積極的に活用する

ことを勧めています。

しかし、現在、本県には外国人の介護者が現

場で働いているという実績は１名もないんで

す。滋賀県は違いました。滋賀県は、先日お伺

いいたしまして、外国人の介護職員養成事業と

いうものを展開されていました。内容は、国が

推奨する技能実習制度とは別に、平成27年から

県独自に、県内在住の外国人を対象とした介護

職員養成のための研修を実施し、具体的には、

介護に必要な日本語教育を100時間、介護ヘル

パー２級を取得するための初任者研修を130時

間、この養成プログラムを民間機関と一緒に構

築し、事業を実施していました。ちなみに、平

成27年と28年、２カ年の事業実績は、38名の定

員に対し57名の申し込みがあり、研修を修了し

た方を就労までしっかりとサポートされ、着実

に介護人材不足の解消に効果を上げられていま

した。ちなみに、事業の財源は、本県にもあり

ます地域医療介護総合確保基金であります。本

県も、滋賀県のように外国人の介護者を受け入

れていく、もしくは養成していくというような

取り組みが必要かと思いますが、福祉保健部長

の見解を伺います。
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お話にありま○福祉保健部長（日隈俊郎君）

したが、本県におきましても、高齢者人口が

ピークを迎える2025年に向けまして、さらに介

護職員が不足することが見込まれているという

状況にございます。このような中、改正出入国

管理法が成立しまして、介護福祉士の資格を有

する外国人に在留資格が与えられるようになる

など、外国人が日本国内の介護事業所等で就労

や実習する環境も整備されつつある状況にござ

います。県としましては、これらの動向も見き

わめながら、当面は、新たな人材や離職者への

就業支援を初め、初任者の資質向上、就学支援

などにより、人材の確保に取り組んでまいりた

いと考えておりますが、要は、要介護者の視

点、必要なサービスに努めることが大事である

ということ、そして、日本人介護士が不足する

場合に外国人介護士を活用する場合において

も、日本人介護士の処遇あるいは賃金の確保を

しっかり図って、できる限り日本人介護士の不

足が拡大しないよう努めることが重要であると

考えております。

以上で質問は終わりますが、○図師博規議員

最後に、この一般質問の場では質問をすべき

で、要求やお願い事をする、またお礼を言う場

ではないと思ってはおります。一言だけ言わせ

てください。教育長、また知事、今後、小規模

高等学校が存続できるような検討、議論を深め

ていただきますことを切にお願いいたしまし

て、一般質問を終わらせていただきます。（拍

手）

以上で午前の質問は終わりま○星原 透議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開○宮原義久副議長

きます。

次は、右松隆央議員。

〔登壇〕（拍手） 自由民主○右松隆央議員

党、宮崎市選出の右松隆央でございます。

これからの20年、30年を見据えた農業を考え

る上で欠くことのできない方向性は、「スマー

ト農業」であろうと考えております。農家の高

齢化、新規就農者の不足や担い手の負担増を背

景に鑑みれば、より効率を高め、農業を魅力あ

る産業とするような、賢い、いわゆるスマート

技術が求められております。国の29年度農林水

産関係の予算案は、総額２兆3,071億円でありま

すが、そのうち62億円をスマート農業を含む技

術開発に充てております。国を挙げてスマート

農業の実現に向けて、情報通信、ＩＣＴやロ

ボット技術、さらには人工知能、いわゆるＡＩ

の研究開発を加速化させる方向性を示したもの

であります。

スマート農業は、決して大規模農家だけが恩

恵を受けるものではなく、むしろ家族経営や中

山間地を含めた小規模農家こそが、省力化や、

本県が目指す儲かる農業を実現するために必要

となるものであります。スマート農業の技術は

日進月歩であり、各県が競い合って技術の開発

を行っております。当然、本県は農業県とし

て、他県の後塵を拝するわけにはいかない分野

であります。

スマート農業には、さまざまな技術と商品が

開発されておりまして、導入が進んできている

ハウスの環境を数値化する測定装置や、田畑の

給水と排水をスマートフォンで制御する遠隔水

管理であったり、ことしから、軽量化や低価格

により本格的な普及が見込める、きつい農作業
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からの負担軽減につながるアシストスーツで

あったり、さらには、ロボットトラクターや小

型無人飛行機、いわゆるドローンの農業利用も

国内各地で進んできております。そこには一貫

して、省力化やコストの削減、そして、生産性

向上による儲かる農業の実現という観点が根底

に置かれてあります。そこで、まずは、本県に

おけるスマート農業の推進状況と、これからの

本県営農においてスマート技術をどのように位

置づけようとしているのか、農政水産部長にお

伺いしたいと思います。

後は、質問者席にて質問を行わせていただき

ます。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答○農政水産部長（郡司行敏君）

えします。

スマート農業についてであります。将来の本

県農業を展望いたしますと、ＩＣＴやロボット

技術を活用したスマート農業の推進は、生産性

の向上や農作業の軽労化、効率化を図る上で大

変重要であると認識しております。このため、

現在、例えば施設園芸では、産地パワーアップ

事業等を活用し、一般の既存ハウスに環境測定

器や炭酸ガス発生装置等を追加し、低いコスト

で生産性向上を図るなど、身近なところから段

階的に技術の高度化を図る取り組みを進めてい

るところであります。また、昨年取りまとめま

した試験研究推進構想におきましては、さらな

る技術の高度化を目指し、ＩＣＴやロボット技

術を活用した省力・低コスト化技術の開発を重

点目標として位置づけ、積極的に推進すること

としております。私は、新しい時代の扉を開く

のは常に新しい技術であると考えており、ス

マート農業につきましても、宮崎の農業の未来

を開く技術として、その技術開発と早期普及に

取り組んでまいりたいと考えております。〔降

壇〕

これからのスマート農業は、○右松隆央議員

施設規模が極めて小さい農家でも導入が可能

で、かつ、農協や農材店でも個人が手軽に購入

できるような、低価格の汎用版が求められてお

ります。例えば、人工知能（ＡＩ）というと、

高度で高額のイメージがありますが、決してそ

うではなく、実際に静岡のキュウリ農家では、

グーグル社が無料配信するＡＩソフトを使い、

人工知能の選果機を開発し、さらに、仕分けし

たキュウリを規格ごとに運ぶベルトコンベアー

を、市販の資材等でわずか７万円で自作するな

どして、１日８時間かかった選果作業を大きく

短縮した事例もあります。ドローンを使った農

薬散布作業も、従来の、人がタンクを背負って

使用する散布機と比べると、作業時間を半分以

下に短縮しております。３日から５日間程度の

講習でのオペレーター技能認定証が必要とはい

え、重労働から解放され、高齢になっても長く

農業を続けられるようになるという利点は、大

きな魅力であります。農業用アシストスーツの

開発も数年前から進んでおり、今や本体重量

が3.8キログラムで、価格も12万円台の「ラクベ

スト」といった商品が出てきており、足、腰、

腕にかかった負担も大きく軽減され、今まで12

時間かかった収穫作業が８時間で終わるといっ

た事例も紹介されているところであります。

そこで、農水省が「スマート農業の実現に向

けた研究会」を設置し、ロードマップの作成を

進める中、本県でも、低価格なスマート農業技

術の開発とそれを広く普及させていく上でも、

産学官の連携による研究会等が設置できないも

のか、農政水産部長に伺いたいと思います。

スマート農業○農政水産部長（郡司行敏君）

に関連する具体的な技術開発の取り組みといた
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しましては、本年度から、本県のほか、国の研

究機関、大学、民間企業などで、｢スマート施設

園芸実証研究コンソーシアム｣を組織し、小型で

安価な機器を利用して環境制御を行うなど、生

産技術の高度化に取り組んでおり、本県では、

キュウリとスイートピーを対象に、小・中規模

ハウス向けのシステム構築とその実証を進めて

いるところであります。また、総合農業試験場

におきましては、平成29年度から新たに、ブド

ウの栽培管理作業について、御質問にもござい

ましたアシストスーツを活用して、作業の軽労

化を図る技術の実証にも取り組むこととしてお

ります。これらの技術は、中山間地域や小規模

農家での活用が期待されますので、引き続き、

大学や関係機関等とも連携しながら、研修会等

を通じた情報共有の場を設けるなど、早期の実

用化と普及促進を図り、儲かる農業の実現に努

めてまいりたいと考えております。

ぜひ、低価格の新技術開発と○右松隆央議員

その導入普及を進めていただいて、小規模農家

こそが儲かる農業を実現できるように、取り組

みを加速化させていただきたいと思います。

グローバルＧＡＰについて、１点問わせてい

ただきます。一昨日、県立農業大学校の卒業式

に参列させていただきました。卒業生代表のす

ばらしい答辞を聞き、また、若い彼らの希望に

燃える表情を見て、本県農業の未来も明るいと

心から感じ、エールを送らせていただいた次第

であります。

実は、来年度、来月の４月からであります

が、農水省と文科省において、全国の農業高校

で、国際水準の農業生産工程管理、これは、農

産物の安全性はもとより、労働や環境の安全を

担保する、いわゆるグローバルＧＡＰの認証取

得の支援に乗り出すこととなりました。文科省

が定めた農業高校の学習指導要領では、農産物

の衛生管理などを学ぶため、ＧＡＰに関する農

業実習を認めておりますが、実際には認証取得

は進んでおらず、国際水準のグローバルＧＡＰ

を持つのは、リンゴで認証取得した青森県立五

所川原農林高校だけになっております｡農大校を

含めても、新潟と埼玉県立の３校であります。

国としては、農産物の輸出拡大や、経営感覚を

持ち、農家の所得向上につながるような農業後

継者の育成に資するとして、全国に306ある全て

の農業高校の認証取得を目指すとし、教員向け

の研修や専門家の派遣も含め、認証取得に必要

な実践的な教育を後押しすることとなりまし

た。

そこで、県内の農業高校のグローバルＧＡＰ

の取得に向けて、国や関係機関との連携を含

め、今後どのように進めていかれるのか、教育

長にお伺いしたいと思います。

現在、国が進めてお○教育長（四本 孝君）

りますグローバルＧＡＰあるいはＪＧＡＰの認

証取得の推進につきましては、３年後の東京オ

リンピック・パラリンピックヘの食材の提供

や、農産物の海外輸出における信頼性の向上等

につながるものと考えております。県内の農業

高校及び農業科を有する高校、計６校が、グ

ローバルＧＡＰ等に関する学習内容を導入する

ことは、生徒に、国際水準の農業生産工程管理

や、環境に配慮した農産物の管理体制等の知識

や技能を習得させ、将来、農産物輸出も視野に

入れた経営感覚を身につけた担い手を育成する

という観点からも、大変意義深いものであると

認識しております。県教育委員会といたしまし

ては、国や関係部局と連携を図りながら、グ

ローバルＧＡＰ等の認証取得について、情報収

集や研修等の準備を進めてまいりたいと考えて
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おります。

ぜひ取り組みを進めていただ○右松隆央議員

きたいと思います。認証取得に向けて、国が農

業高校への財政支援も検討しておりますので、

さまざまなスキームを活用していただいて、こ

れからの宮崎の農業を担う意欲を持ち、そし

て、国際規格に対応できる、すばらしい後継者

の育成を一層進めていただければと思います。

続いて、中山間地域への移住・定住促進と、

その地域の活性化につながるリーダーの育成に

ついて問うてまいります。まずは、人づくりで

ありますが、これまで、県内や県外において地

域おこしに成功した先進地を訪問すると、必ず

と言っていいほど、そこにはリーダー的な人材

が存在しております。あの人がいたから、なる

ほどここまで来れたんだなと実感するわけであ

りますが、そういった地域リーダーをいかに育

成していくか、そのすべを考えていかなければ

ならないと思う次第であります。

前回の一般質問の中で、移住政策について問

わせていただき、全国で大きな実績を上げてい

るとして、島根県とともに、鳥取県を取り上げ

させていただきました。実は鳥取大学では、４

月入学の29年度から農学部を改組し、「里地里

山環境管理学コース」が新設されます。学部の

大規模改組は20年ぶりとのことでありますが、

人口減少や耕作放棄地の増加など、中山間地域

の問題が社会の重要なテーマとなっていること

から、里地里山の資源を理解し、課題を解決で

きる、中山間地域に特化したリーダー的な人材

育成を目的としております。そこで、知事に、

本県の大学においても、人材育成を目指した学

部の新設が見受けられるところでありますが、

とりわけ、中山間地域における課題の解決に結

びつくような人材育成を、県内の大学に働きか

けができないものか。オール宮崎で、中山間地

域を多く抱える本県ならではの人材を育成する

ことについてどう考えておられるか、伺いたい

と思います。

御指摘のとおり、地域○知事（河野俊嗣君）

づくりを進める上で、地域のさまざまな課題解

決に取り組むリーダーの存在は大変重要なもの

であろうかと思います。県内で元気な地域を思

い浮かべますと、必ずリーダーの顔、中心と

なって頑張ろうという人の顔が浮かんでくる、

そのような思いがしております。そのような意

味で、宮崎大学に今年度開設されました地域資

源創成学部は、地域のリーダー、産業のリー

ダーとなる人材の育成を目指しているものであ

りまして、大いに期待しているところでありま

す。

ことし１月、県と包括連携協定を結んでおり

ます宮崎大学との間で、オール宮崎での人材育

成をテーマに意見交換を行ったところでありま

す。その中で私のほうから、中山間地域を

フィールドとして、大学としても、地域の課題

を学ぶ取り組みを積極的に行ってもらいたいと

提案し、県と連携した人材育成を進めることを

お互い確認したところであります。

地域人材の育成につきましては、地方創生に

係る包括連携協定を、宮崎大学のみならず、県

内全ての大学等とも昨年度締結したところであ

ります。また、個別の市町村においても、さま

ざまな連携の取り組み、例えば、世界農業遺産

に指定された地域が、このたび宮崎大学との連

携協定を結んだところであります。こういった

取り組みを進めることによりまして、今後と

も、中山間地域を抱える市町村はもとより、大

学等とも連携を図りながら、地域の課題解決に

貢献できる人材育成に努めてまいりたいと考え
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ております。

早速、宮大の地域資源創成学○右松隆央議員

部に、中山間地域におけるリーダー育成を提案

されたとのことで、知事の人づくりへの思いを

感じ取ったところであります。

農家住宅についても、前回の一般質問におい

て取り上げさせていただきました。国による農

家住宅の建設支援策の動向も視野に入れなが

ら、農村へのＵＩターンによる後継者や新規就

農者のさらなる獲得を検討してもらいたいとい

う趣旨でありましたが、山本農相の肝いり政策

のとおり、29年度予算案に整備計画が盛り込ま

れております。内容は、農水省と国交省が、新

たな農村の定住対策として、全国にモデル地区

を公募し、選ばれた地区は、29年度中に全額農

水省が補助した上で整備計画をまとめ、建築費

助成や税制優遇などで30年度の着工を目指すと

いうものであり、先月の28日が公募申請の締め

切りでありました。そこで、この農家住宅モデ

ル地区の公募に、県内からは応募があったの

か、また、申請がなされていないならば何が要

因だったのか、農政水産部長に伺いたいと思い

ます。

今回の農家住○農政水産部長（郡司行敏君）

宅モデル地区の募集は、市町村を構成員に含む

団体が、その地域において農家住宅に係る構想

を策定するための事業で、国の直接採択事業と

なっておりますが、県内からの応募はございま

せんでした。その理由といたしましては、事業

内容が構想策定に限られ、構想策定後の支援策

が明確でなかったこと等が要因ではないかと推

察しているところであります。一方、今回示さ

れた魅力ある農家住宅のあり方につきまして

は、今後の地域の取り組みを促す上で大変参考

になるものと思われますので、引き続き、国の

取り組みを注視してまいりたいと考えておりま

す。県といたしましては、農村地域での住環境

の整備は、ＵＩＪターン等の新規就農者を含む

担い手対策としても大変重要でありますので、

新たに活用できる事業や関連情報の市町村等へ

の提供など、今後とも積極的に取り組んでまい

りたいと考えております。

本来ならば、農相の肝いり政○右松隆央議員

策だからこそ、もっと自治体が使いやすい制度

にしてもらいたいと感じたところであります。

これからもアンテナを張っていただいて、国の

使える制度は、市町村への周知も含め、積極的

な活用をお願いしたいと思います。

さらに、田園回帰、中山間地域の定住につい

て議論を進めてまいりたいと思います。農村に

可能性を感じ、若者が都市から地方に向かう動

きが各地で潮流になりつつあり、過疎地であり

ながら他地域からの転入が転出を上回る、いわ

ゆる人口の社会増となった地域が全国各地に出

てきております。今の動きを「農村力の時代」

と唱える人もおり、都会での孤独な無縁社会と

対照的に、農村の生き生きとした人づき合いが

子育て世代にも歓迎され、今までの農村の固定

観念が変わりつつあり、本当の豊かさや幸福を

考えていく時代への入り口と捉える人もおりま

す。

全国の農山漁村への移住促進、この流れを本

県も捉え、本物とするためには、やはり、中山

間地域、農村側の受け皿づくりを急ぐ必要があ

ります。第１に就労の場の確保であり、第２に

住居のあっせん、第３に子供の教育環境の整備

で、どれも大変な取り組みであることは言うま

でもないところであります。仕事の場の創出

は、移住において絶対条件でありますが、例え

ば鳥取県では、原木しいたけブランド化促進協
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議会において、栽培開始後２年間の未収益期間

を、地域おこし協力隊として自治体が雇用する

ことで収入を確保し、新規就農へのハードルを

下げるというやり方で担い手の育成に乗り出し

ており、今後は、複数の自治体と連携し、果樹

などその他の作物での展開も呼びかけをしてお

ります。

さらに、私が以前から申し上げております、

中山間地域の重要な資源として、野生鳥獣肉の

ジビエも、狩猟から解体、料理まで、都市住民

を将来の担い手として仕立てようと動いている

自治体も出てきており、現に、千葉県の山合い

の鋸南町では、捕獲従事者の高齢化を見据え、

狩猟エコツアーや解体・ジビエ料理ワーク

ショップに、毎回、定員を超す都市住民の応募

が寄せられております。

本県でいえば「農山漁村で年収100万円アップ

プロジェクト」を、私も応援しておりますけれ

ども、就労以外にも、空き家等の住宅のあっせ

ん、そして、中山間地域におきまして、ＩＴな

ども使った子供の教育環境の整備にも力を入れ

ていかなければならないわけであります。そこ

で、知事に、全国で進む田園回帰の時流に乗

り、とりわけ中山間地域において、どのような

移住・定住への受け皿づくりを推し進めようと

しているのか、就労、住居、教育の３つの観点

から伺いたいと思います。

本県が進めております○知事（河野俊嗣君）

「新しいゆたかさ」でありますが、経済的な豊

かさに加えて、自然やゆったりとした時間の流

れなど、お金にかえられない価値が調和した豊

かさを目指すものでありまして、一人一人が宮

崎のよさ、また、真に豊かな暮らしとは何かを

改めて考えようという取り組みであります。そ

の点ではまさしく、全国で広がる田園回帰、地

方への注目の高まりというものと軌を同じくす

る部分があろうと考えております。先日、美郷

町の宇納間備長炭に取り組む方々とお会いしま

したけれども、そのうち９戸が移住して来られ

た方であります。非常に大きな力になっておら

れるわけであります。

議員御指摘のとおり、就労、住居、教育の充

実は、中山間地域への移住において、移住者の

定着につながる重要な施策の柱であろうと考え

ております。現在、就労の確保につきまして

は、農林水産業の振興に加えて、地域資源の６

次産業化や新たな起業等を促進する、また、100

万円アップ運動などに取り組む雇用の創出や所

得の向上に取り組んでいるわけであります。ま

た、住居や教育の充実につきましては、市町村

のさまざまな取り組みを支援しておりまして、

例えば、住居については、空き家バンクやリ

フォームの助成、教育については、高千穂町の

神楽体験ですとか西米良村におけるタブレット

を活用した授業など、多様な取り組みが行われ

ているところであります。今後とも、本県の

「ゆたかさ」を積極的にアピールするととも

に、中山間地域の移住・定住の受け皿づくりを

進めてまいります。

本県の宝である中山間地域に○右松隆央議員

おける受け皿づくりを、ぜひこれからも推し進

めていただければと思います。

鳥獣被害対策について、１点伺いたいと思い

ます。隣県の大分県では、狩猟者の年齢が60歳

以上が４分の３を占める中、今後さらに減少が

見込まれることもあり、県単事業で、これは全

国で初めてだと思いますが、来年度から８年

間、狩猟免許の申請や狩猟者登録に必要な手数

料を全額免除で無料とし、ハンターの確保を図

ることとなりました。そこで、代表質問の後藤
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議員への答弁で、新規狩猟免許の合格者数378名

ということでありましたが、この10年間で、狩

猟免許所持者数の推移と年齢層はどうなってい

るのか、あわせて、狩猟者の確保において、大

分県のように本県の独自策は考えられるのか、

環境森林部長に伺いたいと思います。

平成27年度末○環境森林部長（大坪篤史君）

の狩猟免許の所持者数は5,602名で、10年前と比

較しますと1,864人減少しまして、年齢構成

は、60歳以上の方が全体の54％から73％に増加

している状況にございます。このようなことか

ら、本県では、狩猟免許試験の実施を県農業大

学校や農業高校等にも周知するなど、若手狩猟

者の確保に努めますとともに、受験希望者を対

象としました事前講習会の実施や、免許試験の

休日や複数会場での実施など、狩猟免許を取得

しやすい環境づくりに取り組んでおります。そ

の結果、最近の数年間の狩猟免許所持者数はほ

ぼ横ばいで推移しますとともに、10代を含めま

して、30代までの若い世代の増加も見られてい

るところであります。将来を見据えた狩猟者の

確保は大変重要でございますので、今後とも、

こういった取り組みを継続しますとともに、大

分県など他県の状況も調査・研究しまして、対

策のさらなる充実に努めてまいりたいと考えて

おります。

いろいろと取り組みを工夫す○右松隆央議員

る中、若い狩猟者の増加は評価すべきことと感

じております。これからもぜひ、将来を見据

え、あらゆる施策の可能性を探っていただけれ

ばと思います。

引き続き、耕作放棄地の対策について、１点

伺いたいと思います。遊休農地の解消について

は、平成25年の農地法改正により、耕作放棄地

対策が強化され、その中に、農地の相続人の所

在がわからないことで所有者不明になっている

土地については、都道府県知事の裁定により、

農地中間管理機構で借り受けることができるよ

うになっております。先月、この制度を使い、

全国で初めて、静岡県でありますが、知事裁定

で利用権設定を行い、４月から隣接するミカン

農家に貸し出すことになりました。そこで、本

県において、例えば、所有者や相続人が既に亡

くなったりしていて、一定年数以上放置されて

いる農地に対して、農地中間管理機構から申請

があれば、知事裁定によって利用権設定の手続

をとっていく考えがあるのか、実際の事務手続

を行う農政水産部長に伺いたいと思います。

御質問にあり○農政水産部長（郡司行敏君）

ました知事裁定につきましては、貴重な資源で

ある農地を最大限に活用するため、所有者不明

となっている耕作放棄地については、農業委員

会が公示を行い、知事の裁定により、農地中間

管理機構を介し利用できるよう措置されたとこ

ろであります。現在のところ、本県では申請は

ございませんが、県といたしましては、知事裁

定による利用権設定の申請があった場合には、

個人の財産を取り扱うことに十分配慮しなが

ら、関係市町村や機構と協議を重ね、地域で混

乱が生じることのないよう、適切な手続を進め

てまいりたいと考えております。また、本制度

は、担い手への農地の集積・集約化に有効な手

段の一つであることから、その周知にも努めて

まいりたいと考えております。

ぜひ、担い手への農地集積の○右松隆央議員

一つの有効な手段として、本制度の周知を進め

ていただければと思います。

農政における最後の質問になります｡ウイルス

に対する危機管理であります。本県で２件発生

した高病原性鳥インフルエンザについては、初
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動から防疫措置まで、迅速ですばらしい対応を

されたと、県職員を初め、自治体職員、自衛隊

やＪＡ、建設業協会など、関係者の御尽力に心

から敬意を表する次第であります。私も所管の

常任委員長として、第一報を受けたときは少な

からず衝撃を受け、対策本部会議にも同席いた

しましたが、郡司部長の心中は察して余りある

ものでありました。まだ危険が去ったわけでは

ありませんので、今でも感染リスクに対して対

策に全力を尽くされていることと認識いたして

おります。農政水産部長に、今後のウイルスへ

の防疫対策について、リスクが高いと思われる

農場など、防疫対策の強化内容を、より具体的

にお伺いしたいと思います。

本県２例の発○農政水産部長（郡司行敏君）

生事例に係る国の疫学調査では、いずれも農場

の近くにため池や河川が存在し、カモ等の野鳥

の飛来が確認されております。また、本県以外

の道県でも同様の傾向が見られたことから、県

といたしましては、近隣にため池等がある約300

農場を重点対象に、発生リスクが高いことを注

意喚起いたしますとともに、野生動物の侵入防

止の徹底等について指導を行ったところであり

ます。このうち、２例の発生農場周辺等にあ

る55戸につきましては、家畜防疫員が農場に立

ち入り、定期的な点検の励行や、防鳥ネットの

破れ、鶏舎のすき間等を発見した際の結束バン

ドや充塡剤等を用いた補修方法等について、指

導を行ったところであります。引き続き、新た

な発生を防止するため、このような重点指導を

含めたきめ細やかな指導を行ってまいります。

これからも、鳥フル、そして○右松隆央議員

口蹄疫など、家畜ウイルスヘの最大限の警戒と

きめ細かな指導による防疫対策の徹底をよろし

くお願いいたします。

続いて、２つ目の項目、林業の成長産業の加

速化について問うてまいります。

林野庁の29年度予算から、その中でもとりわ

け、増額編成となっている事業に対して、本県

の取り組み状況を伺っていきたいと思います。

まずは、次世代林業基盤づくり交付金事業で

あります。この中で、新規事業となる「林業成

長産業化地域創出モデル事業」が新たに盛り込

まれております。予算額は10億900万円で、平

成33年までの５年間実施するとしております。

事業概要としては、地域の森林資源の利活用に

より、多くの雇用や経済価値を生み出す明確な

ビジョンを持つ地域を「林業成長産業化地域」

として指定し、ビジョンの実現に向けて、地域

が独自に提案するソフト面での対策を支援する

とともに、木材加工、流通施設などの施設整備

を優先的に採択するなど、重点支援を行うとし

ております。全国で10数カ所を指定し、各地に

成功事例をつくることで、林業の成長産業化を

国全体で加速化させる取り組みであります。

そこで、環境森林部長に、国の新規事業の林

業成長産業化地域創出モデル事業に本県として

どう取り組んでいかれるのか、モデル地区の候

補地に手を挙げられたのであれば、具体的な選

定地もあわせてお伺いしたいと思います。

この事業につ○環境森林部長（大坪篤史君）

きましては、ただいま議員がおっしゃいました

ように、地域の森林資源を活用して、多くの雇

用や経済価値を生み出そうとする市町村の提案

に対して、ソフト事業で年間1,000万円、ハード

事業で年間9,000万円を上限として支援されるも

のでありまして、全国で10数地域が選定される

ということになっております。林野庁では、１

月20日から２月末まで公募を実施しまして、本

県では、延岡市と日向市が合同で応募いたしま
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した。

両市の提案を見ますと、地域の木材需要が増

加する中、循環型林業のモデルを構築すること

を目的に、伐採から造林までの一貫作業マニュ

アルの作成や、林業の担い手となる人材バンク

の設置などに取り組もうとするものでありまし

て、県が掲げます再造林の推進や担い手の確保

等にも寄与するものでございます。県としまし

ては、提案の採択に向けて、国に対しまして、

事業の効果や県の支援体制など、積極的にア

ピールしてまいりたいと考えております。

積極的に取り組まれているこ○右松隆央議員

とに、高く評価をさせていただきたいと思いま

す。モデル地区に選定されれば、地区内にある

国有林は、林野庁が率先して、民間所有の森林

と連携して木材の供給先を確保するともしてお

ります。ぜひ、本県もモデル地区に採択される

ことを願う次第であります。

続いて、今年度の1.4倍で２億7,100万円の増

額編成となった、施業集約化の加速化事業につ

いてであります。この対策のポイントは、改正

森林法を踏まえ、森林の所有者・境界の明確化

と森林情報の整備・提供を緊急に進めるととも

に、ＩＣＴを活用して、効率的に施業の集約化

を進めるための仕組みづくりを推進することに

あります。

この事業には政策目標が掲げてありまして、

２年後の林地台帳の全面施行に向けて、森林施

業の集約化に必要な森林所有者の情報、そして

地図情報を管理するシステムを、平成30年度末

までに全ての市町村において整備することとあ

ります。そこで、県内26市町村における森林Ｇ

ＩＳシステムの整備状況はどうなっているの

か、あわせて、今後、全ての市町村での導入に

向けた取り組み内容について、環境森林部長に

お伺いしたいと思います。

森林ＧＩＳに○環境森林部長（大坪篤史君）

つきましては、コンピューター上で森林情報と

地図や写真などを組み合わせまして、一元的に

管理することができる地理情報システムでござ

いまして、県では、平成18年度から運用してい

るところでございます。市町村におきまして

も、森林ＧＩＳは、伐採届け出などの事務に有

効に活用できますとともに、林地台帳の運用を

図る観点からも、市町村窓口での閲覧や情報更

新にも、大変効果的なシステムであると考えて

おります。現在、県内で10の市町村が県と同様

のＧＩＳシステムを導入しているところです

が、今年度は、国の補助事業を活用しまして、

２つの市と村が新たに導入することとなってお

ります。来年度は、システム整備の予算が拡充

されますので、国の補助事業を積極的に活用

し、森林ＧＩＳが未整備の残り14の市町村に対

しまして、30年度までの２カ年間で整備される

よう、導入のメリット等を丁寧に説明しなが

ら、働きかけてまいりたいと考えております。

森林所有者の多くが高齢化○右松隆央議員

し、不在村化も進んでおります。国も増額編成

して取り組みを強化しておりますので、導入に

向けての働きかけをよろしくお願いいたしま

す。

同じく、施業集約化の加速化の中に、森林整

備地域活動支援交付金事業があり、こちらも２

億5,600万円の増額予算となっております。事業

内容は、在村・不在村ともに、森林所有者の特

定並びに森林境界の測量等に対して支援するも

のであります。環境森林部長に、同じく、予算

が拡充された森林整備地域活動支援交付金事業

において、具体的に来年度どのような取り組み

を進めていかれるか、伺いたいと思います。
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森林施業の集○環境森林部長（大坪篤史君）

約化を図るためには、所有者や境界の明確化を

進め、小規模で分散している森林を取りまとめ

ていく必要がございます。このため本県では、

国の森林整備地域活動支援交付金を活用しまし

て、森林組合等が行う森林経営計画の作成や、

施業の集約化に必要な情報の収集、森林施業の

同意取得などを支援しているところでございま

す。また、来年度から、事業内容の拡充としま

して、森林境界の測量が追加されました。これ

を実施する場合には、人件費などの必要な経費

が交付単価に上乗せされることとなったところ

であります。県としましても、このような森林

境界明確化をさらに進める取り組みが、施業の

集約化の加速化につながるものと考えておりま

す。今後、事業の説明会を開催するなどしまし

て、市町村や森林組合等に積極的に取り組んで

いただけるよう働きかけてまいりたいと考えて

おります。

本県には4,000万円ほどの配分○右松隆央議員

があると伺っております。ぜひ、積極的な取り

組みをよろしくお願いいたします

林業の成長産業化と各種林野政策での最後の

質問となります。担い手の育成についてであり

ます。林野庁の森林・林業人材育成対策事業で

ありますが、この事業も、今年度比１億2,300万

円増となっております。対策のポイントは、

「緑の雇用」事業を通じた新規就業者の確保・

育成を行うとともに、高度な知識・技術を有す

る人材の育成となっております。こちらも、政

策目標として具体的な数値を掲げておりまし

て、新規就業者を、来年度、国全体で1,200人確

保することなどが挙げられております。今後、

東京五輪・パラリンピック施設への木材利用の

促進や、今、海外からの安価な輸入木材に相当

数の違法伐採木材が含まれており、その対策と

して、来る５月20日にクリーンウッド法が施行

されることなどから、国産木材の需要増加も見

込まれ、即戦力となる人材の育成は急務となっ

ております。そこで、「緑の新規就業」総合支

援対策事業において、本県の直近の新規就業者

数や、３年目となる「みやざき林業青年アカデ

ミー」における取り組みの成果、並びに担い手

育成における環境森林部長の思いを伺いたいと

思います。

本県では、平○環境森林部長（大坪篤史君）

成15年度から、林業に必要な基本的技術を習得

する、国の「緑の雇用」事業に取り組んでおり

ます。また、平成26年度から開始した「みやざ

き林業青年アカデミー」では、昨年度までに13

人の方が、国の給付金制度を活用して研修を受

講しまして、全員が県内の林業事業体に新規就

業しているところであります。これらの結果、

平成27年度の本県の新規林業就業者数は、165名

となっているところであります。さらに、来年

度は、県独自の取り組みとしまして、ＵＩＪ

ターン希望者への林業体験研修なども実施しま

して、林業担い手の裾野を広げてまいりたいと

考えております。

次に、担い手育成への思いについてでありま

すが、今後の森林・林業の振興にとって、この

人材という問題は、大変重要なテーマでござい

ます。したがいまして、本年を本格的な「再造

林元年」と位置づけて設置することとしました

「山村地域の持続的発展推進会議（通称「山会

議」）」におきましても、林業担い手の問題に

ついては、重点的に協議してまいることにして

いるところであります。本県が全国の林業の先

進県として、25年先、50年先も先頭を走ってい

けますように、本県の豊かな森林・文化を活用
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した循環型林業の確立に向けて、積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。

山会議は、まさに大坪部長の○右松隆央議員

思いが形になった取り組みであります。全力で

応援しますので、これからも先進県として、林

業の成長産業の加速化につなげていただければ

と思います。

次に、教育であります。質問に入る前に、県

立都農高校の統廃合の問題でありますが、先週

の我が自民党会派の後藤議員の代表質問で、こ

れは教育長の苦渋の判断で、それこそ断腸の思

いであったというふうに思います。「方針を変

更する考えはございません」と、教育長は答弁

されました。その後、きょうの午前中の別の議

員への答弁では、後期実施計画においては、

「適正規模のあり方を含め、議論を深めてまい

りたい」と答弁されたところであります。その

際、あたかも、都農高校と絡めた所感を議員が

話されたわけでありますが、この２つの答弁の

整合性をわかりやすく御説明いただければと思

います。

都農高校の再編統合○教育長（四本 孝君）

につきましては、平成27年５月に策定いたしま

した宮崎県立高等学校整備計画中期実施計画に

基づき、再編統合を決定したものでありまし

て、その方針を変更する考えはございません。

なお、学級数の現在の適正規模であります４

学級から８学級、あるいは１学級の定員40人の

考え方につきまして、今後、平成31年度からの

後期実施計画において、よりよい教育環境を提

供する視点に立って、地元自治体や地域の皆様

からの幅広い御意見等をいただきながら、議論

を深めてまいりたいと考えております。

都農高校に関しては、統廃合○右松隆央議員

の方針は変更することはないということでよろ

しいでしょうか。再度御答弁をお願いします。

都農高校について再○教育長（四本 孝君）

編統合の方針を変更する考えはございません。

わかりました。○右松隆央議員

それでは、最後の項目、教育の問題でありま

すが、今回は、教育の中でも、いじめの問題に

ついて取り上げてまいります。

よく、いじめの認知件数について取り上げる

機会があります。先週の代表質問で、元教諭で

ある河野哲也議員への答弁にもありましたが、

本県のいじめの認知件数は、文科省の昨年度の

国公私立を合わせた小・中・高校と特別支援学

校で行った調査によれば、6,102件でありまし

て、1,000人当たりの認知件数は47.2件となり、

これを全国で比較すれば、京都府、宮城県、山

形県に次いで４番目に多い数字となっておりま

す。しかし、それをもって、本県のいじめが多

いのではないかと考えるのは早計でありまし

て、ともすれば、いじめは隠そうとする性質が

ある中で、早期発見・早期対応が、いじめ問題

への対応には極めて重要であるので、むしろ認

知件数が多いことをマイナス評価してはならな

いのでありまして、文科省もそのような方針を

出しているところであります。

いじめは、教育現場で、教員が子供と真摯に

向き合っているからこそ、また、子供との信頼

関係があるからこそ、表に出てくるケースも多

いわけであります。そのことをまずは冒頭に踏

まえた上で、質問に入っていきたいと思いま

す。

まずは、いじめ問題の理解と捉える視点につ

いてであります。いじめは、児童生徒の心身の

健全な発達に重大な影響を及ぼし、不登校や自

殺、殺人などを引き起こす背景ともなり得る深

刻な問題であります。しかも、最近のいじめ
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は、携帯電話やパソコンの介在により、一層見

えにくくなっております。また、いじめは日常

生活の延長上で生じ、中には、当該行為がいじ

めか否かの逸脱性の判定が難しいところにも特

徴があります。文科省では、平成18年に定義が

変更され、「一定の人間関係のある者から、心

理的、物理的な攻撃を受けたことにより、精神

的な苦痛を感じているもの」とされたところで

あります。これは、いじめられる側に立った見

直しがされることで、児童生徒がいじめを認知

しやすいようにしたわけであります。まずは教

育長に、学校でのいじめの対応で極めて重要と

なる早期発見、そして早期対応において、本県

ではどのような取り組みを進めておられるの

か、伺いたいと思います。

いじめ問題への対応○教育長（四本 孝君）

につきましては、早期発見・早期対応が重要で

ありまして、そのためには、何より、小さない

じめも見逃すことなく、認知につなげる必要が

ございます。学校におきましては、積極的な認

知に向けたさまざまな取り組みがなされてお

り、一例ではありますが、生徒と教師による教

育相談では、学級担任のみが行うのではなく、

事前のアンケートにより、児童生徒が希望する

教職員と相談を行うなど、児童生徒がいじめを

訴えやすくする体制の整備も進められておりま

す。その上で、児童生徒からいじめの訴えが

あった場合には、問題を軽視することなく、本

人からの丁寧な聞き取りはもちろんのこと、周

囲の友人や保護者等からも情報を収集するな

ど、事実関係の把握を正確かつ迅速に行い、対

応するよう努めております。県教育委員会とい

たしましては、いじめ問題への適切な対応に向

け、今後もさまざまな機会を捉え、各学校への

指導に努めてまいりたいと考えております。

児童生徒が発する小さなサイ○右松隆央議員

ンを見逃すことがないように、また、今、教育

長が答弁されましたけれども、教育相談におい

ても、声を上げやすい環境づくりに努めていた

だければと思います。

あわせて、常日ごろからアンケートも実施

し、いじめられている本人が相談できなくて

も、周りの生徒が気づいているケースなど、教

師が見えないところのいじめの把握も大事であ

りますし、その後の適切なフォローによって、

児童生徒との信頼関係の構築をしっかりと進め

ていただければと思います。

引き続き、いじめの構造と学級経営のあり方

について問うてまいります。いじめの構造は、

４重構造と言われております。いじめを理解す

る上で重要な視点として、いじめが意識的かつ

集団的に行われるということであります。すな

わち、いじめる側といじめられる側という二者

関係だけで成立しているのではなくて、観衆と

してはやし立てたり、おもしろがったりする存

在や、周辺で暗黙の了解を与えている傍観者の

存在によって成り立っているわけであります。

したがって、日本のいじめの多くが同じ学級の

児童生徒同士で発生することを考えると、教室

全体にいじめを許容しない雰囲気が形成され、

傍観者の中からもいじめを抑止する仲裁者があ

らわれるような学級経営を行うことが望まれる

わけであります。そこで、いじめそのものを起

こさない・許さない学級づくり、学校経営、こ

れを開発的・予防的生徒指導と言いますけれど

も、本県では、児童生徒にどのような指導を心

がけているのか、学級経営、学校経営も含めて

教育長に伺いたいと思います。

いじめを生まない土○教育長（四本 孝君）

壌をつくるために、各学校におきましては、日
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常的にいじめの問題に触れるとともに、道徳教

育や人権教育の充実により、いじめは人として

絶対に許されないとの雰囲気を学校全体に醸成

する指導を行っております。このような指導が

児童生徒の心に響くようにするためには、日ご

ろから教師との信頼関係を築くことが何より重

要でありますことから、各学校において、教師

は、児童生徒の気持ちを理解しようとする姿勢

を大切にするようにしております。また、児童

生徒が自他の個性を尊重し、互いの身になって

考え、相手のよさを認めるといった支持的な風

土がつくられることが、いじめを生まない学級

づくりにつながるため、日ごろから、好ましい

人間関係が育つよう、学級経営や学校経営に心

がけております。さらに、児童生徒が主体と

なっていじめ根絶集会を開いたり、いじめ防止

に向けたスローガンを作成するなどの取り組み

も行っており、こうした取り組みが、教室や学

校全体でいじめを許さない雰囲気づくりにつな

がってくると考えております。

「いじめは、人間として絶対○右松隆央議員

に許されない」という意識を、一人一人の児童

生徒に徹底させるとともに、教職員みずからそ

のことを自覚し、保護者や地域にも伝えていく

ことが大事であります。いじめが生じた場合

は、いじめられている児童生徒には非はないん

だという認識に立って、問題の解決を図ってい

くことが何より肝要であります。教育長が答弁

されましたように、思いやりのある学級、いじ

めが起こりにくくなる支持的風土を持った学級

づくりを、ぜひよろしくお願いいたします。

引き続き、実際にいじめが発生したときの対

応についてであります。いじめを把握したら、

組織的対応が極めて肝要になってまいります。

そこで、本県では、いじめが発生したとき、学

校としてどのような組織的対応を図っておられ

るのか、加えて、保護者並びに地域との連携に

ついてどう対処しているのか、教育長に伺いた

いと思います。

教職員がいじめの発○教育長（四本 孝君）

生を確認した場合、各学校では、管理職や関係

教諭等で構成された「いじめ不登校対策委員

会」等に直ちに報告し、情報を共有するように

しております。その後の対応についても、学級

担任等が一人で抱え込むことがないよう、役割

分担を明確にして組織的に対応するように努め

ているところであります。

また、いじめを確実に解消するためには、保

護者との連携は欠かせないものと考えておりま

す。具体的には、学校は、いじめを受けた児童

生徒や保護者の心情に寄り添い、「絶対に守

る」という学校の意思を伝え、カウンセリング

など心のケアを行うとともに、登下校や休み時

間など、学校生活の中のあらゆる場面で安全確

保に努め、安心して学校生活が送られるよう、

支援体制を整えるようにしております。同時

に、いじめを行った児童生徒や保護者にも事実

関係を伝え、児童生徒の健全な成長に向け、保

護者の協力を得ながら、適切な支援に努めてい

るところであります。さらに、開かれた学校の

観点に立ち、関係機関と綿密に連携するととも

に、家庭、学校、地域社会がそれぞれの役割を

果たし、一体となっていじめの解決に取り組ん

でいくことが必要であると考えております。

今、教育長が答弁された、聞○右松隆央議員

かれた学校の観点で、家庭、学校、地域社会が

一体となっていじめの解決に取り組む、このこ

とはとても大事なことだと思っております。

いじめの問題で、家庭、地域社会との連携に

おいて大事なことは、１つは、学校のみで解決
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することに固執してはならないということであ

り、２つ目に、学校におけるいじめの対応方

針、指導計画等の情報については、日ごろより

積極的に公表し、保護者の理解と協力をもらう

こと、３つ目に、学校と保護者や地域代表者と

の意見交換の機会を設けること、そして４つ目

に、実際にいじめが生じた際には、個人情報の

取り扱いにあくまでも留意しつつ、正確な情報

提供を行うことにより、保護者や地域住民の信

頼を確保すること、その際に、決して事実を隠

蔽するような対応は許されないこと、この４つ

が重要であると認識している次第であります。

続いて、同じく、冒頭に申し上げたインター

ネット、携帯電話の普及に伴う課題についてで

あります。昨今の報道でもいろいろと目にする

わけでありますが、インターネットやＬＩＮＥ

での書き込み、極めて卑劣な言葉の暴力によっ

て心に大きな傷を背負い、最悪の場合、落ち度

もなく将来のある子供たちが自殺に至るケース

が、後を絶たないわけであります。そこで、情

報モラルの教育は、現代社会において、教育現

場でも欠くことのできない教育になっているわ

けでありますが、とりわけ、いじめの問題にお

いてどのような指導が行われているのか、教育

長にお伺いしたいと思います。

ネット上のいじめに○教育長（四本 孝君）

は、ネットが持つ匿名性から、児童生徒が安易

に誹謗中傷などの書き込みを行うことにより、

被害者にも加害者にもなってしまうことや、不

特定多数の者からの絶え間ない誹謗中傷等によ

り、被害が短期間に極めて深刻なものとなる特

徴があります。そのため、学校においては、情

報化社会において、適切な活動を行うための考

え方などを育成する情報モラル教育が非常に重

要であると認識しております。ネット上のいじ

めを防止するため、学校においては、全ての教

科等において情報モラルについて指導してお

り、ネット利用の際のリスク回避能力を身につ

けさせるとともに、ルールを確実に守らせるよ

う、指導に努めているところであります。さら

に、県教育委員会では、情報モラル教育を推進

するために、教職員の資質向上を目指した研修

会を実施するほか、学校に対するＩＴの専門家

の派遣やネット上のパトロールに加え、警察に

よる非行防止教室に積極的に協力するなど、関

係機関や団体等とも連携を図りながら、ネット

上のいじめの問題に対して、具体的かつ実践的

な取り組みを進めているところであります。

ネット上のいじめで深刻なト○右松隆央議員

ラブルが続発しております。指導の際には、児

童生徒自身が、被害者とならない、加害者とな

らない、加害行為に手をかさないという視点を

徹底させていただいて、誹謗中傷の書き込みを

行った子供への適切な指導と、いじめを受けた

子供へのきめ細かなケアを学校全体として行

い、最後までしっかりと守り通していただきま

すよう、よろしくお願いいたします。

最後に、いじめ問題への適切な対応に向けた

警察との連携についてであります。４年前の平

成25年１月24日に、警察庁から各都道府県の警

察の長に対し、「学校におけるいじめ問題対応

への通知」が出され、これまで以上に学校との

連携を強化しなければならないことが示された

ところであります。一方で、学校や教育委員会

が、警察における対応の考え方を理解し、いじ

め事案に関して、警察に対して適切に連携を求

めていくことは大変重要なことであります。そ

こで、警察と学校との連携強化によるいじめ事

案の早期把握やいじめ事案への的確な対応につ

いて、どのような取り組みが進められているの
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か、警察本部長に伺いたいと思います。

学校におけるい○警察本部長（野口 泰君）

じめ事案の早期把握及びいじめ事案への的確な

対応のためには、学校との連携が重要であると

考えております。警察と学校間におきましては､

学校・警察相互連絡制度により、日ごろから相

互に必要な情報交換に努めているのを初め、ス

クールサポーターの学校訪問による教師との情

報交換や、校内外のパトロールを通じるなどし

て、いじめを含めた各種問題事案の把握や指導

・助言を行っているところであります。いじめ

問題への対応につきましては、教育上の配慮等

の観点から、一義的には教育現場における対応

を尊重しつつ、犯罪行為がある場合には、被害

少年や保護者の意向、学校における対応状況を

踏まえながら、警察として必要な捜査、補導等

の対応をとることとしております。

ぜひ、いじめ事案において学○右松隆央議員

校との連携強化を、これからもよろしくお願い

いたします。

以上で、私の一般質問の全てを終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。（拍

手）

次は、横田照夫議員。○宮原義久副議長

〔登壇〕（拍手） 毎日、私の○横田照夫議員

家の上を、新田原基地のジェット戦闘機が大き

な音を立てて飛んでいます。私の家は、騒音補

償区域にありまして、防音工事を施してもらっ

ています。昨年の11月に防衛省が唐突に示した

新田原基地騒音補償区域見直し問題で、今、周

辺の２市３町の自治体が大きく揺れておりま

す。午前中に図師議員も触れられましたが、ま

さに対象者である私がこの質問をしないわけに

はいきませんので、まず、この問題について質

問をさせていただきます。

私の母校である佐土原小学校は、私たちのこ

ろはまだ木造校舎でした。授業中にジェット機

が飛んでくると、先生の声は全く聞こえません

でした。ジェット機は次から次に飛んできます

ので、そのたびに授業を中断せざるを得ないよ

うな状況でした。

６年生のころ、運動場に防音校舎の建設が始

まりました。不自由な生活をしましたが、新校

舎ができ上がったのは私が卒業した後でした。

中学校では、２年生のときに普通教室の防音工

事が行われ、体育館をパネル板で４等分した仮

の教室や、技術室、美術室などの特別教室を普

通教室のかわりに使いました。小中学生のころ

は、本当に不自由な学校生活だったことを覚え

ております。昭和58年ごろから民家の防音工事

も始まりましたし、各地区の公民館なども防音

施設となりました。

このように、防音工事には多大な予算が必要

ですので、どこかで線引きをする必要があるこ

とは十分に理解をしております。でも、その境

界線の内側と外側で騒音の大きさが変わるわけ

ではありません。それで、以前から境界線周辺

では大きな不公平感がありました。そこで、周

辺自治体は、騒音補償区域の拡大をずっと要望

してきました。

でも、今回、防衛省が提示したのは、それと

真逆の補償区域を半分に減らすというものでし

た。この案でいきますと、高鍋町と佐土原町は

全域が、西都市もかなりの部分が対象から外れ

ることになります。これでは周辺自治体の理解

が得られるわけがありません。確かに、ジェッ

ト機の機種が新型に変わって、騒音も若干減っ

てきているようには感じますが、でも、そうい

うものではないと思います。

以前、西都市で、ジェット機が民家に墜落
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し、４名が死傷するという事故がありました。

パイロットは、最後まで民家のない河川敷まで

機体を持っていこうと頑張った結果、脱出する

機会がおくれてしまって亡くなったと聞いた覚

えがあります。このように、地元住民は、騒音

と危険性をあわせ持ちながら、基地とつき合っ

てきているわけです。でも、みんな基地は国防

上重要な施設だという思いで、基地と良好な関

係を築くために努力をしてきましたし、今後も

そうありたいと思っています。

防衛省には、そういう地元住民の思いを十分

に酌んでいただきたいと思いますし、県にはぜ

ひ、県民サイドに立っていただき、県民の安全

・安心な生活や快適な住環境を守るために、周

辺自治体と一緒に行動をとっていただきたいと

思います。そこで、知事に、今回の騒音補償区

域見直しに対しての県の立ち位置をお伺いし、

後の質問は質問者席にてさせていただきます。

（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

新田原飛行場に係る第一種区域等の見直しに

つきましては、これまで区域拡大を求めてきま

した関係２市３町の意向や、日々騒音に悩まさ

れている地域住民の声が最も重要であるという

ふうに考えておりまして、県もこうした地域の

声を踏まえながら対応していくことが基本であ

ると考えております。こうしたことから、県に

おいては、昨年12月に、関係市町の意向を最大

限に尊重すること、地元における理解が進まな

い間は、解除告示は実施しないことなどを国に

強く要望したところであります。

これまでも、新田原基地周辺協議会に県もオ

ブザーバーで参加するなど、関係市町と連携、

情報共有を図りながら取り組んでまいりまし

た。国の動きを見きわめながら、引き続き、関

係市町と緊密に連携を図りつつ、適切に対応し

てまいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

新富町が昨年度、目視で確認○横田照夫議員

した飛行回数は約４万回だったそうですが、基

地の管制塔が離着陸を許可した回数は約２

万5,000回で、両者には１万5,000回もの開きが

あります。このことをどのように判断されます

か、危機管理統括監にお尋ねします。

飛行回数等○危機管理統括監（畑山栄介君）

の違いについては、新富町が独自に目視調査を

している年間の飛行回数と、国が市町村に交付

する特定防衛施設周辺整備調整交付金の算定基

礎とされた年間の管制回数に大きな乖離がある

として、新富町が指摘しているものでありま

す。また、今回の第一種区域等の見直しのため

の騒音度調査における年間の飛行回数は、防衛

省によると、約３万1,000回とされております。

騒音度調査の飛行回数の算定上、日々の飛行回

数の変動が大きいことを踏まえた取り扱いを

行っているということで、飛行回数等の調査、

算定の方法などには、それぞれに違いがあるも

のと考えられます。

こうした飛行回数等の違いについて、稲田防

衛大臣は、先月の衆議院予算委員会で、「騒音

度調査における飛行回数や管制回数において

は、それぞれ算定方法があるが、防衛省として

は、飛行回数等の違いについて、確認を行った

上で、地元の皆様に説明できるよう、しっかり

と取り組んでまいりたい」と答弁しておりま

す。本県としては、大臣の答弁のとおり、国に

おいて、しっかりと説明していただきたいと考

えております。

タッチ・アンド・ゴーという○横田照夫議員
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訓練があります。これは、航空機が着陸する際

に、着陸を直前で中止するということで、車輪

が滑走路に触れた瞬間に再び加速して離陸しま

す。パイロットが精通すべき技術の多くが含ま

れる複雑な作業であって、飛行訓練における必

須科目でもあるそうです。

新田原基地でも、夕方、訓練から帰ってきた

ジェット機がそのまま着陸せずに、タッチ・ア

ンド・ゴーをして何回も頭の上を回っていま

す。つまり、管制塔からの離着陸の許可は１回

でも、着陸の際、タッチ・アンド・ゴーの訓練

で何回も着陸行動を繰り返しますので、実際に

周辺上空を飛ぶ回数としてはふえるんじゃない

かと思います。新田原基地における航空機によ

る墜落事故や部品落下事故等はどういう状況で

しょうか。これも、危機管理統括監、お願いし

ます。

新田原基地○危機管理統括監（畑山栄介君）

所属の航空機による墜落事故は、昭和32年の基

地開設以来、34件発生しております。直近で陸

上に墜落した事故としては、昭和61年に西都市

に航空機１機が墜落し、操縦者１名が死亡して

おります。その後、陸上に墜落した事故はあり

ませんが、昭和62年、平成元年、５年、９年

に、航空機各１機が日向灘に墜落し、昭和62

年、平成元年の事故では、それぞれ操縦者が２

名死亡しております。また、平成11年には、航

空機１機が長崎県の西方海上で墜落し、操縦者

２名が死亡しておりますが、それ以後は墜落事

故は発生しておりません。

部品落下事故につきましては、平成26年度は

パネルなど25個、27年度はレンズなど10個、28

年度は、４月から９月までの間に、ボルトな

ど15個の部品が落下したと伺っております。

最近は、墜落事故は発生して○横田照夫議員

いないようですけど、部品落下事故は毎年発生

しています。整備員は、絶対事故は起こさない

という思いで、万全の整備をしているとは思い

ますが、でも、相手は機械です。経年劣化もあ

れば金属疲労もあるでしょう。整備のときは異

常がなくても、激しい飛行訓練の際に故障が起

こり、事故につながることも十分に考えられる

と思います。

ボルトなどの小さな部品でも、上空から落ち

てきて、例えば車のフロントガラスにでも当た

れば、大事故につながるとも考えられます。騒

音と危険性を抱えているという意味では、沖縄

の普天間基地や嘉手納基地などと何ら変わるも

のではありません。スクランブル任務を有する

主要基地の中で、新田原基地が一番周辺自治体

との関係がいいので、まず、新田原基地で実績

をつくろうとしているのではないかという意見

もありますけど、知事はどう考えられますか。

第一種区域等の見直し○知事（河野俊嗣君）

につきましては、全国的に逐次実施されている

ものでありまして、新田原飛行場については、

平成25年度の飛行教育体制の見直しに伴う部隊

の改編によりまして、騒音状況に変化が予想さ

れたことなどから、平成26年度から27年度にか

けて、騒音度調査を実施したというふうに伺っ

ております。全国の在日米軍再編に係る訓練移

転先である６基地の中では、新田原が最初の見

直しとなりますが、国は、周辺自治体と基地と

の関係が理由ではないとしております。

いずれにせよ、新田原基地と周辺自治体と

が、長年にわたる取り組みにより、良好な関係

が築かれてきたものというふうに考えておりま

して、これを維持することは大変重要なことで

あろうかと思っております。国においては、関

係市町、地域住民の声によく耳を傾け、地元の
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理解をしっかり得ていただきたいと考えており

ます。

全国の航空自衛隊６基地周辺○横田照夫議員

自治体の協議会で、歩調を合わせるという確認

もされたようです。まず、新田原基地で実績を

つくってからということでは進まないと思いま

す。また、周辺住民や自治体が基地と良好な関

係にあるのは、基地隊員も含めて、双方がそれ

なりの努力をしてきているからです。そういう

努力を利用するというようなことがあってはな

らないと思います。

防衛省は、２月13日からの10日間で騒音の体

感・測定調査をしました。これは、地元関係者

から、騒音の現状を体感して実情を理解してほ

しいとの要望に応じて行われたものです。防衛

省は、３月までに行うとしていた現行区域の解

除告示は強行せず、この体感調査の結果を踏ま

え、住民と意思疎通を図り、しっかり取り組む

と言っていますが、これには見直し案の白紙撤

回も含まれていると考えていいものでしょう

か、知事にお伺いします。

先月の衆議院予算委員○知事（河野俊嗣君）

会で、防衛省の担当局長は、「３月の告示解除

を見送り、現在実施中の体感調査の結果などを

踏まえ、関係自治体及び住民の皆様と意思疎通

を図り、しっかり取り組んでまいりたい」と答

弁しております。この中で、関係市町が要望し

ております白紙撤回を含むのか否か、具体的に

は言及されておらず、この点について、現時点

では明確な回答はなされておりません。

県としましては、体感調査の結果などを踏ま

え、国がどのような対応を行うのか、引き続き

注視していきますとともに、国に対しては、関

係市町の意向を最大限尊重し、真摯に対応して

いただくよう、引き続き強く求めてまいりたい

と考えております。

地元関係者が騒音の現状を体○横田照夫議員

感して実情を理解してほしいと要望されたとい

うことは、その中には、白紙撤回してほしいと

いう強い思いが入っているのだと思います。不

満に対してのガス抜きのような意味合いで体感

調査をして、結果、解除告示をちょっとだけ延

期したということではいけないと思います。

また、航空自衛隊のスクランブル回数は、今

年度1,000回以上となっておりまして、冷戦時代

を超えて過去最多となっているそうです。区域

を縮小させる理由の一つに、飛行回数の減少も

挙げられていますが、近隣諸国との緊張関係が

厳しくなっている現状を考えると、日米共同訓

練も含めて、これまで以上に飛行回数がふえる

可能性もあるのではないでしょうか。

私たちは防衛議員連盟をつくっています。防

衛議員連盟は、自衛隊が活動しやすい環境をつ

くるために活動する団体です。知事も宮崎県防

衛協会の会長をしておられますが、防衛協会も

同じような目的を持つ団体ではないでしょう

か。基地は、周辺住民と良好な関係を保てて、

またそういう環境の中で、初めてその機能を十

分に発揮できるものではないかと思います。防

衛施策は確かに国の専権事項ではありますが、

新田原基地の機能を十分に発揮してもらうため

にも、知事にはぜひ県民の先頭に立っていただ

き、見直し案の白紙撤回に向けて行動をしてい

ただきたいと思います。

次に、建設技能労働者確保について、県土整

備部長にお尋ねします。

県は今年度、最低制限価格の見直しの必要性

を検討するために、建設工事のコスト調査を実

施しました。徳重議員の質問にもありました

が、次の質問につなげるために、改めてその結
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果をお伺いします。

今回のコス○県土整備部長（東 憲之介君）

ト調査につきましては、平成27年４月以降に発

注し、28年６月までに完成した1,172件の工事の

うち、303件を抽出し、有効データ217件につい

て集計・分析を行っており、あわせて、収支結

果に対するアンケート調査も実施したところで

あります。調査結果としましては、収支がプラ

スとなった工事の件数が176件で全体の81％、マ

イナスとなった工事の件数が41件で19％であ

り、全体の平均損益率がプラス８％となってお

ります。

また、アンケート調査では、収支がプラスの

主な理由として、「工期短縮が図られた」など

の意見や、マイナスの主な理由として、「予定

価格や設計変更に要因がある」などの意見をい

ただいたところであります。

その結果をどう判断し、それ○横田照夫議員

を踏まえて、最低制限価格を見直すことになっ

たのかどうかをお伺いいたします。

数年前に他○県土整備部長（東 憲之介君）

県が行ったコスト調査におきましては、収支が

マイナスとなった工事が４割を超え、全体の平

均損益率もマイナスとなっておりましたが、こ

こ数年の設計労務単価や昨年度の諸経費の全国

的な引き上げの影響もありまして、本県の場

合、全体としては利益が出ているものと考えて

おります。また、本県における建設業の経営状

況につきましても、企業の収益性をあらわす

「総資本経常利益率」などの経営指標や倒産件

数などの推移を見ますと、回復傾向にあるので

はないかと考えております。

本県の最低制限価格につきましては、経済・

雇用対策の一環として、予定価格のおおむね90

％としており、国の水準よりも高くなっている

ところであります。これらを総合的に勘案いた

しまして、現在のところ、最低制限価格の水準

を見直す状況にはないと判断したところであり

ます。

今、建設産業では、どの技能○横田照夫議員

分野も技能労働者の育成・確保が大きな問題と

なっています。県としては、技能労働者を初

め、建設産業の担い手の育成・確保が進まない

要因をどのように考えておられるのでしょう

か。

県内の建設○県土整備部長（東 憲之介君）

産業における技能労働者等については、有効求

人倍率が他の産業に比べて高い水準で推移し、

業界団体との意見交換の中でも、若年者の確保

が難しいといった御意見を伺っておりまして、

担い手の育成・確保は喫緊の課題であると認識

しているところであります。

建設産業において、担い手の育成・確保が進

まない要因としましては、少子高齢化の急速な

進行により、産業間の人材獲得競争が厳しさを

増す中で、他の産業と比べると、賃金水準や完

全週休２日制の導入率が低いこと、年間の労働

時間が長いことなどが影響していると考えてお

ります。

確かに日本建設業連合会も、○横田照夫議員

人材の育成・確保に関して、年間労務賃金水準

を全産業労働者平均レベル（約530万円）となる

ように努める、適正な受注活動等により技能労

働者の社会保険加入に必要な法定福利費を確保

する、作業所の全日曜日の閉所、土曜日の月２

回閉所を目指すなどを挙げておられます。

現在、最低制限価格は、建設工事で予定価格

のおおむね90％程度、建設関連業務で80～85％

程度となっていて、ほとんどの入札で最低制限

価格に張りつくような応札状況になっていま
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す。当然、発注者は、適正な労務賃金や法定福

利費も予定価格に反映させておられると思いま

すが、入札結果により差し引かれた10％の中

に、それが入っているのではないかと思えてし

ようがありません。

全産業と比べて高齢化が著しい建設産業は、

今後、高齢者の大量離職時代が確実に到来しま

す。技能労働者が育たずに、技能の継承ができ

なかったら、そのしわ寄せを受けるのは、施設

の利用者である県民です。県民がそういう不利

益をこうむらないような技術の継承を進めるた

めにも、技能労働者を初め、建設産業の担い手

の育成・確保ができるような最低制限価格の見

直しを含む入札制度のあり方を検討すべきと思

いますが、いかがでしょうか。

社会資本整○県土整備部長（東 憲之介君）

備や防災・減災を担う建設産業における担い手

の育成・確保は大変重要であると認識してお

り、これまでも入札制度などにおいて、設計労

務単価の引き上げや、総合評価落札方式による

若手技術者の育成支援のほか、本年度から、週

休２日モデル工事や、女性技術者等の職場環境

を改善するモデル工事の試行に取り組むなど、

雇用環境の整備に努めているところでありま

す。

また、今回、最低制限価格につきましては、

見直す状況にないと判断しているところであり

ますが、コスト調査の結果を踏まえ、引き続

き、「適正な予定価格の設定」や「適切な設計

変更」などに、より一層努めていくこととして

おります。県としましては、今後とも、建設関

係団体と連携を図り、技能労働者を初めとする

建設産業の担い手の育成・確保に努めるととも

に、企業の経営基盤強化など、建設産業の健全

な育成にしっかりと取り組んでいきたいと考え

ております。

例えば、県がある建物をつく○横田照夫議員

るときに1,000万円かかると積算したら、業者

だって1,000万円かかると思うんですよね。入札

での競争の中で、技術力や効率化などの経営努

力で若干の軽減はできるかもしれませんし、そ

れが入札制度の目的でもあると思います。で

も、経営努力で軽減できるのはあくまでも若干

で、ほとんどの工事で10％も軽減できるもので

はないのではないでしょうか。ほとんどの応札

が最低制限価格近くに張りつくのは、そこに入

れないと仕事がとれないからであって、経営努

力によるものではないというふうに思います。

最低制限価格は、これ以上低くなったら品質

の確保が難しいというラインだと思います。で

すから、入札のほとんどが最低制限価格ぎりぎ

りでの落札になれば、必ずどこかに無理が生じ

るのではないでしょうか。その無理が、技能労

働者の賃金や社会保険などの処遇に来ているよ

うに思えて仕方がありません。

今回のコスト調査で、現在のところ、最低制

限価格の水準そのものを見直す状況にはないと

判断されたようですけど、それは調査の結果で

の判断ですので尊重しますが、技能労働者を

しっかり育成・確保して、建設産業を将来的に

も維持発展させるためという観点からも、引き

続き、入札制度のあり方の検討を続けていただ

きたいと思います。

次に、クロピラリドについて、農政水産部長

にお尋ねします。

最近、クロピラリドという除草剤の存在を初

めて知りました。クロピラリドとは、アザミや

クローバー等の広葉雑草を枯らす選択性の除草

剤で、日本での登録はないようですけど、アメ

リカやカナダ、オーストラリアなどでは、麦
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類、トウモロコシ、牧草等に登録されていま

す。人の健康や家畜の健康、肉・乳等の畜産物

の品質・安全性に影響する危険性はないと言わ

れておりますけど、クロピラリドが残留した飼

料を食べた家畜のふん尿を原料としてつくられ

た堆肥を施肥して育ったスイートピーやトマト

などの作物に、生育障害が発生することがある

そうです。そこで質問ですけど、クロピラリド

が国内で使用が認められていない理由は何なの

でしょうか。

クロピラリド○農政水産部長（郡司行敏君）

は、御質問にもありましたように、アメリカ等

で製造された除草剤であり、国内で使用するた

めには、輸入業者等が農薬取締法に基づき、農

林水産大臣の登録を受ける必要がございます。

しかしながら、国内では既に、飼料作物等の生

産に使用できる効果的な除草剤がありますこと

から、生産者団体等からクロピラリドについて

の登録要請はなされておらず、結果的に登録農

薬でないことから、使用は認められていないと

ころでございます。

クロピラリドが原因で、ミニ○横田照夫議員

トマトやスイートピー等に生育障害が発生した

と疑われる事例が、全国的に確認されているそ

うですけど、いつごろから確認され始めたので

しょうか。

クロピラリド○農政水産部長（郡司行敏君）

が原因と疑われる生育障害は、平成17年度に初

めて他県のミニトマトで確認され、これまで

に、本県を含め、全国で36件確認されておりま

す。また、本県では、平成26年度に初めてミニ

トマトで２件確認され、次いで本年度、障害の

程度が軽微なものも含めますと、ミニトマトで

３件、スイートピーで７件の発生を確認したと

ころであります。なお、そのほとんどは、早期

の植えかえ等により、被害は最小限に食いとめ

られておりますが、今回、経営に大きな影響を

与えた事例も発生したところであります。

クロピラリドの耐性として、○横田照夫議員

本県主産品では、トマト、スイートピー等が極

弱、ピーマン等が弱、キュウリ、メロン、ニガ

ウリ、たばこ等が中となっていますけど、弱や

中の品目に障害は出ていないのでしょうか。

本県では、ミ○農政水産部長（郡司行敏君）

ニトマト及びスイートピー以外の品目での発生

は確認されておりません。一方、全国では、ト

マト類での発生が多く、これ以外の品目として

は、ナス、ピーマン、トウガラシ等で発生が確

認されているところであります。

我が国の大型畜産農家は肥育○横田照夫議員

が中心ですが、使っている飼料の９割弱はこれ

らの国から輸入しています。それらの飼料のど

れくらいにクロピラリドが使われているのかは

わかりませんが、使われている可能性も十分あ

りますので、非常に不安です。もしクロピラリ

ド問題で堆肥がはけなかったら、畜産経営はそ

れだけで行き詰まってしまいます。そこで、ク

ロピラリド対策に今後どう取り組んでいかれる

のかお尋ねします。

本県農業にお○農政水産部長（郡司行敏君）

いて、耕畜連携による牛ふん堆肥の土づくりへ

の有効活用は、今後とも大変重要な取り組みで

あると考えております。一方、クロピラリドに

ついては、水溶性のため、これまで露地品目で

の発生は認められていないこと、それから施設

園芸におきましては、ナス科やマメ科の特定品

目で生育障害が確認されていること等の情報

を、農家を初め、関係者に広く周知する必要が

あると考えております。

今後の対策といたしましては、畜産農家にお
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いて、クロピラリドの残留可能性の有無につい

て、園芸農家に確実に伝える仕組みづくりを現

在進めているところであり、また、園芸農家に

おいては、クロピラリドに感受性の強い植物を

使った生物検定による事前チェックを推進する

こととしております。県といたしましては、こ

れらを対策マニュアルとして早急に整備し、そ

の周知徹底を図るとともに、国を初め、関係機

関・団体と連携しながら、畜産農家と園芸農家

の両方に影響が出ることのないよう、しっかり

取り組んでまいりたいと考えております。

農業者からは、このような被○横田照夫議員

害が発生した際に、被害農家に対する何らかの

補償を求める声も聞かれますが、どのように考

えておられるかお伺いします。

補償といいま○農政水産部長（郡司行敏君）

すと、農業経営のセーフティーネットである農

業共済制度をすぐ思い出すわけでございます

が、現在の農業共済制度につきましては、自然

災害や病害虫による減収等を対象としており、

今回のクロピラリドによる生育障害を原因とす

る収入減少は、補償の対象となっておらず、現

状では、対応できる制度がない状況でございま

す。

このため、県といたしましては、国を初め、

関係機関・団体等と連携しながら、経営損失に

つながるような障害の再発防止に向けて、繰り

返し啓発を行いますとともに、クロピラリドを

吸着する資材の効果の検証など、発生した場合

の影響を軽減する技術検討を進めているところ

であります。

なお、補償につきましては、現在、国で検討

が進められている「収入保険制度」が、農業経

営全体を対象として減収を補償する制度になる

見込みであることから、今後、その補償範囲を

しっかり注視してまいりたいと考えているとこ

ろです。

今のところ、被害が発生した○横田照夫議員

場合でも補償はないということですので、発生

を未然に防ぐことが大事だと思います。そのた

めには、畜産農家は、堆肥にクロピラリドが

入っているかどうかを確認し、もし入っておれ

ば、そのことを園芸農家に伝え、園芸農家は、

これからつくろうとしている作物にクロピラリ

ドの耐性があるのかどうかを把握した上で作業

にかかるということかなと思います。

畜産農家も園芸農家も、堆肥や土壌の成分検

査をしっかり行うなど、やるべきことをしっか

りやれば、そう心配することはないのではない

でしょうか。まだ全国的にも発生件数は少なく

て、余り過敏に反応する必要もないような気も

しますので、農家等に正確な情報を周知してい

ただきますようお願いいたします。

次は、宮崎国体デモ競技等について、教育長

にお尋ねします。

２巡目国体が2026年に内定して、多くの県民

が大いに楽しみにしておられることと思いま

す。また、２巡目国体を絶好の機会と捉え、こ

の機会にしっかりとアピールしたいと考えてお

られる競技団体もあるのではないでしょうか。

そこでお尋ねしますが、国体の正式競技はどの

ように決定されるのでしょうか。

国体では、現在、正○教育長（四本 孝君）

式競技として、陸上競技や水泳など、40競技が

実施されております。その選定基準としては、

日本体育協会に加盟している競技団体の競技で

あること、全ての都道府県にその競技団体が存

在するとともに、各都道府県の体育協会にも加

盟していることなどとなっております。

なお、正式競技の決定につきましては、日本
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体育協会が設置している国体委員会の中で審議

されており、本県で開催されます２巡目国体の

正式競技につきましては、来年度中には決定さ

れる予定となっております。

正式競技とは別に、デモンス○横田照夫議員

トレーションスポーツというものがあるそうで

すが、どのようなものでしょうか。

国体において実施さ○教育長（四本 孝君）

れる競技は４つに分かれておりまして、競技性

の高い「正式競技」、普及を目的とした「公開

競技」、地方スポーツの振興のための「デモン

ストレーションスポーツ」、高校野球を対象と

した「特別競技」となっております。その中で

も、デモンストレーションスポーツにつきまし

ては、国体を実施する都道府県の体育協会に加

盟している競技団体の競技の中から選定するこ

ととなっており、参加者の対象は、開催地の都

道府県内に居住している者とされております。

なお、昨年の岩手国体では、デモンストレー

ションスポーツとして、ウオーキングやエアロ

ビック、ソフトバレーボールなど、29競技が行

われております。

国体に関しては、マスコミ報○横田照夫議員

道も正式競技のことがほとんどで、デモンスト

レーションスポーツのことは全然知りませんで

した。国体開催を機に、県民みんなでいろんな

スポーツに触れ合い、健康を高めていこうとい

うことだと思います。早い段階で、国体の全体

像を県民に周知し、機運を盛り上げていきたい

ものだと思います。

昭和54年の宮崎国体では、ふるさと紹介とし

て、全国から集まった選手団に四半的弓道を見

ていただいたそうです。本県が発祥の地である

四半的弓道は、宮崎国体で紹介された後は、武

道として、またスポーツとして、熊本県や鹿児

島県を初め、北海道、関東、近畿地方にも愛好

団体ができているそうです。

四半的弓道の競技団体は、２巡目国体を機

に、さらに四半的弓道を全国に普及させたいと

いう思いを持っておられます。デモンストレー

ションスポーツは、県民が対象で、県民が楽し

むものということですが、四半的弓道を２巡目

宮崎国体の開会式で紹介したり、天皇杯には含

まないけど、県外の競技者にも参加してもらえ

る競技として扱ってもらうことはできないもの

でしょうか。

昭和54年に開催され○教育長（四本 孝君）

ました宮崎国体の開会式では、議員がおっしゃ

いましたように、四半的弓道のほか、小・中・

高校生等による集団演技や、高千穂神楽、ひえ

つき節といった、本県の代表的な郷土芸能が紹

介されております。２巡目国体の開会式におい

ても、宮崎の魅力や自然・文化のすばらしさを

全国に発信する絶好の機会であると考えており

ますので、その内容につきましては、来年度立

ち上げます県準備委員会で、今後しっかりと検

討してまいりたいと考えております。

また、四半的弓道を県外の競技者が参加でき

る競技とするためには、正式競技や公開競技と

して実施する必要があるわけでありますが、そ

れらの基準が「日本体育協会に加盟する競技団

体の競技」となっておりますことから、現在の

状況では難しいものと考えております。

先日の宮日新聞の「窓」の欄○横田照夫議員

に、73歳の男性の投稿が載っておりまして、

「１試合30回の矢を射ると、緊張と弛緩の繰り

返しが心と体の両面にとてもいいと感じてい

る」とありました。高齢者社会となった今、健

康維持と娯楽を兼ねた運動として、四半的弓道

は最適なスポーツだと思いますし、いつでも、
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どこでも、一人でも練習できる四半的弓道を全

国に普及させたいものだと考えます。昨年、青

島であった九州知事会で、参加者に四半的弓道

を体験してもらったそうです。河野知事も体験

されたことがあるそうですが、知事の感想をお

聞かせください。

私も毎年、ねんりん○知事（河野俊嗣君）

ピックで、四半的弓道の矢渡しをさせていただ

いております。昨年度は、放った４本の矢は全

て外れたわけでありますが、今年度は、何とか

当たって、これは大いに感激したところであり

ます。

本県発祥の四半的弓道は、御指摘のように、

男女、年齢を問わず、いつでも、どこでも、誰

もが手軽に楽しめるスポーツであるというふう

に考えております。また、特に海外からのお客

様には、日本の伝統に手軽に触れていただくこ

とができる気軽なアトラクション、宮崎ならで

はの観光資源にもなるのではないかと期待して

おるところであります。

今御指摘がありました昨年の九州知事会、こ

れは私が指示しまして、競技団体の方にも協力

いただきながら、ＡＮＡホリデイ・インリゾー

トで、懇親会が始まる前に、ほかの県の知事や

経済界の代表の皆さんに少し楽しんでいただき

ましたが、好評いただいたところであります。

本県では、年間を通して大会が開催されてお

りますし、競技団体の御努力もあって、愛好家

も数多くおられるわけであります。今後、四半

的弓道が、国内外の多くの皆様に楽しんでいた

だけるスポーツとして、また、宮崎を訪れたと

きの観光資源、アトラクションとして楽しんで

いただけるような広がりを持てるように、期待

してまいりたいと考えております。

日南地方では、今でも伝統を○横田照夫議員

受け継いで、焼酎を飲みながら楽しんでいるグ

ループもありまして、地域の観光振興に大きく

寄与しておられますが、一方で、スポーツとし

て競技しておられる皆さんは、焼酎などは一切

飲まれません。

今回の要望は、そのスポーツ競技としての四

半的弓道を国体に取り入れてほしいということ

です。でも、今の教育長の答弁を聞きますと、

県外の競技者に参加してもらうためには、「日

本体育協会に加盟する競技団体の競技」という

基準があって、四半的弓道は、今のところ、そ

の基準に見合っていないようですので、ちょっ

と難しいのかなとも思います。

でも、開会式や各市町村での競技会場等で県

内外の皆さんに体験してもらうことは、可能性

としてあるのではないかと思います。知事も言

われましたように、今後、四半的弓道が国内外

の多くの皆さんに楽しんでいただけるスポーツ

としてさらに発展していけるよう、競技団体か

らの相談にも乗っていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

最後に、「ゆたかさ指標」についてお尋ねし

ます。

私が初めて選挙に出るときに、後援会の皆さ

んから「何かキャッチフレーズになるものを考

えてはどうか」と言われまして、「心豊かに暮

らそうよ」という言葉を考えました。それを後

援会の皆さんに見てもらいましたら、「何かそ

ら。もっとぴしっとしたものは考えられんと

か」と言われました。でも、どんなに考えて

も、それしか浮かんでこなくて、そう言いまし

たら、「まあ、おまえらしくていいか」と言っ

てもらいまして、それからずっと「心豊かに暮

らそうよ」という言葉をキャッチフレーズとし

て使っています。
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私は、これまで「宮崎の価値」といった項目

で一般質問でも取り上げましたし、これまで一

貫して、そういう思いをもとに活動してきたと

考えております。私のキャッチフレーズである

「心豊かに暮らそうよ」には、確かに県民所得

は少ないんだけど、それを補うに余りある豊か

さがある宮崎県にしたい、そういう思いが入っ

ています。その「ゆたかさ」を今回、「ゆたか

さ指標」として見える化、標準化していただい

たということは、画期的なことで、大変うれし

く思っております。

この「ゆたかさ指標」では、「県民の「目に

見えるゆたかさ」指標」と「県民が伝えたい

「心で感じるゆたかさ」指標」の２種類の指標

が示されています。「目に見えるゆたかさ」で

は、全体を総合した「ゆたかさ指数」は51.2で

全国10位となっており、「経済」など厳しい分

野もあるものの、それを補う「ゆたかさ」が存

在するとあります。まさに私のキャッチフレー

ズの思いと一致しており、うれしい限りです。

そこで、知事にお尋ねしますが、知事は、「県

民の「目に見えるゆたかさ」指標」を見て、全

体的にどう感じておられますか、所感をお聞か

せください。

私は、人口の減少であ○知事（河野俊嗣君）

りますとか経済成長の低迷、また国際情勢も混

迷する中で、日本という国のこれから目指すべ

き社会像が、なかなか見えにくくなっているの

ではないかなと感じるところであります。その

ため、「幸せとは何か」、また「真に豊かな暮

らしとは何か」について、県民一人一人に改め

て考えていただきたい、そして、希望ある宮崎

県の未来像を具体化していく、そのようなこと

が必要であろうと考えたところであります。

しかしながら、「ゆたかさ」というものは、

人それぞれに感じ方や大切に思う部分が異なり

ます。まずは、「ゆたかさ」を考えるベースと

して、さまざまな事象を客観的なデータで捉え

た「県民の「目に見えるゆたかさ」指標」を作

成したところであります。この指標を通じまし

て、総合的な視点から本県の「ゆたかさ」の姿

を捉えることができたのではないか、また、

「ゆたかさ」について語り合いやすくなったの

ではないかと感じているところであります。

今、議員の先見の明に敬意を表するところであ

りますが、多くの皆さんが、本県のよさや日々

の暮らしを見詰め直し、地域への愛着と誇りを

育むきっかけになればと考えております。

褒めていただいてありがとう○横田照夫議員

ございます。

もう一方の「県民が伝えたい「心で感じるゆ

たかさ」指標」の結果に対しては、どのような

所感を持っておられますか、これも知事にお伺

いします。

「ゆたかさ指標」につ○知事（河野俊嗣君）

いて、さまざまな角度から検討する中で、私も

常々感じておりましたが、人柄のよさ、県民性

のよさ、温かさとか、それから食べ物のおいし

さなど、「公的な統計データではあらわれない

本県のよいところがたくさんあるのではない

か」と、そのような御意見をいただいたところ

であります。

そうした本県のよさをあらわすものとして、

民間の調査データなども用いながら、「県民が

伝えたい「心で感じるゆたかさ」指標」をまと

めたところであります。この中では、例えば、

「地元産の食材が豊富なこと」を誇りに思う割

合が全国３位であるとか、「人のよさや優し

さ、おもてなしがよいこと」を誇りに思う割合

が全国１位といったデータがあるわけでありま
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して、内面的な「ゆたかさ」も再確認すること

ができたのではないかと考えております。

今回取り上げたデータ以外にも、まだまだ本

県の魅力を示すものがあろうかと思いますの

で、こうした指標の充実を図りながら、大事な

ことは、本県の価値を県民自身も認識し、そし

て県外に向けてもしっかりとアピールしてまい

りたいと考えております。

この指標の中で、「経済」○横田照夫議員

「時間」「くらしの便」「安心なくらし」の４

分野が全国平均を下回っており、特に「経済」

と「くらしの便」の分野で「ゆたかさ」が見え

にくいとなっています。

宮崎県には、消費者物価指数が全国一低いこ

ととか通勤時間が全国一短いことなど、暮らし

やすさにつながるようなランキング結果があり

ます。また、パソコンやタブレット等を所有さ

えすればインターネットにつながる環境があ

り、生活していく上では不便さを感じていませ

ん。加えて、交通事故の多さに関する指標も全

国と比べて随分悪い数値になっていますけど、

以前と比べると、「近年、発生件数は大きく減

少しているのに何で」という感覚を覚えます。

「ゆたかさ指標」には、本県のよさをアピー

ルする目的があるのに、逆効果ではないかとも

感じてしまいますが、このような実感が湧かな

い、また、マイナスイメージにもつながりかね

ない指標が取り上げられた理由と、このような

指標の改善にどう取り組んでいくのか、総合政

策部長にお伺いします。

本当の意味で○総合政策部長（永山英也君）

の「ゆたかさ」を実現していくためには、経済

だけでなく、地域のつながりや健康など、さま

ざまな角度から現状を客観的に捉え、よい点は

さらに伸ばし、また、課題については改善を

図っていくことが大切であると考えます。

そのため、指標の作成に当たりましては、県

内各地で、県民が実感している「ゆたかさ」や

充実・実現を望む「ゆたかさ」について意見交

換を行い、それを踏まえて、「経済」や「人を

育む力」など７つの分野を設定しますととも

に、統計学の手法を用いまして、各分野の状況

を示す代表的な統計データを選定いたしまし

た。

その結果、御指摘がありましたインターネッ

トや交通事故など、本県にとっては課題がある

ことを示すデータについても採用することと

なったところであります。こうした課題の面に

つきましては、県民を初め、企業や団体の皆さ

んともこれを共有し、改善に向けて、ともに取

り組んでまいりたいと考えております。

心の豊かさは、「目に見える○横田照夫議員

ゆたかさ」指標にあるような数字のもとに膨ら

んでいくものだと思います。「人を育む力」や

「健康」「自然」をさらに伸ばして、「経済」

「時間」「くらしの便」「安心なくらし」を改

善して、若者が地元に残りたいような、都会に

出て行った人がまた帰ってきたいような、県外

の人に宮崎のよさを聞かれたとき即答できるよ

うな、さらに、県外の人が移住したいと思って

くれるような、そんな宮崎県にしたいものだと

思います。これらの結果は、県民が共有するこ

とが大事です。県民にどのように周知していく

のか、また、この「ゆたかさ指標」を今後どの

ように活用していくのか、改めて、総合政策部

長、お聞かせください。

「ゆたかさ指○総合政策部長（永山英也君）

標」によって明らかになりました、本県のよ

さ、課題につきましては、今後、例えば、経済

の豊かさにつながる産業振興を通じた所得の向

平成29年３月６日(月)



- 246 -

平成29年３月６日(月)

上や、時間の豊かさにつながる文化・芸術に触

れる機会をふやす施策などの検討に生かしてま

いりたいと考えております。また、県民の皆様

と「ゆたかさ」を共有していくことが大変重要

であります。

このため、家庭や地域、学校など、さまざま

な場面で「ゆたかさ」について改めて考え、意

見を交わしていただけるよう、わかりやすい資

料を作成して周知を図り、県民の皆様とのさま

ざまな意見交換会を通じて、協働型の県づくり

を進めてまいりたいと考えております。

さらに、「県民が伝えたい「心で感じるゆた

かさ」指標」にあります、例えば、「結婚・子

育て生活のゆたかさ」「人柄の良さのゆたか

さ」などといったよい面につきましては、移住

フェアや就職説明会など、さまざまな機会を通

じて、県内外に積極的にアピールしてまいりた

いと考えております。

「県民が伝えたい「心で感じ○横田照夫議員

るゆたかさ」指標」の中に、「方言のかわい

さ」が自慢できる割合が19％で全国４位とあり

ます。これはソニー生命保険株式会社が調べた

生活意識調査の結果だそうですので、かなり信

憑性は高いと思います。以前、テレビの某番組

で、「女の子が使うとかわいい方言ランキン

グ」というのを取り上げていて、宮崎県は15位

だったそうです。客観的にもかなり上位にある

なと思いました。

昨年の３月まで、「てげてげ運転追放」とい

う宮崎弁の交通安全標語が使われていました。

交通事故の主要因である緊張感を欠く運転をな

くそうと、宮崎県民に親しみやすい標語として

７年間使われました。でも、県外の人に意味が

伝わりにくいということで、昨年３月いっぱい

で廃止になりました。

でも、私は、この「てげてげ運転追放」とい

う標語は大変好きでした。もちろん「てげてげ

運転」をしてはいけませんが、何となくぼやっ

としたファジー感覚といいますか、そういう宮

崎人気質が大変好きです。こせこせ、ぎすぎす

しない「てげてげな生活」も、宮崎の豊かさの

一つではないでしょうか。ちょっと早目ですけ

ど、質問もてげひんだれたかい、もうてげてげ

でやめちょきますわ。ありがとうございまし

た。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○宮原義久副議長

ました。

あすの本会議は、午前10時開会、一般質問及

び議案・請願の委員会付託であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時45分散会
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◎ 一般質問

○星原 透議長 これより本日の会議を開きま

す。

本日の日程は、一般質問及び議案・請願の委

員会付託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、重

松幸次郎議員。

○重松幸次郎議員〔登壇〕（拍手） おはよう

ございます。公明党宮崎県議団、重松幸次郎で

ございます。一般質問最終日となりました。通

告に従い順次質問をしてまいりますので、知事

を初め、関係部長の明快な御答弁をお願いいた

します。

私は先月、全国災害ボランティア議員連盟の

呼びかけで、地震・津波・台風による土砂災

害、そして火山噴火と、全ての種類の災害が過

去に起こっている、東京都の伊豆大島での研修

会に参加してまいりました。伊豆大島は、東京

都心から南へ120キロの太平洋に浮かぶ島、南北

約15キロ、東西約９キロ、人口は昨年９月現在

で8,365人、2010年に日本ジオパークに認定さ

れ、温暖な海洋性気候で、都心のリゾート地と

して親しまれています。

折しも１月29日から３月26日にかけて、1,450

種、約300万本のツバキが見ごろを迎える椿まつ

りが開催されており、フェリー乗り場や観光ス

ポットには、紺がすりの着物に前垂れ、頭にツ

バキの花柄手拭いという伝統衣装を着た「椿あ

んこさん」が出迎えていて、都はるみの「アン

コ椿は恋の花」のメロディーがフェリー乗り場

に流れていました。あんこさんとは、目上のお

姉さん、あねさんがあんこさんになまったとい

うふうに言われております。

さて、伊豆大島の自然災害の歴史は、約300年

前の元禄地震のときに、島の北部、岡田地区

で、高さ10メートルの津波が来て、56名の島民

が亡くなったとの記録があります。また、今か

ら29年前の1986年（昭和61年）11月15日、三原

山が1974年（昭和49年）以来12年ぶりに噴火

し、当時、約１万人の全島民は、救助船と観光

客船で脱出し、１カ月間の避難生活を余儀なく

されております。

さらに直近では、2013年（平成25年）10月16

日未明、台風26号による記録的大雨（１時間雨

量122ミリ、24時間降水量824ミリの観測史上１

位）に見舞われ、島の西部において、三原山の

中腹が幅950メートルにわたって崩落し、土石流

による死者・行方不明者39名の人的被害が起

こっております。このとき、特別警戒情報や避

難勧告が出なかったことで、避難発令のあり方

が大きく報道されております。

研修会では、１日目に、先ほどの過去の被災

概況と災害ボランティアの活動記録を学び、現

在も行われているダイナミックな導流堤や表面

浸食防止工などの砂防工事を見学、２日目は、

三原山噴火による火山監視体制の現況などを学

びました。全国から集った約50名の県・市区町

の議員さんと意見交換、防災や災害時支援のあ

り方を語り合う有意義な研修会でありました。

災害の教訓を忘れないことを肝に銘じながら、

質問に入らせていただきます。

まず初めに、平成29年度当初予算についてで

あります。

当初予算の概要については、昨日まで幾つか

の質問・答弁が行われたところでありますが、

平成29年度は、人口減少と中山間地域対策の強

化、世界ブランドのみやざきづくり、成長産業

の育成加速化の３つを重点政策として掲げ、

「未来志向の地方創生に取り組む予算」とされ

平成29年３月７日(火)
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たところです。

厳しい財政状況の中、本県の自然や気候風

土、所得だけではない「暮らしやすい豊かさ」

をアピールして、ＵＩＪターン、移住・定住に

力を入れ、特に県内外の若者が宮崎で働くこと

ができる環境をつくり、人手不足を解消し、地

域の活力を高めていくことに総力を挙げて取り

組むことと理解いたします。そこで、改めて、

特別枠の中の一つ、「「みやざき創生」の加速

化」とあわせて、「「みやざき新時代」への

チャレンジ」を設置した目的と、平成29年度の

特徴的な事業について、知事にお伺いします。

以上を壇上の質問として、以下、質問者席か

ら行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

「「みやざき新時代」へのチャレンジ」につ

いてであります。この事業は、厳しい財政状況

の中で、どうしても予算要求枠、シーリングを

設定せざるを得ないわけでありますが、通常の

要求枠では要求しにくいアイデアや、次年度以

降の事業展開につなげていくための取り組み

を、通常の新規・改善事業とは別枠で予算化し

たものであります。厳しい財政状況の中でも、

しっかりと知恵や工夫を出していこうという事

業であります。また、知事ヒアリングにおい

て、事業を担当する職員から直接説明を聞くこ

とで、私がその思いや熱意を感じ、受け取るこ

とができるということも大きな特徴であろうと

考えております。

今回の事業の中で、例えば、サーフィン環境

を整える「サーフコーストみやざき」づくり事

業は、担当課からは別の形で予算要求があった

ものを、ヒアリングした上で議論し、昨日も議

論がありましたが、日向市でジュニアの世界大

会が開かれる、そのような機運を捉まえて、事

業を再構築して予算化したものであります。

また、警察本部から提案されました、「年齢

及び出身地推定法確立のためのＤＮＡ研究事

業」のような、新しいことに意欲的にチャレン

ジしようとする取り組み、最初にこれをヒアリ

ングで聞きましたときは、どうして国が事業化

しないのかという議論もしたわけであります

が、県が大学の蓄積等も踏まえて率先して取り

組んでいこう、全国のトップを走っていこうと

いう意欲的な取り組みというものを評価し、予

算化したところであります。

平成29年度は、17の事業、約1.5億円を措置い

たしましたが、「「みやざき新時代」へのチャ

レンジ」という名前にふさわしい事業が構築で

きたのではないかと考えているところでありま

す。以上であります〔降壇〕

○重松幸次郎議員 ありがとうございました。

若手県職員のアイデアを募り、知事がその思

い、熱意を受けとめていただくことは、職員に

とっては大変仕事へのモチベーションが上がる

ものと期待し、ぜひ、このような県づくり、

「「みやざき新時代」へのチャレンジ」は続け

ていただきたいと思います。

次に、同じく特別枠の中の「大規模災害対策

基金事業」についてお尋ねいたします。本県の

災害対策強化が重要であります。今後、大規模

災害対策基金事業や東日本大震災等の被災地の

復興支援をどのように進めていくのか、知事に

お伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 東日本大震災から間も

なく６年を迎えるわけであります。あの災害の

記憶を風化させることなく、教訓を踏まえて、

我々に何ができるのかを考え、対策を進めてい

くというのが大変重要であると考えておりま
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す。本県におきましては、近い将来、南海トラ

フ地震の発生が懸念されておりますことから、

大規模災害対策基金を活用し、家庭や地域で災

害に備え行動する自助・共助の取り組みの促進

や、木造住宅の耐震化の一層の推進、また津波

避難タワーの整備等による避難の確保、広域連

携体制の充実・強化などを平成31年度までに前

倒しで実施することとしております。

また、引き続き、東日本大震災の被災者支援

に取り組むとともに、熊本地震の復興支援のた

め、農業土木や建築などの技術職を中心に、職

員の派遣も行っていくこととしております。被

災地を支援しながら、我々の今後の防災にも生

かす、そのような経験を積むということで、東

日本大震災の関係県には11人、熊本地震関係で

は７人ということで、中長期の派遣を行ってい

るところであります。これは、県庁の組織規

模、いろいろあろうかと思いますが、人口比、

またそういう職員の数でいいますと、全国トッ

プクラスの貢献をしておるという自負がござい

ます。今後とも、県民の生命・財産を守るた

め、常在危機という意識のもとで、総合的な防

災・減災対策のさらなる強化に努めてまいりま

す。

○重松幸次郎議員 よろしくお願いいたしま

す。

引き続き、あらゆる危機事象への防災対策に

ついて、何点かお尋ねいたします。

初めに、地震対策です。阪神・淡路大震災で

は、マグニチュード7. 3、最大震度７、死

者6,434名ですが、ＮＨＫによる死体検案書の分

析によると、地震当日に死亡した5,036人の76％

に当たる3,842人は、地震発生から１時間以内に

死亡しており、このうちの９割が圧迫死（圧

死、窒息死など）だったそうです。また、熊本

県でも、死者50名のうち、その多くは、木造家

屋が倒壊し、家屋の下敷きになって即死したと

見られると記録されております。

本県でも、17年度から木造住宅耐震化診断や

耐震化リフォーム事業が行われていますが、な

かなか耐震工事に至っていないとのこと。そこ

で、木造住宅の耐震化事業の27年度までの実績

は、診断の1,000件に比べ、改修工事が87件と少

ない状況にありますが、改修工事を推進するた

めの今後の取り組みについて、県土整備部長に

お尋ねいたします。

○県土整備部長（東 憲之介君） 耐震診断を

受けた木造住宅のほとんどが、耐震性が不足し

ている結果となっているため、大規模地震時に

おいて命を守るという観点から、ぜひとも耐震

化を図る改修工事を実施していただきたいと考

えております。このため、県におきましては、

改修工事に取り組みやすくなるよう、昨年７月

に、段階的な改修工事も補助対象とする制度の

拡充を行ったところであります。

さらに、来年度からは、新たな取り組みとし

て、診断は行ったものの改修工事に至っていな

い方々に対しまして、積極的な動機づけを行う

ため、専門的知識を有する木造住宅耐震診断士

による戸別訪問などを実施することとしており

ます。今後とも、このような取り組みにより、

木造住宅の耐震化をより一層推進してまいりた

いと考えております。

○重松幸次郎議員 よろしくお願いいたしま

す。耐震化工事、大変重要です。

また、先ほどの阪神・淡路大震災での死者

の10％相当、約600人は、室内家具の転倒による

圧死と推定されております。震災対策はまず家

庭内から始まります。家具（タンスや本棚、テ

レビ、冷蔵庫など）の転倒防止、ガラス飛散防
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止などがありますが、震度５を超える強い揺れ

に耐え切れない、例えばＬ字金具ですとか突っ

張り棒などがきいていない素人工事が多く見受

けられます。そこで、地域の自主防災活動を支

援する自主防災アドバイザーや家具固定推進員

の制度を実施できないか、危機管理統括監にお

尋ねいたします。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 自主防災組

織の結成や活動を支援すること、それから家具

の固定などにより、自分の命は自分で守る取り

組みを進めることは、自助・共助の観点から大

変重要であると認識しております。

このため本県では、地域の防災リーダーとし

て防災士を養成しており、今年度から、養成し

た防災士を地域や企業、学校などの研修や訓練

に講師として派遣する防災士出前講座を実施し

ております。この出前講座では、防災に関する

知識の普及・啓発や自主防災活動に対する助言

などを行うとともに、家具の固定に関する講座

や実習もメニューの一つとして実施していると

ころであります。今後も、こうした取り組みを

通じ、地域防災力の向上に努めてまいりたいと

考えております。

○重松幸次郎議員 県独自のアドバイザー認定

講習等を創設することを要望いたします。

続いて、津波対策です。前回も津波避難タワ

ー等の整備状況をお尋ねしましたが、その後、

我が会派で、宮崎港に昨年10月に完成した避難

高台「命の丘」を視察しました。港湾で働く方

など1,300名ほどが収容でき、パーゴラ（あずま

や）や簡易トイレも備えてありました。念のた

めにお尋ねいたします。宮崎港の津波避難高台

「命の丘」は標高13.5メートルでありますが、

最大クラスの津波でも浸水の心配はないか、県

土整備部長にお尋ねいたします。

○県土整備部長（東 憲之介君） 今回完成し

ました津波避難高台につきましては、平成25年

２月に本県が公表した南海トラフ巨大地震によ

る津波浸水想定で用いた津波モデルを使ってシ

ミュレーションを行っております。その結果、

津波の最大水位は、避難高台斜面でのせり上が

りを含め、標高9.8メートルとなり、さらに地震

による地盤の沈下や余裕高を考慮して、避難高

台の標高を13.5メートルとして計画いたしまし

た。したがいまして、現在想定されている最大

クラスの津波に対しましては、避難場所が浸水

することなく、避難された方々の安全が確保さ

れるものと考えております。今後とも、残る２

つの津波避難高台の早期完成に努めますととも

に、避難訓練等のソフト対策も含め、引き続

き、宮崎港における地震・津波対策を推進して

まいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 南海トラフ巨大地震での最

大津波は17メートル、これは串間市の海岸で、

宮崎港周辺は10メートル予想と聞きました。女

性職員の「命がけのアナウンス」で記憶にある

南三陸町の防災対策庁舎は３階建てでありま

す。その屋上に30名の職員が避難していました

が、津波は予想を超え、その２メートル上まで

襲ってきました。そして、助かったのは10名で

ありました。その人たちは、屋上のアンテナや

手すりにつかまることができた人だけでありま

した。ほかの避難タワーも含め、可能な限り、

さらなる安全対策を講じていただきたいと思い

ます。

次は、火山対策についてです。全国に110ある

活火山のうち、地震計や傾斜計、空振計、カメ

ラなどが設置され、24時間体制で監視されてい

るのは50火山にとどまるとされています。新燃

岳の噴火から６年が経過いたします。霧島山の
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監視体制はどうなっているのか。また、噴火し

た際の避難計画などの整備は進んでいるのか、

危機管理統括監にお尋ねいたします。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 霧島山は、

全国に50ある常時観測火山の１つであります。

福岡管区気象台が24時間体制で監視していると

ころであります。平成23年の新燃岳噴火後は、

監視体制の強化が図られ、現在は、気象庁を中

心に、82台の地震計や傾斜計などの観測機器が

整備されており、これらにより噴火の前兆を捉

え、福岡管区気象台が噴火警報を発表すること

となっております。

また、警戒避難体制の整備につきましては、

昨年８月に設立した霧島山火山防災協議会にお

いて協議を進めており、今年度は、硫黄山に噴

火警戒レベルを導入し、レベルに応じた関係機

関の対応について定めたところであります。

避難計画につきましては、想定火口ごとに関

係の市や町が作成することとされております

が、新燃岳については、高原町において作成済

みであり、御鉢と硫黄山については、国や県の

避難計画策定支援事業を活用しつつ、関係の市

や町において、具体的な避難計画の作成作業が

進められているところであります。

○重松幸次郎議員 82台の観測機器が整備さ

れ、24時間体制で監視、また避難計画も進んで

いるとのこと。命を守る火山防災を一層進めて

いただきたいと思います。

次に、豪雨土砂災害対策についてでありま

す。近年の温暖化の影響と見られる風水害の被

害は甚大です。平成27年９月10日、茨城県常総

市で鬼怒川の堤防が決壊し、甚大な浸水被害が

発生したことは記憶に新しいところです。本県

でも、平成17年の台風14号では、県内全域で床

上浸水が1,406棟あり、それから既に11年が経過

いたしました。そこで、宮崎市内の大淀川流域

における河川の対策について、県土整備部長に

お尋ねいたします。

○県土整備部長（東 憲之介君） 宮崎市内の

大淀川流域では、平成17年の台風14号で甚大な

被害を受けたことから、国及び県において、そ

れぞれが管理する区間で、同年より河川激甚災

害対策特別緊急事業に取り組んだところであり

ます。

事業の内容としましては、大淀川本川や支川

の大谷川などで、河道掘削や堤防の整備、排水

ポンプ場の設置などを行い、平成22年度に完成

したところであります。また、大淀川上流の宮

崎市高岡町では、県により、平成22年度から輪

中堤や宅地かさ上げを実施しており、年内に完

成する予定であります。これらの取り組みによ

り、平成17年の台風14号と同規模の出水に対

し、浸水被害が大幅に軽減されるものと考えて

おります。

現在、国においては、治水の安全性をさらに

高めるため、大淀川水系の整備計画の変更を検

討していると伺っており、県としましても、大

淀川水系の治水対策に、引き続き、国と連携し

て取り組んでまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 わかりました。かなりハー

ド面の対策工事は進んでいるようです。いつ襲

われるかわからない自然災害に、自分と家族を

守る対策は重要であります。防災の取り組みの

一つが、非常時用品の準備や水・食料の備蓄で

す。その水・食料の備蓄について、具体的にど

のような準備が必要であるのか、危機管理統括

監にお伺いいたします。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 県におきま

しては、最低でも３日分、可能な限り１週間分

の備蓄に取り組むよう、県民の皆様にお願いし
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ているところであります。備蓄の方法としまし

ては、日常使っている食べ物や飲み物を多目に

購入しておき、消費したらその分を補充するこ

とで、常に一定量を備蓄することができる、い

わゆるローリングストック法の実践を勧めてお

ります。

また、乳幼児や高齢者などの要介護者がいる

といった家族構成、ペットを飼っているといっ

た暮らし方など、それぞれの状況に応じて備え

るべきものは異なりますことから、御家庭で話

し合いながら必要な備蓄を行うことも重要であ

ります。このようなこともお示ししながら、引

き続き、備蓄を推進するための周知・啓発に取

り組んでまいります。

○重松幸次郎議員 ローリングストック法とい

う、常に消費期限が延長されるという取り組

み、しっかり備えていきたいと思います。宮崎

県では、「災害に備えている県民の割合100％」

を目指す計画を始めたようです。県民一丸と

なって取り組んでいきたいと考えております。

続きまして、健康社会についてお尋ねいたし

ます。

昨今、日本商工会議所などの経済団体が健康

経営について提唱しております。「健康経営と

は、「企業が従業員の健康に配慮することに

よって、経営面においても大きな成果が期待で

きる」との基盤に立って、健康管理を考え、戦

略的に実践することを意味しています。従業員

の健康管理・健康づくりの推進は、単に医療費

という経費の節減のみならず、生産性の向上、

従業員の創造性の向上、企業イメージの向上等

の効果が得られ、かつ、企業におけるリスクマ

ネジメントとしても重要です」とありました。

つまり、従業員の皆さんが健康で気持ちよく働

けることが会社経営の基本であるという視点に

立ち、戦略的にそれにどう実践しているかであ

ります。

全国の自治体や協会けんぽなども健康づくり

を後押しする取り組みが始まっています。九州

内では、大分県と協会けんぽが「健康経営事業

所認定制度」を、熊本県の協会けんぽは「ヘル

スター認定制度」、沖縄労働局は「ひやみかち

健康経営宣言」があり、いずれも健康診断や保

健指導実施、また健康イベントの参加などの条

件を満たせば認定を受け、県のホームページや

地元紙に紹介されています。大分県は、特に優

秀な企業には、優秀健康経営事業所として表彰

しておりますが、我が県でも、平成27年度より

健康長寿推進への知事表彰がございました。そ

こで質問ですが、県が行っている健康長寿推進

企業等知事表彰制度の導入目的と実績につい

て、知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 本県では、健康長寿社

会づくりを進めておりまして、そのためには、

県民一人一人が、家族や仲間とともに健康づく

りや生きがいづくりに取り組みやすい環境の整

備が大切であると考えております。特に働く世

代の方々につきましては、その所属する企業や

団体を通じた働きかけが大事でありますので、

平成27年度に、従業員やその家族の健康づくり

に積極的に取り組む企業等の表彰制度を創設し

たところであります。

これまでに、例えば、社内食堂でヘルシーメ

ニューを提供して、定期健康診断結果の改善に

つなげた企業でありますとか、住民向けのウオ

ーキング大会を開催している団体等を表彰する

とともに、パンフレットやホームページなどで

紹介して普及啓発を図ることによりまして、企

業等における健康づくりの推進に努めていると

ころであります。今後とも、「健康長寿日本
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一」の実現を目指しまして、企業・団体を初

め、市町村や県民の皆様とともに、一丸となっ

て取り組んでまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 若者や高齢者、障がい者な

ど、全ての国民が活躍できる一億総活躍社会の

実現に向け、働き方改革に政府は全力を挙げて

おりますが、生産性を高め、経済を成長させる

とともに、希望出生率1.8や介護・子育てなどに

参加する、そして健康経営で働きやすい環境を

整備する、また、それをしっかり広報すること

で、「あんな会社で働きたい」という心情が人

材確保につながると考えます。さらなる取り組

みをお願いいたします。

３月１日から８日は「女性の健康週間」で

す。公明党は、「女性が活躍できる社会づくり

が叫ばれる今、その基盤は健康を守ることだ」

と強調しております。

県のホームページには、「女性のからだは、

生涯を通じて変化し、ライフステージごとに健

康課題があります」とあり、特に女性のがん予

防について、「本県では、毎年、約1,400名の女

性の方が、がんが原因で亡くなっています。そ

の中で、約200名が乳がんや子宮がんといった女

性に特有のがんが原因です。一方で、乳がんや

子宮がんは早期に発見し、治療すれば、高確率

で克服できるがんです」、さらに「乳がん、子

宮がん共に、早期発見のため、２年に１回は、

がん検診を受診することが重要です。県では、

がん検診受診率50％を目指しておりますが、現

状は40％台と低い状況です。乳がんは、40～50

代の女性に多く、子宮頸がんは、20～30代の女

性に多いのが特徴です。該当する年代の方は特

に注意が必要です」と、検診の重要性を呼びか

けております。

検診に行くためだけに、なかなか有給休暇を

とりにくいといった声もあります。そこで、女

性特有のがんの検診受診率向上のため、県はど

のような取り組みを行っているのか、福祉保健

部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 県民の健康づ

くりを推進するに当たり、女性には、お話にあ

りました、子宮がん、乳がんといった特有のが

んもありますことから、その検診受診率の向上

に取り組むことは重要であると考えておりま

す。このため、おひな様のこの時期、毎年３月

１日から８日まで実施される「女性の健康週

間」に合わせまして、保健所や市町村におい

て、子宮がんや乳がんについて啓発するパンフ

レットの配布、乳がん触診モデルの展示、子宮

頸がんの検診等を行っているところでありま

す。

また、乳がん検診を効果的に啓発するため、

平成17年に、県、各種団体・企業等から成りま

す「ピンクリボン活動みやざき」を立ち上げま

して、各種スポーツ大会などのイベントでブー

スを出展するほか、毎年10月の乳がん月間に

は、橘通りや県庁楠並木通りへのピンクリボン

バナーの掲揚や、県庁本館におきましても、ピ

ンクライトアップなどを行っているところであ

ります。

○重松幸次郎議員 受診率向上、よろしくお願

いいたします。

検診で乳がんと診断されると、がん摘出手術

や抗がん剤治療が行われるわけでありますが、

乳房を失い、また頭髪も抜け落ちる、その肉体

的・精神的ショックは申し上げるまでもありま

せん。

先般、我が党の女性議員と一緒に、みずから

も乳がん手術を受けられた、がん患者サポート

ショップ代表の方にお話を伺ってまいりまし
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た。乳房摘出後も「友人と温泉やプールに行き

たい」、また「好きなお洋服を着たい」など、

その思いに応えるため、人工乳房は最適なもの

をお選びするのですが、当然、上質なものは価

格も高くなります。また、ウイッグも、フィッ

ト感やデザインもさまざまであります。幾らか

でも補助金が出せないものか、相談を受けまし

た。

調べてみましたら、療養生活の質の向上を図

るために、乳房補整具と頭髪補整具（ウイッ

グ）等に、山形県、鳥取県や秋田県能代市が助

成を行っております。他県では、がん患者の乳

房補整具や頭髪補整具の購入に対する補助制度

を導入しておりますが、本県でも実施できない

か、福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） がん患者の中

には、乳がん手術による外見上の変貌や、抗が

ん剤治療による脱毛などの悩みを抱えまして、

お話にありましたように、補整下着などの胸部

補整具やウイッグなどを使用して、就労・社会

参加をしておられる方もいらっしゃいます。こ

うした補整具には高額なものもありますことか

ら、患者の心理的・経済的負担は大きなものが

あるというふうに認識しているところでありま

す。

一方、こうしたがん患者に対する周囲の理解

を深め、患者が社会参加しやすい環境を整えて

いくことも、大変重要であると考えているとこ

ろであります。このため、県といたしまして

は、補助制度を導入している他県の状況把握に

努めるとともに、がん教育や講演会、各種広報

等を通じた県民への啓発や、がん相談支援セン

ターでの相談等の取り組みをさらに充実してま

いりたいと考えているところであります。

○重松幸次郎議員 病気や事故で失った手と足

に、義手、義足があります。それには補助があ

るようであります。同じように、胸の補整具に

も、ぜひとも御検討のほどよろしくお願いした

いと思います。

次は、スポーツランドみやざきの推進につい

てであります。

ことしも、プロ野球、Ｊリーグなどのキャン

プが大盛況でありました。そして、ＷＢＣの合

宿も無事に終了し、スポーツランドみやざきの

知名度は、国内外でさらに高まったのではない

かと思います。関係各位の御尽力に深く敬意を

表します。

さて、スポーツキャンプは、野球、サッカー

などのプロだけではなく、社会人、大学の野球

部、陸上部、サッカーやゴルフなどなど、宮崎

で合宿を行っているようであります。箱根駅伝

３連覇の青山学院大学駅伝部も、運動公園東側

のクロスカントリーコースで練習されていると

いうふうに伺っております。きょうの新聞で

も、日本陸上競技連盟の男子短距離リレーの強

化合宿が今月24日から行われるという、うれし

いニュースがございました。

県においては、これからも、通年で多種目、

また高齢者・障がい者アスリートも含めて、ど

んどん受け入れていきたいと考えておられるよ

うであります。そこで、本県のスポーツキャン

プの付加価値を上げる取り組みが必要だと考え

ますが、現在の取り組み状況を商工観光労働部

長にお伺いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） スポーツ

キャンプの誘致が全国的に激化している中で、

他県との差別化を図り、スポーツキャンプ地と

しての付加価値を高めることは、大変重要であ

ると考えております。そのため、本県の豊かで

安全・安心な食材や長年にわたる受け入れ経験
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を生かし、アスリートフードやスポーツメディ

カルの取り組みを行っているところでありま

す。

アスリートフードにつきましては、県栄養士

会と連携して取り組んでおり、現在、66品目の

レシピを宿泊施設に提供し、レベルの高い受け

入れ施設の拡大を図っております。

また、スポーツメディカルの取り組みといた

しましては、宮崎大学医学部と連携したメディ

カルチェックや高酸素カプセルの導入のほか、

今年度は、医師や理学療法士で構成するトレー

ナーズバンクの設立を支援するなど、本県で合

宿するチームのメディカルケアをサポートする

仕組みづくりに取り組んでいるところでありま

す。今後とも、このような取り組みを進め、さ

らなるキャンプ誘致につなげてまいりたいと考

えております。

○重松幸次郎議員 アスリートフードやスポー

ツメディカルをしっかり活用していただいて、

キャンプ誘致をお願いしたいと思います。

我が党の重点政策の中に、「オリンピック東

京大会では、ドーピングのないクリーンな大会

にするために、教育・普及活動をはじめとした

国内アンチ・ドーピング体制の整備・強化に、

関係機関と連携しつつ取り組みます」とありま

す。女子テニス界の女王シャラポワ選手や、

ジャマイカのウサイン・ボルトを有する400メー

トルリレーチーム、そのメンバーが陽性反応

で、北京大会での金メダルを剝奪されるなど、

次々とドーピング事件が報道されています。

2021年に国体を迎える公益財団法人三重県体

育協会がそのホームページに、「あなたはすで

にドーピング違反かも！？」と題して、ドーピ

ングに関する意識・知識、薬剤師からのメッセ

ージや服用してはいけない薬、またＱ＆Ａなど

を紹介し、防止啓発を呼びかける冊子をアップ

しております。そこで、ドーピング防止に向け

て、選手や指導者にどのような指導を行ってい

るのか、教育長にお伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） ドーピングは、勝利

を得るために、選手や指導者が意図的に行う不

当な事例がありますほか、禁止薬物が含まれて

いる市販薬等をうっかり使用してしまうという

意図しないドーピングまで、さまざまなケース

がございます。このような状況を受けまして、

現在、県では、県体育協会と連携し、国体に出

場する選手や指導者を対象に、スポーツドクタ

ーを講師にしたドーピング防止研修会を開催

し、フェアプレーの精神など、公正な態度につ

いての意識の啓発を行っております。

また、いわゆる「うっかりドーピング」を防

止するために、選手に服用している薬等を報告

してもらい、禁止薬物が含まれていないかどう

かのチェックも行っているところであります。

○重松幸次郎議員 先ほどの冊子の終わりに

は、「ドーピング検査を受け、違反となると

「２年間の試合出場停止」という処分が下さ

れ、選手にとって選手生命の危機のみならず、

名誉を著しく汚します。常日頃より自分は

「うっかりドーピングをしているのでは？」と

心がけることが重要です」と書かれています。

これからオリンピック・パラリンピックや国民

体育大会など、今の中高校生が主力となります

ので、指導教育への早目の取り組みをよろしく

お願いいたします。

次に、発達障がい児とペアレントメンターに

ついてであります。

ペアレントメンターとは聞きなれない言葉だ

と思いますが、発達障がいの診断を受けたお子

さんを持つ保護者の方々にとって、同じ立場で
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子育てを経験してきた先輩に出会い、話し合う

機会を得ることは、大きな心の支えになってい

ます。そうした役割を担っていくのが、ペアレ

ント（相談支援に関する研修を受けた保護者）

メンター（信頼できる相談相手）ということに

なります。ペアレントメンターの養成及び相談

希望者とのマッチングは、県社会福祉事業団

（県発達障害者支援センター）に委託し、事業

を行っています。そこでまず、発達障害者支援

センターの取り組みと相談件数について、福祉

保健部長にお尋ねいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 本県におきま

しては、発達障がい児・者の支援拠点として、

宮崎、都城、延岡の３カ所に発達障害者支援セ

ンターを設置しております。センターの取り組

みといたしましては、当事者及びその御家族へ

の相談対応や、個々の特性に応じた訓練を行う

発達支援、ハローワーク等と連携した就労支援

を行っているところであります。このほか、発

達障がいに対する理解を深める広報活動や、人

材育成のための研修、市町村の乳幼児健診への

協力等にも取り組んでいるところであります。

相談の実績といたしましては、平成27年度

は、３センター合計で1,352名、延べ6,384件と

なっているところであります。

○重松幸次郎議員 相談件数だけでも、かなり

の数があると思いました。専門医や専門相談員

への相談は大変大事であります。一方で、ペア

レントメンターには、専門家にできない、同じ

親だからこそ寄り添うことができるとの思いで

養成講座を受けられておりますが、ペアレント

メンターのこれまでの取り組みと今後の活用に

ついて、福祉保健部長に再度お尋ねいたしま

す。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） ペアレントメ

ンターが行う、みずからの経験に基づいた助言

等は、発達障がい児の保護者が抱える不安やス

トレスの軽減に寄与するものと考えておりま

す。このため県では、平成23年度からペアレン

トメンターの養成に取り組んでおりまして、現

在、85名が登録されておりますが、お話しのよ

うに、認知度不足や相談希望者とのマッチング

などが課題となっているところであります。

今後は、研修会や講演会等の機会を通じて、

保護者や関係者への広報を進めていきますとと

もに、乳幼児健診後のフォローアップ教室を開

催する市町村や保育所などの関係機関と連携を

深めながら、ペアレントメンターの活用につい

て取り組んでまいりたいと考えているところで

あります。

○重松幸次郎議員 私は、平成25年９月議会で

も、発達障がい児の支援について質問いたしま

した。その中で、「特性のある子供を抱えてい

る親は、ストレスを抱えていても、なかなか周

囲に理解してもらえないことがあります。ある

月刊誌の中に、「発達障がい児を持つ保護者に

孤独感を覚えさせない支援体制が大切だ」とあ

りました。例えば、子供にどう接すればよいか

具体的にわかりやすく指導する「ペアレントト

レーニング」や「ペアレントメンター」の養成

の広がりを推進。つまり、同じような体験をし

てきた保護者が、障がいのある子供を持った保

護者らの相談に乗ることは、当事者だから悩み

や苦しみが理解できる。相談支援の幅を広げる

ためにも大切であるし、幼少期を安定的に過ご

すことができれば、青少年期の混乱のリスクを

減らし、学校や社会でもうまく過ごすことがで

きるであろう」と延べました。

それから３年がたち、今御答弁がありました

ように、登録数は85名になりました。発達障が
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いのある子を持つ保護者が、子育てしやすい我

が県・我が街をつくるためにも、ペアレントメ

ンターの皆さんが安心して幅広く活動できる環

境をさらに整えていただきたいと思います。

続いて、視覚障がい者の対策について。昨年

９月の代表質問で、東京地下鉄青山駅で、盲導

犬を連れた方が駅ホームから転落し、死亡した

報道を受け、視覚障がい者の皆さんは、交通移

動に大変不安を持っていらっしゃることを紹介

いたしました。そして、駅ホームでの声かけ、

音声案内つき信号機の設置、点字ブロックのつ

いた横断歩道（エスコートゾーン）の設置など

を要望しておりましたが、なんとこのエスコー

トゾーンが宮崎市内に先月設置されました。視

覚障がい者団体の関係者の皆さんは大変に喜ば

れております。エスコートゾーンの年度内の設

置状況と今後の予定について、警察本部長にお

伺いいたします。

○警察本部長（野口 泰君） 警察では、本年

度、視覚に障がいのある方が安全に道路を横断

するためのエスコートゾーンを、ＪＲ宮崎駅西

口や宮崎市江平西２丁目の宮崎県視覚障害者福

祉協会周辺など、３カ所の交差点の横断歩道中

央に設置しております。設置に当たりまして

は、視覚障がい者団体や道路管理者等の関係機

関と十分な調整を行っております。今後も、視

覚に障がいのある方からの要望箇所や利用者の

多い駅などの公共交通機関周辺について、関係

機関との協議を行い、エスコートゾーン設置の

必要性を検討してまいります。

○重松幸次郎議員 年度内の設置、本当にあり

がとうございました。次に設置される予定が本

当に待ち遠しいところであります。

先日、私と情報提起してくれた太場祥子宮崎

市議会議員とで、県視覚障がい者団体の小島理

事長を訪ね、江平西周辺のエスコートゾーン設

置確認と渡り初めを行ってまいりました。理事

長は、車が通るたびにブンブーンという音でエ

スコートゾーンがついていることがわかるとい

うふうに言われ、また、ガイドヘルパーさんと

歩きながら、「本当に安心です。ありがたいで

す」と、何度もおっしゃっておりました。

その後、懇談の折、県内各地の要所にエスコ

ートゾーンを設置してほしい、また、駅のホー

ムには、線路側とは反対を示す内方線つきの点

字ブロックを設置してほしいというお話を伺い

ました。県内の鉄道駅のエレベーター、点字ブ

ロック、内方線の設置状況について、総合政策

部長にお伺いいたします。

○総合政策部長（永山英也君） 高齢者や身体

障がい者を含みますあらゆる人が、安全に、そ

して安心して利用できる駅を整備することは、

大変重要でございます。ＪＲ九州におきまして

は、国や県、関係自治体の補助を活用して、ま

たＪＲ九州単独でも整備を進めております。

エレベーターにつきましては、県内76の駅の

うち、宮崎駅、都城駅、延岡駅など、主要な６

駅に設置しております。ホーム内の点字ブロッ

クにつきましては、71駅の設置でございます。

また、点字ブロックと組み合わせまして、お話

にありましたように、線路と反対側の安全な方

向を示します内方線につきましては、37駅に設

置しております。

また、内方線つきの点字ブロックを、今年度

末までに、さらに２駅で整備すると聞いており

ます。県といたしましては、今後とも、鉄道を

安全かつ円滑に利用できるよう、引き続きＪＲ

九州に対し、施設の整備等について要望してま

いりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 駅や道路の公共施設への安
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全対策をよろしくお願いいたします。

次は、子ども・子育て支援についてお伺いい

たします。

先月、市内のタクシー会社が「子どもサポー

トタクシー」のサービスを開始し、その発車式

に参加させていただきました。このサービス

は、３歳から12歳の子供を対象に、仕事や介護

等で忙しい保護者にかわり、子供を塾、保育

園、学校等の各施設へタクシーで送迎するもの

で、子育てシッター養成講座を受けたドライバ

ーが「思いやりの心」で対応されるというもの

であります。残念ながら、来年度予算で、先ほ

どのドライバー養成講座の費用助成やチャイル

ドシート助成はかないませんでしたけれども、

これからも御検討をお願いいたします。

以前にも同様の子育てタクシーを紹介し、既

に県のポータルサイト「すくすくみやざき」に

紹介されておりますが、こうした企業みずから

が子育て支援に参画することは、大変重要だと

考えています。子育て支援については、企業・

団体においてもさまざまな取り組みを行ってお

り、県も応援すべきと考えますが、知事の考え

をお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 今、県では、官民一体

となった「未来みやざき子育て県民運動」に取

り組んでいるところでありますが、企業・団体

の皆様にも、子育て応援カードの協賛や子供た

ちの通学時の見守りなど、さまざまな取り組み

をいただいておりまして、大変心強く思ってい

るところであります。

この県民運動の一環としまして、すぐれた子

育て支援の取り組みを表彰しているところであ

りまして、本年度は、従業員向けの保育施設を

設置した歯科医院や、今御紹介がありました

「子どもサポートタクシー」を開始したタクシ

ー会社などの表彰を行ったところであります。

子供たちへの支援は、大切な「未来への投資」

であります。今後とも、私が先頭に立って、企

業・団体を初め、県民の皆様と一体となって、

子ども・子育て支援に積極的に取り組んでまい

りたいと考えております。

○重松幸次郎議員 知事は、本当に先頭に立っ

て、子育て支援のイベントや県民運動に参加さ

れております。イクボス宣言、知事とイクメン

パパの料理教室、また子ども職場参観日やこど

も知事、子育て支援優良企業表彰、そして妊婦

ジャケットの体験など、本当にお疲れさまでご

ざいます。日本一の子育て環境づくりに総力を

挙げていきたいと思います。

次は、橘通りバスレーンについてでありま

す。

バスレーン規制が、宮崎市中心部の国道10号

線（江平五差路）から国道220号（中村西２丁

目）に、橘橋が優先レーンから専用レーンに変

更されて１年がたちました。バスレーン規制と

は、左車線がバス専用で、二輪車以外の一般車

両は、左折を除いて原則通行ができないことで

ありますが、変更当初は、規制区間の前後や周

辺道路で渋滞が生じるなど、ドライバーは戸惑

いやストレスを感じたと思います。バス専用レ

ーン見直しから１年が経過いたしましたが、改

めて、規制の目的と現況、あわせて、今後、規

制範囲、時間の延長を考えているのかを警察本

部長にお伺いいたします。

○警察本部長（野口 泰君） バスレーン規制

の目的は、バスの定時・定速走行を確保するこ

とにより、マイカー利用者のバス利用への転換

を促し、交通総量を抑制して、交通の安全と円

滑を図ることであります。

規制の見直し当初は、道路利用者の通行方法
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に対する戸惑いも見られたものの、現在では、

規制に対する理解も進み、定着化が図られてい

るものと考えております。

規制範囲と時間の延長については、昨年２月

に規制範囲と時間の見直しを行い、ようやく浸

透してきたところでありますので、現時点では

考えておりません。

また、県警で昨年、道路利用者約2,200人を対

象に実施した「バスレーン規制に関するアンケ

ート」でも、「今の規制範囲や時間を継続した

ほうがよい」という意見が最も多くを占めてお

りました。バスは、高齢者等の移動手段とし

て、今後さらに必要性が高まってくるものと考

えておりますので、バスレーン規制の状況につ

きましては、注意深く見ていきたいと考えてお

ります。

○重松幸次郎議員 規制変更後の効果が出てく

るには長い期間を要すると思います。バスの定

時性・利便性を図ることは、交通インフラの抑

制、またＣＯ２削減の上でも改善され、まして交

通弱者にとっては有効であると理解できます。

一方で、同じ公共交通機関であるタクシー協

会から要望が出ていることを知りました。それ

は、せめて実車中のタクシーはバス専用レーン

の走行を認めてほしいという要望であります。

沖縄県では、実車・空車を問わず走行できるよ

うでありますが、実車中のタクシーは専用レー

ンを通行させることはできないか、警察本部長

にお伺いいたします。

○警察本部長（野口 泰君） 現状では、実車

タクシーの専用レーン通行は考えておりませ

ん。バスレーンは、バスの通行帯を指定する規

制であり、バスが全ての通行帯を自由に走行で

きる規制ではありません。実車タクシーが専用

レーンを通行できるようにした場合、原則とし

て、タクシーはバスレーンを通行することにな

ります。そのため、バス停ではバスの後方に停

止することになりますし、追い越す場合は、そ

のたびに右車線に割り込むこととなり、交通事

故を引き起こす危険性が高まります。

また、アンケートでも、バスレーンを通行す

る車両の種別は、「今のままでよい」との意見

が過半数を占めており、実車タクシーのバスレ

ーン通行は、他の道路利用者の理解を得ること

が難しいと考えております。今後も、バスレー

ン規制に関する指導取り締まりを通じ、理解と

協力を求めていきたいと考えております。

○重松幸次郎議員 「急いでいるからタクシー

を利用したのに、渋滞に巻き込まれて納得いか

ない」というお客様の声が多いというふうに聞

いております。しかし、原則バス専用レーンし

か走れないということを知ると、また考えが変

わります。他県の事例をさらに調査して、再度

この件も質問したいと思います。

最後の項目になりました。高校生・高齢者の

交通安全対策についてであります。

警察本部の資料では、平成28年の高校生の登

下校中における交通事故発生件数では、多い順

に自転車154件、原付車５件、歩行中が３件で、

おおむね平成27年とそう変わりはないようで

す。また、高校生が運転する普通車による事故

は、平成28年が16件とありました。前年より４

件ふえているようであります。いずれも死亡事

故はありません。

高校３年生になると満18歳になり、自動車運

転免許が取れるわけでありますけれども、県内

高校生については、県教育委員会による一律の

規制はなく、各高校の判断になっていると伺い

ました。職業系学科の生徒の進路によっては、

卒業後すぐに自動車運転の必要性もあるので、
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保護者からの要望もあるとのことです。そこ

で、高校生の自動車免許取得状況について、教

育長にお伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） 県立高等学校では、

生徒の事故防止を大前提としながら、各学校が

校則等において、自動車運転免許取得に関する

条件を規定しておりまして、就職など個別の進

路に応じて、生徒が不利益にならないよう配慮

しながら、自動車教習所への入校や免許取得の

時期を判断しております。

具体的には、職業系学科を有する学校におい

ては、生徒の就職状況などに配慮して、自動車

教習所への入校を、在学中に、最も早いケース

としては10月から許可しております。いずれに

いたしましても、生徒の事故防止が大前提とな

りますので、自動車運転免許の取得につきまし

ては、適切かつ弾力的に行うよう、各学校への

指導に努めてまいりたいと考えております。

○重松幸次郎議員 各学校の規定と判断、適切

かつ弾力的に行うということでありますが、で

きれば、３月１日の卒業日までに教習を済ま

せ、１日以降に学科試験を受けて、合格して免

許を受けるということが理想でありますけど、

くれぐれも事故防止に努めていただきたいと思

います。

ふえ続ける高齢者の運転事故防止のために、

３月12日に改正道路交通法が施行されます。75

歳以上の高齢運転者で一定の違反行為があった

ときは、臨時認知機能検査、臨時高齢者講習を

受けなければならないなど、二重三重に対策が

講じられているようであります。一方で、高齢

者が免許の自主返納をしやすくする環境づくり

も進んでおります。過去３年間の高齢者免許返

納数の推移と運転免許証返納メリット制度につ

いて、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（野口 泰君） 県内で過去３年

間に免許証を返納した高齢者につきましては、

平成26年が1,694人、平成27年が2,261人、昨年

が2,907人で、年々増加している状況にありま

す。

メリット制度につきましては、運転に不安を

有する高齢者が運転免許証を返納しやすい環境

を整えるため、免許証を返納した高齢者を対象

に、公共交通機関の運賃割引などの支援を行う

ものであります。例を挙げますと、タクシー、

バス乗車券の交付、路線バス定期券の購入割

引、電動車椅子の購入割引などがあり、現在、

市町村や関係機関等250事業所の御協力によ

り、92種類のメリット制度が確立されておりま

す。警察としましては、今後とも、関係機関等

と連携し、メリット制度を初めとした高齢社会

対策のさらなる充実に努めてまいります。

○重松幸次郎議員 メリット制度により免許自

主返納がかなりふえているというふうにお伺い

しました。免許自主返納も高齢者対策の一つで

あります。しかし、2025年には、日本国内で75

歳以上のドライバーが1,700万人以上になり、短

期間で想像を絶する高齢者ドライバー激増時代

が到来いたします。高齢者対策のみならず、マ

イカー優先だった交通体系を見直して、今こそ

公共交通機関（バス、デマンド交通システム、

乗り合いタクシーなど）へシフトすることや、

歩行者・自転車優先への環境整備をすることが

大事だと専門家が指摘しております。このこと

を次回の質問の課題として、今回の質問を終了

いたします。大変ありがとうございました。

（拍手）

○星原 透議長 次は、来住一人議員。

○来住一人議員〔登壇〕（拍手） 日本共産党

の来住一人です。質問通告に基づいて質問いた
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します。

航空自衛隊新田原基地防音補償区域縮小計画

の問題について質問いたします。防衛省は、新

田原基地防音区域の見直しの告示内容を、新

富、高鍋、木城、西都、宮崎の２市３町に、昨

年12月２日に提示いたしました。その告示の内

容の最大の特徴は、住宅防音工事やエアコンな

どの設置補助、ＮＨＫ受信料の減免などを行っ

ている第一種区域について、現行の１万2,000ヘ

クタールを約6,000ヘクタールに、対象世帯約１

万4,000世帯を約9,000世帯に、それぞれ大幅に

縮小させるというものであります。

当然のごとく２市３町の議会は直ちに反対の

意見書を採択し、12月８日には、九州防衛局に

抗議・申し入れを行っております。２市３町の

自治体で構成されている新田原基地周辺協議会

も、同じく12月８日に、防衛局に計画は受け入

れられないとの要望書を持って直訴されており

ます。

意見書はほぼ共通しており、「新田原基地開

設以来、騒音問題を抱えながらも、基地との共

存共生に努めてきた。平成19年からの米軍再編

に際して、年間2,100回に及ぶ飛行の増加に対

し、騒音補償区域拡大を前提に調査することを

国との間に合意してきた。したがって、改善が

図られるものと期待していた。今回の縮小計画

は、合意を全く無視し、住民との信頼関係まで

失われ、住民の怒りは最高値に達している。計

画は到底受け入れられず、計画の見直しを求め

る」というものであります。

新田原基地周辺協議会の要望書も、「飛行訓

練やエンジンテスト等の航空機の騒音に悩まさ

れ続けている２市３町は、国防の重要性を理解

し、基地運用の幾多の基地拡張、部隊改編及び

在日米軍訓練移転受け入れなどの変更について

も、やむなく受け入れてきた。騒音問題は基地

周辺住民の生活環境保全や周辺自治体発展の著

しい障害となっている。今回示された見直しの

内容は、これまでも住宅防音工事対象区域の拡

大と告示後住宅への防音工事の早期実施につい

て要望してきたことに沿わないものである。ま

た、長年にわたり騒音に悩まされ続け、我慢に

我慢を重ねてきた基地周辺住民の苦しみを全く

無視しており、到底受け入れられるものではな

い」と、住民の立場から厳しく告発いたしてお

ります。

騒音区域縮小計画に対する関係者の皆さんの

思いは、今紹介した意見書や要望書のとおりで

あると思います。知事に伺いますが、今回の縮

小計画に対し、騒音に悩み苦しんできた方々の

思いをどう捉えておられるのか、所見を伺いた

いと思います。

後の質問は質問席で行います。（拍手）〔降

壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

新田原基地周辺の地域住民の方々は、日々騒

音に悩まされ、事故への不安を抱えながら生活

されております。負担は大変大きなものがある

と認識しております。私も、訓練が行われてい

るときに近くを通ると、大変大きな音に驚く思

いがいたしております。肌身で実感するわけで

ありますが、ここで日々暮らしておられる地域

の皆様の思いはいかばかりかと思いをいたすと

ころであります。

今回の第一種区域等の見直しにつきまして

は、これまで区域拡大を求めてきた関係市町の

意向や、日々騒音に悩まされている地域住民の

声が最も重要であると考えております。国にお

いては、関係市町、地域住民の声によく耳を傾
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け、地元の理解をしっかり得ていただきたいと

考えております。以上であります。〔降壇〕

○来住一人議員 申しおくれましたけど、この

区域縮小問題では、県議会においても意見書が

採択されて、議長が年末、防衛省に赴いており

ます。

知事は昨年12月12日、周辺協議会の首長の皆

さんの要請を受けた後、「地域の理解が得られ

なければ進まない問題」であり、県としての国

への要望は、「一方的な押しつけではなく、地

元の意向を尊重し受けとめてほしいという内容

になる」と、このように述べたと報道されてお

ります。私は、これは非常に重いものだと思い

ます。ぜひとも掛け値なしにこの立場に首尾一

貫して立っていただきたい、このように思いま

す。

防衛省は、告示の期日をことし１月から３月

に変更し、さらに現状のまま３月に告示を強行

しないとしておりますけど、これは防衛省の想

定内であるんじゃないかなと、このようにも思

います。ですから、計画を撤回したものではあ

りません。２市３町は、この計画については到

底受け入れられないと、このように主張してい

るのでありますから、計画を白紙撤回する以外

にないと思います。知事もこの立場にぜひ立っ

ていただきたい。昨年11月15日、県に対して防

衛局が説明に来ておりますが、このとき、縮小

計画の話があったのか、答弁を求めます。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 昨年11月15

日に、九州防衛局が県に、騒音度調査や第一種

区域等の見直しの概要について、事務レベルで

説明に来られております。基地周辺の２市３町

についても、14日から15日にかけて、同様の説

明があったと伺っております。

○来住一人議員 騒音区域縮小計画についての

防衛省から提出されている資料は、私ども議員

に配付されている資料でありますけど、しか

し、この資料も、総務政策常任委員会だけに配

付されているのか、全議員さんに配付されてい

るのか、どうもちょっと自信ないんですが、こ

の資料以外にないのでしょうか、確認いたしま

す。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 防衛省から

は、１月26日の総務政策常任委員会で説明した

資料のほかに、騒音度調査の一般的な方法や今

回の調査の概要に関する資料、それから、先月

実施された体感調査の地点、実施方法に係る資

料、こういったものはいただいておりますが、

今回の見直しに係る詳細な調査結果等の資料に

ついては、現時点では提供されておりません。

○来住一人議員 今、統括監がお話しになられ

た防衛省から出されている資料は、議会のほう

に提出できないのか、確認をしておきたいと思

います。

○危機管理統括監（畑山栄介君） この資料に

ついては、提供の求めがあれば対応したいと考

えているところであります。

○来住一人議員 議長のほうでよろしくお願い

したいと思います。

防衛省が提出している資料によりますと、区

域縮小の最大の根拠となっているのが、平成26

年、27年の調査と、平成14年、15年の調査の比

較であります。調査の日時、場所、また飛行回

数の根拠などは具体的に示されておりません。

それから、私も全く素人ですから、これを見

ました。そうすると、「自衛隊等の飛行場は日

々飛行回数の変動が大きいという特徴を考慮

し、１日の飛行回数の最も少ない日から数え

て90％に当たる日の飛行回数を採用した」、こ

れは意味がわからないんです。いつが最低なの
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か、そして90％というのは何なのかというのも

わからない。この程度の資料しか提出していな

い、そういう防衛省の態度について、どうお考

えでありましょうか。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 騒音度調査

の結果等について、国から詳細が示されないた

め、県においては、先ほど議員から御指摘が

あったとおり、昨年12月、防衛省に対し、関係

市・町の意向を最大限尊重することなどととも

に、騒音度調査の方法と結果について、県、関

係市・町、地元住民に対し、詳細かつ丁寧な説

明を行うよう求めたところであります。

このような中、国は、先月実施し、また今月

も実施予定としている体感調査の結果につい

て、分析した後、県や関係市・町に説明すると

しておりますので、その中で、体感調査と今回

の騒音度調査の関係などについて、一定程度、

詳細な説明がなされるのではないかと考えてお

ります。

○来住一人議員 とにかく第一種区域の皆さん

にとってみたら、まさに死活の問題でありまし

て、そういう問題を議論するのに、わずかこの

程度の資料しか提出していないと。私は、それ

も防衛省の考え方の一つ、想定内の一つなのか

なと思っているんです。少しずつ出していくと

いう態度をとっているのかなとも思います。

少し古い資料ですけど、平成19年度の各航空

自衛隊基地の騒音発生回数でありますが、千歳

が１万1,984回、百里が１万2,095回、小松が１

万4,095回、築城が１万102回、これに対して、

新田原基地は２万6,076回でありまして、２倍以

上となっており、この数字からも、新田原基地

周辺の皆さんがいかに騒音に悩まされているか

ということを知ることができると思います。

防衛省がやるべきことは、騒音に悩む住民の

皆さんの願いに応えることだと思います。現

在、区域内においては、エアコン設置などの補

助を受けるには、申請してから１年半待たない

とこれが実現できないというのが実情のようで

す。何人かから聞きました。一夏エアコンなし

で爆音に悩まされるということになります。せ

めて10日以内とか半月以内に設置ができるよう

に、県として防衛省に対して申し入れを行うべ

きではないかと思いますけど、答弁を求めたい

と思います。

○危機管理統括監（畑山栄介君） エアコン設

置等の補助については、基地周辺２市３町で構

成する新田原基地周辺協議会が待機住宅の早期

解消を要望しており、九州防衛局は、「住宅防

音事業の実施に当たっては、事務の迅速化に努

めるとともに、引き続き所要の予算確保に努め

つつ、可能な限り早期に工事を実施できるよう

努力していきたい」としております。県として

も、地元における切実な声につきまして、引き

続き国にしっかりと伝えてまいりたいと考えて

おります。

○来住一人議員 この問題で改めて強調してお

きます。とにかく知事がお話しになっているよ

うに、一方的な押しつけではなくて、地元の意

思を尊重してほしいと、こう述べられておりま

すし、先ほどの知事の答弁でも、このことを裏

づけていると思います。地元の意向というの

は、到底受け入れられないというものでありま

すから、当然そういう点では白紙撤回以外にな

いというふうに思いますので、ぜひ皆さんもそ

の立場に立って行動していただきたいというこ

とを改めて強調しておきたいと思います。

オスプレイの落雷事故に関して質問いたしま

す。報道によりますと、平成26年６月26日午

前11時43分に小林市街地上空で落雷を受け、右
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側プロペラ３枚のうち２枚が破損したほか、制

御機器にトラブルが発生したというものであり

ます。小林市役所、小林高校の上空であったと

されており、重大事故にならなかったのが幸い

であります。重要なことは、米軍が真相を語っ

ていないことです。当初は、沖縄普天間基地で

駐機中に落雷を受けたと、このようにうその説

明をいたしますおります。そして、事故の内容

も、いまだに日本政府に対して報告すらしない

という態度です。

この問題と関連して述べておきたいと思いま

すが、平成27年９月、夜間に延岡上空で轟音を

立てて低空飛行する正体不明の航空機がおり、

多くの目撃者がおられます。その後、私ども党

の地方議員団が東京において防衛省と交渉した

際、驚くことに、防衛省は「飛行物体の国籍や

種類などは把握していない」と、このように私

たち共産党地方議員団に回答しました。延岡上

空を低空飛行する航空機の国籍も機種も把握し

ていないというなら、日本の防衛は任すことは

できないということになると思います。防衛省

は全て把握していると思います。発表しないの

はなぜか。それは米軍のオスプレイだったから

ということではないかと私は思うんです。プロ

ペラがついていたという目撃情報もあるという

ことでありますから、オスプレイに間違いない

と思います。

だから、米軍は、まさに我が物顔で、日本

の、宮崎県の上空を飛んでいるということにな

ります。うその情報は流す、我が物顔で勝手に

飛び回る、こんなことは絶対に許してはならな

いと思います。オスプレイの県内上空の飛行は

中止するように申し入れるべきだと思いますけ

ど、いかがでしょうか。

○知事（河野俊嗣君） オスプレイの運用につ

きましては、日米合同委員会におきまして、移

動の際には、可能な限り水上を飛行するなどと

した安全確保等に関する合意がなされていると

ころであります。本県ではこれまでも、県民の

安全・安心を確保する観点から、この日米合同

委員会で合意された安全確保策の遵守等につき

まして、国に対し求めてきたところでありま

す。オスプレイが被雷したとされる事案につき

ましては、国がアメリカ側から得た情報を分析

・精査し、地元に丁寧に説明するとしておりま

すので、その説明を踏まえ、今後、必要な対応

を図ってまいりたいと考えております。

○来住一人議員 時間がありませんから、クロ

ピラリドによる生育障害について質問をいたし

ます。この問題もさきに質問があったところで

あります。クロピラリドは、日本では登録のな

い除草剤の一つであります。日本で登録・生産

されていないクロピラリドによって、都城市高

崎町のスイートピー農家に甚大な被害が発生い

たしました。どのようにして日本に入ってきた

のかというと、オーストラリアやアメリカ、カ

ナダから輸入される粗飼料に残留して日本に持

ち込まれる。

オーツヘイという粗飼料の一つでありまし

て、オーツヘイは、日本名では多分燕麦だと思

います。現に私、高崎町からオーツヘイをいた

だいて、きょうここには持ってきておりません

が、控え室にはたくさんあります。この粗飼料

を与えられた牛のふん尿からできた堆肥に残留

しており、これによって生育障害が発生したも

のでございます。クロピラリドの影響を最も敏

感に受けるのがトマトやマメ科などと言われて

おり、御承知のように、スイートピーはマメ科

であります。

私が被害農家から最初に相談を受けたのは、
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昨年11月の初旬であったと思います。話を聞く

と、「平成７年よりスイートピーの栽培を始

め、当初は手探り状態で大変な努力をして、今

日、市場においても一定の信頼を得るように

なった。ようやく軌道に乗り始めたところだっ

た」と言われておりました。「約12アールのハ

ウスに１万3,800株を定植したが、発育障害が発

生して、5,000株余りを植えかえる結果となっ

た。県などの指導を受けて、さまざまな措置を

行ったが、現在も影響を受けており、収入は昨

年の半分に届くだろうか」と、このように話さ

れておりました。ゆうべ私は電話で聞きまし

た。本当に半分だそうです。金額は半分を下

回ったと言いました。それから、２月現在、本

数は52～53％だと。

昨年12月17日に、部長は高崎町まで足を運ん

でいただいて、現状をつぶさに視察していただ

くとともに、被害者の思いも直接聞いていただ

きました。農政の責任者として、いろいろ思う

ところがあったと思います。今回のことについ

て、部長の所見を伺いたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 今回の生育障

害発生の情報を受けまして、私は、まずは現場

を確認することが重要であると考え、すぐに発

生圃場に赴き、障害の状況を把握するととも

に、直接、生産者からお話を伺いました。その

中で、生産者が取引先との信頼関係が壊れてし

まうのではないかとの不安や、今後の経営を憂

う切実な声をお聞きし、このような被害を二度

と起こしてはならないという思いと、一日も早

く対策を講じる必要があると強く感じたところ

であります。

このため、直ちに県内における発生状況の緊

急調査と生育障害の軽減対策の検討を指示いた

しますとともに、啓発チラシ等による周知・徹

底に取り組んだところであります。また、国や

花卉市場に職員を派遣し、産地の状況を伝える

とともに、対策の協議を行ったところであり、

また、花卉市場につきましては、今後も変わら

ぬ取引をお願いしたところであります。

○来住一人議員 僕は県会議員になってまだ２

年にしかならないんですけど、とにかく部長が

すぐそうやって現場に足を運んでくれたと、被

害を受けた方は改めて僕にも話されておりまし

た。すぐ飛んで来ていただいたと、敬意を表し

ておられました。

クロピラリドによる発育障害を最初に農水省

が把握したのは平成17年であり、平成25年まで

に５品目18事例が報告されております。農水省

は、発育障害に係る通達・指示をたびたび発し

ておりますけど、この指示に基づいて、県はど

のような対応を行ったのか、報告を求めます。

○農政水産部長（郡司行敏君） 平成17年に、

クロピラリドが原因と疑われる生育障害が国内

で初めて確認されたことを受けまして、国にお

きましては、生育障害発生状況の調査の実施

や、牛ふん堆肥等の適切な施用の徹底等を内容

といたします通知を発出し、農業者への注意喚

起と堆肥製造業者への指導を行っております。

また、平成26年には、「被害軽減対策マニュア

ル」の周知・徹底により、再度の注意喚起を

行っておるところであります。

県におきましては、こうした国の指導を受

け、農業改良普及センターや市町村、ＪＡ等を

通じまして、農業者への情報提供と注意喚起を

行いますとともに、野菜施肥防除指針にクロピ

ラリドに係る情報を掲載するなど、対策の強化

に取り組んだところであります。

○来住一人議員 今回、被害を受けた農家は、

クロピラリドについては全く認識がありません



- 269 -

平成29年３月７日(火)

でした。県は承知していたのでありますから、

徹底してくれていたなら被害を免れることがで

きたのに、本当に残念だと、このように話され

ておりました。

県花き生産者連合会のスイートピー部会長に

お会いいたしました。この方は部会長をかなり

長年されておりますけれども、この方もクロピ

ラリドについては全く承知されておりませんで

した。したがって、現にこうやって部会長も、

それから被害を受けた方も、クロピラリドのク

ロの字も知らなかったわけですから、そういう

点で、特に耕種部門の農家になぜ徹底されな

かったのか、その要因をどう捉えておられるの

か、部長の答弁を求めたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） クロピラリド

の生育障害につきましては、全国的にトマト類

で多く確認されていたことや、本県でもミニト

マトのみの発生であったことから、その周知啓

発を野菜農家中心に行っており、今回、被害が

発生しているスイートピーなど、花卉農家への

対応が十分ではなかったと考えております。こ

のため県では、情報提供の範囲を施設園芸農家

全般に広げ、対策等に係る指導を徹底いたしま

すとともに、関係機関・団体による周知や指導

状況について定期的に報告を求めるなど、農業

者に正確な情報が確実に届きますよう、対応を

強化してまいりたいと考えております。

○来住一人議員 県内90何戸ぐらいがスイート

ピーをつくられているということでありま

す。900とか9,000ではないですから、そういう

意味では、本当に徹底しようと思ったら、そん

なに難しいことではありませんので、ぜひお願

いしたいと思います。

私どもは、県にだけ責任があるとは考えてお

りません。私自身、昨年11月、農水省に行きま

して、やりとりをやってまいりました。通達の

出しっ放しでなく、特に影響の出やすいミニト

マトやスイートピー農家一人一人に趣旨が伝

わったか、追跡調査を農水省が行っていたなら

避けられたことだと、このように主張しまし

た。また、我が党の真島省三衆議院議員は、宮

崎県に２回入っていただいて、現場も視察して

いただきました。

２月22日には、衆議院の予算分科会におい

て、この問題に限って取り上げてもらいまし

た。大臣を初め農水省も認識を新たにしたので

はないかと思います。真島議員が被害を受けた

方の訴えを委員会で紹介して、大臣の受けとめ

を聞きました。山本大臣はこう答えました。

「被害者の花卉園芸に対する熱心さ、これをま

ず感じたところであります。クロピラリドとい

う農薬の副作用がかかる甚大な被害を及ぼすと

いうことについて予測できなかったこと、そし

て何とか水をかけたり活性炭注入を行ったりし

てもなお十分な対策にならないという絶望感、

こういったものに対し、我々農業にかかわる者

といたしまして、何らか対策を講じる必要とい

うものを感じたところであります」と、このよ

うに答えられております。

すぐさま被害者の救済に乗り出すというもの

ではありませんけど、被害を受けた農家に心を

寄せることは大切ではないかと、このように思

います。今回の事件は、被害を受けた農家に何

の責任もありません。農業共済も適用されませ

ん。被害に対する救済・補償は行えないのか、

改めて部長の答弁を求めたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 御質問にござ

いましたように、被害農家への直接的な補償は

現状ではございませんが、県では、被災農家に

対して、被害軽減対策のための実証圃の設置な
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どによる技術的なサポートを強化いたしますと

ともに、次の作付に影響が残らないように、農

家とともに被害の軽減に向けて、しっかり取り

組んでいるところであります。

○来住一人議員 今答弁がありましたように、

被害が発生した圃場は、現在、県の実証圃とし

て位置づけられているようです。平成29年度の

植えつけ、そしてその生育がどうなるかは、被

害者だけじゃなくて、宮崎県にとっても非常に

大事なことだと思います。クロピラリドの影響

が出ないようにしなければならないわけで、本

人の理解と協力が前提となりますけど、どのよ

うな対策が有効と考えられるのでしょうか、答

弁をよろしくお願いします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 御質問にもご

ざいましたように、県では現在、被害農家に御

協力をいただき、生育障害が発生した圃場にお

いて、関係機関・団体と連携して技術実証を

行っておりますが、その中で、実証の途中では

ございますけれども、クロピラリドが水溶性で

あるという特徴に着目した、圃場に水を張る

―いわゆる湛水防除処理といいますけれども

―処理や、クロピラリドを吸着すると言われ

ている活性炭の土壌混和、土壌に混ぜるという

処理が、被害防止対策として有効なのではない

かと考えているところであります。県といたし

ましては、これらの実証結果を踏まえ、早急か

つ効果的な被害防止対策の構築とその普及を

図ってまいりたいと考えております。

○来住一人議員 現場はもともと田んぼであり

ましたから、水を張るのはそんなに難しいこと

ではないと思うんです。ただ、本人に聞いた

ら、また水を確保するのがなかなか難しいとい

うお話をされておりましたので、ぜひ現場でよ

く話し合いをされて進めていただきたいと思い

ます。

個々の農家が施用しようとする堆肥にクロピ

ラリドが残留しているのか、また影響が出るの

か、これを検証するには生物検定が有効と聞き

ます。しかし、これは残念ながら時間がかかる

ようであります。検定のマニュアルは作成され

ているのでしょうか。また、そのマニュアル

は、どう普及されているのでしょうか、その状

況について答弁を求めたいと思います。

○農政水産部長（郡司行敏君） 生物検定につ

きましては、国の「被害軽減マニュアル」に記

載はございますが、農家に広く実施していただ

くためには、より具体的な手順等をわかりやす

く解説した「実施マニュアル」の作成が必要で

あると考えております。このため県では、次の

作付準備に間に合いますよう、この「実施マニ

ュアル」を本年４月までには作成し、生産農家

に配付してまいりたいと考えております。

○来住一人議員 今回の事件で大事なのは、言

うなら通達行政、それだけではだめだというこ

と、どこまで徹底するかというのが非常に大事

だというふうに思います。

クロピラリドによる被害を根絶するには、ク

ロピラリドを使用した飼料を輸入しない、これ

が何よりも大事です。私が昨年、農水省に行っ

たときには、この問題を取り上げましたけど、

全く話にならない状況でありました。さきの真

島議員の質問に対して、農水省消費・安全局長

はこう答えました。「輸入先の国に対して、ク

ロピラリドが入っているかどうかということに

ついての情報伝達について協力を依頼してい

る。園芸作物に被害が生じないようにすること

について、さらに何ができるか検討したい」と

いうふうに答弁されておりまして、ある意味で

は、一歩前進ではないかと思います。
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この問題について、最後に知事の所見を伺い

たいと思います。宮崎県のスイートピーの生産

は、全国の実に54％を占めて、断トツに第１位

であります。県の農業試験場において、県のオ

リジナル品種として19品目が育成されておりま

すし、また、個々の生産者が品種改良に取り組

んでおられます。こうした農家を初め関係者の

努力が、現在の地位を確保し、海外に輸出する

までになっていると思います。

よく「攻めの農業」という言葉を聞きます

が、本気で農業者に寄り添っているなら、今回

のような事件・事故は避けることができたと思

います。行政の不注意によって、こうした個々

の農業者を追い込んでしまった。これでは、

「攻めの農業」という言葉がむなしく聞こえる

のではないかと私は思います。今回の発育障害

問題を受けての知事の思いをお聞きしたいと思

います。

○知事（河野俊嗣君） 今回のクロピラリドの

問題につきましては、本県の主力品目であるミ

ニトマトや、今御指摘がありました、全国の生

産量の約５割を占める日本一のスイートピーで

生育障害が発生しておりますことから、早急に

対応していく必要があるものと考えておりま

す。このため、県としましては、国や関係機関

・団体と連携しながら、今部長が答弁しました

ように、畜産農家と耕種農家がともに安心して

農業生産に取り組めるよう、各種対策を講じて

いるところでありますし、再発防止に万全を期

してまいりたいと考えております。

また、根本は、輸入粗飼料に起因する問題で

ありますので、今後とも、国に対し、関連対策

の強化について強く要望してまいりたいと考え

ております。

○来住一人議員 それでは最後に、教育行政に

ついてお伺いいたします。

特別支援学校の教室不足について質問いたし

ます。この問題は、党議員団として連続３回取

り上げることになります。連続して３回も取り

上げることは余りないと思いますけど、教室不

足が余りにも深刻で放置できないこと、障がい

を抱える子供たちをどう捉えているのか、政治

の根本が問われている問題であると考えるから

であります。

私ども党県議団は、まだ県北の支援学校には

出向いておりませんけど、県央、県南は、ほぼ

訪問させていただきました。教室不足の最も深

刻なのは、都城きりしま支援学校であろうかと

思います。まず、都城きりしま支援学校の教室

不足について、どのような手だてをとって、新

年度、この４月を迎える計画であるのか、教育

長の答弁をよろしくお願いします。

○教育長（四本 孝君） 都城きりしま支援学

校では、近年、児童生徒が増加する傾向にござ

いまして、新年度も教室の不足が見込まれてい

るところであります。そこで、今年度のうち

に、教材保管室を教室に改修したり、可動式の

間仕切りを設置したりするなどして、当面の教

室不足に対応することとしております。

○来住一人議員 私も現場を回って改めて見せ

ていただきまして、結局３つの教室を間仕切り

すると。それから、物置、材料置き場の部屋を

あけて、これを廊下に移動して、そこを改めて

部屋にするというような内容のようでございま

した。今回も、現在ある教室を間仕切りして教

室を確保しようと、このようにされているわけ

です。私は、こうしたやり方は、憲法や学校教

育法、障害者の権利に関する条約、また障害者

差別解消法、さらには都城きりしま支援学校の

現状から言っても、多くの問題があるというふ
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うに思います。

29年度は、今回は間仕切りで対応するしかな

いのかなと思いますけど、来年４月、平成30年

４月までには、新しく校舎を建設するなどし

て、必要な教室を確保することが求められてい

るのではないかと思いますが、教育長の答弁を

求めたいと思います。

○教育長（四本 孝君） 特別支援学校の児童

生徒数につきましては、毎年その増減の予測が

難しい状況にありますことから、間仕切りある

いは特別教室の転用等によって、教室不足への

対応を図っているところでございます。都城き

りしま支援学校につきましては、新たな校舎整

備に向けた設計経費を新年度予算に計上してい

るところであります。県教育委員会といたしま

しては、今後とも、創意工夫を図りながら、児

童生徒のため、安全・安心な学習環境の整備に

なお一層努力してまいりたいと考えておりま

す。

○来住一人議員 来年度、29年度にいわゆる設

計・建設をして、30年の４月には新しく教室を

提供するというように聞こえるんですが、具体

的には、何教室ぐらいを新たにつくる計画なの

でしょうか。

○教育長（四本 孝君） 新たにつくるのは、

軽量鉄骨構造の５教室とトイレであります。な

お、29年度に設計いたしまして、建設が30年度

でございますので、予定どおりにいったとし

て、31年４月からの供用ということなると思っ

ております。

○来住一人議員 それは１年早まらないので

しょうかね。５教室とか聞きましたので、そん

なに大きな校舎じゃないと思いますので、なる

べく早く対応していただきたいと思います。と

にかく、教室を間仕切りして、間仕切りして、

ずっとやっていくと。今おっしゃるように、子

供たち、学校に通う生徒の数が変動があると

か、見込みがなかなかつかないとかいうのがあ

りますけど、しかし、それは僕は違うと思いま

す。今の現状を見れば、そういうことは通らな

いというふうに思います。

特別支援学校づくり検討委員会がまとめを

行っておりまして、これを参考にした特別支援

学校の教室不足の抜本的解決の方向について、

改めて教育長に答弁を求めておきたいと思いま

す。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会といた

しましては、先ほど答弁申し上げましたとお

り、児童生徒数の推移を十分に見きわめなが

ら、計画的に教室不足の解消に取り組んでいる

ところでございまして、今後とも努力してまい

りたいと考えております。

○来住一人議員 とにかく、その学校に通って

いる肢体不自由、それから知的障がいのある子

供たち、つまり自分の思いをちゃんと伝えるこ

とができる健常者から見れば、かなりハンディ

がある、そういう子供たちが通う学校でありま

すから、私は本当に放置できないというふうに

思います。

また、スクールバスの問題についても、これ

まで何回か議論してきたところですけど、ぜひ

皆さん方の協力を心からお願いいたしまして、

私の質問を終わりたいと思います。ありがとう

ございました。（拍手）

○星原 透議長 以上で午前の質問は終わりま

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時37分休憩

午後１時０分開議
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○星原 透議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、渡辺創議員。

○渡辺 創議員〔登壇〕（拍手） 県民連合宮

崎の渡辺創です。今、私の事務所で３名の大学

生がインターンシップ研修に取り組んでいま

す。私は昨年春から３度目の受け入れですが、

県議会では今回、５人の議員が受け入れていま

す。昨春は、一般質問で知事にインターンシッ

プ生との意見交換を提案したところ、快く応じ

ていただきました。改めて感謝を申し上げま

す。

昨年は、18歳選挙権の導入など若年層の政治

参加のあり方が問われた１年でしたが、私自身

も、インターンシッププログラムを通して二十

前後の大学生と深くかかわり、新たな視点と刺

激を得ました。これまでの３期８名のインター

ンシップ生に感謝したいと思います。

さて、そのインターン生たちが３月20日、祝

日の月曜日になりますが、午後１時半から山形

屋前の交差点で街頭演説を行います。清山議員

のインターン生２人も加わり、若者の純粋な視

点で社会を見詰め主張しますので、少しでも多

くの方に耳を傾けていただければと思っており

ます。

質問に入ります。県は近年、移住促進に取り

組んでいます。歴史を振り返ってみると、明治

期以降、県は３度にわたって移住促進に取り組

んでいることがわかります。最初が明治中期か

ら昭和初期にかけて、２回目が太平洋戦争直

後、そして３回目が今の移住促進です。明治24

年に３代目岩山知事から４代目永峰知事に託さ

れた県務引継書は、「本縣下ハ土地廣漠ニシテ

人口稀少」とした上で、「近年他縣ヨリ移住開

墾ノ業ヲ起スモノアルニ到レリ」と記していま

す。この県務引継書は、移住に関する県の最初

の公文書とされていますが、この文書を読み進

めると、先ほど申し上げた「縣下ハ土地廣漠ニ

シテ人口稀少」に象徴されるように、「人口は

少ないが、土地は広大で、開拓可能な土地は少

なくない。宮崎を活性化させる鍵は、この現状

の打開にある」という認識がよくわかり、移住

民招致が県是となっていく理由が明確に理解で

きます。この視座は、国富町在住の杉尾良也氏

が長年の研究をまとめ、ことし１月に出版した

「宮崎平野を拓いた移住者たち」から得まし

た。同書の後書きには、「最近、宮崎県が“宮

崎のひなた暮らし”のキャッチフレーズで再び

移住民招致をはじめている。県下市町村の全て

に「移住相談窓口」が設けられ、メールでも情

報入手ができるようになっているのだが、この

現在の移住招致政策に前史があったことを知る

県民は意外に少ないのが現実である。この欠落

部分の補いの一助になれば」とあります。県の

移住施策の歩みを考える上で非常に有意義な内

容です。ぜひ知事にもごらんいただければと思

います。

さて、移住促進の背景には必ず人口分布の不

均衡という社会現象があります。明治期の移住

は、江戸時代に幕藩体制のもとで移動の自由が

制約され、大きな人口の偏りがあった。それが

明治維新によって前近代的な制約が緩和された

ことによって、生活しやすい場所を求めて人口

の流動が起こり始めたのだと考えます。明治期

に、移住に取り組む宮崎に熱視線を送っていた

香川県は、宮崎県の５分の１の面積に約1.5倍の

人口が暮らし、畑地は宮崎が6.6倍、山林を除く

未開墾の原野は、宮崎が３倍強という状況でし

た。当時の現地新聞「香川新報」は、大正元年

に香川県警務課長の宮崎視察レポートとして、
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面積が狭く人口が多く、過密に苦しむ香川県か

ら見れば、面積広大で人口は少なく、その上気

候も悪くなく、距離も近い宮崎県は格好の移住

地という趣旨の記事を掲載しています。明治期

の移住の話をしてまいりましたが、ここで知事

にお伺いします。県は、現在の社会環境をどの

ように捉え、今なぜ移住促進に取り組むのか、

御説明ください。

壇上からの質問は以上とし、残余の質問は自

席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

移住政策についてであります。我が国の社会

状況を見ますと、依然として、地方から大都市

圏への若者の人口流出や人、物、金の東京への

一極集中が続いております。そういったことが

日本全体の人口減少、地方の活力の低下といっ

た現状にもつながっているものと考えておりま

す。こうした状況を是正し、人や物の流れを変

え、地方が成長する活力を取り戻す取り組みが

地方創生であり、全国の自治体が取り組んでい

る施策の一つとして移住促進があるわけであり

ます。本県におきましては、特に進学、就職を

機に多くの若者が県外に流出しておりますの

で、高校生を初め若者の県内就職を促進すると

ともに、移住、ＵＩＪターンを促進することで

人口減少に歯どめをかけ、地域活力の維持・増

進を図っているところであります。

先日、本県に移住してこられた方との意見交

換の場がありました。皆さん、サーフィンであ

りますとか農業、クライミング、炭焼き、本県

のさまざまなところに魅力を見出し、県外の視

点を踏まえて新たな価値を見出す。地域にとっ

ては大きな刺激になっているものと考えており

ます。大きな流れを転換するためには、長期間

にわたる継続的な取り組みが必要でありますの

で、今後とも市町村等と連携しつつ、移住促進

に力を注いでまいりたいと考えております。以

上であります。〔降壇〕

○渡辺 創議員 ありがとうございました。東

京への一極集中という人口分布の不均衡と、全

国的な人口減少が地方の活力をそいでいるとい

うのは、まさに同じ認識だと思います。この状

況を打破するための移住促進という認識だとい

うことはよくわかりました。大きな構造は100年

以上前と根本的には余り変わっていない、共通

するものがあるのかなと思うところです。

さて、県土地改良史によると、明治の移住促

進期には、明治30年から昭和元年までに3,739戸

の県外からの移住があったとされています。こ

れは戸数ですので、人口はその数倍ということ

になると思います。また、もちろん行政のあっ

せんを受けないで、親戚等を頼った移住という

のもかなりあったというふうに考えますので、

実際の推計ではそれをかなり上回るものかと思

いますが、今、県が取り組んでいる移住推進策

の中で把握している移住者数を、総合政策部長

にお伺いします。

○総合政策部長（永山英也君） 県が把握して

おります移住世帯数等につきまして、平成27年

度は202世帯343名、平成28年度は、12月末の時

点で268世帯499名となっております。しかしな

がら、これは市町村の移住相談窓口など公的な

支援を活用して移住された方々の数でありまし

て、実際にはさらに多くの移住者がいると考え

ております。県といたしましては、移住者数

は、人口減少対策に係る戦略の構築やその成果

をはかる上で重要な数値の一つであると考えて

おります。本年の４月から、市町村の協力を得

まして、転入窓口において移住者を対象とした
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アンケート調査を実施することとしておりまし

て、より詳細に実態を捉えていきたいと考えて

おります。

○渡辺 創議員 実態を把握するのが難しいと

いうのは、当時も今もまた同じかなと思うとこ

ろなんですが、明治期の資料を読み込んでいく

と、かなり当時も意欲的で戦略的な取り組みを

進めていたということがわかります。例えば、

明治30年から32年の樺山知事の時代には、移住

促進の調査費として当時の510円を確保し、案内

書を全国に配布するという取り組みをしていま

す。経済価値が今と比べると大体3,800倍という

ことのようですので、今の感じで200万円ぐらい

の予算をとっていたということになっていま

す。その案内書には、そのほかに移住民便覧の

配布や移住に関する交通費・運送費の割引、土

地・家屋購入借入への便宜などが記されていま

す。また、名知事とうたわれた、明治期末期か

ら大正初期の有吉忠一知事の時代には、移住奨

励費の予算計上や「宮崎県移住案内」の全国配

布にとどまらず、中四国、九州各県への移住促

進のための県職員の派遣、さらに、移住成功者

をそのふるさとに派遣して、新たな移住希望者

をリクルートするなどしています。そういう取

り組みは当時高く評価をされて、先ほど紹介し

た大正元年の香川新報の記事でも、「人口の少

なき為、宮崎県の農家は小作人を得るに困難し

従って小作人の勢力極めて大なれば、単に小作

人として移住するも成功すべく、小作料も高き

は八斗低きは三斗位いなり、又た今後移民の開

墾すべき山林原野等は多くは民有地にて台湾北

海道の如く開墾地を無料付与さる々恩典なき

も、地主との間に円満なる契約あり、又た中に

は開墾の幾分を付与する所もある」というふう

に紹介されております。100年の時を超えて、そ

の取り組み方というのは、今の移住促進や企業

誘致と似通っているところがあるという気がし

ますけれども、現代に目を転じて、県は今後ど

のような方向性で移住促進を図るのか、総合政

策部長にお伺いします。

○総合政策部長（永山英也君） 本県では昨年

度、移住・ＵＩＪターンに係る相談体制や施策

を強化いたしました。一方で、若者を中心に本

県の人口流出は加速化をしておりまして、より

一層、移住施策の充実が必要であると考えてお

ります。県外からの移住を効果的に進めるため

には、より戦略的に取り組む必要がありますの

で、来年度からは、本県出身者に焦点を当てま

して、例えば、大都市での同窓会や若者が集ま

る場におけるＵターンの働きかけを強化するほ

か、本年２月からスタートさせました移住希望

者登録制度「宮崎ひなた移住倶楽部」により、

県外在住の本県出身者や移住希望者を把握し、

効果的な情報発信を行いたいと考えておりま

す。さらに、世界に誇りますサーフィン環境な

どをＰＲしながら、スポーツや趣味と仕事が両

立できる本県のすばらしさを、移住促進につな

げてまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 明治期の移住者は、その後

も、大変な苦労を乗り越えながらも、宮崎のま

さにフロンティアという存在になりました。例

えば、日髙陽一議員の地元である宮崎市の住吉

に愛知県から入植した長谷川弥七さんは、宮崎

では育たないと言われていた宮重大根を成功さ

せ、故郷愛知が本場だった千切り大根に取り組

み、宮崎を全国的な一大生産地としました。こ

のように、移住者が宮崎に定着し、新たな宮崎

人となって活躍の場を得る。そしてその活躍が

宮崎の活力になっていく。こういう循環こそが

本来の移住促進の成果ではないかということを
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指摘させていただいて、次の質問に移ります。

キャンプについてお伺いします。

宮崎県がスポーツキャンプのメッカと呼ばれ

るようになって相当な時間がたちました。私は

ことし40歳ですが、子供のときには既にその状

態にあったと思っています。初めて見た巨人・

広島のオープン戦で、当時のジャイアンツの若

手選手だった駒田選手のホームランを見て、大

変興奮したことをよく覚えています。毎年のよ

うにプロのキャンプを見に行ける環境というの

は、大変恵まれた幸せな環境であるということ

を改めて感じるところです。

さて、ことしは、宮崎、キャンプ地としてま

た大変な注目を浴びましたけれども、ＷＢＣの

合宿などもありましたが、今年度のスポーツ

キャンプの状況をどのように受けとめている

か、知事にお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 今年度は、リオデジャ

ネイロオリンピック・パラリンピックがあった

わけでありまして、その直前合宿のために、例

えば銅メダルを獲得した競歩のチームでありま

すとか、全階級でメダルを獲得した柔道男子な

ど、多くの日本代表選手、チームが本県を訪れ

ております。また、箱根駅伝３連覇の青山学院

大学陸上部や立教大学野球部など、結果を残し

ている学生チームを初め、多くの社会人の強豪

アマチュアチームによる合宿が、ことしも実施

をされております。また、プロチームとしまし

ては、日本一となった鹿島アントラーズを初め

とするＪリーグが20チーム、またプロ野球７球

団の合宿が行われております。中でも昨年セ・

リーグ優勝しました広島東洋カープ、私もその

祝賀パレードに参加したところでありますが、

ファンの熱い思い、雨の中ではありましたが、

地域の皆さんとカープのきずなのようなものを

感じられた。半世紀以上にわたって行われてい

る合宿の受け入れというものが、単にキャンプ

に来ていただいているだけではない、本当に大

きな地域活性化の手応えを感じたところであり

ます。３回連続で侍ジャパンの合宿地に選ばれ

るなど、スポーツキャンプの聖地としてのブラ

ンド力の高まりを改めて実感しているところで

ありまして、スポーツランドの推進に一層力を

入れてまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 そのスポーツキャンプが本県

経済に与えている影響をどう認識しているか、

商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 昨年度

は、１年間でプロ、アマチュアを合わせ、過去

最高の約1,400団体、延べ約20万人のスポーツ合

宿を県外から受け入れておりまして、宿泊や食

事などの直接的な経済効果だけでも相当大きな

ものがあったと考えております。そのような

中、特に春季のプロスポーツキャンプにおきま

しては、全国から約98万人の観客や報道関係者

らが訪れ、放映等によるＰＲ効果が約76億円、

宿泊などの経済効果が過去最高の約145億円あっ

たところであります。このようにスポーツキャ

ンプは、幅広い分野において大きな経済効果を

もたらす本県観光の大きな柱の一つであります

ので、今後とも積極的に取り組んでいく必要が

あると考えております。

○渡辺 創議員 春季キャンプだけを見ても、

今お話しいただいた経済効果ということでし

た。その経済効果を県内全体にいかにして広げ

ていくかというのが、大きな課題だと思いま

す。スポーツキャンプは現在、各市町村での実

施状況など、県内のどの程度までの広がりを見

せているのかお伺いします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 県では、
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スポーツキャンプの経済効果を広く波及させる

ため、全県化、多種目化、通年化を目標に掲

げ、市町村と連携しながら、誘致や受け入れ体

制の強化に取り組んでいるところであります。

この中で、市町村の受け入れ体制の支援としま

して、スポーツ施設の改修等への助成や、宿泊

施設に関する周辺自治体との連携などについて

助言を行っております。また、これまで受け入

れのなかった市町村において、地元の特色を生

かした独自の取り組みも行われており、その結

果、昨年度は５年前より４町村増加し、21市町

村でスポーツキャンプが受け入れられており、

県全体への広がりが出てきているものと考えて

おります。

○渡辺 創議員 21市町村に拡大とのことでし

たが、そのうち郡部の自治体で行われている

キャンプの多くは、社会人や学生などのアマチ

ュアが中心だというふうに考えられますし、

キャンプの圧倒的集中地である宮崎市において

も、年間681チームの大半はアマチュアチームだ

と思います。ことしの春、社会人野球の新興勢

力として、2014年秋の日本選手権では準優勝を

果たしたセガサミー野球部の宮崎市久峰球場で

のキャンプにお邪魔をし、チームを統括するマ

ネジャーに取材をしました。１月31日のキャン

プインから２月24日までの25日間、選手、ス

タッフ約40名が宿泊し、移動し、飲食をする。

オフの日には観光もある。さらに関係者やファ

ンの短期の来県も考えれば、その経済効果は非

常に大きいことがよくわかりました。このよう

に、県内におけるキャンプの経済効果の裾野を

広げて下支えをしている役割は、むしろアマチ

ュアスポーツのキャンプにあるのではないかと

いう気もしております。県の見解をお伺いしま

す。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） アマチュ

アのスポーツキャンプにつきましては、昨年度

の実績で、延べ参加人数が約14万人と、全体の

７割を占めており、宿泊や食事等による経済効

果はもとより、県内チームとの練習試合などに

よる交流促進や競技力向上にもつながっている

ものと考えております。そのため県といたしま

しては、観光コンベンション協会や民間企業等

と連携しながら、アマチュアチームの誘致活動

に取り組んでおりまして、その促進を図るた

め、初めて本県で合宿を行うチームに対しまし

ては、合宿にかかる費用の一部を支援している

ところであります。今後とも、アマチュアチー

ムの誘致にも積極的に取り組んでまいりたいと

考えております。

○渡辺 創議員 ぜひ、地域にさまざまな効果

をもたらすアマチュアキャンプ、大切に扱って

いただきたいと思います。

さて、今度は各国代表レベルのキャンプに目

を転じたいと思います。県は、2019年のラグビ

ーワールドカップ、2020年の東京オリンピック

・パラリンピックに向けてのキャンプ誘致にも

熱心に取り組んでいらっしゃいますが、現時点

での取り組み状況を、引き続き部長にお伺いし

ます。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） まず、ラ

グビーワールドカップの事前キャンプにつきま

しては、昨年11月に知事がイングランドラグビ

ー協会を訪問してトップセールスを行ったとこ

ろであり、先般、本年８月にはエディーヘッド

コーチなどが視察に来られる旨の連絡が届いた

ところであります。次に、オリンピックにつき

ましては、昨年度、ドイツ陸上連盟に対し、知

事がトップセールスを行い、本年１月に県内視

察が実現いたしましたが、現在、キャンプ地選
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定の結果を待っている状況にございます。ま

た、イタリアにつきましても、オリンピック委

員会やサッカー、自転車等の競技団体に対して

誘致活動を行っており、感触のよかった団体も

ありますので、現在、現地キーマンを通して接

触を続けているところでございます。さらに、

オーストラリアパラリンピック委員会の本県視

察が今月中旬に行われる予定となっており、現

在、福祉保健部と連携し、万全の体制で対応で

きるよう準備を進めているところでございま

す。

○渡辺 創議員 今御答弁にありましたパラリ

ンピックの話も含めて、代表レベルのキャンプ

を誘致することの目的は、非常に多岐にわたる

というふうに思います。2019年や2020年が近づ

いてくる中で、県として海外チームのキャンプ

誘致に取り組む目的を、改めて知事にお伺いい

たします。

○知事（河野俊嗣君） 「スポーツランドみや

ざき」ということで取り組んでいるわけであり

ますが、現在取り組んでおりますさまざまな

キャンプ誘致が実現すれば、世界に誇れるスポ

ーツキャンプの聖地としてのブランド力という

ものが、さらに高まることを期待しておるとこ

ろであります。また、選手やスタッフのみなら

ず、多くの観客やマスメディアが訪れることに

よる経済効果やＰＲ効果も期待できようかと思

います。さらに、各国のホストタウンとして

キャンプ誘致を進める中で、文化やスポーツ等

の幅広い交流も始まり、県民の国際感覚の醸成

や宮崎の認知度の向上、ひいては観光誘客にも

つながるものと期待をしておるところでありま

す。そのほか、県民が世界トップレベルの技術

というものを目の当たりにすることができる、

これも競技力の向上に寄与するということで、

さまざまな効果が期待できるところでありまし

て、今後とも引き続き、積極的に海外チームの

キャンプ誘致に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

○渡辺 創議員 続いて、海外からの観光誘客

についてお伺いをしていきたいと思います。本

県の外国人宿泊者数の状況を御説明いただきた

いと思います。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 観光庁の

宿泊旅行統計調査によりますと、本県における

平成28年度の延べ外国人宿泊者数は、速報値で

はありますが、前年に比べ約２割増の約25万人

となっております。国・地域別に見ますと、韓

国が最も多く約９万6,000人、次いで香港が約４

万9,000人、台湾が４万8,000人となっており、

定期航空路線のある韓国、香港、台湾が全体の

８割を占めている状況にございます。

○渡辺 創議員 定期便のある地域からの宿泊

が８割ということでした。当然という気もしま

すし、その地域への対策にウエートを置くこと

も、極めて合理性のある取り組みだと思いま

す。ただ、訪日観光客を2020年までに4,000万人

にするという取り組みを考えたときに、東京五

輪等を見据えても、直行便のある地域以外から

の誘客対策にどのように取り組むかというのが

重要な視点になってくると思いますが、現在の

取り組み状況をお伺いしたいと思います。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 直行便の

ある国以外の誘客対策につきましては、現在、

九州への入り込みが多い中国やタイ等のＡＳＥ

ＡＮ諸国を中心に取り組んでいるところであり

ます。中国につきましては、クルーズ船の誘致

や、本県のゴルフ環境のよさを生かした旅行商

品への造成支援等を実施しているところであり

ます。タイにつきましては、日本らしい四季折



- 279 -

平成29年３月７日(火)

々の花をテーマにした旅行商品の提案や、人気

旅行番組への制作支援を行っており、また、シ

ンガポールやマレーシアにおいても、旅行会社

の招聘や現地でのプロモーションなどに、九州

観光推進機構と連携しながら取り組んでいると

ころでございます。今後とも、直行便のある国

のみならずその他の国につきましても、国ごと

の特性や流行を的確に捉えながら、さらなる外

国人観光客の誘致に積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

○渡辺 創議員 新しい地域から新しい方々を

引き込むためには、宮崎の観光資源を磨き上げ

ると同時に、新しいストーリーを付加して、タ

ーゲットを意識した打ち出し方が必要になって

くると考えます。今年度の県の新規事業を眺め

てみますと、教育委員会文化財課の事業に、日

本遺産認定を意識した「ひなた文化資源創出事

業」というものがあります。今、私が指摘した

考え方に近い事業という印象を持っています

が、その概要を教育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） この事業では、県内

各地にある文化財と観光資源をつなぎ合わせ、

地域の歴史や文化などを表現し、観光客の関心

を高めるようなストーリーを作成しまして、文

化庁が認定する日本遺産を目指すとともに、東

京オリンピック・パラリンピックなどに向け、

国内外に情報を発信し、県内への海外観光客の

誘導を図ります。このストーリーの検討・作成

に当たりましては、県と市町村の文化財や観

光、地域振興の担当課などと連携して取り組ん

でまいります。

○渡辺 創議員 海外観光客の誘導を図るとい

うことであります。そういう狙いを明確に持っ

た取り組みというのが、ますます重要になって

くると思います。その意味では、先ほどキャン

プ誘致に取り組む狙いを伺った東京五輪の事前

キャンプなどを通しても、さらなる付加価値を

つけたストーリーを確立し、消費額の大きい欧

米からの誘客対策が重要度を増すというふうに

考えますが、今後の取り組みについて、知事の

所見をお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 海外誘客という面で

は、これまで直行便のあるアジアを中心に取り

組んでまいりましたが、御指摘のように、欧米

からの誘客というものも、経済効果、それから

情報発信効果、大変高いわけであります。２年

後のラグビーのワールドカップ、３年後の東京

オリ・パラ、さらには４年後には関西ワールド

マスターズゲームズ、大きな国際大会が我が国

で開かれる。この機会をゴールデン・スポーツ

イヤーズと位置づけて、海外誘客にも積極的に

取り組んでいこう、国全体でそういう動きに

なっておりますので、本県としても、事前キャ

ンプの誘致、またホストタウンとしての交流な

どを通じて、しっかりとそれを捉まえていきた

いと思っております。

ホストタウンとしての交流については、来年

度は東京都と連携をし、ホストタウンに登録さ

れているドイツ等をターゲットとしまして、海

外メディアの招聘や、ウエブを活用したプロモ

ーションなどを実施することとしております。

また、東京オリ・パラを視野に入れながら、欧

米を初め訪日外国人が大幅に増加していくこと

を見据えて、市町村等とも連携をしながら、新

宿みやざき館ＫＯＮＮＥを核として首都圏での

情報発信をさらに強化する。いろんな形でネッ

トワーク、また知恵を使いながら、大きなチャ

ンスと捉えて、さらに観光誘客に積極的に取り

組んでいきたいと考えております。

○渡辺 創議員 東京都と連携しての事業な
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ど、非常に関心を持ってこれからも見せていた

だきたいと思います。

続いて、テーマを変えまして、宮崎イメージ

の確立に向けた宣伝戦略のあり方についてお伺

いをいたします。このテーマ、話が多岐にわた

りますが、よろしくお願いいたします。

まず、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥについてで

す。改めて、リニューアルに当たり新宿での継

続と判断した理由を、商工観光労働部長にお伺

いします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 今回、新

宿みやざき館ＫＯＮＮＥをリニューアルする理

由といたしましては、まず、目の前にＪＲ新宿

駅の新たな改札口やバスタ新宿、多くの商業施

設がオープンし、人の流れが大きく変わったこ

とや、近くにできましたイベント広場と一体的

なＰＲ活動ができるなど、今まで以上に新宿Ｋ

ＯＮＮＥ周辺の集客力や情報発信力が高まった

ことにございます。また、今以上の好立地の物

件が見つかるか不透明である中で、移転の場合

と比較しますと初期投資を抑制できること、さ

らには、新宿ＫＯＮＮＥが一戸建てで遠くから

でも目立ち、その建物でのＰＲ効果が期待でき

ることなども勘案し、総合的に判断したもので

ございます。

○渡辺 創議員 実は私も、大学生の時代か

ら、就職して横浜、東京で新聞記者として過ご

した時期にも、時にはふるさとを懐かしむ時間

を、またふるさとの味を求めて、新宿ＫＯＮＮ

Ｅに頻繁に足を運んだ一人であります。その愛

着に加え、今御答弁にあった理由も踏まえて、

新宿での立地に優位性があるというふうに考え

ています。

なお、一戸建てという利点を生かせば、あの

施設自体をまさに物理的に情報発信の拠点と考

えるべきだと思っています。飛躍的に性能が向

上し、多様な使用法が想定されているデジタル

サイネージなどをフルに活用して、ビルの壁面

でのアピールも積極的に検討すべきではないか

と考えていますが、いかがお考えでしょうか。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 御提案の

ありました壁面の有効活用は、一戸建てという

新宿ＫＯＮＮＥの恵まれた立地環境を最大限に

生かし、県内各地域の観光や物産、歴史・文化

などのさまざまな宮崎の魅力を効果的にＰＲで

きる方法の一つであると考えております。一方

で、ビジョンの設置など壁面の活用に当たりま

しては、東京都の屋外広告物条例の規制や、景

観、運用上の課題等もありますことから、それ

らを踏まえ、どのような方策が効果的か、今後

検討していくことといたしております。

○渡辺 創議員 さまざまな課題があるのだと

思いますけれども、ぜひ工夫をいただいて乗り

越えていただきたいと思います。

新宿ＫＯＮＮＥの再整備の事業に大いに期待

をしたいところでありますが、そのリニューア

ルを大きな柱に据えた首都圏情報発信拠点整備

・機能強化事業の事業説明書を見ますと、宮崎

県が首都圏の大きな窓口と位置づけ、幅広い分

野での連携を模索しているはずの川崎市につい

ての記載が全くありません。川崎市との「崎・

崎モデル」は、首都圏での情報発信力の強化と

いう観点ではどのように位置づけられているの

か、総合政策部長にお伺いします。

○総合政策部長（永山英也君） 川崎市との協

定では、産業や人づくりなどさまざまな面で連

携をとっておりまして、県産品や観光のＰＲに

ついても積極的に取り組んでおります。今年度

は、約57万人が来場しました「かわさき市民祭

り」や、川崎フロンターレのホームゲームにお
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ける食や観光のＰＲのほか、特に商業施設にお

ける物産展「ひなたフェア」にはＫＯＮＮＥも

出店をし、他県のフェアと比較しても高い売り

上げを計上しております。引き続き、このよう

な取り組みを継続していきますとともに、ＫＯ

ＮＮＥについては、今後リニューアルも予定さ

れておりますので、本県の情報発信拠点として

川崎市民にもＫＯＮＮＥを認知していただける

よう、しっかりとＰＲしていきたいと考えてお

ります。

○渡辺 創議員 私も以前、５年間神奈川県で

勤務したことがありますけれども、川崎市は人

口が142万人の大都市で、しかも意識が東京に向

いている自治体というふうに言えるかとも思い

ます。新宿まで比較的距離のある市東部のＪＲ

川崎駅からでも38分程度で新宿まで行きます。

川崎市西部なら、小田急線で川崎市最初の駅に

なる多摩区の登戸なら20分、麻生区の新百合ヶ

丘でも速い電車なら23分と、非常に新宿に近い

ところです。例えば、川崎との連携の中で物産

フェアを行うのであれば、宮崎県産品をアピー

ルすることと引けをとらないぐらいのレベルで

新宿ＫＯＮＮＥ自体をアピールして、東京にお

ける宮崎としてのＫＯＮＮＥの存在をできる限

り強調して、川崎の皆さんに新宿ＫＯＮＮＥに

足を運んでもらうことによって、宮崎県に対す

る認識をより深めてもらうという誘導が、極め

て重要ではないかと思うところです。首都圏で

の情報発信強化をうたう以上、そのぐらいの貪

欲さは必要ではないかと思うところですので、

ぜひ御検討をいただきたいと思います。

少し質問の目先を変えます。宮崎県にはさま

ざまな事業がありますが、各部門を横断して県

予算を分析した際に、年額幾らの広報宣伝費を

計上しているのか、総合政策部長にお伺いしま

す。

○総合政策部長（永山英也君） 県全体の広報

予算の総額は、平成28年度当初予算ベースで約

５億1,700万円であります。このうち約４割の２

億1,400万円が秘書広報課広報戦略室の予算であ

り、３億300万円が各担当部局の予算となってお

ります。

○渡辺 創議員 ５億2,000万円弱程度というこ

とですが、県の一般会計総額の中で見ると約0.1

％弱ということです。ただ、この金額というの

は、新聞広告とかテレビ、ラジオ、ホームペー

ジ、キャンペーンなど直接的な広報予算に限ら

れているものかと思いますので、広い意味での

広報宣伝費と考えれば、もう少し膨らむのでは

ないかという印象を持っているところです。

質問を変えます。県は、「日本のひなた宮崎

県」という統一的なイメージ戦略を策定し、ア

ピールに取り組んでいます。統一的な広報戦略

の必要性は、私自身も１期目の初めから、その

必要性を繰り返し主張してきました。結果とし

て、研究のための調査費が計上され、「日本の

ひなた」というイメージ戦略が構築されたわけ

ですので、私の主張も多少なり妥当性を認識し

ていただけたのかと理解をしています。この統

一的なイメージ戦略策定の効果をどう認識して

いるか、商工観光労働部長にお伺いします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 「日本の

ひなた宮崎県」につきましては、物産振興や観

光誘客、移住・定住の促進などさまざまな分野

において、庁内はもとより、民間団体等で構成

いたします官民推進会議を中心に、市町村や民

間企業、県民と連携しながら取り組んでおりま

して、まさにオール宮崎による取り組みへと広

がりと力強さが出てきているものと考えており

ます。この結果、県全体の一体感が醸成される
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とともに、本県の認知度、好感度の向上にもつ

ながってきているものと認識いたしておりま

す。

○渡辺 創議員 「日本のひなた」によって、

オール宮崎による取り組みに広がりと力強さが

出ている、認知度、好感度の向上につながって

いる、統一的な戦略を持ったことによる効果を

実感しているという趣旨の御答弁だったと理解

をいたしたいと思います。

さて、それでは、その推進を図るに当たっ

て、県の組織図や職務分掌を見ると、秘書広報

課広報戦略室とオールみやざき営業課という２

つのコントロールタワーがあるようにも見えま

す。その両組織の役割について、総合政策部長

にお伺いします。

○総合政策部長（永山英也君） 広報戦略室で

は、庁内各部局が持っております県政情報を集

約・調整をし、県民にわかりやすくお伝えする

という役割を担います。一方、オールみやざき

営業課では、本県の認知度や好感度を上げるた

め、国内外に向けて本県の魅力をアピールする

という役割を担っております。具体的には、広

報戦略室では、広報紙、テレビ、ラジオ、ホー

ムページ、ＳＮＳなどの広報媒体を活用して、

各種施策・事業の紹介や県民への協力の呼びか

けを行っております。また、オールみやざき営

業課では、「日本のひなた宮崎県」や「みやざ

きｗｅｅｅｅｋ!!」などのプロモーション活動

のほか、みやざきグローバル戦略に基づく海外

におけるトップセールスの総合調整などを行っ

ているところであります。

○渡辺 創議員 それぞれの役割は理解できま

した。

このテーマの最後の質問にしたいと思います

が、今、行政の中で広報宣伝分野の重要性は次

第に高まっていると思います。その傾向は、将

来的に拍車がかかることがあっても、比率とし

て下がっていくことはないのではないかと思い

ます。行政の中でも、広報宣伝は事業のついで

にやるものという認識から脱して、大きな効果

を生むことが、県の実質利益をふやすと同時

に、県民の県政満足度にも大きく影響するもの

だと捉えるべきではないかと思います。そのた

めには、各部門のプロモーションの経験やノウ

ハウを集約・蓄積し、県全体の広報宣伝活動を

コーディネートする力が大切になると思いま

す。先ほどの答弁にあったように、統一的な広

報宣伝の柱をつくることによって、その推進力

は格段に強まったという認識が県にもあるよう

です。県予算全体から見ればわずか0.1％の広報

宣伝費であるかもしれませんが、「日本のひな

た」のプロモーションのように、民間や県民を

うまく巻き込めば、その効果はさらに大きく膨

らんでいくものだというふうに思います。知事

にお伺いをいたします。広報宣伝分野において

経験と知恵の蓄積を図り、いわば県庁内の広告

代理店のような存在となるコントロールタワー

を設けることが有効ではないかと考えますが、

いかがお思いでしょうか。

○知事（河野俊嗣君） 地域の効果的な情報発

信、議員の先ほど来の質問、例えば移住であり

ますとか観光誘客、また県産品の販路拡大、そ

ういう意味でも、地域間競争を勝ち抜くために

も大変重要でありますし、私が今、「対話と協

働」を掲げている、その県民に対する理解を得

る、協働を高めていくためにも、情報発信が大

変重要だというふうに考えております。私自身

も、フェイスブックやツイッター等で積極的に

県政情報の発信などに取り組んでいるところで

あります。最近は、フェイスブックで取り上げ



- 283 -

た写真を新聞などで取り上げていただいて―

映画「君の名は。」に登場する宮水神社と同じ

神社が日之影町にあるという話題であります

が、大変ありがたく思っております。

県職員一人一人が広報マンであると自覚し

て、個人としても組織としても広報マインドを

持ち、広報スキルを向上させていくこと、これ

がまずベースとして大変重要なことではないか

と考えております。また、国内外に向けての情

報発信に当たっては、関係部局のみならず、各

市町村や団体、企業との連携など、さらなる工

夫や戦略というものが必要であろうと考えてお

ります。コントロールタワーをというような御

指摘もありました。どのような手法が効果的な

のか、これからも問題意識を持って、県庁全体

としての情報発信力のレベルアップに努めてま

いりたいと考えております。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。知

事が、主張してきたことと近い認識を持ってい

ただいているということ、大変うれしく思うと

ころです。

次のテーマに移ります。災害時の対応につい

て質問をしてまいります。

間もなく東日本大震災から６年を迎えます。

改めて、多くの犠牲の上にこの国の防災・減災

対策が進んできたということを再認識したいと

思います。

先日、鹿児島県であった九州各県議会議長会

の研修会で、東日本大震災の津波の中で発生し

た火災は、流されたＬＰガスボンベからのガス

漏れが一因だったという趣旨の話を伺いまし

た。現在はそのガス漏れを防ぐ特殊なホースの

取りつけが進んでいると聞いていますが、県内

での取り組み状況を、危機管理統括監にお伺い

します。

○危機管理統括監（畑山栄介君） ＬＰガス販

売事業者におきましては、ガスボンベの転倒な

どを防止する鎖をかけたり、一定以上の地震で

ガスの供給を遮断するガスメーターを設置した

りということで、保安の確保を図っておりま

す。また、御指摘のとおり、東日本大震災にお

いては、津波で流出したガスボンベから漏れた

ガスが火災要因の一つとなった可能性も指摘さ

れており、宮崎県ＬＰガス協会が中心となっ

て、ボンベの流出時等にガスの放出を自動的に

とめるガス放出防止型高圧ホース等の普及に取

り組んでいるところです。

なお、高圧ホースに占めるこのホースの出荷

割合は、本県では毎年増加しており、12月まで

の今年度の割合は69％となっております。

○渡辺 創議員 火災の原因はほかにも幾つか

のものが想定されるということは、理解してお

りますけれども、対策は、特に沿岸地域におい

ては効果の大きいものかと思いますので、県と

しても協調して対応いただければと思います。

次に、警察本部長にお伺いをいたします。県

議会文教警察企業常任委員会に提出された、宮

崎県警察災害対策検討委員会における検討状況

をまとめた資料を拝見いたしました。その内容

を私なりにかみ砕くと、県内沿岸部には相当数

の警察施設があり、交番等を含め浸水が予想さ

れる施設で勤務している警察官の方々も少なく

ない。ただ、東日本大震災と比べても津波の到

達時間が極めて短いと予想される南海トラフ地

震においては、津波到達時間までに警察が行え

る活動はかなり限定的となる。そのために警察

としては、日常的な防災講話等によって、まず

は住民の自発的な避難を促すことによって減災

につなげようとしていると理解をしております

が、その認識でよろしいでしょうか。

平成29年３月７日(火)
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○警察本部長（野口 泰君） そのとおりで間

違いありません。南海トラフ地震及びそれに伴

う津波による本県での死者数は、最悪で約３

万5,000人と予想されておりますが、地震発生後

の早期避難率を上げた場合、大幅に減少するこ

とになります。地震発生から津波の到達まで20

分前後と予想されており、このわずかな時間に

おいて、県警が行う避難誘導だけで住民の避難

率を向上させることは極めて困難であります。

そこで、住民の危機意識を醸成し、住民が正し

い防災知識を持つことが、早期避難率の向上の

ために重要であると考えております。県警とし

ましては、防災・減災対策の重点事項として、

住民の危機意識の醸成や防災知識の習得を目的

とした防災講話を推進してまいります。

○渡辺 創議員 では、その防災講話等はどの

程度実施をされているんでしょうか。

○警察本部長（野口 泰君） 県警としまして

は、防災・減災に関する意識啓発の取り組みと

して、住民に対する防災講話を実施しておりま

す。平成28年中に県警が実施した防災講話は

約300回です。過去の防災講話の実施件数としま

しては、平成27年中が約150回、平成26年中が

約60回であります。この防災講話の規模につき

ましては、自治体などが主催する大規模なもの

から、高齢者対象の小規模なものまでさまざま

であり、その内容につきましても、地震・津波

災害に限らず、風水害や火山災害に関するもの

まで含まれております。

○渡辺 創議員 次に、危機管理統括監に伺い

ます。この６年、私たち県民の感覚としては、

防災・減災に関する情報に接する機会がふえた

と思いますし、各種の防災・避難訓練等へ参加

する機会もふえました。その中で実感するの

は、被害を低減させるためには、いかに現実的

で具体的な想定のもとで精度の高い訓練に取り

組むかということです。東日本大震災以降、県

が関与する防災訓練の精度は向上しているの

か、認識をお伺いします。

○危機管理統括監（畑山栄介君） 県では、災

害対応力の向上に向け、年間を通じて図上訓練

や実働訓練を計画的に行い、防災関係機関との

議論を通じて、顔の見える関係の構築を図って

おります。特に総合防災訓練は、東日本大震災

の発生を踏まえ、平成25年度以降、災害時に実

際の拠点となる場所を使用し、訓練時に与えら

れた被害状況に応じて、参加者がその場で考え

て必要な対応を行う実践的な訓練になってきて

おります。また、市町村など他の機関の訓練に

参加することもありますけれども、具体的な想

定に基づき、各機関の役割を踏まえ、より現実

に即した訓練になってきております。住民の防

災意識が向上してきている中、こうした訓練に

住民も広く参加しており、今後とも、自助・共

助・公助の連携のもと、災害時に求められる行

動が迅速・適切にとれるよう、訓練の精度の向

上に努めてまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 さまざまな訓練が行われる中

で、昨年の11月５日には、ＪＲ日豊本線都農駅

―川南駅間で、大規模地震による津波被害を想

定した訓練が、ＪＲ九州主催で行われました。

危機管理局、警察本部が参加しているはずです

が、その概要と受けとめをそれぞれに伺いま

す。

○危機管理統括監（畑山栄介君） ＪＲ九州の

訓練は、震度６強の地震が発生し大津波警報が

発表されたとの想定で、都農駅から川南駅の間

で実際に訓練列車を運行させ実施されました。

訓練では、地震発生直後に緊急停車し、乗務員

による線路の状況確認や乗客の安全確認、高台
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への避難誘導等が行われました。日豊本線や日

南線は海岸線に近いところが多く、短時間での

避難が大変重要でありますので、実際に列車を

走らせ、迅速に避難誘導するといった実践的な

訓練が行われたことは、心強く感じておりま

す。また、訓練には地元の住民の方も多数参加

され、意識の啓発にもつながるものと思います

ので、今後とも、このような訓練を繰り返し実

施することが大切であると考えております。

○警察本部長（野口 泰君） ＪＲ九州の防災

訓練につきましては、実際に運行中の列車を使

用し、津波災害を想定した対処訓練を行ったも

のであり、列車からの緊急脱出の方法や避難誘

導のあり方などを再確認でき、大変意義深いも

のであったと考えます。警察としましては、今

後も、さまざまな関係機関・団体と連携した実

践的な訓練への参加を通じて、防災・減災への

取り組みに努めてまいりたいと考えておりま

す。

○渡辺 創議員 ＪＲにも伺ったんですが、午

後１時04分に震度６強の地震が発生したという

想定で、非常に有意義な訓練になったというお

話でした。これまでるる、こういう具体的な想

定の訓練が重要という話をしてきましたが、最

後に１つ、頭の体操と御理解をいただければ結

構な話をしたいと思います。先ほど伺った日豊

本線児湯郡内での訓練の想定、時計の針を６時

間半ほど戻していただいて、午前６時35分か

ら37分あたりに想定をすると、児湯郡内、つま

り高鍋警察署管内の日豊本線には上下５編成の

電車が運行しています。このうち特急電車が

「にちりん２号」「ひゅうが３号」の２編成で

あります。時刻表をめくって調べました。先に

お断りをしておきますが、これは３月３日まで

のダイヤでありますので、今は少し異なってい

ますが、頭の体操ですので、そう大きな問題は

ないというふうに考えます。

ＪＲの避難訓練では、発災時に緊急停止させ

た電車を、高台等への避難経路が確保されてい

る場所まで移動させて、乗客をおろすという仕

組みになっています。しかし、その確保されて

いる避難経路というのは、県内の日豊本線全体

で10カ所以内だという話も耳にしました。仮に

児湯郡だけで単線の線路を５編成が走っている

中で、全ての電車がその経路を確保できるとは

考えづらい状況です。さらに、先ほど警察本部

の認識にもあったように、南海トラフ地震の想

定においては、津波到達時までに警察が主力と

なって避難誘導することは容易ではありませ

ん。もちろん、全ての状況に万全な対応がとれ

るわけではなく、日常的な暮らしを維持しなが

ら、有事の際には、限られた環境の中で少しで

も被害を抑える努力をするというのが基本的な

考え方であるということは、十分に理解をしま

すが、やはり３月４日のダイヤ改正から導入を

された日豊本線特急のワンマンカー化は、リス

クが高いのではないかと感じています。県の認

識を総合政策部長にお伺いします。

○総合政策部長（永山英也君） 特急のワンマ

ン化について、対象区間の大部分は、南海トラ

フ巨大地震の発生が危惧されます太平洋に面し

た沿岸部にございます。ＪＲ九州においては、

地元の声を受けとめ、災害対策として、避難方

法等を記載したリーフレットや避難用はしごを

設置されたところでございます。何よりも大切

なことは、災害発生時に乗客を安全かつ円滑に

避難させることであります。今後は、ワンマン

運転の特急列車での大規模災害を想定した訓練

も予定されておりますけれども、県といたしま

しても、訓練に立ち会うなどしっかりと注視を
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いたしますとともに、今後とも、安全性の確保

を最優先に取り組むよう強く求めてまいりたい

と考えております。

○渡辺 創議員 もちろん今のは、ある種ワン

ポイント、ピンポイントのところを想定した話

でありますけれども、こういう考え方もできる

ということを、頭の体操としてみんなで考えて

みたいと思ったところです。

次に、教育行政について、２テーマお伺いし

ます。

まず、新しい学習指導要領についてです。幾

つかの目玉があると思いますが、今回は小学校

での外国語科、英語の導入についてです。平

成32年からは小学校５・６年生に英語が教科化

され、現在の外国語活動が３・４年生に拡大さ

れます。現場の先生方の対応が鍵になると考え

ますが、３年後を見越した取り組み状況を、教

育長にお伺いします。

○教育長（四本 孝君） 平成32年度より完全

実施されます小学校外国語科導入に向けまし

て、県教育委員会といたしましては、まず、平

成29年度より研究校６校を指定し、カリキュラ

ムの作成や指導方法等の研究を先行的に実施い

たします。次に、平成30年度、31年度の２年間

で、研究校の成果をもとに、各学校の外国語科

指導のリーダーとなる中核教員に対して、具体

的な指導方法等を伝達する研修を行うととも

に、その中核教員が講師となって、全ての学校

で教職員に対して同様の研修を行う予定であり

ます。加えて、市町村教育委員会と連携して、

ＡＬＴ等外部人材の活用を促進するなど、体制

整備に努めてまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 平成23年から既に外国語活動

が実施をされているわけですが、その導入の際

にはどのような研修が行われ、対象はどうなっ

ていたでしょうか。

○教育長（四本 孝君） 平成23年度から小学

校５・６年に導入されました外国語活動の実施

に当たりましては、実施される前の平成21年度

から22年度までの２年間で、全ての小学校の教

職員に対して研修を行っております。まず、各

地区の外国語活動を中心となって推進する教職

員を対象に、具体的な指導方法を伝達する研修

を行い、その後、その研修受講者が各地区で講

師となって、地区内の全ての教職員を対象に同

様の研修を行っております。

○渡辺 創議員 既に対応はスタートしてい

て、外国語活動の導入時の状況を見ても、平

成32年の外国語科の導入までには、全ての教職

員が対応できる状況になるというふうに理解を

してよろしいでしょうか。

○教育長（四本 孝君） 平成30年度から31年

度までの２年間で、全ての小学校教職員約3,500

名を対象に研修を実施し、外国語科の指導体制

について万全を期していきたいと考えておりま

す。

○渡辺 創議員 わかりました。

次に、学校における名簿のあり方についてお

伺いします。男女平等や性的違和を感じる子供

たちへの配慮の観点などから、「性別で区別を

しない名簿」の推進を求める声がありますが、

県内での状況について、教育長にお伺いいたし

ます。

○教育長（四本 孝君） 県教育委員会では、

宮崎県人権教育基本方針に基づき、性別にかか

わりなく個性と能力を十分に発揮できる取り組

みを推進するなど、男女が互いの人権を尊重し

た教育の充実に努めております。御指摘の男女

混合名簿の使用状況につきましては、調査は

行っておりませんが、市町村ごとにかなりのば
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らつきがあるのではないかと考えております。

なお、県立高等学校、中等教育学校では、男

女混合名簿を39校中17校が使用しているところ

であります。

○渡辺 創議員 県立高校では正確な数字がわ

かるけれども、全体的な状況は正確に実態把握

ができていないということのようであります。

県教委としては、男女混合名簿について、市

町村の教育委員会や学校への説明など、これま

でどのように対応してきたのかをお伺いいたし

ます。

○教育長（四本 孝君） 学校で使用する名簿

につきましては、それぞれの学校が、児童生徒

の実態やその使用目的に応じて適切に作成し、

使用しているものと考えております。県教育委

員会といたしましては、男女混合名簿の使用に

ついて特に要請等は行っておりませんが、管理

職等を対象とした研修会において、学校で男女

混合名簿を使用することが男女平等の意識を高

めることにつながるという考え方がある、とい

うことを紹介してきた事例もございます。

○渡辺 創議員 どのような名簿を使用するの

かという判断は、学校現場にあると理解をして

います。運用上の側面や、また理念的な側面、

いろんな要素があるんだろうと思いますが、県

教育委員会として実態把握ができていることに

こしたことはないんだろうと感じるところで

す。男女混合名簿の使用状況を含め、学校での

人権教育上の取り組みを広く全県的に把握する

必要性はないか、教育長にお伺いいたします。

○教育長（四本 孝君） 男女混合名簿の使用

状況を含めた人権教育の取り組みについて、状

況を把握することは、性に対する多様なあり方

などの人権課題への対応を図る上でも大切であ

ると考えております。今後とも、市町村教育委

員会との連携を深め、県内全域の状況把握に努

めてまいりますとともに、児童生徒の発達段階

に応じて、男女平等の意識の確立や、一人一人

の個性を大切にすることができるような人権教

育を推進してまいりたいと考えております。

○渡辺 創議員 いろいろな考え方があるとい

う中での教育委員会の立場でもあるだろうと思

いますが、ぜひ、最後の答弁にありましたよう

に、取り組みのほどをよろしくお願いいたした

いと思います。

最後に、土呂久公害についてお伺いをいたし

ます。

県が、土呂久公害の教訓を踏まえた次世代へ

の新たな継承事業に本格的に取り組まれて、新

年度で２年目を迎えようとしています。今年度

事業化した検診記録の電子化の取り組み状況

と、新年度の新たな取り組みへの決意を、環境

森林部長にお伺いしたいと思います。

○環境森林部長（大坪篤史君） 県では、長年

にわたる検診データの適切な管理と、患者さん

が受診している医療機関との緊密な連携等を図

るため、延べ3,600名分の検診データの電子化に

着手いたしました。今年度は、まず、宮崎大学

等の専門医と協議を重ねながら、そのデータが

今後の検診や研究に十分活用できるよう、新た

なシステムの導入等に取り組んでいるところで

す。また、来年度新規事業の環境教育事業につ

きましては、土呂久公害を題材としたＤＶＤの

制作や、学生によるエコモニターツアーの実

施、県内各地でのパネル展の開催等により、宮

崎ならではの環境教育を推進しますとともに、

英語版の資料を作成し、地下水のヒ素汚染対策

に取り組む国々からの視察研修等も受け入れて

まいりたいと考えております。県としまして

は、地元の意向も十分踏まえつつ、土呂久公害
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の歴史を決して風化させることなく、将来に向

かっての貴重な教訓にするとともに、同様のヒ

素中毒で苦しんでいる国々に対する国際貢献に

つきましても、積極的に対応してまいる考えで

ございます。

○渡辺 創議員 ありがとうございました。今

の土呂久公害の教訓を次世代へ新たな教訓とし

て継承していこうという事業は、知事の施政方

針演説の中でも触れていらっしゃいました。ぜ

ひとも頑張っていただきたいと思います。関係

者の中には、資料館等の整備を模索してはどう

かという声もあるように聞いています。取り組

み自体が極めて意義深いものだと思っておりま

す。また同時に、地元の意向というのもとても

重要だろうと考えています。ぜひ県も積極的に

かかわっていただいて、関係者、関係地域の調

整を見守りながら、機が熟した際には、新たな

展開が図られるように取り組んでいただきたい

と申し上げ、一般質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

○星原 透議長 次は、 原正三議員。

○ 原正三議員〔登壇〕（拍手） 最後になり

ました。もうしばらくおつき合いください。

2025年問題の主役、団塊の世代であります。

支えてきて、支えられない世代とも言われま

す。30数年前、70歳になると医療費は無料とい

う政策が実施された時期がありましたが、福祉

関係費は増大、国の借金はふえ、高齢者も応分

の負担を余儀なくされる今、つくづく政策と

は、世界の流れや社会の将来動向など、限りな

く先を見越して実施していくことが重要なのだ

ということを再認識させられる、きょうこのご

ろであります。今議会は当初予算を審議する議

会でもあります。政策が長期的展望に立ったも

のであるかとの視点を持って審議してまいりた

いものだと考えます。

通告に従いまして、順次質問をしてまいりま

す。

まず最初に、人口減少、人材難・枯渇時代へ

の対応についてお伺いします。このことについ

ては、外山議員より代表質問で質問がありまし

たが、大事なことでありますので、質問をいた

します。

九州経済調査協会が先月発表した2017年版の

「九州経済白書」によりますと、九州・沖縄・

山口の企業の約55％が人員に不足感があると答

えており、昨今の人手不足は、中長期的な人口

減少などの構造変化が要因であると分析されて

います。さらに、このまま労働力の低下が放置

されれば、長時間労働や過労死などの問題が一

段と深刻化したり、人手不足による倒産や廃業

がふえたりするおそれがあると警鐘を鳴らして

おり、いよいよ人口減少が産業経済活動に支障

を来しつつある時代に入ったと再認識したとこ

ろであります。

このような中、県では、29年度当初予算にお

いて、「人口減少対策と中山間地域対策の強

化」を重点施策の一つに掲げ、各種の施策、事

業を展開しようとしているところであります。

しかし、本県の将来推計では、それでも人口は

減り、少子化が進むと予測されております。こ

のような現実を踏まえ、人口減少のカーブがで

きるだけ緩やかになるよう、また、地域間競争

に負けないように、直近の対策とともに、将来

を見据えた各種施策を効果的に展開していかな

ければならないと考えます。そこで、人口が減

少し、さらに加速している現状に対する認識

と、人口減少を前提とした活力ある社会づくり

の方向性について、知事にお伺いします。

続けて、宮崎県版の官製春闘についてであり
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ます。文部科学省の学校基本調査によります

と、県内の高校卒業後に仕事につく生徒の県内

就職率は54.8％で、全国平均の81.3％を大きく

下回り、２年連続全国最下位となっておりま

す。中・高校ともに全国平均より就職率は高い

一方、県内企業への就職率は低い傾向を示して

おり、本県では、ますます人材難、人材枯渇の

状況が進むことが懸念されます。なぜ若者が地

元に残ろうとしないのか。それは、やはり都会

との賃金の格差によるところが大きいのだろう

と考えます。

先般、本県独自の新しい「ゆたかさ指標」が

発表され、人を育む力のゆたかさが全国３位、

自然のゆたかさが全国１位などとなっており、

宮崎のよさや価値を再認識したところではあり

ますが、若者にとっては、賃金の魅力のほうが

はるかに大きいのではないかと考えます。

総理が経済界に賃上げを幾度となく要請す

る、いわゆる官製春闘を始めて４年になります

が、その恩恵は、まだまだ大企業の社員のみに

とどまっている現状ではないかと思われます。

ピンチはチャンスです。人材難・人材枯渇時代

が到来しようとしている今、本県において貴重

な人材を確保するために、知事が先頭に立っ

て、賃上げなどの労働環境改善に取り組んでい

くべきだと考えます。企業も経営が大変ではあ

ります。大変ではありますが、人手が不足する

と、企業経営そのものが成り立たなくなるとい

う負のスパイラル化も考えられます。人材確保

に力を注がなければなりません。そこで、県内

の中小企業や団体に対して、賃金格差の是正な

ど、労働環境の改善が図られるよう、例えば、

「県もいろいろな施策を推進するから、ともに

頑張りましょう」的なメッセージを発してはど

うかと考えますが、知事の御見解をお願いしま

す。

以上を壇上での質問とし、後は自席で行いま

す。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

まず、人口減少に対する認識と対策の方向性

についてであります。人口減少は、我が国の構

造的な課題でもあり、長期的な視点から継続的

に対策を行い、持続可能な地域づくりを進めて

いく必要があると考えております。その中で

は、子供を生み育てやすい環境づくりなど、自

然減対策はもちろんでありますが、若者の県外

流出が続いている本県におきましては、社会減

対策や働き手の確保なども大きな課題でありま

す。このため、成長産業や県内企業の育成を通

じた良質な雇用の場の確保を進め、若者の県内

定着を促進するとともに、女性、高齢者などの

活躍を後押しする働き方改革や、人口減少時代

においても持続的成長を目指す生産性の向上の

視点も十分に踏まえながら、将来に希望を持て

る社会づくりに向けて、今実行すべき施策に

しっかりと取り組んでまいりたいと考えており

ます。

次に、労働環境の改善についてであります。

今、答弁申し上げましたとおり、人口減少への

対応ということで、若者の県内就職・定着に向

けて、さまざまな取り組みを進めておるところ

であります。企業誘致の推進、フードビジネス

などの成長産業の育成、さらには、産学金労官

が一体となった企業成長促進の取り組みなど、

魅力ある雇用の場の確保、さらには、企業見学

会やインターンシップの実施など、生徒や教

員、保護者に県内企業の魅力を知ってもらう取

り組みを進めるとともに、県内企業と連携し

て、奨学金の返還を支援することとしたところ
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であります。

このように、県として、若者の県内就職及び

定着を図るため、さまざまな取り組みを行って

いるところでありますが、御指摘のように、産

業界におきましても、給与水準を含めた働きや

すい労働環境などについて議論していただくこ

とは大変大事なことであろうかと考えておりま

すので、産学労官のトップによる雇用政策懇談

会などの場を通して、その機運の醸成を図って

まいりたいと考えております。以上でありま

す。〔降壇〕

○ 原正三議員 そのメッセージを発するこ

と、その姿勢を持っていただくようによろしく

お願いします。要するに、人材不足・人材枯渇

時代を迎えて、企業活動そのものが大変な時代

を迎えようとしていること、このことにともに

大きな認識を持って頑張らなければいけないと

いうふうに思います。

これは北九州市の場合なんですが、今と

ちょっと視点が違いますけれども、例えば企業

に対して、企業が人手不足だと、企業活動がで

きない。したがって、省力化するための施設整

備について補助金を出す。こういう制度をつ

くっている例もこの前聞いてまいりました。経

済産業省でも同じような制度をつくっているよ

うでありますから、いずれ宮崎県でも省力化の

施設整備に対して何らかの補助なり支援をして

いく、こういうことも必要ではないかと考えま

す。

次に、防災拠点庁舎の整備についてお伺いし

ます。29年度当初予算に、防災拠点庁舎整備事

業として約９億円が計上されており、建設工事

に着手するとされております。防災拠点庁舎の

整備については、これまで議会としても設計等

の実施を認め、今に至っておりますが、災害時

に果たしてその機能を本当に発揮できるのかと

の懸念の声が、まだ県民に多くあります。

２月23日の宮崎日日新聞の「ことば巡礼」

に、「安心、それが人間の最も近くにいる敵で

ある」という、シェークスピアの言葉について

紹介され、小説家の阿川大樹さんが、「不安で

いるよりも、安心していたいと思うから、往々

にして、心の中の不安を自分で打ち消そうとし

て、自分にとって都合の悪い情報を無視した

り、過小評価する。心理学の用語でいう「正常

性バイアス」が働いてしまう」と書かれていま

した。つまり、そうして、状況に関係なく、さ

したる根拠もなく、自分を安心させてしまう

と、必要な安全対策をとらなくなるという内容

のものでありました。

11年前、いとこ夫婦が、台風17号で先祖代々

何百年住んでいた家の裏山が崩壊して、下敷き

になり、命を失いました。崩壊防止の擁壁も設

置されており、まさかという思いでありまし

た。それ以来、私は、トラウマにも似た意識

で、災害対応に強い関心を持つようになりまし

た。福島原発の「想定外」の言葉を聞けば、な

おさらのことであります。

そこで、新たに整備される防災拠点庁舎につ

いてであります。最近、長周期地震動に関する

報道もなされたりしておりますが、長周期地震

動に果たして耐えられるのか、また、液状化は

本当にないのか、津波は本当に到達しないの

か、付近の道路等が電柱やビルの倒壊などに

よって遮断され、庁舎機能が発揮できなくなる

のではないかなど、本当に安心できるものなの

かということを、最高決定権者である知事に再

度確認しておきたいと存じます。防災拠点庁舎

は、大規模災害時に、災害応急対策活動の拠点

として本当に機能するのか、知事にお伺いいた
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します。

○知事（河野俊嗣君） 御指摘にありましたと

おり、災害時において発生する、自分は大丈夫

だという、いわゆる正常性バイアス、そのよう

な問題でありますとか、さまざまな災害への想

定外ということ、十分な想定がなされていな

い、必要な安全対策をとらないという状況は、

大変危険なものであろうかと考えております。

防災拠点庁舎の整備に当たりましては、そうし

た問題に陥ることのないよう、南海トラフ地震

はもとより、他県などで発生した危機事象に

あっても、もし本県が同じような危機事象に直

面したらどう対応するのかというシミュレー

ションをしていこう、常に危機意識を高めてい

こうという呼びかけをしておりますし、常在危

機の意識を持ってさまざまな検討を重ね、設計

を行ったところであります。

具体的には、建設地におきまして、液状化は

軽微にとどまるということを確認した上で、非

常に大きい長周期地震動が観測された熊本地震

を踏まえた、一層の耐震性の向上も図っており

ます。また、津波や大雨に対する浸水対策、電

気、水、通信等のライフラインの確保のほか、

緊急輸送道路の早期復旧やヘリポートの設置に

よる輸送手段の確保等、さまざまな対策を講じ

ているところであります。また、施設完成後も

防災拠点としての機能が十分発揮できるよう、

毎年度、総合防災訓練や職員参集訓練を実施す

ることとしております。南海トラフ地震等の大

規模災害が万―発生した際には、私みずから先

頭に立ち、県の総力を挙げて県民の生命と財産

を守ってまいりたい、そのように考えておりま

す。

○ 原正三議員 次に、憲法改正論議について

お伺いします。自由民主党では、憲法改正の原

案として８項目を挙げており、その中に、緊急

事態条項と教育無償化というのが入っておりま

す。緊急事態条項は、東日本大震災時の政府の

対応の反省を踏まえて、大規模災害時の緊急事

態に対処するための仕組みを、憲法上明記しよ

うとするものであります。南海トラフ地震での

被害が想定される本県にとっては、特にかかわ

りの深い条項であります。また、教育無償化

は、憲法26条で義務教育を無償化と定めている

ものを、高校、大学まで教育無償化の範囲とし

て広げるというものであり、憲法の改正までは

必要ないのではないか、財源の問題はどうする

のかなど、さまざまな議論がなされているとこ

ろであります。憲法改正については、マスコミ

等でもさまざまな報道がなされており、また、

自民党内でもさまざまな議論があるところであ

りますが、県民の生活にも密接に関係してくる

ことから、私は、地方でもしっかり議論をして

おくべきであると考えます。知事は法律を専門

に学んでこられたと聞いております。そこで、

憲法改正の議論がなされている緊急事態条項、

教育無償化について、知事の考えをお聞かせく

ださい。

○知事（河野俊嗣君） 緊急事態条項につきま

しては、大規模災害などの国家的な緊急事態に

際しまして、国と地方において、どのような措

置が必要となるのか、また、その措置の発動要

件、手続、効果など、多くの議論すべき点があ

ろうかと思います。大変難しい課題でありま

す。また、高校、大学等までの教育無償化につ

きましては、希望すれば誰もが教育を受けられ

る機会が保障されるという考えもある一方で、

それに対応するためのかなりの財源が必要に

なってまいります。その財源の確保など、さま

ざまな課題もあるものと認識しております。こ
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うした憲法にかかわるものは、国家の根幹にか

かわる、また、国民一人一人に直接関係してく

ることでもあります。国民の関心と理解を高

め、国会の場での十分な議論はもとより、幅広

く国民的な議論を尽くしていく、重ねていくこ

とが必要であろうと考えております。

○ 原正三議員 情報が少ない中での議論であ

りますから、今の御答弁をいただいて、我々も

また一緒に勉強していきたいと思っておりま

す。

次に、予算全般についてであります。

29年度当初予算全般について、研究開発、イ

ノベーション、外貨獲得、地方創生という観点

からお伺いします。これまでの質問と重複した

ものについては、できるだけ省略して質問した

いと思います。基本的な方針についてお聞きし

ますので、簡潔にお答えください。委細、詳細

については、委員会で行いたいと思います。

まず最初に、研究開発予算についてでありま

す。このことについては、当初予算を審議する

２月議会において、過去３年続けて質問してま

いりましたが、未来への投資という観点から、

引き続き予算を確保していくことが重要である

と考えておりますので、今回も質問をいたしま

す。

本県では、キンカン「たまたま」、地頭鶏、

マンゴー、残留農薬分析技術、キャビア、ＳＰ

Ｇ応用の技術、杉コンテナ苗、焼酎酵母、木材

利用技術などなど、長い研究がようやく実を結

んだものが多くございます。研究開発は短期間

では成果は出ません。しかしながら、本県産業

を牽引する次なるエースを育てるためにも、将

来を見据え、気長に、引き続き研究開発に力を

注いでいくことが肝要であると考えます。そこ

で、これまでと同じベースで比較した来年度の

研究開発予算の状況と知事の認識をお願いいた

します。

○知事（河野俊嗣君） 本県独自の新技術や新

産業の創出等につながる研究開発への投資とい

うものは、産業振興を通じた地域経済の活性化

や雇用創出、県民所得の向上を図る上で、極め

て重要であると認識しております。このような

認識のもとに、研究開発の充実・強化に努めて

いるところでありまして、世界トップレベルの

残留農薬分析や、キャビアの生産加工技術の確

立など、世界市場に挑む上でのカードというも

のもそろってきており、長年の研究開発の成果

が新たな産業振興につながっていると考えてお

ります。

来年度の県の研究開発予算は、食品開発セン

ターにおける食の「おいしさ」評価を行う官能

評価室の新設や、総合農業試験場における機能

性成分の分析技術の開発などにより、前年度か

らの繰り越しを含めた予算ベースで、28年度比

でいいますと、10.3％増の40億6,000万円余を計

上しているところであります。今後とも、長期

的な視点に立ち、必要な予算確保に努めてまい

りたいと考えております。

○ 原正三議員 ありがとうございました。昨

年以上ということであります。評価をいたした

いと思います。

具体的な事業について質問してまいります。

今話の出ました「食の機能性研究基盤構築事

業」についてであります。この事業は、宮崎大

学等と連携して「食の機能性解析拠点」を構築

するとともに、農水産物の未利用部分等の利活

用研究を加速することによって、機能性表示食

品の開発を促進するものとされております。近

年、消費者のニーズが多様化し、特に健康に対

する関心が高まっている中において、本県農水
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産物の機能性を科学的に証明し、新たな価値を

創造していくことは、他産地との差別化を図り

競争力を強化する上で、大いに期待していると

ころであります。しかしながら、この研究拠点

が機能するためには、分析技術や商品の開発、

さらには効能の実証など、多岐にわたる役割を

しっかりとプロデュースする総合的な研究体制

の仕組みづくりが必要で、一朝一夕に実現でき

るものではないと思います。そこで、拠点整備

に取り組むに当たっての大学との連携や拠点の

構築のあり方など、将来展望も含め、具体的な

事業内容を農政水産部長にお願いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 食の機能性研

究基盤構築事業では、宮崎大学と県の試験研究

部門が協力して、機能性表示食品の開発に必要

な科学的データを集積する研究チームを整備す

ることとしております。この研究チームでは、

まず、宮崎大学の農学部、工学部の研究者で構

成いたします「食の科学ユニット」において、

機能性を探索する技術の開発や細胞・動物試験

を行うとともに、大学病院の臨床研究支援セン

ター内に食品臨床試験部門を新設し、ヒト臨床

試験を行うこととしております。また、総合農

業試験場や食品開発センターにおいては、機能

性成分の分析技術や機能性に着目した新品種、

新商品の開発等に取り組むこととしておりま

す。県と宮崎大学が有するすぐれた技術シーズ

を生かして、機能性表示食品の商品化を総合的

に支援する研究体制を整備することにより、機

能性研究の高度化に必要な人材の育成や、新た

なフードビジネスの創出に取り組んでまいりた

いと考えております。

○ 原正三議員 これからの食のあり方を考え

ますと、健康に着目した技術開発は非常に大切

な視点であり、特に、サプリメントではなく、

日常の食生活を見直すことで健康寿命を延ばし

ていく上でも、機能性研究は重要な意味がある

と考えております。そこで、この研究拠点で今

後どのような研究を展開していくのか、農政水

産部長、もう一回よろしくお願いします。

○農政水産部長（郡司行敏君） この拠点での

研究テーマにつきましては、例えば、疲労回復

効果が期待されますイミダゾールジペプチドが

含まれる地頭鶏やチョウザメ、また、目の調子

を整える効果が期待されるルテインが含まれま

す冷凍ホウレンソウなどについて、機能性表示

食品の開発に取り組み、今後とも、本県の特色

ある農畜水産物の機能性について研究を進めて

いくこととしております。そして、これらの研

究を通じまして、宮崎の豊かな食が、本県の進

める「健康長寿日本一」の実現に大きく貢献で

きますように、また、先般のＷＢＣ侍ジャパン

の宮崎合宿において、知事より、チョウザメの

魚肉などを贈呈いたしましたが、このような際

に疲労回復効果を積極的にＰＲできるように、

しっかりと取り組んでまいりたいと考えており

ます。

○ 原正三議員 次に、「国際連携によるみや

ざき農業競争力強化事業」について伺います。

県は、みやざきグローバル戦略において、海外

自治体との連携強化に取り組むとしております

が、私も、国際交流には関心を強く持ってお

り、農業の研究開発の分野に海外自治体との連

携を取り入れられないものかと、常日ごろから

考えておりました。本事業は、農業分野で交流

のあるベトナム・ナムディン省と共同研究を行

うなどの事業ということでありますが、地球温

暖化が進む中、東南アジアの亜熱帯性作物を研

究することは、本県農業のエースとなる次なる

作物が見つかる可能性が非常に大きいのではな
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いかと考えます。そのような意味において、海

外自治体との連携は大変重要な取り組みであ

り、その連携を本県農業の競争力強化につなげ

ていこうとするこの事業には、強い関心を持っ

ております。そこで、この事業ではどのような

取り組みを行うのか、その事業内容を農政水産

部長、お聞かせください。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県は、平

成27年に、ベトナム・ナムディン省と南九州大

学の三者で、「農業振興に関する連携合意書｣を

締結しております。相互の協力関係のもと、人

材育成や技術支援、共同研究などに取り組むこ

ととしているところであります。御質問の「国

際連携によるみやざき農業競争力強化事業」

は、こうした国際連携の取り組みを推進するた

めのもので、特に、共同研究の分野におきまし

ては、ナムディン省で栽培されております亜熱

帯性作物や香辛料について、本県への導入に向

け、有望品目の調査や栽培技術の研究を行うこ

ととしております。また、現時点では台湾を想

定しておりますけれども、新たな海外自治体と

の連携協定につきましても、調査・研究を行う

こととしております。このような国際連携を通

じ、人材育成や技術開発を促進させ、本県農業

の競争力強化につながるように、しっかりと取

り組んでまいりたいと考えております。

○ 原正三議員 予算は少額でありますが、マ

ンゴー等にかわる次なるエースが生まれるよう

に期待をしております。期待を裏切らないでく

ださい。

次に、イノベーションに関する事業について

伺います。「イノベーション促進・新事業創出

促進事業」についてであります。この事業は、

産学金官によるイノベーションを持続的に生み

出すための体制構築等と連動し、産学官の共同

研究開発による新製品・新技術の開発や、物づ

くりベンチャー企業の創出などを促進すること

で、国内外競争に負けない付加価値の高い物づ

くり産業の振興を目指すものとされておりま

す。県内雇用の確保を図るためには、産業の振

興が極めて重要であることは言うまでもなく、

県としても絶えず、県内企業の先端技術の創出

やイノベーションを支援していかなければなら

ないと考えます。本事業の説明文を読みます

と、言葉としてはまさしくそのとおりでありま

す。バラ色の事業のように感じるところであり

ます。予算額も約１億5,000万円となっており、

強い意気込みを感じるところでありまして、大

いに期待もしているところであります。そこ

で、この事業の主体・客体、新製品・新技術の

開発目標など、具体的な事業内容、期待される

効果等について、商工観光労働部長にお聞かせ

いただきたいと思います。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 県内企業

による技術開発や新商品開発を加速化させるた

めには、企業や大学などが持っておりますシー

ズ・ニーズを融合させ、新たな事業展開を促す

ことが重要であります。このため、御質問の事

業におきましては、工業技術センター・食品開

発センターを中心に、産学金官の技術・研究分

野の関係機関の結びつきを一層強化し、一体と

なって企業を支援する、新たな連携体制の構築

を図ることとしております。また、体制構築と

あわせまして、新たにグローバル・ニッチトッ

プなど、特定分野において高いシェアの獲得を

目指す企業の技術シーズの発掘・育成を行いま

すほか、ＩｏＴなど、成長分野をテーマにした

研究会活動の強化や、廃棄物の減量・再資源化

に向けた共同研究開発、さらには、異分野・異

業種間の連携促進など、イノベーションを持続
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的に生み出すための取り組みを進めていくこと

といたしております。これらの取り組みにより

まして、県内のさまざまな企業、大学等が持つ

技術・知見を結集した付加価値の高い製品の開

発等が促進され、国内外で高い競争力を持った

企業が創出されるものと期待しているところで

ございます。

○ 原正三議員 初めて聞かれる言葉もあった

かと思いますが、ニッチですね、目指すべきと

ころだというふうに思っています。それと、環

境イノベーション、北九州では、木材とプラス

チックの廃材を利用した一種の材木用の素材を

つくって、それを公園に張ったりとか、そうい

うこともやっておりますし、また、研究所も若

松区につくって本格的にやっているという話も

聞いておりますから、負けずに頑張っていただ

きたいと思います。

ここで、少し話はそれますが、この事業に関

連して、あるデータについて議論してみたいと

思います。このデータは、2016年４月18日の日

本経済新聞に、タイトル「地方経済 人口減で

も成長」、副題「カギは生産性向上 23道県で

実り」と題して掲載されたもので、経済成長率

を、人口成長率プラス１人当たり実質ＧＤＰ成

長率で計算したものでありまして、横軸に１人

当たり実質ＧＤＰ成長率、縦軸に人口増減を表

示して、2007年度から2013年度までの各都道府

県の経済成長の状況をグラフ化したものであり

ます。副題のとおり、23の道県で、人口減少を

県民１人当たりＧＤＰの伸びがカバーしてお

り、これを花咲かゾーンとこの表では称してお

りますが、本県は、何と、宮城県、徳島県、岩

手県に次いでかなり上位に位置いたしておりま

す。理由は、本県の製造品出荷額と付加価値額

がともに、平成元年対比、平成26年の26年間

で、おのおの120％前後伸びており、全国の伸び

を大きく上回っているからであります。このデ

ータは、政策の限りを尽くしてもなお人口減少

が避けられない中、今後いかに生産性を向上さ

せ、１人当たりＧＤＰ成長率を上げるかという

ことが、今後の地域経済の活性化の鍵であるこ

とを如実に示していると思います。

そこで、人口減少が進む中、いかに企業の生

産性を高め、人を呼び込み、地域を活性化して

いくのか、今回のデータを踏まえ、元気な県の

事例から学ぶことも多いのではないかと思いま

す。特に、ここで学ぶべきは徳島県でありま

す。徳島県は人口も少なく、震災からの復興と

いった特殊事情もないと思われる中、１人当た

りＧＤＰは大変高い伸びを示しており、参考に

すべきと考えます。商工観光労働部長の見解を

お願いします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） お尋ねの

徳島県の状況といたしましては、大手医薬品企

業や、発光ダイオードで著しく成長した企業な

ど、高付加価値の製品を持つ中核企業の存在が

大きく影響しているものと考えております。本

県の製造品出荷額を見ますと、食料品や飲料が

大きな割合を占めておりますが、中でも、全国

トップのシェアを誇る本格焼酎の分野は大きく

成長しており、このような地域の特性や強みを

生かした成長産業をさらに育成していく必要が

あると認識いたしております。このため、県と

いたしましては、みやざき産業振興戦略に掲げ

ましたフードビジネスや医療機器などの成長産

業の育成を図りますとともに、産学金労官が一

体となった総合的な企業支援により、地域経済

を牽引する中核企業の育成に取り組むことで、

本県産業の生産性向上や競争力強化を図ってま

いりたいと考えております。
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○ 原正三議員 このことについては、また委

員会等でさらに深掘りをしていきたいと思いま

す。

次に、「イノベーションで未来を開く産地経

営体育成事業」についてお伺いします。この事

業は、品目ごとの課題を解決するための新しい

仕組み、考え方、技術を取り入れる産地を支援

するとともに、高品質・高収量に向けた生産技

術の普及拡大や基盤の整備などを一体的に推進

し、マーケットイン型産地経営体の育成を図る

こととされています。本事業の説明文を読みま

すと、新しいことずくめ、よいことずくめのバ

ラ色の農業を期待させる事業のようでありま

す。また、事業も幅広い分野に多岐にわたって

いるようであります。そこで、本事業は、具体

的に何を目指して、どのようなことに取り組む

のか。要は、農業は今後どう変わっていくの

か、そういうことだろうと思いますが、農政水

産部長にお願いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 「イノベー

ションで未来を開く産地経営体育成事業」につ

きましては、ＩＣＴ技術や地下かんがいシステ

ムの導入、宮崎方式ＩＣＭの活用など、農業分

野における新たなイノベーションに取り組むこ

とで、本県農業の将来を担うモデル的な産地経

営体の育成を目指すものであります。具体的に

申し上げますと、野菜におきましては、生産か

ら流通・加工までの一体的な仕組みづくりによ

り、農業版のインテグレーションモデルの構築

を目指すとともに、花卉におきましては、県外

育種家との連携により、ヒペリカムなどの付加

価値の高い新たな品目の産地化を進め、さらに

果樹におきましては、マンゴーの飛躍的な収量

向上を目指した革新技術の導入などに取り組ん

でまいります。県といたしましては、野菜・花

卉・果樹産地に新たなイノベーションの風を起

こし、宮崎の農業の未来を切り開いていきたい

と考えております。

○ 原正三議員 次に、外貨獲得についてであ

ります。日本が2016年に海外とやりとりした物

や金の収支を示す経常収支の黒字額は、約20

兆7,000億円で、リーマンショック前の2007年に

次ぐ過去２番目に大きい黒字幅になったとの報

道がなされております。ところが、本県の県際

収支を見てみますと、平成25年度のデータにな

りますが、約4,268億円の赤字となっておりま

す。この20兆7,000億円のお金は一体どこに行っ

たのでしょうか。県際収支の赤字幅を限りなく

縮小させていくことは、県内経済の好循環を促

し、県民所得の向上につながることは言うまで

もありません。もっと県外移出に力を注いでい

かなければならないと考えますが、今回は、と

りわけ、海外への輸出について３点お伺いしま

す。

海外との交流拡大に向けては、県内企業の活

動支援だけでなく、県が相手国の関係者との間

で人脈を構築し、事業者が海外展開を行いやす

い環境づくりを行うことが重要と考えます。私

も、先月訪問したブルネイ国を初め、県の海外

戦略の推進のため、議員の立場から諸外国との

関係づくりを行っており、市場開拓にとって関

係者とのパイプがいかに重要かは、肌で感じて

おります。海外市場の開拓は、本県だけでな

く、他の自治体も取り組みを強化しておりまし

て、海外を訪問いたしますと、特に県産品の輸

出分野で他県産との競争激化を実感します。そ

こで、今後、さらなる販路拡大の取り組みが必

要と考えますが、本県の輸出の現状と、輸出拡

大に向けた取り組みについて、商工観光労働部

長にお願いいたします。
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○商工観光労働部長（中田哲朗君） 県が実施

しております「貿易企業実態調査」によります

と、平成27年の本県の輸出額は、速報値で1,568

億円と増加傾向にありますが、国内市場が縮小

する中で、本県経済・産業の活性化を図るため

には、さらに輸出を拡大し、外貨を獲得するこ

とが大変重要であると考えております。このた

め県では、香港、上海の海外事務所や、シンガ

ポール、北米など、輸出が有望な５つの市場に

配置した輸出促進コーディネーター等を活用

し、現地での県産品の売り込みや海外展開のサ

ポートを行いますとともに、海外でのフェア開

催や見本市・商談会への出展など、県内企業に

対するきめ細かな支援に取り組んでいるところ

であります。今後とも、ジェトロ等の関係機関

と連携しながら、各種施策を効果的に推進し、

輸出の拡大に努めてまいりたいと考えておりま

す。

○ 原正三議員 中でも農畜水産物について

は、政府が農林水産物・食品の輸出目標１兆円

を2019年に前倒しするなど、国を挙げて輸出拡

大に取り組む中、本県の輸出品目は、牛肉、カ

ンショなど一部の品目に限られ、本県のポテン

シャルを踏まえると、もっと伸び代があるので

はないかと思います。事実、先月、２月17日か

ら19日まで開催されたブルネイ大使館主催の

「日本語・日本文化週間」イベントの宮崎県ブ

ースでは、カンショ、日向夏、キンカンが３日

の予定を１日半で完売いたしました。飛ぶよう

に売れたと言っても過言ではなく、それも３倍

の値段でありました。そこで、農畜水産物の輸

出の現状と、輸出拡大に向けた取り組みについ

て、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 農畜水産物の

輸出につきましては、東アジアのほか、ＥＵ・

北米向けに、牛肉を中心に年々実績を伸ばして

おりまして、昨年度の輸出額は、過去最高とな

る約25億円でございました。本年度は、さらな

る輸出拡大に向け、九州各県が連携した香港や

台湾等でのフェアの開催、知事のトップセール

スで行いました北米での牛肉等のプロモーショ

ン、さらには、海外ニーズに対応した酸味の少

ないキンカンや、有機栽培茶の産地づくり、Ｅ

Ｕの輸出基準に対応した牛肉の処理施設やキャ

ビアの加工施設の整備などを実施したところで

あります。さらに来年度は、輸出支援のための

専門家を県内に２名配置し、輸出に興味を示す

農業法人や産地の個別訪問により、輸出実務の

サポートや海外のニーズ等に対応した商品づく

りの指導を強化することで、本県農畜水産物の

輸出拡大を加速化させてまいりたいと考えてお

ります。

○ 原正三議員 今お話にもありましたとお

り、知事は先月、アメリカを訪問され、県産品

のトップセールスや関係者との意見交換会を行

われました。私どもは、評価はいたしたいと思

いますが、輸出だけでなく、観光、人材など多

様な分野で海外との交流を拡大していくには、

知事が人脈をつくり、それをベースに各種施策

を展開していくことが非常に効果的ではないの

かと考えます。そこで、昨年度策定されたみや

ざきグローバル戦略の推進に向けては、今後、

さらなる海外とのネットワークづくりが重要と

考えますが、知事の所感をお願いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 海外との交流を拡大し

ていくためには、現地の政財界の要人や関係業

界の方々と人的ネットワークを築いていくこと

が、大変重要であると考えております。つくづ

く感じますのは、都市部との置かれた状況の違

いでありまして、海外の企業が多く立地し、ま
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た、ビジネス、観光も含めた海外からの人が行

き来する都市部とは、全く宮崎の置かれた状況

は違うわけでありまして、人脈、ネットワーク

を一つ一つ積み上げていく努力というものは大

変重要であろうかと思います。

私も機会を捉えて、海外の政府関係者や、流

通・観光などの関係団体のトップとお会いし、

関係構築に努めているところであります。香港

の新華日本食品との連携協定や、ソウル市との

観光交流キャンペーンなど、具体的な成果も出

てきているところであります。

また、県だけではなく、県議会を初め、市町

村、経済団体、大学など、それぞれの立場で海

外とのネットワークづくりに取り組んでいただ

いておりまして、先日は、星原議長を団長とす

る少年野球の交流の発展で、台湾の新竹県との

連携も実現したところでありますし、人工透析

技術を通じた九州保健福祉大学とタイとの連

携、また、宮崎大学のイタリアやミャンマーと

の学術交流、さまざまな形で幅広くネットワー

クづくりがなされて、大変心強く思っていると

ころであります。今後とも、関係機関の皆様と

十分に連携しながら、海外とのネットワークの

構築に積極的に取り組み、みやざきグローバル

戦略を進めてまいりたいと考えております。

○ 原正三議員 ありがとうございました。私

どもも、私ども議会なりに、その人脈づくりは

やっていきたいと思っております。ブルネイの

ヤスミン産業大臣が、５月か６月にはまた宮崎

に来たいということでありましたので、そのと

きはまた一緒に御対応申し上げて、宮崎のＰＲ

をしていただければと思っております。

次に、地方創生についてお伺いいたします。

まず、企業誘致についてであります。企業誘致

は、若者の地元就職など、雇用拡大に特に有効

な方策であり、地域経済の振興や産業構造の高

度化など、本県経済に大きく寄与いたします。

究極の地方創生と言われる中小企業振興と並

び、重要な施策であると考えます。そこでお尋

ねいたしますが、29年度当初予算案では、企業

立地促進補助金が６億円計上されております。

どのような制度となっているのか、また、企業

立地の目標と実績はどうなっているか、商工観

光労働部長にお願いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 企業立地

促進補助金につきましては、まず、立地企業の

初期投資や新規雇用者数に応じた支援や、県外

企業が進出した際の人材募集等に要した費用へ

の支援、さらに、立地企業向けの貸し工場やオ

フィスなどを建設する事業者への支援の３つの

事業で構成されておりまして、いずれも実績に

応じて補助金を交付しているところでございま

す。

次に、企業立地の目標につきましては、県総

合計画アクションプランにおきまして、平成27

年度からの４年間で、立地件数150件、うち県外

新規50件、最終雇用予定者数6,000人を掲げてお

ります。その実績といたしましては、本年２月

末現在で、立地件数93件、うち県外新規43件、

最終雇用予定者数3,607人と、いずれも約２年間

で目標の６割を超えておりまして、順調に進ん

できているものと考えております。

○ 原正三議員 たしか知事の公約では、100

件、5,000人だったというふうに記憶しておりま

すが、それを上回る目標を立てていただいて、

今の２年経過した時点でいくと、十分、新たな

上回った目標を達成できそうだということであ

ります。ひとつその数値以上の成果が出るよう

に、期待を申し上げておきたいと思います。

先般、日機装の誘致が決定いたしました。東
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京証券取引所一部上場の優良企業であります。

誘致の決定は快挙であり、関係各位の御努力に

敬意を表します。もしかしたら、今回の誘致

は、社長が本県出身であったことも追い風に

なったのかもしれません。そこで、東京証券取

引所等に上場している企業の本県出身の役員リ

スト等の作成などを行い、立地活動に当たって

は、本県出身の上場企業の役員等に対して働き

かけを行っていってはどうかと考えますが、商

工観光労働部長の見解をお願いいたします。

○商工観光労働部長（中田哲朗君） 御質問に

ありましたとおり、立地活動を進める上で、本

県出身者などの人脈を活用することは、大変有

効な手段であると考えております。このため、

県におきましては、本県出身の企業役員等をリ

ストアップして積極的に訪問し、情報収集や本

県の立地環境のＰＲなどを行っております。ま

た、大手企業のＯＢ等で本県ゆかりの方に企業

誘致アドバイザーをお願いし、業界の動向等に

関する情報を提供いただくなどの取り組みも

行っているところであります。今後とも、市町

村と連携しながら、本県出身者などさまざまな

人脈を最大限に活用し、さらなる企業立地につ

なげてまいりたいと考えております。

○ 原正三議員 先ほど申し上げましたＧＤＰ

を人口増減に対応すべく上げるためにも、企業

誘致は大変効果があると思っております。これ

がもし民間企業であれば徹底してやると思うん

です。ぜひ徹底してやっていただきたいと思っ

ています。

それと、これは要望にとどめますが、誘致す

る際の県内の配置について、どうしても中央だ

とか都市部に集中する気配があると思います。

今、県内では、人口が周辺部ほど減っていって

いるわけですから、企業の意向、誘致しようと

する自治体とのマッチングの都合等いろいろあ

りましょうけれども、できたら県内にうまく配

置できるように、企業の誘致先を決めていただ

くといいのではないか。要望にとどめておきた

いと思います。

この項の最後に、介護ロボット導入調査検証

事業についてお伺いします。昨年２月議会でも

質問いたしましたが、職員の負担が大きく離職

者が多いことなどから、人材難が問題となって

いる介護現場において、介護ロボットの活用に

よる軽労化は、職場環境の改善に寄与するとと

もに、将来の介護のあり方を変える画期的な方

策であると考えます。今年度は550万円が予算計

上されており、腰の部分を電動でアシストする

機器４台を試験的に導入されたようであります

が、来年度も同額が予算計上されております。

そこで、今年度の検証結果と来年度の導入計画

について、福祉保健部長にお伺いいたします。

○福祉保健部長（日隈俊郎君） 介護ロボット

につきましては、介護従事者の負担軽減など、

就業環境の改善に寄与し、職場への定着にもつ

ながることが期待されるところでありますが、

事業所が導入するに当たっては、使い勝手など

事前に検証することも必要となっております。

このため今年度は、腰痛で悩む介護従事者も多

いことに鑑みまして、腰の負担を軽減するロ

ボットをリースで４台使用しまして、これま

で13の事業所で検証を行っているところであり

ます。事業所からは、「介助作業が楽になりよ

かった」という声がある一方、「ロボットの着

脱に時間がかかるなどの課題がある」といった

声も聞かれているところであります。これらの

事業所からの声を取りまとめるとともに、来年

度は、新たな機種についても同様に検証を進め

ながら、事業所が介護ロボットを導入するに当
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たっての有用な情報提供などに取り組んでまい

りたいと考えております。

○ 原正三議員 ありがとうございました。

最後になります。不在地主問題についてお伺

いします。

農林水産省は、昨年末、相続の際に名義変更

が行われず、権利関係が不明確な状態となって

いる相続未登記の農地について、初の実態調査

の結果を発表いたしました。昨年８月時点で相

続未登記またはそのおそれのある農地面積は、

約93万ヘクタールで、全農地の２割を占める結

果となっており、これは山形県の面積に相当す

る面積で、そのうち約５万ヘクタールが遊休化

しているということであります。相続未登記農

地は、中山間地など条件不利地ほど多く、そう

した地域ほど遊休化が進み、耕作放棄地の拡大

につながっているようであります。名義が不明

確だと権利関係が複雑となり、売買や賃借がで

きず、担い手への農地集約も阻害してしまいま

す。こういう現状を踏まえて、まず、本県にお

ける相続未登記農地とその遊休化の実態につい

て、農政水産部長にお伺いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 本県の相続未

登記農地の状況につきましては、昨年の農業委

員会の調査によりますと、登記名義人の死亡が

確認された相続未登記農地が１万695ヘクター

ル、また、登記名義人が市町村外に転出し、既

に死亡している可能性があるなど、相続未登記

のおそれのある農地が9,638ヘクタール、これら

を合わせますと２万334ヘクタールとなってお

り、本県の農地台帳上の農地面積の約４分の１

を占める結果となっております。また、相続未

登記農地等のうち遊休農地は547ヘクタールで、

その割合は2.7％となっております。

○ 原正三議員 本県でも農地面積の約４分の

１が相続未登記農地、大変多いですね。また、

おそれがあるということでありました。遊休農

地の割合は全国の６％に比べると小さいという

ことで、多少安心しましたが、まずは、相続し

た人にきちんと登記をしてもらうことが大事で

あると感じます。個人個人にはそれぞれ事情が

あって、登記ができないということがあるかも

しれませんが、農地は農業を支える貴重な資源

であり、将来にわたって守っていく必要がある

と思います。今後、不在地主の増加により相続

未登記農地がふえ、ひいては耕作放棄地も増加

することが懸念されますが、これに対しどのよ

うな対応をとっていくのか、農政水産部長、お

願いいたします。

○農政水産部長（郡司行敏君） 農地につきま

しては、農地法により、相続で権利を取得した

場合には、遅滞なく農業委員会に届け出ること

が義務づけられております。このことから、農

業委員会に対しましては、相続に関する情報を

把握した場合には、届け出の有無にかかわら

ず、相続人に対し、農地の適切な相続を働きか

けるように指導しているところであります。ま

た、相続未登記の農地であっても、相続持ち分

の過半の同意で貸借が可能となることから、農

地中間管理事業などを活用して、貸借による利

用を推進することにより、耕作放棄地の発生防

止に努めているところであります。県といたし

ましては、引き続き農業委員会や関係団体と連

携して、農地の適切な相続を推進してまいりた

いと考えております。

○ 原正三議員 山林についても、農地と同じ

で不在地主が多い状況にございます。不在地主

が原因の相続未登記に加えて、山林の資産価値

が低下したことも、相続未登記の増加の原因で

はないかと考えます。権利が複雑化すること
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で、山林の売買が困難となるとともに、境界が

不明確になったり、立ち会いの確認ができない

ことから、誤伐や盗伐などの違法伐採の原因に

もなっているということであります。これにつ

いては代表質問でございました。また、売買が

できず、関心が失われて管理されない山は、放

置林となって、林業の持続的な経営を阻害して

しまいます。このまま世代交代が進みますと、

ますます相続未登記地の解消は困難になりま

す。多くの山林が伐期を迎えている今、早急

に、相続未登記地の解消、境界の明確化に取り

組んでいかなければならないと考えます。不在

地主など所有者の不明な森林は、持続的な経営

の支障となると考えられますが、解決のための

対応策がないか、環境森林部長、これまでの答

弁とダブるかもしれませんが、改めてお願いし

ます。

○環境森林部長（大坪篤史君） 境界や所有者

の不明な森林は、適正な経営管理ができず、さ

まざまな事業を実施する際にも支障となってお

りまして、従来から問題とされてまいりまし

た。そのような中、昨年５月に森林法が改正さ

れ、市町村は、来年度と再来年度の２カ年で、

森林の所在や所有者名、境界等の情報を記載し

た林地台帳を整備することとなったところで

す。この台帳には、登記簿上の所有者のほか、

実際の所有者や管理者の住所・氏名も記載する

こととなっており、今後、適正な森林の管理や

施業の集約化等が促進されると期待されており

ます。本県では、市町村に対しまして、「山村

地域の持続的発展推進会議（通称「山会

議」）」を活用するなどしまして、林地台帳に

盛り込む情報の提供や技術的支援に努め、市町

村の台帳整備が円滑に進むよう、最大限の協力

をしてまいりたいと考えています。

○ 原正三議員 素材生産業者の方々から、山

林の売買に当たって、市町村役場で第三者の情

報を調べようと思っても、―ここなんです

―個人情報保護法により開示してもらえない

ことから、売買が進まないという声も耳にいた

しました。先ほどの答弁では、林地台帳には、

森林の所在や登記簿上の所有者のほか、実際の

所有者などの情報が記載され、適正な森林管理

や施業の集約化の促進が期待されるとのことで

ありました。これらの情報につきましては、森

林組合だけではなく、伐採から再造林まで行う

ような意欲のある林業事業体などに対しても、

積極的に提供されるべきと考えますが、いかが

でございましょうか。どのような情報が開示さ

れることになるのか、環境森林部長、お願いい

たします。

○環境森林部長（大坪篤史君) 林地台帳につき

ましては、全国知事会の代表として河野知事も

参加しました「国と地方の協議の場」において

議論が重ねられまして、本年１月27日の最後の

会議において、その方針案が示されたところで

ございます。それによりますと、情報の開示に

つきましては、森林の所在や境界に関する測量

の実施状況などは公表されますが、登記簿上の

所有者や実際の所有者の住所・氏名は対象外と

されているところです。－方、その例外としま

して、施業の集約化のため必要な場合には、本

人や隣接所有者、森林経営計画の認定を受けて

いる者に限定して、所有者の住所・氏名を含め

て情報提供することができないか、現在検討さ

れているところでありまして、今月中には明ら

かになるものと聞いているところであります。

○ 原正三議員 結局、空き家対策特別措置法

のような特別な法律をつくらない限り、根本的

な解決は、この不在地主問題は難しいかなとい
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うふうに考えました。これからの課題にして、

ともにいろいろと研究していきたいと思ってい

ます。

以上で終わります。ありがとうございまし

た。（拍手）

○星原 透議長 以上で一般質問は終わりまし

た。

◎ 議案第１号から第70号まで及び請願

委員会付託

○星原 透議長 次に、今回提案されました議

案第１号から第70号までの各号議案を、一括議

題といたします。

質疑の通告はありません。

ここで、議案第１号から第70号までの各号議

案及び新規請願は、お手元に配付の付託表のと

おり、それぞれ関係の委員会に付託いたしま

す。

あすからの日程をお知らせいたします。

あす８日及び９日は、常任委員会のため、本

会議を休会いたします。

次の本会議は、10日午前10時開会、平成28年

度補正予算関係議案についての常任委員長の審

査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時56分散会



３月10日（金）
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午前 時 分開議10 0

出 席 議 員（ 名）39
（ ）1番 西 村 賢 自由民主党 青の国

（ ）2番 有 岡 浩 一 愛みやざき

（ ）3番 来 住 一 人 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）4番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）5番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）6番 岩 切 達 哉 同

（ ）7番 二 見 康 之 宮崎県議会自由民主党

（ ）8番 清 山 知 憲 同

（ ）9番 島 田 俊 光 同

（ ）10番 日 高 博 之 同

（ ）11番 野 﨑 幸 士 同

（ ）12番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 星 原 透 同

（ ）14番 濵 砂 守 ひむかの会

（ ）15番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）16番 前屋敷 恵 美 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）17番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）18番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 髙 橋 透 同

（ ）20番 丸 山 裕次郎 宮崎県議会自由民主党

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 黒 木 正 一 同

（ ）24番 横 田 照 夫 同

（ ）25番 山 下 博 三 同

（ ）26番 右 松 隆 央 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 徳 重 忠 夫 自由民主党県民クラブ

（ ）29番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）30番 満 行 潤 一 県 民 連 合 宮 崎

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 後 藤 哲 朗 同

（ ）34番 外 山 衛 同

（ ）35番 松 村 悟 郎 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 原 正 三 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 宮 原 義 久 同

地方自治法第 条による出席者121
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 永 山 英 也

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危 機 管 理 統 括 監 畑 山 栄 介

福 祉 保 健 部 長 日 隈 俊 郎

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

会 計 管 理 者 髙 原 みゆき

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 土 持 正 弘

財 政 課 長 川 畑 充 代

教 育 長 四 本 孝

公 安 委 員 長 藤 田 紀 子

警 察 本 部 長 野 口 泰

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人 事 委 員 長 村 社 秀 継

事務局職員出席者

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 小 田 博 之

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 担 当 主 幹 松 吉 浩

議 事 課 主 査 沼 口 恭一郎

議 事 課 主 任 主 事 森 本 征 明
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常任委員長審査結果報告（議案第49号◎

から第70号まで）

これより本日の会議を開きま○星原 透議長

す。

本日の日程は、平成28年度補正予算関係議案

についての常任委員長の審査結果報告から採決

までであります。

まず、議案第49号から第70号までの各号議案

を一括議題といたします。

ここで、常任委員長の審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、二見康之委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○二見康之議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました補正予算

関係議案は、議案第49号外３件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案委員会審査結果表のとおり、いずれも全会

一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成28年度宮崎県一般会計補正予算に

ついてであります。

今回の補正は、公共事業費等の国庫補助決定

に伴うもの、その他必要とする経費について措

置するものであり、補正額は268億1,200万円余

の減額となっております。

歳入財源の主なものとしては、県税が30

億4,000万円、地方交付税が27億8,700万円余の

増額となる一方、諸収入が104億7,000万円余、

国庫支出金が90億6,100万円余の減額となってお

ります。この結果、補正後の一般会計の予算規

模は5,992億200万円余となります。

このうち、総合政策部の補正予算は、一般会

計で７億9,600万円余、特別会計で300万円余の

減額であり、この結果、一般会計と特別会計を

合わせた補正後の予算額は120億2,000万円余と

なります。

また、総務部の補正予算は、一般会計で67

億5,500万円余の増額、特別会計で10億100万円

余の減額であり、この結果、一般会計と特別会

計を合わせた補正後の予算額は2,705億8,400万

円余となります。

次に、２巡目国体に向けた県有スポーツ施設

の整備方針案についてであります。

このことについて当局より、陸上競技場など

の３つの県有主要施設について、それぞれ２カ

所ずつ選定した整備候補地の概要報告があり、

委員より、「スポーツ施設を県内各地に分散し

て整備することにより、県内地域の交流を促進

するとともに、地域の活性化を図ることができ

るのではないか。宮崎市内周辺に一極集中する

のではなく、県内全体でバランスのとれた整備

を行うべきではないか」との意見がありまし

た。

また、別の委員より、「前回開催地である木

花の運動公園に整備する場合は、津波などへの

安全対策が必要不可欠であるが、そのためには

多額の費用負担が見込まれる。本県の厳しい財

政状況の中で施設整備費用を支出していくこと

になり、その整備に要する金額は、整備場所を

選定する際の重要な判断材料となるので、しっ

かり示していただきたい。また、費用負担の意

向など、施設整備に対する市町村の姿勢も十分

尊重して検討していただきたい」との要望があ

りました。

これに対し当局より、「財政負担や安全面な

どを考慮しながら、国体開催のためだけでな

く、地域振興の視点を含め、丁寧に検討を重

平成29年３月10日(金）
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ね、できるだけ早期に、県民や議会に納得いた

だけるような整備方針を出したい」との答弁が

ありました。

次に、防災拠点庁舎についてであります。

このことについて当局より、「平成29年３月

に実施設計を完了した後、12月に工事に着手

し、平成31年12月の完成を目指したい」との報

告がありました。

これに対し委員より、災害時に庁舎で対応に

当たる職員の数や、そのスペースの確保状況に

ついて質疑があり、当局より、「災害時の対応

職員は、自衛隊等を含めて約1,400人を想定して

いる。司令塔となる総合対策部室はもとより、

防災拠点庁舎の３階から７階のフロアについて

は、平常時には、防災啓発のための研修室や県

庁会議室として使用し、災害時には、応急対策

活動の場とすることとしており、十分なスペー

スを確保できる」との答弁がありました。

これに対し委員より、「大勢の職員が災害対

応に従事することになるが、その活動に支障を

来さないよう、シャワー室の環境整備や食事の

確保については、十分な配慮をお願いしたい。

また、防災拠点庁舎や、あわせて整備する県庁

５号館を初め、庭園などの県庁周辺施設が一体

的に利用しやすいものとなるよう、今後も検討

していただきたい」との要望がありました。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、太田○星原 透議長

清海委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○太田清海議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました補正予算

関係議案は、議案第49号外４件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案委員会審査結果表のとおり決定いたしまし

た。

なお、議案第66号については賛成多数によ

り、その他の議案については全会一致により決

定しております。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、福祉保健部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で42億3,200万円余の

減額であり、この結果、一般会計と特別会計を

合わせた補正後の予算額は1,032億3,700万円余

となります。

このうち、新規事業「結婚に伴う新生活支援

を行う自治体支援事業」についてであります。

この事業は、経済的理由で結婚に踏み出せな

い方々に対し、結婚に伴う新生活を、住宅の取

得費用など金銭面で支援することにより、婚姻

数の増加につなげようという市町村の取り組み

を支援するものであり、綾町から応募があった

ものであります。

このことについて委員より、「事業を実施す

るに当たり、対象者の条件等はあるのか」との

質疑があり、当局より、「移住者、在住者にか

かわらず、事業開始から来年３月末までに新た

に婚姻届を提出され、市町村で受理された夫婦

が対象となる」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、当事業を地域の

人口増及び末永い結婚生活につなげていただく

ことを要望いたします。

次に、宮崎県地域医療再生基金条例を廃止す

る条例につてであります。

このことについて委員より、「当基金の廃止

により、必要な事業も継続できなくなるのでは

ないか」との質疑があり、当局より、「この基
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金により、ドクターヘリの導入など、本県医療

提供体制の基盤整備が図られたが、基金事業が

終了した現在においても、地域医療介護総合確

保基金により、医師・看護師など、医療人材の

育成・確保事業等は継続している」との答弁が

ありました。

次に、宮崎県国民健康保険運営協議会条例に

ついてであります。

このことについて委員より、「当協議会の委

員構成をどのように考えているのか」との質疑

があり、当局より、「委員11人で組織するが、

国民健康保険の被保険者を代表する者として市

町村国保運営協議会の委員に就任されている方

３名、保険医・保険薬剤師を代表する者３名、

公益を代表する者として大学教授等の学識経験

者３名、被用者保険等保険者を代表する者とし

て協会けんぽや健保組合等から２名を想定して

いる」との答弁がありました。

また別の委員より、「県民の意見を幅広く吸

い上げるには、もつと構成員の数をふやすべき

ではないか」との意見がありました。

次に、病院局の補正予算についてでありま

す。

今回の補正は、高額薬品使用量の増、平成28

年熊本地震に係る災害救助に要した費用の求償

及び県立宮崎病院の災害復旧工事に伴うもので

あり、病院事業収益１億6,300万円余、病院事業

費用１億6,200万円余及び資本的収入100万円余

を増額するものであります。この結果、補正後

の病院事業収益は311億4,700万円余、病院事業

費用は311億9,100万円余及び資本的収入は38

億8,000万円余となります。

このうち、高額薬品の使用についてでありま

す。

このことについて委員より、「がん治療の新

薬であるオプジーボの使用量が急激に伸びたの

はなぜか」との質疑があり、当局より、「平

成27年12月に肺がんに保険適用が拡大されたこ

とが主な要因である」との答弁がありました。

さらに委員より、「治療の初期段階からでは

なく、医療の過程において、医療側で使用を判

断することになるのか」との質疑があり、当局

より、「そのとおりであるが、ガイドラインが

示されており、どの患者にでも使用できるもの

ではない」との答弁がありました。

これに対して委員より、「オプジーボに限ら

ず、効果的な新薬ができた場合には、高度医療

を担う県病院として、できるだけチャレンジし

ていただきたい」との要望がありました。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○星原 透議長

清山知憲委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○清山知憲議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました補正予算

関係議案は、議案第49号外６件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案委員会審査結果表のとおり、いずれも全会

一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、商工観光労働部の補正予算についてで

あります。

今回の補正は、一般会計で62億4,700万円余、

特別会計で4,700万円余の減額であります。この

結果、一般会計と特別会計を合わせた補正後の

予算額は377億4,900万円余となります。

このうち、新規事業「ローカルイノベーショ

ン促進施設整備事業」についてであります。
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この事業は、工業技術センター・食品開発セ

ンターにおいて、産業振興戦略に重点分野とし

て掲げるＩＣＴ、フードビジネス分野の試験・

研究機能及び企業支援強化のための施設整備を

実施し、県内企業の新製品開発の促進や技術力

の向上等を図るものであります。

当委員会といたしましては、魅力的な新製品

開発等を支援することにより県内企業の発展を

促し、安定した雇用を創出するなど、地方創生

を推進する効果的な事業となるよう、しっかり

取り組んでいただくことを要望いたします。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で82億6,700万円余の

減額、特別会計で3,700万円余の増額でありま

す。この結果、一般会計と特別会計を合わせた

補正後の予算額は789億7,300万円余となりま

す。

次に、建設工事等におけるコスト調査の結果

についてであります。

このことについて当局より、「コスト調査の

結果や、建設業の経営状況及び国や他県の状況

を総合的に勘案すると、最低制限価格の水準を

見直す状況ではないと判断されること、また、

アンケート結果から、予定価格の適正な設定、

適切な設計変更等に努めていくことが重要であ

ると再認識できたため、品確法の趣旨を踏ま

え、引き続き適切に対応していく」との報告が

ありました。

これに関して複数の委員より、「建設業者な

どから、一般管理費の節減等により何とか利益

を確保している状況であり、担い手確保のため

の処遇改善を行う余裕がないとの話も聞いてい

る。建設産業は、災害復旧等において重要な役

割を果たしており、人材獲得競争が激しさを増

す中、その担い手を確保するためにも、最低制

限価格の見直し等については慎重に検討してい

く必要があるのではないか」との意見があり、

当局より、「適正な予定価格の設定に努めるほ

か、適切な設計変更については、現場の状況等

を反映できるよう、来年度から受注者と発注者

間の協議の場を設けることとしている。今後と

も、関係団体等と意見交換をしながら、社会資

本整備等で重要な役割を担う建設産業の育成に

しっかり取り組んでいきたい」との答弁があり

ました。

当委員会といたしましては、建設工事等の入

札契約制度については、建設業者からさまざま

な意見があることを踏まえ、関係団体と十分に

意見交換を行い、必要に応じて見直しを検討す

るなど、社会資本の整備や防災・減災対策等に

おいて重要な役割を担う建設業者が、将来にわ

たりその機能を発揮できるよう取り組んでいた

だきますことを要望いたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○星原 透議長

会、右松隆央委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○右松隆央議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました補正予算

関係議案は、議案第49号外７件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案委員会審査結果表のとおり、いずれも全会

一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、環境森林部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で36億2,400万円余、
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特別会計で2,100万円余の減額であり、この結

果、一般会計及び特別会計を合わせた補正後の

予算額は235億7,500万円余となります。

このことについて委員より、「不用額が生じ

ているが、事業の進捗管理はうまくできている

のか」との質疑があり、当局より、「今回の減

額補正は、国庫補助金の内示額が県の予算額を

下回ったこと、及び入札の結果で減額になった

ことの２つが主な要因である。今年度は、事業

の進捗管理を部内で共有し、議論するなどしな

がら十分に留意してきたが、事業によっては目

標のレベルまで至らなかったものもある。次年

度は、予算をさらに有効活用できるように、よ

り計画的な執行に努めてまいりたい」との答弁

がありました。

次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で66億1,700万円余、

特別会計で600万円余の減額であり、この結果、

一般会計と特別会計を合わせた補正後の予算額

は505億9,500万円余となります。

次に、高病原性鳥インフルエンザへの対応に

ついてであります。

当局より、本県で昨年12月とことし１月に発

生した、２例の高病原性鳥インフルエンザに係

る対応状況等についての報告があり、複数の委

員より、「自衛隊を初め、建設業協会などの協

力を得ながら、迅速かつ的確に防疫措置を実施

されたことは高く評価したい」との意見があり

ました。

その一方で、委員より、「今回の発生農場は

いずれも古い鶏舎であることから、鶏舎のあり

方も含め、あらゆる視点での研究をすべきでは

ないか」との意見や、「鳥インフルエンザの感

染経路がいまだ解明されていない現状では、農

家は、緊張や不安を抱え続けながら、必死に防

疫対策を行っている。当局は、農家の立場に

立って、その実情などを国に訴えていただきた

い」との要望がありました。

次に、建設工事等におけるコスト調査の結果

についてであります。

このことについては、先はどの商工建設常任

委員長の報告でも触れましたが、当委員会にも

報告がなされたところであり、委員から、「調

査結果を踏まえ、「最低制限価格の水準を見直

す状況ではない」との対応方針は、直ちに結論

づけるのではなく、しっかりと検証していただ

きたい」との意見がありました。

また、別の委員より、「党の部会と建設業協

会等との意見交換の中では、それぞれの業者の

営業努力などによるところもあるので、この調

査結果が実態を十分に踏まえたものとは言いが

たいとの声があった」という意見や、「単独の

工事で利益が出ていても、通年で利益が出るの

かといった側面についても考えていただきた

い」といったさまざまな意見がありました。

当委員会といたしましては、建設業界が果た

しているインフラ整備や災害時の緊急対応、さ

らには、雇用の場の確保といった役割を十分に

勘案した上で、持続的に経営が成り立つための

建設工事の発注のあり方などを、公共三部で

しっかりと議論していただくよう要望いたしま

す。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○星原 透議長

会、渡辺創委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○渡辺 創議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました補正予算
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関係議案は、議案第49号外１件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案委員会審査結果表のとおり、いずれも全会

一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、公安委員会の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で９億200万円余の減

額であり、この結果、補正後の予算額は263

億8,400万円余となります。

次に、教育委員会の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で28億1,200万円余の

減額、育英資金特別会計で３億8,500万円余の増

額であります。この結果、一般会計と特別会計

を合わせた補正後の予算額は1,069億5,400万円

余となります。

このうち、人件費等の不用額についてであり

ます。

このことについて委員より、「教育委員会及

び公安委員会において、人件費や退職手当等の

不用額が一定以上あることから、その予算計上

に当たっては、翌年度の見通しをより精査して

積算すべきである」との意見がありました。

次に、県警察本部所有車両の交通事故につい

てであります。

このことについて当局より、交通事故が６件

あったとの報告があり、「交通安全に努めるべ

き警察官が、たとえ緊急時等であっても事故を

起こすことは、県民の信頼を損なうことになり

かねないため、さらに職員の研修・指導に努め

たい」との説明がありました。

これに対して委員より、「パトカーによる巡

回、取り締まり等は、県民の安全な暮らしに

とっては不可欠であるので、その出動回数に応

じたリスクは仕方がないが、今後は、事故がな

くなるよう徹底してもらいたい」との要望があ

りました。

次に、宮崎県美術品等取得基金事業について

であります。

このことについて当局より、「平成27年12月

の美術品等取得基金条例改正後初めての作品購

入であるが、今回の購入予定作品は、郷土出身

で現在中央で活躍する作家の彫刻作品であり、

２点の制作時期の異なる特徴的な作品を収集す

ることで、当該作家の研究が進み、県民の財産

となり、親しんでいただけると考えている」と

の説明がありました。

これに関して委員より、「県によるこのよう

な作品収集を、若い次世代の芸術家の励みにな

るような仕掛けとして生かすなど、今後とも有

効に基金を活用していただきたい」との要望が

ありました。

次に、２巡目国体に向けた県有スポーツ施設

の整備方針案についてであります。

このことについて当局より、陸上競技場、体

育館及びプールの整備場所をそれぞれ２候補地

に絞り込んだとの報告があり、円滑な大会運

営、スポーツランドみやざきの新たな展開及び

コスト面等の視点から、どういう検討課題があ

るかなどの説明がありました。

このことについて委員より、「土地造成費や

津波対策経費など、コスト面で不確定要素が多

いので、現段階では判断が難しいが、今後、整

備コストをより精査した上で、国際大会の誘致

などを見据えた国体後の施設の利活用や管理体

制、障がい者の避難誘導を考慮した津波対策、

市町村の費用負担など、十分勘案してもらいた

い」との意見がありました。
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当委員会といたしましては、当該施設の候補

地絞り込みの最終判断に当たっては、さまざま

な検討課題について十分な議論を尽くした上

で、合理的で、かつ多くの県民が納得される選

定をしていただきますよう要望いたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で常任委員長の審査結果○星原 透議長

報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○星原 透議長

討論についての発言時間は、１人10分以内とい

たします。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

〔登壇〕（拍手） おはよう○前屋敷恵美議員

ございます。前屋敷恵美でございます。私は、

日本共産党宮崎県議団を代表して、今議会上程

の議案のうち、議案第63号及び第66号につい

て、反対の立場からその理由を述べて討論いた

します。

まず、第63号「国営西諸土地改良事業負担金

徴収条例及び国営大淀川右岸施設機能保全事業

負担金徴収条例の一部を改正する条例」につい

てです。

土地改良法施行令の一部改正に伴い、負担金

徴収の利率の見直しを行うとするものですが、

本来、国や県の直轄事業については、それぞれ

が責任を持って事業を執行することが当然で

あって、市町村財政や住民の暮らしを圧迫させ

ないためにも、税率のいかんによらず、負担金

の徴収はすべきではないと考えます。

次に、議案第66号「宮崎県国民健康保険運営

協議会条例」についてです。

本議案は、国が2018年度から、国民健康保険

の運営主体を市町村から都道府県に移す国保の

都道府県化に伴い、国民健康保険事業の運営に

関する事項を審議するための「宮崎県国民健康

保険運営協議会条例」を設置するというもので

すが、我が党は、国保の都道府県化そのものに

反対です。

現在の国保の抱える最大の問題は、高過ぎる

国保税が、貧困世帯をより貧困にしているとい

う現実です。国保を広域化・都道府県化すれば

こうした問題を解決できるのか、どんなメリッ

トがあるのか、国は明快な回答を示してはおり

ません。国保の都道府県化によって、高過ぎる

国保税を抑えるために市町村が行っている一般

会計から国保への繰り入れがなくなり、保険税

の大幅引き上げにつながることが懸念されてい

ます。

そもそも、国民皆医療保険として始まった国

民健康保険制度は、構成員の多くは低所得者で

あり、保険税だけで運営することは不可能なた

めに、多くを国庫負担で賄うことを条件として

スタートした制度です。

もともと国保財政の70％あった国庫負担

が、1984年には約50％に低下し、現在は23％程

度しかなく、減らされた国庫負担の穴埋めのた

めに、市町村が一般会計や基金を取り崩して繰

り入れを行い、高過ぎる国保税の軽減に充てて

いるのが現状です。

国は、都道府県化に伴って、2015年度、国保

財政に1,700億円の支援を投じましたが、繰入金

の半分程度にしかすぎません。

今後は、県が、県全体の国保財政運営の責任

者として、市町村ごとの納付金や標準保険料率



- 313 -

平成29年３月10日(金）

を提示し、市町村へ100％の納付を義務づけるこ

とになります。

しかし、全国的に見て、保険税の平均収納率

は90％です。県への100％納付のための方策とし

て、市町村は、90％の収納率でも納付金100％に

なるように保険税を設定する可能性が一番高い

と見られています。当然、高い保険税になると

いうことです。

保険税の高騰を抑えたければ、給付の抑制、

受診抑制が迫られることになり、結果、医療費

の削減へとつながる。国保広域化・都道府県化

の主な狙いはここにあると思います。

現在でも、高過ぎる国保税が問題で、滞納世

帯への財産の差し押さえや保険証の取り上げが

行われており、命の尊厳さえ脅かされる状況が

あります。国民に必要な医療を保障するために

も、国庫負担の抜本的引き上げによる保険税の

引き下げこそ急がなければならない課題です。

国保加入者の願いは、暮らしを成り立たせ、

払うことのできる妥当な保険料で、安心して受

診できる公的保険制度です。

そういう点からも、貧困をさらに拡大する危

険性のある国保の都道府県化を行うべきでない

ことを述べて、討論といたします。以上です。

（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○星原 透議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第63号及び第66号採決◎

これより採決に入ります。○星原 透議長

まず、議案第63号及び第66号について、一括

お諮りいたします。

両案に対する委員長の審査結果報告は可決で

あります。委員長の報告のとおり決することに

賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両案は委○星原 透議長

員長の報告のとおり可決されました。

議案第49号から第62号まで、第64号、◎

第65号及び第67号から第70号まで採決

次に、議案第49号から第62号○星原 透議長

まで、第64号、第65号及び第67号から第70号ま

での各号議案について、一括お諮りいたしま

す。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決され

ました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○星原 透議長

り、議員から議案の送付を受けましたので、事

務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成29年３月10日

宮崎県議会議長 星原 透 殿

提出者 宮崎県議会議員 中野 一則

黒木 正一

田口 雄二

横田 照夫

山下 博三

西村 賢

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第１項の規定に
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より提出します。

記

議員発議案第２号

北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する

意見書

議員発議案第２号追加上程、採決◎

ただいま朗読いたしました議○星原 透議長

員発議案第２号を日程に追加し、議題とするこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

議員発議案第２号を議題といたします。

お諮りいたします。

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、説明及び委員会の付託を省略して直

ちに審議することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第２号についてお諮りいたしま

す。

本案を原案のとおり可決することに御異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、本案は原案のとおり可決されました。

議案第71号及び第72号追加上程◎

次に、お手元に配付のとお○星原 透議長

り、知事から議案第71号及び第72号の送付を受

けましたので、これらを日程に追加し、議題と

することに御異議ありませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

議案第71号及び第72号を一括上程いたしま

す。

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○星原 透議長

明を求めます。

〔登壇〕 それでは、た○知事（河野俊嗣君）

だいま提案いたしました議案第71号及び議案

第72号について御説明申し上げます。

このたび、宮崎県副知事、稲用博美氏及び内

田欽也氏が平成29年３月31日をもって任期満了

となりますので、その後任として、郡司行敏氏

及び鎌原宜文氏を平成29年４月１日付で、それ

ぞれ副知事に選任いたしたく、地方自治法第162

条の規定により、県議会の同意を求めるもので

あります。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。

〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○星原 透議長

質疑の通告はありません。

お諮りいたします。○星原 透議長

両案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

あすからの日程をお知らせいたします。

あす11日から21日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

平成29年３月10日(金）
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次の本会議は、22日午前10時開会、平成29年

度当初予算関係議案等についての常任委員長の

審査結果報告から採決まで、及び特別委員長の

調査結果報告であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時38分散会



３月22日（水）
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平 成 2 9 年 ３ 月 2 2 日 （ 水 曜 日 ）

午前 時 分開議10 0

出 席 議 員（ 名）39
（ ）1番 西 村 賢 自由民主党 青の国

（ ）2番 有 岡 浩 一 愛みやざき

（ ）3番 来 住 一 人 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）4番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）5番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）6番 岩 切 達 哉 同

（ ）7番 二 見 康 之 宮崎県議会自由民主党

（ ）8番 清 山 知 憲 同

（ ）9番 島 田 俊 光 同

（ ）10番 日 高 博 之 同

（ ）11番 野 﨑 幸 士 同

（ ）12番 日 髙 陽 一 同

（ ）13番 星 原 透 同

（ ）14番 濵 砂 守 ひむかの会

（ ）15番 図 師 博 規 愛みやざき

（ ）16番 前屋敷 恵 美 日本共産党宮崎県議会議員団

（ ）17番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）18番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 髙 橋 透 同

（ ）20番 丸 山 裕次郎 宮崎県議会自由民主党

（ ）21番 中 野 一 則 同

（ ）22番 中 野 明 同

（ ）23番 黒 木 正 一 同

（ ）24番 横 田 照 夫 同

（ ）25番 山 下 博 三 同

（ ）26番 右 松 隆 央 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 徳 重 忠 夫 自由民主党県民クラブ

（ ）29番 新 見 昌 安 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）30番 満 行 潤 一 県 民 連 合 宮 崎

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 緒 嶋 雅 晃 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 後 藤 哲 朗 同

（ ）34番 外 山 衛 同

（ ）35番 松 村 悟 郎 同

（ ）36番 坂 口 博 美 同

（ ）37番 原 正 三 同

（ ）38番 井 本 英 雄 同

（ ）39番 宮 原 義 久 同

地方自治法第 条による出席者121
知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 稲 用 博 美

副 知 事 内 田 欽 也

総 合 政 策 部 長 永 山 英 也

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危 機 管 理 統 括 監 畑 山 栄 介

福 祉 保 健 部 長 日 隈 俊 郎

環 境 森 林 部 長 大 坪 篤 史

商工観光労働部長 中 田 哲 朗

農 政 水 産 部 長 郡 司 行 敏

県 土 整 備 部 長 東 憲之介

会 計 管 理 者 髙 原 みゆき

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 土 持 正 弘

財 政 課 長 川 畑 充 代

教 育 長 四 本 孝

公 安 委 員 長 藤 田 紀 子

警 察 本 部 長 野 口 泰

代 表 監 査 委 員 高 橋 博

人 事 委 員 長 村 社 秀 継

事務局職員出席者

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 小 田 博 之

議 事 課 長 補 佐 伊 豆 雅 広

議 事 担 当 主 幹 松 吉 浩

議 事 課 主 査 沼 口 恭一郎

議 事 課 主 任 主 事 森 本 征 明
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常任委員長審査結果報告（議案第１号◎

から第48号まで及び請願）

これより本日の会議を開きま○星原 透議長

す。

本日の日程は、平成29年度当初予算関係議案

等についての常任委員長の審査結果報告から採

決まで、及び特別委員長の調査結果報告であり

ます。

まず、議案第１号から第48号までの各号議

案、請願第21号並びに継続審査中の請願第17号

及び第20号を一括議題といたします。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、二見康之委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○二見康之議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関係議案は、議案第１号外13件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案・請願委員会審査結果表のとおり決定いた

しました。

なお、議案第29号及び第31号については賛成

多数により、その他の議案については全会一致

により決定しております。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、平成29年度当初予算の概要についてで

あります。

今回提案されました平成29年度一般会計の予

算規模は5,778億3,500万円で、ＴＰＰ対策関連

の国庫補助事業の減等により、前年度当初予算

と比較して42億3,700万円、0.7％の減となって

おります。また、特別会計については10.5％の

増、公営企業会計については2.7％の増となって

おります。

当初予算の特徴といたしまして、不断の取り

組みとして第四期財政改革推進計画を着実に実

行しながら、人口減少問題に真正面から向き合

い、本県の未来を切り開く中長期的な視点に

立った施策を着実に推進していくための「未来

志向の地方創生に取り組む予算」として編成さ

れております。

歳入では、まず自主財源については、県税収

入が法人事業税の増等により前年度と比較し

て1.2％の増、地方消費税清算金は地方消費税の

減により3.5％の減、繰入金は地域医療介護総合

確保基金からの繰り入れの増等により2.3％の増

となっております。また、依存財源について

は、地方交付税が0.2％の減、臨時財政対策債

も0.8％の減となっており、それらを合計した実

質的な地方交付税額は0.2％の減となっておりま

す。

なお、県債残高については平成29年度末

で8,642億円程度となり、今年度末と比較し

て193億円程度の減、臨時財政対策債を除く実質

的な県債残高についても4,862億円程度とな

り、174億円程度の減となる見込みであります。

一方、歳出では、引き続き地方創生に向けた

取り組み、防災・減災対策の強化及び地域経済

の活性化を積極的に推進する観点から、特別枠

として総額61.4億円が措置されております。

収支不足額については、前年度より縮小した

ものの、208億円程度となっており、基金の取り

崩しにより対応した結果、財源調整のための財

政関係２基金の平成29年度末残高は243億円程度

となる見込みであります。

このうち、地方消費税清算金について委員よ

り、「平成29年度の税制改正における清算基準

の見直しにおいて、人口比率を高める方向へと

平成29年３月22日(水)
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シフトされた。本来、地方消費税の引き上げ分

については社会保障の充実に充てることとされ

ていることから、これを契機に本県に有利な配

分がなされるよう、清算基準の見直しを国に求

めていただきたい。また、臨時財政対策債につ

いては、平成13年度予算から導入されて以降、

事実上の県の立てかえが恒常化し、その累積額

も多大であり、地方行政にとっての不安材料で

ある。地方交付税の法定率の引き上げなどの対

策を講じ、本来あるべき姿となるよう、国に求

めていただきたい」との要望がありました。

これに対し当局より、「安定的な財政運営に

とって、財源確保は非常に重要な課題であるこ

とから、地方消費税や地方交付税については、

法の趣旨にのっとった適切な財政配分となるよ

う、全国知事会等のさまざまな機会を捉え、国

に対し引き続き訴えていきたい」との答弁があ

りました。

次に、総合政策部の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせ130億1,200万円余で、前年

度の予算と比較して2.1％の増となっておりま

す。

このうち、重点施策関連事業について当局よ

り、「平成29年度は県総合計画アクションプラ

ンの折り返しを迎える年であり、人口減少対策

と中山間地域対策の強化、世界ブランドのみや

ざきづくりの推進、成長産業の育成加速化と新

たな産業づくりの３つの施策に重点を置いて取

り組む」との説明がありました。

これに対し委員より、「人口減少や中山間地

域振興などの課題解決を図り、県内全体でバラ

ンスよく発展していくためには、きめ細かな視

点で各地域ごとの課題を把握することが必要で

ある。そのためには、地域に密着した市町村の

取り組みが重要であることから、積極的に市町

村に働きかけ、連携を図っていただきたい」と

の要望があり、当局より、「各市町村でそれぞ

れ戦略を持って取り組まれているが、市町村間

の広域的な連携を図り、より踏み込んだ形で課

題を分析・把握し、地域の実情に応じた効果的

なよりよい施策が生まれるように、市町村と議

論を重ね、ともに取り組んでいきたい」との答

弁がありました。

次に、新規事業「水素エネルギー利活用促進

モデル事業」についてであります。

当局より、「国は、エネルギーの柱の一つと

して水素を利活用する構想を定めており、2030

年には家庭用燃料電池を国内全世帯の約１割に

相当する530万台まで普及させる目標を定めるな

ど、水素社会の実現に向けた取り組みを進めて

いる。このような動きを踏まえ、これまで関係

機関等と意見交換を行ってきたところである

が、今後、県としての構想を取りまとめるとと

もに、市町村と連携して家庭用燃料電池の設置

支援を行うなど、水素エネルギーの利用拡大を

図っていきたい」との説明がありました。

当委員会といたしましては、エネルギーの地

産地消の実現に向け、集合住宅や新たな住宅団

地への燃料電池のモデル的な導入や、再生可能

エネルギーを活用した水素の製造などを含むさ

まざまな可能性について研究するなど、引き続

き、大学や民間企業等と連携し、積極的に検討

していただくことを要望いたします。

次に、総務部の平成29年度予算についてであ

ります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせ2,642億6,100万円余で、前

年度当初予算と比較して2.6％の増となっており
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ます。

このうち、新規事業「消防広域化・常備化支

援事業」についてであります。

これは、消防本部が設置されていない、いわ

ゆる消防非常備町村の常備化を後押しするた

め、市町村が設置する検討協議会の運営支援を

行うものであり、当局より、「人口減少や高齢

化が進む中で、消防団員の減少や救急業務に対

する需要の高まりが予想されている。持続可能

な消防体制を構築できるよう、今後の市町村の

協議に際しては、県としてもしっかりとサポー

トし、地域防災力の強化を図っていきたい」と

の説明がありました。

これに対し委員より、「消防体制の構築な

ど、さまざまな防災・減災対策が必要となる

が、県民の安全を守るために、災害に強い地域

づくりに今後とも取り組んでいただきたい」と

の要望がありました。

最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましては、地方自治法第109条第８

項の規定により、閉会中の継続審査といたした

いので、議長においてその取り扱いをよろしく

お願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、太田○星原 透議長

清海委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○太田清海議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関係議案等は、議案第１号外13件であります。

継続審査中の請願２件を含め、慎重に審査をい

たしました結果、請願第20号については、請願

者からの取り下げ申し出を了承し、その他の案

件については、お手元に配付の議案・請願委員

会審査結果表のとおり決定いたしました。

なお、議案第１号、第29号及び請願第17号に

ついては賛成多数により、その他の議案及び請

願については全会一致により決定しておりま

す。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、福祉保健部の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせ1,097億7,500万円余で、前

年度の当初予算と比較して5.1％の増となってお

ります。

このうち、新規事業「ＮＥＸＴ100年！民生委

員応援事業」についてであります。

このことについて委員より、民生委員の現状

及び事業効果に関する質疑があり、当局より、

「民生委員の現時点での欠員は、改選当初の104

名から84名にまで減っている。ことしは民生委

員制度創設100周年の節目に当たるため、若い人

たちが民生委員の仕事を実体験する取り組みな

どを通じて、県民の理解を深め、担い手の確保

等につなげていきたい」との答弁がありまし

た。

次に、訪問看護ステーション等設置促進強化

事業についてであります。

この事業は、条件不利地域等における訪問看

護ステーションの立ち上げを支援するととも

に、ＪＡ等による介護・看護サービスへの新規

参入の促進を図るものであります。

このことについて委員より、「ＪＡ以外にど

のような団体を見込んでいるのか」との質疑が

あり、当局より、「山間地や僻地等において、

医療法人や社会福祉法人などにも参入してほし

いと考えている」との答弁がありました。
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当委員会といたしましては、事業の着実な推

進により、農山村地域等における介護・看護提

供体制の充実・強化につなげていただくことを

要望いたします。

次に、新規事業「農福連携障がい者就労支援

事業」についてであります。

これは、就労継続支援Ｂ型事業所に農業の専

門家等を派遣して、農業に関する知識習得や技

術の向上を図るとともに、生鮮野菜等の展示・

即売会等を実施することにより、農業と福祉分

野の連携を進め、農業の担い手確保や障がい者

の工賃向上等を図るものであります。

このことについて委員より、「事業所が望ん

でいる仕事をきちんと把握した上で、必要とさ

れる技術や知識をつないでいくことが重要であ

る。農作業を通じて働きがいを提供できる、非

常に可能性のある事業であり、期待したい」と

の意見がありました。

次に、新規事業「動物愛護センター「いのち

の教育」推進事業」についてであります。

これは、ことしの４月に動物愛護センターが

開所するのを機に、動物を愛護する心が芽生え

る小学生に対し、同センターの動物との触れ合

い等を通して動物との共存、命の大切さを学ぶ

ための「いのちの教育」を、教育委員会と連携

して推進することで、生命を尊重する心や豊か

な人間性・社会性などを育み、究極の目標であ

る犬・猫の殺処分ゼロを目指すものでありま

す。

当委員会といたしましては、今後、動物愛護

センターにおいて、動物の命をテーマとした映

画「ひまわりと子犬の７日間」などの活用も検

討していただくなど、より効果的な「いのちの

教育」を推進し、犬・猫の殺処分数の減につな

げていただくよう要望いたします。

次に、自殺対策についてであります。

このことについて委員より、「警察庁の平

成28年の自殺統計における人口10万人当たりの

自殺者数が前年の全国ワースト４位からワース

ト10位に改善したことは評価できる。その要因

をどう考えるか」との質疑があり、当局より、

「例えば、自殺者の３分の１がうつ病であると

いうデータに基づき、小林保健所を皮切りに、

かかりつけ医と精神科医との連携を進めたとこ

ろ、改善につながったことから、実施地域を広

げるなど、さまざまなデータを分析し、対策を

講じてきたことが要因と考えている」との答弁

がありました。

次に、病院局の平成29年度予算についてであ

ります。

今回提案されました県立病院事業会計当初予

算の収益的収支は、収益316億4,700万円余、費

用316億3,600万円余であります。収益から費用

を差し引いた収支は1,100万円余の黒字でありま

すが、前年度の当初予算と比較して4,000万円余

の減となっております。

これは、入院・外来患者数の増等により収益

が増加する一方で、職員の給与改定等による給

与費の増などにより費用が増加する見込みであ

ることが、主な要因であります。

次に、新規事業「県立病院経営改善事業」に

ついてであります。

これは、県立病院において、診療情報等を活

用した専門的な見地からの分析をコンサルタン

トに委託して行い、有効な経営改善策を講じる

ことにより、安定した経営基盤の確立を図るも

のであります。

これに関連して委員より、「委託を予定して

いるコンサルタントの実績はどうなっているの

か」との質疑があり、当局より、「国内で100数
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十病院のコンサル業務を受託しており、単年度

で数億円規模の経営改善につなげた実績があ

る」との答弁がありました。

また、複数の委員より、「収支改善を目指す

余り、患者に対する治療が二の次にならないよ

うに注意してほしい」との要望がありました。

さらに、別の委員より、「病院局の役割とし

て、自分たちで調査した上で、課題を把握し、

経営改善につなげることも必要ではないか」と

の意見がありました。

次に、西池医師公舎外壁改修工事についてで

あります。

このことについて委員より、「県立宮崎病院

の再整備について議論がある中で、同病院の医

師公舎の外壁改修を行わなければならない緊急

性があるのか」との質疑があり、当局より、

「医師公舎は建築後27年が経過しており、外壁

のひび割れ部分などから雨漏りしている。仮に

移転するとしても10年ぐらいはかかるため、

放っておける状況ではなく、医師確保の観点か

らも改修が必要だと考えている」との答弁があ

りました。

次に、県立宮崎病院再整備についてでありま

す。

このことについて委員より、「収支計画は病

院局が独自に作成したものなのか」との質疑が

あり、当局より、「総務省のフォーマットに基

づき、同省と協議しながら、当局で作成したも

のである」との答弁がありました。

これに対して委員より、「病院局で算出した

事業費が基本構想時から大幅に増加したことも

あるので、専門家の意見も踏まえながら、収支

計画の妥当性をきちんと検証すべきではない

か」との意見がありました。

また、委員より、「事業費の大幅な増加につ

いて、納得できないという声が議会に多くある

ので、納得させる努力をしてほしい」との要望

があり、当局より、「事業費が増大しているこ

とについて、議会への報告がおくれ、本当に申

しわけなく思っている。金額が膨らんだことに

ついては、議会や県民の皆様に十分理解いただ

けるよう努力していきたい」との答弁がありま

した。

当委員会といたしましては、県立宮崎病院再

整備に要する金額が膨大となっており、開院後

の病院経営への影響が非常に懸念されることか

ら、改めて収支計画等の妥当性を検証し、議会

に対して丁寧に説明していただくよう要望いた

します。

最後に、当委員会において継続審査と決定い

たしました案件のほか、「福祉保健行政の推進

及び県立病院事業に関する調査」につきまして

は、地方自治法第109条第８項の規定により、閉

会中の継続審査といたしたいので、議長におい

てその取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○星原 透議長

清山知憲委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○清山知憲議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関係議案は、議案第１号外９件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案・請願委員会審査結果表のとおり、いずれ

も全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、商工観光労働部の平成29年度予算につ

いてであります。
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今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせて427億7,900万円余で、前

年度と比較して0.5％の減となっております。

このうち、小規模事業対策について複数の委

員より、商工会や商工会議所における経営指導

員等の人件費補助対象人員が減少していること

について質疑があり、当局より、「実態に即し

て見直しを行っており、平成28年度と比べて２

名減少しているが、一方で、経営指導員等の資

質向上を図るため、研修等の充実強化に努めて

いるところである。小規模事業者数が減少傾向

にある中、商工会等の果たす役割は大きくなっ

ているため、これまで以上に商工業者から頼ら

れる存在となるにはどのような体制が望ましい

のか、引き続き商工会等と十分に話し合ってま

いりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、小規模事業者は

地域社会を支える重要な役割を果たしており、

宮崎県中小企業振興条例においても持続的な発

展がうたわれていることから、商工会等の経営

支援能力が十分確保されるよう、引き続き支援

いただくことを要望いたします。

次に、宮崎版ＤＭＯ推進事業についてであり

ます。

この事業は、みやざき観光コンベンション協

会にマーケティング力やコーディネート力にす

ぐれた専門人材を配置し、宮崎版ＤＭＯを確立

するための事業を実施することで、「稼ぐみや

ざき観光」を推進するものであります。

このことについて複数の委員より、専門人材

の選定や活用等について質疑があり、当局よ

り、「選定方法は協会と検討中であるが、単に

専門知識があるだけでなく、データ分析に基づ

いた売れる旅行商品の開発や、その売り込みを

効果的に行える方にお願いしてまいりたい」と

の答弁がありました。

これに関して委員より、「これまでの事業の

延長ではなく、専門人材の知見を生かした新た

な視点や手法で宮崎版ＤＭＯを推し進めるた

め、今後の事業展開もしっかりと見据えなが

ら、その核となるにふさわしい人材を選定いた

だきたい」との要望がありました。

次に、県土整備部の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせて711億6,200万円余で、前

年度と比較して0.4％の減となっております。

このうち、新規事業「美しい宮崎づくり推進

事業」について委員より、「啓発活動がメーン

のようだが、実際に県民による活動が行われる

ための体制づくりが重要である。この予算額で

は、啓発はできても体制づくりまでは難しいの

ではないか」との質疑があり、当局より、「こ

れからは行政主導ではなく、県民や事業者の方

々みずから美しい宮崎づくりに取り組んでいた

だきたいと考えており、まずはそのための普及

啓発に力を入れてまいりたい。また、今後策定

する推進計画については、ＰＤＣＡサイクルを

しっかりと構築しながら、必要な予算措置を行

うなど、美しい宮崎づくりの推進に努めてまい

りたい」との答弁がありました。

このことについて委員より、「推進計画が形

だけに終わらないよう、９年後に控える宮崎国

体も念頭に置きながら、県民一体となった美し

い宮崎づくりが着実に進むよう取り組んでいた

だきたい」との要望がありました。

次に、商工観光労働部と県土整備部の連携に

よる効果的な観光推進についてであります。

予算審査の中で、商工観光労働部より、サー

フコーストみやざきづくり推進事業などの観光
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推進施策の説明があり、委員より、「サーフィ

ンをスポーツランドみやざきの大きな柱として

確立し、国際大会の誘致活動等を行うとのこと

だが、アクセス道路等の周辺環境もあわせて整

備しなければ、効果は薄いと考える。県土整備

部等とも連携して取り組む必要があるのではな

いか」との意見がありました。

また、県土整備部から、美しい宮崎づくり推

進条例の制定について説明があり、その際、委

員より、「美しい宮崎づくりは観光推進にもつ

ながるため、観光施策と関連づけて取り組む必

要があるのではないか」との意見がありまし

た。

観光推進施策やスポーツ合宿・イベントの誘

致などを効果的に行うためには、その目的に

沿った周辺環境の整備についてもあわせて検討

することが重要であることから、当委員会とい

たしましては、部局間で事業目的や目標を共有

し、その達成に向け、足並みをそろえて取り組

んでいただくことを要望いたします。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○星原 透議長

会、右松隆央委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○右松隆央議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関係議案は、議案第１号外８件であります。慎

重に審査をいたしました結果、お手元に配付の

議案・請願委員会審査結果表のとおり、いずれ

も全会一致で決定いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、環境森林部の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせて220億200万円余で、前年

度と比較して4.5％の減となっております。

このうち、新規事業「食品ロス削減運動推進

事業」についてであります。

このことについて委員より、「食べられるの

に廃棄される食品、いわゆる食品ロスは大変な

社会問題であるので、一般家庭の協力はもとよ

り、飲食店や宿泊施設等といった事業者と連携

しながら、総力を挙げてその削減を進めてほし

い」との要望がありました。

これに対して当局より、「食品ロス削減につ

いては、県民一人一人の意識の醸成を図るとと

もに、食品ロスを削減するためのシステムづく

りをあわせて行っていくことが重要である。食

品の生産から流通、消費に至る各分野の事業者

や行政機関等と連携しながら、しっかりと取り

組んでいきたい」との答弁がありました。

次に、山村集落定住環境緊急整備事業につい

てであります。

これは、過疎地域等を対象に、土砂流出防止

施設の整備や水源確保対策を実施し、災害に強

い集落を緊急に整備することにより、集落機能

の保全と定住の促進を図るものであります。

このことについて委員より、「災害時におい

て集落の避難場所となるべき公民館等が災害危

険箇所となっているケースもあるので、そのよ

うな施設周辺の防災力向上には特に御努力をお

願いしたい」との要望がありました。

また、複数の委員より、「緊急整備が必要な
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箇所数は多いと考えるが、その割には予算額が

少ないのではないか」との意見があり、当局よ

り、「災害現場を訪問する中で、その切実な状

況を肌で感じてきた。このような事業を契機と

して、災害に強い県土づくりを市町村とともに

進めていき、その中で需要が多ければ、翌年度

に向けての議論をしてまいりたい」との答弁が

ありました。

次に、山村地域の持続的な発展に向けた対策

の推進体制についてであります。

このことについて当局より、「昨年の杉素材

生産量25年連続日本一の達成を踏まえ、今後

の25年、50年に向けて、平成29年を本格的な

「再造林元年」と位置づけ、地域ごとに抱える

さまざまな課題に対応した取り組みが進められ

るよう、新たな推進体制を整備したところであ

る。この推進体制を山村地域の持続的発展推進

会議、通称「山会議」と命名し、西臼杵支庁や

各農林振興局単位に設置した地区協議会と、本

庁に設置した推進本部が連携し、市町村や関係

団体等と一体となって、循環型林業の推進、山

村地域の活性化及び山村地域の所得向上の３つ

の対策に重点的に取り組むこととしている」と

の説明がありました。

これに対して委員より、山会議の役割につい

て質疑があり、当局より、「林業施策は、国、

県、市町村がそれぞれの立場で推進しており、

うまく連携がとれていなかったり、関係団体等

においても、お互いに議論できる場が余りない

ように感じた。また、地域ごとに固有の課題等

があることもわかってきたので、横断的に連携

し、議論していくための場として山会議を設置

した。今後はこれを十分に生かし、その成果を

国や県、市町村が行うそれぞれの施策に反映さ

せていきたい」との答弁がありました。

次に、農政水産部の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせて400億2,900万円余で、前

年度と比較して11.8％の減となっております。

このうち、新規事業「中山間地域農業年収

アップ支援事業」についてであります。

これは、中山間地域の営農集団等を対象

に、100万円以上の年収向上を目標とする「年収

アップ実践プラン」の策定及びその実現のため

の支援を行うことにより、中山間地域の農業所

得の向上を図るものであります。

このことについて委員より、「所得向上を実

現するためには、具体的なモデルを示していく

ことが重要である。市町村等と十分に意見交換

を行った上でプランを策定させ、実を結ぶよう

にしっかりと取り組んでいただきたい」との要

望や、「所得向上を達成するためには、その前

提として、相応の先行投資が必要になるので、

そのことも念頭に入れて、プラン策定等の支援

をしていただきたい」との要望がありました。

また、本事業と関連して当局より、「中山間

地域で暮らしていくためには、農外所得も重要

な収入源であることから、農業所得については

本事業で取り組み、農外所得に関しては、環境

森林部及び福祉保健部の関係各課と連携して、

その対策を進めることとしている」との説明が

ありました。

これに対して委員より、関係各課との今後の

連携の進め方について質疑があり、当局より、

「年収向上に関する庁内ワーキングチームを設

置しているので、これを最大限に活用し、中山

間地域が抱える諸課題の解決に向けて、連携し

て取り組んでまいりたい」との答弁がありまし

た。
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次に、新規事業「世界農業遺産（ＧＩＡＨ

Ｓ）地域力育成支援事業」についてでありま

す。

一昨年12月に、高千穂郷・椎葉山地域が世界

農業遺産の認定を受け、当局ではこれまで、地

元５町村やＪＡ、観光協会等を構成員とする組

織体制の構築や、地域資源等に係る情報収集及

びロゴマーク作成などの活動を行ってきたとこ

ろであります。

また、平成29年度は、これらの取り組みをベ

ースに、地域の自主的な活動や、中高生みずか

らが地域の農林業や伝統工芸のたくみなどを訪

問し、その経験や思いを聞き取り、文章化する

「聞き書き」による若者育成に対する支援等を

本事業で行うことで、さらなる地域活性化を

図っていくこととしております。

このことについて委員より、「中高生の聞き

書きはどのような効果が期待されるのか」との

質疑があり、当局より、「学生がそれらの体験

を通じて地域への理解や愛着を深めていくこと

を期待している」との答弁がありました。

これに対して委員より、「未来を担う子供た

ちが、学習活動の中で世界農業遺産について学

ぶことは、子供が郷土愛を育むことにとどまら

ず、保護者にとっても大きな刺激になり、ひい

ては地域を動かすことにつながる。この事業

は、地域の活力向上に大きな効果が期待できる

ので、積極的に進めていただきたい」との要望

がありました。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取り扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○星原 透議長

会、渡辺創委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○渡辺 創議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関係議案等は、議案第１号外７件及び新規請願

１件の計９件であります。慎重に審査をいたし

ました結果、お手元に配付の議案・請願委員会

審査結果表のとおり、いずれも全会一致で決定

いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、公安委員会の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は一般会計282

億7,000万円余であり、前年度予算と比較し

て4.1％の増となっております。

このうち、「交通安全施設整備事業」につい

てであります。

このことについて当局より、新年度は信号

機14基の新設や信号制御機159基の更新等を行う

との報告があり、全国的にも老朽化対策が大き

な課題となっているとの説明がありました。

これに対して委員より、「信号機等の設置は

交通事故を防ぐための安全対策の基本であり、

命にかかわることでもあるので、一層の予算確

保に努めるとともに､事故の原因分析等に基づく

適切な優先順位づけをお願いしたい」との要望

がありました。

次に、警察官の不祥事についてであります。

これは、今回発生した、警察官が所持してい

た拳銃で自殺を図った事案についてであり、当

局より、「まことに遺憾であり、再発防止に努

めてまいりたい」との報告がありました。
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このことについて委員より、「このような事

案が再び起こらないよう、内面的なケアを含め

た警察官に対する指導を徹底してもらいたい」

との意見がありました。

次に、企業局の平成29年度公営企業会計予算

についてであります。

まず、電気事業会計予算についてであります

が、収益的収支は、事業収益50億4,900万円余、

事業費49億3,900万円余で、事業収益から事業費

を差し引いた収支残は１億1,000万円余でありま

す。

次に、工業用水道事業会計予算については、

同じく事業収益３億7,500万円余、事業費３

億6,300万円余で、収支残は1,100万円余であり

ます。

次に、地域振興事業会計予算については、同

じく事業収益2,400万円余、事業費2,300万円余

で、収支残は100万円余であります。

次に、小水力発電についてであります。

このことについて当局より、平成25年度に建

設した下小原発電所の発電設備を町へ譲与する

旨の説明がありました。

これに関して委員より、「当該事業の今後の

計画はあるのか」との質疑があり、当局より、

「当該事業は、小水力発電を検討している市町

村等への支援に活用するため、各種データを取

得する目的で実証試験を行っていたものであ

り、今後はこのノウハウを活用した技術的な支

援を行うとともに、地域貢献や再生可能エネル

ギーの開発についても、引き続き取り組んでま

いりたい」との答弁がありました。

次に、教育委員会の平成29年度予算について

であります。

今回提案されました当初予算額は、一般会計

と特別会計を合わせて1,099億1,800万円余であ

り、前年度予算と比較して1.1％の増となってお

ります。

このうち、新規事業「高校生の県内企業理解

・職場定着推進事業」についてであります。

これは、企業と高校のネットワークを強化す

るために、就職支援エリアコーディネーターを

県内８地域に配置することや、県外への就職割

合が特に高い工業系高校の１・２年生に対する

企業見学会、保護者に対する企業見学会などの

実施を通じて、県内企業への理解を深め、高校

生の県内就職率の向上を図ることをその内容と

するものであります。

このことについて委員より、「保護者に対す

る企業見学会は、できるだけ早目に設定し、県

内企業を就職の選択肢に入れることへの理解が

進むようにしてほしい」との意見がありまし

た。

また、これに関連して、「今年度初めて高校

３年生を対象にしたアンケートを実施した」と

の当局の説明に対し、別の委員から、「県内に

残りたかったのに県外で就職せざるを得なかっ

た生徒がどのくらいいるのかなど、より施策に

反映させられるよう、アンケートの内容を見直

しながら進めるべきである」との意見がありま

した。

当委員会といたしましては、教育委員会が商

工観光労働部等とより緊密な連携を図りながら

当該施策を推進することで、県内で就職する高

校生がふえ、産業界全体の活性化につながって

いくことを期待します。

次に、学力向上についてであります。

このことについては、当委員会からの指摘等

も踏まえ、当局におかれては、学力調査の分析

活用や市町村教育委員会との連携強化、授業改

革の推進など、さまざまな取り組みを推進され
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ているところであります。

これに関して委員より、「国語力は学力の基

本であり、読解力をつけることが学力向上につ

ながっていくと考えられる。日本一の読書県を

目指すという事業も展開されているところであ

るが、学校においても、子供たちが読書に親し

み、その機会をふやしていくことが重要である

ので、学校司書等の配置充実をお願いしたい」

との要望がありました。

また、別の委員より、「読解力は新聞を活用

した勉強によっても身につくものであり、さら

に政治に対する関心を高め、主権者教育にもつ

ながると考えられるので、新聞を活用した授業

等についても積極的に進めていただきたい」と

の要望がありました。

次に、「学校の教育相談体制充実のための外

部専門家活用事業」についてであります。

このことについて当局より、学校だけでは解

決困難ないじめに対応するための緊急支援チー

ムの設置・派遣等について、「学校では、いじ

め不登校対策委員会を設置し、それぞれいじめ

を見逃さない、そのままにしないという姿勢で

取り組んでいる。それでも解決が難しい複雑な

事案の場合に、緊急支援チームが調査・検証

し、専門的な見地から支援を実施していくもの

である」との説明がありました。

これに対して委員より、「外部の人が入って

きてすぐに実態を把握することは困難である

し、まずはしっかりと学校の責任で対応すべき

である」との意見がありました。

次に、県有主要体育施設整備基本計画策定事

業等についてであります。

このことについて委員より、「新年度には主

要施設をどこに整備するかを決定することにな

ると思うが、その検討に当たっては、市町村の

負担に不公平感がないようにするなど、十分考

慮しながら進めていただきたい」との意見があ

りました。

最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会中

の継続審査といたしたいので、議長においてそ

の取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で常任委員長の審査結果○星原 透議長

報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑の通告は

ありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○星原 透議長

討論についての発言時間は１人10分以内といた

します。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。まず、前屋敷恵美議員。

〔登壇〕 おはようございま○前屋敷恵美議員

す。日本共産党の前屋敷恵美でございます。私

は、日本共産党を代表して、今議会上程の議案

のうち、議案第１号、第29号、第31号及び第41

号から第43号について、反対の立場からその理

由を述べて討論いたします。

議案第１号「平成29年度宮崎県一般会計予

算」についてです。

地域経済や国民の暮らしに大きく影響を及ぼ

す安倍政権の経済政策「アベノミクス」の破綻

は、明瞭になっています。「大企業を応援し、

もうけを上げれば、いずれは家計に回ってく

る」と言い続けたトリクルダウン政策は、大企

業が史上最高の利益を上げる一方で、労働者の
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実質賃金は４年連続マイナス、非正規社員はふ

えたが、正規社員は３年間で23万人も減少、経

済の６割を占める家計消費はマイナスが続き、

アベノミクス不況に陥っています。また、影響

は一時的とした消費税率８％への大増税は、実

施から２年が経過しても深刻な消費の落ち込み

は続いています。

さらに、異次元金融緩和で大量の資金供給に

期待した投機的な動きにより、円安と株高が急

激に進み、富裕層や大企業には巨額の利益がも

たらされましたが、肝心の実体経済の活性化に

はつながらず、国民には円安による生活必需品

や資材の値上げが押しつけられています。そし

て、マイナス金利という異例の策を打ち出しま

したが、それも効果を上げず、金融政策は打つ

手なしの状況です。

こうした中、国の今年度予算では、戦争する

国づくりのために、大軍拡が進められ、軍事費

は５年連続で増加し、５兆1,251億円と膨れ上が

り、暮らしの予算が削減され、社会保障費は自

然増を1,400億円も削減しています。こうした国

のあり方は、地方自治体や県民生活に大きく影

を落としています。

今年度の地方交付税は前年度を下回り、臨時

財政対策債も減額です。こうした国民犠牲が続

く中で、県民の暮らしや福祉、地域経済、基幹

産業の農業や中山間地域をどう守っていくの

か、地方自治体の役割、本旨が問われていま

す。

本年度予算は、一般会計で5,778億3,500万

円、基本方針は「未来志向の地方創生に取り組

む予算」と位置づけられていますが、地方創生

が地方再生につながるのか。また、本年度の重

点施策も掲げられていますが、福祉の充実の位

置づけは見当たりません。

本予算における問題点を幾つか挙げたいと思

います。

第１に、国主導の域を出ない福祉・社会保障

の施策で、果たして県民の命と暮らしが守れる

のか。中でも、地域医療介護総合確保基金事業

は、その財源の３分の２は消費税が充てられ、

これからの高齢化に対応するとする地域医療構

想のもとに各種事業が実施されますが、その背

景にある医療や介護制度の改悪から改悪のもと

に進められる事業です。病院から施設へ、施設

から在宅への流れがつくられますが、本来、人

としての尊厳が守られ、必要な医療や介護が

しっかりと保障されるものでなくてはなりませ

ん。

また、生活保護扶助費も年々削減され、貧困

対策や子育て支援において、県民の暮らしの実

情や県民要求が真剣に受けとめられているの

か。中でも、子ども医療費助成事業について

は、就学前までの乳幼児医療費助成事業にとど

まっていますが、事業拡大の予算の位置づけが

問われていると思います。

第２に、ＴＰＰ発効が事実上見通せなくなっ

た状況の中で、農業予算では、農産物対策費や

畜産振興費などが大幅に減額されています。Ｔ

ＰＰ対策で打ち出された攻めの農業も必要な部

分もあるでしょうが、今、必要なのは、家族農

業を支え、持続可能な農業にするための価格保

障や所得補償の予算、後継者対策の予算など、

農家を直接支援することではないでしょうか。

また、中山間地域対策も同様です。

第３に、雇用対策や地域経済のかなめである

中小企業への対策です。減額されている中小企

業金融対策や小規模事業所対策をしっかり進め

ると同時に、高校生の県内就職の促進、誘致企

業による雇用の促進は、正規雇用や労働条件の
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整備など、県民が安心して働ける場をふやすこ

とです。

ほかにも、県民の願いが届かない部分が随所

に見受けられますが、自治体本来の仕事である

住民の健康と福祉の増進に寄与するために、県

民の苦難に心を寄せた行財政運営を求めたいと

思います。

次に、議案第29号「宮崎県行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例」についてです。

同議案は、県民の利便性の向上や事務手続の

効率化を図ることを理由として、県が定める独

自に個人番号を利用できる事務に、「肝炎治療

費の助成に関する事務」を追加するとするもの

です。今回の県の条例改定は、障害福祉分野に

おけるマイナンバーの活用範囲を拡大するとす

る国の方針に沿った対応と言えます。我が党は

これまでも、個人番号の利用、いわゆるマイナ

ンバー制度の導入については、その問題点を指

摘し、反対の立場から中止を求めてきました。

そもそも、マイナンバー制度の導入は、社会

保障を自己責任の制度に後退させ、「負担に見

合った給付」の名で徹底した給付抑制を実行

し、国の財政負担、大企業の税・保険料負担を

削減していくことが最大の狙いです。全ての国

民に個人番号をつけて、税や社会保障の情報を

一元的に管理するマイナンバー制度は、利用対

象を広げれば広げるほど、個人情報は危険にさ

らされ、国民に負担増をもたらすものであるこ

とを問題視しなければなりません。より深刻な

プライバシー侵害や犯罪を招くおそれを増大さ

せるマイナンバー制度には反対です。

議案第31号「宮崎県個人情報保護条例の一部

を改正する条例」についても、同じくマイナン

バー制度関連の条例改定であり、反対です。

次に、議案第41号から第43号については、林

道事業、農政水産関係建設事業、土木事業の執

行に伴う市町村の負担金徴収を行うとするもの

です。

本来、国や県の直轄事業については、それぞ

れが責任を持って事業を執行することが当然で

す。全国知事会においても、「直轄事業負担金

制度改革は、地域主権の確立に向けた重要な課

題である」として、負担金制度の廃止を求める

提言を行っておりますが、市町村とて負担の重

みは同じです。こうした点からしても、負担金

の徴収をすべきではないと考えるものです。

以上、各号議案に意見を述べ、討論といたし

ます。（拍手）〔降壇〕

次に、来住一人議員。○星原 透議長

〔登壇〕（拍手） 私は、日本○来住一人議員

共産党を代表して、ただいま議題となっており

ます２つの請願について討論をいたします。

まず、請願第17号「子どもの医療費無料化を

中学校卒業まで引き上げることを求める請願

書」であります。委員長報告は、継続審査に決

したとのことでありましたが、継続審査を改

め、本請願を採択すべき立場から申し上げま

す。

本請願は、昨年９月９日に提出されたもので

あります。請願は、主権者である県民が直接、

県政に参画する重要な形態の一つであり、請願

の趣旨を是とするか否とするかは別にしても、

一日も早く結論を出すことは、県民に対する責

任であると考えます。本請願は、これまで２回

の定例会において継続とされたもので、これ以

上の先送りは許されないものと考えます。

請願の趣旨は、子供の医療費を中学校卒業ま
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で無料にすることという一点であり、実に明快

なものであります。子供の医療費無料化の拡大

については、本議場においても多くが議論され

てきたところであります。子供の貧困の状況な

どからも、その重要性については行政当局も認

めているところでありますが、この制度は国の

責任として行われることが望ましいという立場

にあるようであります。私は、２つの点で問題

があると考えます。

第１は、無料化の拡大は喫緊の課題であると

同時に、最も重要な課題であるからでありま

す。今日、６人に１人の子供が貧困状態にあり

ます。貧富の格差はさらに拡大していくものと

思います。生まれ育っていく環境に関係なく、

全ての子供がひとしく医療を受けられるように

するのは、まさに政治の責任であります。した

がって、国の制度を待つまでもなく、全国の多

くの自治体で制度の拡大が図られており、県内

においても、入院では、中学校卒業までが13自

治体、小学校卒業までが７自治体、通院では、

中学校卒業までが10自治体、小学校卒業までが

４自治体と広がっております。また、新富町、

川南町、木城町では、入院、通院とも高校卒業

までに拡大されております。

第２に、国の責任において全国統一的に実施

させるためにも、各都道府県を初め自治体が先

行して拡大・実施することが重要ではないで

しょうか。無料化を実施している自治体に対し

て、政府は不当にもペナルティーを科していま

した。平成30年度から、就学前までについては

これを解くということでありますが、この不当

なペナルティーの解除も、この制度が全国的に

広がり、今や国民的常識とも言うべきところに

なって、これが政府を動かしていると思いま

す。

次に、請願第21号「「共謀罪（テロ等組織犯

罪準備罪）」法案に反対する請願」について、

委員長報告は不採択でありますが、不採択に反

対の立場から討論いたします。

政府は、テロ等組織犯罪準備罪・共謀罪を閣

議決定いたしました。共謀罪法案は、過去３

回、国会に提出されましたが、国民の人権を侵

害するものとして、多くの国民や弁護士会など

の反対によって、いずれも廃案になってきたも

のであります。

今回、テロ等組織犯罪準備罪に名称を変えて

おりますが、憲法が保障する国民の思想及び良

心の自由、表現の自由、集会・結社の自由など

の基本的人権に対する重大な脅威となることは

何ら変わるものではありません。

安倍首相は、共謀罪を制定しなければ国際組

織犯罪防止条約が締結できず、東京オリンピッ

クは開催できないと主張していますが、これは

全くのまやかしであります。確かに条約第５条

で立法を求めていますが、同時に、第34条第１

項には、「自国の国内法の基本原則に従って、

必要な措置をとる」とあります。承知のよう

に、日本では犯罪が実行されたことを処罰する

ことが基本原則であり、これに反する共謀罪は

必要ありません。

安倍首相は、テロ等組織犯罪準備罪は共謀罪

ではない、つまり、国際組織犯罪防止条約が、

あたかもテロ対策の条約であるかのように主張

していますが、これも全く違います。この条約

は、マフィア発祥の地イタリア・シチリア島の

パレルモで署名会議が開かれ、パレルモ条約と

も呼ばれるものであります。名称からもわかる

ように、マフィアや暴力団などの国際犯罪を取

り締まるためのものであります。この条約の中

には、テロやテロリストという文言はどこにも
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ありません。

国連広報センターのホームページでは、テロ

行為を防止するための14件の普遍的な法律文書

が紹介されていますが、国際組織犯罪防止条約

は入っておりません。また、日本政府は、14件

のうち、発効済みの条約13本全てを締結いたし

ております。日本の刑法には、既に殺人予備罪

や凶器準備集合罪など、テロなど重大犯罪の実

行以前に取り締まる制度があります。銃や刀剣

の所持自体が禁止されております。したがっ

て、テロに対しては現行法で対処できるもので

あります。

共謀罪は、実際には起きてもいない犯罪につ

いて２人以上で話し合いしただけで犯罪に問え

る実に恐ろしい法律であります。実際に起きた

犯罪行為のみを罰し、思想や内心を処罰しない

という大原則を根本から変えるもので、思想や

内心の自由を侵してはならないと定めている憲

法第19条に反するものです。

政府は、組織的犯罪集団の行為のみが対象だ

と言っておりますが、これも限定はありませ

ん。何がテロ組織に当たるかについても定義は

なく、組織的犯罪集団の認定は捜査機関が行う

ことになります。戦争法の発動や憲法９条改憲

に対する抗議の集会やデモなどが騒乱罪や組織

的威力業務妨害罪に当たるとみなされたら、市

民団体や政党が組織的犯罪集団とされ、一般市

民が犯罪主体にされます。

準備行為がなければ処罰できないという説明

も、重大な問題を含んでいます。何らかの準備

行為があれば足りるというもので、例えばＡＴ

Ｍでお金をおろすことも含まれます。一旦警察

が疑えば何でも準備行為とされ、共謀参加者の

うちの１人が準備行為を行えば、相談にあず

かった者は共謀罪に問われるものであります。

つまり、準備に犯罪の本質があるのではなく、

共謀が本質でありますので、国民の内心を処罰

の対象とするものであります。

共謀罪は、名称を変えても共謀罪であり、悪

名高い治安維持法の現代版と言うべきものであ

ります。日弁連を初め、全国の弁護士会が反対

の態度を表明するのも当然であると思います。

国会の内外で大きな闘いと運動になると思いま

す。私どもは、市民や野党との共同を大切にし

ながら、憲法と民主主義を守る歴史的な闘いと

して全力を尽くす決意であります。

以上で討論を終わります。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○星原 透議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第１号、第29号、第31号及び第41号◎

から第43号まで採決

これより採決に入ります。○星原 透議長

まず、議案第１号、第29号、第31号及び第41

号から第43号までの各号議案について、一括お

諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、各号議案○星原 透議長

は委員長の報告のとおり可決されました。

議案第２号から第28号まで、第30号、◎

第32号から第40号まで及び第44号から

第48号まで採決

次に、議案第２号から第28号○星原 透議長

まで、第30号、第32号から第40号まで及び第44

号から第48号までの各号議案について、一括お
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諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、各号議案は委員長の報告のとおり可決され

ました。

請願第20号採決◎

次に、請願第20号についてお○星原 透議長

諮りいたします。

本請願については、請願者から取り下げの申

し出があり、付託先の厚生常任委員会におい

て、これが了承されております。本請願の取り

下げを承認することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、本請願の取り下げは承認されました。

請願第21号採決◎

次に、請願第21号についてお○星原 透議長

諮りいたします。

本請願に対する委員長の審査結果報告は不採

択であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○星原 透議長

委員長の報告のとおり不採択とすることに決定

いたしました。

閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○星原 透議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会

中の継続審査及び調査の申し出がありますの

で、これを議題といたします。〔巻末参照〕

まず、請願第17号についてお諮りいたしま

す。

本請願を委員長の申し出のとおり閉会中の継

続審査とすることに賛成の議員の起立を求めま

す。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本請願は○星原 透議長

委員長の申し出のとおり閉会中の継続審査とす

ることに決定いたしました。

次に、ただいまお諮りしました請願を除く閉

会中の継続調査については、各委員長の申し出

のとおり決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、各委員長の申し出のとおり閉会中の継続調

査とすることに決定いたしました。

次に、さきに提案のありまし○星原 透議長

た副知事の選任の同意についての議案第71号及

び第72号を一括議題といたします。

〔郡司農政水産部長退席・退場〕

討 論◎

これより討論に入ります。○星原 透議長

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

〔登壇〕 議案第71号及び○前屋敷恵美議員

第72号の「副知事選任の同意について」、討論

をいたします。

同議案は、副知事の任期満了に伴う後任人事

で、前回に続き、副知事２名が提案をされまし

た。

我が党は、前回から導入された副知事２人制

には賛成できない立場を表明し、これまでも副
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知事人事については、県内事情に精通した、県

内、庁内人事をもって充てるべきだと提案して

まいりました。今回もその立場です。

したがって、今回、議案第72号で提案されま

した鎌原宜文氏に関しましては、同意すること

はできません。しかし、もとより御本人の人格

や見識を何ら問うものではないことを申し上げ

ておきたいと思います。

また、議案第71号で提案されました郡司行敏

氏につきましては、同意したいと思います。

以上をもって、副知事人事についての態度表

明といたします。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○星原 透議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議案第72号採決◎

これより採決に入ります。○星原 透議長

まず、議案第72号についてお諮りいたしま

す。

本案に同意することに賛成の議員の起立を求

めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は同○星原 透議長

意することに決定いたしました。

議案第71号採決◎

次に、議案第71号についてお○星原 透議長

諮りいたします。

本案について同意することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、本案は同意することに決定いたしました。

〔郡司農政水産部長入場・着席〕

特別委員長調査結果報告◎

次に、特別委員長の調査結果○星原 透議長

報告を議題といたします。

ここで、特別委員長に調査結果報告を求めま

す。まず、みやざき創生対策特別委員会、横田

照夫委員長。

〔登壇〕（拍手） みやざき創○横田照夫議員

生対策特別委員会でございます。御報告いたし

ます。

当委員会では、みやざき創生対策に関する所

要の調査活動を行ってまいりました。その結果

につきましては、お手元に配付の報告書のとお

りでありますが、ここで、その概要について御

報告申し上げます。

我が国の総人口は、2015年の国勢調査におい

て初めて減少に転じ、本県を初め、39の道府県

で前回調査を下回り、まさに人口減少社会の到

来を象徴する結果となりました。

本県では、平成27年９月に「宮崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を策定し、今年度か

ら、県及び市町村において地方創生の取り組み

が本格化したところであり、今後はさらなる深

化が求められています。

このような中、本県議会におきましては、昨

年度、地方創生対策特別委員会を設置し、地域

経済の活性化、雇用対策及び高齢者が安心して

暮らせる地域づくりについて調査活動を行いま

した。

当委員会では、昨年度の調査活動を踏まえ、

喫緊の課題である地方創生について、本県独自

の課題に絞り込み、引き続き調査を行う必要が

あるという観点から、「人口減少の抑制に関す

ること」「これからのみやざきの産業に関する

こと」「高齢者が住みやすい社会に関するこ
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と」を調査事項といたしました。

以上の内容について積極的な調査活動を行

い、県当局への提言を取りまとめましたが、時

間の都合上、ここでは主なものに絞って御紹介

いたします。

まず、「人口減少の抑制」についてでありま

す。

平成８年をピークに人口が減少傾向にある本

県において、人口減少対策は待ったなしの状態

であり、県の来年度の予算においても、人口減

少対策を重点施策に掲げて取り組むこととして

おります。また、人口減少対策は、すぐに効果

があらわれるような決め手となる施策が少ない

ため、自然減対策と社会減対策を中長期的に展

開していくことが重要です。

当委員会では、本県の総合戦略に掲げられ

た2060年の将来人口80万人超という困難な課題

の克服に向けて、少子化対策と移住施策につい

て調査を行いました。

まず、少子化対策についてですが、訪問した

島根県は、少子化に関する県独自のアンケート

調査を実施し、約75％の人が、「子育てに対す

る負担、不安がある」と回答しており、その結

果を踏まえ、子育て世代の経済的負担を軽減す

るため、第３子に加え、第１子、第２子に係る

３歳未満の保育料の軽減に取り組んでおりま

す。

本県においても、県が実施した「結婚・子育

て意識調査」によると、理想より予定している

子供の数が少ない理由として、約48％の人が

「子供を育てること全般においてお金がかかる

から」と回答しており、島根県と同様に経済的

な理由がトップであることを考慮すると、子育

て世代に対する経済的支援は必要ではないかと

考えます。

また、子育て世代への負担を軽減するために

は、仕事と家庭の両立も大きな課題です。島根

県が実施している「こっころカンパニー事業」

では、子育て環境の充実に積極的に取り組む企

業を「こっころカンパニー」として認定し、そ

の認定を受けると、企業のイメージアップにつ

ながるばかりでなく、県の融資制度や入札制度

での優遇が受けられるメリットがあります。こ

の事業の実施により、県は企業側に対して、子

育て支援に積極的に取り組んでいる姿勢を示す

ことができ、また、職場内の子育てに対する機

運の醸成を図ることができます。

本県の総合戦略では、「仕事と家庭の両立応

援宣言」を行う事業所数を1,100件にふやすこと

を目標にしておりますが、県が仕事と家庭の両

立に積極的に取り組んでいる姿勢を示すために

も、企業に対する具体的な支援が必要ではない

かと考えます。

次は、重点的に調査を実施した移住施策につ

いてです。

毎日新聞社等の調査によると、平成26年度に

地方自治体の移住施策を利用するなどして移住

した人は、全国で1万1,735人と１万人を超えて

おり、年々増加傾向にあります。

本県の総合戦略における県内への移住世帯数

の目標は、平成27年度から31年度の５年間

で1,200世帯としており、平成27年度の実績

が202世帯であることを考慮すると、さらなる移

住施策の推進が求められています。

県では、市町村と連携し、空き家バンク制度

などの支援策を活用した移住者数を把握してい

るところですが、そのような支援策を頼らずに

移住された方も多く、その実態把握は難しい状

況です。しかし、そのような支援策を活用せず

に移住された方は、恵まれた自然や文化、食な
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ど、真に本県の魅力を感じて移住された方であ

り、支援策に頼らない移住者数、ＵＩＪターン

者数を把握することにより、さらに効果的な施

策の展開につながるものと考えます。

県当局には、県内市町村等の関係機関と一体

となって、全体的な移住・ＵＩＪターン者数の

把握に努めていただくよう要望いたします。

また、県は関西地方でも移住セミナー等を実

施していますが、宮崎ひなた暮らしＵＩＪター

ンセンターは県外では東京都のみに設置してお

り、本県の移住施策は、関東地方を中心に展開

されているように感じます。関西地方は、集団

就職で本県から金の卵として移住された方も多

く、本県にゆかりがある、またシンパシーを感

じている移住予備軍がいる可能性は高いと思わ

れますので、関西地方に対しても積極的に移住

施策を展開すべきではないかと考えます。

次に、「これからのみやざきの産業」につい

てであります。

人口減少に伴い、産業全般における就業人口

の減少や生産力の低下が懸念されています。今

後、本格的な人口減少社会に対応し、本県経済

の活力を維持・拡大するためには、本県の産業

構造の特性を生かした取り組みが必要です。

委員会では、本県の特性や強みを生かした成

長産業として、フードビジネス、農林水産業に

おける生産性向上や高付加価値化に向けた取り

組み等について調査を実施しました。その中

で、本県が産学官との共同研究により開発した

世界最速の残留農薬分析装置及び機能性成分分

析への取り組みについて、委員から、「機能性

成分の分析技術を農業試験場にフィードバック

し、品種改良に生かすべきではないか」といっ

た意見が出されたところです。

県当局には、この分析技術を活用し、本県の

農産物の安心・安全・健康というブランドのエ

ビデンスに加え、新たな高付加価値の創出に挑

戦し、その付加価値をしっかり消費者に発信す

る取り組みも推進していただくよう要望いたし

ます。

最後に、「高齢者が住みやすい社会に関する

こと」についてであります。

高齢者が住みやすい社会づくりにおいて、ま

ずは高齢者自身が心身ともに健康であることが

何より求められます。

近年、健康に関する指標として注目されてい

る健康寿命について、委員から、「日常生活が

制限されてしまう要介護状態に注目し、その要

因である脳卒中や認知症等、それらの予防に

しっかりと取り組むことが健康寿命の延伸につ

ながる」との意見がありました。

また、高齢者が心身ともに健康であるために

は、心と体の関係から、生きがいづくりは極め

て重要です。県の健康長寿社会づくりプロジェ

クトでは、生きがいづくりとして社会参加や就

労を掲げていますが、さらに県民運動として盛

り上げるためには、高齢者の生きがいを具体的

に例示し、県民へ浸透させていくことが大事で

はないでしょうか。生きがいづくりの例示によ

り、高齢者を初め、若者にも生きがいづくりの

大切さを伝えることにつながると考えられるた

め、健康長寿日本一に向けて、生きがいをテー

マとした健康講座の開催など、生きがいづくり

の啓発にさらに取り組んでいただくよう要望い

たします。

以上を委員会報告書の概要として御報告いた

しますが、地方創生に向けた取り組みは多岐に

わたり、各施策については一体的かつ中長期的

に取り組んでいく必要があります。一方、国に

おいては、人口減少対策で効果を上げた自治体
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に地方交付税を一層手厚くするといった方針が

表明されるなど、段階的に成果が求められよう

としています。

調査先からは、「地方創生の成功条件は正し

い戦略と継続であり、キーパーソンをかえない

ことが大事である」といった御意見をいただき

ました。先に申し上げました移住施策に置きか

えても、相談窓口の担当者が次から次にかわれ

ば、移住希望者との信頼関係を築くことができ

ず、移住者を呼び込むことが困難であり、同様

のことが言えるのではないかと考えます。

今後、地方創生に向けた取り組みが一層加速

し、さらなる深化の段階に入りますが、本県の

総合戦略で掲げる各施策の目標達成に向け、適

宜、施策効果を検証し、より実効性の高い戦略

へと成長させるとともに、本県が目指す人口減

少に対応した社会づくりと「新しいゆたかさ」

の実現に向けて、本県の力を一層結集させ、オ

ールみやざきで取り組んでいただくことを強く

要望して、当委員会の報告といたします。（拍

手）〔降壇〕

次は、海外経済戦略対策特別○星原 透議長

委員会、田口雄二委員長。

〔登壇〕（拍手） 当委員会で○田口雄二議員

は、海外経済戦略対策に関する所要の調査活動

を行ってまいりました。その結果につきまして

は、お手元に配付の報告書のとおりであります

が、ここで、その概要について御報告申し上げ

ます。

近年、諸外国での輸入規制の緩和や東京オリ

ンピック・パラリンピックの開催決定、さらに

は海外展開に向けた企業意識の高まりなど、経

済交流を進める上での環境変化が見られます。

国においては、「世界に経済連携の網を張

る」という考えのもと、世界各国・地域との経

済連携に向けた交渉の強化など、企業の国際ビ

ジネスチャンスの拡大に向けた事業環境の整備

や成長市場の獲得の推進などに取り組んでいる

ところです。

また、県内においても、海外への直接投資

や、東アジアに限らず、よりグローバルに事業

展開を行う企業が見られ、さらには、多様な主

体、多様な分野での国際交流により構築した

ネットワークを経済交流分野に生かす取り組み

など、みずからが持つ強みや資源を生かし、創

意工夫をしながら、世界で稼ごうとする動きが

見られます。

本県では、こうした近年の市場環境の変化や

県内企業のターゲット国・地域の多様化等に対

応するため、「みやざき東アジア経済交流戦

略」を発展的に継承した「みやざきグローバル

戦略」を昨年３月に策定し、世界市場にも視野

を広げた取り組みを推進し、海外との交流拡大

を図るよう取り組んでいます。

このような状況を踏まえ、当委員会では、戦

略として本県がさまざまな分野で海外展開を進

めていく中で、経済分野に絞り込み、課題を見

出しながら調査を行う必要があるという観点か

ら、「本県の海外経済戦略に関すること」「イ

ンバウンド対策に関すること」「アジアとの交

流促進に関すること」「輸出拡大に向けた取り

組みに関すること」を調査事項に決定し、主な

項目別に調査活動を行ってまいりました。

今回は、特に重点的に取り組んでまいりまし

た「海外への展開促進の取り組み」について、

述べさせていただきます。

県では、これまで東アジアを中心に県内生産

品の認知度向上や販路開拓に取り組んできたと

ころであり、近年、輸出に取り組む中小企業・

団体数や、農水産物、加工食品、木材等を初め
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とする県内生産品の輸出額は増加傾向にありま

す。そのうち、農畜水産物については、輸出額

の８割近くを占める畜産物を初め、農産物、水

産物とも輸出額が増加しており、主な輸出先は

香港、シンガポール、台湾などの東・東南アジ

アが輸出額の半分以上を占めています。また、

県内企業の海外進出の状況等について、県の調

査によると、進出先の国・地域は、東アジアが

約47％と最も多く、主に中国、香港、台湾と

なっています。

当委員会では、こうした現状を把握するた

め、県内生産品の輸出や県内企業の海外進出な

どの海外展開の状況について、県内の海外展開

企業や貿易関連団体等の方々と意見交換を行う

とともに、特別委員会では18年ぶりとなる海外

調査により、香港・上海を訪問し、本県の海外

展開の状況を、実際に現地のショッピングモー

ルやデパート、本県企業の海外事業所において

調査するとともに、現地の政府関係機関等と意

見交換を行うなど、精力的に調査活動に取り組

んできたところであります。

以下、意見交換先や海外調査先からいただい

た御意見等を中心に御紹介いたします。

まず、海外展開に取り組む中小企業等への支

援の観点では、自社製品の輸出を行っている海

外展開企業から、「他県では海外への輸送に伴

う優遇措置があるため、本県にも同様の支援制

度があるとありがたい」との意見を伺いまし

た。海外展開に意欲のある中小企業を後押しす

る施策の必要性を感じたところであります。

また、海外に現地法人を有する海外展開企業

からは、「厳格な輸入品検査により、一つの商

品が検査にひっかかると積み荷合わせの荷物の

通関にまで影響し、一部が廃棄処分となるこ

と」や、「残留農薬問題による輸入規制のた

め、社員を派遣した催事場に販売するものが届

かないこと」があるなど、輸送上のリスクに苦

慮している状況があることを伺いました。

本県では、世界最速の残留農薬分析のほか、

ＨＡＣＣＰ等の海外輸出に対応したキャビア加

工場の整備や、ＥＵ等輸出基準に対応した最新

鋭の食肉処理施設の整備など、海外の輸出に対

応するための取り組みを進めているところであ

りますが、積極的に輸出に取り組む企業のリス

クの低減につながるよう期待するものでありま

す。

次に、県内生産品の輸出拡大の観点では、意

見交換先の海外に現地法人を有する海外展開企

業から、「商品は何が当たるのかわからない部

分もあるので、他にないようなものの開発を急

ぎ、実際に挑戦してみることが大事であるが、

県などが一体となって農商工連携でやらないと

難しい」との意見を伺いました。

また、ジェトロ宮崎からは、「付加価値を高

めて、相手にいかに伝えるかというところが日

本企業ではまだ徹底されておらず、伝え方の工

夫が課題である」との意見や、宮崎県輸出促進

コーディネーターからは、「生産現場などを

もっとクローズアップして具体的に見せるだけ

で宮崎のＰＲになり、また、現地消費者も安心

できるので、ブランドという面でも必然的にリ

ンクして輸出先にアプローチができ、海外市場

に展開していく可能性は十分にある」「香港や

シンガポールでは生産風景などを見たことがな

いことから、生産者の顔が見えること、そし

て、こだわりをアピールすることが大事であ

る」との意見が出されました。

また、香港貿易発展局では、「宮崎は香港で

のスタートがおくれたが、さらに農畜産物の輸

出をふやすための手法等があれば教えてほし
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い」との委員の質問に対し、「香港への輸出の

スタートがおくれても関係がない。あくまでも

物自体の質のよさや付加価値があるといったす

ぐれた点を消費者にアピールすれば成功でき

る」との回答がありました。

県産品の質や付加価値を高め、取引先や消費

者等へのアピール方法を工夫することにより、

県内生産品の輸出拡大につながっていくのでは

ないかと考えます。

また、上海市国際貿易促進委員会では、「中

国は世界第１位の貿易大国であり、外国からの

投資比重はだんだんと高まっており、海外貿易

・投資は中国経済発展の重要な牽引力である」

との話や、上海の日系デパートや県内企業の上

海事業所からは、「中国経済はまだまだ伸び

る。特に上海市の可能性は大きい」「中国は日

本の10倍強の人口があり、巨大なマーケットと

して非常に魅力を感じている」との話を伺いま

した。

また、在香港日本国総領事館では、日本から

の食料品の輸入額は、香港における食料品・食

料加工品の輸入額全体の約５％を占めるにすぎ

ず、「まだまだ伸び代はある」との話を伺った

ところです。

海外調査先との意見交換で、上海・香港市場

への期待の大きさ、今後の本県の輸出拡大の可

能性を感じたところであります。

次に、海外からの誘客促進の観点では、在香

港日本国総領事館では、「香港人の訪日旅行の

リピーターは非常に多く、５人に１人は10回以

上日本を訪問している」との話を伺いました。

これは、日本の地方への定期直行便がふえてき

ていることなども影響しているようですが、直

行便のある本県としても積極的に誘客対策に取

り組むほか、ソウル便や台湾便も含め、外国

人、日本人、双方の利用促進により安定的な運

航の維持に努めながら、増便や新規路線の開拓

等につなげていく必要があると感じたところで

あります。

以上、調査先からいただいた御意見を中心に

御紹介してまいりましたが、まず、輸出拡大に

向けた取り組みにおいては、人口減少に伴い、

国内市場の縮小が見込まれる中で、輸出拡大を

進めていくために、貿易関連の中小企業・小規

模企業の育成・支援の方向づけや、輸出拡大が

見込まれる国・地域の選定とそこでの海外展

開、そして、より多くの現地消費者に購入して

もらえるような流通・販売の方策などについ

て、より戦略的に取り組んでいかれるよう要望

いたします。

また、県内生産品の輸出においては、農業生

産技術や日本一の残留農薬分析技術も本県の強

みであることから、この強みを生かすことによ

り、世界に誇れるさまざまな県内生産品の輸出

が促進され、ひいては生産者に反映されるよう

な海外戦略が展開されることを要望いたしま

す。

以上を委員会報告書の概要として御報告いた

しますが、海外調査を行ったことにより、現地

の方々から今後の海外展開に関する貴重な御意

見等をいただくとともに、調査先の皆さんから

直接お話を伺うことで、県議会と海外とのパイ

プをつくる第一歩となったのではないかと考え

ています。

アメリカがＴＰＰ離脱を正式に表明するな

ど、今後の貿易交渉の動向が不透明な中で、今

後とも、世界経済、貿易等の国際情勢の変化を

注視しながら、海外戦略に取り組んでいかなけ

ればなりません。当委員会の調査は一旦終了し

ますが、今回の調査が一過性のもので終わらな
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いよう、引き続き取り組んでいく必要がありま

す。

みやざきグローバル戦略の目的は、外貨の獲

得、ビジネスチャンスの創出を図ることによ

り、本県経済・産業を活性化することにありま

す。この戦略の推進に当たっては、知事を本部

長とする宮崎県グローバル戦略推進本部におい

て全体をしっかりと把握し、関係部局が十分、

連携・協力して、指標の進捗管理を行いなが

ら、全庁体制で取り組んでいただくよう要望い

たします。この戦略を着実に進めることで、県

民生活が豊かで活力のあるものになること、そ

して本県が世界とともに成長していくことを期

待いたしまして、当委員会の報告といたしま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、スポーツ・観光対策特○星原 透議長

別委員会、丸山裕次郎委員長。

〔登壇〕（拍手） 当委員○丸山裕次郎議員

会では、スポーツ・観光対策に関する所要の調

査活動を行ってきたところであります。その結

果につきましては、お手元に配付の報告書のと

おりでありますが、ここで、その概要について

御報告申し上げます。

国民体育大会は、我が国最大の国民スポーツ

の祭典であります。本県では、昭和54年に「日

本のふるさと宮崎国体」が開催され、国体の原

点に立ち返る県民総参加の手づくり国体とし

て、全国の方々との心の触れ合いを広める貴重

な機会となりました。そして、この大会から35

年が経過した一昨年７月、公益財団法人日本体

育協会は、平成38年の第81回大会について、宮

崎県での開催を事実上決定しました。

このような動きを踏まえ、当委員会では、

「スポーツ振興対策に関すること」を１つ目の

調査事項として、２巡目国体に向けての施設整

備やスポーツ競技力の向上に向けた取り組みな

どについて幅広く調査することに決定しまし

た。

次に、スポーツランドみやざきを掲げる本県

は、これまで、ゴルフやトライアスロンなどの

大規模大会の誘致や、プロ野球を初めとするス

ポーツキャンプ・合宿の誘致に取り組んできま

した。今後とも、継続的な受け入れや、受け入

れ環境のさらなる充実に努めなければならない

ことはもとより、平成31年９月に開幕するラグ

ビーワールドカップ2019日本大会や、平成32年

開催の東京オリンピック・パラリンピック競技

大会などの国際的スポーツイベントを控え、他

県に出おくれることがないよう、事前合宿の誘

致を初め、新たな受け入れの取り組みを加速さ

せなければなりません。

また、東京オリンピック・パラリンピック競

技大会開会式での「天岩戸開き」の再現や、神

楽・古墳の世界遺産等への登録に向けた取り組

みなど、本県が平成24年から32年までの９年間

をかけて取り組みを進める記紀編さん1300年記

念事業についても、これまでの取り組みの内容

を検証し、これからの事業の方向性について、

改めて議論しなければなりません。

このようなことを踏まえ、当委員会では、

「観光振興対策に関すること」を２つ目の調査

事項として、スポーツ大会・合宿受け入れの取

り組みを初め、記紀編さん1300年記念事業など

について調査することに決定しました。

また、10月に実施した県外調査の結果を踏ま

え、「スポーツ振興対策に関すること」及び

「観光振興対策に関すること」の双方の調査事

項にかかわることとして、スポーツ・観光に関

する部局の設置についても調査することに決定

いたしました。
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以上の内容につきまして、積極的な調査活動

を行い、県当局への提言を取りまとめました

が、時間の関係上、ここでは主なものに絞って

御紹介いたします。

まず、調査事項の「スポーツ振興対策」につ

いてであります。

２巡目国体開催まで残り９年となりました

が、県有主要体育施設の整備を初めとして、各

種視察団の受け入れ、県準備委員会あるいは県

実行委員会の設置といった組織体制の整備な

ど、開催に向けて取り組まなければならないこ

とが非常に多い状況にあります。これらを滞り

なく行うためには、必要な調査やデータの収

集、整理を迅速に行った上で、早目に議論を開

始し、スピード感を持ってこれを進めていく姿

勢が求められます。

また、これだけの大きな大会になると、県の

みでという発想ではなく、県民を初めとして、

市町村、競技団体、民間団体等との連携や役割

分担により取り組みを進めていく視点が極めて

重要であります。そのため、県民や市町村、競

技団体、民間団体等にも、２巡目国体に向けた

議論に早い段階から参加してもらえるような仕

組みづくりを考えなければなりません。

県当局には、２巡目国体に向けた取り組み、

行事に関する議論を早目に開始し、スピード感

を持ってこれを進めるとともに、２巡目国体や

全国障害者スポーツ大会全般に関して、多様な

意見を集約するための議論の場を早期に整えて

いただくよう要望いたします。

次に、２巡目国体に向けての施設整備につい

てであります。

最新の国勢調査によりますと、平成27年10月

１日現在の本県の人口は約110万4,000人で、平

成22年と比べ約３万1,000人減少しており、本県

の人口減少の進行は顕著となっております。こ

のような状況において、仮に大規模かつ高度な

機能を有する施設を整備したとしても、大幅な

利用者増加は見込みにくいと予想されます。２

巡目国体開催に求められる施設の規模や機能は

どの程度なのかを考えると同時に、国体後に見

込まれる利用者数をベースにした適正なランニ

ングコストについても考える必要があります。

他方で、国体後に必要となる可能性が高い施

設機能等については、多少費用がかさむとして

も、建築時に整備するのが経済的であります。

調査で訪れた山口県では、国体開催のみを念頭

に設計、建築を行ったため、国体後に観客席や

諸室の増設を行わざるを得なくなった事例が紹

介されました。経済活性化の視点も踏まえ、国

体後に必要となる可能性が高い施設整備等につ

いては、県民への十分な説明を行いながら前向

きに検討することも必要と考えます。

県当局には、施設整備後におけるランニング

コストの適正額について調査するとともに、国

体後の状況により必要となる可能性が高い施設

機能等の把握にも努め、２巡目国体後を見据え

た施設整備となるよう要望いたします。

次に、調査事項の「観光振興対策」のうち、

記紀編さん1300年記念事業についてでありま

す。

記紀編さん1300年記念事業の事業期間である

９年間のうち、既に半分以上が経過しました。

これまでの事業経過を振り返ってみますと、各

講座・講演の参加人数やバスツアーの集客人数

はおおむね増加傾向になっており、一定の事業

効果は認められるところであります。

ただ、県民意識調査における「本県の神話や

伝承、神楽、史跡など歴史的・文化的資源に関

心がありますか」との問いに対して、「関心が
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ある」または「少し関心がある」と答えた者の

割合は、平成24年度から27年度まで、おおむ

ね60％台後半で推移しており、増加には転じて

いません。また、肌感覚としても、県民による

機運の高まりという点でやや乏しい印象があり

ます。

県当局には、本県の神話・伝説や史跡などに

関する県民認知度や経済波及効果に関する明確

な数値目標を設定し、到達度を確認しながら、

必要に応じて事業の見直しを行うなど、「効果

が出る・見える」事業となるよう要望いたしま

す。

次に、「スポーツ振興対策」「観光振興対

策」双方の調査事項にかかわることとして、ス

ポーツ・観光に関する部局の設置についてであ

ります。

現地調査をしましたＫＩＲＩＳＨＩＭＡヤマ

ザクラ宮崎県総合運動公園や宮崎県体育館で

は、改修では間に合わないほど老朽化が進行し

ている実態を確認しました。これは、１巡目国

体後に大規模な改修が適切に実施されなかった

ことが主な原因と考えられます。

一方、３年後に２巡目国体を迎える鹿児島県

では、メーン会場の県立鴨池陸上競技場につい

て、１巡目国体後に大規模な改修を行ってお

り、２巡目国体に向けても既存施設の改修で十

分対応できるとのことでした。メーン会場とな

る陸上競技場だけを見ても、隣県が約50億円程

度の改修で２巡目国体を迎えることができるの

に対し、本県は約150億円もの巨額を投じないと

２巡目国体を迎えることができないという事実

には、真摯に向き合わなければなりません。過

去に大規模な改修が適切に実施されなかったの

は何が原因かについて、徹底した議論が必要と

なります。

県当局には、１巡目国体時の反省に立ち、２

巡目国体で整備される施設の改修が適切に実施

されるよう、スポーツ行政の所管に係る組織体

制のあり方について検討を進めるよう要望いた

します。

次に、文化・スポーツ振興局の設置について

であります。

知事は、自身の政策提案において、文化・ス

ポーツの振興を総合的に推進する部署「文化・

スポーツ振興局」の設置を掲げておられます。

長い時間をかけて守り育てられた本県の伝統・

伝承文化や、これまで官民で積み上げてきたス

ポーツランドみやざきの取り組みをさらに前に

進め、これらを観光の振興にいかに結びつけて

いくかは、観光を基幹産業とする本県にとって

は極めて重要な視点の一つであります。

しかしながら、文化行政との融合や推進への

意気込みを組織再編を通じて県内外にアピール

する取り組みでは、沖縄県や佐賀県、山口県と

いった近隣県に先を越されている状況にありま

す。また、スポーツキャンプ・合宿誘致の取り

組みではトップランナーであり続ける本県であ

りますが、他県の追い上げは激しいものがあ

り、今春キャンプインしたプロ野球１軍の球団

数では沖縄県がトップになるなど、部分的に競

り負けているのも事実です。時代にマッチした

組織体制づくりやニーズに合った新規事業の開

発について、本県はどういった振興戦略を打ち

出すべきか、今まさに判断の岐路に立っている

ことを認識すべきだと考えます。

県当局には、知事が政策提案で示す「文化・

スポーツ振興局」の設置について、その具体像

を早期に明らかにするよう要望いたします。

以上を委員会報告書の概要として御報告いた

しますが、これらの提言をまとめるに当たり１
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年間にわたって調査活動を進めてまいりまし

た。

特に、焦点となっている２巡目国体に向けた

施設整備については、当委員会においても多く

の時間を費やし、議論を積み重ねてまいりまし

た。中でも、再整備が必要となります陸上競技

場、体育館、プールといった県有主要体育施設

のあり方については、多くの県民の皆様が議論

の行方に強い関心を示されています。そのこと

を考えますと、県当局は、議論の透明性、公平

性を十二分に確保し、県民の皆様が納得できる

説明に努めなければなりません。また、２つま

で絞り込まれている整備候補地の早急な決定、

無理や無駄のない整備スケジュールの策定な

ど、残り少ない時間を有意義に使っていく姿勢

が求められるところであります。

これから本県が取り組む国民文化祭や国民体

育大会といったビッグイベントは、数十年に一

度の県を挙げての大事業となります。そのた

め、これらを一過性のイベントとして終わらせ

るのは惜しく、県勢発展の足がかりとして活用

する姿勢が必要となると考えます。10年後、20

年後、あるいはその先の本県の姿に思いをめぐ

らせ、本県が進むべき方向性について大局的な

議論を積み重ねる上で、国民文化祭や国民体育

大会はよい契機となり得ます。これらのビッグ

イベント成功のために構築される議論の場や、

人と人とのつながりといった無形の財産は、こ

れからの県勢発展の原動力となる可能性を秘め

ています。イベント後にこれらをどう生かすか

は大切にしたい視点の一つであり、新たに整備

される施設等の有形の財産の活用とあわせて、

今後の議論が望まれるところであります。

ビッグイベントの開催に向けて乗り越えるべ

き課題は多くありますが、県勢発展へのきっか

けをつかむよいチャンスと前向きに捉え、県民

皆でよりよいものをつくり上げようという機運

が一層高まっていくことを切に願いまして、当

委員会の報告といたします。（拍手）〔降壇〕

以上で特別委員長の調査結果○星原 透議長

報告は終わりました。

特別委員長の報告に対する質疑の通告はあり

ません。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○星原 透議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

平成29年３月22日

宮崎県議会議長 星原 透 殿

提出者 議会運営委員長 黒木 正一

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第３号

「テロ等準備罪」の新設について慎重な検

討を求める意見書

議員発議案第４号

地域の実情に応じて運用できる「民泊」の

法制化を求める意見書

議員発議案第５号

海洋ごみの処理推進を求める意見書

議員発議案第３号から第５号まで◎

追加上程、採決

ただいま朗読いたしました議○星原 透議長

員発議案第３号から第５号までの各号議案を日
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程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

議員発議案第３号から第５号までの各号議案

を一括議題といたします。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、説明を省略して直ちに審議する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○星原 透議長

ように決定いたしました。

質疑及び討論の通告はありません。

これより採決に入ります。

議員発議案第３号から第５号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案を原案のとおり可決することに御異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○星原 透議長

て、各号議案は原案のとおり可決されました。

以上で、今期定例会の議事は全て終了いたし

ました。

副知事退任挨拶◎

ここで、３月31日をもって任○星原 透議長

期を終えられます稲用副知事及び内田副知事か

ら御挨拶をいただきます。まず、稲用副知事、

御登壇願います。

〔登壇〕 このような○副知事（稲用博美君）

時間を設けていただきまして、お礼を申し上げ

ます。

４年間、至らぬ副知事でありましたが、県議

会の皆様には大変広やかな心をもって接してい

ただきましたことを感謝申し上げます。

とりたててすぐれたところというのは何もご

ざいません。ただ、誠実に真面目に物事に接す

る、人に接する、それだけを心がけてまいりま

した。そういうようなことですので、この４年

間、副知事としてどれだけのことができたか、

まことに心もとない限りでありますが、幸いな

ことに、私の周りにはたくさんのすばらしい県

庁の仲間がいてくれました。その彼らの助けを

得、また、市町村、関係機関、あるいは県民の

皆様の御協力をいただき、そして時には家族の

支えもあって、何とか自分の仕事をやり遂げた

のではないかと思っているところです。その評

価というのはいろいろあるのだろうと思います

が、元気な宮崎、明るい宮崎が現在築き上げら

れているということを思うときに、自分なりに

一定の達成感、満足感を持っているところでご

ざいます。

しかしながら、宮崎県はまだまだやるべきこ

と、やれることがたくさんございます。これか

ら、県議会の皆様の御指導、御鞭撻、そしてさ

らには御協力のもとに、県庁の仲間たち、県職

員が一丸となって、さらには県民の皆様の力を

結集して、これからさまざまな課題を解決して

いただきたいと考えております。私も、これか

ら県民の一人として、自分のできる限りのこと

をしていきたいと思っているところでございま

す。

重ねまして、これまでの御厚情に感謝申し上

げ、挨拶とさせていただきます。本当にありが

とうございました。（拍手）〔降壇〕

次に、内田副知事、御登壇願○星原 透議長

います。

〔登壇〕 退任に当た○副知事（内田欽也君）

平成29年３月22日(水)
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りまして、一言御挨拶を申し上げます。

星原議長を初め議員の皆様には、この４年

間、公私にわたり御指導賜りましたことを、ま

ず厚く御礼申し上げます。

副知事の仕事というのは、恐らく、知事の政

策を実現するための各部長の取り組みをしっか

りサポートしていくことだろう、そんなつもり

で４年間過ごしてまいりました。国土交通行政

以外の分野でも、例えばキャビアのブランド化

でありましたり、「日本のひなた」のプロモー

ションでありましたり、幅広い分野に携わらせ

ていただいたことを大変光栄に思っております

し、この４年間で明るく前向きな話題が大変多

かったなと、改めてその機会にこの宮崎にいら

れたことを感謝しているところであります。

また、県内各地を回る中で、すばらしい景色

ですとか、神楽等の文化に触れることができま

したし、何よりも本当に多くの方々、農林水産

業、商工業、建設業、多くの分野の方々と出会

い、交流を深めることができました。私にとっ

てはこれが一番大きな財産だなと、今、改めて

思っているところであります。

今後は、また立場は変わりますが、宮崎の発

展のために努めてまいりたいと思っております

ので、引き続き御指導、御鞭撻のほどをお願い

申し上げます。４年間、大変ありがとうござい

ました。（拍手）〔降壇〕

両副知事には丁重な御挨拶を○星原 透議長

いただき、まことにありがとうございました。

稲用、内田両副知事におかれましては、平

成25年４月に就任以来、県勢の発展と諸課題の

解決に大変な御尽力をいただきました。その御

功績に対しまして、心から敬意と感謝を申し上

げます。

今後とも、本県のさらなる発展に御協力及び

御指導を賜りますようお願い申し上げまして、

お礼の言葉といたします。まことにありがとう

ございました。

閉 会◎

これをもちまして、平成29年○星原 透議長

２月定例県議会を閉会いたします。

午後０時３分閉会



資 料
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平成２９年２月定例県議会日程
２８日間

月 日 曜 区 分 議 事 備 考

議会運営委員会 9:30開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告

２．２３ 木 本会議 会期決定
議案上程
知事提案理由説明

２４ 金 （ 議 案 調 査 ）

２５ 土
（ 閉 庁 日 ）

２６ 日 休 会

代表質問通告締切 12:00２７ 月
（ 議 案 調 査 ）

一般質問通告締切 12:00２８ 火

３． １ 水 議会運営委員会 9:30
代 表 質 問

２ 木 本会議

請願締切 16:00３ 金 一 般 質 問

４ 土
休 会 （ 閉 庁 日 ）

５ 日

議員発議案締切 17:00
６ 月 一 般 質 問 （会派提出）

本会議
議会運営委員会 9:30

７ 火
一 般 質 問
議案・請願委員会付託

８ 水
常任委員会 （補正）休 会

９ 木

議会運営委員会 9:30
１０ 金 本会議

常任委員長審査結果報告（補正）
スポーツ・観光対策特別委員会質疑、討論、採決

１１ 土
（ 閉 庁 日 ）

１２ 日

１３ 月

１４ 火

常 任 委 員 会 （ 当 初 ）１５ 水

議員発議案締切 17:00１６ 木 休 会 （会派提出を除く）

１７ 金 特 別 委 員 会 議会運営委員会

１８ 土
（ 閉 庁 日 ）

１９ 日

２０ 月 （ 閉 庁 日 ） 春分の日

２１ 火 （ 議 事 整 理 ）

議会運営委員会 9:30常任委員長審査結果報告（当初）
質疑、討論、採決２２ 水 本会議 特別委員長調査結果報告
閉会
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平成２９年２月定例県議会

代 表 質 問 時 間 割

３月１日（水）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 自 由 民 主 党 １０：００～１２：００ 休憩外山 衛

２ 自 由 民 主 党 １３：００～１５：００後藤 哲朗

３月２日（木）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

３ 県 民 連 合 宮 崎 １０：００～１２：００ 休憩田口 雄二

４ 公 明 党 １３：００～１４：２０河野 哲也

＊ 会派別の質問時間（質問取扱要領）

自由民主党 １２０分以内

県民連合宮崎 ６０分以内

公 明 党 ４０分以内
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平成２９年２月定例県議会

一 般 質 問 時 間 割

３月３日（金）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１ 県 民 連 合 宮 崎 １０：００～１１：００満行 潤一

２ 自由民主党県民クラブ １１：００～１２：００ 休憩徳重 忠夫

３ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００清山 知憲

４ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００ 休憩山下 博三

５ 自 由 民 主 党 １５：１０～１６：１０中野 一則

３月６日（月）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

６ 自 由 民 主 党 １０：００～１１：００日高 博之

７ 愛 み や ざ き １１：００～１２：００ 休憩図師 博規

８ 自 由 民 主 党 １３：００～１４：００右松 隆央

９ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００横田 照夫

３月７日（火）

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考

１０ 公 明 党 １０：００～１１：００重松幸次郎

１１ 日 本 共 産 党 １１：００～１２：００ 休憩来住 一人

１２ 県 民 連 合 宮 崎 １３：００～１４：００渡辺 創

１３ 自 由 民 主 党 １４：００～１５：００原 正三

＊ １人当たりの質問時間 ３０分以内（質問取扱要領）



平成２９年２月定例県議会

［議　案］（平成２８年度補正予算関係）

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第４９号 平成28年度宮崎県一般会計補正予算（第８号） 可決 可決 可決 可決 可決

第５０号
平成28年度宮崎県開発事業特別資金特別会計補正
予算（第１号）

可決

第５１号
平成28年度宮崎県公債管理特別会計補正予算（第１
号）

可決

第５２号
平成28年度宮崎県山林基本財産特別会計補正予算
（第１号）

可決

第５３号
平成28年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算
（第２号）

可決

第５４号
平成28年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特
別会計補正予算（第１号）

可決

第５５号
平成28年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーショ
ン施設特別会計補正予算（第１号）

可決

第５６号
平成28年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第
１号）

可決

第５７号
平成28年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正
予算（第２号）

可決

第５８号
平成28年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正
予算（第１号）

可決

第５９号
平成28年度宮崎県港湾整備事業特別会計補正予算
（第２号）

可決

第６０号
平成28年度宮崎県育英資金特別会計補正予算（第１
号）

可決

第６１号 平成28年度宮崎県立病院事業会計補正予算（第３号） 可決

第６２号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 可決

第６３号
国営西諸土地改良事業負担金徴収条例及び国営大
淀川右岸施設機能保全事業負担金徴収条例の一部
を改正する条例

可決

第６４号
宮崎県医療施設耐震化臨時特例基金条例を廃止する
条例

可決

第６５号 宮崎県地域医療再生基金条例を廃止する条例 可決

第６６号 宮崎県国民健康保険運営協議会条例 可決

第６７号 工事請負契約の締結について 可決

第６８号 工事請負契約の締結について 可決

第６９号 工事請負契約の締結について 可決

第７０号 財産の処分について 可決

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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平成２９年２月定例県議会

［議　案］（平成２９年度当初予算関係）

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 平成29年度宮崎県一般会計予算 可決 可決 可決 可決 可決

第２号 平成29年度宮崎県開発事業特別資金特別会計予算 可決

第３号 平成29年度宮崎県公債管理特別会計予算 可決

第４号
平成29年度宮崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計
予算

可決

第５号 平成29年度宮崎県山林基本財産特別会計予算 可決

第６号 平成29年度宮崎県拡大造林事業特別会計予算 可決

第７号 平成29年度宮崎県林業改善資金特別会計予算 可決

第８号
平成29年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特
別会計予算

可決

第９号
平成29年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーショ
ン施設特別会計予算

可決

第１０号 平成29年度宮崎県営国民宿舎特別会計予算 可決

第１１号 平成29年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算 可決

第１２号 平成29年度宮崎県公共用地取得事業特別会計予算 可決

第１３号 平成29年度宮崎県港湾整備事業特別会計予算 可決

第１４号 平成29年度宮崎県立学校実習事業特別会計予算 可決

第１５号 平成29年度宮崎県育英資金特別会計予算 可決

第１６号 平成29年度宮崎県公営企業会計（電気事業）予算 可決

第１７号
平成29年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業）
予算

可決

第１８号
平成29年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）予
算

可決

第１９号 平成29年度宮崎県立病院事業会計予算 可決

第２０号 宮崎県行政機関設置条例の一部を改正する条例 可決

第２１号
地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第２２号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 可決 可決 可決

第２３号
知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正
する条例

可決

第２４号
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する
条例

可決

議案・請願　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会

－ 358 －



総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第２５号 みやざき産業人財確保支援基金条例 可決

第２６号
宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を
改正する条例

可決

第２７号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 可決

第２８号
宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改
正する条例

可決

第２９号

宮崎県行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利
用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改
正する条例

可決 可決

第３０号 宮崎県情報公開条例の一部を改正する条例 可決

第３１号 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例 可決

第３２号
職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一
部を改正する条例

可決

第３３号
宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部
を改正する条例

可決

第３４号
宮崎県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する
条例

可決

第３５号
公立大学法人宮崎県立看護大学に係る重要な財産を
定める条例

可決

第３６号
公立大学法人宮崎県立看護大学に職員を引き継ぐ県
の内部組織を定める条例

可決

第３７号
公立大学法人宮崎県立看護大学の設立に伴う関係条
例の整理に関する条例

可決

第３８号 美しい宮崎づくり推進条例 可決

第３９号 宮崎県育英資金貸与条例の一部を改正する条例 可決

第４０号 包括外部監査契約の締結について 可決

第４１号 林道事業執行に伴う市町村負担金徴収について 可決

第４２号
農政水産関係建設事業執行に伴う市町村負担金徴収
について

可決

第４３号 土木事業執行に伴う市町村負担金徴収について 可決

第４４号 みやざき男女共同参画プランの変更について 可決

第４５号 みやざき文化振興ビジョンの変更について 可決

第４６号 都市計画に関する基本方針の変更について 可決

第４７号
公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収する料金の
上限について

可決

第４８号
公立大学法人宮崎県立看護大学中期目標の策定に
ついて

可決

番　号 件　名

常 任 委 員 会

－ 359 －



［請　願］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１７号
子どもの医療費無料化を中学校卒業まで引き上げる
ことを求める請願

継続

第２０号 受動喫煙防止対策強化処置についての請願 取下げ

第２１号
「共謀罪（テロ等組織犯罪準備罪）」法案に反対する請
願

不採択

番　号 件　名

常 任 委 員 会

－ 360 －
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閉 会 中 の 継 続 審 査 ・ 調 査 申 出 一 覧

平成２９年２月定例県議会

委 員 会 名 事 件 理 由

調査を要す

るため
総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査

慎重な審査
請願第17号 子どもの医療費無料化を中学校卒業ま

・調査を要厚 生 常 任 委 員 会
で引き上げることを求める請願

するため
福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する調査

調査を要す

るため
商工建設常任委員会 商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する調査

調査を要す環 境 農 林 水 産
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査

るため常 任 委 員 会

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営に 調査を要す文 教 警 察 企 業

関する調査 るため常 任 委 員 会

円滑な議会

次期県議会の会期日程及び議会運営に関する調査 運営を図る議 会 運 営 委 員 会

ため



議 案 議 決 件 名 一 覧 表
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第１号 平成29年度宮崎県一般会計予算 ３月22日・ 可 決

〃 第２号 平成29年度宮崎県開発事業特別資金特別会計予算 〃

〃 第３号 平成29年度宮崎県公債管理特別会計予算 〃

〃 第４号 平成29年度宮崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算 〃

〃 第５号 平成29年度宮崎県山林基本財産特別会計予算 〃

〃 第６号 平成29年度宮崎県拡大造林事業特別会計予算 〃

〃 第７号 平成29年度宮崎県林業改善資金特別会計予算 〃

〃 第８号 平成29年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別 〃

会計予算

〃 第９号 平成29年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーシ 〃

ョン施設特別会計予算

〃 第10号 平成29年度宮崎県営国民宿舎特別会計予算 〃

〃 第11号 平成29年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計予算 〃

〃 第12号 平成29年度宮崎県公共用地取得事業特別会計予算 〃

〃 第13号 平成29年度宮崎県港湾整備事業特別会計予算 〃

〃 第14号 平成29年度宮崎県立学校実習事業特別会計予算 〃

〃 第15号 平成29年度宮崎県育英資金特別会計予算 〃

〃 第16号 平成29年度宮崎県公営企業会計（電気事業）予算 〃

〃 第17号 平成29年度宮崎県公営企業会計（工業用水道事業） 〃

予算

〃 第18号 平成29年度宮崎県公営企業会計（地域振興事業）予算 〃

〃 第19号 平成29年度宮崎県立病院事業会計予算 〃

〃 第20号 宮崎県行政機関設置条例の一部を改正する条例 〃

〃 第21号 地方警察職員の定員に関する条例の一部を改正する 〃

条例

〃 第22号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 〃

〃 第23号 知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正 〃

する条例

〃 第24号 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する 〃

条例

〃 第25号 みやざき産業人財確保支援基金条例 〃
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第26号 宮崎県森林整備加速化・林業再生基金条例の一部を ３月22日・ 可 決

改正する条例

〃 第27号 公の施設に関する条例の一部を改正する条例 〃

〃 第28号 宮崎県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正 〃

する条例

〃 第29号 宮崎県行政手続における特定の個人を識別するため 〃

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利

用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例

〃 第30号 宮崎県情報公開条例の一部を改正する条例 〃

〃 第31号 宮崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例 〃

〃 第32号 職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一 〃

部を改正する条例

〃 第33号 宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部 〃

を改正する条例

〃 第34号 宮崎県看護師等修学資金貸与条例の一部を改正する 〃

条例

〃 第35号 公立大学法人宮崎県立看護大学に係る重要な財産を 〃

定める条例

〃 第36号 公立大学法人宮崎県立看護大学に職員を引き継ぐ県 〃

の内部組織を定める条例

〃 第37号 公立大学法人宮崎県立看護大学の設立に伴う関係条 〃

例の整理に関する条例

〃 第38号 美しい宮崎づくり推進条例 〃

〃 第39号 宮崎県育英資金貸与条例の一部を改正する条例 〃

〃 第40号 包括外部監査契約の締結について 〃

〃 第41号 林道事業執行に伴う市町村負担金徴収について 〃

〃 第42号 農政水産関係建設事業執行に伴う市町村負担金徴収 〃

について

〃 第43号 土木事業執行に伴う市町村負担金徴収について 〃

〃 第44号 みやざき男女共同参画プランの変更について 〃
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第45号 みやざき文化振興ビジョンの変更について ３月22日・ 可 決

〃 第46号 都市計画に関する基本方針の変更について 〃

〃 第47号 公立大学法人宮崎県立看護大学が徴収する料金の上 〃

限について

〃 第48号 公立大学法人宮崎県立看護大学中期目標の策定につ 〃

いて

〃 第49号 平成28年度宮崎県一般会計補正予算（第８号） ３月10日・ 可 決

〃 第50号 平成28年度宮崎県開発事業特別資金特別会計補正予 〃

算（第１号）

〃 第51号 平成28年度宮崎県公債管理特別会計補正予算（第１ 〃

号）

〃 第52号 平成28年度宮崎県山林基本財産特別会計補正予算 〃

（第１号）

〃 第53号 平成28年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予算 〃

（第２号）

〃 第54号 平成28年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別 〃

会計補正予算（第１号）

〃 第55号 平成28年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーシ 〃

ョン施設特別会計補正予算（第１号）

〃 第56号 平成28年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第 〃

１号）

〃 第57号 平成28年度宮崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予 〃

算（第２号）

〃 第58号 平成28年度宮崎県公共用地取得事業特別会計補正予 〃

算（第１号）

〃 第59号 平成28年度宮崎県港湾整備事業特別会計補正予算 〃

（第２号）

〃 第60号 平成28年度宮崎県育英資金特別会計補正予算(第１号) 〃

〃 第61号 平成28年度宮崎県立病院事業会計補正予算(第３号) 〃

〃 第62号 宮崎県税条例の一部を改正する条例 〃
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議 案 番 号 件 名 議 決 月 日

知事提出議案第63号 国営西諸土地改良事業負担金徴収条例及び国営大淀 ３月10日・ 可 決

川右岸施設機能保全事業負担金徴収条例の一部を改

正する条例

〃 第64号 宮崎県医療施設耐震化臨時特例基金条例を廃止する 〃

条例

〃 第65号 宮崎県地域医療再生基金条例を廃止する条例 〃

〃 第66号 宮崎県国民健康保険運営協議会条例 〃

〃 第67号 工事請負契約の締結について 〃

〃 第68号 工事請負契約の締結について 〃

〃 第69号 工事請負契約の締結について 〃

〃 第70号 財産の処分について 〃

〃 第71号 副知事の選任の同意について ３月22日・ 同 意

〃 第72号 副知事の選任の同意について 〃

議員発議案 第１号 受動喫煙防止対策の強化措置に関する意見書 ３月１日・ 可 決

〃 第２号 北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する意見書 ３月10日・ 可 決

〃 第３号 「テロ等準備罪」の新設について慎重な検討を求め ３月22日・ 可 決

る意見書

〃 第４号 地域の実情に応じて運用できる「民泊」の法制化を 〃

求める意見書

〃 第５号 海洋ごみの処理推進を求める意見書 〃



議 員 発 議 案 等
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議員発議案第１号

受動喫煙防止対策の強化措置に関する意見書

国においては、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に

向けて、受動喫煙防止対策の強化が検討されている。健康増進の観点はもちろんの

こと、国際オリンピック委員会は世界保健機関と共同で「たばこのない五輪」を推

、 、進しており 近年の大会開催地における受動喫煙防止対策の取組状況を踏まえると

次回開催国としても対策の強化が必要となっている。

こうした中、２０１６年１０月に厚生労働省から「受動喫煙防止対策の強化につ

いて（たたき台 」が公表された。このたたき台は、学校や医療機関等は敷地内禁）

煙、官公庁や運動施設などは建物内禁煙をそれぞれ義務化する等、オリンピック・

パラリンピック開催国と同等の水準を目指すものであり、その方向性は理解される

ところである。

しかし一方で、サービス業においては、たたき台における「原則建物内禁煙（喫

煙室設置可 」が利用者ニーズへの対応を著しく損ない、売上げが減少することが）

危惧されている。また、店舗の面積・構造、資金的な制約等から、喫煙室の整備も

容易ではなく、結果的に全面禁煙とせざるを得ない事態も想定され、経営への深刻

な影響が避けられないとの意見が寄せられている。

よって、国民の健康増進等のため受動喫煙防止の促進は重要であるとの認識のも

と、その対策の強化に当たっては、飲食店等のサービス業における店舗の実態や利

用者のニーズ等も考慮し、対策を検討、整備する必要があることから、国におかれ

ては、次の事項について取り組むことを強く要望する。

記

１ 飲食店等のサービス業を営む事業者への措置について、十分に配慮したものと

すること。

２ 飲食店等のサービス業については、店舗の実態や利用者のニーズ等を考慮した

支援制度の創設など、受動喫煙防止対策の内容を検討すること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月１日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

財 務 大 臣 麻 生 太 郎 殿

総 務 大 臣 高 市 早 苗 殿

厚 生 労 働 大 臣 塩 崎 恭 久 殿

経 済 産 業 大 臣 世 耕 弘 成 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第２号

北朝鮮による弾道ミサイル発射に抗議する意見書

北朝鮮は、３月６日に弾道ミサイル４発を日本海に向けて発射し、うち３発

が日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に着弾した。北朝鮮は、昨年９月に５回目

の核実験を実施し、また８月と９月、さらに今年２月に弾道ミサイルを相次い

で発射するなど、我が国と北東アジア地域の平和と安定を脅かす暴挙を繰り返

し行っている。

こうした一連の行為は、国連安全保障理事会決議を無視して強行されたもの

であり、国際的な核軍縮・核不拡散体制に対する重大な挑発行為であるととも

に、国民の生命と財産の安全を脅かす行為として、断じて容認することはでき

ない。

よって、本県議会は、北朝鮮に対し、厳重に抗議し強く非難するとともに、

弾道ミサイルの発射及び核実験による更なる挑発行為を行わないよう強く求め

る。

政府においては、北朝鮮に対して毅然とした姿勢で強く抗議するとともに、

国連安全保障理事会決議に基づく制裁措置の完全履行と国際社会と一体となっ

た更なる実効ある外交措置を行い、我が国の平和と国民の安全確保に万全を期

すよう、強く求める。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月１０日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

内 閣 総 理 大 臣 安 倍 晋 三 殿

外 務 大 臣 岸 田 文 雄 殿

防 衛 大 臣 稲 田 朋 美 殿

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第３号

「テロ等準備罪」の新設について慎重な検討を求める意見書

東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を三年後に控えており、テロ

対策は最重要課題の一つである。テロ行為を防止するためには、国際社会と緊密に

連携することが必要不可欠であり、こうした協力関係を構築する上で、既に１８７

の国と地域が締結している「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約」を締

結することは極めて重要である。

今般、同条約に基づく国内法の整備の一環として 「テロ等準備罪」の新設が検、

討されているが、現行法においてもテロ行為等の準備行為を処罰する規定が存在し

ており、現行法の規定に加えて、テロ行為等の準備行為の処罰を一般化する必要性

や合理性が明らかにされなければならない。

また 「テロ等準備罪」については、一般市民が対象とならないよう、犯罪の主、

体を「組織的犯罪集団」とする、対象となる罪を絞り込む、構成要件に準備行為を

加えるなどの対応を図るとされているが、様々な懸念があると指摘されている。

犯罪の主体について、政府見解は、正当な活動を行っていた団体であっても、そ

、「 」の目的が犯罪を実行することに一変したと認められる場合には 組織的犯罪集団

に当たり得るとしており、取締りの対象になる可能性があると指摘されている。

よって、本県議会は、国に対し 「テロ等準備罪」の新設について、幅広い観点、

から慎重に検討することを強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月２２日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大 島 理 森 殿

参 議 院 議 長 伊 達 忠 一 殿

安 倍 晋 三 殿内 閣 総 理 大 臣

金 田 勝 年 殿法 務 大 臣

内 閣 官 房 長 官 菅 義 偉 殿
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議員発議案第４号

地域の実情に応じて運用できる「民泊」の法制化を求める意見書

少子高齢化と核家族化により増加の一途をたどる空き家・空き室への対策や、外
国人旅行者等の急増による宿泊施設の不足への対応等において、政府が検討を進め
ている既存住宅等を宿泊施設として活用できるようにする「民泊」制度の法制化は
大変有意義な取組であると考える。
実際に、我が国の空き家や空き室は２０１３年の時点で約８２０万戸、うち耐震

性等があり駅から１キロメートル以内の空き家は約４８万戸、賃貸用空き室は約１
３７万戸もあり、これらの利活用は地域の新たな活力を生み出す大きな力となり得
る。
また、２０１２年に８３６万人だった訪日外国人旅行者は、２０１６年にはその

３倍の２４００万人を突破し、さらに政府が２０２０年の東京オリンピック・パラ
リンピックの年には４０００万人の目標を掲げる中で、宿泊施設の不足も懸念され
ている。
まさに、これらの諸課題に対応する「民泊」の推進は、遊休資産を有効に活用す

ることによる地域経済の活性化や、管理が行き届いていない空き家等の適正な管理
による住環境の改善への寄与が期待されるところである。
政府においては 「民泊」制度の法制化に当たり、宿泊施設として必要な安全性、

等を確保するとともに、地域住民と旅行者の安全と安心の確立、並びに地域の実情
に合わせて将来にわたり豊かで住み良い地域の実現に寄与するように、下記の事項
について特段の配慮を求める。

記

１ 地域住民と旅行者が安全に安心して「民泊制度」を運用することが可能となる
よう、国が責任を持って必要な基準を定めること。

２ 「民泊」の運営に関する実態の監視や様々なトラブルに迅速かつ適切に対処す
る体制を国の責任において整備すること。

３ 地域の実情に応じて適切な「民泊」の運営がなされるように、自治体が条例の
制定等により地域独自のルール等の構築が可能となるようにすること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月２２日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大島 理森 殿
参 議 院 議 長 伊達 忠一 殿
内 閣 総 理 大 臣 安倍 晋三 殿
総 務 大 臣 高市 早苗 殿
国 土 交 通 大 臣 石井 啓一 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義偉 殿

山本 幸三 殿
内閣府特命担当大臣
（ 規 制 改 革 ）
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議員発議案第５号

海洋ごみの処理推進を求める意見書

昨年、我が国を襲った台風と台風崩れの温帯低気圧は、全国各地に甚大な被害を
もたらした。中でも、氾濫した河川から流れ出た流木は、漁業被害をもたらしただ

けではなく、海岸に漂着した大量の流木の処理に長時間を要する事態が発生した。

海岸保全区域外での漂着物対策においては、以前は「地域グリーンニューディー
ル基金」を利用できたが、現在は「海岸漂着物等地域対策推進事業」のみで、しか

もこの事業は災害対応を想定したものとはなっていない。

一方、海洋ごみは災害関連だけではない。２０１５年のＧ７エルマウ・サミット
において、プラスチックごみによる海洋汚染が取り上げられ、海洋ごみ対策は世界

的課題として初めて認識された。２０１６年のＧ７伊勢志摩サミットにおいても、

海洋ごみの発生抑制及び削減に向けて対処することが確認されている。
海洋ごみには、国内外を問わず多様な地域由来のものが混在しており、市町村に

とっては、自ら発生抑制対策を行ったとしても、問題解決につながらない状況もあ

る。特に、海洋ごみの約７割は河川由来との指摘があり、河川管理者に任せられて
いるごみ処理に加え、これらに対する発生源対策は重要課題である。

ついては、海洋ごみの処理の推進並びに発生抑制及び削減に向けて下記の事項に
取り組むよう求める。

記

１ 海洋ごみの主要な発生源となっている河川については、国管理河川以外の河川

管理者の厳しい財政状況を考慮して国による新たな発生源対策を進めること。

２ 地域グリーンニューディール基金のような市町村が機動的に活用できる海洋ご

み対策を進めること。

３ 海洋プラスチックごみについては、国際社会と連携してその発生抑制及び削減

に努めるとともに、マイクロプラスチックを含む海洋ごみの量・分布等の実態を
把握するための調査を更に推進し、国民生活への影響を回避するための研究を進

めること。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２９年３月２２日

宮 崎 県 議 会

衆 議 院 議 長 大島 理森 殿
参 議 院 議 長 伊達 忠一 殿

内 閣 総 理 大 臣 安倍 晋三 殿

環 境 大 臣 山本 公一 殿
内 閣 官 房 長 官 菅 義偉 殿



請 願 一 覧 表
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総 括 表

請 願

委 員 会 計 備 考

新 規 継 続

総 務 政 策 － － －

厚 生 － ２ ２

商 工 建 設 － － －

環 境農 林水 産 － － －

文 教警 察企 業 １ － １

計 １ ２ ３
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新 規 請 願

文教警察企業常任委員会

請 願 番 号 請 願 第 21 号 受理年月日 平成 2 9 年３月３日

宮崎市和知川原３－９７請 願 者
日本国民救援会宮崎県本部 会長 山田 秀一住所・氏名

「共謀罪（テロ等組織犯罪準備罪 」法案に反対する請願）

【請願事項】

「共謀罪（テロ等組織犯罪準備罪）法案の新設に反対する意

見書」を政府に提出してください。

【請願の趣旨】

安倍政権は、共謀罪を「テロ等準備罪」と名称を変えて新設し

ようとしています。

共謀罪法案は、過去３度国会に出されましたが、国民の人権を

侵害するとして、多くの国民や弁護士会などの反対でいずれも廃

案になった経過をもっています。

近代刑法は、犯罪がおこなわれ、被害が生じた場合（既遂）に

処罰することを原則としています。日本の刑法も同様です。

請願の件名 しかし、共謀罪は、犯罪について、話し合い、合意したこと自

体を処罰するもので、近代刑法の原則に反し、日本の刑法原則を

覆すものです。

このような共謀罪は、憲法で保障された思想・信条の自由を侵

す恐れがあります。また 「合意」を捜査することから、物的証、

拠を得ることが困難となり、会話やメール、自白や供述を証拠と

することになります。そのため、会話やメール・ＬＩＮＥなどが

日常的に監視の対象とされることで国民のプライバシーが侵害さ

れたり、自白の強要や司法取引によるウソの密告で冤罪を生むこ

とになります。

政府は 「テロ対策のために必要」としていますが、日本は、、

国際的なテロ防止のための１３条約すべてを締結し、現在におい

ても「予備罪」や「準備罪」を極めて広く処罰しています 「テ。

ロ対策」のための新たな立法は必要ありません。

また、対象は「組織的な犯罪集団」であり 「一般の人」には、

関わりないと説明していますが、そもそも「犯罪集団」の定義も

あいまいで、市民も対象となる恐れがあります。

さらに 「話し合い・合意」に加えて 「準備行為」を加えたの、 、

で内心の自由は侵さないと説明していますが、どのような行為を

「準備行為」とするかは、捜査にあたる警察官の判断に委ねられ

るなど、限定にはなりません。
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政府は、過去の共謀罪とは違うと説明しますが、なんら本質は

変わりません。

、 。日本国憲法は 思想・信条の自由をはっきりと保障しています

それは、戦前、治安維持法にもとづき、特高警察などによって多

くの国民の思想や信条が監視され、戦争に反対することが弾圧さ

れたことへの深い反省があるからです。

近年、秘密保護法の制定、盗聴法（通信傍受法）の拡大などに

よって、国の情報を隠す一方で、国民を監視し情報を集める動き

が強まっています。共謀罪もこれらの動きの一環です。

戦前、国が情報を隠し、国民を監視するもとで戦争へ突きすす

んでいきました。二度と同じ誤りを繰り返さないために、共謀罪

はつくってはならないものです。

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 来住 一人
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継 続 請 願

厚 生 常 任 委 員 会

請 願 番 号 請 願 第 17 号 受理年月日 平成 2 8 年９月９日

宮崎市和知川原２丁目５５番地請 願 者
子どもの医療費無料制度を県に求める宮崎県ネットワーク住所・氏名

（ ）代表 平野 千恵子 署名 7,849筆

子どもの医療費無料化を中学校卒業まで引き上げることを求める

請願書

【請願の趣旨】

現在、子どもの貧困が大問題になっており、政府の調査でも

６人にひとりの子どもが貧困状態にあると言われています。宮崎

県の子育て世代の貧困率は１９．５％と全国平均よりも高くなっ

ています。貧困状態におかれた子どもたちは、食事も満足にとれ

ず、病気になっても十分な治療が受けられないなどいのちが脅か

されています。子どもの将来がその生まれ育った環境で左右され

ず、どの子も等しく治療を受けられる制度をつくることは政治の

責任です。

子どもが病気にかかったとき、お金の心配なく病院にいける事

は、早期発見・早期治療につながり、重症化を防ぎ、さらには医

請願の件名 療費の軽減にもなります。

県の『乳幼児医療費助成事業の助成状況（平成２８年４月１日

現在 』調査によると、県内でもすでに、入院では中学校卒業ま）

でが１３自治体、小学校卒業までが７自治体で、通院でも、中学

校卒業までが１０自治体、小学校卒業までが４自治体で実施され

ています。新富町・川南町・木城町では高校卒業まで入院・通院

ともに助成が始まるなど、県内でも無料化の動きが広がっていま

す。

子どもは未来の社会を作り支えていく宝です。どこに住んでい

ても、安心して医療を受けられる子育ての環境をつくることは、

大きな子育て支援となります。また、少子化の打開にとっても大

きな力になります。宮崎県においても、安心して子どもを産み育

てられる環境を整えるために、中学校卒業までの医療費を無料に

していただきたく、請願します。

【請願事項】

１．子どもの医療費を中学校卒業まで無料にすること

紹 介 議 員 前屋敷 恵美 来住 一人
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継 続 請 願

厚 生 常 任 委 員 会

請 願 番 号 請 願 第 20 号 受理年月日 平成2 8年 1 2月２日

宮崎県宮崎市高千穂通１丁目６番２１号請 願 者
宮崎県たばこ耕作組合 組合長 郡 利夫住所・氏名
鹿児島県鹿児島市荒田１丁目２番３号

九州南部たばこ販売協同組合連合会 会長 福島 洋一

宮崎市別府町３-１ 宮崎日赤会館１階

宮崎県飲食業生活衛生同業組合 理事長 代口 修

宮崎市別府町３-１ 宮崎日赤会館１階

宮崎県社交飲食業生活衛生同業組合 理事長 図師 義孝

受動喫煙防止対策強化処置についての請願

（要旨）

受動喫煙防止対策強化措置について意見書提出を求める請願

（理由）

たばこ事業は、たばこ事業法等に基づき運営されており、たば

こ税については、国や地方自治体の重要な一般財源であることは

。 、 、周知の事実です しかし 2016年10月に厚生労働省より公表され

次期通常国会に法案として提出されようとしている「受動喫煙防

（ ）（ 、“ ” ）」止対策の強化について たたき台 以下 たたき台 という

における受動喫煙防止対策は、業界がこれまで推進してきた取組

みが無駄になるような厳格な規制を設定しており、大きな懸念を

抱いております。

請願の件名

宮崎県の葉たばこ耕作については、農家数336戸、面積671ha、

販売高27億円を誇る一大産地であると共に、地域農業を支える重

要な基幹作物の一つと位置付けられており、たばこ農家は葉たば

こ生産に自信と誇りをもって良質葉生産に取り組んでおります。

また、零細かつ経済的基盤の弱いたばこ販売店では、販売を通

じて財政に多大な寄与をしているとの自負と誇りを持ち、たばこ

（ 、販売を行っているところです 平成26年度の宮崎県のたばこ税は

県税13.7億円、市町村税83.5億円 。）

また、たばこ耕作組合とたばこ販売組合は、喫煙者のために喫

煙場所の設置を要望する署名に取り組み、全国で64万筆の署名を

集めるなど、喫煙環境の維持・向上に努めております。

成人の減少、喫煙率の低下などにより、たばこの消費が減少す

、 、 、る中 前述のたたき台による措置により 更なる喫煙機会の減少
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結果として消費本数の減少が進むことは明らかであり、たばこ販

売店、及びたばこ農家の経営にも多大な影響があるものと考えて

おります。

一方で、飲食業においては、その業種や店舗・施設によって喫

煙を望むお客様が多い状況も観られるところ、受動喫煙防止対策

の重要性を十分に認識し、分煙措置に努める他、お客様の意図し

ない受動喫煙への接触を防止するため、店舗内の喫煙環境をステ

ッカー等を用いて店頭に表示する取組等、実態に応じた様々な対

策を自主的に進めております。

サービス業界では、たたき台による「原則禁煙」という措置が

お客様ニーズへの対応を著しく損ない、客数や客単価の減少に伴

う売り上げの減少を懸念しています。また、多くの事業者は、い

わゆる家族経営といった中小企業であり、店舗の面積や構造とい

った物理的な制約に加え、資金的な制約により、喫煙室の整備も

容易ではなく、結果的に全面禁煙とせざるを得ず、経営への影響

は避けられません。なお、諸外国と異なり日本においては、駅周

辺や繁華街等において、路上喫煙規制条例等により屋外での喫煙

が厳しく制限されていることも多く、お客様に店外での喫煙を求

めることが出来ず、その影響は諸外国と比して甚大なものとなる

ことが懸念されます。加えて、効果的とされる分煙措置を取って

いる店舗・施設であっても、改めて撤去・改作のための追加費用

が生じるおそれがあります。

以上の通り、たたき台が求める措置には大きな問題があり、多

方面にわたって甚大な影響を与えるおそれがあることから、私ど

、 、 。もは 以下について 国に意見書を提出するよう請願いたします

● 請願事項

１．飲食業等のサービス業を営む事業者への措置について、十

分に配慮したものとすること。

２．喫煙者に十分な喫煙機会が与えられるよう、喫煙環境の整

備にも配慮すること。

以上、地方自治法第124条の規定により、請願書を提出いたしま

す。

紹 介 議 員 緒嶋 雅晃 中野 明
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

開 会

会議録署名議員指名（横田照夫議員、髙橋 透議員）

２月23日 木 本 会 議
議会運営委員長審査結果報告

会期決定

議案第１号～第70号上程

知事提案理由説明

２月24日 金 （議案調査）

２月25日 土
（閉庁日）

２月26日 日 休 会

２月27日 月
（議案調査）

２月28日 火

議員発議案送付の通知

３月１日 水
議員発議案第１号追加上程、採決（可決）

代表質問（宮崎県議会自由民主党・外山 衛議員、

本 会 議 宮崎県議会自由民主党・後藤哲朗議員 ）

３月２日 木
代表質問（県民連合宮崎・田口雄二議員､

公明党宮崎県議団・河野哲也議員 ）

３月３日 金
一般質問（満行潤一議員、徳重忠夫議員、清山知憲議員、

山下博三議員、中野一則議員）

３月４日 土
休 会 （閉庁日）

３月５日 日

３月６日 月
一般質問（日高博之議員、図師博規議員、右松隆央議員、

横田照夫議員）

本 会 議 一般質問（重松幸次郎議員、来住一人議員、渡辺 創議員、

３月７日 火 原正三議員）

議案・請願委員会付託

３月８日 水
休 会 常任委員会（補正）

３月９日 木

常任委員長審査結果報告（議案第49号～第70号）

討論（議案第63号、第66号に反対）（前屋敷恵美議員）

３月10日 金 本 会 議
採決（議案第63号、第66号）（可決）

採決（議案第49号～第62号、第64号、第65号、第67号～第70

号）（可決）

議員発議案送付の通知
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月 日 曜 区 分 議 事 内 容

議員発議案第２号追加上程、採決（可決）

３月10日 金 本 会 議 議案第71号、第72号追加上程

知事提案理由説明

３月11日 土
（閉庁日）

３月12日 日

３月13日 月

３月14日 火
常任委員会（当初）

３月15日 水

３月16日 木 休 会

３月17日 金 特別委員会

３月18日 土

３月19日 日 （閉庁日）

３月20日 月

３月21日 火 （議事整理）

常任委員長審査結果報告（議案第１号～第48号及び請願）

討論（議案第１号、第29号、第31号、第41号～第43号に反

対）（前屋敷恵美議員）

討論（請願第17号継続、請願第21号不採択に反対）（来住一

人議員）

採決（議案第１号、第29号、第31号、第41号～第43号）（可

決）

採決（議案第２号～第28号、第30号、第32号～第40号、第44

号～第48号)（可決）

採決（請願第20号）（取り下げ承認）

３月22日 水 本 会 議 採決（請願第21号）（不採択）

採決（継続審査・調査案件)（委員長の申し出のとおり決定）

討論（議案第71号に賛成、議案第72号に反対）（前屋敷恵美

議員）

採決（議案第72号）（同意）

採決（議案第71号）（同意）

特別委員長調査結果報告

議員発議案送付の通知

議員発議案第３号～第５号追加上程、採決（可決）

副知事退任挨拶

閉 会



署 名

宮 崎 県 議 会 議 長 星 原 透

宮 崎 県 議 会 副 議 長 宮 原 義 久

宮 崎 県 議 会 議 員 横 田 照 夫

宮 崎 県 議 会 議 員 髙 橋 透


